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序 文

今日、地域開発の研究はきわめて重要な課題である。わが国の経済の高度成長は、その経済規模の拡

大をとげながらも、多くの問題をのこした。とりわけ、地域の経済的社会的文化的格差の拡大は、高度

経済成長がもたらした問題であった。これら地域発展の不均衡問題については、種々の角度から検討が

くわえられようとしてい知

われわれがとり組もうとしているのは、このうち、とくに地域開発における教育の役割を明かにしよ

うとする点にある。地域開発は、だんに社会資本投下による産業基盤整備や新興企業の立地、鉄鋼石油

コンビナートの誘致にあるだけではない。かかる資本や組織を連営し、あるいは生産労働に従事する経

営者、労働者の人的能力の質的、量的確保が不可欠の条件である。かかる地域開発にともなう人間有長臣力

の養成問題を明かにしようとするのがわれわれの研究の関心であつたのである。

ここに報告する研究は、われわれがかねがね究明しようとしていたここ数年来の課題研究である。地

域開発の進展にともなう産業教育のあり方を解明することは、今日もつとも重要な課題であり、、とくに、

北海道の地域課題としてもきわめて緊要な課題であるとおもわれる•しかし、問題の設定の意義の重要

さにもかかわらず、この研究の難しさは、予想以上のものがあつた。なぜならば、・地城研究は、今日の

わが国学界の現状では、いまだその緒についたばかりであり、とくに地域開発研究は、資本効率ないし、

地城産業連関の分析に力が注がれていて、地域における労働や教育の研究段階にまでおよぶことがすく

なかったからである。また地城研究をすすめていくには、その研究が綜合的多角的であればある低ど、

より多くの研究スクツフとより;多額の研究予算をひつようとするのである。しかし、ここの研究施設の・

現状ではそれを十分に期待することはむずかしい。そこで、われわれは、現在の人員で、なしうる可能

の限界で、若干の危険をよみこみながら研究の礎ともなればと思つて、敢えてこの研究にとりくんだの

である。しかし、問題の広汎性からして、われわれの研究は、．地域の性格、地域産業構造の分析と、地

城労働市場の解明に終始し、地域産業教育の研究は、学校教育、裁業訓練、企業内教育、農民教育の今

後のあり方を検討するうえでの課題の検出にとどまったにすぎない。地域産業教育の教材研究、これに

基づく産業教育計画の樹立の検討等については、今後にまたなければならない。

研究の成果は、とりあえず、分冊して発表することとした。最終報告書というよりも、この報告書は、

多くのなお解明すべき点をのこしているので、中間報告として発表した方がよい性格をもつているよう

に思われる。その意味においても、多くのひとびとのご叱正をいただければ幸である。

1 9 6 6年 10月

北海道大学教育学部

産業教育計画研究施設長

石原孝
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序 章 地域開発と教育の課題

ことに発表する研究報告は地域開発における教育の役割を把握するにある。

すなわち、地域社会における教育計画のあり方を検討してみようとするのが、われわれの共同研究の

ねらいとするところであ広。

この種の研究が問題にされるという所以は、ぢ口われの現段階に森いては、つぎのような問題意識にた

っところである。すなわち、第一においては、この数年間において、わが国の経済は高度の成長をとげ

たのであるけれども、この間に姦いて、いろいるな社会問題を生じておる。

特に地域内の各種の格差が拡大してきており、しかも、こうした地域内の格差が、社会全体の安定、

均衡をくずしつつあるという事実である。

そして経済の成長目体も、こういう格差をはらむことによつて、その停滞化現象を生じはじめている

ということができる。

この地域間の格差はいるいろな面に姦いて生じておる。

その一つは地域住民の生活水準、所得水準にみられる地城間の格差である。

その一つは文化・教育にみられる地城格差である。

しかも、このような地域間格差は、じつはその地域の産業楷造や人口の就業描造の不均衡に根ざして

いる。

この数年らいの日本の経済は、一方において、京浜、京葉、京阪神、中京、北九州というような大平

洋臨海工業地帯の発展をうながし、この地城に所在する産業は急速な発展をしめし、一人あたり生産高

は増大し、所得水準ものびたにも拘らず、他方これら大都市からの遠かくの農山村、たとえば、山陰と

か、四国とか南九州とか、北陸、東北、特に北奥羽、あるいは北海道という地城の産業の成長は、停滞

傾向をしめして、一人あたり生産性ののぴは悪く、この間において、地域間の所得の格差がますます拡

大しつつあるという実情である。

しかも、所得や生産の地域差が拡大しているばかりではなく、文化や教育の面においても地城格差が

生じている。

たとえば、全国学カテストによれば、都市と農村、住宅地と農山村、漁村地帯の児童の学力の差には

大きな地域差があることが指摘されている。

これは、学校教育ばかりではなく、職場の技術、＇技能、熟練という面においても、地域差が拡大しつ

つあるのではないかと思われる。

新規学卒労働力、既存の就業労働力は大平洋べ）レト工業地帯をめざして、大きな地域間移動を生じつ

つあり、この種の技術・技能労働力は特定の地城に偏在するという傾向がますます増大しているように

思われる。

こうした、生産労働力の地域配分の偏在ということは同時に所得の地城間格差と相対応する関係にあ

つて、高所得、高賃金の熟練労働者は高度産業地域に偏在し、この地城にむかつて移動するという現象

、一1-



がすすんできているのである。

以上のような地域格差を縮少し是正するための対策として登場したのが地域開発計画である。

これまでの地城開発というものを考えてみると、それは概ね産業基盤の整備、あるいは工業立地を主

体とする産業投資が開発の描想の中心となつて展開されてきている。

しかし、地域開発は、地域住民の生活水準の増進、福祉の増進ということが究痙の目的として、この

ための産業の開発でなければならない。したがつて、このような地城開発構想において、これまで誤つ

た考え方が、根づよく存在しているように思われる。

ここで、地域開発の正しいあり方を検討することが今日の段階において重要な課題になってきたので

ある。たとえば、綬近、新産業者姉への問題が大きくクローズ・アップされ、全国の各都市とくに中規

模の都市が新産業都市の指定をうけるべく、誘致運動をおこしてきている。

しかし、•このような誘致運動の活発な展開にも拘らず、その地城の開発をいかにすすめるか、地域開

発のイメージの設定、こういうことについては、必ずしも其けんな検討がなされていない。

いったいに疇開発とはなんであるかなにを目的としているかということについては、地城住民

の側にたつて充分な検討がなされなければならないのではないかと思われる。

こんにち、指定をうけた新産業都市をはじめとして、それ以外の地域にも種々の開発計画が発表され

示されておるけれども、そこにみられる共通の傾向は、概して工業開発を中心とした産業開発計画が考

えられているようである。

この産業開発計画にもとづいた地城開発計画という構想は、確かにその住民の生活の基盤を生活の基

礎をたてなおしてその地城の産業構造の体質改善をおこなうという意味に姦いては、それ自体重要な事

柄ではある。 ‘ 

しかし問題はこうした地域の産業開発がなにをねらいとし、なにを目的としているかということで

ある。

地域の工業化 (Industrialization)ということは、じつは、それ自体が目的であるのでは

なくて、じつはある別の目的を発生させるための手段、方法である。

いいかえれば、地域住民の福祉を増進するという目的にむかつての手段・方法であると思うのである。

つまり産業開発を主軸としたIndustrialismはそれ自体が決して目的ではない。

このような考え方にたつときに、われわれは、こんにちの地域開発にみられる産業開発中心主義に大

きな疑問を感ずる C` である。

こんにちみられる産業中心主義の考え方は、 いるいるな内容をもつて展開されてきたのである。

かつては、たとえば、地下資源、水資源開発のような自然資源開発 (Natural Regources-

Development) を中心とした開発主義がすすめられてきた。

しかし、その後、このような自然資源開発主義から、さらにかわって工業開発あるいは、工業開発を

すすめるための工業基盤の整備と、すなわち、工業用地、用水の問題や、道路、港湾、鉄道などの工業

製品の輸送の問題ということが産業開発の中心として考えられ、あるいは、こうした用地、用水、産業

交通の整備に基づいたところの工場の建設、工業立地として考えられてきたのである。

しかし、かりに、このような立場にたったとしても、餐源の開発や、工業R立地はただこれらの目的

を達成するために物的貧本を投下し、設備をととのえることだけによって開発をすすめられるものでは
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ないのである。

かりに、この開発をすすめるにあたつては単なる物的資本の条件をそなえることだけではなくて、じ

つは、人的資本 (Human Ca pi -cal)の盤備をすることが大きな前提となることは忘れられてはな

らない。

すなわち、産業開発をすすめるにあたつて、産業活動を営む事業組哉および人間の問題がある。

いいかえれば、それは開発を推進するにたる有力な経営組織を確立することである。

もう一つはからる経営組織体内に姦ける経営者、企業リーダーの問題と、もう一つにはそのもとで働

＜労働者の能力の問題がある。

これまでの地城開発の考え方のなかには、物的資本を中心にした産業開発中心の偏見がなかつたわけ

ではないのである。

このような、考え方にたつときややもすれば、地城の開発に必要とする労働力は充分にあり、地域人

ロの過剰性を理由にして、労働力の調査は充分であるという偏見による傾向がある。

しかし、地城開発を必要とするような人口問題は人口それ自体過剰であつても、必らずしも開発を推

進するにあたっての有効な労働力、たとえば、技箭者や、熟練労働者は、けつして余剰、過剰であるわ

けではなく、むしろ大いに不足しているというのが共通の問題点である。

ヌJレクセが、すでに指摘しているように後進地城の特色は人口の過剰と資本の不足と有効労働力の不

足という相矛盾する現象の累積とこれらの経済的な悪じゆん環の中に、後進地城の問題が累積されてい

るということである。地城開発が既に述べたように、地域住民の福祉であるということを、かんがみる

ときに地域開発は、ただ道路や、港湾や工業用地を建設するということではなくて、地域の社会開発、

すなわち、たとえば住民の住宅や、衛生環境や、施設の整備や、あるいは、厚生施設を整備する、とい

うような社会資本の投下という面にもつと施策をおしすすめていくことが必要に思われるの．である。

地域経済問題調査会は、すでにその示した答申の中でこのように述ぺている。

「こんにちの地域開発の理念は、非貨弊的福祉を含む地域住民の福祉を向上させることでなければな

らない」 という地域開発の基本構想をのぺている。つまり、たとえば、新工業立地にともなう産業災

害、公害等を予防し、あるいは、人口の集中化にともなう住宅、宅地の問題、交通問題、環境衛生問題

等山積する諸問題を積挺的に社会開発していくということが地城開発の中心課題となることが指摘され

ているのである。

しかし、地域開発の中でこのような地城住民の福祉を考える社会開発が主要であるといつても、その

前提としては、やはり生産的基盤、これを実現する生産的基盤や産業構造のあり方を検討することとこ

れにともなう雇用計画、教育の計画が社会開発計画の前提としてすいめられていなければならない。高

い所得水準とゆたかな住民の福祉というものは、このような経済的な基盤が整備されることを前提とし

て、はじめて実現が可能になるのである。

すでに指摘された地域開発におけるこのかたよった'Industrialismは、しかしそれ自体は否定

されるぺきものではない。

Indus tri ali smの誤びゆう性が指摘される所以は、既述のように社会開発をわすれたところに

ある。

しかし、社会開発をめざすIndustrialismは否定されるどころか、むしろ、重要な問題として
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考えられなければならない。

． いつたいに、地城開発をすゞめるにあたつては産業投資計画はもとより、 これと併行して屑用計画と、

教育計画がすらめられるこどが必要である。

いいかえれば地城開発計画は単なる投資計画ではなくて、あるいは単なる労働力の量的および、質的

面もあわせて考えていかねばならない。それが地城開発をおしすすめるにあたつての厩用計画および教

育計画の直要な所以である。

このように考えるときに、地城開発をすすめるにあたつての教育計画はつき•(7.) ような性格をもつもの

であると考えられる。

その一つは、教育計画が、雇用計画や産業計画と有機的な連関をもつてすすめられ、こうした諸計画

の総合的な Planing にいたつてはじめて地城計画が成立するということである。いいかえれば、地

域教育計画はつぎのようなーかんした諸計画のなかに、位置づけられるぺきであろう。

すなわち、先ず地域の産業構造の質的発展、質的改善をめざすような地城産業計画が考えられへつぎ

に、これに対応する人口、労働力の産業間配分計画、いいかえれば、 Manpower 計画・雇用計画が

考えられ、そしてこのような産業が要求する Manpower 、人的能力の接成としての地域教育計画が

立案される。

地城住民の福祉

（住民の人間成長）>ji
労働需要（―-一ー屈用計画 一 ＼労働供給

その二つは地城教育計画は地城産業に従事する

生産的労働力を達成する産業教育計画を中核とす

る一連の総合的な教育計画をたてることである。

すでに地城産業をすすめるにあたつて産業投資

がなされるわけであるが、その産業活動をすすめ

るにあたつて、これに従事し、活動する人間能力

の育成計画が必要であることはいうまでもない。

この前提が確立されないかぎり地城産業開発は

実現しないのである。

したがつて、地域の社会開発の前提条件である

産業活動の推進にあたつても、この種の人的能力

開発計画が重要な課題になり、これを中核とする

教育計画がすすめられなければならないのである。

たとえば、この地域の工業化をおしすすめるという場合には先ず工業に熟練労働力を育成することが

必要である。

あるいは農業の開発をすすめる、農業の構造改善をすすめるにあたっては、これにふさわしい農民の

養成が必要になるわけである。

こうした産業教育計画を主軸としながら、しかも、この地域住民として、市民としての社会的人間の

育成というものも、あわせておし進められなければならない。

したがつて、地城教育計画は産業教育計画と社会教育計画と統合する形にふいてすすめられることが

必要である。

第三には、地城の開発計画にともなう地域教育計画は教育の初段階、教育活動の初レペルにおいて、
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涸別的にそれぞれ計画がたてられる、また、これらの個別教育計画をあわせた総合的な、有機的な教育

計画をたてることが必要である。

地域教育計画は単に、学校教育計画だけにとどまらない。むしる、地域教育計画を総合的に姦しすす

める立場にたつかぎりにおいては、教育活動の組織化が充分にすすめられていないような分野、すなわ

ち、教育の未組織的な分野において、とくに教育計画の立案がなされなければならないしその必要性

が大きい。

たとえば、地域社会において教育の機会を受けることの少ない背少年・婦人層、あるいは老令労働者、

身体障害者、失業者、不完全就業者というような、社会教育や、産業教育ないし、技能の再教育を必要

とするような層にたいしての教育が必要である。

また、職場教育、とくに後進地城においては、中小企業の職場教育の組織化、計画化ということが必

要である。

いいかえれば、地域教育計画というのは、学校教育と、前述のような職場教育・社会教育を有機的に

総合した教育計画として考えられることが必要なのである。

以上みたような地城教育計画の必要性を強調する立場にたつかぎりにおいて、われわれは、地城教育

計画を立案するにあたつて、つぎのような諸条件を検討することが必要だと思う。

その第ーは、地域の産業構造のあり方を検討して、これからの今後のあたらしい産業楷造の方向を探

究して、これにもとづいたときに、そこに養成される人的能力、人的貧源の問題はなんであるか、新し

い産業構造より生ずる産業＝ードに対応する人間能力教育計画はいかなるものであるかということを考

える。いいかえれば、産業ニードと教育ニードとをむすびつけて、その実態を把握することを前提とし

たPlanning が必要ではないかと思う。

その第二は地域の内外、すなわち、当内地域と他地城との間の人口の移動、労働力移動や、当内地城

における人口、労働力の移動の実態の把握をして、これにもとづいた適正な労働人口配分計画を考え、

産業の近代化、工業化をすすめることを円滑にするような屈用計画が検討されることが課題となる。

これまでの地域産業立地と、これに基づく厩用効果を検討してみると、必らずしも、その間において

有効的な配分がなされていたとは思われないような企業誘致が各地でおこなわれている。

たとえば道内においても、農村地帯に紙パの大企業が進出してきても、とくに吸収される雇用労働力

は道外から求められて、地元労働力は吸収されず、地元労働力はむしる他地域に賑用機会を求めて流出

するという現象がでてきている。いいかえれば、地城間の厩用配分に茶いて大きな労働需給のアンバラ

ンスと、移動上のロスが生じているo 労働力のアロケーションが円滑に且つ適正におこなわれていない

という現象がみられるのである。

たとえば、このような対策として、われわれが模範とするのは、かのイギリスの地域開発計画である。

イギリスにおいては、産業開発法は失業多発地帯の産業立地の促進を規制するだけではなくて、当が

い地域の住民の雇用機会を増倍することを念頭において、これにもとづいて、労働人口の地域配分に大

きな考慮をはらつている。

第三の地域の教育計画の課題は、学校教育および、職場教育に苓ける組織化、計画化の問題である。

現在に姦けるわが国の職場教育における実情をみると必らずしも職場教育が産業の全分野にわたつて

円滑にかつ適正におこなわれているとは断言できないであるう。
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職場教育の近代化が比較的よくおし進められているとこるは、大企業で、とくに高度成長産業の企業

に多くみられるところであるが、他面、中小企業、停滞産業＂あるいは、後進地域に所在するところの

産業の職場教育の近代化、計画化ということは必らずしも充分ではない。

また、職場教育の重点は、かりに近代的大企業で茶こなわれていても、これまでの職場教育R傾向か

らみるとき、その重点は、職場の第 1線監督者層すなわち、フォアマン層の教育におかれており、また、

あるいは、その上にたつ経営管理者層すなわち、 トツプ・マネージメントの層や、 ミド）レ・マネージメ

ントの層の教育に重点が森かれていて、一般従業員の教育については、軽視されていた傾向がある。

たとえば一般従業員の教育は、入社時のオリエンテーション・トレーニングにとどまるか、一部の熟

練労働力の技能養成にとどまるかであるにすぎない。

しかも、また職場教育は、その企業体のそれぞれの従業員の各層を網羅した総合的な教育体系が確立

される必要性があるにも拘らずこの種のインテグレ.,...トする教育体系の確立は、一部の大企業にとどま

つていて、これが多くの一般企業にまで普及していく段階ではない。

また、瑯戒内の職場教育と学交教育との連関は充分に検討されることが必要であるにもかかわらナ、

この面は充分に教育プランとしても考慮がはらわれていないのが現状である。

ところが職場における労働者の教育・人間形成は、実は学校教育や家庭教育からひきつづく一連の人

間形成過程の一環として行われるのが本来の教育のあり方であると思われる。

それにも拘らず、 この面が軽視され，て、それぞれの教育の分野で別々に寸断されているところが問題

である。

こうした、たて割りの教育をつらぬいた横のつながりのある計画、教育活動を地域を単位として、基

盤として考え計画化することが重要な課題である。

つき次：、教育計画の課題として、学校教育の分野においても種々の問題が存在している。特に、地域

の産業開発、社会開発と関連して必要なのは、中等教育、とくに後期中等教育の充実という問題がある。

後期中等教育の拡充は、すでに 20世紀前半の教育の最大の課題として考えられている。欧米各国に

おいても、後期中等教育の拡充計画がすすめられてきた。

そして、この計画は種々の立法や制度を通じて実現され、青少年の後期中等教育をうける機会は普及

するようになってきた。

しかし、後期中等教育は、その教育機会が広く青少年に与えられるということだけではなくて、もう

一つの問題は、その質的な面に問題がある。

それは教育の内容、教育の水準を高める、とくに、こんにちの科学技術の進歩佗対応した教育の質的

な充実ということが重要な課題となる。

もう一つは、この地域問題との関連に苓いて考えるときに、地域の住民の生活や地城の産業と密接な

関連をもつ教育のあり方を検討して、そこに必要とされる教育の計画化が考えられなければならないし

これが大きな課題となるであろう。
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第 1部 地域開発と地域社会変動構造
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第一部における課題と分析の視角

I 主題の限定

この国城開発と産業教育」研究シリーズの第 1分冊として出される第1部「地域開発と地域社会変動

楷造」はわれわれのグ）レープが、昭和38年以降、昭和 41年にわたつて継続調査を実施してきている

北海道・道央新産都市地域の苫小牧拠点工業開発地域の実態調査研究の第一報告にあたる。本研究シリ

ーズでは、ひきつづいて、第2部「労働移動と職業意識」（既刊）、第 3部「新興企業と企業内教育」

（仮題）、第4部「地城工業化への農民の対応形態と農業教育」（仮題）が用意されている。これら

第 1部～第4部が揃つて、われわれの「苫小牧拠点工業開発地城」の実態調査をもとにした「地城開発

と産業教育」硫究は一応完結した形をとる＂

したがつて、第 1部「地域開発と地域社会変動構造」では直接的に、教育現象そのものの分析は行な

つていない。ここでは教育の分析を、・地域開発との関連で行なうにあたつての一方の柱である「発展し

つつある地域の変動」の実態と、その法則をとらえることを第一の目的としている。

しかし、この第1部は全体の中ではあきらかに序論にあたる位置をしめているので、ここではまず、

第二期北海道総合開発計画と「道央新産都市」計画との関係、また「道央新産都市」の中での「苫小

牧地域開発」の位置ずけから、問題をとき保ぐしてある。そうして、第 2部、第 3部、第 4部の導入に

なるように、各所で配慮を加えてある。しかし第 1部で、もっとも力を入れたのは、すでに述べたよう

に、 「地城開発と産業教育」の問題を考えるにあたつて、当然、前提とならなければならない「地城」

と一口妬いわれる、社会的実体が現実にどのような形で把握され、また、その変動パクーンは如何なる

ものとして、把握されるか、という点の解明である。

正直に言っ．て、かかる点の解明は、今日きわめて立遅れているといわざるを得ない。筆者の専門領城

である社会学における、近年の「地域」研究の諸特徴については、すでに園田恭ー氏によつて整理され

ているが 茶おくの場合、行政的な範囲、あるいは．00計画地城として設定された地域的範囲を、
(1) 

00地域という形で置きかえて、そこから「地城」に関する具体的な分析がはじまる けれども、生態(2). 
学者の業殺を引用するまでもなく、地城それ自身が、資本主猫的に発展一分解するさいには、かかる行

政的な範囲に一方では規定されながらも本質的に、それを越えるひるがりをもつて変動を行なつている。

そうした、いわば生きもののように日々変動をとげている「地域」の資本主義的な発展法則を事実とし

て、把握することを、•ここでは主眼とした。

そうして、そのさいまず、北海道地域社会での、当面の工業開発の拠点と目されている「地域」の、

具体的な地域樺造とその変容過程をあきらかにすることを、第一のねらいとした。 「地域開発」「道央

新産都市」 戸苔小牧地域開発」といわれていても、その開発されるべき「地城」イメージは少なくとも．． 
現状では、行政的なそれであつて現実に、それらの「地域」がどのような地域的統一性をもった社会

命羹森として存在し、それが、具体的に、どのように変貌してきているのか、という事実すらも、実は
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われゎれの前に十分にあきらかにされていない、という現実が、基礎的に存在するからである
池）

•しかしながら、第二にわれわれは、かかる北海道地域社会の中での地域変動の実態、その現実像をお

きらかにすることをとおして、この「事例」でみる限りにおいての「地域変動の法則」とでもいわれる

べきものを、あきらかにする努力を行なつた。地域が、一ーとりわけ都市地域が資本~義的に発展するさ

いには、それはどのような一般的法則をもつのであろうか？ 資本ほ都市の各地帯をどのような形で分

解させ発展させ、再緬を行なつていくのであろうか？ 現下のわが国の農村地域の資本主婆的分解過程

については、所謂農民層分解論として、数々の業績が積みかさねられているが、都市地域に姦いては、

かかる地域の「分解一発展」 1頃向は一体どのように捉えられ、それほ一般的にはどのような法則をもつ

ものとして把握されるのか？ かかる点の解明は、今日まで、けつして十分であるとはいえない
(43 「農

村一都市一農村」と連続する形で、都市を頂点として資本主義的に「発展一分解」をとげる地城の

変動を分析するさいには、かかる点の解明は不可欠に必要とされるものと思われる。

筆者の「地城」分析の基本的視角については、すでに述べたところであるの""G・5)ここでは、それを繰

り返さないが、その分析の基点は、都市における諸機関（事業体）を都市的生産機関と結節機関とにわ

け、これら諸機関に従属するものとして、消費機関（世帯）を位置づけ、これら三者が総体として、資

本主義的に「発展一分解」するものとして、都市地域の骨組みを考えるところにある。

そうして、その外延部に展開する農村地城においては、農民層の分解爬みられる如く、「（農業）生産

-（農民）消費機関」としての「家」が資本主義的に分解を重ね、一般的口は所謂、第2種兼業農家

層として再編されつつある。そして、かかる農村地帯妬おいても、都市的な結節機関は当然のことなが

ら存在、それ自身注た資本主義的変容を重ねている。

ごくおおまかには箪者は、かような枠組の中で地域変動をみるわけだが、本研究では、第一に、都市

的諸機関を所謂Nodal Organizationとして捉えて、その Nodal:fanction(1.)及ぶ地城

的範城を、 「地域」として捉えかということだけではなしに、さらにすすんで特定都市に立地した都
(B) 

市的生産、結節諸機関が資本主義的組織体として発展するさいの、周辺農村地帯から労働力を分解させ、

吸収する地域圏を想定、かかる地域圏として、地域の統一性を捉えるという観点を採用し鷲） そして、

さらに第二に、特定都市の具体的な地城変動をみるにさいして、かかる特定都市に立地した、都市的生

産機関および結節機関の「組織体」としての分解と発展形態をとりおさえること（本研究では組織体の

常雇者規模（あるいは従業員規模〕を基準としたが）を、その分析の中心に据え玲8)

つまり、地域開発の進展にともなって、昭和32年→35年→38年と、地城全体のかかる都市的諸

機関は、総体としては、その数を増大させ、また質的にも変容していつているが、事実に即して、この

過程をみると、この間、きわめて数多くの機関は解体して消滅、その中のあるものは、組織体として常

雇者規模を拡大、またそれとは別に、それぞれの段階（常雇者規模でみて 0人陪といわれるものから）

の機関が数多く発生するという過程を現実の都市地域はくりかえしながら、．それ自身の地城的範

域を資本主義的に拡大、発展を行なつている。そうした都市の生産ー結節機関の資本主義的「分解一発

展」に相応して、都市的消費機関（世帯）、つまり都市住民層もまた、それに規定された形での変容を現

実に余儀なくされている。そうして、ここではさらに、この三者の結合形態そのものが資本主義的に、

地帯ごとに、また一定の法則性をもつて変容している如くである。

かかる意味で、地域変動構造は具体的に、そして、一般的な法則としては、どのように把握されるの
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か？ ごく大まかにいつて筆者はかかるものとして、地域変動をとり姦さえる方法を、本研究に姦いて

採用した。・いわば地域が資本主義的に変動するさいの骨組みの変動構造を、ここではとりおさえること

に主眼を苓いたわけだが、それは「地域」分析にさいしてはまず、従来、見落されがちであつたかかる

観点からの分析が基碇的に、必要と考えたからに低かならない。 そうして、少なくとも産業教育の
(9). 

問題として地域開発を考えるさい、かかる具体的な社会的生産・労働の場としての組織体が現に楷成す

るものとして地城を把握しなければ、産業教育と地城との連ながりはでてこない――•o

ところで、本研究は、結果的に、かかるレベルでの分析に、かなりの時間を費すことになったため、

これら骨組みといわれるべき、地城の変動構造の上に展開されている所謂、社会諸関係レベルでの諸問

題、，とりわけ地域住民活動姦よび住民組熾レベルでの諸問題、政治権力構造レベルでの諸問題、また地

域民主主義の要ともなる行政組織レベルでの諸問題については、割愛せざるを得なかつた。 けれども、

吟社会諸関係レベルでの諸問題を、まつた＜避けて、とおつたわけではない。とりわけ、第章V姦よび

第5章V以下において、かかる地域の骨組みの変動を具体的に支え、推進するところの地城産業主体者

層および一方では、こうした地域開発に生活そのものの外在的枠組を規定されつつ、 しかもそれを内在

船には主体的に受けとめるとこるの地域住民層の生活レベルでの諸問題を”地城開発政策／，との関連で

あきらかにした。

けれども、このさい、本研究においては前述したような意味で、資本主義的に地城のいわば骨組をな

す楷造が変容すゐというそのことが計画レベルではなしに、実際の地域の動きとして、地城産業主体者

の如何な動機によつて支えられ既存の地域産業構造に如何に規定されながら、さらにそれをあらたな

方向へと発展させているか、というその動きと、一方では、基礎的に、住民層の生活の本拠として(1.)

「世帯」そのものが、とりわけ地城との結びつきにおいて総体として、どのような性格をもつものとし

て変容させられてきているか、というその性格を住民層の階級分化、階層的再編過程をと念して、いわ

ば現代社会における”家族 19(1.)もつとも華本的な性格規定としてあきらかにすることを試みた。

II 構成と分析の視角

この第 1部「地城開発と地域社会変動」は、お姦きくわけて三つの部分によつて構成されている。

(1) 第ーは「道央新産都市」といわれる地城の現実の生きた地域構造をあきらかにした部分である。

言うまでもなく「新産都市」指定そのものがいくつもの者阿テをその範囲に含むものとして、いわば

広域経済圏として櫛恩されたものであるので、その現に構成されている地城構造は単一の都市を中

心としての Nodal Regionとして描けるという筏ど単純なものではない。それぞれの都市の勢

力圏が入りみだれ、また重複しあったものとして、現実のそれは構成されているものと考えられる。

それでは、 この「道央新産都市」地域の生きた現実の楷造はどのようなものとしてあるのか。かか

ふ点の解明が第一の部分を構成する。

このさい、われわれは、 1 O年前のこの地域の地域楷造との比較をと念して、この近年に姦ける

「道央新産都市」リージョンの北海道地域の中に姦ける具体的変容過程をあきらかにした。またこ
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こでは、すでに Iにおいてふれた如く、地域そのものを特定都市を中心として構成されている

Nodal Region として捉えるだけではなく、 （こうした地域をリージョン Iとして設定）、

さらに、それら特定都市に立地した者阿5的諸機関が、資本主義的発展を行たうさい、周辺後背地か

ら、ひろく各種労働力を吸収する地域圏、かかる意味での地域的統一をリージョンIlとして設定、

この両者の関係から具体的に変動を重ねてい，、る「道央新産都市」地城構造を捉えた。そこでは、と

りわけ和滉リージョンの勢力拡大過程が特徴的であるが、こうした札幌リージョンの勢力拡大過程

は、単純なる彙的拡大ではなく、同時に室蘭リージョン、小椴リージョン、あるいは苫小牧リージ

ヨンとの関連をつまり「道央新産都市」リージョンの内部構造そのものの、変容をともなつていや
11) 

第 1章では「道央新産都市」との関連から北海道地城社会の中での「道央新産都市」の位置ずけ

をとくに産業構造レベルでの諸問題と関連させて明らか忙し、また第2章ではその地域変動の描造

を事実にもとずいておきらかにした。こうした中で、われわれは苫が枚リージョンの、 「道央新産

都市」リージョンの中における位置づけを明確にし如・

！） 第二は「苫が枚リージョン」の構造をあきらかにした部分によつて構成ざれる。

第 1章、第 2章でわれわれは道央新産都市リージョンの変容の実態姦よびその中での苫小牧市を中

心核として構成されている「苫小牧リージョン」の位置ずけを行なった。

それでは、苫小牧市を中心として描成されているこの「リージョン」は、具体的にその内部構造

を、 とりわけ、産業構造レベルでみた場合、どのように変容させているのか。

かかるリージョン内の、市町村の地域産業構造レベルでの変容構造は少なくとも第1章0第2章

では、仔細に検討してはいない。しかしながら、リージョンの変動をみるさい、それは、第2章で

みた如く特定都市を中心として構成されている単なる地域的範囲の問題•あるいは、その勢力圏揺

造の変容としてだけ捉えることは許されない。具体的にそのリージョンの社会を支えるもつとも基

本的な骨組としての産業構造それ自体が、中心核としての特定都市と傘下市町村の関係として具体

的にどのような形で変容をとげているのかが、当然のことながら問われなければならない。われわ

れはド吉小牧リージョン」に焦点を合わせて、かかる生きた社会的内容をもつものとしての、つま

り社会的生産活動を行なう場としてのリージョンの変容構造分析を第二に試みた。ところで、その

産業構造の動きは、この「リージョン」を構成する市、町、村単位に捉えた場合、かならずしも、

一様ではない。その現実の産業基盤の相違に応じて様々な動きをしめしている。

しかしながら、苫小牧市を中核に姦いて、その内円部から、外円部にむけて、これらの地域の産

業構造の変動にはどのような特徴が認められるのか？ 地域の拠点と目される部分の工業化に対応

して、このリージヨンの全体の現実の産業構造はどのように変容しつつあるのが？ おそらく、エ

業化の拠点都市の内円部にあたる地帯と、外円部にあたる地帯とでは、その工業化の影薔力が異な

るのだから、当然に、その変動パクーンも異なるに違いない。

けれども、そもそも、特定都市を中心として構成されたリージョン I、姦よびIlレベルでみた

「地域」とは全体として、どのような構成をも‘ち、それはどのような形で変容を行なうものなのか？

拠点都市としての位置を、苫小牧がしめるのは、このリージョン内の他市町村と異なつたどのよう

な構造を、この苫小牧がもつ故なのか、その発展パクーンは他とどう異なるのか？

われわれは、 「苫小牧リージョン」に分析の視角を据え、第一に地域全体の都市化過程として、
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つまり具体的には工業生産楷造R最的、質的変容過程として、また、地域内の結節機能の変容過程

を商業描造の変化過程として、その地城の変容構造をあきらかにした。さらに第二には、そうした

意味での地域の都市化そのもRが、当然もたらすであろう地城農業構造そのものの変容、・分解の過

程を農業生産描造の変容に焦点をあわせて解明した。

もともと、この両者R変動ほ相互にバラバラに存在するものではない。地城変動として、この両

者は、とけがたく結びついている。両者とも、まさに全体制的な規定をうけて変容を行なつている

という点において。また、地城レペルで、この両者が基本的に、前者が後者を分解させるという形

態をとおして、相互に依存しあうという点において。それでは、そうしたものとして、この閂詞ヽ

牧リージョン」の社会的生産構造には、昭和3D年以降、 4D年にかけて、一体どのような変動が

認められるのか？ われわれは、第3章において、かかる観点からの分析を試みた。

(8) しかしながら、われわれは生きた現実の「地域」が第2章、そしてまた第3章で採用した方法で、

すぺてあきらかにされたとは考えていない。それら地城の産業構造として巨視的に捉えたものを、

個々の事業体（生産および結節組織）にばらして、それら都市的事業体の変動過程として、言葉を

替えるならば、それら都市的事業体の資本主義的「分解一発展」・過程として、地城変動構造を捉え

ることが必要である。さらに、それら地城住民の生活の本処としての世帯（生活消費機関）の資本

琴的分解過程、再網過程として、そうして、それらの総体として．、地城変動は捉えねばならぬ。

われわれは、この第 1部「地域開発と地域社会変動構造」の第三の部分を栂成する「苫小牧市城」

における「社会ー産業」構造分析において、かかる視角からの地城変動分析を試みit.o第4章、第｀

5章がそれである。ここでわれわれは、すでに第3章でみてきたとこる．の「苫小牧リージョン」の

中核点としての、拠点工業開発都市、 mf小牧市城」に姦ける地城変動梱造の分析に焦点を据えた。

（イ）まず、われわれは第3章で、この拠点工業開発者阿5における地域産業構造の変動を、全市的レ

ベルで分析したが、このさい、第一に各種都市産業を具体的に支える諸々の都市的事業体の分解

発展の過程として、地域産業描造の変動をとらえることを試みた。そうして、とくに第4節では、

昭和32年→35毎→38年にかけて、各種都市的事業体の「分解一発展」パクーンを、業種別

に、また組織体の常雇者規模別にあきらかにした。この間、第2節～第3節にみる如く、苫小牧

市自体としては、都市的諸機関の数を大巾に増加、また従業員規模の大きい事業体を着実に増加

させている。しかも、昭和32年→35年にいたる間と、 35年→38年にいたる間とでは、各

業種毎に中分類で、それぞれの組織体としての従業員規模別変化、本所、支所別変化をみても、

その発展パクーンはあきらかに異なるという特徴が看取できたが、しかし、そうした過程は実に

多くの、都市的事業体の解体・消減と、またあらたな事業体の発生という過程を、その背後にと

もなつていることが、ここであきらかにされた。

けれども、こうした過程は、けつして個々の事業体がバラ：＜ラに動いた結果として、もたらさ

れるものではなく、全体として、あきらかに、地域の産業自体特定の発展方向を志向しているこ

とを物語つている。つまり、現段階においては少なくとも、その地域産業構造といわれる社会的

実体自体、ひとつの社会的楷成体として、把握されまければならぬ側面をもつている。したがつ

て、かかる地域産業構造変動ほ、かかる産業組織それ自体の社会的購成変容でもある。第二に、

われわれは、産業構造それ自体を、社会的構成体として捉えることを試みた。第5節で「地域産
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業政策」と、また、この拠点工業開発地域における現実の開発主体者層（推進者層）の形成プロ

セスを、そうして、この両者の関連の中で、産業の社会的構造変容過程をあきらかにした所似で

ある。

（口） CD このようなものとして、われわれは拠点工業開発地域侭おける、産業構造の変動を捉えだ

が、さらに、第5章、 「拠点工業開発都市における地城社会構造の変動」においては、かかる全

体としての、市城の地域楠造の変容が、 この市域の各地帯の発展構造としては、どのように現わ

れ、把握されなければならぬのか、という問題。また地域住民の生活の本拠である「世帯」との

関連では、 どういう形で、この地城変動は、具現化しているのか、という問題にアプローチした。

このさいの「地域社会梅造分析の視角」については、第5章｀第1節であきらかにしておいたが、

われわれは”地価”によつて、市域の地帯区分を行ない、地域発展にともなう地帯間役割描造の

変動を、具体的にあきらかにし如都市地城内の地帯発展は、きわめて不均等に行なわれるなど、

数々の興味ある事実がここであきらかにされた。

さらにわれわれは、都心地帯、推移地帯、新興生産・住宅地帯、新興住宅地帯、都市網入地帯、

別集落である沼の端・勇払地帯、農村地帯ごとに、各地帯の内部構造の昭和32年→38年にい

たる変容過程を、具体的にあきらかにしfらそうして、これらの地帯ごとに、者同f的諸機関の、

資本主義的「発展一分解」パターンが、どう異なるのか、また地帯住民と、それら都市的諸機関

の結びつきが、どう異なっているのカヽという実態を、具体的な事実として、つまり、 都商

地城発展のさいの地帯発展楷造として分析し如そうして、そこから得られた「都市の地城変動

構造」し匂関する若干の一般化は、 とくに第5節を設けて提示することにした。

R 前述の分析において、われわれは、都市地域発展における地帯発展構造を、地域住民の生

活の本拠である「世帯」との関連においてあきらかにしたりぶこの拠点工業開発都市として変動

しつつある苫小牧市において、近年急激に増加しつつある住民層そのものの社会的性格に関する

吟味は、いまだ、取り残された課題であった。われわれは、第6節において、まず第―に、かか

る住民層の社会的・経済的存在としての変容と、それによつて具体的にもたらされている住民の

社会的統一体としての地域社会階層構造の変容をあきらか化する努力を行なつた。

このさい、すでに Iで述ぺたように、地域都市的諸機関の前述のような、変容に対応して、かか

る急速に発展しつつある地域に姦いては、地城住民層は、とくに地城との結びつきにおいて、

そもそも基礎的に、如何なる性格をもたざるを得ないものとして、規定されてきているのか、と

いう点をあきらかにすることに、最大の主眼をおいた。既存住民層と、新入り層とでは、彼らの

勤め先、つまり所属事業体の相違という事実をとおして、それはさらに、賃金格差という事実を

媒介として、現実には「家族」の就業構造に、差のあるところの、社会階層差を、ひとつの地城

社会の中で生み出している。

しかしながら、それら相互に生活実体としては、差のある階層が構成するとこるの、都市地城

社会楷造は、かかる住民層の側からみても、それ自身、たとえば？村落共同体とは本質的に異な

らざるを得ない cu~tur al な Orientaion をもたざるを得ないものとして、その描

造を形成しつつあることが、ここであきらかにされ応

けれどもさらに、第二に、われわれはそうした形で都市瑯或に姦ける生活の枠組をいわば外在
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的に規定されて、ひとつR方向に生活変容を余錢なくされ・(..いるとこるの地域住民の問題として、

この「地域開発」の問題を考えることを試みた。すなわち、彼ら地城住民の現実の生活のフィル

クーを媒介としてみた場合、この”地城変動，＇なるものは、そもそも具体的事実として、一体ど

のようなものとして現われているのであろうか？ 第7節(l).課題はヽ かかる点([)解明である°

地域変動は、具体的に、どのような「地域イメージ」の変容として、地域の人々に反映してい．

るのか？からる形で展開している国城開発」にごそさまざまな日常生活レ如で、彼らの生活は具体

的にどのように変容したのか？彼位t靡域社会jヵ望ましい方向に変づむヽるとみているのだろうか？

それとも、望ましくない方向に変つていると、感じているのだろうか？ また彼ら地域住民が地城開

発に掛詩するものと、自らの生活の見通しとの間には、どのようなギャップがあり、しかもそう

したギャップにもかかわらず その両者は、その論理描造として、どのように結合しているのだ

ろうか？ もちろん、イデオロギーとしての「地城開発」の幻想を打ち破つた地域住民も、ここ

には存在しているわけだが、第7節「地城イメージの変容と地城開発に対する住民の態度」に

おいて、われわれは、地域住民の現実の声をとおして、かかる形で展開しているこの地城の「地

城開発」に対する地城住民＠受けとめ方と、彼らの主体的態度をあきらかにした。9

この「地域開発と産業教育」研究ツリーズ第 1部「地城開発と地城社会変動楠造」は、おおよ

そ、以上述ぺた三つの部分にわかれるところの研究内容によつて構成されているが、ここで、こ

とわらねばならぬことは、第三の部分の苫小牧市域農村地帯における分析は、ぞの都市化過程とと

もに、当初の予定では、農業生産構造の具体的変容もあわせて分析し、その都市化過程と、いわ

ば統合的に捉える目るみであつたが、紙幅の関係もあって今回のこの第1部では、とりあえず、

農村地帯の都市化過程についてのみの分析に終つたということである。

農村地帯における農業生産構造の変容過程については、とくに、この苫小牧市城における農業

政策との関係で問題にすべき点も多いが、それらは箪者担当の第4部「地域工業化への農民の対応

形態と農業教育」に、ゆずることにした。

なお、この苫小牧市における労働市場構造と、この地域が創出した労働力の社会的性格につい

ては、第2部「労働移動と職業意識」（既刊）、またこの地城における新興企業での、企業内教

育の実態分析は、第3部「新典企業と企業内教育」で分析されることになっている。

最後に、この第 1部の調査にあたつて、御協力をいただいた市民の方々、および面接調査に御

協力いただいた企業の方々、また、苫小牧市役所、とりわけ企画調査室の方々、また、教育委員

会に深く感謝を表するものである。集計にさいしては、とりわけ絹川美津子氏のお世話になつた。

注 1) 固田恭一「地域社会と社会計画」（尾高邦雄・福武直細「二0世紀の社会学」ダ

イヤモンド社、昭和 40年、所収）

2) たとえば、福武直絹「地域開発の構想と現実」 I～皿 東大出版会 19 6 5年 6

月では、かかるナ法を採用している。ここでは「地域」を地域住民による「自治組

織」として｀はつきりと位置ずけ、行政的な「地域」が「地域」としてとらえられ

ている。
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3) 、すでに筆者は、 19 6 4年、新規学卒労働力?移動圏分析をと布して、北海道地

域社会における地域樅造をあきらかにした。しかし、かかる試みはきわめて少ない。

（布施鉄治「地域開発と学卒労働力移動」北大産研・研究報告害第 5号、 19 6 4 

年）

4) 前掲、福武直綱「地域開発の楷想と現実」においても、かかる視点ほみられない。

ただ倉沢進の地域小営業者層の生活分析中、商業の変動について、一部かかる視点

がみられる。

5) 拙稿「地域」（北海道大学教育経済研究会縞「経済と教育」東洋館出版社、

1 9 6 4年）

6) たとえば、笹森秀雄は、鈴木栄太郎の方法を批判的に摂取しつつ、かかる方法を

採用している。笹森は、地域を基本的に Nodal Region として把握する立場

に立つている。

（笹森秀雄「社会学に苓ける地域理論の展開」北海道大学人文科学論集｀第 2号

1 9 6 3年）

7) 前掲、拙稿「地域開発と学卒労働力移動」は、かかる方法での（つまり地域 lIレ

ペルでの）地域構造分析である。

8) かかる方法は「地域」 19 6 4年寸地域開発と学卒労働力移動」 19 6 4年、

段階では、筆者自身の中にも、十分成熟していなかつたものである。

今回、かかる方法での分析iらはじめて試みた。

9) たとえば、島崎稔・北｝li隆吉絹著「現代日本の都市社会」三一書房、 19 6 2 

年においても、かかる基礎的分析は抜けている。

1 0)汀前掲、福武絹「地域開発の楷想と現実」においては、かかる側面よりの分析は、

きわめてシャープになされている。

1 1) 本来たらば、かかる地域 I.JIレペルのほかに、 J[レベルとして、地域で生産す

る、また消毀する物資の交流圏としての、地域間関係構造から、地域を捉えること

が必要である。社会学からする、ここでいう地域l[レペルからの地域把握の試み

には、関清秀「国土計画における地域設定の方法ー地域社会学的研究の試み」

（北海道大学文学部紀要、 11号、 19 6 3'年）がある。
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第1章ー『道央新産都市』計画と苫小牧開発

I 第 2期道総合開発計画と

「道央新産都市計画」の発想

昭和27年度から 1Dケ年にわたった北海道第 1期総合開発計画は、周知のように、食糧増産、地城

資源の開発、電源開発など広城総合地域開発として展開されてきた。これに対して第2期総合開発計画

（昭和38年～ 45年）は、これまで北海道地域(ICおいて、とくに立遅れの目立つていた第2次産業、

なかんずく重化学工業誘致のための産業基盤整備開発にその重点が移されている。こうした開発の重点

の変化は、北海道地域に特有のことではない。第 2期総合開発計画自体、国の国民所得培増計画、およ

びそれにつづく全国総合開発言推『に対応する地域レペルでの計画として、立案されたものである以上、

こうした開発の重点の変化は当然もたらされざるを得ない。

その後の北海道地域の産業楷造の現実の動きが、この計画どおりに進行しているか否かはのちにふれ

るとして、昭和37年 2月、第2期北海道総合開発計画は次のように述べている。

「本計画が達成されたあかつきには道内生産所得は 1兆4,21 3偲円となり、基準年次の 5.6形経済

から 6.7彩経済へと、国に占める地位を高め、そ◎径済規模は基準年次に対し3.2倍になる。 ・・・・・

基準年次において総所得 (1.)22彩を占めていた第1次産業は目標年次では 2倍の成長をとげるが、その

比重は 14形に減少し、第2次産業は3.7倍の成長によつて3D形よ`り 35形へと比重を高める。また

運輸通信公益事業は3.6倍、第 3次産業は 3.3倍の成長によつてそれぞれゎずかながら比重を高める。

このように第2次産業を経済発展の原動力として他部門産業との有機的関連のもとに全体として経済

発展が実現される。し（この場合の基準年次とは昭和 31 ~3  3年の平均値、目標年次は昭和45年(1.)
1) 

値。価格は昭和33;価格）

しかしながら、第1期総合開発計画のもとでの公共投資による経済基盤の整備の結果が漸次実りつつ

あるといわれているものの、従来•その基盤の虚弱であつた第2 次産業、なかんずく製造工業の飛躍的拡

大を計るということは「本道工業が姦おむね道内の天然資源を利用する原科立地工業にとどまり、加工

度も低次の域を脱していない」 かぎり、そこに特別の重点的配慮と施策を必要とせざるを得ないこと
(3) 

になる。こらに大規模な中核工業地帯造成の発想が生まれる根拠がある。

そもそも、こうした工業地帯造成の発想は、すでに昭和 35年 8月の「北海追経済の高度成長のため

(1.)羞本構想」 の中にみられるものであつた。
(3) 

こゞにおいては、 「所得倍増計画」の実現に北海道地域として積梃的に参与するために、昭和45年

度に如何にして、本道(1.)5彩経済を 7彩経済に高めることができるかo という至上前提のもとに論理が

展開されていた。そこではまず北海道(1.)45年度の道民所得を 7彩比で国民所得培増計画より逆算o

第 1次、第3次産業を 31 ~3  4年の成長率で推計し、全国比 7形の総額からこれを差引いたものを第
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2次産業としてあてはめ、さらに第2次産業中より建設業を過去7ケ年の時系列で推計して差引き、鉱

工莱の目標額を算出する。かくして鉱工業の伸び率が導き出されるわけだが、北海道に念いては成長率

の低い鉱業のウエイトが釜国に比ぺて高いために、とくに製造工業でその伸び率を高くしなければなら

ぬという論理が導き出される。ところで、この場合、成長率を高めるために、 とりわけ次の視点が強調

されたのである。それは「製造工業内部に念いて本道は食科品、製材等の成長率の低い産業のウエイト

がたかく、重化学工莱化率が低位にあつたが、今後、重化学工業において全国水準以上の伸び率を維持

しなければ北膨直経済としては、全国水準の経済成長すら達成することができない。」(4.j)という視点であ

る。かくして、抜本的な施策として、北海道地域の中に拠点工業地帯を造成するという発想が生まれる。

•この場合その拠点工業地帯とは道央工業地帯と道東工業地帯のニケ所を指しているが、これら工業地帯

造成に対しては特別の璽点的施策が必要となる。•その施策とは、

（1) 工業用水の確保、用地の造成、港湾の整備造成、道路整備、鉄道の整備などの企業外部条件の整

備

(2) 企業に対する固定資産税の軽減などの措置

(8) 電気科金の引下げ

(4) 北海道、東北開発公庫の資金枠の増額と金利の引下げ，(5) 

などである。ーロにいうと、重化学工業を北海道に誘致するための諸対策がこ Mにおいてとりあげられ

る。

こらでいう醗エ麟帯とは後に述べる新産法による道央工業地帯に比して、若干その範域がひる＜、

岩見沢、美唄、砂川、滝川の各市を含む地域を包摂しているが、第2期北海道総合開発計画では、この

工業地帯造成について、次のように述ぺる。

「道央ペルト地帯と、釧路、白糠地帯を中核工業地帯として造成し（道央ペルト地帯の）室蘭地区に

おいてはヽ 「製鉄ー製鉄化学」 苫小牧地区には新しく鉄、石油の基地を造成し、 「製鉄ー製鉄化学

一石油精製一石油化学」のコンピナート化を促進することとし札樽地区においては、室蘭、苫

小牧地区のコンピナート化と結びつく重化学関係重工業の発展を期し、釧路地区においては、経済性の

高い石炭と電力の結びつきによりアルミニユウム、金属マグネシウム、電気鋭等の企業化を促進するこ

ととする。また機械工業については札樽、室閑、苫小牧のほか、函館地区においてもそ鉗辰興を期待す

る。 i6)
昭和39年 4月4日、北海道地域唯一の新産業都市として指定された「道央地区」は図1にしめした

ょうに小椴、和滉、四lJ、千歳、苫小牧、室蘭の各都市およびこれらの各都市を結ぶ線上の周辺13町

村を含む・19市町村によつて楷成されているが、すでにみてきた論理に従うならば、この「道央地区」

こそ、第2期北毎道総合開発計画の中ではまさに「要」といわれるぺき地位をしめなければならぬこと

になる。なかんずく苫／」歌：地区の開発は中心的な位置をしめてい・ることがあきらかになるであろう。そ

の開発は、ナショナ•Jレレペルでの経済成長政策に対応して、それを受けて立つ地戒レベルでの”経済成

長政策”の「要」となつている。しかしながら、ここで第一に指摘しなければならぬのは、すでにみて

きたとこるであきらかなように、ここには従来北海道地域社会が育てた地場産業の育成という観

点では・なしにナショナルレベルでの、”所得培増計画”達成のためにといういわば上

からの計画が先行し、それに沿うものとして、地域開発計画そのものが考えられている、と．いう事実で
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図 1

t. げ
C9 

弱f産業郁角
漣炭培払

1[ 北海道地域と「道央新産都市」

この道央地区は面積にして、 1,1 5 1編（神奈川県の約半分）―北海道全域の 7％であるが、人口は

おおよそ 13 0万人（昭和35 年国調）である。全道人口の約¼がこの道央地区に含まれ・る。そして、

もともとこの地域は、北海道地域社会の中では、行政的、産業的、文化的にその集積がもつとも高い地

域である。したがつて、この道央地区の開発が、北海道総合開発に果す高い波及効果の側面からもとく

応注目されるのは前述の論理に立つ限りけつして故なきことではない。しかし全体としての北海道地城

社会の問題として、こうした開発の方式を検討すると、丁度ナシヨナ）レレベルでの開発が従前の集積の

大きい大乎洋工業ベルト地帯に偏重してなされ、その結果、地城間の格差がさらに拡大されるといつた

傾向をもつ現実の地域開発の形態が、そのままその小型版として、北海道地域社会の上に移植されてい

るという点は容易に指摘できる。

次に幾つかの指標をとつて、北海道地域社会の中で、この道央地区が現実に占めている地位をみると、

この点はますます明瞭になる。

(1) はじめに工業統計調査（昭和37年）から道内工業生産上での地位をみると、表 2-1(/_)如く、

全道の工業製品出荷額の45:7彩をこの道央地区で出荷している。
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表2-1 産業中分類別・全道および「道央地区」
工業製品出荷額

（工業統計調査 837. 12) 

全 道 道央地区 市 誓 嘔 彩

化 学 工 業 210 億円 48 低月 2 2.9形

石油石炭製品製造業 1 31 55 . 42.0 

鉄鋼業 822 80 7 98.2 

非鉄金属製造業 66 4 6.1 

機械製造業計 124 84 67.7 

小 計 1,353 998 73.8 

食科品製造業 1,772 546 30.8 

繊維工業 83 47 5 6.6 

木材木製品製造業 702 103 14.7 

，，＜ Jレプ紙製造業 756 397 52.5 

ゴム製品製造業 46 42 91.3 

窯業土石製品製造業 165 78 4 7.3 

金属製品製造 業 177 120 67.8 

その他の製造業 399 1 61 4 0.4 

小 計 4,100 1,494 36.4 

ノに 計 5,45痕f.ll 2,4 9が飩l 45.7彩

表2-2 産業中分類別、全道および「道央地区」

商店年間販売額 （商業統計調査 S 3Z 7) 

全 道 道 央 道央／全道彩ト

繊 維 品 240 億円 190 億円 79.7 彩

衣服・身の廻り品 442 268 60.6 
農畜産物・水産物 1,948 1,042 53.5 
食科・飲科品 1,688 949 56.2 
医薬品・化粧品 312 215 68.9 
化学製品 243 1 92 78.9 
鉱物金属材科 1,422 945 66.5 
機 械 器 具 2,130 1,478 69.4 
建 築 材 科 945 706 74.6 
家具・建具・什器 142 77 54.5 
その他卸売業 699 4 72 6 7.5 
代理商・イ中立業 8 

計 10,212 6,543 6 4.1 
各 種 商 品 286 1 77 61.8 
、衣服・身の廻り品 702 243 34.7 
飲食科店 1,659 523 31.5 
自転車・荷車 27 7 25.3 
家具・建具・什器 4 20 1 34 31.9 
飲 食 店 422 1 96 46.4 
そ の 他 658 2 51 35.0 

計 4,174 1,511 36.2 ． ロ 計 14,387 8,053 56.0 
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工業製品を「重化学工

業」と「その他のエ栗」

にわけると、とりわけ

「重化学工業」での比

璽は高く、それは全道

の73. 8形におよぶ。

（疇業は全道出荷額

の98. 2彩）

(2) 次に商店の年間販売

額でみると、 （商業調

査、昭和37年）道央

地区は全道の56. D彩

をしめる。とくに卸売

業の場合、全道の64.1 

形をこの地区で販売し

ていることが特徴的と

なる。

・（小売業は 36. 2彩）

‘表2-2参照。

(8) こうした工業製品出

荷額および商店販売額

での優位性は、言葉を

替えると、この地域に

立地したそれら製品の

生産機関、あるいは販

売鵬の量的質的優位

性を物語ることになる。

昭和 38年度の事業所

統計から、この道央地

区の産業別事業所数を

みたのが表 2-3であ

る。全道 17万の事業

所中の 5万1千、約 3

割の事業所がこの道央

地区に集中している。

さきにみた製造莱、卸

小売業はそれぞれ30.6



形、 31. 3彩がこの地区に幾中していることがあきらかとなる。しかしながら、すでにみたように、

この地区は製造栗において全道工業製品出荷額の45.7 96、商店販売額において 56. D形をしめて

いたから、これはあきらかに、この地区の前記機関が他地区のそれよりも、工業製品出荷額におい

て、また商品販売額において俊つていることを物語っている。さらに表 2-3で特徹的なことは、

全道不動産業機関 5,564事業体の半数がこの道央地区に集中しているということであるう。

(4) これを産業別従業人口でみると、 （昭

和 35 q:j国勢調萄：7））全道就業者のおお

よそ¼がこの道央地区にいることがあき

らかとなる。なかんずく第3次産業就業

者の割合はたかい。それは 36. 6形をし

める。（ついで第 2次産業就業者 28. 5 

彩）、これに対して第1次産業就業者は

8.9%をしめるにすぎない。このように

この道央地区は産業別就業者の割合から

みても、北海道という地域社会の中では、

第 3次、第2次産業の集積の高い地域で

ある。この産業別就業者を、業主、内職、

家族従事者、屑用労働者にわけてみると、

表 2-3 産業別事業所数からみた全道に

おける「道央地区」の位置
僅業所統計調査 s38. 7) 

全 道 1道 央 道蒼央形

鉱 業 727 144 1 9.8 

建 設 業 8.884 2,833 3 1. 9 

製 坦、生 業 13,153 4,022 3 0.6 

卸売業・小売業 84,863 26,530 31.3 

金緻・保険業 . ・ 3,177 1,045 32.9 

不 動 産 業 5,564 2,984 53.6 

運輸・通信＇業 6,320 1,539 24.4 

電気・ガス・水道 1,046 1 91 1 8.3 

サービス業 46598 12,091 25.9 

計 170,332 51,379 30.2 

注第 1次産業は除く

表 2-4 産業別就業人口でみた全道にふける道央地区の位置

（昭和 35年国調）

全 道 描成比 道央地区 楷成比 ----道全央地区道

第 農 業 609,409 人 2ス9 57,671人 10.7 9.5彩

次
林 業 59, 1 02 2.7 5,329 1.0 9.0 

産 水 産 業 110,120 5.0' 6,201 1.1 5.6 
業

小 計 778,631 35.7 6 9,2 D 1 12.8 8.9 

第 鉱 業 110,728 5.1 5,•7 2 5 1.1 5.2 
≫, 

次 建 設 業 180,772 8.3 58,298 1 0.7 32.2 

産 製 迫、生 業 228,600 1 0.5 84,334 1 5.6 36.9 
業

小 計・ 520,100 2 3.8 148,357 27.4 28.5 

卸 小 -冗ゴ=・ 業 323,812 14.3 118,356 21.9 36.6 
第

金撤偲倹・不動産業 32,427 1.5 1 5,31 3 2.8 4 7. 2 

次
運輸通信公益 158,690 7.3 54,271 1 0.0 34.2 

産 サー ビス業 262,623 1 2.0 89,068 16.5 33.9 

業 公 務 106,388 4.9 46,584 8.6 43.8 

小 計 883,940 4 0.5 323,592 59.8 36.6 •’ 

分 類 不 能 る31 109 

＾ ロ

計 2,183,QO 2 1 Q 0.0 541,259 100.0 24.8 
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表 2-5 就莱地位別にみた「道央地区」の特色

（全産業）

総 数 z 幸 主 内 職 家族従事者 厩用者 不 詳

全 道 2,183,002 370,171 ¥ 4,943 511,219 1,296,492 177 

構 成比 100彩 17.0 0.2 23.4 5 9.4 

道 央 541,259 64,724 1,532 56,222 418,734 47 

構成比 100形 1 2.0 0.3 10.4 7 7.4 

その他
1,641.743 3 0 5,4・47 5,41 1 454,997 877,758 130 

地 区

構成比 I 100創I 18.6 0.2 27.7 53.5 r 

表2-6 就業地位別にみた「道央擢区」の特色

（産業別）

道 央 計 全道-―道央計

総数 業主 内職 胃贔 雇用 不詳 総数 業主 内戦 扇轟雇用 不詳

第 農 業 100形 522 585 9.3 100彩 30£ 6匹 68 

林 業 100 4.4 3.1 925 100 26 21 95.3 

次 漁 業 100 527 529 343 100 28.6 487 227 

小計 1. o o 30.1 51.9 180 100 28.3 558 159 

第 鉱` 業 100% 2.4 OB 968 100彩 03 0.1 99.5 

建 至R几又． 業 100 6.6 1.4 920 100 69 1.8 91.3 

次 製 逗、生 業 100 45 0.3 払 926 100 6!, 02 45 88.6 

小計 100 52 Q2 叩 926 100 49 0.1 2A 926 

卸 小 =元ゴ=• 100彩 19.8 112 69D . 100彩 2&5 19..0 52.5 

第 金患保険不動産 100 6B 1.1 92.1 100 7.4 1.4 912. 

運輸通信公益 100 OB Q2 99.0 100 22 0/J 97.2 

次 サ ー ビス 100 126 f4゚ 42 81.8 1.00 1却 1.8 59 7&4 

公 務 100 
. 

100.0 100 100D 

｀ 小計 100 112 04 55 85.1 100 15.4 0.5 a9 75.1 

分類不能 100彩 18 587 59.4 100彩 卒 1.4 4~3 48.2 

A ロ 計 100彩 120 0.3 10.4 77.4 100彩 18.6 02 27:7 53.5 

全道的傾向としては、（昭和35年国勢調査）全就業者の約6割が雇用労働者で、家族従事者 2.3

割、業主1.7割という構成になつているのに対し、この道央地区では、雇用者勾軋合が大巾に増加し

(7. 7割）、家族従事者は 1割に減少、業主のしめる割合も 1.2割に減少するという傾向をしめる。

（表2-5)、これを他地区との比較において産業別にみると、道央地区においては、林業、漁業を

除くすべての産業において若干なりとも厖用者の割合は他地区より高いが、なかんずく卸小売業での

割合が高い。（道央地区 7割、他地区 5.3割）、また製造業においては雇用者の割合は他地区8.9割

に対し、道央地区 9.5割である。

(5) この道央地区は、•以上のように第 2、第 5 次産業でのこれまでの集積があるばかりではない。表 2

-7にしめしたように、農業生産上における地位も、北海道内ではけつして低くはない。この道央地

区に含まれる耕地は、昭和37年度の調査では、全道の 7.7彩、農業専従者は全道の 9.6彩であるが、

農業祖収益は全道の1□. 8彩をしめる。反当の土地生産性、労働生産性をみても、この道央地区は全
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表2'-'7 農業生産上における「道央地区」の特色

（昭和37年）

全 道 道央地区 道央／全道彩

農業粗収益 1 51, 1 5屈卯 16,31 Z7百万円 1 0.8彩

耕 地・面 積 965.215 町 74,677 町 7.7% 

農業専従者 4 85.45f' 46,699 人 9.6% 

土地生産性（反当） 16 秤 22千円 ／ 

労働生人産当性•
(・専従者1 ) 

511把I 349 干f.ll ／ 

北海道農林水産統計 1965年・より作成 (8) 

道平均ょりあきらかに上廻つ

ている。

(6) さて以上、いくつかの指標

をとつて全道における「道央

地区」のしめる地位をみてき

たが、最後に触れなければな

らないのは、工業製品出荷に

おいて、また商業年間販売額

において、各種事業所数にお

いて、そして人口数において、

この道央地区は、ここ数年全

道平均をあきらかに上廻る伸び率をしめしているという事実であるう。

はいがC、工業製品出荷額と商店年間販売額の伸び率の面から、道央地区を位置づけると表2-

8の如である。 35~37年にかけては、商店年間販売額の伸び率が全道平均と同率であるが、 tぽ

かはすべて全道平均を上廻り、とくに昭和33~35 年にかけての道央地区の伸ひ~率は著しい。

表2-8 工業製品出荷額念よび商店年間販売額の伸び率からみた「道央地区」 単位百万円

昭和33年 昭和35年 昭和37年

工業製品出荷額
全道 294,820 405,079 545,276 

道央 124,999 182,086 249,224 

商店年間販売額
全道 728,905 1,038,175 1,438,678 

道央 371,347 581,258 805,342 

表 2-9 昭和55年～38年にかけての産業別事業所数

および従業員数の伸び率
(S35年＝100)

事業所数の伸び 従業員数の伸び

全 道 道 央 全道' 道 央

鉱 ＾ 業 109 82 68 51 

建 設 業 128 146 140 143 

製 1 牛` 業 11 D 114 114 107 

卸小 = ク 業 111 119 122 129 

金融保険業 119 125 ・11 8 121 

不 動産 業 335 4 D 1 306 333 

運輸・通信業 1 1 5 123 106 1 1 1 

電気・ガス・水道 11 5 126 96 95 

サ ービス≫業 11 3 11 5 11 7 1 22 

総 ！数 1 1 5 124 11 5 122 

注 第 1次産業は除いた。
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伸び率(%)

35/33=1□□ 37/35=100 

137.4 134.6 

145.7 13 6.9 

1 42.4 1 38.6 

156.5 13 8.6 

つぎに事業所統計から、昭

和 35年～38年にかけての

産業別事業所数および従業員

数の伸び率をみると、全道では

事業所数、従業員数ともに

1 D Dから 11 5へ増加して

いることがあきらかとなるが、

道央地区は前者 12 4、後者

1 2 2の伸びをしめしている。

産業別には、全道的傾向とし

ては、とくに不動産業と建設

業の伸びが大きく、従業員数



では鉱業および電気・ガス・ 7./(j直業就莱者が減少している点が注目される。

道央地区もおおよそこうした全道的頑向を反映している汎事業所数では、鉱業を除いて、すべ

ての業種にわたつて、道平均よりもその伸び率が大きいこと。なかんず＜建設業と不動産の伸びが

大きいこと。また従業員数では、鉱業、電気、ガス、水道業、および製造業を除．いてはすべて全道

平均を上廻る伸び率をしめしている点が特徴的となる。

以上みてきた事実は、少なくとも新産都市に指定された道央地区そのものが、すでに集積された

その成果の上にのつて、現実には、北海道内他地区をさらに大きくひきはなす形で成長甜涜けてい

るということをしめす。そしてこれは当然のことながら、この地区の人口の伸びそRものに反映さ

れる。表 2-10はこれをみたものであるが、全道的傾向としては、 3□~35年にかけては 1D 9 

の増加率、 3'5~3 8年にかけては1D 1の増加率となっている。

表 2• 一 1 0 人口動態からみた「道央地区」の位置

昭和3D年 昭和35年 昭和38年
増加率

35/30 38/35 

全 道 4,797,078 5,223,646 5,296,667 1 08.9 1 D 1.4 

人口動態 道 央 1,106,883 1,302,486 1,447,771 11 7. 7 111.2 

全道一道央 3,690,195 3,921,160 3,848,896 1 06.3 98.2 

これに対して、道央地区は前者 11 8、後者11 1という伸び率をしめす。したがつて道央地区

を除く道内の他地域は表にしめしたように昭和35年～38年にかけては、むしろ人口は減少をし

めしている。そしてこの人口動態の中には、当然のこと

ながら自然増も含まれているので、社会的な人口の増減

だけをとつてみると、転入、転出を差引いて、全道的傾

向としては、昭和35年よりすでに社会的移動において

人口は減少傾向をしめしていることがあきらかとなる，

（表2-1 1) 昭和38年には差引28,0 DD人ほど

の社会滅をしめている。しかしながら、道央地区はこう

した全．佑的傾向の中にあって、依然として社会的人口は

増加をしめし、昭和38年には差引63,0 DD人低どの

社会増をしめしているのである。
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表2-11 社会的人口の増減

累計表

全 道 道央地区

S30 6,795名 22,814名

31 7,8 D 5 27,104 

32 22,205 20,816 

33 18,985 3G.407 

34 7,738 1 6,4 96 

35 ~ 6,070 29,415 

36 L!..20,50 3 15,569 

37 cl0,835 20,729 
38 A28,347 62,525 



皿 「道央新産都市」計画と苫小牧開発

以上六つ＠側面にわたつて、新産都市「道央地区」の北海道地域社会の中で、とくに産業梱造上で占

める地位についてあきらかにしてきたが、これは、この地区の中に、北海道の首都としての札暁、商都

としての小樽、工業都市としての室蘭、苫小牧など道内においても有数の都市が含まれていることによ

る。

この道央新産地区に含まれる各都市、札幌、小樽、室蘭、苫小牧、江別、千歳市の全道都市の中での

位置に関しては、表 2-1 2にしめした如くだが、同表であさらかなように、北海道地域社会の中では、

表2-1 2 道内諸都市中における道央新産都市（札幌・小椴・室瀾・苫小牧・江別・千歳）

の位置

人口規 伸び率 事業所数 伸び率 工業製品 伸び率
―賣̂鳳羊

伸び率 商業年間 うち

年模 (）3千8人
38,/35 5砂 5 出荷額 刃／54 37,/34= 4 販売額 卸売業
35=100 (38年） 35=100 (37年）萄円 34=10( 3 100 (37年）醗 の割合

札幌 694 1 37 26,263 143 67,201 172 1 9閉 127 584,949 85.0 

小樽 207 101 8,433 104 32,41 3 132 202 11 6 120,242 84.3 

室 蘭 170 11 D 4,691 126 93,698 1 87 505 1 59 57,700 70.3 

苫小牧 79 122 2,669 159 25,560 134 438 140 15,548 4 9.8 

江 別 40 108 1,174 11 D 7,883 131 430 142 3,968 25.8 

千 歳 54 11 D 1,294 104 718 123 99 117 4,516 1 6.1 

旭川 244 124 11,057 138 37,559 153 230 128 138,158 80.4 

函 館 251 99 10,402 11 D 32,515 130 163 1 1 6 83,484 68.0 

釧路 167 11 4 5,125 1 1 9 38,528 211 437 185 54,979 64.2 

帯 広 1 12 107 "4,341 11 3 9,303 1 1 4 231 10 3 56,120 75.2 

北 見 77 79 2,890 1 34 9,701 1 27 24 9 112 26,014 7 0.8 

夕 張 10 0 88 1,900 105 2,799 154 1 51 130 9,61 7 21. 7 

岩見沢 68 106 2,129 126 1,291 140 122 127 1 7,7 7 9 62.8 

網走 49 104 1,567 1 12 3,646 162 217 158 9,387 5 7. 5 

留萌 42 105 1,511 114 1,736 133 . 131 154 8,028 57.6 

稚 内 58 105 1,858 1 04 7,1 76 17 2 200 1 41 、11,059 56.3 

美 唄 70 80 2,081 11 5 2,098 135 169 1 23 7,658 28.2 

芦別 67 92 1,647 120 1,565 175 12 3 130 6,077 21.9 

赤乎 51 88 1,252 1 21 6 06 189 88 11 5 4,553 1 6.7 

紋別 41 100 1,3,1 3 11 0 5,804 134 227 130 6,950 51.5 

士 別 41 100 1,168 1 06 3,421 103 250 1 1 1 3,948 31.3 

名寄 38 100 1,297 105 3,050 1 9 0 212 1 53 6,524 42.7 

三笠 55 89 1,232 109 901 139 157 11 3 4,080 8.4 

根室 47 11 2 1,757 1 31 11,496 167 4 96 128 11,054 61.2 

滝 川 41 11 4 1,480 1 21 1,978 140 148 111 12,580 68.8 

砂 川 32 ・ 100 948 109 9,765 1 25 274 1 37 3,669 33.6 

歌志内 32 76 6 95 1 1 4 153 225 67 135 2,608 9.4 

注 ①昭和 40年度現缶、市制実施に至った深川市は除いてある。
②事業体数は農林業は除いてある。
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札幌市、小樽市、室蘭市などはそもそもその都市がもつ第2次、第3次産業における地位が全道他都市

と比較してきわめて高い。とりわけ札暁市の場合、その都市性ほきわだつている。また苫小牧市の場合

第2次産業都市として、これまた有数の地位を確立している。これらに匹敵する都市としては、北海道

地域社会の中では、低かに旭川、函館、釧路、帯広をあげうるにとどまる。

旭川、函館、釧路、帯広．の各市は、それぞれの地域の中核点として各地域に点在する。これに対し

て、 「道央新産都市」の特色は、道内ではもつとも都市性の高い札幌市を中軸にすえて、「小椴ー札幌

一江別一千歳ー苫小牧ー室蘭」と道内でも有数の都市が「点」ではなしにいわば「集合体」とし

て存在するとこるにある。この集秩の高い地域にさらに璽点的に投資を行なうことによつて、この地域

に重化学工業の誘致を計り、北海道開発の要としようというのが、 「第2期北海道総合開発」→「道央

新産都市計画」を貫らぬく発想であるということができる。この「道央新産都市計画」を「道央新産都

市」建設基本計画の最終案でみると（昭和39年11月）、この道央新産都市における工業開発の構想

がすでにみてきた第2期北海道総合開発計画をさらに発展させたものであることがたゞちにあきらかと

なる。すなわち、その重点は次の三点におかれている。

イ 室蘭における既成の臨海工業地帯の開発振興とあいまつて、苫小牧港周辺部において本道工業開

発の中枢となるぺき重化学工業羞地を開発する。

ロ 札帳・小椴地区に機械工業をはじめ関連の2-3次加工工業の発展を期待する。

.,.、 道内外の需要の拡大、ならびに地場資源を高度に利用する食料品、紙パルプ、雑貨および関連す

る諸工業の開発振興を期す石。

この道央新産都市の工業開発の目標は表2-13に掲げた如くだが、建設事業費7,22 0億円を投下

することによつて、 45年度の目標工業出荷額8,21 3偉円 (37年度実績2,492億円）、 5D年度

の目標工業出荷額1D, 7 6 1億円を見込んでいるo建設事業費の中には、表2-14でしめすように、

工業開発にともなう所謂社会的現境整備費として、教育・厚生施設費、職業訓練施設費なども含まれて

いるが、このような開発にともなつて、人口規模も昭和 35年の 12 9万人から昭和45&jiには約184

万人、昭和 50年には約 20 7万人に増大、就業人口も昭和 35年の54万人から 45年には約 85万

人、 5D年には 96万人と大巾に増加することが見込まれている。それとともに就業構造も昭和35年

の第 1次産業 12. 8彩、第2次産業27. 4形、第3次産業59. 8形が、昭和45年にはそれぞれ6.6形

3 2. 5？る、 60. 9 %、また昭和55年には4.5 96、 30. 7%、64. 8形と変化することを予測している。

そして、この道央新産都市での産業楷造の高度化にともなう就業人口の増加予測を、道外からの流入労

働力にも期待して立てた第2期北海道総合開発計画の昭和35年から 45年にいたる就業人口の増加予

測とくらべると、全道就業人口増加分の約半数がこの道央新産都市に吸収されることになる。
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表 2-13 道央新産都市・工業開発の目標（工業出荷額・単位億円）

工業開発の目標工業出荷額（地区計） （出荷額単位・億円）

こ 、

昭和 30年 昭和 33年 昭和 35年 昭和 37年 昭和 45年目標 i 昭和 5.□年 出荷額の伸び斡

出荷額 ％ 出荷額％ 出荷額 ％ 出荷額 ％ 
出荷額 ％ 目標

3} 303シ'45 沙'35＇沙'45 
既存新規 ·1I• 計 出荷額 ％ 

化学工 業 27 2.9 2 5 2.0 28 1.5 4 8 2.0 1 12 4 7 6 4 7 6 2 4.2 476 19.7 
1 0 4 2町2 3POO 1 1 7 

132 244 3.9 3 6 64 4.4 

重 石油石炭製品製造業 2 0.2 23 1. 9 4 4 2.4 55 2.2 171 7 6 2 5 5 1. 7 2 3 2 5.7 
2庄10 1.820 2P57 1 1 3 

化 1 7 8 2.9 2 8 2 3.4 
247 747 38.0 1,13046.6 

学鉄鋼業 277 29.7 376 30.1 5 80 3 1. 9 877 32.4 1,3 3 0 2 1 0 1,5 4 0 2 4.6 2.162 25.9 
209 394 567、 14 4 

工 非鉄金属製 造業 3 0.2 4 0.3 4 0. 1 8 8 0.1 30 0.4 200 7 50 3 75 
業

根械製造業言t 20 2.1 4 D 3.2 8 4 3.3 480 
24 24 1.2 72 3.0 

7 8 1 5 3 2.9 
1 6 1 64 1 1 0.3 875 1 1 0.4 

2 65 1;2.55 142 
・1

39.□I 998 小 計 326 3 4.9 4 6 7 37. 4 709 4 0.0 2, 1 0 1 
1,8 7 0 

舷19 9 5.1 23, ,3 0 95.0 
3 1 8 632 848 1 3 4 51 0 41.8 7 1 3 44.3 

食料品製造業 223 23.9 3 1 8 2 5.4 4 1 9 2 3.0 J i I 5 4 6 2 1. 9 844 32 32 1.6 48 2.0 
1 8 8 2 91 346 1 1 3 

376 1,222 1. 9 3 1,402 1 6.8 

そ．． 
繊 維 工 業 28 3.0 5 5 2.6 37 2.0！ , 4 7 1. 9 87 23 1 1 0 1.8 1 6 0 1.9 1 3 2 297 432 1 4 5 

の 木材木製品製造業 45 4.8 73 5.8 1 0 2 5. 6 1 D 3 4.1 1 9 7 1 1 1 308 4.9 538 6.5 227 303 5 27 1 7 5 

14.91 397 
ヽ

他 ＾ルプ紙製造業 1 7 1 1 8.3 1 6 2 1 3. 0 2 71 1 5.9 664 2 1 6 880 1 4.1 1,058 1 2.7 15 9 <I> 2 5 3 9 0 1 2 0 

の ゴム製品製造業 23 2.6 27 2.2 34 1.91 42 1.9 67 27 94 1. 5 1 0 2 1. 2 12 6 276 300 1 0 9 

工 窯業土石製品製造業 1 7 1.8 3 4 2.7 49 2.71 7 8 3.0 144 
64 64 3.3 72 3.0 

288 6 6 1 8 41 1 2 7 

業
1 1 1 260 4.2 340 4.1 

金属製品製造業 46 4.9 59 4.7 86 4.7 1 2 0 4.8 1 9 2 1 0 9 3 0 1 4.8 400 4.8 1 8 7 350 4 65 133 

その他の製造業 54 5.8 77 6.2 1 1 3 6.2 1 61 6.5 280 183 463 7. 4 627 7.5 20 9 4 1 0 553 1 4 4 

小 計 6 0 7 6 5.1 7 8 3 6 2.6 1. 1 1 1 6 1. 0 1,494 6 o.o 2,480 
96 96 4.8 1 2 0 5.0 

18 3 336 42 7 1 3 5 
1.和1六5 6 旦1,9平66＿ 

5 8,2 岬 弄詩l 

ノロ 計 933 1 0 0 1,25 0 1 0 0 1,820 100D 2,492 100.0 4,581 
1,666 6247 

1 0 0 
8340 1且且

1 9 5 451 5 91 1 31 

火力発電 (106KWH) 240 268 I 51 1 574 4,447 1 0 0 6,1 3 7 2 1 2 830 1,200 1 3 8 
I 

注①業種分類は、日本様準産業分類によるが、 「繊維工業」には「衣服その他繊維製品製造業」を含め、 「その他の製造業」には、 「家具・装備品
製造業」「出版•印刷・同関連産業」「皮革・同製品製造業」および「武器製造業」が入っている。

③「工業出荷額」の昭和 3o~ 3 7年の数字は、その年度の時価評価による。
R昭和 45年目標中「既存」とは、昭和 35年現在、当該区域内ですでに操業していた工場をいい、「新規」とは昭和 36年以降操業を開始した

工場、または操業開始する予定の工場をいう。
④昭和 45年、 50年目糠のうち、上欄ほ苫小牧港周辺における出荷額で基本方針の別掲記述分に対応するものである。
⑥出荷額の伸びには苫，Jヽ 牧周辺部を含む。



表2-1 4 道央新産都市計画•項目別事業費内訳

0工場用地＝ 14 1億円 (2,1 9 0ヘククーJレ）

0住宅・住宅用地＝ 1,7 4 9億円准宅 1 0 8,0 0 0戸 ） 
用地 2,3 0 0ヘククー）レ

0工業用氷道＝67億円 (1日当たり 65方立方メートル）

0輸迭施設＝2,1 6 0億円

0水道・下水道＝1,0 1 7億円

0教育・厚生施設＝ 40 1億円

0職業訓練施設＝ 7億円し昭和35年～50年、必要職業訓練者数5万人）

0その他主要施設＝ 1,6 7 8億円

（通信・公園など）

IV 地域開発の計画とその現実

さて、道央新産都市計画のあらましは以上の如くだが、この拠点工業開発方式は、一見、ナショナル

レベルでみた場合、全国地城間の所得格差是正の一助となりうる如くであるが、そもそもかゞる発想自

体が地城住民の生活の保証あるいは地場産業の育成という観点ではなく、ナツヨナルレベルでの”所得

倍増計画IIの一環として、いわば独占資本の発想に導かれてなされたものであることは、すでにふれた

ところである。そうして、それはまた政策的には、過密化した既存の重化学工業地帯の地方分散政策と

対応している。言葉を替えると、独占重化学工業のあらたな立地用地を過密化した既存の工業地帯では

なしに、”地方”に求めるために、”地方がそれ自身の中に受け入れ体制を作らせること。したがつて、

これまで、 産業華盤、社会基盤の整備が独占資本レペルで考えて、きわめて不十分であつた”地方”と

いわれる地域の、 「産業基盤一社会基盤」の開発が急務となり、こらに”拠点工業開発方式 /1が提起さ

れるということになる。 一方それは、地元を盛りあげたいという素朴な住民感情と一致する。

こうした瑯或開発は地元自体の多額の地元負担金の上に、ナシヨナルレベルでの財政投融資をつみ重

ねることによつてなされるわけだが、それが独占段階に達した資本の効率R論理に等かれている限り、

当然、既存の集稼を璽視することになるから、地域レペルで考えると、そR地域内で作られつつある地

域間所得格差をさらに拡大するという方向に国家資金のみならず、地元の資金（地方自治体の財政投融
(9) 

資）までもが導入されるということになる。

しかしながら、さらに問題は次の点にある。かかる形での”地城開発，1そのものが、実は最初から

”地域自体 /1のために意図されたものでないから、現実に、産業基盤整備の進行する段階で独占資本に

ょっても無視され、放置される運命に、実は数多くの”地方 /1が置かされていたということである。こ

の点に関する解明は、 「地城開発の現実と楷想」での松原治郎らの分析に詳しい危~) 国家それ自体は、

ーすでにみてきたような性格をもつ”地城開発計画／パ逗l家の責任においてなすのではなく、あくまで
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も、クテマエ民主主義として、地方自治体の責任において立案させ、かくて地元の責任において提出さ

れた計画中より数少ない幾つかの地点を選択して、指定するという形をとる。開発計画の責任者は多く

までも”地方，Iに存在するというクテマエがここでは貫かれる。国家自体が地域政策挫折の責任を地方

に転化する仕組みは実は当初から用意されていたのだということもできる。

事実、現実の問題として、こうした計画自体が何の矛盾もなく貢徹されるという保障は、現在の社会

の中では誰にも与えられていない。つま恥現実の社会の基本的な生産様式が資本主義的生産様式をと.... 
る以上、国家あるいは地方自治体の意志による完全なる計画はたてられ得ない。ことに、”拠点工業開

発方式，／の場合、その計画が前述のような性格をもつ以上、-つまり、その本質としてナショナル

レベルでの開発計画の一環として、地城レベルの計画が立案されている以上、その計画には地域レベル

の意志よりも、むしろナショナルレベルでの独占資本の意志がその意向にそうという形で反映されざる

を得ないのである。このことは、地域住民はもとよりこれまで地域が培つたいわば土着の産業華盤から

少なくとも数段飛躍した形で、地域の開発計画そのものが提起されることを意味してい 。 しかもそ命
れは総体としての独占資本のためであって、個々の独占企業の産業活動の特定地城への定着の意志決定

は、あくまでも個々の企業の自己責任においてなされるという性格をもつている。言葉を替えるならば、

ii!ffe;自身は責任をもつて、地元自身の資金を投入して、産業基盤の整備を行ない、こうした形で”幾つ

もの据膳”が用意される。このうち、もつとも企業目的にかなった地点が個々の独占企業によつて選ば

れる、という仕組がここには全体制的に存在する遥§ばれなかつたところは相手をうらむことはできない。

自己責任の論理がここでは貫徹される。

加えて、独占資本主義それ自体の構造的な矛盾のあらわれという要素が加わらざるを得ない。独占企

業そのものが自らの生産活動を操業短縮、あるいは賃金支出分の縮少という形で縮少せざるを得ないと

いう形で、全体制的な矛盾が進行すると、”据膳”に手をつける余裕すらなくなること忙なる。

こうした段階に達すると、その”しわよせ，／は開発計画の責任者としての地方自治体、まだとりわけ、

その地域の零細企業主、労働者、農民層にもたらされざるを得ない。

こうした事態を「開発計画」そのものの挫折として捉えることもできるが、こうした事態の中でも地

域自体はその資本主義的な発展の歩みをやめているわけではない。前述のような性格をもつ「開発計画」

のイデ牙ロギー的性格が、生活に根ざしたものとして、より広汎な人々にあきらかにされたというだけ

である。けれども同時に、体制レベルでの立てな森しも時を移さず行なわれている。たとえば「社会開

発」というスローガンにみられるように、この段階での「開発に対する新しいイメージづくり」にみら

れるシンボル操作は時を移さず行なわれているし、また、かかる段階に相応したアフクーケアーと計画

自体の手な念し要請が、のちに道央新産都市の場合でみるように、独占資本から、あるいは国家自体か

ら相ついでなされる。そうして、かかる場合、地域の開発計画者は、当面、次の二つの方策のうちのど

ちらか、あるいは妥協策として、その両者を結合させた形での現状打開の途を講ぜざるを得なくなる o・

ひとつは強力な施策によつて、あくまでも計画をおしとおすか、しかもこの際「社会開発」というあら

たなスローガンを加えて 住民の抵抗をやわらげつつこれを推進するか、他は計画それ自身のもつ飛・
⑲ 

躍した分をケズつて、これまで地域が培つた産業基盤（地元資本）のレベルは開発計画そのものを立ち

もどらせるか、この二つの方策しかない。いずれにせぷ、地域（地域の産業資本）と地域住民に近寄ら

ざるを得なくなる。この場合、地域住民の具体的生活との密着こそが、実は地域開発を本当に地につい
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たものとする支えとなるのだが、現況では、地域産業資本レベルでの地域開発の発想が中心となつむ泌。

さてかような「拠点開発」方式にもとづく地域開発の矛盾は、現在開発がすすめられている「道央新産

者町『」においても、すでにその発足当初から立ちあわれている。つまり昭和39年段階において、昭和

3 5年段階での発想ははやくもその実現性が困難となりつつある。そしてそれは苫小牧開発に集中的に

表現されている。

この点は昭和39年 11月に公にされた「道央新産都市」建設基本計画に明瞭である。表 2-13に

おいて、苫小牧港周辺部が別枠で計画数字が出されている点にわれわれはまず注目しなければならなぃ）

「新産業都市建設基本計画審議概要」は次のように述べる。

「•…•このような開発構想にもとづき工業生産の規模は昭和 4 5年には、おおむね6,2 5 D 

億円、このうち重化学工業約2,61 D億円、その他工業約 3,64 0億円、昭和50年には、おおむね

8, 3 4 D億円と見込まれ、との低か苫小牧港周辺部の重化学工業基地の開発による生産の規模を、昭和

4 5年にはおおむね 1,9 7 D億円、昭和5D年には姦おむね2,420億円と見込む。（l」ここではあきら

ーかに、苫小牧の「鉄銅一石油」コンビナート基地建設による工業化は別枠で考えられている。この別枠で

考えたこと自体のギに、われゎれは体制的な矛盾をみる。何故なら、すでにみてきたように、苫小牧に

おける匿鋼一石油」コンビナートの建設は、北海道第2期総合開発計画の中心的な柱を構成するもので

あった。しかしながら現実の問題として、昭和38年、苫小牧港完成後、肝心の苫小牧臨海工業地帯に

ついては、進出企業が皆無という状勢の推移の中で、この櫛想は大巾に後退せざるを得なくなつてきて

いるのである たとえば、昭和39年 4月、道央新産都市指定の直後において、すでに、計画年度内

に苫小牧の醤辱工業化は見通しが薄い、という見方が有力であつ九 虐が枚の場合、同地区だけを

貴めるのは無理という見方もあり、むしろ、第2期総合開発計画や新産者姉計画が北海道経済の現状か

らあまりにも背伸びしかるから一との批判が強いt]5}との意見も出され、 「室闘は既存の工業をさら

に伸ばい企業を多角化して北海道の拠点とする。苫が枚はこれに密着した関連工業基地になるのが視

実的だ 」という見方がなされていた。また同年6月には、園［産業開発会議」も苫小牧開発について同
tJ8） 

様主旨の意見を発表、①室閑地区の既存工場との結びつきで鉄鋼二次製品工場立地の可能性、③製紙

機械修理工場など機械修理・組立工場の設置育成の可能性、③セメント・木材工場の立地可能性などの

検討を呼びかけている。

事実、道央新産者晶沿定後の現実の動きをみると、苫小牧ではなしにすでに北海道の鉄鋼基地とし

て既存の集積のある室蘭を中心として重化学基地化が進行している。これには新規工場用地がないとさ

れた室閑に、外港埋め立て用地が実現することになり、関連工場拡張さらに石油基地拡張の可能性が生

まれたという状勢の変化もあるが、基本的には地域産業の現状によりみあつた形で、現実の産業楠造の

資本主義的変化が進展しているとみるべきであろう。

こうした現実の産業界の不況の高まり＝矛盾の進行によつて、昭和39年度段階で、すでに当初の計

画の大巾な修正が除儀なくされているが、このほか地方自治体の財政難、つまり多額な地元負担金に地

方自治体が応ずることができない。という問題がより基本的な問題として提起されている。この問題は、

こうした形ですすめられつつある開発計画に対する地城住民の自らの生活を守るための抵抗の姿勢にも

連らなる問題ビカ豆とくに他地域に比して既存の基盤整備洞祖蒻道央新産都市の場合、 ”先行投資前の先行投

資，，が必要であるといわれているだけに、この問題はけつして看過することはできない
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道央新産都市指定当時、札幌市中金融機関筋の試算では｀今後7ケ年間に道央地域に投入される民間、

社会資本の総額を 1兆2千億円プラス 6千億円ー一ーいるいるな幅をみて、ざつと 2兆円と想定したが、

民間資本 1兆2千偉円はある程度調達できても、行政投資6千億円の調達に大きな問題があるとされた。

すなわち、今後見込まれる歳入額は2千9百億円で、その差額約3千億円は不足となる。とみられたの

である
°（氾）

この低か、本州太平洋工業ベルト地帯での石油化学コンビナート化による公害問題などを背兼として、

住民不在の開発計画、投資計画だけが先行し資金供給計画が追いつかない計画、農業対策への配慮が不

足した計画、所得格差是正にならない計画等々、新産都市建設を中核としてすすめられている地城開発

政策に対しては、それを再検討する声が高まつてきているが しかしながら、それとは別に、現にす
(19) 

すめられている施策の下で、現実の地域産業、そして社会は、それぞれの地域社会の実情に見合つた形

で日々変容をとげている。資本主義的な変化・変容をとげている。

元来、政策自体は、こうした現実の地域社会自体がもつている基礎的な構造の発展をチェックし、特

定方向へ誘導するにすぎない。そして現段階では少なくとも国家の政策は独占資本の発展法則に従属す

る性格を顕著にしめしている。しかし独占資本自体、つねに矛盾を内包し、ある意味ではそれを拡大再

生産しつつ発展せざるを得えい。それが政策の矛盾ともなつて地城に反映するわけだが、地城レ・ペルに

問題を下げて考えると、こうした意味での矛盾の深化の中でも地城に定着した資本自体の運動はつねに

行なわれている。矛盾が深化すればする低ど、労働者・農民へ、つまり地城住民へそれが転化される度

合を大きくするという勉倹性をもちながら、全体として独占企業への依存度を強めつつ、それは自らの

体にみあった形で運動を続ける。そして、いまわれわれが主題としている道央地区の場合、すでにみて

きたように北海道地域社会の中では、その集積がもつとも高い地域である。いわばここは、全道各地域

の資本主義的開発がすすむにつれ、より資本主義的にその集積が高度化する性格をもつた地域である。

事実、この地域のその後の発展をみると、その中核的都市としての札幌市は、昭和40年 7月 1日現在、

人口は77万名に増大、また北海道商工部の資科によると、 （工場立地の調査等に関する法律、北海道

工鉱業開発促進条例に基づく届け出、助成申請ならびに計画提出のもの）昭和38 • 3 9の両年に道内

に工場を新設‘・増設した件数は 12 8件、うち48件は道央新産都市地城内における工場の新・増設で

ある。

また昭和38年に開港した苫小牧港は、昭和4D年度より道と苫小牧市の共同管理に入った殴か、エ

業港区‘の堀り込みとして 1億5千万円が40年度開発予算で認められた。さらに「岩見沢一苫小牧」を

結ぶ基幹道路建設など、着々と基盤整備事業はすすめられている。そして昭和4D年 6月、苫小牧木材

工業団地期成会（王子製紙・岩倉組・池内ぺ＝ャ・米子組・王子林産工業など地元 16企業で結成）は、

現在まで進出企業皆無の苫が枚臨海工業地帯へ進出するため、苫小牧港開発会社に対し土地購入を申し

入れている。

以上のように「道央新産都市」建設は、現実にはきわめて多くの問題を抱えているとはいえ、とりわ

け第3次産業の集積の高い札幌周辺、また鉄鋼基地としての集積のある室蘭を中心として、さらに苫小

牧はこれまで地域が育てあげた地場産業の拡大発展という指向性をもつて、つまり「道央新産都市地区」

内のそれぞれの都市がもつ現実の基盤に相応して、その意味で現実にみあつた形で資本主義的発展をと

-31-



げているといえよう。そして第2期北海道総合開発計画がとりわけ北海道地域社会の工業開発を重点目

標として掲げている以上そしてその目標が変わらない以上、上述の「道央新産都市」の産業構造の資

本主義的高度化は、その発展のテンポはにぶるとはいえ、体制にとつて「本道開発」の戦略目標として

の地位は失なわないであろう。こうした「道央新産都市」における地域発展楷造の中には、今日におけ

る独占資本主義的地域変動の法則がより顕著にあらわれているものとみなければならない。•以下、各章

ではこれを具体的にみていくことにする。われわれが「地城開発」との結びつきで「産業教育」の問題

を考えるさいには、まずバラ色の夢ではなく、現実に展開している「地城変動の楷造」を、まさに事実

として、とりおさえるとこるから出発しなければならない。

注 1 北海道「第 2期北海道総合開発計画」 1D頁 昭 和 37年 2月

2 同上 4 D頁

3 札幅通商産業局「北海道経済の高度成長のための基本棉想」昭和 35年 8月

4 同 上 8頁；たゞしこ .I..であげている数字は「第 2期北

海道総合開発計画」のそれとは若干異なつている。

5 同 上 ．1 3頁～ 15頁；こうした計画は、同局「北海道に

おける鉱工業開発振興 1Dケ年計画について」昭和 36年 2月に、さらに詳細に展開されてい

る。

6 前掲「第2期北海道総合開発計画」 4 1頁

7 後に述べるように、その後の動きはほげしいので「道央地区」の第2次、第 3次産業就業人

ロでの比重は昭和 39年にはさらに高まつているものと思われる。

8 この場合の設業生産性の算出方法は次の如くである。

晟業粗収益
土地生産性（反当）＝

耕地面租（反）

農業粗収益
労働生産性（専従者 1人当り）＝

農業専従者数

9 たとえば昭和 38年段階で書かれた池田善長は映：新産業都市群地域」さつぽろ経済 77号で

ほ「経済企画庁に道が提出した道央地域開発計画によると、今後 9ケ年間に約 3,5 0 0億円

（国費 1,3 5 5億円）の財政投資が必要とされるという。このことは、第 2期開発計画による

財政投資規模 9,4 0 0億円の 3分の 1以上が道央地域につぎ込まれることを意味している。そ

うでなくとも道央地域と他地域の諸格差がはげしくなる傾向にあるとき奮また開発計画が格差

の緩和をテーマとするとき、この問題は今後に多くの問題を残すことになるう。」という形で

警告を発している。

1 0 福武直編「地域開発の構想と現突J[」終章 1 9 5 6- 東大出版会

1 1 もちるん、そうはいつても後に苫小牧の産業棉造の社会的構成分析であきらかにするように｀

地元自体での産業資本の育成はたえまず行なわれている。・
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1 2 青井和夫氏の「社会開発を論理的、実践的につきつめていけば私的利潤を中心とする現缶の

社会・毎済的体制への挑戦となる。」（「地域淵発の構想と現実llI」附論）との発言は注目に

与する。

1 3 通•新産都市計画小委員会「新産莱都市建設基本計画審巖概要」 2頁 昭和 39年 11月

1 4 この点について、日本経済新聞、昭和 3 9年 1 2月 1: 日号 は次 のよ うに

述ぺている 。 「産業界の現状からみると、新産業都市 1 3ケ 所 に 鉄 鋼 一 石

沖ー化学コンビナートを作るということ自体、夢物語りである。鉄鋼の場合、いまの設備

能力は粗鋼年産 4,50 0万トン、一方需要は今後年率 9.2形で伸びるとして 43年に q3 0 0 

万トン、 7.5形として 4,9 D 0万｀トソ、これは現缶一部操業あるいは建設に入った東海製鉄、

八幡製鉄堺、同木更津、日本鋼管福山、川崎製鉄水島、さらには計画中の富士製鉄鶴崎など新

製鉄所がもくるみ通りフルに動き出せばぉつりがくる。

石油精製も中期計画では現能力（日産約 1.9 0 0万バーレル）の｛音の設備がいる見誦しだが、

最近の需要鈍化から業界では設備投資休戦への動きがある。

石油化学にしても現有 9センクーのほか、数ケ所に新設計画があるが、新計画のうち 2ケ所程

度が認められるだけで、これら既存と新センクーの新増設で、ここ数年は増大する1需要を十分

まかなえる見通しである。

1 5 日本経済新聞、昭和 39年 4月 28日号「道央新産都市、建設基本計画の焦点・苫小牧」

1 6 同上

1 7 同じ頃、札幌通産局も、その後の状勢の変化に相応して、仙台、札視通産局連絡会識の結果

として

①計画の目榛が 45年度にある以上、実現性の強い工業化方式を採用せねばならない。 ③メ

ドのつかない重化学工業誘致のかけ声を上げる前に、工業化の環境造りを仕上げるべきだo

③そのためには既存企業の振典で道内市場、需嬰に即した企業誘致などを進め、”底辺／，を固

める現実的な方法がふさわしい。 などの意見を発表している。一日本経済新聞、昭和

3 9年 6月 16日号「工業開発の方法批判」

1 8 日本経済新聞、昭和 39年 5月 5日号

1 9 こういう情勢の中で、経済企画庁は昭和 4D年 5月、経済審議会の地域部会を開き｀新地域

開発計画について奮本格的検討に着手した。
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第2章『道央新産都市』における地域構造とその変動

I リージョンの分類と規定

1: l)ージョジI(Nodal Region)・と Homogene・aus ・Region 

ここで、われわれが「道央新産都市」としての苫小牧市における「地城開発と産業教育」の問題を考

えるさい、まず第一にあきらかにしておかねばならぬことは、新産法によって、いわば人為的行政的に

区画ずけられた範域の中における苫小牧市の位置づけをあきらかにすることよりも、現実にその範城内

に含まれた都市を中心として形成されている 1Jージョンを把握することであろう。

何故ならば、第一に、特定の都市は少なくとも現在の歴史的発展段階においてほ、その都市独自で＇自

閉的に生存し続けているものでほなしに、周辺後背地と共棲関係に立ちながら、言葉を替えるならば、．

たえまず周辺農村部の既存の産業組織を分解したがら、特定のり｀ージ aンとして存在しつづけているか

らであり、第二に、そうした意味での共棲的な地城的統一ほ、しばしば秤政的な区画ずけとほかかわり

あいなしに形成されているからである。つまり特定都市を中核として形成されているI）ージヨンにおける

地城構造ほ、それ自身、その中の産業の構造を資本主義的に分解一発展しながら変容するものとして把

握される必要があるからである。こうした変容ほまたわれわれが社会描造と呼ぶとこるの構造の変容を・

ともたっている。

とこるで、かかる意味でわれわれが1)ージョンをとりあげる場合、そのリージョンとほ｀いうまでもな

く所謂Homogeneo1.Ls Region ( Uniformity Region)でほなく、 Nodal Region 

(Functional Region)を指している。中心的な都市が一つの市場中心地として、いわば

Node（結節）の役割を果たし、そこをボイントとして、その都市周辺の地城が商品やサービスの交

換をとおして、その特定都市にたぐりよせられている。資本ほその結節点を拠点として商品販売という

形態をとおして、あるいほサービスという形態をとおして廊辺地城を支配する。（資本主義的な生産機

関〔工場〕の役割についてほ後述）。そうした地城楷造は現実口棉成されている。それほその中心点に

立地する都市に査本主義的な企業、あるいほ公営の都市的な結節機 が存在する結果として当然もた囮1)

らされるものであるが、もともと資本主義社会においてほ、それほ分業を前提とする商品生産様式をと

る以上、社会的な生産機関そのものが相互に分離され、またさらに生産機関と消費単位とほ相互に分離

されている。如何だる生産•生活単位をとり出してみても、それ独自でほそもそも生存が不可能である。

ぶたがつて、これらを相互口結びつける Nodal Organiz~tionf・ま基礎的な要件と↓て存在せざ

るを得ない。こうした機関ほ種々の社会的・政治的統治•統一のための結節扱関の必要ということを離

れて、その社会が資本主義的生産様式を採用するl店至つてからは、まさに全社会的な物質的生産の必要

不可欠な機関として存在する。
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特定の都市に立地したこうした結節機関を中心として構成芦れた地域的統一性をわれわれほ第一に問

題とする。しかしながら、ここで附言しておかねばならぬことほ、このような所謂Nodal Region 

ほ、そもそも !Iomogenec•us t..c地域構成をもつものではない、という点についてであ・る。如何なる

社会をとつてみても、資本制的生産様式、あるいほそのエートスは、一国すべての生産諸様式を同時に

すぺて作りかえてしまうものではない。ふるい1日来までの生産諸様式を、またそこで培われたエートス

を徐々に、あるいは急激に、しかし全体としてほ徐々に作りかえていくにすぎない。

この社会過程ほ、都市的諸l関係の農峙寸への侵入としてしばしばとりあげられるものだが、戦後の現段

階におけるわが国においても、この9ことほ例外でほない。査本の論理は、直接的な労働一生産過程を含

む生彰幾関の内部においてと同時に、そのような生産形態をとる生産機関がまさに必要不可欠にともな

うもるもろのNodalOrganizationの現実の機能をとおして、つまり商品やサーピスの交換を

とおして自己を貫徹していく。かくて資本ほ自己に似せてふるい諸関係をすべて再編しようとする。し

たがつて、われわれが Nodal Regionとしてひとつの地域をとりあげる際には、当然のことながら、

その 1)ージョン内部の人々がそれぞれ属する生産機関、あるいほ結節槻関で現実に採用している生産諸

様式、また渭翌単位での生活・文化様式をHomogeneousなものとしてほ想定しない。そこにほあき

らかに現実の生産機関（あるいほ結節機関）での資本の構成度において、またそこで採用している技術

水準において、さらた所得7.K準生活様式においても大きな格差が存在している。天都市→中小都、

都市→料寸の関係において、順次そのスクンダードが下るという関係ぷ゜現実だほ存在じCいぢど考え‘

る。

2 リージョン Il(1)設定

ざて、特定の都市と周辺後背地との間に形成されている地城的統一性をこのようなものとして把握す

る場合、その当然の論狸的帰結として、もうひとつの地域Regionが出現せざるを得なt、。われわれ

がここで特定都市を中心として構成されている第二の地城 •Region として捉えるものがそれである。

この第二の地城 ・:<egionというのほ、第一の地域がいわば地城｀構造の静態的な側面をしめすのに

対して、地城の産業楷造それ自身が変容し変化するいわぱ動態的側面を指している。すなわち、特定の

中核点となる都市と周辺農漁村との関係ほ、たんにその特定の都市に存在する結節機関をとおして、

それらの地域が商品やサーピスの交換で結びつけられ、特定都市から速心廿勺に資本主義的諸関係が周辺

農村に滲透するということだけで捉えらるべきでしまない。そうした過程ほ、その本質として、都市!c典

型的に表現される資本主義的生産諸様式がより一屈拡大発展する過程をしめしているし、他方、それに

対応して、農村囮典型的回表現される旧来の生産諸様式にもとづく産業構造がたえまず分解させられて

いる過程をしめしている。つまり資本ほまず商品・サーピス提供その他種々の文化的諸形態をもつて、

旧い生産形態をもつ生産組織（典型的にほ「家」に基礎をおく生業形態）に対して、その組織の生産過

程そのものを自己の胎内にまき込んでしまう。そうして然るのちに、そのもつとも弱い部分からその組

織そのものを分惟し~その組織に屈していた就業者を、商品としての労働力として自己の経営組織の中

にたぐりよせる。現象的にほ、それは特定都市の生産機関あるいは結節機関の抵的質的拡大となってあ

らわれる。それは特定都市の喪本構成のより一層の高度化、企業組織の近代化をともないつつ、技術水
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誰そのものの変容、高度化をともなう。そしてそれらの企業が必要とする労働力を後背地にあたる市町

村からすすんで吸収する過程となつてあらわれる。特定の都市がこうした発展のさいにともなう周辺農

村地域から〇労働力の分解吸収過程はあきらかに地域的な統一性をもつている。ここでわれわれが第二

の地城 •Regionというのは特定者聞5を中心として形成されているかかる地域構造を指している。
(2) 

この第二の地域 •Regioo(/.)発展のさいとくに菫要な役割を果すのほ、特定都市に立地定滸する所

謂第2次産業（生産機関）の蓋的質的拡大である。 このことほいいうる。（大

者肝打の場合、所請第 3次産業（とくにより高次の機能をもつ結節機関）の一層の集和ということが意味

とくに中小都市の場合、

をもつが、 ）かかる生産機関の拡大に相応して、そこに定落した消費人口を対象として、その消費者の

現実の所得水誰、文化様式に規定されて、種々の結節機関そのものが蓋的質的に拡大される。

3
 

リージョンの変勁とリージョン I共 よび II

ところで、特定都市を中心として珍成されている第一の地域と、第二の地域とほ現実的にはあきらか

に一致しない場合がある。むしろこの範城が相互に食い違う都市が生ずることによつて、現実的に地域

構造それ自身は変容している。今日の歴史的段階においてほ所謂後進地城でほ、地場産業独自での資本

の集稼ほしだいに困難になりつつある。したがつて中央に根をおく全国的レベルでの独占企業がかかる

後進地域に進出するか否かが、その地域の産業楷造の高度化という一点をとり出してみるときわめて大

きな意味をもつてくる。 しかもこの際、独占企業そのものが如何なる地域を選定するか、 ということほ

あくまで独占企業そのものの意志決定の領城に属するもので、地元それ自身の意志決定の領城に入るも

のでほない。しかしいずれにせよ資本の論理比立つならば、過去からの集和の有無ということが大きな

意味をもつから、まったく現実の楷造を無視してその選走が行なわれるわけでほないが、

選定された特定都市を中核として地域横造それ自身の変容が惹起される。それほ地域JTのレペルでまず

おこり、そして地域 rのレペ）レに波及する。この間の関係をみたのが図 2-1である。都市Aほ隣接す

る農柱・ を傘下に収めて、ひとつの Nodal Region 
1 ~2 

図2-1 地城構造の相互関連図

こうした形で

蕊エいペル

I ^、

r
 

紐エレペル 1 磁江レペル

I ^、, ＾、

ャ

磁 IIvペル 螂 Ilいぺ／．

を形成している。同様に都市Bほ盛村5

を、都市Cほ農村4~5を傘下に．収めて

しかしながら既存の集殺の大きい•＼ヽる。

しかもあらたに開発された生産力を担う

にふさわしい立地条1崇を備えた都市A111:

ば、さらに資本が集籾、される。後進地域

の場合、＇それは地元衰本が発展する場合

もあるが、独占企業の工場の移植、ある

いは支店、出張所の形での移植。拡大と、

いう形熊が太いパイプとして貫かざるを

得ないだろう

一滴品やサ:...ビスをとおして都市が農村を支配下にお＜関係（地域Iの関係）
--・一～•→晨村から分解した労倶力が特定都市に流れる関係（地域11 の関係） ・、
ーと→機関の上下の系列関係（地域Iが個々 バラパラではなしに統一づけられて、全体

とし・て上下支配の系列の中に組みこまれている関係）
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その結果都市Aほ現実にさらに発展を開始する。こうした場合、都市Aほその発展のテンポが激しけれ

ば激しいほど、その都市のNodal・Regionの範城を遥か阪こえた地域から労働力を吸収する必要を

感ぜざる9を得ない。そしてこの場合、もし都市P。Cがかかる条件をもたないと仮定したならば、都市

BのNodal Regionの中に含まれた農村 さらにほ都市 CのNodal Regionに含まれた農村
5 .. 

からも労働力を吸収するであるう。言葉を替えると、その都市Aほ自己の Nodal Region の中に

ほ直接的に組みこまれていないかかる農村との間に、資本主義的分解→発展の関係を直接拘にとり結ぶ

ことになる。いずれにせよこうした過程をとおして特定の都市ほ労働力を以前rrc.も増して増大させる＾

ところで、こうした形で拡大再生産が行なわれることによつて、今度ほ逆rrc、従前までの地域Iの構

造に変化が生ずる。っ王りより増大した都市人口を対象として、そこでの各種の結節機関ほまず盤的に

抵し、その都市内で一定の数に達したハイ・クラスの消費人口に規定されて、さらに質的に高度化され

るという過程が生ずる。そしてとりわけ交通的根能をもつ結節機関の伸長をとおして、その都市がそれ

まで有していた Nodal RegiollO)範城をより一層拡大させる。（図でほこの関係を Y及びY の矢

印で示した。）

直接的第 1次的には、たしかに以上のような変化が生ずるであろう。しかしその都市内に育った名機

関の高度化という棗実は、その殿階だけで止まることをせず、さらにより広範城にわたつた地域社会で

のその都市の地位を高めるという形での第 2次的なより高度な変化を iヽたらすことになる。すなわち、

都市相互間の上下支配の系列化におけるその都市の地位の変化をもたらす。つまり、その著しく発展し

た都市Aほ、その胎内rrc育ったより高次の機能をもつ機関を所有するという事実を背景として、従前ま

でその都市がその傘下に入っていたたとえばXというその地方の都市の傘下を離れ、自己と同様の格付

をもつ都市 B、また都市Cを、都市Xの傘下から離し、あらたに自己の系列下に組み入れるということ1

も行なわれよう。現実rrc.それぞれの都市を中心として周辺農村部との．間に形成されている Nodal

Regionの独自性ほいわば相対的なものである。第--:}こぼ、その範城が変化するという点において、

第二ほ、各種の結節機関の系列化をとおして都市相互間に存在する上下支配の系列化そのものの措成が

変化するという点rrcおいて。

特定都市の発展ほ、このょうに、第一の点のみならず、第二の点における地城楷造の変容という事実

をもたらす。言葉を替えていうならば、特定の都市の結節機限はそれが発展すると、より高次の機能を

もちはじめる。その都市内部あるいほその都市周辺の農村部への結節的機能だけでほなしに、その地方

の中小都市べむけての結節点としての役割を果たすようになる。ここに至つて、ひとつの大きな地城社

会の中での都市相互間の上下支配の系列構成の変化力寄fなわれる。つまり、地城楷造それ自身がより大

きなスケールで変容をほじめる。

このように特定都市を中心として形成された RegionIとRegionIIは相互にふかい関連をもちな

がら、資本主義的生産様式をその周辺地城の中により一層論透させ、地城構造そのものを変容させる。

そして、上述の記述ですでにあきらかなよう rrc、特定の都市内部における産業楷造の変化。高度化、な

かんずく生産機関の最的質的拡大ほ、主ずRegionIIのレペルに反映して、それが Regionrのレペ

ルにほねかえるという構造をもつている。

しかしながら、ここでわれわれが従来の社会学的研究がしばしば RegionIのレベルのみを問題と

していたのに対して、あえて •Region JIのレベルを問題としたのほそれだけでほない。われわれが
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Region:nのンベルを、より重視しなければならぬのほ次のような理由にもとづいている。

(1) 今日の段階では、全国国土総舎開発計画をとりあげるまでもなく、ナジョナJレレベルで考えた場

合、もはや過大都市の過密調整が問題とならざるを得ない状況に達している。巨大都市のRegionI 

とRegion11のギャップほきわめて大きくなっている。こうした状況下でとりね十後・中進地域の＇地

城開発 Iを考えるさい、その開発すぺき地域のイメージほ当然のことながら Regi o.nIのそれだけで

ほなしに、すすんで Region1[を含むものとして描かねばならぬであるう。何故なら、なによりも現

実ほそのようなものとして与えられ、後・中進地域そのものが太平洋工業ベルト地帯、とりわけ巨大都市

のRegion11に包摂される形で、いわばそ加らの地城および地域住民の意志如何にかかわりあいなく

地域楷造その籾を変化・変容さをられているからである。そうして、こうした地城の棺造的変化の仕方

ほ、地域レベルにおるしてみても、たとえば北海道地城社会の場合、首都札幌の Regionllがすると・

く拡大するという形で展開している。いわば全国的レベルの変化・変容のパクーンはそのまま地城レペ

J・レにおいてもあらわれているからである。 “地域開発 JIを本当に地についたものとし、地城および地域

住民の意志による開発という方向を其剣に考える堀台、われわれがRegioDIのVペルだけでしまなしに

すすんでIlのVペルをあわせ捉えなければならぬ所以である。

(2) さら!'C、われわれほ開発すぺき地域のイメージを描く堀合、中核点となる都市の開発のみ定念頭

においているのでtまない、という点に言及する必要がある。その都市をめぐる周辺農村地域の開発ほ今

後に課せられたきわめて大きな課題である。そうした形で地城開発を考える場合、地域 Il のレベルで

の構造、つまり地城それ自身がダイナミツクに発展一分解している構造をまず基礎的に把握することほ

不可欠に必要となる。森村から労働力が分解して特定都市へ流出するということは、都市そのものにと

つてだけでなく、農村社会における農業生産のあり方そのものを変えるきわめて大きな要因をなしてい

る。

(3) そしてまた地域の将来の発展を担うものが終局において生活様式の標準化要求をもった人間その

ものであり、なかんずくその労働資質である点を考慮に入れると、 9教育機関，と”地域開発 9 の関連

において、蛍偽力の流動圏としての地城 l[レベルでの現実の構造ほ無視することのできない重要性をも

つのである。 (3)

n 「道央新産都市」リージョン Iの構造とその変容

すでに第 1章で述べたよう巴:この道央新産都市指定区域内にほ、札幌、小栂、室蘭、苫小牧、それ

に千オ、江別と北海道地城内でも有数の都市が含まれている。したがつて、これらの都市を中核にして

現に形成されている Regionの襦造も単純ではない。これらの都市以外でも、たとえば伊達町、余市

町の如く周辺農村部のセンクーとしての磯能を果している町が存在する。

ここでは第 1節でみたようにRegion I• IIの二つのレベルにわけて捉える。 RegionIをみる指

標としては「国鉄一般乗客の利用範囲」 •F市外電話の利用範囲」を資料とし、 Region IIをみる指標と

しては、 「人口移動の範囲」 「学卒労働力移動の範囲」を資料とする。
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ここでRegion! をみる 指標として「国鉄一般乗客の利用範囲」を用いるわけは、それぞれの都

市に存在する Nodal Organizat~on を具体的に利用している人の地域的範城を取りおさえるこ

とによつて、その都市のNodalRegion を捉えようとするためであり、また「市外電話の利用範囲」

を指標として用いるのは、主としてその都市に存在する機関と他の地域の機関との間の地城的連絡の範

囲をみるための指標としてである。 「人口移動の範囲」 「学卒労働力移動の範囲」はそれぞれの地域か

ら分解した労働力を特定都市が吸収するそうした地城的範城をみるための指標である，，つまり、これに

ょつてそれぞれの都市を中核として現に形成されつつあるRegion]([)描造をあきらかにする。

1． リージョン Iの構造における二類型

国鉄道支社の運輸発着表（昭和 37年 10月分）によって、北海道各地城からの一般旅客の行先を捉

え、それぞれの地域から道央新産都市内の地域への移動の割合をみたのが表2-1および図 2-2であ

る。
(4) 

また北海道電気通信局の「市外通話交流現況表」（昭和 36年 4月）によつて、北海道各地城からの

市外通話の発信先を捉え、それぞれの地域から道央新産都市内の地城への発信割合をみたのが表 2-2

および図 2-3である。 (5) 

これによると、道央新産都市のNodal Regionは次のような構造をもつていることがあきらかと

える＂そもそもある特定地方における Nodal Regionの構造は、その地方内における都市相互間の

関係から次の二つの類型にわけることが可能である。

第一は、特定地方の都市がそれぞれの地域を分割する形でNodal Regionを構成している場合、

つまりそれぞれの都市を中心として樺成されている Nodal Regionは、その周辺部分が、かみあう

だけで、それぞれ独自性をもつており、その地方の地城構造はそれらの都市のNodal Regionの単

純なる結合として理解される場合である。

第二は、特定の都市のNodal Regionがきわめて大きく、他の都市のNodal Regionはあき

らかに存在するのであるが、その特定都市の Nodal Regionと重復する形で、いわばその中に包摂

される形で存在するという地域楷造をもつ場合である。かかる場合にはその地方の地域構造は、その地

方内の都市の虹odal Region(l.)単純なる結合としては理解されず、むしろ特定都市と他都市の

Nodal Regionの重復関係として理解される。

第一の類型はその地方内の都市がいわば社会的・経済的に同格の地位をもつている場合に生ずるであ

ろうし、第二の類型はその地方内の都市の社会的・経済的格差がきわめてはげしい場合に生ぜざるを得

ない地域描造であるといえよう。

もちろん第一の類型と第二の類型の間にいわば中間型が存在することも考えられるが、地域の構造を

かかる二類型にわけた場合、道央新産都市の地城構造は、第二の類型に入る。すなわち、その特徴は次

の諸点に求めることができる。
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（イ）

札幌市へ

むけての

流れ

表 2-1 道内各地城より道央新産都市内洛都市へむ

石 狩 空 知 ・上 JI I 後 志 渡 島

50％以上 手稲 夕張

琴篠似路（札視）
（ヽ）

釜定谷鉄臼（ （ II ) 

定白 ）ヽ
石 (II)

厚江石別狩別太(挺II当別)）． 

上野幌（江別）
野幌(/}）

大中谷小屋地（当別） 美唄鉄道 小梱
（札呪） 南小椋（小棺）

4□~5 0% 築港(u)

朝里(If)

新桑園札幌） 石狩月杉（月形） 銭函（小梱）
琴似(”) 幌向（南燒）

3 □~4□% 月．寒(ff) 美唄
北広島（広島）
島•松（恵庭）

石狩金沢（当9lll岩光奈llli珠井臼見沢江内
余市

本中小屋(II j 張碓（小樽）
2□~30% 月ケ岡 （＇’ 躾狽）

知来乙 （(オ礫',i. 
東札幌

石当別（当IJ 晩生内（浦ヨ） 旭 川
瀦狩閾陶道太越 （無松内）恵庭 札 的住(I/) 

千才 幌内吉C三笠）

上南砂美唄川
小切（共和）
岩 内
蘭島（（A器）

唐 笠椒生f三/笠/） 塩谷 II)

蒲“) 下字炭山（京亙
幾春別 I/)

歌志内
1□~20% 

90 

栗砂 沢川

5み10% 美 （々予オ） ・豊ヶ岡（膨） 上川 比羅布（倶圏砂 函館

鶴沼内（浦日） 富良野 倶知安
幌似（共和）

幌下 鶉（（砂三川笠）） 然別（大江）
鶉 （躙II) 仁 木(II)

文 珠（滝赤平川） 脇方（倶印安）
西 歌 （ ） 
登川（夕張）
古山(II)

栗上志志立文文字（（(岩栗疱u沢むl l 

万 （栗沢）

新深十津川川

納内

注） 5彩以下は略
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けての一般乗客の流れ

胆 振 日 高 十 勝 釧 路 根 室 網 走 宗 谷 留 萌

-9  

▼’ 

雫

・噌

＇ 

植苗西j牧） 静内 稚内 留萌

洞爺湖線 振内（平取）

室蘭
浦鴎幌河別（浦可）

｀ 
登別
登別湿泉 ． 

様日勝似線
苫小牧

穂別 春立 拓殖鉄道 留辺しペ 増毛
東室蘭（室閲） （静内） （鹿追） 北 見 羽幌鉄苫道前
追分 ‘̀ 

網 走 （）  

虻田

`• 
ヽ
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（口）小樽市へ り室廊市へ

石 狩 後 志 胆 振

50% 塩谷（小椴）

以上 張碓( II ) 

40~ 岡島（小樽）

50% 
陣やしき（室閲） 鶯別（登別）

以上
疇（室閾） 幌別( II ) 

母恋( II ) 黄金（伊達）

50% 銭函( II ) 

30~ 朝里（小樽）
40% 

20~ 仁木（大江）

30% 余市

札蜆 寿都鉄道（黒却3)

1 0--- 手稲（札幌） 昆布（剌越）

桑園 (II ), 小沢（共和）

2銃 i 月寒( II ) 銀山（大江）

然別( II ) 

岩内

南小樽（小槌）
． 築港（小棺）

40~ 
東室渕（室蘭）

輪西（室蘭）
50% 洞爺湖線（壮瞥）

30~ 虎杖浜（麒老）

40% 稀府（伊達）

2□~ 
伊達紋別（伊達）富浦（登別）

登別（登別） 竹浦（白老）
30% 登別湿泉（登別）

虻田 萩野（白老）

1 壮瞥 本輪西（室閑）

1 □~ 北湯沢（．壮瞥） 豊浦

20'.}'o 久保内 (II ) 有珠（伊達）

幡渓（壮瞥） 長和（伊達）

白老
琴似（札幌） 狩太 苫小牧

5~ 東札幌 (II) 倶知安 5~ 新大滝（大滝）
1 0% 国富（共和） 1 0% 早来運輸（厚真）

喜茂別 優徳（壮瞥）

い苫小牧市へ

l石 狩 空 知 胆 振 日 高

錦岡（苫小牧）

5 0% 糸井（ ” ） 

以上 湧払（ ” ） 
．． 早来運輸（厚嵐）

40~ 

． 涅隠沼碑聾の駁端（年Q呼訊ヽ 牧ヽ｝ 50% 

.-
30~ 社台（白老）

40% 鵡川

早来

20~ 栄（鵡川） 振内（平取）

30% ．富川（門別）

千才 滝の上（夕張） 植苗（苫．小牧） 西様似（様似）

＇美々 （予オ） 萩白老．（白老） 汐見（門別）
1 □~ 

追分
日高門別(II)

寿（早来） 豊郷（新冠）
20% 

豊田浦城（（鵡厚其川 ） ） 

春日（鵡川）
ヽ

旭岡（鵡穂別川）
豊田（ ） 
穂別
幌毛志（穂別）

5~ 月寒（柑晃） 登別温泉（登｝IJ) 日勝線

10% 富内（穂別）
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（卜）千才市へ

石 狩

5 0 ％ 長都（千オ）

以上 美々(,,)

1 O~  北広島（広島）

2 0 % 恵庭

5 ~ 月寒（札幌）

1 0 % 

(1.J) 伊達へ

胆 振

5 0 ％ 長和（伊達）

塁 上長和(,,)

4 O~  有珠（伊達）

50% 稀府( ” ) 
壮瞥

3□~4□% 幡淫（壮瞥）

農浦

2 □~ 虻田

3 0 % 優徳（壮瞥）

新大滝

黄金（伊達）

本西（室碗）

1 0 ~ 大岸（豊浦）

2 □% 豊泉（豊浦）

久保内（` 壮瞥）

北湯沢( ,, ) 

陣屋町（室蘭）

5~  輪西（室碗）

1 0% 御崎 (II)

母恋(,,)

室蘭

（ヌl虻：田へ

胆 振

2 0 ~ 農泉（豊浦）

30% 豊浦

伊達

1 o~  大岸（豊浦）

2 0%  

5~  有珠（伊逹）

1 o・% 長和( ,, ) 

囲江別市へ

胆．振
石 狩 空 知

20~ 
幌向

3 0%  

植苗（苫水枚）
1 0 ~ 

2 0 % 
野幌（江別） 上幌向（岩見沢）

5~  

1 0 % 
白石（札幌）

(1り豊浦ヘ
（力） 余市へ

後 志
胆振

3 o~  然別（大江）

3 0~  1大岸（豊浦）

4 0 % 豊泉 (II ) 

4 0%  仁木（ ／， ） 

2 0 ~ 銀山（大江）

3 0 % 

5~  小椋

（ヲl 白老ヘ
1 0 % 蘭島（小椋）

胆振
（ヨ） 島松へ

竹浦
2 □~ 

社台
30% 

萩野（白老）

I 石狩
L 

3 0 ~ 

＇ 4 0 % 
恵庭

2 D~  

3 0 % 
北広島（広島）

（ワ） 登別ヘ

胆 振

1 0 ~ 

＇ 2 0 % 
千才

1 0~  虎杖浜（白老）

2 0 % 

5~  幌別（登別）

1 0 % 

偽追分へ

胆振 空知
3 0 ~ 

安平（早来）． JI I端（由仁）
4 0 % 

2 0 ~ 

3 0 % 

1 D ~ 三JII 滝の上（夕張）

20% 早来
5 ~. 

早来速輸（厚其）
1 0 % 

（注） 左欄0/oほ欄内記入のそれぞれの地点より出発した一般乗

客のうち、札直県なら札祝へ向つた乗客の割合、上欄はそれ

ぞれの地域の支庁単位区分。
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図2-2・一般旅客

（口）小椴市へむけての流れ

り室蘭市へむけての滓ゎ
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図 2 -2• 一般旅客
（二） 苫小牧市へむけての流れ

（ホ）．，-伊達町へむけての流れ

.>•V
•• 

？． 

(1) 

リージョン 1り構造における諸特徴

リージョンIの構造において、この道央新産都市群ほ、その行政的な指定区城をほるかに上廻る

地城をそれら都市群の傘下に擁している。その範城は全道に及ぷものでしまないが、地域的に連続せるそ

の意味で直接的に傘下に治める地域的範城ほ、北上して深川、妹背牛以南の空知支庁の各町村、留萌支

庁でほ留萌。増毛、それに石狩支庁の全城。南に下つて後志、＇胆振支庁の各町村、東南方では日高支庁

の各町村をその傘下に治めるという範城である。ところで注目しなければならぬのほ、こうした道央新

産都市が直接的に傘下に治める地城ほ、その中の一都市、札幌市のもっ Nodal Regionの範城とほ

ぽ一致するという事実である。他の諸都市のもつModal

因egioコの Sub•Region. として現実には棉成されている。この意味で道央新産都市の地城器造

は前述の第二の類型をしめしている。

Regionほ、いわば札幌市の Nodal

かかる札幌市のもつ都市としての機能の高さほ次の点にも求めることができる。すなわち上述の

ような地城的連続性を離れて、札幌市ほ遠くはなれた北海道の各地方の拠点都市をしつかりとその傘下

に収めている。（函館、旭川、士別、名寄、稚内、紋別、．網走、北見、釧路、根室、梱広との結びつき

をみよ。）道央新産都市内における他の諸都市ほ、かかる機能をもつていない。

(2) 
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(3) 和幌市の Nodal Regionに包摂される形で現実に構成されている他の諸都市の Nodal

Regionのうち、比較的地城拘ひるがりの大きいものほ、小掠市、室薗市、苫小牧市のそれで知元、

江別、千オの それほ現段階でほとくに問題としなくても良いと思う。ところでこの小椴、室闊、苫

が枚の三市のうち、室蘭市ほ伊達町、小梱市ほ余市町を中核とした Suo•Nodal Regionを有し

ている点が注目される。そして広い意味でほ苫小牧市も追分を中上心としたサプ・リージョンを包摂し

ているといえるが、この包摂関係ほ現状ではまだ弱い。 ~
 
～
 (4) 小樽市の Nodal Regionは、後志の各町村と、石狩の日本海側の町村であるが、余市町ほ

租丹半島をおさえて、それ自身、小梱市の Nodal Regionの中に包摂されるという形態をとつて

いる。室蘭市ほ苫小牧以西の胆振の町村を傘下に瞑もているが、その下部にほ伊達町以西の胆振の町

村をおさえる伊達リージョンを擁している。また虻田を中心としたサプ・リージョンも熾成されつつ

ある。苫小牧市ほ白老町以西の胆振の各町村と日高の新冠村あたりまでをその傘下に擁している。

(5) 上述のように道央新産都市の地域構造ほ、一般的にいつて特定大都市札親市の Nodal R1:1gi 

0ュの中ltr:他の諸都市のそれが包摂されるとい9う形態をとるとこるにその大きな特徴があるといつて

良いが、これら諸都市の中でほ、室蘭市・伊達町が他の諸都市と比較して相対的ltr:札幌市からの独自

距を保つているということはできる。一般旅客の地域的移動でほ苫小牧 l)ージョンも相対的な独自性

を保つている点が認められる。かかる意味で日高の東部を除く道央新産都市の太平洋岸（つまり胆振

支庁の市町村）に対する札幌市の直接的な関与．の力ほ弱いといつてもよいであろう。

ヽ

表 2-2 道内各地域より道央新産都市内各都市ぺけ只の電話の流れ＾

（イ）札幌市へむけての流れ

石狩 空知 上川 後志 檜山 渡島 胆振 日高 十勝 釧路 根室 網走 宗谷 留萌
千オ美唄 小栂

50% 手稲江別

以上 広島

石狩

恵庭

当月l岩見沢 ： 室蘭

30~ 厚圧南幌 1 9 苫J牧
40恢 長沼

月形

新篠肖 夕張 旭）1倶知安
．． 

函館 伊達 日高 釧路
浜益芦別 余市 追分

＇赤乎

三笠
20~ 滝川
30% 砂川

歌志内

奈井江

由仁‘
栗山 ，． ... -
浦日

次頁へっゞく
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石狩 空知 上川 後志 檜山 渡島 胆振日高十勝 釧路 根室 網走 宗谷 留萌

深川 名寄 閑越 虻田［平取 帯広 北見 留萌

1 O~ 栗沢 狩太 大滝

20% 上砂川 其狩 登別

妹背牛 喜茂別 白老

京一極 早来て

共和 厚
岩内 鵡川

泊 穂別

古乎

北村 士別 寿都．今金 長万部 門別 根室 網走 稚内 増毛

碑乙 黒松内 新冠・ 紋別

5~ 留寿都 三石 訓子府

10% 神恵内 遠軽

大江

赤井川
＇ 

（口）小椴市へむけての流れ

30~ 古乎
40% 奈市

札覗 岩内

20~ 浜益 蹟遇
30% 赤井川

手稲 蘭越

1 0~ 狩太

20% 其狩

京極 ．． ~ 

倶知安

大江

江別 嘩 寿都

石狩 美唄 留寿都

5~ 厚田 ・喜茂別

1 □% 共和

泊

神恵内

り室閾市へむけての流れ

30~ | 40% 登別

20~ 虻田

30% 伊達

白老

1 □~ 
豊浦

120% 
壮瞥

洞爺

5~ 
札幌 I 苫j牧

10% 大滝
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⇔ 苫小牧市へむけての流れ
．． 

石狩 空知 上川 後志 檜山 渡島 I胆振 日高 十勝 釧路:根室 網走 宗谷 留萌

日老

20~ 早来
30% 厚真、

鵡川

—+— 
穂別

10~ 

I 追分 日高20% 

l 1I 室蘭
5~ 千才 門別
1 0% 

笛江別市へむけての流れ

ニ:|IIIIIIII|I]]
り千才市へむけての流れ

口
（卜） 余市へむけての流れ

30~ 
40% 

1 □~ 
20% 

I大江
赤井川

ロ
切伊達へむけての流れ

弓0~1疇

40% 

20~ 

30% 

1 0~ 
20% 

注作表中の約束は、表 2- 1と同じ

n 
^• 

I 

大滝

壮瞥

虻田

洞爺

豊浦 . 
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図 2-3.：電話の流れ，＇

．（口） 小樽市へむけての流れ

い 室蘭市へむけての流れ
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図2-3 ：鼈話の流れ

白 苫小牧市へむけての流れ

入
f

．
＼
へ

5

r
、

阻 余市町へむけての流れ

岱 伊達町へむけての流れ

朱
租
"
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3. 1 D年前と比較しての地域楷造の変動

ところで、このような道央新産都市＾の地城構造は固定した＄のではない。現実の地城の発展に応じて

絶えまず変容を重ねている。それは特定都市({).Nodal Regionの拡大、他都市のNodal Regi 
合

onの縮少の過程となつてあらわれる。次に含およそ 10年前、すなわち昭和26 ~2  7年当時との比

較をとおして、こぢ「道央新産都市」地域の構造的変容の側面をみてみよう n(6) 

以下、地域 Iのレペルでの道央新産都市の地域楷造の変容をとりおさえるにあたつて、あらかじめ

分析の観点について簡単にふれておく。これまでわれわれはそれぞれの地域から他地域へ向けられた

一般旅客および市外電話の割合を段階別に捉えて、たとえば札幌市へ流入する地域圏を段階的に設定

するという形で特定都市の Nodal Regionを考えてきたが、ここで比較資料として用いる昭和

2 6年～27年時点における地域分析「北海道における社会描造の研究」では特定地域から移動する

一般旅客および市外電話の流れのうちのもつとも頻度の高いもの、つまり第一位のものを選んで、そ

れをもつて特定地域が特定地域と結ぴつく、という単純化を行なつている。したがつて、この方法で

iまたとえば A都市と B都市の Nodal Regionが電なりあっているという側面は捉えることはでき

ない。しかし一面もつとも単純明快にその地域描造の骨組は捉えることができる。こ占こでは比恢の意

味から、昭和 26、7年段階で用いているこの方法によつて、お .l..よそこの 10年間におけるこの

「道央新産都市」地域構造の発展構造を捉えることにする。

(1) さて、この場合第一にふれなければならぬことは、この 10年間、札幌市が直接的に傘下に組み

入れた地城がきわめて拡大し、かわつて、とりわけ札幌市に隣接する周辺諸都市の Nodal Region 

それ自身が縮少してきているという事実である。

表 2-3 （イ）市外電話の行先 表 2-3（イt口）であきらかなように、＊L呪市の場合、 「市外

頻度（第 1位）からみた札幌

市、小樽市、苫小牧市、室閑
電話」からみると、こ11'10年間に ①以前小樽市に結びつい

市のNodal Region て、いわばIj囃市を介してtL幌市と連繋していた後志の倶

函 館
-9・ I 

倶知安（小椴）—-

札幌寸｀小樽

—手稲

江 別

□ 
長沼

山 三笠

..：見：（早来）1 ーに篠：
栗沢

一美唄

砂川｛札幌）

1舟歌志内
ー滝 川）

吋 竜川

；•南幌
i•浦臼
：•月形

知安町を直接傘下にくり入れたのをはじめ、②岩見沢市に

結びついていた南幌町、月形町、浦臼町を同様直接自己の

傘下にひき入れ、③また、滝川市との結びつきの強かつた

砂川、赤平、芦別の空知の炭鉱諸都市を直接に傘下に収め

たばかりか、 ¥D以前には旭川市に結びついていた留萌市ま

でも自己の傘下に直接的にくみ入れびし．J t。令玄 t..,に、

以前早来町に結びついていた追分町、また浦臼町に結びつ

いていた静内町、苫小牧市との結びつきが強かった門別町

をも直接的にその傘下にひき入れはじめるという変化をし

めし如

一般旅客の行先からみた地域構造にお、いても、こうした

傾向はそのままあらわれる。これまでいわば中継的機能を

果していた諸都市名ゴよび町村の機能低下が大きくあらわれ
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札

1 ——-- -- I 

i !--
i !ー赤平（滝川）！
, 1 

幌廿十芦別（札幌） I

-―、製叫
夕張

広島

一恵庭

千才

ー苫小牧

室蘭

当別

ー厚田

石狩 ―-l 

月形（岩見沢）

ー浦臼（岩見沢） 1
一門別（苫小牧） l 

＂ 静（腐河丁新 c篇河〗
三石

様似

幌泉

静内

旭川 i•新冠
釧路

一 帯広

ている。

札祝があらたに傘下にひき入況とととなま①以

前黒松内に属していた寿都鉄道の沿線町村地域

②倶知安に属していた岩内、⑤小樽市内の従前

ほ小梱に属していた小梱築港、朝里、 ④岩見

沢に属していた幌向、上呪向、美貝、

川に属していた奈井江、豊沼、⑥滝川に属して

⑤砂

和

小 椴
内

川

江

狩

越

太

都

和

別

極

恵

井

寿

茂

共

泊

神

赤

太

真

蘭

狩

留

共

喜

京

~
一
口
〗
'
.
i
|
~

益

内

丹

平

市

安知

浜

岩

和

古

余

倶
-

{

 

[
ー
ー
ー
ー
ー
・
・

いた芦別、⑦浦河に属していた様似、⑥それに

旭川の傘下に入っていた留萌などである。

こうした 10年間の変化を一口に表現すると、

この 10年間に札呪市は従前小栂市の傘下に入

つていた後志の倶知安、岩内方面にその勢力圏

を拡大し、また空知の岩見沢市の傘下にあった

地城、さらに従前、ひとつの地城間を構成して

いた空知炭鉱都市圏、砂川ー滝川一赤平一芦別

方面にもその勢力を伸ばし、さらにほ、旭川市

の傘下にあつた日本海沿岸都市留萌をも自己の

傘下に収め、反転して日高の様似、浦河方面に

も手をひろげるという著しいRegionの拡大

を行なっているということができよう。

(2) こうした札幌市の Regionの拡大ほ、

当然のことながら周辺市町村のRegionの縮

少をある程度もたらさざるを得ない。その影瞥

ほとくに小樽市、岩見沢市にみられる。小樽市

の場合、後志の各町村に対する影響力ほあきら

かに弱まつていろ。・．

(3) しかしながら、ここで特に注意を要する

「白老 （ 室 蘭 ）

ー早来～― -4

づ追
!•厚

翌峨ー［言□麟）｝
［鵡川—夏

1門別ー一平
b （札幌・静内）

--.穂別

分

真

のほ札幌市のかかる意味での勢力面の拡大が苫

小牧、室閑両市が固有する Nodal Region 

にとくに大きな影響を与えていないと思われる

別（苫／］歌：） 点であるう。もちろん前述したように、現段階
取ー一日高

においてほ、両市のリージゴンとも札幌市の傘

下に組みこまれ、札幌リー↓ヨンと重復する形

態をとるわけだが、この新産都市内部でほ、こ

れら両市の 1)ージョンほ、札幌市から相対的に

独自性をもつていたことほすでに述べた。

すなわち、まずこの 1D年間の変化を苫小牧
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・・豊 浦

戸三[:
l]ージョンについてみると電話に茶いては外延的には、

浦（室蘭） I早来、厚真、鵡川、穂別、門別、平取、日高という周辺

伊達 大”i ―亡壮
登 別 ：・・・・・虻

I 

1ー白老

爺（虻田）

滝

督

田ー．．：

洞爺

注） ①ヒコ内ぼ沼和 37年段階で組み

入れちれた地域、（ ）内は昭

和 26. 7年段階の上級集落

②…・は、昭和 26、7年段階に

は存在したが、昭和 37年段階

には存在したくなった関係

表 2-3 （口） 一般旅客の行先瀕度

（第 1位）からみた札幌市、小椴市、

苫小牧市、室蘭市(1.)Nodal hegicn 

鉄道（黒松内）
小沢
国富
幌似I 

） 
前田

小樽

里--（小梱） I 
稲 ；•土幌向
似：•幌向

桑園；•美唄
ー白石灌野
ー厚別 r唐松

I 

ト弥生
澤春別ー一三笠
睾内住吉

—~—三川
l古川

字
美流渡-—万字炭山
南美唄
茶志内
峰延
L （美唄），光珠内

奈井江 し•美唄鉄道
（砂川）
豊旦（砂川）

砂川 略
滝川 略

別（滝川） 略
別鉄道（芦別）

浦白 晩生内
L （岩見沢） ー札的

月形
（岩見五了下

豊ケ岡
札比内

＇一知来乙

次頁ヘ

町村の低かに、白老方面への勢力の伸びが看取できる。

しかし従来早来をとおして苫小牧に結びついていた追分

は早来の機能低下に比例して、前述したように札幌に結

びついている o内部的には早来の機能低下が顕著にみら

れるのである。しかし~従来、

三川→由仁→栗山をとおつて岩見沢方面へ流れていた追

分を拠点とした地域が、苫小牧市へ流れる方向をしめし、

また千オからの流れがかなり多くなっている。けれども

大昭和製紙の立地した白老を中心とした白老一萩野一竹

浦の地域が相対的な独自性をしめしつつある点が注目さ

れる。内部的には鵡川の機能低下、つまりこれまで鵡川

を中継点として苫小牧に結びついていた幾城、春日が直

接的に苫小牧に結びつくに至る、というような変化がみ

られる。

総じて苫小牧市の都市的機能の増大にともない周辺の

早来、鵡川、といった中市街地がそれまでもつていた周

辺地域に対する都市的機能を低下させつゞあるというこ

とができる。しかし、前述の札幌 1Jージヨンの拡大プロ

セスとクロスさせてみると、苫小牧の都市的機能が十分

にとどかないたとえば日高東部の浦河、様似、静内（ま

た人の流れでは苫小牧との結びつきがみられはじめたと

はいえ、市外電話にみられたように追分といった）いわ

ば外円部に対しては、苫小牧 1)ージヨンをつつみ込む形

で、苫小牧よりもむしろ遠方にある札幌 1)ージョンの中

にそれらの地域が強く包摂されつつあるという現実の地

域横造の変化は認めねばならぬ。

ところで室薗 1)ージョンの場合、 1D年前と比較して

その外延的なひるがりは低とんど変化はない。しかし内

部描造にはかなりの変化がみられる。第一に室閾市のサ

プ・リージョンを樺成している伊達紋別の機能低下、第

ニに虻田を中心としたサプ・リージヨンの形成、この二

点が 1D年間の変化としては特徴的である。例えば一般

旅客の流れにおいては、従来伊達紋別を介して室蘭に結

びついていた北湯沢、黄金は直接的に室蘭に結びつく傾

向をしめし、また虻田は 1D年前と比較して著しくその
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札説

＂一月 A•岡・.し

・中小朕（当別）

-．当別---．本中小屋
・金沢

ー石狩太美

一釜谷臼

篠路

新琴似

苗穂

「・ー鶴 沼

1東札幌（千牙可

一定鉄

'一 月寒

大谷地

ー上野幌

ー北広島

島松

・・・恵 庭

…•千オ

苫小牧

--1様似（浦河）

セ戸三
旭川

；・・・・・（朝里）

色●→地位を向上させ、その傘下に豊浦、洞爺を擁するに至っ

てしヽる。

そして、すでにみたように室蘭リージヨンと苫小牧 1)

ージョンは相互に重なりあう部分があるわけだが、その

分岐点は白老に求めることができる。

以上みたように、この 10年間における道央新産都市

の地城構造の変化は、とりわけ札読リージョンの発展が

著しいことに特徴づけられる。そして札幌リージョンの

伸びに対応して周辺都市のもつていた第二次的あるいは

第 3次的、都市的機能ほ縮少し、つまり、それらの都市
('l) 

はそれ自身のリージョンを縮少するという形での変容が

を…•（小粗築港）
和••（南小稼一手宮）

：:~日三＇崖
一塩谷

小椴、岩見沢、それに空知炭鉱諸都市においてみられた。

旭川市も留萌市に対する勢力を縮少している。かくて現

段階においてほ、すでに本節の最初に述べた如く、道央

新産都市の地城構造の大きな特徴として、札幌市という

その中の一特定都市が道央新産都市区域の都市群がもっ

総体としてのリージョン Iの全域をほとんど所有 L..他乃諸

都市はいわばその中に包摂される形でサプ・リージョン

を構成するという特質が形成されるに至った。資料の制

約からそれぞれの都市のもつリージョンが重なりあって

いる形の直接的な比較ほ今回不可能であつたが、前述の

比較分析をとおして、次の推測は許されよう。すなわち、

それは 10年前には道央新産都市ほ今日あるような形態

ほとつていなかつたに違いないということである。 小

椋、室蘭、苫小牧それに岩見沢、および空知炭鉱都市群

などの諸都市のもつリージョンの独自性はもつと強く、

苫小牧

いわばそれらと並存するような形で、その中ではもつと

も規模の大きいリージヨンとして札幌リージョンは存在

しー オ三：9 した疇違いない。つまり、本節の最初にかかげた地域構

|（札幌） 植苗 造の二類型に従うと、第一の類型に近い形態をこの適央

一社台 I c苫が枚）
錦＇岡

-新産都市は有していたのではないかと思われる。地城

ー糸井 構造第一の類型から第二の類型への発展が、札幌市の急

ー勇払

浜厚真

浜田浦

:••豊城
鵡 JII.........; 

： 
:•••春日

次頁ヘ

速なる伸長にしたがつて、急速に行なわれているものと

思われる。たとえばそれほ現段階においても、とくに室

蘭、苫小牧リージョンの場合、その全域がほぼ札幌リー

ジョンの中に包摂されているとはいえ、（ことに市外電

話の場合）
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輪西
御崎

,_母恋

鷲別

幌別一宮浦

登別

登別温泉

一虎杖浜

一般旅客にみられた如く、札祝リージョンに対するそ

の相対的独自性はかなり強固なものがある。かかる点

からも上述の点ほ指摘できると考える。

そうしたいわば地城構造第一の類型から第二の類型

へ新産都市、内の札幌市の急速な伸長を背梨として、地

城構造それ自身が犬巾に変容をしめしつつある。その

中で、小稼 1)ージョンは札呪リージョンのサプ 0 1)-

ジヨンとしての性格を強めつつある。 一方すでにみ

たように、室閲リージョン、また苫小牧リージョンほ

相対的な独自性を保ちつつ、全体として、周辺の第 2

次的都市的機能をもつ町村の都市的機能を相対的に低

めつつ、それ独自のリージョンを盤佃発展しつコらる過程

が今日の段階であると思う。 しかしながら｀この両

リージョンといえども札幌リージョンの傘下からまつ

たく離れることしまなく、今後の傾向としてほ、交通手

段の一層の整備のもと、それに包摂されつつ、それ自

身の．リージョンを整備発展する方向をたどるであるう

ことほ想像に難くない。けれども一方、日勝線の開通

と共に、十勝方面との交通要路としての苫小牧の地位

が一段と向上することも事実であろう。このような交

通網のあらたな開発は士『小牧市自身の産業開発のデ

ンポとからめてみるとき、苫小牧リージョンそのもの

がなおかつ大きく変動ナることを示めしている。
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、皿 「道央新産都市」リージョン 11の構造と地域変動の特徴

ところで肛みたのほ、道央新産都市の 1JージョンIの楷造である。私たちはすでに述べたように、

すすんで 1)ージョン J[の楷造をもみなければならない。

1 .位民登録人口の移動からみた構造

ほじめに住民登録人口異勁粍告によっ～て、昭和 37年 1年間に道内のそれぞれの市町村を流出し

た人口が一体如何なる地城に移動したかをみることにする。•そしてそれぞれの市町村からの流出者中、

道央新産都市区城内の市町村に移動したものの割合をみることによって、道央新産都市のもつlJージョ

ンIの構造をみてみよう。
(8) 

(1) このリージョン Iの楠造においても、 l)ージョンIにおいてみられたと同様の構造が指摘でき

る。すなわち札滉市のもつ l)ージョンが他諸都市の 1)ージョンを包摂するという関係である。しかし文

ながら道ダ壊印壁者呻のリージョン仄をみるにあたつて特筆しなければならないのほ、なかんずく札祝市

のリージョンがtまとんど全遥城にまたがつているという事実である。札幌市の 1)ージョ打Iのオ構造ほ IJ

ージョンIの楷造より遥かに拡大される。札幌市ほその周辺諸都市のみならず、全道城にわたつて、そ

れぞれの都市がもっ l)ージョンを傘下に収めているという楷造があきらかにされる。（もつとも包摂の

度合にほ表および図であきらかなように強弱がある。→没的たいつて、十勝、釧路、根室方面町村の包；

摂度は弱い。）

(2) 上：述のように、札幌市の場合、 l)ージョンIとJIのギャップほほt且まだしい。これほ特定都市・

が急速口発展をしめす場合、当然しめさざるを得ない構造であると思われる。しかし逍央新産都市内の

・諸都市がすぺてこのような構造をもつわけではない。小梱市のリージョン夏はリージョン Iとほとんど

一致する （市外電話利用圏と比べると縮少している。）ことが特徴的である。また室閑、苫が枚両市

の場合にほ、それぞれ若千地域的範城が拡大されているにとどまる。

室閲市の場合、同市のリージョン Iと比較して、リージョンIlにおいてほとくに隣接する後志支庁内

町村、留寿都、直狩、喜茂別の各町村にまでそれが拡大されていることが特徴的である。

また苫4牧市の場合、 lJージョン．Iにおいてほ室閲市に含まれていた大滝町を包摂、同時に、リージ

ヨンIにおいて氏十分に勢力の伸びていなかつた静内、三石、浦河といつた日高支庁内町村をもひろ

く包摂している点が特徴的となる。苫小牧市のリージョンlIはリージョンIょりあきらかに拡大されて

いる。（しかし、図でもあきらかなように、がいして、 l)ージョンlIにおいて室碗、苫Jヽ牧両市の勢力

が伸長した地域にほ札幌市の勢力の方がより・伸びている。）
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表 2-4 道内各地域から道央新産都市内各都市へむけての人口移動

け） 札幌市への人口流出割合

石 狩 空・知 上 JI I 後志 檜山 渡島

5 0％以上 手広 稲島

石狩
当別
厚田

30~ 江別 夕 張
小島 樽牧

50% 浜恵 益庭 岩見沢 ， 

美 唄
岩被 丹内

北 村
•南 幌

醤 喜
20~ 千才 芦 別 旭 JI I 寿都 函館

30% 疇津 赤 平 中 JI I 
蘭留寿越都

笠
滝 JI I 喜茂別
砂 JI I 京極
歌志内

倶共泊知安村和栗 沢

上栗由 砂川仁山 神恵内
古平

月 形 大江

秩多度父別志
余市

雨 二耗

羞 盟
1 O~ 深 )II 士 別 狩黒松太内 江差 松即

20% 奈ふ井江 名 寄 上ノ国 福島
江部乙 神 楽 真狩 乙部 尻岸内

新妹幌十加背津牛l内[I 
，東川 赤井川 熊石 ．鹿部
上富良野 大成

八長万霙部富良野
奥瀬 棚尻＼ 

山 部
南富良野 北檜山

雷 寒 今金
淵

朝 日

； 儡
5ベ 当東旭麻川 厚沢部 知内

1 0% 木古内
比 布 上磯
上 儡 大野
美 七飯
中富良野 銭亀沢
風 連

椴戸法華井音威子府
/ 

砂南茅厚部

森．

胆振 日高 十勝 釧路

室苫小濶牧
日高 帝広 釧路
平取

追分 静内
浦河

豊：浦 新門 冠別 鹿追
虻田 茅室
洞爺 三石 広尾

惜喜 様似
幌泉

白老
早来
厚真
穂別

大滝 音更 厚岸
登別 上士幌； 標茶
鵡川 新得 弟子屈

清水 阿寒

忠中札内類 ，白糠
音別

大樹
幕別

” 池田
本別
陸別

注） （1) 左欄は道内それぞれの地域の流出入口を 10 0とした場合札帳へむけて流出した

人口の割合

(2) 5彩以下ほ略
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（口） IN尊市への人口流出割合

屯ざ室 網走 宗谷 留萌 石狩 空知 上川 後志 檜山 1渡島 胆振 日高

2 □~ 肢丹
3□% 伏江

徐市

利尻
赤井JI

1 □~ 浜益 刷越
2 □% 真狩

倶知安

洪和
1古可Z

北見 稚文内 留萌

東礼利尻

5~ 札幌 涛都

10% 手稲 県松内

狩太
留寿都

薯茂別

原極
‘ 

浩内

泊
神恵内

（ハ）―-—-室蘭市への人口流出剖合

5 0％以上 登別
20~ 豊：洞

30% 伊達

羅根． 室臼 網紋 走別
猿枝中屯払幸別

壻毛

小-fl-占平-'-'月IJ• 美幌

津小清水別
歌登 羽幌
豊富 初山別

佐呂間 遠別
遠軽． ., 天塩
丸瀬布 幌延町
上湧別

1 o~ 沙川 留寿都哭尻 虻田

2 0% 壮幣

5~ 長沼 真狩 苫小牧様似

10% 喜茂別 伏滝
白老

早来
追分

滝西雄興ノ武郎上
厚真

腺川I
（＝） 苫小i灼市への人口舟出割合

別海 女満別 浜屯別 3 0~ c; nO/_ 厚真

訓斜清端子里里府野

置戸
留辺lペ
常呂
生田厭
湧別
興部

20~ ヨ老

30% 
早来
賠川

1 o~ 
大滝乎取

追分呵別
2□% 睛けI三石．

千才

l 
新冠

5~ 
静内1 □% 

l 甫河
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（ホ） 千オ市への人口流出割合

1、三lJ:JIII後志I檜山 I渡島I胆振

5~10.% j 長沼 I I I I I早来

-（へ） 江別市への人口流出割合

1こ噂:南幌l
（卜） 余市への人口流出制合

『［三III I門

/ア

l

- □□ 
働力を吸収しつつ、道央新産都I 市地域のリージョンIlは拡大し

ているということができる。

（チ） 伊達への人口流出割合

1 □~2□% 

5~1□% 

豊浦
大滝

壮瞥

虻田

洞爺

注） 作表上のやくそくは、表 2-1と同じ

図2-4
（口） 道内各地城から小椴市へむけての

人口流出割合

(5) このように、住民登録

人口の異動報告によつて、道央

新産都市のリージョンIlの構造

をみると、なかんずく札悦市の
‘‘ 

リージョンが全道城にわたつて

拡大されていることが特徴的に

なるのである。つまり、低とん

ど全道域にわたつて分解する労

図2-4

い 室閲市へむけての人口流出割合

樹

iffl

ニ函ー 2-2 道内各呻域より道央新産都市内
各都市へむけての一般乗客の流れ

（イ） 札幌市へむ・けての一般旅客の流れ
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図 2-4

苫小牧市へむけての人口流出割合

亨攣一疇鵬訊こ

I

J

I

 

• 
宣

2 学卒労働力の移動からみた構造

さて、以上ほ全移動人口をみたものであるが、ひとつの地城社会において実際に形成されている

労働力移動の地域園は、現実だほ少なくとも労働力の質的段階に相応して、それぞれに異なつた地城圏

を構成しているものとみなければならたい。次に私たちほ新規学卒労働力、なかんずく中心的にほ新制、

中学卒、および全日制高校卒労働力をとり出して、いわば労働力の質的側面から現に形成されてい・る追

央新産都市 1)ージョンIの構造をみてみよう。

全道の各市町村が昭和 36年 5月に創出した新規学卒労働力の教育階梯別の地域移動楷造についてほ、

すでに別の報告書「地域開発と学卒労働力移動」 で詳細に論じたので、ここでは道央新産都市に関す
(9) 

る部分についてのみ簡単に論ずることにする。

(1) すでに私たちが「地城開発と学卒労拗ブJ移勁」であき邸沈じこ如く、 新規創出労拗力に限つて

みるならば、→役的に、教瑯昔梯が上級段階になるにつれて、特定都市を中心として形成されている労

働力の移動圏が拡大する。• iかし同時に、そこたほとくに大学卒労働力の場合、農村→都市という労倒

カの都市部へむけてのいわば求心的な移動構造だけでほなしi-c、都市→農村という遥流構造があきらか

に形成されていたo-(10) もちるん、かかる遠流構造の中核点となりうる都市ほ、現実でほ特定の大

学教育機関が設置されている限られた都市にすぎないのであるが、かかる還流と，いう側面からみる知道
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央新産都市内妬含まれる都市は、いずれも、たとえば旭川市、岩見沢市、釧路市などの場合のよう妬、

都市→農村という還流の中核点としての性格をそれ殴ど顕著に示していないことがあきらかとなる。

札幌市丘道内の都市部を、室蘭市、小樽市は道外の都市部を志向する性格を他の道内諸都市に比して著
(11) 

しく強く＄つている。つまり、杓幌市は道内他都市を傘下に収めることによつて、全道地城にわたる支

配権を確立し、小樽、室蘭両市は地元への結びつきよりもむしろ道外都市との結びつきが強いのである c

この両市は道外都市へむけての大学卒労働力の供給基地化しているといえる。この意味に姦いても、道

央新産都市は道内に土いては他地域とは異なった性格をもつているといわなければならない。

(2 中卒・高卒労働力の流出・受け入れ構造た苓いて、道央新産都市は如何なる特質をもつている

か。次にこの点をあきらかにしよう。私たちは「地域開発と学卒労働力移動」に土↓いて、中卒•

高卒労働力の流出一流入構造から、道内都市を次の六つの類型妬区分した
(12う

a) 均等増加型

b) 不均等増加型

C) 中増高減型

d) 漸滅型

e) 急減型

f) 停滞型

均等増加型とは中卒労働力に土↓いても、高卒労働力に沿いても自市で創出した以上の労働力を他埴或

から積柩的に流入させているクイプo 一般的にかかるクイプをぷつ都市の場合中卒、高卒とも自市創出

労働力の流出率は少ない。不均等増加型とは中卒労働力忙沿いては流出者が祗とんどなく、流入者がき

わめて多いにもかかわらず、高卒労働力では流出率が高く方り、また他地域からの流入者も減少、プラ

ス・マイナス高卒労働力は自市創出数と既院同数を確保するというクイプ。中姻高減型とは中卒労働力

に土、いてもかなりのものが流入するが、また流出者も多く、プラス・マイナス中卒労働力は蹄加をしめ

しているが、高卒労働力はあきらかに漉少をしめすクイえ漸減型とは中卒、高卒とも差引減少、流入

率｀流出率の巾はともに大きくたる。急減型とは中卒高卒とも流出者のみ多く、自市創出労働力の大部

分が流出しているクイブ。停滞型とは中卒・高卒とも流入一流出の割合が粍隙バランスのとれているタ

イプ。

以上六つのタイプにわけると達央新産都市内の諸都市は次のよう陀区分される。

a) 均等増加型 札幌｀室蘭 d) 漸滅型 千才

b) 不均等増加型小椴 e) 急減型 江別

C) 中増高波型 苫が枚 f'） 停滞型 なし

つまか道央新産都市内の都市のうち、札幌市、室蜀市は中卒、高卒労働力とも自市創出以上の労働

力をひろく他地城から流入させ、また他地域への流出者も少ないというタイプをとるのに対し、小樽市

は中卒労働力をとりわけ吸収するというクイプ、苫が枚市は高卒労働力は自市創出分よりかえつて減少

するというクイプをとつていることがあきらかと方る。
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千才市、江別市ほ中卒・高卒ともに減少をしめす。このように、道央新産都市に含まれる都市群は、

中卒•高卒労働力の吸収パクーンにおいて、それぞれ異なつた性格をしめす。

こうした各都市のもつ固舷醐是として、•その実際の労働市場回の構造を、中卒と全日制高卒とに
限つてみると次のような構造があきらク・かにされる。（図表示ほ省略）

（イ） 札幌市ほ、中卒段階でほ丁度北海道を東西に割つた西側部分をその固有の市場圏にしていると

いう特徴をもつ。

つまり渡島と檜山のほとんどすべての町村、 1」噌拿市を除く後志の全町村、さらに日高の全町村から空

知の町村を経て、北ほ稚内市を除く宗谷の全町村、天塩を除く留萌の全町村にまで速する。その市堀圏

ほ胆振支庁の町村を除くおおよそ北海道の西部の全城にわ・たつている。ところで高卒（全日制＇）段階に

なると軍こうした札悦市の労働市場圏ほさらに拡大し、上川南部の町村、網走地方の町村 また一部十

勝の町村にまで拡大される。労働力の質的段階が高まるにつれ、あきらかにその市場圏ほ拡大をしめす。

｝しかしながら、ここで注意を要するのほ、全体の移勁においてほすでに検討した如く、札呪市の労働

麟圏はほとんど全道をおおつていたという事実てある。

これほ、それまで地元で特定の産業に属してし＿ヽた中高年令層および若年労働力が、地元産業の発展一•

分解過程に相応して、そこから再び移動する際の労働力吸収都市として、札幌市の吸引力が北海道地城

社会の中でほきわだつて高いことをしめじているものと思われる。

このように、以上みた限りにおいてほ、少なくとも札幌市の労働市場圏は新規中卒労拗力段階におい

てほ、全道をおおいつくすひるがりをもつものでほない。おおよそ半分の地域を掌握するのみである。

この新規中卒段階においてほ、それぞれの地城の中核都市が現実の産業楷造にみあつた形で、新規労

働力をそれぞれ吸収しているという構造力逹存在する。高卒段階に担•いて栓和屍市の市場圏ほ地城的に拡

大されるとほいえ、基木的に全道城をおおいつくすものではない。しか9し、いつたん地元に止ま．った労

拗力がさらに分解流出するさいに、札幌市の吸引力ほ全道的にたかまるのである。札幌リージョンlIの

もつ地城楷造ほその労働力の質的段階に相応し,.おおよそ以上のように理解できるし、また理解されな

ければならたい。

（口） 次に札視市とともに均等増加型のクイプをしめした室固市の市場圏の特質をみるとそれほ次の

ように表現できる。

中卒段階の労働市場圏において、室蘭市ほ登別、壮瞥、伊達、洞爺、虻田、豊浦を傘下に収めるのみ

である。その地城的範城ほきわめて狭い。しかしながら、注自しなければならぬのほ、この室蘭市が傘

下に収める鵬は、いわば札幌市の影響圏外にある叩寸であるという事実であろうo 道央新産都市内の

都市で中卒段階において、札幌市の傘下にくみこまれないその意味で独自性をもつ町村を自己の傘下に

収めるのほこの室蘭市のみである。とこるでこの室閲市の労働市場固ほ、高卒段階（全日制）になると．

さらにその範城を拡大し、白老、苫I」歌：、早来、追分、厚真、鵡JI!、穂別の各町村、つまり胆振の全町

村四拡大されるほか、三石、浦河、今金方面にも伸ぴる。そしてすでに検討した如く全移動人口におゞ

てほ別口其狩、留疇、喜茂別といつた後志の町村などを傘下疇め、、高卒疇より若干その市場圏を

ひろげる。このように室蘭市の場合..全移動人口のレベルでみると、そのリージョンIlほあきらかに

札祝リージョンIlに包摂されるのであるが、新規学卒、なかんずく中卒段階の労働力においてほその市

揚圏ほ札蜆市からの独自性を保つている点が特徴的になるのである。
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り 不均等増加型に入る小樽市の場合、中卒、高卒段階とも、その市蝙圏ほ札幌市に包摂された範

域であるが、上述の杓屍、室蘭の場合と異なつて、高卒段階よりも、むしる中卒段階の方がその市場圏

が大きいという特徴を有している。

（＝） 中培高減型に属した苫が枚市の場合、小樽市と同様中卒段階，，高卒段階とも札幌市に包摂され

る範城を市場函として有するが、中卒段階でほ苫小牧以西の追分、早来？厚真、穂別、鵡川、 といつ

た胆振の町村と、日高の門別、乎取を傘下に収めている。高卒段階のそれほ中卒段階とほとんど変らな

いが、日高地方の門別、乎取、日高を除いて室瑚市の市堀圏に包摂される地城がでてくる。つまり（苫

屈父市自身を含めて）その周辺の白老、早来、厚其、鵡川の各町村ほ和滉、室蘭両市の労働市場圏に包

摂されつつ、また苫小牧市の労働市場圏に包摂されるという構造を有している。ところでこうした高卒

麟の市場圏ほすでに検討した全体の移動人口の楷造と比べてあきらかに縮少している。すでに述ぺた

•'ように、全体の移動人口でほ苫小牧市ほ日高地方の新冠、静内、三石、浦河、また東では大滝、北でほ

•千才市に伸びている。つまりかかる地城からほーたんそれらの地城に定焙したあとの中高年令層および

若盛労働力がとりわけ苫小牧市にむけて流出しているとみなければならない。

以上、主要な都市についてのみみてきたが新規中卒と高卒、および一般労務者とでほそれぞれその

移動の地城的範城そのものが異なつている。ここで一般的にリージョンJIというときは少なくともその

総体を指しているが、特定都市を中心として現に形成されているリージョンl{の構造ほ、その特定都市

に集中する労働力の質的段階によって異なったものとして把握しなければならない。

3 道央新産都市リージョンの変動特徴

以上みてき t~ ところであきらかな如＜ヽこの逍央新産都市 1) ージョンは、この近年竃 l) ージョン］の

構造をとりわけ札幌市の発展にともたって、第1の類型から第2の類型へと大きく発展させてきている

が、こうした発展ほ、その背後に 1).:.....ジョンl[の構造の急速たる発展をともたわざるを得たい。

リージョン Iの構造でほ底新産都市全体のリージョンを、 つつみ込むひろがりをしめしていた札幌市の

l)ージョン:n:の構造は、この場合、とりわけ拡大されていることがその大きな特徴であつた。それほ全

道城にわたつている。この意味においち札幌市の発展は、地祓変動の「表」をしめす現象であって、

その．「裏」の現象としては全迫各地城の産簗楷造の分解過程の進行がある。全道各地域から分解したな

かんずく一般労務者（中高年令層および若年労働力）を札幌市ほひろく吸収している。し力：しながら、

すでにみてきたように、とくに新規中卒労働力の場合、北海道内のそれぞれの地域の拠点都市がそれぞ

れ疇げ市周辺で創設された中卒労働力を吸収する鹿合が高く、札幌市の勢力は西側半分に及んでいるに

すぎない。・札幌市のリージヨン JIの構造は中卒段階の新規創出労働力では半分の地域から..しかし、す

でに何らかの労働経験をもった労働力ほ全道城から吸収しているということができる。

道央新産都市内の札幌市以外の都市のリージョン:n.の構造ほ、この場合、いうまでもなく、、とくに一i

般労務者の場合、9札幌市に包摂される地域を重なり合う形で、それぞれの都市の lJ~ジョンI として庄

有しているわけであるが、新規中卒労働力の場合のみ、室蘭市が固有の市場圏を有していることが特徴

的とな入
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この研究に茶いて、以下本論として展開する苫Ij歌： lJ ージョンは、基本的に•前述のような形で発展を

とげる札幌lJージョン奴＾わばサプ・リージヨンを構成している。

注（1) 都市的た結節機関、生産機関ヽ消費様関の分類にかんしては拙稿「地域J（北大教育経

済研究会編「経済と教育」昭 39年...東洋館出版社、所収）を参照

(2) 力心るリージョンIIのレベルで現時点における全道的な地域楷造を新規学率労慟カー中

卒｀高卒、短大｀大学卒、各種学校卒ーをもとにして創設された労働力の質的段階に相応

して機能的に相互に異なったパクーンをもつものとして把握し、分析したものとして、拙

稲「地域開発と学卒労拗ヵ移動ー北海道における中•高•大学卒業者の労働市場圏の研究

ー」昭 39 年（本研究施設•研究報告書第 5 号）がある。

(3) 本来ならば、論理的に考えて..それぞれの地域でその地域内生産機関が生産した商品、

またそれぞれ地域の各種機関が消喪する商品レベルでの、つまり生産し消費するとこるの

商品の相互交流レベルでの地域構造が地域皿レペルとして存在するし、こうしたレペルで

の地域構造をあわせ考えて、全体としては統一された地域楷造があきらかにされるものと

思われる。しかし、本研究においては、一応この地域皿レペルの分析は除外したことをこ

とわりたい。

(4) これは北海道開発局「北海道総合開発計画調査•地域格差調査資料」一指郡•笹森秀雄
（昭和 39年 8月）所収、国鉄一般旅客主要行先 (37.年 1.0月分） 53 ~6 9頁を再整

理したものである。なおこの資料では道内各駅からの一般乗客の行先は上位 3位までに限

つてあり、また釧路地方が脱落しているが、当面の分析対象である道央地域の主要なる傾

向は十分に反映しているので、こ上でほこの資料をペースに用いた。

(5) これは前掲「北海道総合開発計画調査・地域格差調査資料」 1.2 3 ~ 1. 3 1．頁の資料を

再盤理したものである。こ .I,.では昭和 36年 4月から 2日間をとりだし、これの合計を 2

で割つて道内地域別に 1・日平均市外遥話発信先があきらかにされている。

(6) こゞで比較資斜として用いるのは、鈴木栄太郎「北海道における社会描造の研究一社会

地区の設定ー」昭和 28年 1.0月｀北海道総合開発委員会事務局である。これは昭和 26 

年～27年の資料をもとにして作成されで、ヽる。前記、北海道開発局「北海道総合開発計

画調査・地域格差調査資料」の地区設定の方法論ほ「北海道における社会構造の研究」と

ほゞ同一たので十分比較に耐えうる。

(7) こゞで第 2次的、第 3次的都市的機能というのほ、それぞれの地域住民のより高次な生

活欲求を満たすために用意された諸々の商品販売、あるいはサービス機関が存在し、それ

らの機関の機能によつて．それぞれの都市集落の都市的機能が異なるという発想に立つ分

類である。地域住民が日々必要不可欠に更新をせまられるようなものほ、おょむね当該市

街地の各種機関で充足され、したがつて市街地は第 1．次的な都市的機能をもつと考える。

しかしその当該地域の市街地で生活欲求が充足できたい場合にiむ周辺のより高次な都市

へ出向かざるを得たい。か上る区分にしたがつて第 2次、第 3次の都市的機能という概念

が薄き出される。

(8) これは前掲「北海道総合開発計画調査・地域格差調査資料」 10 7 ~ 1. 1. 5頁の資料を

再整理したものである。

(9) 布施鉄治「地域開発と学卒労働力移動ー北海道における中・高・大学卒業者の労働市

場圏の研究ー」 1 9 6 4 • 1. 1 北大産業教育計画研究施設 研究報告書 5

(10) 布施鉄治「前掲書」 9 5頁図 6-1.参照。

ul)” 7 3頁図 s-1.参照。

(]2) 詳しくは布施鉄治「前掲書」終章I 第 2節道内諸都市の全学卒労働力の流出一流入構

造からみた諸類型 9 7 ~ 1. 0 1．頁参照。
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第3章 苫小牧リージョンの構造とその変容過程

I 苫小牧リージョンの設定

すでに前章であきらかにしたよう紀、苫小牧リージョンは、 Iのレペルにおいても、 nのレペルにお

いても、基本的に札幌リージョンに包摂される形で形成されている。とくに、リージョン Iのレベルで

の新規高卒労働力（全日制）の場合、苫小牧リージョンは、まず室蘭リージョンに包摂され、その上さ

らに札幌リージョンに包摂されるという三重構造を有していた。たゞリージョン Iのレベルにおいて、

直接的な機関利用（こゞでの指標は一般乗客の苫小牧へ出向く頻度）では、この苫小牧リージョンは、

室蘭リージョンとともに、尤幌リージョンからの相対的独自性を保ちながら、周辺地城、たとえば鵡川、

早来などの市街地が有していたその都市的機能を相対的に低めながら、傘下地域住民の自己への集中性

を強化しついあることが認められた。

さて、こゞではさらに問題を深めよう。こうした苫小牧 1)ージョンの具体的な地城的範域を前章で考

察した諸指標を基進にして措くと、表3-1芸よ・び図 3-1の如く総括できる。

すなわち、苫小牧リージヨンは苫小牧市の吸引力が及ぷ度合に応じて、苫小牧市を中心としたA~D

の四つのゾーンにわけることができる。

第一のAゾーンは、苫小牧市の東部にひろがる早来、厚其、鵡川の 3町村と、西部に隣接する白老町

によつて構成される地帯である。

これらの地帯は、 IレベJレにおいても、 Iレベルに土いても苫小牧市にもつとも強く結びついている。

すなわち、現実の楠報の交換（市外霞話利用頻度）においても、人の動き（一般旅客）に芸いても、さ

らに新規学卒労働力、一般分解労働力とも苫小牧市にもつとも強く結びつ（地帯である。

策二の Bゾーンは、 Aゾーンの北部の追分町、および東部にひろがる穂別、日高、平取、門別の各町

によつて構成される。これらの町村も Iレベル、 JIレベルとも苫小牧市と結びつく点はAゾーン内町村

と変わらないが、たゞ一般的に苫小牧市との結びつきの度合が弱まる。

第三の Cゾーンは、 Bゾーンのもうひとまわり外側に位置する。具体的には千歳市、登別町、新冠町、

様似町がこれに該当するが、この地帯の特徴は、王として一般旅客の動き、つまり苫小牧市に存在する

諸々の都市的機関をそれらの地域の住民が利用するという形で、苫小牧市に結びつくという点と、この

地帯の一般分解労働力がその割合に苓いては少ないが、とにかく苫小牧市にむけて流出している、とい

う点に求められる。前述の A, Bゾーンでは新規学卒労働力の苫小牧市へむけての流出という現象がみ

られたが、この Cゾーンではそうした現象はみられない。 （この Cゾーンを楷成する 4町のうち、様似、

登別の 2町は、一般乗客の流れで苫小牧市と結びつくだけで、一般分解労働では苫小牧市と結びつかな

い。これはこの両町が、観光地、および観光地へ行（ための甚地となつているのでその関係があるもの

と思われる。したがつて、この両町については特別な考慮が必要である。）
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表3-1 苫小牧リージョンに姦けるし:A~Dゾーン区分

ィA. 
ン'

B 
ゾ
I 
ン

ゾC 

I 
ン’

？ 
ン’

30％以上 ~20% ~ 1 D % ~5%  
5％以

下は略

早来 旅旅 認ド 電．一中般卒労働力 中卒

円〗
．高卒．一般労働力 電．

I • 

旅旅．甫高卒卒 ， 電．一般労働力 中卒 3 

電．一般労働力 '‘‘ 
.. 

胃別
電 旅．中卒．一般労働力

別 旅 畔．一醗般．労→働般力労冨働力
平取 高卒． 中卒
日高

霊電．． 旅高卒． 中卒 d 

， 
1自分

千歳 旅 電．一般労働力

喜喜 旅 ＿般労働力
旅

登別 旅

畜滝
一般労働力

一般労働力轟 一般労働力
浦河 一般労働力

注 （旅）・・・国鉄利用一般旅客

（電．）・・・市外電話

（中卒）・・ •新規中卒労働力

（高卒）・..新規高卒（全国制）労鋤カ

（一般労働力）・・・中卒、高卒をふくめた全移動人口のこと

以.!:は前項で用いた資料にもとづき作成した。 30％以上、 3o~ 2 o%、というのほ、

たとえば（旅）に例をとるとそれぞれの地域で、国鉄を利用した一般旅客のうち苫小牧市

へ向つたものが 30％以上なつた。あるいほ、 30 ~ 2 0％あったという意味である。

ところで第四の Dゾーンは、前述の Cゾーンの様似、登別を一応別にして考えると、 Cゾーンのもう

ひとまわり外側の地帯になる。静内、三石、浦河それに大滝という 4ケ町村によつてこの地帯は楷成さ

れる。この地帯の特徴は、一般乗客の動きでは、もはや積極的に苫小牧市とは結びつかず、一般分解労

働力の側面で、これらの地帯と苫小牧市とが結びつくという点にある。

このように、 Aゾーンは、リ＿ジョン I, IIのレベルが重なりあって苫小牧市と結び？く．つまり、

一般乗客のながれ、情報のながれ、さらに、新規学卒労働力、一般分解労働力とも苫小牧市へむけて集

中するという構造をもつている。 Bゾーンもこうした構造をもつている点は変わりないが、苫小牧への

集中度は数段と弱まる。そじて Cゾーンになると、さらに苫小牧市への集中度を弱めながら、リージョ

ンIレベルでは一般乗客のながれ、 IIレベルでは一般分解労働力が苫小牧へむけて集中するという楷造

に変化する。かくて Dゾーンでは王として 1)ージョン Iのレベルの一般分解労働力の側面でのみ苫小牧

市と結びつくに至る。このように A→ Dにむけて、それぞれの地域との結びつきを構造的に変化させな

がら、苫小牧市を中核とした苫小牧リージョンはその裾野をひるげている。（以上によつてあきらかな

ようにリージョン Ivベルでの苫小牧リージョンは Cゾーンの範城までと考えてよいであろう。）
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図3-1 苫4屯い）ニジョンの設定

虹
図 3-2 苫小牧 1}ージョン内市町村の人口規模(c39.1)とc3 1. 1よりみた変動
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I 人 口 変 動 パターンから

みたリージョンの構造

次の問題は、この苫小牧リージョンが現実にどのような地域一産業構造をもち、それがどのような形

で変化してきているかをあきらかにすることでなければならない。

はじめに、昭和31年以降の人口の変化からこの地域の構造的変化をみると次の諸点があきらかとな

る。（函 3-2,表 3-2のA)

①第ーはこの 9年間、このリージョン内の人口は、 28万7千名から 34万7千名へと 6万名低ど増

加しているが、その増加はとりわけこのリージョンの中核点としての苫小牧市の人口増、姦よび千歳

市｀白老町、登別町、静内町、それに日高町の人口の伸びによつて支えられているということ。つま

り、このリージョンの発展構造の特徴は、リージョン内の全市町村が均等に伸びるという形ではなく

またさりとて、中核点としての苫小牧市のみが伸びるという形ではなく、苫小牧市および隣接する A

ゾーンの白老町油よびBゾーンの千歳市、それに登別、静内、日高といったB, C, Dゾーン内の特

定町が同時に人口規模を拡大するという形でもたらされているという形態をとつている。このことは

言葉を替えるならば、苫小牧市を中核点としながらも、同時にその傘下地城の中で、それぞれの拠点

を中心とした伸びが、つまりをういう意味での地城の発展が、苫小牧市の発展そのものとは別に進行

しているということでもある。

すなわち、昭和 31年段階に土いて、このリージョン内の市町村は、その人口規模別に次のように

分類で逹た。

第 1位

第2位

第 3位

苫小牧 (55千人）

千歳 (37千人）

登別、浦河、静内、門別 (18~26千人）

表 3-2のA 苫小牧lJージョンにおける市町村別人口数の変動（昭和31. 1 ~3 9. 1) 
ー住民登録人[r-

昭和31年1月 昭和3碑三1月 昭和35$.1月 昭和37年1月 昭和39年1月

苫小牧 R 55,30が1 (i) (i) 58 0 2 0"-105 64 49が 1 1 1 68.23が 123 78, 91払 143 
A 早来 R 7,389 1 0 0 7.46固 1 01 7.4 77 1 01 7.586 103 7.6 90 104 
ソ・厚其 R 10,592 100 10,614 1 0 D 10,444 99 1 □,212~ 96 9,9 6.9 94 
］鵡川 ④ 10,0 D 5 100 9,944 99 10,188 102 10,200 102 10,467 105 
ン白老 R 11,398 100 11,447 100 12,696 1 1 1 15,855 1 39 17.565 154 

穂別 R 9,765 100 9,978 1 D 2 10,507 108 10,601 109 9,593 98 
ゾB 門別 ⑦ 18,304 1 DD 18,121 '99 1'8,45 2 101 18,307 100 1 8,4 D 8 101 

l戸日 取高 ⑧ 13,229 100 13,486 102 13,485 102 12,962 98 12,624 95 
⑨ 3,890 100 3,985 102 4,6 DD 1 1 8 5,042 1 30 5,155 133 

ン追分 ⑩ 7,018 100 7.073 101 6,883 98 6,963 99 6,647. 95 

c 千歳 R 37.015 1 DD 47.109 127 48,643 1 31 48,220 1 30 53,862 146 
ゾ様新 冠 ⑲ 10,591 100 10,808 ~ 10 2 11, 179 106 11,249 1 06 11. 32 3 107 
l 似 ⑮ 10,333 100 10,400 1 0 1 1 □, 517 102 10,670 1 D 3 10,917 106 
ン登別 ⑭ 26,211 100 27.092 和 328,354 108 31,146 1 19 3 4, 1 91 1 30 

D 大滝 ⑮ 3,104 1 DD 3,212 1 D 3 3,447 1 1 1 3,395 109 3,163 102 

ゾ1 三静内百
⑩ 19,181 100 11r,703 1 D 3" 21,350 1 1 1 22,927 1 20 24,233 126 
⑰ 11,528 100 11,464 99 11,524 1 DD 11,264 98 1□,333 90 

ン浦河 ⑲ 22,239 100 22,459 1 0 1 2 3, 1 50 104 22,415 1 D 1 22,287 1 0 0 
ヤ

注欄芍踊しめ数祖文、それ芍訊消弧亦tば召和3't年1月の人口を10 0とUこ場缶灰堅助＠の指敗
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第4位 乎取，三石，白老，厚其，鵡川，穂別，様似，新冠 (1□~13千人）

第5位 早来，追分 (7千人）

第 6位 日高，大滝 (3~4千人）

つまり、リージョンの中核点としての苫小牧市の人口規模がもつとも高く、こ・れに千歳市がつぎ、

人口 2万前後クラス、および 1万前稜クラスの町村がこれにつぐという配置であった。

ところがその稜9年間の発展をみると、第1位、第2位の苫小牧、千歳の発展の伸びが第一に注目

されるが、第 3位の 4町村の中では、浦河、門別が停滞、登別、静内が著しく発展している。そして

第4位以下では白老、日高の 2町必伸びがとくに注目される。他の町村は、いずれもその人口の伸び

は停滞、もしくは減少をしめしている。

昭和 31年の人口を 1D Dとした場合、 39年に苫小牧、千歳、それに白老は、いずれも 14 D以

上の伸びをしめし、また登別、静内、日高は 126~133の伸びをしめしているが、他の町村はプ

ラス，マイナス 1D％前後のところで停滞をしめしているのである。

＠ これを前述の苫小牧市を中核として形成されている A~Dゾーンの中に位置づけてみると、この苫

小牧リージョンの構造はより一岡明確となる。

すなわち、 Aゾーンの中では、中核点としての苫小牧と隣接する白老町がともに人口を伸ばし、と

くに白老町の場合、苫小牧を越える伸び率をしめしている。その人口規模を 9年間に 11,398名から

17,565名へと増大させた。そして他の 3町の人口の伸びは停滞もしくは減少をしめしている。 Bゾ

ーンでは人口規模のもつとも小さい日高町の人口の伸び率がもつとも大きく、•この 9年間に人口を

3, 89 D名から5,155名に増大させたが、他の 4町は人口を減少、もしくは停滞させている。 Cゾー

ンでは千歳市の発展と登別の発展が著しく、他の 2 町の人口は停滞、 D ゾーンでは静内のみ人口を~増

加させている。他の 3町の人口は停滞もしくは減少している。

つまり、この苫小牧リージョンは、苫小牧および隣接する白老をセンクーとして発展拡大方向をし

めし、 A澁よびBゾーンの町村（早来，厚其，鵡川，穂別，門別，平取，追分，日高）を傘下に包摂

しつヽあることがまずあきらかとなる。 (Bゾーンに入る日高は人口は伸びているがその規模は小さ

く、地理的にもセンクーとはなり得ない。） Cゾーンでは千歳市、登別町がそれぞれ苫小牧市とは別

に人口を伸ばしている。経別町はその周辺地城を含めて、あらたな七ンクーとしての機能をもちつゞ

あることはすでに前章でみた如くである。千歳市もその独自の圏を王として隣接北部町村にひろげて

いる。また Cゾーンの中の様似、新冠、およびDゾーンの三石、浦河、静内などの町村は、従来、浦

河町をセンクーとした地域圏が構成されていた地域であるが、静内町を中心として、この地城の構造

は再編されつヽあるかにみえる。

このように苫小牧リージョンはその傘下地城の人口の伸びからみる限り、そして地理的状況を考恩

に入れると、 Aゾーン、 Bゾーンが固有のテリトリーとなり、 Cゾーン、 Dゾーンはむしろそれぞれ

の地城の・中での中核点を中心とした地城の再編が行なわれている地域であるが、これらの地域に対し

ても、それを包摂する形で、現在苫小牧l)・ージョンはそのテリトリーを拡大しつゞあるとみることが

できる。

0 ところで、これらの市町村の人口の増減はいうまでもなく、転入人口と転出人口の差としてもたら

されたもので、この流入一流出人口の巾が大きいほど、その地城の社会栴造は流動的だといわなけれ
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ばならない。昭和38年度の転出ー転入人口から、かヽる点をみると、表3-3の如く、そのほとん

ど大部分の町村に苓いて、その人口の 5~1D％が流出し、それを上廻る、あるいは下廻る人口が流

入する結果、上述のような変動が惹起していることがわかる。けれども、人口が停滞している町村と、

一方伸長を続けている市町村とでは、このサイクルが異なる。人口が停滞もしくは減少している町村

のうち、厚其は 5％以下、鵡川、浦河、平取、様似は 7~5％という人口の流出一流入サイクルの中

で、それぞれ地域住民人口が停滞もしくは減少しているのに対して、穂別、早来、門別、追分、新冠

では 7~1 D％という前者よりもうひとまわり大きいサイクルをもつている。流出人口と流入人口の

差がかなり大きいのは三石と大滝で、この両町村は 7~1 ~％の人口が流出し、人口の 5 ％以下にあ

たるものが流入・してきているにとゞまる。つまり三石と大滝はとくに地域住民の減少がはげしくあら

われているが、他の地域においては、それぞれの地城のもつ流出一流入の低ゞ均衡のとれたサイク）レ

の中で、人口の伸びが停滞ないし減少していることがわかる。しかしこの流出する人口と、流入して

表 5-5のB 苫小牧リージョン内市町村の人口鉛流出一流入率

（昭和 38年 1~12月計）

流応蜘 5％以下 ~7%  ~ 1 0% ~15% 

5％以下
（厚真） ニロ大滝

~7%  
（鵡川）浦河

｀ （平取）様似

~10% 
（穂別）（早来）（門別）

（追分）新冠 ． ． 
~15% 

占小牧（自邑） 千歳静芍 （日画）

~20% 
登別

注 （ ）内は A• Bゾーンに入る町村

くる人口とは、あきらかに

その質が異なるので、こゞ

にはたえまずそれぞれの地

城社会自体の発展一分解過

程が進行しているとみなけ

ればならない。か入る意味

で、人口が停滞もしくは減

少している苫小牧リージョ

ンの中のA, Bゾーンに入

る町村をみると、早来、追

分、門別、穂別に苓いてそ

の変動はもっとも大きく、

鵡JII、平取がこれにつぎ、

厚其に澁いて変動がもつと

も少ないことがわかる。

一方、人口の伸びが著しい市町村についてみると、そこにも二つのタイプがある。ひとつは流出人

ロと流入人口の巾が大きく、そうしたサイク Jレの中で人口が増加していくタイ．プ、他のひとつは、流

出人口率は小さくて、いわゞ既存の人口の上に、あらたな人口が流入し上根みされていくクイプであ

る。前者に比ぺて後者はより安定した形で発展しているクイプといえよう。こうした二つのクイプに

わけると、苫小牧、白老の両町が後者に属し、他の市町村は前者に属する形での分類が可能になる。

（たゞし日高町にかぎつていえばこの年度日高町は人口が差引 33名減少している。）勿論これは相

対的なものであるが、とにかく、苫小牧、白老の場合、この稜者の傾向を千歳、静内、登別、（また

日高）に比べて、より顕著にもつていることが特徴的となる。つまり安定した形で地域人・ロが増大し

ていつている。そしてこの苫小牧、白老がこの苫小牧リージョンにおいては将に中核的な位置をしめ

ているのである。
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m. 苫小牧リ·—ジョンの都市化過程

1． 就 業 人 口 構造の変容パクーン

さて、以上みてきた地城住民人口の変動は、いわゞそれぞれの地域に苓ける産業構造の変動の結果

として、それに従属する形でもたらされるものである。

したがつて、次に当然のことたがら、独立変数としてのこの苫小牧リージョンにおける産業楷造の変

化をみなければならない。

ひとつのリージョンに森けるこの産業楷造レベルでの変化は、その中核点としての特定都市の産業

楷造が急速紀高度化することに相応して、いわゞ特定都市が周辺農漁村地帯の既存の産業構造を強力

に分解させるという、都市→農村という直接的な関係としてのみもたらされるものではない。特歪都

市の発展示ひとつの国家体制の中で、とくた体制的な諸要因に規定されつヽ発展するのと同様、周辺

農漁村地帯に森いても、体制的た諸要因に規定されて、たえまずその梱造自体を変容分解せしめて

いると＼＾う側面が基本的に存在する。したがつて、ひとつのリージョンの性格は、たんにその中核点

としての特定都市に茶ける産業棉造の変化、その高度化という側面からだけでは捉えられない。周辺

地城それ自体がもつ現実の産業構造、それに規定されて、地域住民がその産業自体を如何に支え変革

せしめるかという志向性によつてもまたかた＜規定されている。勿論、そうした周辺地域も前述した

ように資本王義的にその楷造をたえまず変容分解させられていることは、ことわるまでもないが、そ

うした周辺地域のもつ諸要因によつてもリージョンの性格は大きくかわるといわなければならない。

はじめた、このリージョン内の地元各市町村の就業者が具体的にどのような産業を支え、そして

その就業棉造がどう変容していつているのか文という点を昭和 3D年と 35年の国勢調査の結果か

らみてみよう。表 3-3森よび図 3-3、3-4はこれをみたものである。

表 3-3 苫小牧リージョンに因ナる第1次第2次，第3次
産業別人口の変動

昭和 30年 10月 昭和 35年 1D日

第 1次 第 2次 第3次 篤1次 第2次 第3次

苫小牧 1 6.7U/0 43.rfo 40.g;o 1 □. 1% 4 1.紗 47．祁
早来 5 9.1 12.8 28.1 5.2.7 1 6.1 3 1.2 
厚真 82.4 4.6 1 3.0 7 9.1 4.2 1 6.6 
鵡 川 7 4.3 7. 1 1 8.6 66.0 9.1 24.9 
白 老 65.7 1 1. 7 22.6 28.9 42.5 28.5 

穂門 別 6 6.2 1 5.7 18.1 5 7. 5 2 2.0 20.5 
別 65.9 11.0 23.1 55.6 1 7. 2 2 7. 2 

平 取 70.4 12.4 1 7. 2 56.1 23.1 20.7 
日 尚 64.2 2 1.1 1 4.7 3 4.1 5 0.0 1 5.9 
追分 3 4.1 8.1 5 7. 8 31.0 7. 6 6 1.3 

千歳 15.8 7. 6 7 6.6 1 5.0 1 0.9 7 4.1 
新 冠 7 5.0 1 3.6 1 1.4 58.Q 27.4 1 4.6 
様似 4 7. 5 24.5 2 8. o 4 5.3 23.0 31. 7 
登別 15.9 35.6 48.4 8.9 4 1. 3 4 9.7 

大 滝 55.3 22.7 22.0 5 0.0 29.0 21.0 
静内 4 4.9 26.8 28.3 39.5 25.4 3 5.0 

石 68.4 1 3.9 1 7. 8 66.8 1 3.2 1 9. 9 
浦 河 53.0 1 3.9 32.4 4 9.4 I 1 4.6 35.9 
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第 1次、第2次、第 3次産業

別に各市町村ごとの就業棉造を

みると、昭和30年段階におい

て、苫小牧、千歳、登別の第1.

次産業就業者率は 20％を割つ

ている点があきらかとなるが、

厚其、鵡JII、白老、穂月II、門別、

平取、日・高、新冠、三石など 9

ケ町村はいずれも第 1次産業就

業者率 60％以上の町村である

ことがあきらかとなる。この地

城構造を大まかに図式化すると、

昭和 30年段階に苓いて、苫小

牧リージョンの中核点としての

苫小牧と、 Cゾーンに含まれる



図 3-3 苫小牧 1) ージョン A•B ゾーン内市町村における第 1 次•第 2 次•第 3 次

産業別就業人口梱造の変化

ー Il 

100 50 0 
．:.._ JIJ 

如95-4‘ 同 •C..D ゾーン内市町村に姿ける第 1 次•第 2 次•第 5 次産業別就業
人口構造の変化

皿

注） S—-----,?>-• = 3 0年→ 35年

なお番号は各市町村の格理番号

一つは 31 ~ 3 9年にかけて入口が増加している市町村

・ら 0 令は 31 ~ 3 9年9こかけて人コが停滞もしくは浪少している町村
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千歳、登別、この 3市町村において、第2,第 3次産業就業者率はもつとも高く、ついでBゾーン

では追分、 Dゾーンでは静内町がそれぞれのゾーン内の他町村陀比ぺて第 2, 第 3次産業就業者率

が比較的高いといえる。そして少なくとも A, Bゾーンは追分町を除いては、第 1次産業従業者率

の高い地帯としての特色をもつていたといえる。

とこるでこの昭和30年段階から 35年段階に至る変化をみると、第一匠注目される点は、 A,

Bゾーンに澁いては、中核点としての苫小牧が第 3次産業就業者率をさらに高めるという方向での

変容をしめしているのに平行して、白老、日高の両町がとくに第 1次産業就業者率を減少させて、

第 2，第 3次産業就業者率を高めているという点である。 C, Dゾーンに茶いては千歳市、登別町

とも第 2次産業就業者率を高め、静内町はとくに第 3次産業就業者率を高めている。このように、

昭和 31年→39年にかけての人口の伸び率の大きかった市町村は、いずれもより都市的な方向へ

向つてその就業構造を変容させているといえる。

そしてこの苫小牧 l)ージョンの発展形態の第一の特徴は、中核点としての苫小牧にさらに隣接す

る白老が加わり、それがともに地域の産業構造を高度化する方向へむかつての中核点として前進を

開始したことであるう。

しかしながら、第二に注目しなければならぬ点は、この苫小牧リージョンでは、この 9年間、人

ロを停滞、もしくは減少させている町村たお、いても、いずれもその就業楷造の中で第 1次産業就業

者率を低下させているという事実である•O

そうした意味で、中核点を苫小牧の一点から白老を加えた形で拡大しながら、こゞを拠点として

このリージョン全体の就業構造自体が全体として大きく変容しつヽあるということが認められる。

いま各産業別に、そしてA~Dゾーン別に昭和30年から 35年にかけての就業楷造の変化をみ

ると表 3-4の如くで、このリージョンの発展の拠点としての苫小牧、白老に苓いては、農，林，

漁の第 1次産業就業者はお‘したべて減少、第 2次産業ではとりわけ建設業、第3次産業では卸小売

業とサービス業就業者の増加が著しい。拠点工業都市建設期としての特徴がみられる。そして白老

を除く Aゾーンでは農業就業者の減少と卸小売業、サービス業就業者の増加が目立つ。つまり早来、

厚真、鵡Jliといった苫小牧 l)ージョン内円を形成する地帯では、農業就業者を減少させながら、第

3次産業就業率を高めていつている。しかし、その外側の Bゾーン（穂別、門別、平取、日高、追

分）では、農，林，漁といった第1次産業就業者のおしなぺての減少と、第3次産業ょ hむしろ第

2次産業、なかんず（建設業就業者の増加が特徴的である。町村Vベルに苓ろすと、日高、平取に

こうした傾向が顕著にみられる。 Cゾーンでは、千歳市は農業、鉱業、公務、サービス業従事者を

減少させながら建設業就業者を伸ばし、登別町は農，林，公務を減らして建設業、製造業それに卸

小売、サービスといった産業従事者をひろく増加させている。また同じ Cゾーンの様似、新冠をみ

ると、こゞでは農業就業者を減少させながら、しかも同時に製造業従事者も伸びをしめしていない。

様似ではかえつて減少している。この両町では建設業の伸びが特徴的である。さて Dゾーンをみる

と、こ口てお、いても椋似、新冠と同じような現象、つまり農業就業者を減少させて、しかも製造業

就業者も伸び悩むという傾向がみられるが、こゞではさらに建設業も伸び悩んでいる。この地帯で

は卸小売業とサービス業の伸びが大きいのである。（たゞし静内は製造業、建設業就業者ともに増

加している。） ． 

-76-



表 3-4 ,A~Dゾーン別，・産業別就業構造の変化

有 農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業 卸」売業
金諷祁愈

水運電気道ガ莱信ス サービス 公務
不戦産業

苫小牧） 22836人 12.1% 8岳lo 5がlo 0.乃/4 1 O.CP/4 26呼lo 12吟lo 1.(Jllo 8.6% 11．&lo 3．翌6←睾嗚0年10月（％） A 

白老J 6.3 4.3 5.5 0.7 17.0 24.4 16.1 1.2 9.1 14.5 3D ← 醗 3 碑 1 0 月月（（実％数）） B 
A 29,602A 1,859人 12.82.A 974人 翌盆 5032A 7,211人 4,775人 370人 2697人 4,303人 889.人 ←昭胆5年10 C 

ゾ 6766A 虚 15A凶 8払 塁 04A 277弘 1,205人 1,95臥 136A 742A 1,65l!A 140人 ← 鐸a3碑辻に叙函碑如暉郡醗位ID 
I 

早厚来｝ ン 12,856人 67恩lo 47% 1岱°ん 0.6% 3蛉も 3．ぎlo. 5ぎlo 0.4％ 3．扮lo 5ぎん 36% ← A 
鵡 其川 60.9 5.0 1..6 0.9 37 4.5 7←4 0.4 4.0 8.0 3.4 ← B 

13,428?A2人A ハ85,06980人人 663A 217人 120人 489人 597人 989人 53人 537人 1,068人 456人 ← C 

53人 16人 43人 45人 146人 ?81人 ^ ？人 46/‘ 367人 △ 9人 ← D 

ー77ー

B 
穂門 別別j＇ ， 222.31人 51.1% 10.乃ん 1．乃lo 3.&.ん 4戎6 47'/o 7．びlo 0.4% 7．ぎlo 7.1% 1．乃6← A 

ゾ
平取 402 8.7 1.1 3.4• 

3,4138.4 1人 6.9 8.1 0.4 7.4 8.5 1.6 ← B 
I 

日高 25,917人 10/471人 2253/¥. 290人 876人 1,798A 2,106人 104人 1,907人 22.□払 421人 ← C 
ン~

追分 3686人 △B9払 △119人 △ 87人 8弘 2430人 745人 545人 25人 281人 631人 38A ← D 

o l 千 歳l 21,713/、13．ざlo 2A% 0.1% 2.1% 3.6% 1炉lo 11．ぎlo 0が6 3竺lo 16．びん 45．愈6← A 
12.3 25 0.1 1.7 6.7 25 12.9 0.9 3.9 14.1 42.4 ← B 

22,122人 2,716人 563,入 29A 381人 1A77人 555人 2,84弘 197人 859人'3,119人 9,381人 ← C 

409人 卒 77人 37人 9人 △ 70人 695人 138人 354人 67人 172.A △356人 △461人 ← D 

ゾ
~ 

登別fl 
9,352A 1DA% 3.1% 翌lo 3．祁 7.6% 25.0lん 10.乃ん O.ffiん 829ん 19．炒6 9．岱6← A 

I 54 1.6 2.9 13.7 24.8 12.8 1.0 9.1 20.1 6.8 ← B 
11,84弘 639人 191人 1228A 339人 1,623A.. 2,932人 1,520人 114人 1j)7恥 2,37弘 802人 ← C 

ン 2.491人 卒 35人 △101人 2人 61人 912人 589人 521人 37人 315人 575人 △92人 ← D 

様似｝ 8,882A 44.⑰/o 8．衿6 8．丸6 0.1% 7.4% 11．⑰ん 6．方も 0．ざん 4.6% 6岱6 1．秒6← A 
10J 

ヽ

新 冠 茨i8 8.0 0.4 16.3 鱈昭 ＆9 I M 
5.3 7.1 2.1 ← B 

9,702A 3,280人 775人 1,041人 40人 1582人 42人 519人 692人 201人 ← C 

820人 &10人 2人 249人 32人 924人 12人 112A 157人 40人 ← ヽ D 

D 

三大浦静 滝河内石ll 
23J68A. 42ぎlo 3.1% 8．包6 0．ゆ6 7炉lo 0．切6 4笠ん 7.1% 6.乃ん ← A 

ゾ 34.3 5D 100 1.6 8.7 1.0 4.9 10.9 3.1 ← B 
I 26,443A. 9,068A 1,32瓜 2591人 430人 230弘 265人 1,299人 2885A 819A ← C 
ン’ 267繹 I !]29人 590人 636人 279人 422.A 49人 304人 11,203A. △770人 ← D 



以上は地帯別にみた概括であるが、このよう紀 A~Dゾーンにかけて、それぞれの地帯内でとも

に第 1次産業就業者率が減少していつているとじても、その地帯の伸びの方向はかならずしも同一

ではない。 A, Dゾーンでは卸小売業、サービス業が伸びる方向をしめし、 B, Cゾーンで圧なか

んずく建設業の伸長が看取できる。こうした建設業就業者の増加は、中核点としての苫小牧、・白老

にいヽけるそうした傾向とともに、この地域全体がいわば産業楷造高度化のための模索の建設期にあ

ることを物語るものではあるまいか。

2. ヽ都市的諸機関の変容パターン

以上みた苫小牧l)ージョンの就業構造の変化は当然のことたがら、それぞれの地域に設置された産

業機関（業種別事業体）の覇的、質的変化としてもた 心されたものである。次に具体的にこうした産

業機関がどのように変化していつているかをみる。これは非農林漁業としての第 2次、第 3次産業

機関の変化と、一方、農林漁業機関、すなわち第1次産業機関の変化という二つの側面から捉えられる。

ほじめに都市的諸機関の変化からみてみよう。

⑥ 昭和 32年、 35年、 38年の事業所統計紀よつてこの間の変化をみると次の諸点があきらか

になる。非農林漁業の事業体数から各市町村をわけると表3-5の如くたり、昭和 32年度段階

では苫小牧、千歳の両市た姦ける事業体数がきわめて多く、 1,0 0 0 ~ 1, 5 0 0のクラスに位し、つ

いで門別、登月ll、静内、浦河の各町村が事業体数500~800のクラスに入る。大滝村は事業体

数 10 0以下である。このような都市的機関の量的存在形態は、すでにみてきた各市町村の昭和

表 3-5 苫小牧リージョンにおける

都市的事業体数の変化（非農林漁業事業体）

（昭和 32年） ー事業所統計より一

事業体数 中核点 Aゾーン Bゾーン cゾーン Dゾーン

1,001~1.SDD 占,1-1/:l((11人） 千`歳（訊）

801--'1.0OD 

501~800 ＂ 門サ11(4人） 登別8A)菌 A浦阿(5心

301~500 檄以（弘）

鰯鵬4A)4A）鵡聰li（（恥心，！！鰤追日高仮l臥(4A.)10人）諏）・ 5心
新冠（小J三石(4心

101~ 300 

1 OD以下 ！ 璃 (7A）

（昭和38年）

事業体数 中核点 Aゾーン Bゾーン c ゾ—ン Dゾーン

2,001--<i,000 苫収枚(10人）

1,001~1，500 千歳(6凡

801~1DOO 登別(8A)浦河（ぬ

501~ 800 白括(8心 門illJ（訊） 静 (9人）

301~500 輝 (6A.) 槻以（ぬ

101,-. 300 齊鵡厚ll（（(741¥.が人)） ） l 穂鋤日高別(((75A.)1人叩） 
新冠（ひ)＝．百（訊）

100瞬 I 這 (7心

注 （ ）中は一事業体あたり平均従業員数
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が、 A, Bゾーンに比して都市的機関数の多い町村か多いという特徴がある。しかし一披関あた

りの平均従業員数をみると、同表であきらかな如く、苫小牧市 1̂1人．に対して千歳市 51(となり、

千歳市の都市的諸機関は、いわば早来、厚其、鵡川といった農村市街地の質的拡大というより沿

むしろ量的拡大として存在していることがわかる。そして、 Aゾーソ内の町村は、いずれも一機

関あたり平均従業員数4人といういわば零細な規模をもつていることがあきらかとなる。

こうした苫小牧リージョン内における都市的機困の量的形態は、昭和38年度にいたると中核

点としての苫小牧市が飛躍的にその機関数を増大させ、 Aゾー` ノ内ではとくに白老、厚真、 B‘才

ーンでは日高、平取、 Cゾーンでは登別、新冠、 Dゾーンではとくに浦河、静内といった町村が

都市的機関数を増大させて＼＾るといった特徴がみられろ一。つまり、早来を除くすぺての市町村侭

おいて、昭和 32年から 38年に至る間、都市的機関数は増加をしめし、なかんずく苫小牧リ→

ジョンの中核点としての苫小牧と隣接する白老町に姦いて都市的諸機関数が著しく増大するとい

う形で地城構造自体が変容していつているといえる。一事業体あたりの平均従業員数をみみと、星

1 3市町村に食いてそれは増加、とくにAゾーンの鵡JIIが4人から 7人へ、白老が4人から 8人

へと大巾に増加している点が注目されるが、中核点としての苫小牧市に油いては一事業体あた 11

の平均従業員数は逆に 11人から 1D人へと停滞傾向をしめしている。これは苫小牧市のもつ都

市的性格が紙パの生産都市としてよりも、リージョンの中核点としての性格をかなり顕著にもら

っヽあることをしめすものと思われる。たとえばこの道央新産都市の和滉市をみると一事業体あ

たり平均従業員は 11人（昭和 38年）、室蘭市は 14人（昭和 38年）で、この両市は、昭知

3 5年段階からみると、それぞれ平均従業員数を 1人ずつ減少させている。 や士・一 ・～

しかし表 3-6であきらかなように、都市的事業体数の減少した早来町においても、その従業

員はかえつて増加している。つまりこの苫小牧リージョンに土、いては、中核点としでの苫ホ牧市

だけが都市的楷造

表 3-6 苫Ilヽ 牧リージョンに苓ける市町村別都市的事業体の伸び ｀を高度化している

澪裏 151~200 

301~4□□ 白老

201~300 日画

151~200 苫小牧

131~150 

121~130 

111~120 

101~110 

100以

（昭和 32年度を 1DDとした場合の昭和38年度の伸び）というのではなく、

131~150 121~131 111~120 

蓄屑・新冠 穂三別石・様似 静内

登別

厚其

大滝

I 

101~110 

鵡川

門別

千歳

追分

100以下

早来

傘下各市町村とも

その都市的構造を

高度化しつゞある

という特徴がみら

れる。そうした都

市的楷造の高度化

は、白老、日高に

とくに顕著にみら

れる。また反対に

その都市的構造の高度化が比較的立ちおくれているところとして追分＇、大滝、早来、千歳などを

あげることができる。さて、以上みてきたところは、•あくまでも量的な側面に本ヽける変化である。

ことわるまでもなく、こうした都市的諸機関の量的変化はその基底に質的変化をともなつている

次にか入る点を検討しよう。（表 3-7~3-11)
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表 3-7 苫小牧リージョン内市町村紀澁ける業種別事業所数の変遷（非幽林ポ産業）

I鉱業 建設業 製造業， 卸小売業 I ＇ 金融保険業

3涼翌碑32年碑 3眸 3碑 3弄 3痒 宝弄 3晦 5眸 32年 5眸 5蒔"•
苫ド枚 4 7 1 1 78 89 194 99 91 123 802 968 1,398 31 39 55 

早来 17 16 16 16 13 13 115 119 105 3 3 2 

厚其 1 1 1 ， 12 15 6 6 7 109 128 151 2 2 2 

鵡川 3 4 2 6 15 16 8 13 8 121 136 126 4 2 3 

白老 4 3 5 8 25 18 23 67 134 158 刃0 3 2 7 

穂別 2 5 2 5 12 12 7 ， ， 95 109 112 2 2 2 

門別 1 4 65 73 75 37 44 42 362 321 342 7 5 6 

平取 3 2 1 7 13 20 14 18 19 139 164 180 2 2 4 

日高 1 3 4 7 7 10 11 20 55 76 82 2 2 2 

追分 ， ， ， 6 1 0 8 104 99 96 5 5 5 

千歳 1 1 1 32 34 47 38 49 46 716 702 769 32. 30 39 

新冠 2 4 ， 6 16 16 19 79 92 94 2 2 

様似 1 1 11 16 24 52 40, 44 133 148 159 6 8 ・7 

登別 22 23 20 30 41 56 45 62 61 309 381 435 13 10 16 
--

大滝 II 

1 1 1 1 1 1 5 6 4 19 22 19 1 1 

静内 1 2 26 25 39 49 41 24 296 319 370 ， 5 16 

三石 2 11 16 18 25 15 14 104 137 145 1 2 3 

浦河 2 41 34 44 88 73 68 310 336 418 I 11 12 16 
I 

表 3-8 苫小牧リージョン内市町村に油ける業種別従業員数の変遷（非農林水産業）

鉱 業 建設業 製造業 卸小売業 金融保険業

32年 3踏三 3辟F32年お年 3舷F 52年 5碑三 5碑三 32年 3碑 5眸 3碑 3,眸 3眸

苫水枚 67 81 107 2.442 4,415 4,789 5842 5,133 6郎5 3,45る 4,498 M02 弘5 432 ・5お

早来 48 53 170 394 459 463 279 308 295 12 13 13 

厚真 45 X X 64 27 X 33 60 60 270 324 364 14 16 15 

鵡川 56 35 16 83 283 507 63 133 144 343 394 42，2 18 12 X 

白老 43 80 23 109 382 263 308 2017 353 414 849 10 8 66 

． 

穂別 346 703 430 45 78 147 71 98 160 227 277 429 10 10 14 

門別 X 43 239 481 595 544 629 754 817 821 957 38 38 59 

乎取 256 326 X 24 63 373 248 349 593 401 463 491 15 15 20 

日高 8 X 38 72 120 109 325 252 142 210 259 8 ， 11 
追分 114 148 194 33 65 59 270 287 290 23 21 21 

千歳 325 X X 558 776 6幻 505 506 616 2,477 2526 2,952 230 194 347 

新冠 12 7 56 50 211 222 323 188 230 266 12 15 

様似 X X 9() 匁3 469 470 517 621 295 353 408 23 34 32 

登別 467 3:S5 311 302 805 901 865 875 1,074 985 1,378 1,581 57 45 99 

大滝 152 X X 45 X X 17 22 22 45 57 43 X X 

:i1 
5 45 464 396 923 1,132 1!)71 1,177 1,078 1,199 1,666 80 58 252 

7 58 106 382 122 119 205 272 301 350 4 9 19 

浦河 18 583 857 1,532 I 551 665 596 1,095 1,181 1,5391 114 174 207 
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昭和 32~3 8年

不動産業 運輸通信業 電気ガス水道業 サービス業 計
3痒蕊年お年・ 32年 3痒 3眸 32年 5辟F-3舷F 32年 3碑三 3碑三 ・3咋 5卑 3眸

8 8 154 37 47 76 7 6 ， 361 423 647 1,427 松78 2p69 

1 1 1 11 1 1 10 5 5 6 84 84 79 252 252 232 

1 1 12 12 12 3 3 3 63 Q7 89 205 232 281 

1 1 1 13 14 10 3 2 2 75 87 81 234 274 249 

1 1 1 26 19 30 2 1 3 80 76 129 273 288 535 

1 2 1 12 18 1.8 1 2 3 69 79 79 194 238 238 

3 3 4 47 45 44 6 10 ， 205 2'27 249 732 729 775 

1 ， 12 21 4 8 7 1・15 120 133 294 339 385 

1 2 5 5 7 1 1 6 46 58 70 124 161 199 

7 7 ， 5 3 5 56 64 66 19Q 197 196 

26 25 19 28 27 27 5 7 4 325 370 342 1,203 1,245 1,294 

1 1 7 1 1 14 2 3 55 69 80 1 61 202 ・221 

1 1 2 22 23 31 7 7 6 98 106 132 330 350 406 

2 1 28 33 28 25 6 ， 8 208 228 254 668 783 903 

4 5 3 1 1 1 22 28 30 55 63 60 

2 4 5 20 20 22 4 4 3 173 173 199 580 591 680 

10 12 •1 1 3 2 2 75 82 98 229 266 293 

1 3 14 26 23 36 4 4 5 166 192 272 647 677 875 

昭和32~38年

不動産業 連輸通信業 電気サス蛉膨嚢 サービス業 計

碑 3碑癖 32年祁年お年 32年 ・3碑 3碑 5碑 5碑 5眸 32年 35年 3眸

30 36 485 575 2011 2695 57 83 141 2,526 3,109 4,567 15,317 19,798 26印6

2 X 3 100 106 103 ， 13 12 239 291 270 1,083 1,245 1,329 

X 1 123 128 167 6 6 5 283 280 313 838 876• 1022 

1 X 2 90 106 147 6 6 X 312 415 464 972 1,384 1,726 

1 X 2 182 166 288 3 X 5 286 299 497 1,163 1，改）6 4,186 

2 4 2 116 127 113 32 39 35 255 3?,6 340 1,104 1,672 1,670 

3 5 13 240 326 462 23 27 26 678 787 848 2582 3,114 3,757 

2 132 172 X 7 21 25 429 457 497 1,514 1，昭 2285 

X X 59 59 75 8 X 34 134 188 266 506 873 1,068 

1,155 1,100 1,1払 15 19 20 205 256 260 1,815 1,896 1,9& 

・ 33 45 X 556 709 806 104 108 70 1,519 1,798 2212 6,307 6/,62 7,948 

X 2 63 64 65 4 17 159 276 356 628 8&1 1,106 

. 2 X X 329 343 363 32 35 35 300 336 475 1,541 1,911 2A10 

3 X 37 856 1,018 827 24 40 40 1,690 2012 2685 52.49 6530 7,555 

29 28 29 1 X X 79 116 128 368 467 436 

2 4 ， 526 1,109 983 12 13 1 1 788 835 1,159 4,087 4/,85 6:225 

87 86 X 6 6 X 302 535 379 851 962 1,443 

1 5 22 293 298 351 28 32 41 793 1,125 1,332 3,404 4,337 5638 
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表3-9 苫小牧リージョン内市町村に土寸ける業種別事業所茶よび従業員構成比 ー昭和 32年一

事業所構成比 従業員構成比

鉱業 建設業 製造業 缶刷覗業

“ 
オ測産業 贔璽欝 サ→環 鉱業 建 製造業 卸9」 螂

“ 
不肋奎業暑贔 霜 サ士培食

苫小牧 0.3 5.5 6.9 5 6.2 2.2 .□.6 2.6 0.5 25.3 0.4 15.8 38.1 22.6 2.3 0.2 3.8 0.4 1 6.5 

早来 6. 7- 6.3 45.6 1.2 0.4 4.4 2.0 33.3 4.4 36.4 25.8 1. 1 0.2 9.2 0.8 ・22.1 

厚真 0.5 .4.4 2.9 53,2 1.0 っ 5.9 1.5 3 0.7 5.4 7.6 3.9 3 2.2 1. 7 1 4.7 0.7 33.8 

鵡川 1.3 2.6 3.4 51. 7 ・ 1.7 0.4 5.6 1.3 32.1 5.8 8.5 6.5 3 5.3 1,9 0.1 9.3 0.6 3 2.1 

白 老 1.5 1,8, 6.6 4 9.1 1. 1 0.4 ?.5 0.7 2 9.3 3.7 2.0 22.6 3 0.3 0.9 0.1 1 5.6 0.3 24.6 

穂別 1.0 2.6- 3.6 4 9.0 1.0 0,5 6.2 0.5 35.6 5 1.5 4.1 6.4 2 0.6 0.9 0.2 10.5 2.9 23.1 

門 別 8.9 5. 1 4 9.5 1.0 0.4 6.4 0.8 28.Q 9.3 21.1 31.6 1.5 0.1 9る 0、9 26.3 

821 

平取 1.0 2.4 4.8 4 7. 3 0.7 0.3 3.1 1.4 3 9.1 1 6.9 1. 6 16.4 26.5 1.0 0.1 8.7 且5 28.3 

日 高 0.8 3.2 8. 1. 44.4 1.6 4.0 0.8 3 7.1 1.6 7. 5 2 1.5 28.1 1. 6 11.7 1.6 26.5 

追分 4.7 3.2 5 4.7 2.6 3.7 1.6. 29.5 6.3 1.8 1 4.9 1.3 6 3.6 且8 11.3 

千歳 0.1 2.7 3.2 5 9.5 2.7 2.2 2.3 0.4 27.0 5.2 8.8 8.0 3 9. 3 3.6 0.5 8.8 1.6 24.1 

新 冠 2.5 9. 9 4 9.0 4.3 34.2 1. 1 3 3.6 29.9 1 0.0 25.3 

様似 3.3 1 5.8 4 0.3 1. 8 0.3 6.7 2.1 2 9.7 5.8 3 0.5 1 9.1 1. 5 0.1 2 1.3 2,1 1 9.5 

登別 4.5 46.3 8.9 .o.5 

｀ 
3.3 6.7 1. 9 0.3 4.9 0.9 31. 1 5.8 1 6.5 1 8.8 1. 1 0.1 1 6.3 32.2 

｀ 
大 滝 1. 9 1.9 9.4 35.8 7.5 1. 9 4 1.5 4 1. 3 1 2.2 4.6 12.2 ・- 7. 9 0.3 21.5 

静内 0.2 4.5 8.4 51.0 1. 6 0.3 3.4 0.7 2 9.8 0.1 11.4 2 7.7 26.4 2.0 0.0 1 2.9 0.3 19. 3 

石 4.8 1 0. 9 45.4 0.4 4.4 1.3 32.8 6.8 1 4.3 3 2.0 0.5 1 0.2 0.7 35.5 

浦 河 6.3 1 3.6 4 7.9 1. 7 0.2 4.0 0.6 25.7 1 7. 1 1 6.~ 32.2 3.3 □:□ 8.6 0.8 23.3 



表 3-1 D 苫小牧リージョン内市町村における業種別事業所苓よび従業員構成比 ー昭和 38年ー

---- I 事業所構成比 従業員構成比

鉱業 建設業 製造業 卸妙霙
金融

不動醗
運輸 電遠気ガ粟スサ→ク業 鉱業 建設業 製 卸」廻叶贔量 不 逝運信輸業 讐 サ→考聡

俵 通信業

苫小牧 0.4 7. 3 4.6 52.4 2.1 5.8 2.8 0.3 24.3 0.4 1 8.1 24.7 2 5.0 2.1 1.8 1 0.2 0.5 1 7. 2 

早来 6.9 5.6 45.3 0.9 0.4 4.3 2.6 3 4.1 1 2.8 34.8 22.2 1.0 0.2 7. 8 0.9 20.3 

厚其 0.4 5.3 2.5 53.7 0.7 0.4 4.3 1.1 31.7 X X 5.9 35.6 1.5 0.1 16.3 0.5 30.6 

鵡川 0.8 6.4 3.2 50.6 1.2 0.4 4.0 0.8 32.5 0.9 29.4 8.3 24.4 X 0.1 8.5 X 26.9 

白老 0.6 4.7 1 2.5 50.5 1.3 0.2 5.6 0.6 24.1 1.9 9.1 48.2 20.3 1.6 0.0 6.9 0.1 1 1.9 

． 
穂別 0.8 5.0 3.8 4 7. 1 0.8 0.4 7.6 1.3 33.2 25.7 8.8 9.6 25.7 0.8 0.1 6.8 2.1 20.4 

1831 

門別 0.5 9.7 5.4 4 4.1 0.8 0.5 5.7 1.2 3 2.1 1.1 1 5.8 2 0.1 25.5 1.6 0.3 1 2.3 0.7 22.6 

乎取 0.3 5.2 4.9 46.8 1.0 5.5 1.8 34.5 X 1 6.3 26.0 2 1.5 0.9 X 1.1 21.8 

日 高 1.5 3.5 1 0.1 41.2 1.0 1.0 3.5 3.0 35.2 X 11.2 23.6 24.3 1.0 X 7. 0 3.2 2 4.9 

追分 4.6 4.1 4 9.0 2.6 4.6 1.5 33.7 9.9 3.0 1 4.8 1.1 5 8.0 1.0 1 3.3 

千歳 0.1 3.6 3.6 5 9.4 3.0 1.5 2.1 0.3 2 6.4 X 7. 8 7.8 3 7. 1 4.4 X 1 0.1 0.9 2 7.8 

新冠 0.9 2.7 8.6 42.5 0.9 0.5 6.3 1.4 36.2 1. 1 4.5 29.2 24.1 1.4 0.2 5.9 1.5 32.2 

様似 0.2 5.9 1 0.8 39.2 1.7 0.5 7.6 1.5 32.5 X 1 9.5 25.8 16.9 1.3 X 1 5.1 1.5 1 9. 7 

登別 2.2 6.2 6.8 48.2 1.8 3.1 2.8 0.9 2 8.1 4.1 1 1. 9 14.2 2 0.9 1.3 0.5 1 □. 9 0.5 35.5 

大滝 1. 7 1.7 6.7 31. 7 1.7 5.0 1.7 5 0.0 X X 5.0 1 0.0 X 6.7 X 29.4 

静内 0.3 5.7 3.5 54.4 2.4 0.7 3.2 0.4 29.3 0.7 1 4.8 18.9 26.8 4.0 0.1 1 5.8 0.2 1 8.6 

三石 0.7 6.1 4.8 49.5 1.0 3.4 0.7 33.4 0.5 2 6.5 14.2 24.3 
1.3! I X X 26.3 

浦河 0.2 5.0 7.8 4 7. 8 1.8 1.6 4.1 0.6 3 1. 1 0.3 27. 2 1 0.6 2 7. 5 3.7 0.4 6.2 0.7 23.6 
I ！ 

＇ 
| 



表 3-1 1 苫小牧リージョン内市町村に森ける

ー事業所あたり平均従業員数の変遷

！ 全事業所平均 建設業 製造業

区産 3眸 3碑 32年 38年 32年 3g{q:

苫小牧 1 1人 12人 10人 31人 25人 59人 53人

厚早 来其
4 5 6 3 1 1 25 36 
4 4 4 7 X 6 ， 

鵡川 4 5 7 1 4 32 8 18 
白老 4 5 8 5 1 5 1 5 30 

穂別 6 7 7 ， 1 2 1 0 1 8 
F ]月I• I 4 4 5 4 8 15 1 8 
平取 5 5 6 3 1 9 18 31 
日 高 4 5 5 1 0 1 7 1 1 1 3 
追分 1 D 1 D 1 0 1 3 22 6 7 

千歳 5 5 6 1 7 1 3 1 3 1 3 
新冠 4 4 5 2 8 1 3 1 7 
様似 5 5 6 8 20 ， 1 4 

登別 8 8 8 1 0 1 6 1 9 18 

大滝 7 7 7 45 X 3 6 
静内 7 8 ， 1 8 24 23 49 
三石 4 4 5 5 21 5 1 5 

卸小売業

3ダ年 3眸

4人 5人
2 3 
3 2 
3 3 
3 3 

2 4 
2 3 
3 3 
3 3 
3 3 

4 4 
1 3 
2 3 
3 4 

2 2 
4 5 
3 2 

浦河 5 6 6 1 4 35 I 6 9 | 4 4 

すでにみたよう陀この苫小

牧リージョン内各市町村にお

いては、それぞれの市町村の

もつ都市的諸機関の量的段階

に装いて非常に大きたひらき

がみられた。しかし業種別に

これらの都市的諸機関の存在

形態をみると、昭和 32年度

段階妬澁いては、いずれの市

町村に澁いても、卸小売業お

よびサービス業機関の計が全

機関の 7~9割に達すると l̂

う特色がみられる。中核点と

しての苫小牧市をはじめ農村

市街地としての特色を顕著に

もつ傘下各市町村に袋いても

こうした都市的諸機関の描成比はかわらない。建設業機関のしめる割合のもつとも高い門別た森

いてもそれは 8.9％をしめるにとゞまる。また製造業機関のしめる構成比は、 1□~16o/o3町

村、 6~1 □%9市町村、 1~5%6市町村とい9割合をしめすにとゞまるのである。けれども、

これら都市的諸機関に所属する従業員の構成比に森いては、それぞれの市町村匠苓いて相当の差

がでてくる。こ口にそれぞれの市町村た苓ける都市的諸機関の質的相述の問題が提起される。具

体的には、各業種毎にそれが家族自営業的色彩をもつ都市的機関であるか、あるいは扉傭労働力

企擁する資本王義的企業としてのかヽる機関であるかの差がでてくる。つまり、それぞれの市町

村の都市的集落の性格と資本の構成度の問題:資本王義的発展段階の問題が提起される。

昭和 32年度段階に土、いて、製造業従業者の楷成比 2割以上の市町村は、苫小牧、早来、白老、

門別、日高、新冠、様似、静内の 8市町村であるが、この製造業に建設業、鉱業を加えた第 2次

産業従業者率が4割をこえる市町村は、苫小牧、早来、穂別、大滝の 4市町村である。またかヽ

る第 2次産業従業者率 3~4割の町村として、門別、平取、日高｀新冠、様似、登別、静内、

浦河の各町があげられる。いまこの苫小牧リージョン内の各市町村に存在する建設、製造、卸小

売業の一事業所あたりの従業員数規模をみると、表3-1 1の如く各市町村ごと妬かなりの差が

存在することがあ芦きらかとなる。そして建設、製造、卸小売業とも苫小牧市が、一事業体あたりへ

他市町村をはるかに越える従業員を擁していることがあきらかとなる。苫小牧市は建設業vc森＼^

ては平均 31. 1人、製造業では 59. 0人、卸小売業では 4.3人という事業体規模であるが、傘下

他市町村は、建設業 45.0人1村、 11 ~2  0人 5市町村、 6~1 0人6町村、 5人以下 5町、

製造業 21~30人2町、 11~20人7市町村、 6~10人6町村、 5人以下2村、卸小売業では

3~4人 4市町、あとはすぺてそれ以下の規模である。

！このような苫小牧リージョンの都市的地城構造は、昭和 38年度に至ると次のような方向へむ
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かつて変容をしめす。

すなわち、このリージョンの中核点としての苫小牧市は、都市的諸機関ぷよび同従業員の大巾

な増加の中で、製造業および製造業従業者の構成比を低めつゞ、しかし建設業茶よび同従業者率

を高めつヽ、全体としての第2次産業機関の構成比苓よび同従業者率を低め、第3次産業率を高

める方向を現段階ではしめしている。前述の国勢調査にもとづく分析ではあきらかにしえなかつ

た昭和 35年以降の変容についてみると、とくに卸小売業、サービス、不動産業、連輸通信業、

電気ガス水道業などの第 3次産業の伸びが 35年段階以降大きくなつていることが特徴的である。

建設業の伸びは昭和 35年以降はさほどではない。しかし製造業はこの昭和 35年以降、回復の

きざしをみせている。また昭和 32年段階と比較すると、建設業、製造業とも一事業体あたりの

平均従業員数が減少していることが目につく。つまり苫小牧市のあらたな生産基盤の拡大に対応

して、かなりの零細企業があらたに輩出しつゞあることをこの事実は物語っている。

さて次に、この苫小牧リ＿ジョンの昭和 30年以降の発展妬おいて、あらたにリージョンの中

核点としての地位を獲得しつヽある苫小牧に隣接する白老町についてみると、昭和 35年段階以

降、とくに建設業、製造業が大きく伸長していることがあきらかとなる。たとえば、昭和 32年

を 10 Dとした指数でみると、建設業従業員は、昭和 35年 47 4、昭和 38年には 1,6 6 1に

達する。また製造業従業員の伸びも、昭和 35年 11 7、昭和 38年 76 7と、昭和 35年以降

とくに大きい。この間の卸小売の伸びは、昭和 35年 11 7、昭和 38年 24 1である。こうし

た第2次産業の伸長は、白老の塀合、一事業体あた hの平均従業員数の拡大とかたく結びついて

いる。すなわち、建設業の場合、昭和 32年に一事業体あた h平均 4.6人であったものが、昭和

3 8年には 15. 3人へ、また製造業では 14. 6人から 3□. 1人へとそれは大巾に拡大している。

（卸小売業も 2.6人→3.1人へと拡大）

以上の苫小牧、白老の発展形態は、少なくとも、この苫小牧リージョンの中核点としての拠点

が、昭和 35年以降、地城の開発、産業基盤の建設と同時に、また具体的な産業活動をともなつ

て発展しつゞあることを物語っている。そしてとくに苫小牧市の第 3次産業の伸長にあらわれて

いるよう陀苫小牧リージョンの中核点としての都市的機能をこの中核点は整備しつゞあることが

うかゞ える。

ところで、この苫小牧リージョンの内円を形成する Aゾーンの町村に苓いても、昭和 35年以

降、それ以前とは異なった形態での発展をみせている。すなわち、前述の国調に心とずく昭和30

年→35年にかけての分析では、これらAゾーンの町村は、第2次産業よりもむしろ第3次産業

を強化しつヽ発展するという形態をしめしていたが、昭和 35年～38年にかけてこの傾向を持

続するのは厚真町だけで、早来町は昭和35年以降、第 3次産業は事業体、従業員とも減少傾向

をしめし、製造、建設業の伸びが看取できる。とくに建設業の伸びは大きい。たとえば、昭和32

年を 10 0とした指数で、業種別従業員の年次変化をみると卸小売業は、昭和 35年 11 0、昭

和 38年 10 6、サービス業、 12 2→ 1 1 3という変化に対して、製造業は昭和 35年 116、

昭和 38年 11 8、建設業は昭和 35年 11 0、昭和 38年 354とその従業員を伸ばしている

のである。鵡川町の場合に捻いても、昭和 35年以降、第 3次産業も伸びているが、第 2次産業、

なかんずく建設業の伸びがきわめて大きくなつている。
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この早来、鵡JIIの場合製造業、建設業の一事業体あた hの平均従業員も大巾に増加、早来では

昭和 32年には建設業 2.8人、製造業 24. 6人であったものが昭和 38年尻は、それぞれ 10. 6 

人、 35. 6人へ、また鵡JIIでは建設業は 13. 8人から 31. 7人へ、製造業は 7..9人から 18. D人

へと増大している。このように、とくに昭和 35年以降 38年にかけて、この苫小牧リージョン

のAゾーンにおいては、都市的な産業の中でも第 2次産業、なかんずく建設業の伸長が看取でき

るのである。 Aゾーンのこうした傾向に対して Bゾーンを楠成する各町村では、昭和 35年以降

も、それ以前と同様の発展形態をとつている。すなわち、このBゾーンを構成する町村に澁いて

は、昭和 3D年～ 35年にかけてすでに第2次産業、なかんずく建設業の伸長がみられたが 35

年→38年にかけても同様の傾向が看取できる。そして各町村とも昭和32年→38年にかけて

建設業、製造業の一事業体あたりの平均従業員数規模を拡大している。とくに平取においてその

規模は格段と拡大された。

一方、 Cゾーンを楷成する市町村に土↓いては、昭和 35年以降、それ以前に比してまた異なつ

た発展方向をしめしている。千歳市に澁いては、建設業従業者は昭和35年以降かえつて減少、

製造業従業者が増加しているが、同時に第3次産業、なかんずくサービス業の伸びが大きくなっ

ている。また昭和 30年→35年にかけて製造業が伸びず、建設業が伸びていた様似、新冠紀お

いては、 35年以降 38年にかけて製造業が伸長をはじめ、また第3次産業も増加の方向をしめ

している。また登別にお↓いては、それ以前と同様の発展方向が看取できる。しかし昭和32年段

階と 38年を比較すると、この Cゾーンに属する各市町村は、その従業負構成比に油いて、その

全体的発展の中でいずれも製造業従業者率を低下させ、とくに千歳市の場合、建設業従業者率を

も減少、千歳、登別はあきらかに第2次産業従業者の楷成比を低下させた。そして様似は反対に

第2次産業従業者率をいちゞるしく高めた。

Dゾーンを構成する町村に坂いては、昭和 3D年→35年にかけて、静内を除いて各町村とも

製造業、建設業ともその構成比が増加せず、第 3次産業従業者率が増大しているという傾向がみ

られたが、 35年以降、建設業が伸長するという発展形態をしめしほじめた。（大滝は不明）

しかし、昭和 32年段階と比べると、 38年には、三石、浦河が第2次産業従業者率を高めてい

るのに対して、静内はそれをむしろ減少させているという傾向がみられる。静内のこうした傾向

は、地域の全体的発展の中で、製造業従業者率の大巾な低下と、また建設業従業者率の伸びが少

なかつた結果もたらされたものである。しかしこの静内を含めて、 Dゾーンを構成するすぺての

町村の建設業、製造業は昭和 32年段階と比較して昭和58年にはいずれもその従業員数規模を

拡大している。建設業陀おいてはとくに三百、浦河、製造業に澁いては静内にこの傾向は顕著で

ある。

以上であきらかなように、事業所統計にもとづいて、この苫小牧リージョンの昭和 32年→

3 5年→38年の地城の都市的構造の変化をみると、とくに昭和35年以降、それ以前(30年→

3 5年）には第3次産業化への傾斜がみられた A, Dゾーンの中で建設業の動きが活澄化してい

ること（たゞし静内は第 5次産業化への動きが依然顕著）、またBゾーンではそれ以前と同様、

建設業の伸びが大きいこと、そして Cゾーンでは千歳、登別が第 3次産業化への方向をとる以外、

様似、新冠とも建設業の比重を高め、日高は全体として第2次産業化への傾斜を高めていること
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があきらかとなる。いま昭和32年段階と 38年段階を比較すると、千歳を除いてA~Dゾーン

を構成するすべての町村に油いて建設業従業者の比重は高まり、また厚其、鵡川、穂別、平取、

追分、大滝｀日高では製造業従業者の比重が高まつている。とく匠平取に澁いてはそれは飛躍的

な高まりをみせた。

以上の苫小牧リージョンの都市的楷造の変化を昭和 31年以降 39年に至る人口の伸びとの関

連でみると、人口規模が大きく伸びている 6市町村のうち、中核点としての苫小牧と、千歳、登

別、静内の 4市町村は第 3次産業化率を高める方向で人口を増大させ、白老、日高は第2次産業

化率を高める方向を顕著にしめしつゞ人口規模を増大させていることがあきらかとなる。そして

上述の分析ですでにあきらかなように、中核点としての苫小牧を除いて、このリージョン内の市

町村ではあきらかに建設、製造事業体の従業員規模そのものを拡大する方向で、地域溝造そのも

のが変容していつている。

3. 工業生産構造の変容

さて、昭和 38年現在、建設業を王導として展開されて＼＾るこのような地城楷造の変容を、工業統

計、油よび商業統計にもとづいて、具体的にそれぞれの市町村に均いて生究した工業製品出荷額およ

び年間商業販売金額から検討すると、さらに次のような諸点があきらかとなる。

（ァ） 工業製品出荷額の規模紀澁いて、このリージョンの中核点としての苫小牧市は傘下他地城をはる

かた引送はなす地位にあ h 、一昭和 38 年度にはその工業製品出荷額は、土→~よそ 3 a a億円に達し、

ついで白老が 11 a億円で、他市町村を段階的にはるかにひきはなしていること5この苫小牧IJ-

ジョンの全工業製品出荷額の 7.2割を苫小牧、白老で担つているのである。

そして苫小牧、白老についでは、静内、早来、登別、様似、門別、千歳などの工業製品出荷額の

高いのが注目される程度である。

しかし昭和31年以降、 38年にかけての工業製品出荷額の伸び率でみると、中核点としての苫

小牧は、昭和 31年を 1a aとした場合、 38年度K 1 9 4で、このリージョン内での伸び率はも

っとも低い部類に入る。隣接する白老は、 5,000と飛躍的に上昇、また、現在の出荷額水準はもつ

とも低い地位にあるが、鵡川、厚其といった町村が800近くそれを伸ばし、つ＼＾で千歳、日高、

穂別、静内、平取、新冠が 4a a ~6 a aにそれを伸ばしている点が注目される。

つま bこのリージョンの中核点は苫小牧に白老が加わることによつて、工業生産の面でも中心部

としての地位をますます充実しつヽあることがわかる。そして苫小牧、白老につぐ出荷額をもつ 6

市町村のうちでは、静内（現在年間 31億）千歳 (12徳）の伸びが大きいのである。

ところで、工業労働生産性（従業員一人当りの工業製品出荷額）でこの地城の工業化の進展をみ

ると、苫小牧、白老、早来が年間 460~570万円（昭和 38年度）に達し、もつとも高く、つ

いで門別、様似、登別、大滝、静内が 200~260万円クラスに入るが、昭和 31年段階と比較

して、それを急速に伸ばしてきているとこるは、白老 (5・40)厚真 (・34 3)日高 (25 8)鵡・

}II (2 2 1)静内 (21 4)といつた町村であり、これはいずれも昭和 31年→38年にかけてエ

業製品出荷額が急速に伸びた部類の町村に属していることが特徴的である。これらのうち、厚真、

鵡川は地域の工業製品出荷額に装いても、またその工業労働生産性に油いても、もつとも低い部類
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表 3-1 2 苫小牧リージョン内市町村の工業製品出荷額の変遷 (S31年ー3舷E)

I 1 工業製品出荷額（実約 I同年次別増加指数(31年=100)：！ 工業労働生産性 同年次別指数 (31年＝100)•
昭和31年＇昭和 38年 昭和3邸戸 昭和58年昭和31年昭和38年昭印35年昭和38年

苫小骰 15061,935 匁224,970 145 194 2693 4559 133 17?; 
早来 1,407,289 2,7勾必5 124 195 3,563 5593 109 157 
厚其 7,579 59,730 262 788 446 1,532 97 343 
鵡川 21f]55 171,980 561 817 439 972 198 221 
白老 220,781 10,866,280 251 4,922 1,056 5707 55 SLID 

穂別 33,981 166730 298 491 641 1062 149 166 
門別 628胆9 1怒0,0印 222 212 1,248 22.78 192 183 
平取 211,792 890,700 239 421 1,097 1,753 124 160 
日高 78,838 LlQO, 1祉 643 508 692 1,787 92 258 
追分 25,698 64,180 137 250 779 1,2祉 105 165 

千歳 193,041 1:235/JOO 295 640 685 1,280 467 187 
新冠 146,521 587,800 201 4Q1 1,070 1,593 99 144 
様似 752,404 1,569,040 156 209 1,691 2594 142 153 
登別 668853 1,861,8印 186 278 1,343 22.76 132 169 

大滝 22,065 30,9叩 1Ll2 1LI.O 1298 2066 1Ll2 159 
静内 723,824 3,125,890 265 432 1D04 2,150 150 214 
三石 75印d 289,d20 198 381 799 1,573 127 1 97 
浦河 400,303 728,070 170 182 I 805 1,448 152 180 

に入るゎけだが、そうした地域がそれなりに工業労働生産性を伸ばしている点は認めなければなら

ない。また日高は、昭和 38年度現在、従業員一人あたりの工業製品出荷額は 18 D万円であるが、

地城の工業製品出・荷額の増大とともに、その労働生産性を急速に伸ばしつヽある点が注目される。

（イ） しかしながら、全体としての工業製品出荷額ないしは工業労働生産性のVベルだけで問題を捉え

ることはできない。さら妬具体的に如何なる業種の製造業がこのリージョン内に立地しているのか、

を検討しなければならない。表 3-1 3は業種別に製造業機関数の昭和 31年→38年にかけての

変容をみたものであるが、まず第了に認めなければならぬのは、このリージョン内に立地した製造

業機関のきわめて多くの部分が食料品袋よび木材製造業機関であるという事実である。とりわけ食

料品製造業機関数のしめるウエイトは高い。食料品苓よび木材製造業機関がそれぞれの市町村に立

地した全製造業機関の 6割をわる市町村は五指に満たない。昭和 38年度に森いて、＾それは苫小牧、

鵡JI!、白老の 3市町を数えるのみである。しかし、食料品製造業たはかなりの零細企業も含まれて

いるので、業種別の工業製品出荷額からみると、木材製造業のしめる比重がきわめて高くなる。昭

和 31年度のそれぞれの市町村の全工業製品出荷額のうちで、特定業種がしめる比重の高さから、

それぞれの市町村を特色ずけると

木材→厚真(96.9%)

穂別 (97. 3%) 

静内 (81.7%)

追分 (61.3.%)

日高 (98.1%)

平取 (97.2%)

白老 (74.0%)

食料→早来(95.1%) 浦河 (68.8%)

三石 (94.6%)

大滝 (1D □.□%) 

新冠 (62.3%)

木材，食科→千歳 (4、8.5%，5 9. 4%） —門別 (5 7. 6 %, 4 1. 6 %) 

木材，窯業→鵡川 (33. D %, 3 2. 8 %) 
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表 3-1 3 苫小牧リージョン内市町村の製造業の業種別機関数

非鉄 l金属 1機械 輸送用I繊維
I 

食料品 木材 家具 パルプ 出版 化学 窯業 鉄鋼 衣服 その他 紺
ー・-

S31 S38 31 38 31 38 31 38 31 38 31 38 31 38 31 ~ 38 31 38― 31 38 31 33 31 38 31 38 31 38 31 38 31 38 

苫小牧 34. 48 8 22 9 15 5 6 5 7 2 3 7 6 1 1 

゜
1 6 8 3 4 

゜
1 1 •1 

゜
2 4 4 85 129 

早来 6 7 5 4 D 1 1 1 12 13 

厚真， 1

゜
4 

:1 ゜
1 5 5 

鵡川 4 3 ! 2 I 1 1 1 3 

白老 8 22 7 11 .l r • 0 
1l . u 2 

゜
2 

゜
2 5 8 

ゞ
l 

_J| ・ L -・ ，，，＇ 
I 

穂 別 1 

゜
4 8 

゜
1 

ー89ー

門別 19 18 10 12 1 5 1 1 D 1 2 3 D 2 

平取 40 6 13 1 

゜゚
1 1 

゜日高 1 ° 4 
6 10 1 2 

゜
1 

遥分 4 3 1 2‘ 1 1 D 1 
9 9 9 9 9 9 9, —幽 9 L 9 

千歳 26 28 3 6 2 7 

゜
1 3 3 2 4 

゜
1 D 1 

新冠 5 5 5 11 

゜
1 D 2 D 1 

様似 22 22 7 71 1 
1 

I 1 

1 1 0 1 2 1 2 1 D 1 

登っ・、別 26 32 3 4 1 1 1‘ 2 3 4 5 

゜
1 1 2 D 1 .. 

I 

大滝1！゚ 1

5 2 

I : 

5 3 

静内 23 25 8 8 

゜
4 

゜
1 

゜
2 1 2 

:゚ l 
1 | 

1 33.15 

三石 6 7 5 7I i。2 1 1 I 
0 | ! ヽ 3 2 1 j 4 3 • 悶1 

17 21 

浦河 Ll.2 28 8 10 3 2 

゜
1 l I 5 a I 2 D I 2 3 

゜
1 i ! i I 1 3 I 0 71 56 I I 



表 3-14 苫小牧リージョン内市町村陀苓ける製造染の業種別工業製品出荷額の構成比

（昭和 31年）

飴科木材家具心レプ出版化学窯業鉄鋼非快．金属機械輸送繊維衣服全互軋

ー ・・早苫．4刈、．来牧 2.1% 6D% D.3％89.2% 0.3％□7% □A.% □Il'lo —%0.2% □A.% —% □D% —%0.1°/c 
トー 95.1 4.4 05 

贔 其 3.1 96.9 
J II 6.5 33D 143 32B "13.4 

白 老 4B 74D 21.2 

穂 別 27 97.3 
門 別 41.6 57.5 03 0.3 02 
乎 取 07 97.2 1.3 09 
日 高 98.1 1.9 
追 分 3.3.0 61.3 5.7 

千 歳 39.Ll 屹．5 42 4.1 39 
新 冠 37.7 623 
様 似 11.4 102 0.4 0.8 75.3 1.9 
ヌふユ 別 8.7 7.5 0.1 0.1 67.0 160 0.0 05 

大 滝 I 100.0 
静 内 123 ~1.7 0.9 5.1 

石 2B 946 16 08 02 
浦 河 I68B 20.8 05 4A 0.4 0.8 0.2 DB 2.6 0.7 

表 3-15 苫小牧 l)ージョン内市町村における製造業の業種別工業製品出荷額の楷成比

（昭和 38年）

I卸｝木材家具汐ヴ出版化学窯業鉄鋼非鉄金属機盤輸送盤維玄服丑吼b
苫小的 2i1% 12.4％ 1.1%75紛{io．扮ん 3．&lo2ぎ¼ x% x% n舷lo1 1% 氾ム炉ム四 n面
早
厚
鵡
白

穂
門
平
日
追

千
新
様
卒:E. 

大
静

浦

来 86.2 X X 
真 X 

JI I X X X 

老 05 6.3 X X X 

別 X X 
別 51.4 66.9 On X 

取 切'.2
品~ 07 98.2 X X 

分 214 X X 

歳 27.2 14.9 21.2 X 1.8 
冠 22.8 73.3 
似 15.6 15.7 X 
別 9.3 4.8 X X 

滝 X X 

内 187 77.7 0.1 X X 
石 17.5 76.7 X.  

河 535 34● X 5.1 

パルプ→ 苫小牧 (89.2%)

鉄鋼→禄似 (75.3%)

X 

236 
X 2.1 

X 

X 

10.D 
X 

X X 
46.8 35.9 

X 

X 
0.8 

化学，窯業→登別（ 67. 0 %, 1 6. 0 %) 

X 
X 
0.0 

. oA X X 
X 

X X 1.5 
X 

X X X ・x 
X X X 0.6 

/ 

X X 
2.1 X 

X X 3.4 X X 

となり、きわめて多くの市町村が木材製造業を王要なる製造業として地城の工業化をすヽめてい

ることがわかる。木材、食料製造業以外の製造業の比重のたかい市町村は苫小牧、様似、登別、鵡

JI Iを数えるにすぎない。この昭和 31年段階に袋いては、苫小牧のバルプ製造業は 5工場4,134名
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の従業員、年間 13 4億円の出荷額。様似の鉄鋼業は 2工場、 24 6名の従業員、年間 5億 7千万

円の出荷額。登別の化学工業も 2工場、従業員 19 9名、年間4低 5千万円の出荷額。同窯業は4

工場、従業員 15 4名、 1億 1千万円の出荷額。鵡川の窯業は 1工場、 3名の従業員である。（注

このリ・ージョン内で木材ふコよび木製品出荷額のもつとも高いのは苫小牧で同年間、 9億円、ついで

静内釘意円、門別3億 6千万円の順である。） このようにみてくると、この苫小牧リージョンに

油いては、昭和 31年段階においてはとりわけ苫小牧のパルプ製造業のしめるウエイトの高いこと

が認められる。

ところで昭和 31年から 38年にかけて、このリージョン内の工業製品出荷額は全体として大巾

に伸長した。それは 2D 7偉円から 55 3偲円と 2.7倍の伸びをしめしている。しかしながら、こ

のリージョン内のそれぞれの市町村の在来の製造業の構造は大きく変わったとはいえない。昭和38

年度の工業統計には業種別の工業製品出荷額に Xの箇所が少なからずあり、正確を期し難いが次の

諸点の指摘は可能である。

表3-1 6は昭和 31年度と 38年度の比較から各業種別に工業製品出荷額の増減をみたもので

あるが、中核点としての苫小牧市はこの間全体で工業製品出荷額は 1il. 2"億円I庄ど増加しているが｀

うち 75.4％はバJレプ製造業による増加であり、木材製造業の12.4％がこれについでいる。また106

憶円と飛躍的に工業製品出荷額が増加した白老の場合、ぞの増加の中で食料土、よび木材製造業のし

める割合は 5.3％をしめすにとゞまり、大昭和製紙を王ガとしたパルプおよび関連製造業の伸びが

その王力であると思われる。しかしきわめて多くの町村では、この間の工業生産力の伸びは木材製

造業の伸びに依存している。たとえば平取では全体の伸びの 97. 2％が木材製造業であり、日高

(98.3%）、新冠 (77.0%）、静内 (76.5%）、門別 (75.3%)、三石 (7□. 3%）穂別、厚其も

表3-16 昭和 31→ 38年にかけての工業製品出荷増加額の業種別内訳（楷成比）

昭和31年→38年
鱗蕊麟.,,9ヴ雌偉麟躙麟錮機戒轍送議進詞貶噂に対て増暉領計

苫小牧： 14,1必，035千1100) 2於12於1.fん75胎。差 36%母 x％愚 o.座1.1％恐炉支lo刈 0%

早贔箭来
1,33.3,076 (100). 862 X X X 
52,151 (100) △05 X X 
1印，925(100) X X X 231$ X 

白老 10,645/J.99 (100). □A 4.9 X X X X 1.7 0.0 

穂門 別 1?f2.749 (100) △D.7 X X 
別 701,251 (1'00-) 22.3753 0.9 X X 0.1 X X 

平取 . 678,908 (100) △り2 97.2△D.9 X△03 ヽ X 
日高 321,346 (100) 0.9 98.3 X X 

追分 38,482 (100) 13.6 X X X 

千歳 1,0位;559(100) 24.9 8.7 24.3 X 1.4 10.7 X X 1.8 

様新 似冠
'1'11,279 (1GO) 17.9 77.0 X X 

、81936,.063267 (100) 19.4 207 X X X X X X X 
登別 1,1 (10Q) 9.6 32 X X 35 . .1.18.7 X X X 

大滝 8,925 (100) X X 
静内 241J2,066 (100) 20.6 76.50.1 X X X X X 
三石 213;546 (100) 22B 70.3 X X 2.5 X 
浦河 327,767 (100) 34.7 50.9 X X 6.0 0.7 X △血2X4_4X X 
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その大部分が木材製造業の伸びである。また早来は食料品製造業 (86. 2%）に依存する割合が高

く、大滝、浦河、鵡川もその伸びを木材もしくは企料品製造業に依存している。そうして、苫小牧、

白老を除いて木材、食料品製造業以外の製造業の伸びがいちゞるしい市町村は、千歳（窯業10.7%、

家具製造業 24.3%)、登別（化学 35. 4%、窯業 48.7%)1まかに様似たどを数えるにとゞまる。

（な活鵡川では無業も全体の伸びの中で 2a 6％のウエイトをもつている。追分も木材出蒸業の伸

-.}．が王体である。）

このように昭和 31年から 38年にかけての工業生産力の伸びを業種別にみると、このリージョ

ンの中核点としての苫小牧、白老、また登別、様似、千歳などの数ケ市町村を除いては、低とんど

の町村に森いて、木材製造業の伸びが中心であり、これに食料品製造業を加えた所謂、地場に密着

した製造業の伸びが中心であることがわかる。この中で建設業の伸びに対応して窯業がそれぞれの

地城で伸びているという楷造を現況はしめしている。白老を除いては在来の地城の発展楷造は大き

くは変わってはいない。

4. 商業の発展をとおしてみた都市性

切以上はこの苫小牧リージョンの構造をそれぞれの地城に立地した製造業の変化から概括したもの

であるが、年間商業販売額の側面からみると、次の如き特徴がある。

昭和 37年段階に苓けるそれぞれの市町村の商業年間販売額は表3-1 7の如くであるが、この

リージョンの中核点としての苫小牧が15 5億円と他市町村を遥かにひきはなす地位にあることが

判明する。ついで千歳 (45億）浦河 (4D偉）静内 (34偲）登別 (25億）と 4つの拠点が傘

下にある。ところで昭和32年以降の伸びをみると、昭和 33年を 1D Dとした場合、 37年に、

2 5 D以上の伸びをもつのは白老 (31 8)静内 (29 3)日高 (28 D)苫小牧 (25 8)の4

表 5...,..17 苫小牧リージョン内市町村の商業年間販売額の変遷
(8.33年ー 38年）

商業年間販売額 同年次別指媒S33$嘩）0)一人当り年間販売額 同麟餃曲弓00)

昭和33年 戸155妃72年砲
昭和35年 昭和37年 昭床D3碑 昭和57年 昭和5辟E 昭和37年

Im苫／」牧 6,0況of8 145 258 1B38千Pl 2叩5ml 1 1 0 1只9

゜③早来其 .3％μ89 499,み10 98 125 1¢11 1,752 82 109 
R厚 240,710 372,260 127 155 919 1,2紗． 11 2 1 40 
④鵡川 3あ，974 759,3.50 1 58 219 1/J18 1,962 1 39 193 
⑥白老 I 313,7弘 998,570 1 51 318 1588 1b24 81 11 7 

⑥穂別 325,146 366,810 11 7 11 3 1,485 1,359 99 92 
⑦門別 697,730 1,464,400 128 210 1,059 1,882 104 178 
⑧平取 431;569 771,920 1 21 179 1,223 1,632 100 1 33, 
⑨日高 1図:2,.97 515,d10 145 280 1A2 2511 91 162 
⑩追分 325,841 452,540 91 1 39 1,155 1,9弘 •95 167 

＠千歳 2511564 4,516臨 1 19 1 80 1,099 1,701 1 1 1 155 
⑲新冠 214,224 383,160 92 179 1;531 1,833 65 138 
⑮様似 418,924 798,750 145 1 91 1,305 2D80 127 1 59 
⑭登別 1,3dJ805 2,1152,190 147 180 1,330 1,835 114 138 

⑮大滝 44577 72,780 87 163 929 1,348 70 145 
⑩静内 1,170,910 3,4翌郎0 159 293 1,440 2,379 109 165 
徊三石 2心碑 517,890、 1 30 211 1,106 1608 96 145 
燭浦河 2,!149,831 3,950が0 91 161 2,612 2,966 75 114 
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市町村となり、昭和 37年に土↓いて最高の販売額をもつ苫小牧は他市町村との差をますます大きく

していることがわかる。静内も同じ日高地方の浦河に比してその販売額はやヽ少ないが伸びは浦河

をはるかに上廻つている。従業員一人当りの年間販売額でみてもそれが年間 2D D万円以上に達す

る市町村は苫小牧 (29 2万円）、浦河 C2 9 7万円）、茄内 (23 8万円）、日高 (23 1万円）

様似 (2D 8万円）となり、こゞでも苫小牧はきわめて高い地位にあることがわかる。さらに先に

みた事業所統計の昭和 38年度の卸小売業の一事業祈平均従業員数に苓いても苫小牧と静内はそれ

が5人となり、他市町村より規模は大きい。

従業員一人当りの商業年間販売金額ふヽよび一商業事業体あたりの従業員数規模がもし都市化の一

つの指標となるならば、このリージョンの中核点としての苫小牧は、まさにその中心都市としての

機能をますます充実してきているということがいえよう。言葉を替えるならば、苫小牧市の場合、

従来の工業生産都市としての機能の上に、さらにリージョンの中核点としての機能をあわせもつて

大きく成長してきているといえる。工業生産の伸びよりも商業販売金額の伸びの方が大きいという

事実にもこのことはしめされている。そうして、こゞでもうひとつ注意しなければならぬのは白老

がかヽる機能をもつ都市としては成長していないという事実であろう。

（イ）いま、従業員一人当りの 図3-5 苫小牧リージョン内市町村の工業生産性と

工業製品出荷額（昭和38 ・ 商業年間一人当販売金額の関係図

年）と従業員一人当りの年 。匹

gn 

““' 

100JPl 

0昂東

⑳樟は

° ⑭ 

" °" 
⑳＊遭

(J)干以

”°品⇔厨U

“ 
⑪ 

R9  

千才

R艮＂
°“lll 

OZ小U

”゚内

Ra“ 

.."阿

間商業販売額（昭和 37年）

の関係からこのリージョン

内の各市町村を位置ずける

と図 3-5が得られる。庁

核点としての苫小牧は、従

粟員一人当りの工業生産性、

商業販売金額とも高い都市

として、そして白老、早来

は工業生産性の高い町とし

て、また浦河は商業販売金

額の高い町として、そして

静内、様似、門別、登別、

日高、大滝などが工業生産

性、商業販売金額とも中位

の町村として位置ずけられ

る。こゞで注目されるのは

千歳市であり、千歳市は従

業員一人当りの工業生産曲

商業販売金額ともきわめて

低い地位図嘩探しで＾ない。

-- -,  
900万円 2m soo 、OO万円

ー93-



（ウ） さて以上みてきたところを概括すると、昭和31年段階から 38年段階にかけて、この苫小牧リ

ージョンの都市的楠造の変容は全体的に建設業の胎動がある中で、まず第一に中核点としての苫小

牧苓よび隣接する白老を加えた中心部分に装ける紙バ生産華地としての生産機能の飛躍的増大、さ

らに苫小牧市のリージョンの中核都市としての商業機能の充実の急速なる進行があげられる。第二

に、このリ＿ジョンの内円部を形成する Aゾーンでは早来は食料、厚其は木材、鵡川は木材と窯業

という形でのいわゞ地場に密着した形での在来産業が伸長しついあるということ。第三に、昭和35

年段階以前に澁いて第 2次産業の伸長がみられたBゾーンを楷成する町村てあるが、こゞにおける

製造業は木材製造業が王体となつていると 1^ うこと。そしてこのBゾーンを構成する町村の中では、

門別がその商業的機能に土、いてもつとも優れているが、日高町もこの商業的機能を急速に伸長しつ

、あるということ。第四に、 Cゾーンであるが、この地帯を構成する市町村の製造業は Bゾーンと

異なって登別は化学、窯業、様似は鉄鋼業の比重が高いという特徴がある。千歳も食料，木材製造

業の比重を低めつヽある。そして新冠のみが依然木材製造業の比重が高1^ という構成をもつている。

また千歳、登別とも総体としての商業的機能は大きいが、その伸び率および従業員一人あたりの販

売金額はけっして高くはない。とくに千歳の場合、この傾向が顕著であるということ。第五に、 D

ゾーンを楷成する町村であるが、この地帯に澁ける製造業は、浦河に粂料品製造業の比重が高い低

か、いずれの町村た油いても木材製造業がその王体をたしているということ。そしてこの木材製造

業を王軸として地元の製造業が伸長しているという特徴がある。また、こうした形でこの地帯の中‘

で二業生産力をもつとも伸ばし、きわめて増大させた静内が、同時紀その商業的機能を増大させ、

浦淀に匹敵する形で成長しつゞあるということが判明する。これはサプリージョンの中核点として

静内か成長しつヽあることをしめす。

W 苫小牧リージョンの農村地帯の変容構造

以上のような、この苫小牧リージョンの都市的構造の変容に対応して、それら地城の第 1次産業機関

も大きく変容している。次にからる側面に土寸わる変容の特徴点を農業生産機関のとり出して検討し・よう。

1． リージョンの農業生産地帯としての特徴

はじめに、この苫小牧リーツヨン内の農村地帯のイメージを得るために、昭和38年段階の土地利

用形態を作付作物比率からみてみよう。表3-18であきらかなように、全体としては、飼料用作物

のしめる比重がかなり高い。これに稲、雑穀、麦類といった作物がつづく。けれども、これを各ゾー

ンにわけて検討すると、 Aゾーンは中核点である苫小牧ー白老、それに早来を加えた 3市町村で、

飼料用作物の作付が第 1位、雑穀、麦類がこれにつづくという楷成をもつのに対して（早来では、第

2位に稲が入る。）同じAゾーンでも厚其と鵡川では、稲作の比重がぐんとあがり、とりわけ厚真は、

典型的な稲（乍農村として特徴ずけられる。

Bゾーンは、穂別、日高で稲が作付第一位、門別、追分では飼料用作物の作付が第一位、乎取で雑

殺第 1位となるが、門別、追分、平取とも（乍付面積第2位に稲が入っており、 Bゾーンは平均して稲

作の比重が高い。

ー94-



表3-1 8 （乍付作物比率からみた苫小牧リージョン農村地帯の特徴

I暉打 38年の割€

作付第 1位 第 2 位 第 3 位 • •こ--• ・ ~ • 」-旦•~ i信

苫小枚 飼料用作物 (66.1%) 雑穀 (1 4.1%）麦類 (9.9%) 1.o 知

A 早来 II (53.5) 稲 (2 0.6) 雑穀 (17.7) 麦類 (17.7) 20.6 79.4 
ゾ 厚其 稲 (64.0) 飼料用作物 (31.0) 麦類 (29.L!.) 雑穀 (22.0) 64.0 36.0 

ンl’ 鵡川 稲 (43.2)
” 

(4 1.6) 雑穀 (19.6) 麦類 (16.0) 432 56.8 

白老 飼料用作物 (64.0) 雑穀 (1 2.8) 麦類 (9.2) 3.8 962 

B 穂別 稲 (48.8) 雑穀 (~3.5) 麦類 (18.8) 48B 51.2 

ゾ門別 飼料用作物 (50.6) 稲 (25.5) 雑穀 (21.2) 25.5 745 

1 平取 雑穀 (42.2) 稲 (2 6.0) 飼料用作物 (25.4) 26.0 74.0 

ン 日高 稲 (3 8.2) 飼料用作物 (32.9) 雑穀 (28.6) 38.2 61.8 

追分 飼料用作物 (33.2) 稲 (2 3.9) 麦類 (22.6) 雑穀 (22.0) 23.9 76.1 

c千 歳 飼料用作物 (39.2) 麦類 (21.4) 雑穀 (20.6) 稲 (17.9) 17.9 82.1 
ゾ新 冠 飼料用（伺勿（ 52.0) 雑穀 (21.9) 麦類 (15.?J 1 1.1 お．9
ンI様似 飼料用作物 (45.2) 稲 (2 4.8) 雑穀 (17.o) 24B 75.2 

登別 飼料用作物 (65.0) 雑穀 (1 5.2) そさい (6.5) 5.3 947 

D 大滝 飼料用作物 (33.3) 雑穀 (2 0.5) 特用作物 (14.1) 0.8 99.2 

ゾ 静内 飼料用作物 (70.1) 稲 (2 7.3) 麦類 (10.4) 27.3 727 
I 三石 稲 (LI5.7) 雑穀 (3 9.2) 飼料用作物 (24.4) 457 543 
ン／ 浦河 飼料用（乍物(60.0) 稲 (21.8) 雑穀 (13.5) 21.8 78.2 

これに対して 0ゾーンは、 4市町村とも、飼料用作物の作付が第 1位で様似を除いては稲作の比重

は低いという特徴がみられる。

Dゾーンでは、三石（稲作第 1位）を除いて、いずれも飼料用作物の作付が第 1位で、大滝を除く

静内、浦河では稲作が第 2位となつている。かように、この苫小牧リージョンは、その中核点である

苫小牧ー白老が、飼料用作物低か雑殺、麦類という作付構成をもち、その内円部農村と、 Bゾーンに

かけては、稲作を含む農村地帯が展開、 Cゾ＿ンが飼料用作物を含む畑作促村として特徴ずけられ、

Dゾーンで、ふたたび稲作比率も、やヽあがるというような・地帯楷成を有している。ところで溜作と

比較して畑作の収益が低いことはいうまでもないことだが、すでにみたように、ここでは畑乍でも特

用作物の作付比率は低く、飼料用作物の作付比率が高い。しかしながら、ここでもうひこつ、指摘し

なければならぬのは、乳用牛の導入状況をみても、がいしてそれは高いといえたいとい 9事実である。

昭和 38年段階で、地城農家一戸当り、 2頭以J::の乳耳牛が導入されているところは、中核点である

苫小牧（ 2.5頭）、 Aゾーンの早来 (3.3頭）、 Bゾーンの門別 (2.D頭）、 Cゾーンの千歳 (2.2 

頭）、新冠 (3.2頭）を数えるにすぎなへらつまり、飼料用（乍物の作付比率(1~高ぃ町村がかならずし

も現在、酪農地帯を構成しているわけではない。これら苫小牧リージョン内農村地帯における土地生

産性、労働生産性をみたのが表3-1 9である。
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表 3-1 9 地帯農村の提業生程カ

批業粗収益
I 

土地生産性 I -労働生奎性 ・' 商品生産比率
．．． 

昭和36年 ． 37年 36年
I 

37年 36年 3 7年 36年 37年

苫4牧 2顎-2罰可 12,4 0『 12,00円0 2 34, 93臣 2 72,0 0『 8 9.2 ％ 7 1.9 ％ 

早来 4 09 410 1 4,696 1 4,0 0 0 360,035 348,000 92.4 81.8 

厚鵡其川
822 769 18,866 19,000 274,916 279,000 91.5 8 1.2 
735 714 22,784 22,0 DD 319,913 339,000 84.0 8 0.7 

・ 白老 108 123 9,591 1 1,000 120,805 139,000 9 0.7 5 6.1 

穂門 別 388 358 17,823 1 6,0 DD 231,498 231,000 7 9.4 70.9 
別 852 920 19,925 22,0 DD 291,083 316,000 82.4 6 5.5 

平~取 558 627 17,075 19,000 2 21, D 87 239,000 7 5.6 56.5 
日 高 128 1 7 D 1 0, D 1 6 1 3,0 DD 1 62,643 222,000 6 8.0 4 0.4 
追分 134 148 9,941 11,0 DD 211, D 24 24 2,0 DD 85.1 8 1.4 

千歳 924 97 8 2 1,0 1 0 22,000 416,216 443,000 89.5 9 0.7 
新冠 67 7 685 11,961 12,000 338,669 355,000 85.8 7 8.6 
様 似 129 14 9 15,965 1 8,0 DD 1 91, 1 11 198,000 69. 8 6 9. 3 
登別 123 1 1 1 11,965 11,000 208,829 197,000 9 2.7 5 5.7 

・~一 --. 
大滝 97 11 4 8,554 1 0,0 0 0 181,648 259,000 91.8 7 6.9 
静内 699 774 16,466 1 8.0 0 0I  5 8 2,80 4 4 4 5,0 D D 8 5.6 1 I 8 2.5 
三百 632 672 26,235 28,000 !58,683 404,0 DD I ！ 82.2 79.2 
浦河 I910 1 0 5 7 26,0 3 D 28,000 [43,785 346,DOC 80.3 79.0 

I 

2. 地帯桧業分解パクーンの諸相

(1) さて、この苫小牧リージョン農村地帯の変容をみみに際して、まず第一に指摘しなければならぬ

ことは、昭和25年以降40年にかけて、中核点の苫小牧ー白老、それに Aゾーンの早来（ここは

飼料用作物の作付面積第 1位）それと Cゾーンの登別と Dゾーンの大滝の、 5市町村を除いて、他

のいずれの市町村とも農家戸数の減少率がそれほど大きくはないという事実である。つまり低とん

どの市町村は、昭和2‘5年段階と比して、昭和40年段階においても 7割以上の農家数を保つてぃ

る（表3-22参照）。とくに日高、新冠、三石、浦河ではそれは 9割以上を数える。けれども｀

このリージョンの中核点の苫小牧ー白老、また、サプリージョンの中心点としての地位を獲得しつ

つある登別、また苫小牧に近接する早来、登別に近接する大滝に土、いて、農家戸数はあきらかに減

少をしめし、昭和40年段階では、 25年段階の約半数を数えるにすぎなくなつている。つま h、野

l)ージョン、油よびサプリージョンの中核点と、これに近接する、飼料用作物の作付を第 1位とす

る2町村によいて、農家戸数の減少率が著しいほかは、このリージョン一帯は、それほど農家戸数

の減少は激しくないという特徴が第一に指摘できるのである。

こうした中心核とその周辺の一部町村を除いて、農家戸数の減少のテンポがゆるいという特徴と

共に、第二に指摘しなければならぬ点は、こうした過程が、本州都府県にみられるように、農家の

兼業化、とりわけ急激な第二種兼業化過程をともなつて進行しているのではなく、むしる、逆に、

昭和35年から 38年にかけてそれら地帯の中で落実に専業農家群を形成する過程として、現われ

ていたという事実である。つまり、農民層が兼業化という形ではなしに、脱枇化という形で減少、

一方の極に専業農家階が形成されている。もちろん個々の町村によつて専業農家率に高低はあると

はいえ、こうした傾向は、日高、三石、浦河、静内の 4町村を除き、中核点、苫小牧を含め、他の
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すぺての市町村に姦いて看取されるのである
o 表3-20 地帯擬村の専業農家率の年次変化

かくて、昭和38年段階で、早来、厚真、鵡

川、追分、千歳の 5市町村ではその 7割以上

が専業農家層、穂別、門別、新冠、大滝、静

内の 5市町村では、ほぼ半数ないし、半数以

上が専業農家層であるという特質を形成する

に至った。けれども、昭和 38年→40年に

かけては、ほんの一，二の町村を除き、それ

以前にみられた専業農家群の形成と l^ う動き

は、その運動を止め、かえつて、専業農家層

は減少をはじめる。かくて、昭和40年段階

に土、いて、専業農家率 7割以上の市町村は皆

無となり、専業農家率 6~7割の町村として、

早来、厚真、千歳の 3市町を数えるのみとな

る。かよう紀、昭和35年→38年までの農

早苫小来牧

厚 真
鵡川
白老

穂別
門別
平取
日 画

追分

千歳

新様 冠似

登別

大滝

三静 内百

浦 河

25年

1. D 
48.3 
52.5 
5 9.8 
2.6 

7. 6 
5.3 

25.6 
4 0.9 

63.2 
48.4 
4.7 
3.3 

16.7 
4&3 
7 0.4 
45.8 ・ 

35年 3 & 40年

23.5 36.4 28.2 
52.6 7 2.4 63.5 
65.6 71.3 63.3 
7 4.7 7 4.5 52.7 
7.8 7. 8 6.4 

'36.4 4 9.6 35.6 
4 4.2 52.4 4 7.7 
38.6 40.0 30.4 
7.4 9.3 1 1.0 

61.4 83.3 56.7 

6 6.3 7 3.0 ・ 6 7.2 
46.8 5 6.5 52.1 
12.0 15.5 9.0 
1 7. 8 33.3 26.0 

29.9 5 0.2 4 6.5 
36.7 45.3 4 3.4 
38.1 37.4 36.2 
3 2.7 3.4.8・ 34.7 

村変動楷造と、昭和38年→40年に至るそれとは、その変動パクーンそのものが異なる。 38年

以降農家戸数の減少をともなつての兼業化過程がみられはじめた。この兼業化は平取、新冠、登別

を除いては、第二種兼業化よりもむしろ第一種兼業化へのウエイトをもつて行なわれている。こう

した昭和 38年以降の農村変動

パターンの転換は、冷害の影響

による一時的なものなのか、あ

るいは、より構造的なものなの

か、リージョン全体の都市的諸

機関の変動とも関連させて、捉

えなければならぬが、資料の制

約からここでは農村のみの変動

について、昭和 38年以降につ

いても、ふれることにする。

(2) かような、苫小牧リージョン

農村地帯の変動を、経営耕地面

栢広狭別農家戸数の変動からみ

ると、一般的に、ほとんどの市

町村において昭和 25年→ 35

年、 35年→38年、 38年→

4 0年と、その分解基点が上昇

表3-21 地帯農村の第 1兼，第2兼晨家率の年次変化

第 1兼 第 2兼

2幸 3碑 3眸 40年 25年 35年 3紳三 40年

早苫小来牧 2 7. 6 2 0.4 1 7. 5 2 2.8 71.5 5 6.0 4 6.1 4 9.0 
1Z6 28.0 15.1 21.3 3 4. 1 1 9. 4 1 2.5 1 5.2 

・厚其 29.8 21.6 19.9 24.4 1 7. 8 1 2.8 8.8 1 2.3 
鵡川 12.6 13.2 15.8 33.6 2 7.5 1 2.1 9.7 1 3.7 
白老 1 9.0 1 5.2 17.8 1 9.4 7 M 7 7. 0 7 4.4 7 4.1 

穂門 別 36.6 26.3 21.1 33.1 55.8 37.3 29.3 31.3 
別 5 4.4 2 6.4 1 9. 9 26.1 4 0.3 2 9.4 2 Z7 26.2 

平取 23.0 31.1 32.8 35.0 51.4 3 0.3 27.2 34.6 
日高 3 9. 6 7 1.4 6 4. 9 5 4.3 19.5 21.1 25.9 34.7 
遥i分 - 17.7 5.7 24.6 ・ - 2 0.9 1 1.0 1 8.7 

千歳 1 0.0 1 7. 9 1'5.8 2 0.0 26.8 1 5.8 11.3 12.7 
新冠 2 9.4 2 9.3 2 5.2 25.4 22.2 23.9 18.3 22.5 
様似 1 9. 9 1 5.5 1 3.5 1 6.7 7 5.3 7 2.5 7 □. 9 7 4.3 
登別 1 8. 9 2 2.2 1 5.7 1 5.1 7 7. 8 6 0.0 5 □. 9 5 8. 9 

大滝 28.5 48.Q 2 7.2 3 3.3 5 4.8 2 2.2 2 2.5 2 0.2 
静内 1 2.5 2 9. 9 2 3. 6 2 2.4 39.2 3 3.4 31.2 34.2 
三石 も[4 2 0.7 21.6 28.6 26.2 41.2 41.0 35.2 
浦河 1 3. 9 2 2.5 21.6 2 4.7 4 □. 3 4 4.9 4 3.6 4 0.7 

していることが、第一に指摘できる。もちるん、その分解形態は表3-22にみるように、かなら

ずしも一様ではない。しかし、大きくわけて、それは二つのパクーンに分類できる。ひとつは、分
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表 3-22 地帯農村の経営耕、地広狭別，年次変化

2町以下 2~3 3~5 5---1 D 10~20 20~ （1例外規定）i , 計 ％ 
．．． 

苫
2碑 837 92 66 49 1,044 100 

小
3碑 458 64 •7 2 1 60 73 1 ， 837 . 80 

3眸 263 29 50 1 51 g。 6 33 612 59 

牧 I 40年 233 23 48 114 106 3 22 549 53 ． 
A 早 2碑 407 142 267 115 13 5 949 100 

35年 125 71 168 175 29 8 576 61 

来 3眸 83 52 151 168 38 1 2 504 53 

ゾ 40年 61 50 1 39 168 45 1 1 474 50 

厚 25年 420 303 390 86 2 2 1,203 100 

I 
3碑 293 339 417 80 4 1,133 94 

其 38年 212 235 480 124 8 1,059 88 

40年 1 9 9 205 483 143 1 1 1,041 87 

ン’

鵡 2碑 482 215 274 57 2 1,0 3 D 100 

3碑 230 252 322 75 5 884 86 

)II 3&年 1 54 155 388 109 18 824 80 

40年 1 5 1 135 399 1 25 15 825 80 

白 2碑 1,027 69 36 1 3 3 1 1,149 100 

35年 675 55 63 45 3 1 842 73 

老 3眸 462 43 55 45 6 1 2 614 53 

40年 34 8 30 37 4.8 5 468 41 

千 25年 4a6 1 1 8 201 236 24 1,065 100 

3眸 1 66 94 229 421 1 5 1 D 933 88 

歳 3眸 1 1 6 83 223 393 27 1 4 847 80 

40年、 100 66 226 369 44 1 2 808 76 
C 

新 2眸 480 1 39 107 116 39 1 882 100 

5眸 271 32 209 519 28 1,059 120 
ゾ

3眸 167 56 180 422 39 864 98 冠
4 0 154 47 1 31 394 88 2 816 93 

I 
様 25年 665 50 48 20 7 83 1 DD 

3碑 555 42 79 1 3 1 690 88 

似 38年 428 42 60 14 3 547 70 
ン 40年 400 31 -6 9 17 5 522 67 

巫.E.. 25年 582 66 37 1 2 697 100 

35年 253 54 59 65 2 433 62 

別 38年 1 98 37 32 31 18 2 6 324 46 

40年 180 29 26. 26 24 2 5 292 42 
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， 
2町以下 2~3 ! I 3~5 5~10 10~20 j 20~ 唱叶 計 ％ I 

I 

穂
25年 578 109 150 99 1 ~1 937 1 DD 
5眸 417 1 45 200 75 1 837 89 

別
3~ 3 17 1 0 3• 211 74 1 706 75 
40年 2 81 94 189 89 2 655 70 

B 門 2碑 904 218 279 1 21・ 6 7 1,535 1 DD 
5碑 632 229 316 225 30 1 1,433 93 

別 3眸 580 245 294 1 77 46 1,342 87 

ゾ 4晦 471 210 304 193 66 2 1 1,247 81 

乎 2碑 950 1 98 233 1 30 2 3 1,516 1 0 0 

I 3碑 581 211 329 179 2 1,302 86 

取 3眸 5 D 1 200 293 172、 ， 1, 1 7 5 77 
4位 436 169 282 168 19 1,074 71 

ン`

日 25年 119 64 ・ 93 41 1 318 1 0 0 
5碑 1 30 77 105 36 2 350 11 0 

高 38年 108 79 100 21 5 313 98 
4碑 109 60 1 D 1 25 5 300 94 

追 25年

3~ 67 21 70 11 5 4 277 1 D D 

分
5 &  50 32 82 93 4 2 6 1‘ 94 
4眸 58 29 75 96 5 263 95 

i 

犬 2臨 222 53 58 19 2 354 1 DD 
35年 71 53 61 35 1 221 62' 

滝 3眸 52 39 74 4.2 6 213 60 
4眸 49 41 79 25 4 1 98 56 

D 

清争
25年 744 174 217 93 3 1,231 100 
3碑 554 189 232 173 1 1,149 93 

ゾ 3眸 428 169 220 140 1 5 972 79 
内

40年 403 167 211 140 1 2 2 3 938 76 

I 25年 589 175 200 87 2 1 1,054 1 0 0 
72 I 1,178 3 &  662 198 242 1 3 11 2 

石 3眸 647 197 243 72 1 2 1,162 11 D 
ン 40年 515 202 224 65 1, o_o 6 95 

浦 25年 701 179 ・ 230 150 1 0 1 1 1,281 1 DD 
. 35年 899 257 321 88 1 1 1,567 122 

河
38年 831 192 268 97 5 2 1 1,396 109 
40年 684 ・ •1•6 4 275 115 1 1,239 97、
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解基点の上昇化とともに下層が脱提して、その対極に上層農家が形成されていくというバクーンを

とるもの (=A)、他のひとつは、とりわけ、 38年以降、下層が脱農するとともに上昇化も頭打

ちとなるという形態をとるもの (=B)である。

そうして前者の形態をとるもの (A)が圧倒的に多いが、これはさらに、三つのパターンにわか

れる。第ーは昭和35年から 4D年かけて、分解基点が同一のもの(=I)、第二は昭和35年→

3 8年、 38年→4D年とその分解甚点が上昇しているもの (=II)、 第三は、昭和 35年→38

年にかけては 2~3町層の増加、 3~1D町層の減、 1D町以上層の増加というパタ＿ンをとり、

3 8年→4D年にかけて、両極分解の傾向をはつきりとしめし、中下層農家の増大というパクーン

をしめさなくなつたもの (=ill)である。地帯別にみると、リージョンの中核点苫小牧を含めて、

Aゾーンでは、いずれの市町村とも A ([)のパクーンをとつて農民層が分解を行なつているとい

う特徴がみられる。もちろん町村によつて、分解基点は異なる。水稲の作付比率が高い厚真、鵡川

では、昭和35年以降 4D年にかけて 3町層が分解基点で、それ以下層の減少と、以上層の増加と

いうパクーンをとり、飼料用作物の作付比率の高い白老は 5町層が分解甚点、苫小牧、早来では

13町層がその基点となつている。つまり、それ以下層は、（とりわけ 2町以下といった下層農にそ

れが顕著にみられるわけだが）ぶしなぺて減少していくパターンをとつている。ところでBゾーン

では、乎取、日高がA (I)型、分解基点は 1D町層、穂別はA (II)型、昭和35年→38年に

かけては 3町層がその分解基点であったが、 38年→4D年にかけて、それは 5町層へと上昇した

また門別はA (II)型をしめし、 35年→38年にかけて 2町以下層と 3~1 D町が減少、 2~3

町層、 1D町以上層が増加というバターンをとり、一方での上昇化と同時に中小層農への集中化と

いう現象がみられたが、 38年→4D年にかけては 3町以上層が増加、それ以下層が減少するとい

うパクーンをみせている。 35年 →4D年をとおしてみると、 1D町以上層が増加、以下層が減少

している。これに対して追分は B型をしめし、 35年→ 38年にかけて、 2町以下層と 5~1D 

町層が減少、いわば上昇化が頭打ちの形態をとり、 2~5町層への集中化がみられたが、 38年→

4 D年にかけては、 2町以下層の増加と>一方、 5町以上層の増加というバターンをとつている。

けれども、この追分の場合、 35年→4D年にかけての変容をみると、 2~5町層が増加するとい

うパクーンをとり、上昇化はいわば頭打ちとなつている。かように Bゾーンでは追分のみ、 35年

→ 4 D年にかけての分解パターンが異なるが、他の町村では、両極分解の傾向が看取できる。

これに対して、 Cゾーンでは、千歳、登別がA (［)型で 35年以降、 10町以上層の増加、1D 

町以下層の減少が一貫してみられる。新冠、様似は A (m)型をしめしている。新冠、様似とも、

昭和35年→38年にかけて、 1D町以上層とともに、 2~3町層の肥大化がみられ、 38年以降

は新冠が 1D町を基点として様似が3町層を基点として両極分解を行なつている。けれども、昭和

3 5年→4D年をとぶしてみると、新冠では 1D町以上層、様似では 5町以上層が増加、以下層が

減少している。つまりこの Cゾーンでは、水稲作付比率がやや高い様似を除いては、いずれも分解

基点は 1D町層となつている。 ． 

ところでDゾーンでは、以上みてきたA-Cゾーンとその分解パターンはやや異なり、静内を除

いては、いずれも、昭和38年→4D年にかけて上昇化が頭打乾というパクーンをとつている。っ

まり B型をしめす。大滝では 2~5町層の、三石では2~3町層の、浦河では 5~10町層の肥大
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化がみられる。浦河の場合 5~10町隊が増加しているので、全体としての上昇化は指摘できるわ

けだが、昭和 38年→4D年にかけて 1D町以上暦はあきらかに減少をしめしている。また静内の

場合5町層を基点としての分解がほゞ看取できるが、全体的に停滞しているという特徴がみられる。

つまり Dゾーンにおいては、昭和 35年→38年まではともかく、 38年→4D年にかけては、上

昇化が頭打ちという傾向が看取できるのである。かようにみてくると、このリージョンの中核点、

苫小牧を中心としてAゾーン、 Bゾーン、 0ゾーンと、飼料用作物作付面積比率の高い市町村では、

ほぼ 1D町層を分解基点として、それ以下層の減少と以上層の形成という傾向が看取でき、水田地

帯では 3町、あるいは 5町をその分解基点として、農民層の分解が行なわれていることが指摘でき

る。しかしながら、畑作地帯の場合形成されつつある 1D町以上層は、表3-22であきらかたよ

うにきわめて限られてお咽、言葉を替えるならば、 1D•町という経営耕地面積をもつ層を含めて、

とりわけ下層農を王体として、全面的に賃労働者化あるいは零落化がすすんでいるということがで

きる。昭和4D年の日高、胆振の全町村（苫小牧リージョソ外 6町村を含む）の 24ヶ月以上の乳

用牛 15頭以上飼育農家数をみても、それは 21戸を数えるにすぎない。（苫小牧市、千歳市には

かかる農家層はいない。）この事実をみても、この地帯I[C形成されつつある畑作上層農家陪はきわ

めて限られていることがわかる。こうした畑作地帯の動向た対して稲（乍地帯では分解基点以上の農

家層の割合も高く（例、厚其）畑（乍地帯に比して、比較的安定層があっいということがいえよう。

とこるで、 1)ゾーンでは、いわば上層化そのものが頭打ちとなり、上陪股家そのものが絶対的に

も減少、中農層の肥大化現象すら、昭和 38年→ 40年にかけて看取できたのである。

3. 兼業農家恩 の 非 農 的 就 業 形 態 の 変 容

(1) さて、このような形で変容するこの苫小牧リージョン内提村における農家就業者数をみると、昭

和 37年から 4D年にかけて、全体として（つまり、 A~Dゾーソを含めて） 36,000名から35,681名

とわずかに減少していることがわかるが、これを地帯月Ilにみると、 Aゾーンでは9,507名→10,328名

とかえつて増加、 Bゾ＿ンはほとんど変動なし、 Cゾーン、 Dゾーンでは減少という相互に異なつ

た傾向が看取できる。 Aゾ＿ンでは中核点の苫小牧のみ、農業従事者は 37年→ 38年→4D年と

ひきつづき減少していつているが、他町村では 37年→4D年にかけて増加、とりわけ、 38年→

4 D年にかけての増加が大きい。

Bゾーンでは門別、乎取で減少をしめしているが、他町村では増加、とくに穂別での増加が大き

い。これに対して Cゾーンでは、千歳のみ増加、 Dゾーンでは大滝のみわずかに増加をしめしてい

る。このように同じゾーン内でもそれぞれの市町村によつて、その動きは異なるわけだが、ゾーン

全体としてみた場合Aゾーンは 37年→38年→ 39年と引きつづき農業従事者を増加させ、 Bゾ

ーンは 37年→38年にかけては減少、 38年→4D年にかけて増加、 Cゾーン、 Dゾーンでは、

3 7年→38年→4D年とひきつづき提業従事者を減少させているが、 38年→4D年にかけての

減少率は 37年→38年に比してあきらかにひくくなつている。

即断はできないとしても、かような事実は、農村地帯からの王として下陪提の脱農化による農家

戸数の減少という現象とともに、とりわけ昭和38年以降、農村への停留人口が増大しているとい
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うこと。そうして、そうした家族成員が賃労働者化して

兼業化形態をとるという形での変動形態をみせていると

受けとることができ｀るもののように思われる。こうした

いわば停留現象は、このリージョンに姦l^ ては一般的に

いつて、中核都市．苫小牧の周辺・(A.Bゾーン）で高

く、もつとも外側の Dゾーンに低くあらわれ、かかる地

帯では上昇化そのものが頭打ちになる傾向とともに、家

族成員の流出という形での変動がより強く行・なわれてい

るものとみなければならない。けれども、かかる Dゾー

ンにおいても、農業就業者、そのものの減少率が以前よ

り激しくないという事実に示される変化が近年惹起し

ていることが認められるのである。

:2) 昭和35年から 38年にかけての、第一種兼業、第二

種兼業別の兼業農家の就業形態の変化をみると、この地

帯では一般的にいつて「自営兼業」「賃労働、事務労働」

「季節労務、人夫、日雇」とこれを三分類した場合、第

一種兼業では「季節労務、人夫、日雇」の、また第二種

兼業では「自営業」の比重が高いという特徴がみられる

表3-23

地帯農村の農業従事者数の変容

37年 38年 40年

苫小枚 1,432 1,469 1,344 
早来 1,452 1,446 1,6 4 8 

鵡厚真JI I 
3,031 3,4 D 1 3,565 
2,310 2,23 D 2,416 

旦小孝計
1,282 1.075 135 5 
9,507 9,621 10 3 2 8 

穂別 1,689 1,88 D 1,948 
門別 3,575 3, 11 7 3,369 
乎取 3,248 3,123 3,044 
日高 798 8 06 802 
追分 635 761 795 
小計 9,945 9,687 9,958 

千新蔵冠
2,355 2,365 2,32 D 
2,444 2,235 2, 13 1 

様似 1,337 1,282 1,253 
登別 709 766 805 
Aヽ旨t 6,845 6,6 L18 6 5 09 

大静滝内
507 516 529 

2,522 2,375 2,.17 3 
三百 3, 1 D 9 3,062 2,750 
浦河 3,565 3,260 3 1 3 4 
／」ヽ計 9.70 3 9,213 8,_886 

合計 3 6, DD D 3 5, 1 6 9 35,681 

が｀この間一般的にいつて「賃労働、事務労働」の比重はけつして増大していない。

.~ 

まず第一に、昭和35年段階における第一種兼業農家就業形態の地帯別特徴をみると、中核点苫

小牧とその周辺部である Aゾーン、森よび B. C. Dゾーン丁も千歳、登別などサプリージョンの

中核点をなしていると思われる市町村を山にして、それから周辺に向うにつれて、人夫、日雇、出

稼といった不安定な就業形態がより支配的であることがわかる。そうして、こうした地帯別就業構

造は、昭和38年段階た入ると、各地帯ごとの相違がますます明確化されるという形での変容をみ

せる。すなわち、 Aゾーンでは苫小牧と早来で事務、賃労働の比重が上るのに、厚真、鵡川、白老

では人夫、日雇、出稼の比重が増加、 B‘ノーンは追分と穂別で事務、賃労働の比重が高まつている

が、他では人夫、日雇、出稼が増加傾向をしめし、 Cゾーン、 Dゾーンでは千歳、登別を除いては、

いずれも人夫、日雇、出稼が増加傾向をしめしているのである。かくて、昭和38年段階に油いて、

このリージョンの大部分の町村では、第一種兼業農家の 6~8割が人夫、日雇、出稼といういわば

不安定な就業形態をもつているということが特徴的となる。（人夫、日雇、出稼が5割を割るのは

千歳、登別、早来の3市町村だけである。）

一方、第二種兼業農家層に澁いては、やとわれ兼業の場合、一般的にいつて．、人夫、日、｀雇、出稼

よりも事務、賃労働への傾斜が高いという特徴がみられるが、地帯別にこの事情は同ーではない。

また同一地帯であっても町村紀よつてこの事情は異なる。昭和35年段階に姦いて、 Aゾーンでは

鵡）i!、白老は除いて、他市町村では事務、賃労働の比重が高く、とりわけ苫小牧、早来でこの傾向

が顕著にみられるのに対して、 Bゾーンでは、日高、追分を除いては、人夫、日雇、出稼の比重が

高く、 Cゾーンでは千歳、登別がとくに顕著に事務、賃労働にかたむき、 Dゾーンでは、大滝｀三

-1 0 2-



表3-24 地帯農村の第 1兼，第2兼別兼業形態の変化 (3 5年→38年）

昭和35年 昭和38年

第 1甜祠I業 第 2種兼業 第 1稲； 芦幸 第 2稲弓与華

やとわれ兼業 やとわれ兼菜 ．やとわれ兼業 やとわれ兼業 ‘ 
自 営 麟・賃薙助人夫・団匿出稼

自営
事務・賃労働人夫団爾出家

自営
誨•賃労働底暉暉

自営
事務賃労働パた旧雇出稼

苫早小来牧
-•— 1 5.8 --・-29.3 ― -- 55.D 2 9.2 52.2 18.6 15.2 3 4.2 50.7 3 9.4 A 5.7 1 4.9 

3 9.1 43.5 1 7.4 3 2.2 5 8.1 9.8 3 2.7 4 5.7 21.8 25.5, 57.6 1 6.9 

厚真 1 9.6 29.8 50.6 42.9 3 5.2 22.1 3 1. 1 2 1. 1 4 7. 8 5 1.0 3 3.3 1 5.5 

鵡 J11 3 6.7 3 0.0 3 3.3 2 6.1 3 0.9 4 3.0 13.0 ・ 15.6 7 1.4 28.6 23.4 .18.1 

白老 2 1.8 28:1 5 0.0 6 0.9 16.9 22.3 2 0.6 8.2 71. 1 6 6.1 5.4 28.5 

穂門 別
6.4 1 5.4 78.2 2 1.5 3 4.3 44,2 6.5 22.6 71. D 1 9.7 24.3 56.0 

別 1 6.2 21.9 6 1. 9 45.9 25.4 28.7 8.9 2 5.1 66.0 3 2.6 51. 1 1 6.3 

乎 取 1 3.3 1 5.1 7 1.6 22.8 3 3.5 43,6 a6 1 5.7 75.7 2 7.9 28.6 43.4 

日高 1 0.8 1 9.6 6 9.5 56.0 2 2.0 21. 9 1 0.8 1 6.7 72.5 5 8.1 23.7 1 8.2 

追，分 2 0.4 28.5 5 1. 1 1 3.7 77.6 8.6 3 7. 5 62.5 15.8 7 8.9. 5.3 

千新冠歳
23.4 4 7. 9 28.7 1 3.6 65.3 21.1 1 6.1 5 8.8 25.0 1 0.8 64.5 24.8 

1 2.3 1 5.4 72.3 41. 1 2 6.9 3 2.0 1 2.2 1 2.7 75.2 3 7. 5 23.0 3 9.6 

様似 1 2.0 1 3.0 7 4.8 60.0 1 8.2 21.8 9.9 9.8 80,4 6 6.5 1 7. 1 1 6.3 

登 別 2 7. 1 27.1 45.8 3 2.Ll 5 6.2 1 1.6 1 5.2 6 0.6 24.2 28.1 59.Q 1 2.9 

大 滝 1 4.2 2 4.5 61..1 3 6.7 20.4 4 2.9 4.4 1 7.4 7 8.3 41.0 1 1.4 4 7.8 

静 内 1 1.3 1 9.8 6 8.9 3 9.-7 3 0.5 3 0.0 1 5.1 1 7.3 6 7. 6 6 3.0 1 6.8 20.2 

三石 1 5.9 1 9. 7 6 4.4 61.2 1 8.8 20.0 9.5 2 0.6 69. 7 63.3 2 1. 7 1 4.9 

浦 河 21.3 23.0 55.7 48.7 3 2.1 1 9. 1 1 2.6 1 8.6 68.9 54.1 3 2.6 1 3.2 
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表 3-25 地帯農村の第 1兼，第2兼別兼業形態の変化

第 1種寺＇業 華 2稲含業

総 数 自 営 賃労働 事 務 人夫・日雇．団象 総 数 自 営 賃労働 事 務 辰・日雇・出稼

35年 2323(100) 341 （ (147) 234 (10.1) 204 (88) 1,5d4 (665) 42.27 (100) 2371 (56.1) 528 (125) .103 (9.5) ） 925 (21.9) 
日高吏〒 37年 1,960(100) 306 156) 200 (102) 195 (9.9) 12.59 (642) 3,931 (100) 2234 (568) 481 (122) 351 (8.9 865 (220) 

34幸0年 1,998(11lllll) 202 (10:1） 158(7.9) 297 (148) 1.341 (67.1) 3,288 (11!!1!!) 1,711D (521D) 2-24 (68) 33'1 (t02) 1,01'';/ (30.9) 
1,68・ダ(100 ) 3'32 C (2219!16 ) 348(20る） 25? (152) 752 (.145) 宏580(100) 頌53(40B) 5?0. (22.1) 315? (138) 6c[i)[i) （23.3） 

胆振支〒 37年 1,176(100) 266)  183 (156) 175(149) 552 (46.9) 2/J66 (100) 939 (A55) 382 (185) 301 (146) 444 (215) 
40年 1663 (100) 311 (18'1) 231ll (138) 匁6(17.8) 826 (.19.7) 1,877 (100) 63? (33.9) 328 (W:.5) 368 (19..6）. 54874 @国9.0) 
35年 1751「((11!ll!l) '2!27 2 ((2115.81D) ) 316 3 ((2121.,11) ) 14 ((78.6 2) 94 (5119) 4も9(1'(!)(!)） 137 ((4291,26 ) 168 ((3255B.1 ) 77 （ (1もA)

苫小牧市 37年 10 100) 8)  62 (59.0) 370 (100) 154 )  93)  59 15.9) “.（17.3） 
40年 125(100) 20 (16D) 27 (211,) 18 (1411) 60 (48.0） 269 (100) 105 (39.0) 66 (245) 43 (16D) 55 (20.4) 

(3 5年 →37年-40年）



百が人夫、日雇、出稼に傾！＾ている。そうして、四tらの地帯の 38年へかけての変化をみると、全

体こして、事務、賃労働の比重か高まるというよりも、むしる人夫、日雇、出稼また自営業種層の

比重が高まるといった変化、変容が看取できるのである。これはこのリージョンの中核点苫小牧を

含めて看取できる傾向で、とりわけ、 Aゾーンではこれに属する全市町に姦いて、事務、賃労働の

比重は姦ちている。この間事務、賃労働のウエイトの上ったところは門別ほか登別、三百、目高、

遥分の 4町村を数えるのみである。かくて、昭和38年段階に澁いて、事務、賃労働の割合が5割

を越えたのは、早来、門別、追分、千歳、登別の 5市町村となる。かよう紀、昭和35年→38年

にかけて、第 1兼と第 2兼とではその動きは異なるが、一般的にこのリージョン全体としてみると

き、かかる兼業農家層の就業形態は、けつして安定化の方向へ向つているとはいえないことがあき

らかとなる。それでは、 38年以降、 4D年にむけてはどう動いているのか。資料の制約上、ここ

では、日高、胆振の支庁単位で（苫小牧リージョン以外の町村も若〒入るが）この間の動きをみる

と、そこでは次のような事実があきらかとなる・。（な芸前記分析では、昭和38年段階の資料が事

務、賃労働と一括してくくつてあったので、事務と賃労働をわけることができなかったが、昭和40

年度資料ではふたたびこの間の区分があるので、以下中間に 37年を入れ 35年→37年→4D年

の時系列でこの間の変化をみることにする。） 日高、胆振をとおして、いえることは昭和 37年以

降→昭和4D年にかけて、第1兼、第 2兼とも自営業種層とやとわれ兼業のうちの賃労働(・恒常的

賃労働）が減少して、事務が増加、また同時に人夫、日雇、出稼層が増加しつつあるという事実で

ある。つま h自営業層の分解とさらにやとわれ兼業のうち、比較的安定性のある「事務、賃労働」

の内部で事務層が増加、賃労働が減少、一方非安定的な人夫、日雇、出稼層が増加するといった形

でのやとわれ兼業内部での両極への分解過程が看取で送るのである。ところで、このリ＿ジョンの

中核点、苫小牧市の場合をみると、第 2兼の場合、傘下町村とほ院同じパターンで変容しているが、

第 1兼では、自営業種層の減少、事務層の増加、と同時に、賃労働（恒常的）層の増加、人夫、日

雇、出稼の比璽の減少というパ9ターンをとつていることが判明する。つま h、中核点苫小牧の場合、

傘下町村とは異なつて、兼業農家の就業形態としての人夫、日雇、出稼の比重は低下しつつあると

いえる。

さて、かょうに、昭和 35年以降4D年に至る動きをみてくると、表3-25であきらかなよう

に、第 1兼、第 2兼とも、兼業農家層そのものが減少する中で、つまり農民層そのものが脱農化し

て賃労働者化する中で、昭和35年→37年にかけて相対的に自営業種層の比重が高まる傾向もみ

えたが、 3'8年段階をとおり、 4D年段階妬達すると、兼業農家層、とりわけ第 1種兼業農家層が

絶対的に増大する中で、それら農家の就業形態が事務と人夫．日雇に分化する形で増大しつつある

ことがあきらかとなる。苫小牧の工業化の影響を、もl,..不安定な兼業形態から安定的な兼業形態へ、

つまり（恒常的）賃労働および事務労働の増加という形で図式化することが許されるとするならば、

その影響は、すでにあきらかにした如く、いちがいに傘下農村地帯にまでひろく及んでいるという

ことはいえぬ。傘下のそれぞれの地城のもつ性格に応じて、その就業形態は規定され変容を行なつ

ているということがいえよう。つまり、それぞれの地城の産業構造匠ふかく規定された形で変容を

行なつている。そうしてまた俊に、苫小牧市域内農村の変動分析であきらかにするように、個々の

農家の経済的社会的地位の相違に応じて、その子弟の就職形態また兼業形態そのものが異なつてい
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る。つまり、かような兼業における事務と出稼への両極分解は、農村地帯に姦ける農民層の両極分

解に対応する動きともいえる側面を含んでいる如くである。 • 

(3) かよう紀みてくると、この苫小牧市を中心として形成されている苫小牧リージョン農村地帯に姦

ける変動は、いちがいに提村地帯の変動の側面のみより総括されえぬものであることがわかるが、

ここでは、一応次のように整理することができるだろう。

すで応みたように、昭和3’5年以降、．'4D年にかけて、この地帯農村の変動パターンは、昭和38

年ごろを基点として、従前みられた専業農家層形成の歩みを止め、兼業農家層とりわけ第 1種兼業

農家層増大という形での歩みをはじめた。こうした動きを、このリージョンの中核点苫小牧市を中

心とした地帯変動として捉えると Aゾーンでは、農家戸数の減少率がとくに高いのは、土地生産性

の低い苫小牧、早来、および土地生産性労働生産性ともに低い白老であって、工業化の影響という

側面とともにそれぞれの地帯農業の生産基盤による規定を強くうけて、農業が分解していることが

わかる。けれども苫小牧市城工業化の影響はそれほど大きいものではない如くである。昭和37年

→ 4 D年にかけて農業従事者がひきつづき減少したのはAゾーンの中では苫小牧市のみであって、

他町村に油いてはかえつて増大をしめしている。そうして、農家の兼業形態をみても、事務、恒常

的賃労働など安定化へむかつて歩みをとりわけ顕著にみせているのは苫小牧市であり、苫小牧と

同様、中核的工業化地点となった白老では、農民層の兼業化はかえつて不安定化の方向を歩んでい

る。こうした中でAゾーンの農民層は、両極分解のバターンをとつて変容していつている。

Bゾーンでは、苫小牧市工業化の影響はさらに薄れる如くであるが、土地生産性の低い追分で中

農肥大化への現象も看取され、ここでは兼業農家層が事務、恒常的賃労働へのいわば安定的な就業

形態を志向していることが特徴的である。

cゾーンでは、千歳市苓よび、近年サプリージョンの中核点としての地位を獲得してきた登別が、

他 2町一新冠、様似と別の動きをしめしている。千歳市は、このリージョンの中では土地生産性、

労働生産性とも高いところであるが、ここでは、昭和4D年段階に澁いても、専業農業率6~7割

という割合をしめすととCもに昭和37年→4D年にかけて農業従事者数を増大させ、また兼業農家

層の兼業形態も安定化の方向を志向している。登別は、白老と同様、土地生・産性、労働生産性とも

低いところであるが、ここでは農家戸数、農業従事者ともに、減少させながら兼業農家層の兼業形

態が安定化の方向を指向している。

ところで土地生産性の低い大滝を除いてばがいして、土地生産性、労働生産性とも高い地帯とし

て特色ずけられる Dゾーンでは、とりわけ、昭和38年以降、中農肥大化現象をしめしているので

ある。

このように、拠点都市苫小牧の影署というよりも、その傘下の各都市、とりわけ千歳、登別にこ

れは顕著にみられるが、その都市化の影勝をローカルな形で受けて、一方では、それぞれの地帯の・

農業生産力に規定されて、この地帯農村は、その分解基点を上昇させながら、そうして Dゾー` ゾも

は（ここではサプリージョンの都市の力もさほど強くない）中農肥大化の現象すらみせて、従前み-•

られた専業農家形成の方向を兼業農家増に変容させながら、そうして、地方の町の都市化が著しく

ないとこみでは、それは人夫、日雇、出稼といった就業形態を特徴としながら変容を重ねていつて

いるといえる。こうした中で、表3-26にみる如く、昭和38年→4D年にかけて、一方で、乳
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用牛飼育頭数、澁よびトラクター所有台数その 表3-26 地帯農村の乳用牛総数・

ものは、その歩みはゆるいとはいえ、全体とし トラクター保有台数の変化

ては増大していつている。．．

v 苫小牧 リ ー ジ ョ ン

の変動構造

(1) われわれは、第2章で用いた指標によつて、

苫小牧市を中核として形成されている現実のリ

ージョンを苫小牧市を中心として、 A. B. C 

Dと、四地帯にわけて設定した。しかしながら、

現実のリージョン楷造がしばしばそうであるよ

うに（事実、前章で検討した如く、和視 1)-

ジョンからみると、この苫小牧リージョンは、

そのサプリージョンを構成する。） 苫小牧市

を中心として傘下各地城が、土1 しなぺて、この

中心核に結びつく、という形で現実の地城関

係は形成されているわけではない。この苫小牧

の影響力の強い固有のテリトリーと考えられる

のはとりわけAゾーン、 Bゾーン（いずれも農

早苫ボ来枚

厚其
鵡川

白老

小計

穂別
門別

平取

日高
追分
小計

千歳

様新似冠

登別
小計

大滝
静内
三石
浦河
／」ヽ百「

合計

乳（役用肉牛用総牛数） 
トラクター

（個人と共有）

38年 40年 3 & 40年

1,556頭 1,475 17 1 7 
1,671 1,81 5 31 38 
580 671 6 54 
29 7 3 51 29 68 
610 563 

2 6 (4 60~ (5 03) 
4,71 Ll 4,875 85 183 

11 5 48 2 6 
2,702 3,026 35 33 

尉 (9 105 74 ) 1 D 23 

122 136 
309 295 1 

4,090 4,459 4 7 63 

1, 9 D 1 2,1 1 7 44 48 
2,795 2,689 22 26 
305 339 3 1 
615 548 1 0 6 

5,616 5,693 79 81 

268 337 5 3 
1,329 1,395 1 8 21 
861 875 7 .1 5 

1,902 1,832 52 39 
4,360 4,439 82 78 

1 8, 7 8 D 1 9,466 I 2 9 3 405 

村地帯）であつて、 Cゾーンの千歳、登別はそれぞれ独自のサプリージョンの中核点としての機能

を高めつつあり、 Dゾーンは、その中核点を浦河から、静内に移行しつつ、独自のサプリージョン

を形成している。そうして山間地帯にひるがる日高にも、日高独自でまとまる傾向が看取できる。

昭和31年から 39年にかけての人口変働をみると、苫小牧、白老、千歳、登別、静内、日高とい

ったこれら苫小牧1)ージョン内に土寸ける拠点都市が着実に人口を伸ぽしていること。しかも、これ

ら人口の伸び率の高い市町村は第 2次、第3次産業従業者率を高めていることなどが、特徴的とな

った。しかしながら、人口の規模から言つて、この 1)ージョンの中核点苫小牧はその傘下のサプリ

ージョンの中核都市より遥かに大きく、またその人口増加パターンが、他市町村と異なつて、既存

の人口の上に、さらにあらたな人口が土積みされるといういわば安定増加のパターンをとつている

こと。そうして、昭和3D年以降のこの地帯の大きな特徴は、苫小牧と隣接する白老が急速に人口

を増大、苫小牧とともに、このリージョンの中核部を形成しつつある点に求められた。かようにこ

の苫小牧リージョンに苓いて、人口数を増大させているのは前記拠点都市であつて、他では食しな

ペて居住人口が減少、人口の核心地への集中化現象がその特徴としてみられるわけゼあるが、昭和

3 1年→39年にいたる 9年間、人口を停留あるいは減少させている町村に茶いても、昭和3D年

→ 3 5年間の変化でみるとぶしなべて第 1次産業就業者率を低下させているという特徴が第二にみ

られた。逆に昭和 32 午→•5 8年にかけて都市的機関数は、早来を除いて、おしなぺて増加してい
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た。中心点苫小牧ー白老の増加がとりわけ著しいことはいうまでもないことだが、苫小牧市を中心

としてみた場合、 Aゾーシを構成する町村よりも Bゾーンを描成する町村に土、いて都市的機関数は

多く、さらVCCゾーン、 Dゾーンに至るとサプリージョンの拠点都市がそこに存在するという構造

が存在した。そうして、かかるサプリージョンによいては日高地方で浦河→静内への、また胆振地

方では、登別の拍頭といった中心点の変容が認められた。

(2) これら苫小牧リージョンの構造とその変容は産業構造レベルでの変化、変容を捉えることによつ

て、より明確となる。昭和31年以降、 38年に至る間の地城工業生産額の伸びをみると、中心点

苫小牧は 19 4と伸び率はさほど大きくはないが、白老は 5,000と飛躍的な伸びをしめし、かくて、

昭和3~年段階に姦いて、苫小牧 3 a a億円、白老 11 a偉円の工業製品出荷額をもつに至り、こ

の苫小牧リージョン全体の工業生産額の 7.2割を、この苫小牧ー白老といった中核部で生産するに

至る。かように、このリージョンの中核部は同時に、工業生産の中核部をも楷成している。しかし

ながらすでに、第3節で検討した如く、静内、千歳、登別、また Aゾーンの厚真、鵡JII、日高とい

った市町村でも工業生産額は伸びて澁り、工業製品出荷額の伸びの大きい市町村ではまた同時に、

工業労働生産性が高い（昭和 38年）という関係が看取できた。かかる地城工業生産力格差は実は、

地城工業の業種別性格によつてかた＜規定されているものでもある。中核部を除くこの苫小牧lJ-

ジョンを楷成する町村の地城工業の王力は木材製造業、食料品製造業といった産業であって、これ

以外の業種の比率が高いところは様似（鉄銅）登別（化学，窯業）鵡JIl（木材，窯業）千歳（窯業，

家具）を数えるにすぎない。多くの町村では、木材製造業の伸びが、地元工業生産力を伸長させて

いる。これに対して、中核部、苫小牧、白老の場合、その王力はバルプであり、現況では、パルプ

製造業の伸びが地元工業生産力の王要な支え手となつている。

・ これら苫小牧リージョンの、昭和3a年→35年、 35年→38年の産業構造の変容をみると、

Aゾーンでは、卸外売業、サービス業が増大する時期をへて、 35年以降第2次産業とりわけ建設

業の伸びがみられはじめ、 Bゾーンでは、 3a年→35年→•3.8 年と、建設業、製造業の伸びがみ

られ、 Cゾーンでは、建設業が増大する段階をへて、千歳、登別が第3次産業を伸長させる方向に、

新冠、様似では第二次産業を伸長させる傾向が、そして Dゾーンでは卸小売業、サービス業が伸び

る段階をへて、建設業の拍動が看取できた。かような周辺地帯の動きに対して、中核点苫小牧では、

建設業、サーピス業、卸小売業の伸びが看取され、とりわけ 35年以降は、第 3次産業の伸びの大

きいことが特徴的であった。

(3) かように苫小牧リージョンに茶ける産業楷造の変動をみると、中核的拠点都市、苫小牧またサプ

リージョンの中心都市において木材、食料品以外の製造工業力の伸長とまた第3次産業の拾頭がみ

られると同時に、傘下各地帯で、第2次産業とりわけ建設業の動さが看取できるのであるが、これ

らの動きは、一方で農民層の絶えまぬ分解をともないつつ進展するものであった。すでに第4節で

検討した如く、この地帯一帯は中核点の苫小牧、白老、 •A ゾーンの早来、 C ゾーンの登別、 D ゾー

ンの大滝を除いて、農家戸数の減少率が低いということ。また農民層の分解形態そのものが分解基

点を漸次上昇させつつ、本州都府県の如く、第2種兼業化の方向ではなく一方の極匹着実に専業農

家陪を形成令る過程として展開するという特徴がみられた。けれどもこうした変動は、 3碑三→38年

までは、あきらかに看取できたところであるが、昭和38年→40上にかけては、かかる専業批家
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層の形成そのもの｀が頭打ちとなり、兼業提家、なかんずく第 1種兼業農家の増加という方向への変

容をしめしはじめた。

また、昭和37年→38年にかけて、と、りわけAゾーンでは、農業従事者層が増大するという傾

向をしめしはじめた。これに対応した都市的諸機関の動きは、ここでは明らかにしえなかつたが、

現実に姦ける不況の進展、苫小牧工業化計画の縮少化といった現実の構造的な地城産業の変動が、

これら農民層の分解に大きな影響を与えていることはあきらかであろう。かくて、この苫小牧リー

ジョンの中では比較的農業生産力のたかい Dゾーンでは上昇化頭打ち、中農肥大化という傾向すら

みえはじめている。しかしながら、こゞでさらに、われわれが看過しえぬのは、苫小牧、白老、早

来、追分、登別、大滝といった農家戸数の減少率の高い地帯は、いずれも批業土地生産性も低いと

いう特徴を有していたという事実であり、かかる地域の中で、苫小牧→白老がこのリージョンの中

核として工業生産力を高め、また登別はサプリージョンの中核的地位を築きつつあったわけだ。つ

まり、かかる地城は農業それ自身の生産基盤からいつて、その自立限界線の上昇にともない農民層

の大巾な分解がもたらされざるを得ない必然性を一方で有していたということができる。うち苫小

牧、登別、追分またサプリージョンの中核的都市としての地位をしめつつあるキ歳では兼業農家層

の就業先は比較的安定したものが多いという特徴を有している。けれども、全体としては昭和37

っ 年→40年にかけて兼業そのものが人夫、日雇と事務労働へ両極化する傾向をみせはじめる中で、

人夫、日雇、ー出稼といったいわば不安定な就業形態への傾斜を高めている。そうして苫/J-J/j(リージ

ョソの、内円部を構成する Aゾーンに油いても、かかる傾向はみえはじめている。 ア

(4) 苫小牧リージョンの構造はかような地帯晨民層の分解形態の変容であきらかな如く、昭和38年

以降、また異なった発展パターンをもつている如くであるが、ここでは資料の関係から全体として

3 7.3 8・年段階までの変容に分析をとどめざるを得なかつた。さて、かような地城工業生産楷造、

農業生産構造の変容と共に、地城商業楷造の変容を昭和33年から 37年にいたる間の変化として

みると、すでに第3節で検討した如く、とりわけ、中核部である苫小牧市の地位が傘下他市町村に

比ぺて格段と高いことがあきらかとなるのである。ここで、この苫小牧リージョンに澁ける都市的

諸サービス機能の中核的存在として苫小牧市自体が形成されつつあることが判明する。そうして、

かかる都市的諸サービスの機能は隣接する白老町が分有するものでないことも、表3-1 7であき

らかであろう。また千歳、登別、浦河→静内、日高といったいわば、サプリージョンの中核都市が

形成されつつあることも、同時にあきらかにされた。このリージョンの中核都市としての、苫小牧

市は、現況では紙パを中心として工業生産高に土ャいて、またその都市的諸サービス機能に姦いて、

中枢的地位をしめる都市として、そのテンポが鈍つたとはいえ、現に苫小牧工業港の築港工事をと

もないつつ建設がすすめられている。

それでは、この苫小牧リージョンの中核都市、苫小牧市城に芸ける、地城溝造は、一体如何なる

変容を現にとげているのか、以下では、都市棉造の変容に焦点をしぽつて、地城開発にともなうか

かる地城産業一社会構造の変動を具体的にあきらかにする。
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第4章拠点工業開発都市における地域産業構造の変動

... 

前書 苫小牧市の産業一社会構造の

史的展開過程の概括

1 苫小牧集落の発生と展開

(1) 現在、道央新産都市地域に土ヽける中心的な拠点工業開発都市としての位置をしめる苫が枚市の集

落としての発生と展開は、明治6年、開拓使出張所を勇払から苫小牧に移したときに開始されたと

考えてよい。この地帯一円には、たとえぽ寛文 6年、イ着円空が銘作りの観音を椴前に安置したと伝

えられるように、かなり以前から和人の来往があったが、その根拠地は勇払であつた。勇払を根拠

地としてヤマト系日本人はアイヌ系日本人を統治した。

(2) 明治5年、札幌国道竣工にともない苫小牧が枢要の地をしめた。明治6年、勇払に苓かれた開拓

使出張所がこ日に移された。この開拓使出張所は勇払、日老、千歳、抄流、静内、新冠六郡を管掌

した。

明治7年、苫／J：牧は戸数 28、人口 98を数えた。閥降こゞに各種都市的機関が設置され、苫小

牧はこの地帯一円の中核的な都市としてR条件をしだいに整備していく。今日走での人口の伸びは

表4-1にしめす如くだが、この苫小牧市R発展は大きくは明治 43年の王子苫小牧工場の設置以

前の時期と、それ以降の時期にわけられる。大正、昭和とこの町は王子製紙苫小牧工場とともに歩

んだ。この意味に主いて、日本資本主義の発生と展開、なかんずく製紙業の発展とともにこの苫ぷ

牧は成長したといえる。

(3) 王子製紙がこの苫小牧で工場建設のため土地買収をはじめたのは明治39年のことだが、それ以

前の苫が枚は行政的な統治の中継的機能とともにこの地帯一円に諸物資を提供、サービスする中継

点としての機能をもつ集落であったと思われる。明治 17年の「戸口及事務報告」によると、当時

の戦業別世帯楷成は、農業8戸、商業37戸、漁業 11戸、雑業25戸、旧土人7戸である
(1) 

。明治

1 6年の調査によると、この集落は主要日常諸物資の|ぽとんどを輸入にあおいでいる。

明治 23年、この集落は鉄道線路施敷＠拠点となつた。数百人の労務者が来往し、都市的機能を

さらに集積した。けれどもこの苫が枚は明治25年室蘭線が開通するに及んで、鉄道が交通の主要
(2) 

な手段となつたヽめ、それ以前の時期において、宿場町として有していた機能を弱めた。しかし日

高地方からの往来のさいの拠点として＠機能はひきつゞき保つていた。

(4) この苫小牧に居住する人々の主要な生産的生業形態は、その当初、日高一帯がそうであつたよう

に、馬の放牧による牧斎業であつた。多きものは 1．戸で500~600頭の馬を有し、原野に放牧

飼育した。当時馬が主要なる交通手段であった。明治30年ごろまでこの形態での牧畜業が盛える

が、以降これは衰退する。しかしこの形態での土地利用の仕方はその後また復活、たとえば大正中
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・期は牧場数.15、牛 20 5頭、馬 1,0 1 2頭が放牧、飼育され

ていた。 ふ
9

表4-1 

苫小牧における
年次別人口の推移

そして戦後段階に入ってからも、こうした形での土地利用の

形態がこの地城での農業生産にとつては最高唯一のものだとい

う価値志向は容易に抜けなかつた。何故なら、そのご多くの移

民はこヽでの集約的な農耕生産に失敗、こゞでは農耕生産は成

tしえぬという体験をこの地域は長い期間にわたつてもつこと

になつたからである。椴前山系の火山灰に覆われた、しかも湿

地帯が多いこの地帯で農耕生産を成功させるためには、前提条

件として、まず土地改良が必要であつたが、資本に乏しい多く

の移住民にはこれは不可能であつた。入植地に繁茂していた樹

木を、 12~3月までの冬期間伐木して木材、薪炭によつて生

活の資を得、 4~11月までそこで得た資金によつて農耕に従

事するという形がその主要なる生産一生活形態であつた。しか・

し木材を切りつくし、またその上気侯不順という条件がつけ加わなと、 自己資本での開拓は不可

能に近かつた。外延的に北海道の開拓がすすめられていた当時においては農業適地をもとめての移

転は必然的に提起されざるを得ない。明治30 ~3  4 年にいたる農家戸数の変還をみると、表4~2

明治 7年 9 8人

1 7年 3 4 9人

2 4年 9 8 5人

3 0年 3, 2 6 3人

4 D年 4, 7 9 5人

大正 1年 9, 3 5 7人

9年 1 7, 5 6 5人

1 4年 19,928人

昭和 5年 20,987人

1 0年 2 1, 9 4 6人

1 5年 2 3, 9 1 8人

22年 3 0, 7 6 0人
ヽ

2 5年 39,226人

3 0年 5 1, 3 1 9人

3 5年 62,384人

4 0年 8 1, 8 1 1人

の如くである。かくてふたゞび放牧による畜産という形態が、この地域での主要な農業形態になら

ざるを得なかつた。その上、当時、漁業はすでに衰連の兆をみせていた。

(5) この明治30年代はすでに表 4-1でしめしたように 表 4-2 

地城の人口規模が拡大しつゞあるときにあたる。それは 農家戸数の変遷（明治 30年-;-3 4年）

第 2次産業、なかんずくマツチ製造業の発生と展開によ

るものと思われる。地場製造業としては、この苫水枚で

は、明治 7年、美々に官設の鹿肉煽製所が設置された。

同11年にはさらに鹿肉缶詰所および脂肪製造所などが ，．．  
増設され、缶詰所生徒蓑成の目的で養成所および寄宿舎も整備された。しかし鹿の激減によつて、

この製造業は定着せず消滅する （明治 14年）。

明治20年代に入ると、白揚樹が繁茂していたこの地にマッチ軸および小函の製造業がおこる。

明治34年の資料によると、当時マツチ工場は8工場に達し、うちー工場は蒸気、ー工場は水車、

他は人力を原動力として職工数男 14 1名、女 53名、計 19 4名を擁していた。しかしこれらの

マツチ製造業も大正2年までにはその保とんどが消滅する。

明治 32年の商業戸数は 81戸であつた。

2 苫l'Jヽ 牧の工業都市としての展開

(1) こうした時期に王子製紙苫が枚工場が明治 43年操業を開始した。昭和 15年発行の町史にはこ～
(3) 

の間の事情が次のように記されている。

「前代産業は全く不振に陥り、｀主要産業たる漁業は当代に至っては全く萎縮し、致命的打撃を受け

年度 農家戸数ロ農家人口明治 30年 1 3 7戸

✓✓ 3 1年 21 7戸

,, 3 2年 26 0戸

" 3 4年 93戸
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たo 農業も亦一時部落各所に移住者をみたが、忽ち消え失せ、僅かに気を吐いた燐寸工場も既に全

盛を過ぎ去つてほ全く如何ともすること能はず、右するも左するも進退谷まる時、突如として出現
、ー：：：

した王子会社は全く吾が町の産業界に一大革新を与え、漁業地を一転して工業地となし、日本的に

巨歩を占むるに至った。」
(4} 

王子製紙苫小牧工場は当時、抄紙槻械、 14 2吋 長綱式2台、 1o D吋長網式2台をもつて操

業を開始した。その当初の予定では 1ヶ月に60 0万ポンドの紙を抄造することになつていたが、

砕木パルプ製造設備を縮少したゞめ、 1ヶ月 35 0万ポンドの紙の生産にとどまつた。‘電力は 2/3

低どアマッテいた。王子ではそのため砕木パルプ製造設備を拡張、速州中部工場の新開紙生産をや

め、その生産技師を苫小枚に移し、苫IJ教：は全部新開用紙生産に切替えた。
(5) 

王子製紙の中での苫IJ教：工場の位置はきわめて高いものであった。明治 43年の王子製紙の生産

高は2,8 1 4万ポシドであったが、苫水枚工場が操業を開始した翌 44年には 6,7 4 1万ボンドに

上昇、大正元年には 7,8 1 6万ボ‘ンド、大正2年には 9,6 0 9万ボンドに達した。

元 E2年当時の日本製紺聯合会員の生産高は29. 9'8 9ボンドであつ行
(6) 

王子苫小牧工場はこの意味においても精鋭工場であった。

(2) この王子苫水枚工場が操業を開始するに及んで、関連工場が幾つかこの苫小牧に設置されること

になる。①その鍛頭は王子のあまつた電力の供給を受けて設立された「電気化学工業株式会社苫小

牧工場（藤山常ー氏の個人経営、大正 4年設立、炭化石灰、石灰窯素、硫酸アンモニアを製造、従

業員、彼員 28名、職エ35 0名，)」であった。③．ついで「末次商会苫が枚工場 （東京末次虎・

太郎氏経営、王陣、染料を生産、役員6名、職エ17名）」が大正5年に創立された。⑤また大正

6年には東京に本社をもつ「ベニヤ製造株式会社苫が枚工場」が創立されているが、この低かこの・

疇（明治43年ー大正7年）に多少とも従業員を擁する製造業としては次のようなものがあった。

すなわち木工場7、製鉄所 1、紙料採集所1、活版所2、マッチ工場2、豆腐工場2、精米所2が

それである I'( しがしマッチの 2 工場を除いては、いずれも従業員規模は零細である。一—マッチ

2工場の従業員規模は 80名～も 2名、製鉄所が23名、他は何れも 10名以下。）

(3) このように王子製紙苫が枚工場の設立を契機として王子関連企業が設立され、この集落は工業都

市としての性格を急速にととのえる。しかも第1次大戦の好況に恵まれて製紙業は伸長を続けた。

王子製紙苫小枚工場は長網式1.4 2吋を、大正3年、 7年、 14年にそれぞれ 1‘ 台ずゞ増設、また

題 式98吋を大歪9年に壊役し怠

しかし王子につぐ従業員を擁し乳＾た電気化学工業は大正14年、王子に株をひきとられて閉鎖、

また当嘩出した多くの企業も第 1次大戦後の不況期につぶれた。 王子製紙苫小牧工場を

中心としたこの螂は、人口の伸びでもあきらかなように、以晶昭和 10年代まで人口規模2万前

後を低迷する。

現在、苫小牧市に立地する主要製造業のうち終戦前の時期に設立されたものは次のごとくである。

① 菱中興業製材工場 創業明治41年

②王子響苫が枚工場 創業明治i製年

⑤輝祖（翻 業 ） 創 業 大 正3年
(11) 

c藤田木材製材工場 創業昭和5年
(12) 
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R 苫4歌コンクリート 創業昭和 1も魯
⑥ 国策バルプ勇払工場創業昭和 15年（操業13年）

⑦苫が枚味噌サ醤油醸造業創業昭和 19年
(l4) 

(4) 明治 43年の王子製紙苫小牧工場の操業開始はこの集落に大きな変革を与えた。それはひとつに

は、当時、こめ菓落を支えていた商業費本構造の再編をもたらした。この間の事情を町史は次のよ

うに述べている。 「ここに茶いて商業も亦俄然活況を有し、地方商｀人R侵出は頗る盛となった。然

しながら地元商人の多くはこの為に大なる打撃をうけ、新来気鋭の商人と到底覇を争うぺくもなく、

優勝劣敗は著しい影磐をもたらした 交通とくに日高との連絡抽商業を有利に導いたが、地元商人

の有する小資本では能く活動する事も出来ず、空しく挙手傍観するに過ぎない状態であつた。」
(15) 

この記述であきらかなように、明治40年代以降大正年間にかけて、この苫小牧の人口が3~4

倍にふくれあがつた期間には、当然のことながら住民の移動も多く、この間この集落にもあきらか

に外部資本が侵入し、こゞに苫小牧集落は質的にも従前とは異なつた権力構造をしめすようになつ

たものと思われる。この村は少なくとも王子苫水枚製紙を中心として、これに新来の商人が加わる

という形で、実質的にその猜力描造を再編したと思われる。「苫4歌：のまちは％が王子の従業員で

お祭も運動会も学校の建設も王子がやる」といわれた。市の中心部@7割は王子の土地であり、そ

して昭和39年度においても市税全体の 40％を王子が負担している。 この割合は以前において
(16) 

はさらに高かつたものと思われる。王子を中心にしてこの町は動いていたといつてよい。 1 

(5) このようにして苫水枚市は王子製紙を中心として、その工業都市としての構造を進化させてきた

が、かゞる都市的構造の進化を主要なる機関、団体の設置を基準にしてみると表4-3の如くであ

り、明治39年王子の土地買収が開始され、明治 43年に王子が操業を開始して以降、大正年間を

と去して、とくに大正8年の 1級町村制実施後その都市集落としての機能をまとめあげてきたこと

がわかる。こうした構造は昭和の戦時経済時代、またさらに昭和 23年の市制実施期に至るまでの

期間をと苓して一段と高度化される。たとえば、昭和 18年に職業訓練所が、 19年に保健所、日

通支店などが設置され、昭和ii1年に町立病院、 22年に検察庁、簡易裁判所、税務署、林務署な

どの機関が相ついで設置された。けれども都市としての構造と機能は昭和 23年の市制実施以降一

層整備された。昭和 25年に至つてデバートが出現、また同年地元紙が発行され、さらに市営バス

1 が運行を開始した。あわせて上水道工事に着工、 27年に至つてはじめて一部に上水道給水が行た

われた。駅前通りの舗装工事が竣工したのも昭和 28年のことである。事実表4-1であきらかな

ように戦後段階に至って人口はまた増加傾向をしめし、 30年には戦時中の 2倍にその規模を増大

させた。

(6) こうして戦後段階に入つて昭和25年の産業別就業人口構造をみると、製造業従業者が全体の4.2

割をしめる。さらに 30年になると、全体的な就業人口の増加の中で製造業従業者は全体の 3割と

その構成比を低め J 建設業、卸小売業、サービス業従業者の割合を増加させている。しかし昭和30

年の工業統計によると、製造業従業者中バルブ紙苓よび紙加工品製造業従事者のしめる割合は 7.5

割をしめし、同年の同市工業製品出荷額の 9.1割を紙パがしめている。この段階に茶いても苫が枚

は依然として王子を中心とした紙パ生産都市としての性格を失っていない。とはいえ、昭和 25年

から 37年にいたる間のこの都市の就業構造をみると、第3次産業従業者率が漸次増大するという
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形での変容がすでに昭和30年段階においてみられることがわかる。こうして昭和 38年、苫小牧

工業港は完成、昭和 30年段階以降とくに昭和 39年に各種製造業がこの苫小牧に立地される。そ

れは後に詳細にみるように地元R王子下請の造材業から出発した岩倉組の事業拡張活動として開始

された。

一方、農村地城に装いては昭和22年に弁天地区 (77戸）、勇払地区 (21戸）、また昭和

2 4年に柏原地区 C4 2戸）、 29年には糸井開拓 (45戸）と開拓営農行政が稜極的にすゞめら

れたが、後述するようにこれはかならずしも成功したとはいえない。農業生産における価値志向の

転換は昭和35年以降においてはじめて進行しているといつてよい。

表 4-3 苫小牧市における諸機関・団体の年次別設立、発生状況

明治 2年 勇払に彼所が森かれる

5年 札幌国道竣工、勇払病院設置さる

6年 疇使出張所が勇払より苫が枚に移さる

勇払病院、苫が枚に移る

苫l,J歌駅逓新設さる

8年 苫が枚郵便取扱所設置さる

苫小枚一勇払新道開設

9年 苫が枚小学核設概さる

民事局勇払派出所を廃し、勇払分署を設ける

1 7年 勇払分署を苫小牧に置く

苫水枚一根室間電話開通

2 0年 勇払分署を審察署とする

2 1年 郵便局で為替事務取扱う

2 5年 私設消防組設置さる

室蘭線開通

3 2年 札幌地方裁判所苫4教：出張所設置

3 5年 2級町村制施行

3 6年 帝室林野局杓滉支局、苫4歌：出張所（苫小牧営林署の前身）設置

3 7年 大学演習林設置

3 9年 王子会社土地買収はじめる

4 0年 王子専用山線敷設

4 1年 苫が枚商工組合生まる

在郷軍人団なる

4 2年 三井物産、苫小牧一鵡川の馬鉄経営

4 3年 王子苫が枚工場操業開始

有限責任、苫小牧信用組合生まる

農会設立

4 4年 苫4歌宵年会生まる
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4 5年

大正 2年

王子病院できる

軽便鉄道KK設置

火葬場設置

町営電気事業はじめる

3年 魚菜市場できる

4年 苫小枚購買会社設立

6年 幼稚園できる

苫小牧迪合宵年会組織できる

7年 町制施行

8年 1級町村制実施

北海道拓殖銀行支店（出張所）設置

1 0年 北海道銀行派出所設置

苫I」教：分署、警察署に昇格

住宅組合設立

1 1年 金山線開通

王子山線乗客便乗

準教員養成所設置

補習学校を実科高等女学校に変更

1 3年 庁立苫小牧工業学校落成

町立高女開校

1 5年 商工会結成

札幌線開通（苗穂一沼の端間）

昭和 2年 日高拓鉄、苫が枚帷鉄買収省線日高線となる

鉄道省（建設保線機関庫）出張所設置

6年 小樽無尽K K苫4教：出張所（北洋相互銀行前身）開店

1 6年 室蘭国民職業指導所苫小牧出張所開設

1 8年 国策バルプ（当時大日本再生製紙）勇払工場操業開始

苫が枚森林組合発足

北海道配電KK室蘭支店、苫が枚営業所開店

1 9年 苫が枚保健所開設

2 1年

2 2年

日通、苫小牧支店開店

町立病院設置、公民館設置

苫小牧区検察庁、苫小牧簡易裁判所

苫小牧税務署、苫4歌林務署設置

2 3年 市制実施

学制改革とともに苫4歌：高等学校、苫小牧工業学校、苫小牧女子高校発足、苫小

牧高校に定時庸ll課程設置
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苫が枚農業協同組合発足

2 4年 苫小牧商業協同組合設立、苫小牧港築設期成同盟会結成

2 5年 苫4牧民報社開設、デパート開店

上水道工事潜エ、市営バス運行開始

私立保育所できる。苫水枚港、道試験工事として着工決定

2 6年 母子寮開設;,公益質屋開設

図書館法にもとずく図書館設置

苫小牧市工場誘致条例できる。

苫が枚港起工式

2 7年 下水道工事滞工、上水道一部給水開始

家畜保健衛生所・市卸小売市場設置

2 8年 駅前通り舗装工事竣工

道立苫I」歌：療養所設置

苫小牧西高、苫4歌：高校より分離、工業高校に定時制設置

2 9年 産業会館竣工

日興証券K K札幌支店、苫水枚出張所開店

職安に日雇労務者集会所開設

3 0年 市立病院に准看護婦養成所設置

3 2年 都立計画の指定をうける

3 3年 苫小牧港開発K K設立

3 4年 苫小牧市工場設置奨励条例を全文改訂

3 5年 苫4歌港、内港航路堀込み開始

3 8年 苫小牧港重要港湾の指定うける

苫が枚工業港入船式

3 9年 新産都市に指定

木工団地造成期成会発足

表4-4 産業別就業人口の変遷(S25~30年）

昭和25年 昭和30年 昭和 25年

第 炭 業 訟66(9.6%) 1,458(7.9%) 
第

卸小売業 1,381(105 %) 

次
林業 358(切） 1;2.34(67) 不金動融保産険業 85(0/,') 

産 水産業 685(52) 382(21) 次 迎輸通信業 1313(1DD ） 

業 計 2~09(17.6) 3,074(167) 
産

サービ芍裳 1.148(BJ ） 
業

第
鉱業 28(02) 44(02) 公 務 450(3.4 ） 

建設業 973(7A) 2,133(11.6) 計 4;577(33.3 ） 

次 製造業 5,460(41.5) 5716(31.1) 
産

計 j13,147(1![10.□ I業： 計 6/l61(49，1 ）、 7,893(430) 合 ） 

注 S 2 5は国調 S 3 0は 9月住民登録人口
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昭和 30年

2;443(133%) 

227(12) 

1ん27(8.9)

2/103(13.1) 

691(38) 

7;,91 (4Q,3) 

18;,58(1_00.0) 



注 1) 「苫小牧町史」昭和 15年，苫小牧町役場

場 PP257~258

2) これは北海道炭鉱鉄道会社が敷設したも

の。

表 4-5 業種別製造業の工場数

従業員数、出荷額 (830年度）．

工場数従業員数 出．荷額

食料品製造業 3 1工場 273人' 256,422円

繊維 II 1 3 865 

鵡及び木製品 ， 7 05 599,719 

家具及び装備品 1 0 93 42;:,55 

バルプ・紙 5 4, 1 7 7 12る11為 4

出版印刷 4 52 25898 

化 学 2 40 105A81 

窯業・土石製品 6 37 58066 

鉄 鋼 1 8 3,436 

金属製品 6 39 18(+03 

機械製造業 3 103 35329 

その他” 3 1 1 9,150 

計 8 1 5,541 13.466';,58 

室蘭線とは室閾一幌別一登別ー白老一苫小

牧ー追分ー由仁ー岩見沢を結ぶもの。岩見

沢から空知炭鉱へ．また追分から夕張炭鉱

へと同時に鉄道は開設された。（梅木通椋

「北海道交通史」昭和 25年北方害院 P

244~249) 

3) 王予坦露戦争後急増した新聞用紙の需要

に応じるため、①主原料である原木が大抵

に入手できること。③良質で盟富な用水があるごと。③電力は支笏湖 に水力発電を建設するこ・

とで充当できること。④交通の便が良いこと。⑥用地が安価に入手できること等の理由でここに

工場を立地した。

支笏湖の千オ発電所は王子苫小牧工場に電力を供給するため明治 39年に経営を許可され同43

年落成した。（出力 1万 5千馬力）王子は大正元年この千オ発電所に 5千馬力発電気一基を増設

自工場使用のほか、小樽電灯、札蝶電灯、札9祝製粉、札悦鉄道工場、空知電灯、小樽築港、札視

ビール、苫小牧電灯、富士製紙江別工場等へ電力を＇供給した。

4) 前掲「苫小牧町史」 PP41□~411

5) 「王子製紙社史」第三巻昭和 33年、王子裂紙社史綱纂所PP45~47

6) 同 p 8 

‘,、‘‘/

7

8

 

同

同

P 2 1 

P 2 5 8 

9) 前掲「苫小牧町史」 P 4 3 4 

1 0)1 菱中興業は明治 41年、王子苫小牧工場の建設と同時に設立された。現在製材工場とチップエ

場をもつ。チップ工場は王子の下命で昭和 32年設立。昭和 37年菱中興業（株）より分離菱中

林業を創立した。

1 1) 大正 3年穂別で個人で岩倉組をはじめた。造林業のほか王子苫小牧工場向けのパルプ材納入専

問の下請けもした。

昭和 5年、苫小牧に進出製材業を営んだ。昭和 19年軍の要請で軍需者指定製材工場を設立ヽ

戦後昭和 21年合板工場を建設、以降、ホモゲ｀ノ工場、ランバコアー工場を設立するなど急速に

伸長、岩倉コンビナートを形成しつつある。

1 2) 昭和 23年まで個人企業であつた。昭和 23年株式会社とだった。従来造材から製材までの一

貫作業を行なつていたが、森林資源の減退および製紙パルプ工業のチップ利用にともない、製材

工場の廃材、山元の技条等を集約的に活用、チップ生産を開始した。

1 3) 苫小牧コンクリート株式会社は．昭和 14年鉄製煙筒の不足にともない、コンクリート煙筒及
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び管の製造に蒲目、北海道振典工業 (KK)として発足した。昭和 25年以降、火山灰を骨材と

して建築用プロックの製造を行なつている。

14) 国策バルプ勇払工場は、当時北海道庁が提唱した苫小牧工業地帯造成計画にもとずき、道より

誘致をうけて設立された。この工場の設備機械は中華民国広東省政府より購入して移設したもの。

戦後一切が解体撤去されたが、昭和 25年第一次工事、同 27年第二次工事を完了して再建、

．本格的操業に入っている。

15)前掲「苫小牧町史」 PP410~411

16) 1 9 6 4年度「市政概要」苫小牧市眺会事務局 P7 0 

.. • 

I 地域産業構造分析の視角

すでに前章でみてきたようなリージョンの発展構造の中に、苫小牧市の構造と機能はとけがたく結び

ついている。

本章、前書で概括したように、この苫小牧市はまさに日本が資本主義的発展をとげるその過程の中で

発生、展開をとげた。そして王子製紙苫小牧工場の単一都市としての性格をこれまて濃厚に有していた。

この構造が現在少なくとも変容をとげる方向へむかつている。ある意味では、現時点は明治43年、

王子製紙苫小牧工場の操業によつて、この集落が大きく人口規模を拡大しつゞその性格を変えたような

変動方向をもつているといえる。

本章では、こうした拠点工業開発都市の産業構造の現地点に茶ける特徴、言葉を替えれば、現地点に

おける変動過程をあきらかにすることを目的としている。分折に入るにあたつて、あらかじめ分折の視

角と枠組をあきらかにして姦<c 

地域の産業構造を分折する場合、いろいるの角度からの分折が可能であるうが、こゞではこれを次の

ように捉えた。

(1) ひとつのリージョンの中で、まさに中心点としての機能をもつ都市に存在する諸機関の中には、当

然のことながら、周辺地城に対するサービス的機能、あるいは統治的機能をもつものが含まれている。

しかしながら、都市に存在する機関の都市的機能をこれだけに解消してしまうことは許されない。資

本主義的都市は一方ではその本質として、それ自身工業生産を行なう機関の所在地、としての性質を有

しているからである。そして、か入る製造業機関自身、全体社会が資本主義的生産諸様式をとる以上

たえまず資本主義的発展を行なう性質をもつている。もちるん、後に実証するように、その発展は直

線的に行なわれるものではなく、たえまず関連中小企業を自己の傘下にひき入れながら進行する。こ

の過程は同時に、零細企業そのものを分解させて、そこからの労働力を直接的•関接的に自己の傘下

応ひき入れる過程でもある。特定都市の産業構造を捉ぇる場合、まず第一に、こうした生産機関に姦
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ける、つまり製造工業における構造の変化を第一に捉える必要がある。

第二に、しかしながら、現下の段階においては、とくに拠点工業開発都市の場合、こうした製造工

業の立地以前に、施策的に、特定の製造工業を誘置するために、誘致されるべく予定された特定の製

造工業そのものヽ操業を企業ベースにのせるための基盤整備事業が、まず先行公共投資事業としてな

されるのが常である。つまり私的資本の特定地域への定着、発展の呼び7.kとして公共的にそれを先導

する建設事業が全体庸：レベルにおいて、まず不可欠に必要とされているといつてよい。その事業主

体者が何処であるか、という別なく、とにかく、か入る事業を行なう機関として、まず建設業機関が

こゞでは当然必要となる。かゞる機関は特定都市が飛躍的な発展方向をもてばもっiまど、最的にも質

的にも増大せざるを得ない。もちろん、か込る建設機関の発展においても資本主義的な法則が貫徹す

ることはいうまでもない。

そして第三に、こうした形で特定都市に姦ける中核的な様関が増大すればするほど、それらの機関

に対する金融的機能をもつ、所謂金融機関がこれまた質的にも最的にも増大せざるを得ない。この特

定地域の金融機関の質的、最的発展は、その特定地域がそれをとりまく全体的地城の中で如何なる位

置をしめるかの重要な・る指標になる。

算四に、こうした形で特定都市の中核的槻関に雇傭される労働者が増大すればする低ど、その労働

者の増大はたんなる最的段階をこえて生活レベルでのカルチュラルな意味での質的高まりのある程度の

集租をもたらすから（所謂資本の恩恵に浴することのできる上流階層のかずも踏える ）従前にも

増した質を冷つたところのさまざまな消費物資あるいはサービスを提供するもろもろの機関が、その

特定都市には、当然のことながら数多く設置されることになる。そしてさらにまた労働力それ自身を

再生産するために、主として次世代の教育くんれんの機関が必要となるだろう。これらの諸機関は、

量的に拡大し、その集積の上に立つて、質的に高度化される。

特定都市が周辺地域に対してもつもるもろの機能の多くは、その都市に集稜したかヽる機関の質の

側面にその多くを依存し・ている。

しかしながら、第五に述ぺなければならぬのは、こうした特定都市が周辺地域に対してもつ、もろ

もろの機能は特定都市を核としたところの運輸通信業の発展と、とけがたく結びついているという事

実である。そもそも、生産槻関の拡大発展そのものが、その本質的契機として、運輸通信業の発展を

基本的にともなつているものだが、か入る運輸通信業の発展に支えられて、特定都市は周辺地城に対

するテリトリーをひろげ、その支配を員徹する。

もろもろの行政的な統治の機関は、通常こうした基盤の上に立つて、特定都市集落に設置される。

そして、傘下各地城集落を支配統括する n

(2) こうした諸産業機関の総体が、相互に関連をもち、立体的に構造化されて特定地域の具体的な産業

構造を構成する。＇

特定地域の産業構造が発展するといった場合、それは、現象的には、あきらかに工業生産力の推移

商業販売額の推移、また都市的事業体数姦よび同従業員数の変化でしめされるとこるの、総体として

の、発展をしめしている。けれども、少なくとも産業構造という以上、かかる総体としての発展、変

容が具体的に産業間の内部構成をどのような形で、変化、変容させていつているか、という点の解明

にまで立ち入らなければならないと考える。
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そうして、かかるものとして、産業構造の変動をとりおさえる場合、具体的に、諸々の都市的生産

機能、結節機能をもつところの個々の都市的事業体レベルまでおりて、その変動過程をあきらかにす

ることが必要となる。すでに繰り返し述ぺているように、都市的事業体自体、たえまぬ、資本主義的

発展と分解の過程をくりかえしている。そしてその中で、その個々の事業体相互の結びつきそのも

の、また全体としての構成そのものを変化させていつている。その変動過程そのものが、あきらかに

されねばならぬ。

かかるものとして、産業構造の発展を捉えるため、ここでは全体的な概括をしたあと、まず製造業、

建設業、連輸通信業、金融、不動産業、卸小売業、サービス業ごとに、中分類でみた業種別変容とし

てその内部の質的変化過程を従業員楷成規模別、また本所、支所別にみた組織体レベルにまでおりて、

検討した。

そして、第二に個々の都市的事業体の、実際の分解消滅過程と、また組織体としてそれ自身の常雇

者規模を拡大するといった発展過程と、そしてさらにあらたな事業体が、数多く設立発生する過程と

して、この地域の産業楷造の内部変容のプロセスを捉えた。

ここでは実証的には、昭和 32年ー35年ー38年に至る間の、この苫が枚市の、都市的事業体の

変化、変容として、この過程を捉えたわけだが、このような形で捉えられ、分解一発展をする個々の

都市的事業体の総体としての産業構造の変動とは、まつた＜個々の事業体の恣意的な動きの総体とし

て理解されるものではない。現段階に姦いては、少なくとも、ひとつの強力な”意志'‘によつて主導

された、あるまとまりをもつた社会的楷成体としで巴握されねばならぬ実体として存在する。

したがつて、ここでは最後に、かかるものとして、地域産業構造を把握、地域産業政策（もちろん

かかる計画それ自身の吟味とその実績の検討を含める）と、その中で具体的に地城開発推進者層が形

成されてくる過程を、とりわけ製造工業に焦点をし院つて、王子の単一都市としての性格を具体的に

脱皮しつつある構造を進出姦よび地元新設企業の、進出動機のレベルにまでおりて、この苫小牧市に

おける社会的構成体としての産業構造それ自身の、変容過程としてあきらかにした。

n 苫小牧市の産業構造とその変動の特徴

就業人口構成からみた産業構造の変動

はじめにわれわれは昭和 25年から 37年匠いたる産業別就業人口の推移から、この苫小牧市の産

業構造変動の概略をみると、次の如き特徴点を指摘することができる。

① 全体的な就業人口は昭和 25年を 1D Dとした場合、 3D年段階では 14 Dに伸びているが、
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3 2年の段階でそれは減少、 12 9という指数をしめす。しかし昭和 35年には 18 0に達し、 37

年には 18 1という形での発展をしめしている。

② こうした就業人口の全体的な増加の中で第1次産業就業者は絶対数においても減少をしめし、た

とえば農業就業者は昭和 25年の構成比 9.6％から、 37年には5.0％へ減少した。この苫小牧の

表 4-6 苫小牧市におヽける産業別就業人口の推移

昭和 32年 1 昭和35年 l1 昭和 37年

実数％実数％ 1実数％

1,2s1 7.3 I 1214 s:1.1 1,199 so 
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場合、全体として、絶対数においても、梱成比においても第3次産業就業人口の伸びが大きく、そ

れは構成比において、昭和25年度の 33. 3％から 37年には48.1％に達した。第3次産業中、

とりわけ卸小売業とサービス業就業者の伸びが大きい。昭和25年を 10 0とした場合、 37年に

は、前者 32 4、後者32 0となる。（第3次産業全体では 26 2)これに対して、第2次産業就

業人口は、絶対数では増加をしめしているが、構成比に茶いてはむしる減少傾向をしめしている。

2 5年の 49. 1％から 37年には 43. 5％へ減少した。それは、建認業就業者が飛躍的に増大して

いるにもかかわらず、製造業就業者q車びがにぶいことによる。 25年を 10 0として建設業が37

年には 41 5に達したにもかかわらず、製造業は 11 4にとどまつている。

⑤ かように、この苫小牧市においては、昭和 25年以降37年にかけて、とりわけ建設業と卸小売

業およびサービス業就業者の増大が特徴的である。（金融不動産業戟業者も飛躍的に伸びているが

その楷成比は昭和 37年度において 2.0％をしめるのみである。）生産基盤拡大のための港湾建設

工場用地造成、および工場、店舗、住宅などの建設業によつて、こR都市は就業人口その喝．のを増

大させ、その増大した消費人口を対象として、卸小売業、サーピス業、また金融不動産業が（串長

するという形で、 25年ー 30年ー 37年にかけて、その産業構造が変動しつつあることがまず指

摘できる。
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2 都市的機関構成からみた産業構造の変動

こうした変化を、この苫水枚市に存在する都市的槻関、つまり農林水産漁業を除く事業体の昭和 32

年から 38年にかけての変化から捉えると、次の諸点が指摘でき
念ぅ

表 4-7 苫小牧市における都市的事業所の変容

事業所数（実数） ＇同 S32=100と 同S3 8年

昭和32年 35年 38年 は 38年の指数 構成比

全 市 計 1,429 1,651 2,621 183 100% 

”’ 鉱 業 4 7 1 1 2 -~7 『 5 0.4 
‘ 

建。 設 業 80 87 1 9 1 239 7. 3 

製 造 業 99 93 115 1 1 6 4.4 

卸小売業 802 9 61 1,381 172 52.7 

金 融 業 31 3 9 55 J 1 7 7 2.1 

不動産業 7 6 138 1 9'7 5.3 

運 輸 通 信 業 38 29 58 1 53 2.2 

電気ガス水道業 7 6 ， 129 0.3 

サービス業 3 61 423 663 184 25.3 

同従業員数（実数） 同832=100と 同S3 8年..  -
昭和32年 35年 38年 は 38年の指数 楷成比

全 市 計 15,322 1 8,3 1 4 24,832 1 6 2 100% 

鉱 業 67 81 87 1 3 D 0.4 

建 菩nJ1,又 業 2,422 4,127 4,486 1 85 1 8.1 

製 造 業 5,844 5,137 6,462 1 11 26.0 

卸小売業 3,457 4,414 6,678 1 93 2 6.9 

金・ 融 業 342 554 ｀ 22 432 1 62 

不動産業 25 27 445 1,780 1.8 

連輸通信業 580 885 1,494 258 6.0 

電気ガス水道業 57 83 1 41・ 2.4 7 0.6 

サービス業 2,528 3,128 4.485 177 1 8.1 

同常雇 9者数 同832=100と 同S3 8年

嘩 032年 35年 38年 は 38年の指数 構成比

全 市 計 10,595 13,531 19,560 , 1 85 1 D 0% 

鉱 業 47 45 -54 1 1 4 0.3 

建 設 業 785 2,476 3,303 421 1 6.9 

製 担、年 業 5,162 4,720 5,688 1 1 0 2 9.1 

卸小売業 1,903 2,676 4,468 235 22.8 

金 融 業 300 325 528 1.7 6 2.7 

不動産業 15 1 7 299 1,993 1.5 

運 輸 通 信 業 346 6 61 1,420 410 7.3 

電気ガス水道業 54 83 1 38 256 0.7 

サービス業 1,983 2,528 3,662 185 1 8.7 

....:1 2 1一



の従業し員める中割常合雇者 全事業所中本店事 全業員従業の員しめ中本店従 一り事平業均所従業あ員た
業所のしめる割合 る割合

S32年 35年 38年 832年 3辟F 3舷F S3 2年 35年 38年 832年 S3眸

全 市 計 69.1 % 73.9 % 78B % 808 % 82:1 % 82D % 582 % 567 % 61.1 % 107人 9.4人

鉱 幸Z 70.1 556 62j 500 28.6 909 67:2 62 966 16B 7.9 

建 吾n八 業 325 60D 736 78B 805 743 720 71l 77.4 303 23!-I-

製 坦、と 業 88.3 91.9 88D 869 88.2. 783 29] 357 36D 59.0 562 

卸 小 売 業 550 606 66.9 858 88.0 869 86A 854 79.6 43 48 

金 融 業 87.7 752 953 51/, 513 40D 442 28D 159 11.0 10.1 

不 動 産 業 60D 63D 67.2 857 1000 97.1 560 100D 92j 3.6 32 

運輸通信業 60.0 747 95.0 71.1 483 500 27:1 322 61.9 153 258 

電気ガス水道業 947 1000 97.9 57.1 

゜
11.1 56.1 

゜
113 8.1 157 

サービス業 I784 808 814 1740 74a 786 81.3 44D 55.9 7.0 68 

① われわれの調査によると、事業所数は昭和 32年を 10.1 0とした場合、 38年には 18 3に増加

また全従業員数では 16 2に伸びている。しかし当然のことながら、業種毎にこの伸びは不均等で

平均以上の伸びをしめしたものは事業所では鉱業、建設業、不動産業、サービス業、また従業員数

では、不動産業、連輸通信業、電気ガス水道業、卸小売業、建設業、 サービス業である。 また

事業所数の伸び率と、同従業員数ぴ申び率の比較であきらかなように、一事業所あたりの平均従業

員数規模でみると、実際にはそれがわずかに零細化していることが特徴的である。一事業所あたり

の平均従業員規模が増加したのは運輸通信業 (15人→26人）電気ガス水道業 (8人→1.6人）

それに卸4涜業 (4人→5人）にわずかにその傾向がみられるのみである。製造業(59人→56 

人）．建設業(30人→23人）など他の業種では一事業所あたりの平均従業員規模は小さくなつて

いる。

また、昭和 32年、 35年、
表4-8 苫I」教：市における都市的事業所の従業員，． 

規模別構成比の変容
3 8年にかけての事業所の従業

員規模別構成比をみても、それ 41~ 人 紋 1 □9 ~ 4 20~ 
1 人 9人

5 ， 0~ 
9人 惰緊 計

は大巾な変化をみせていない。 昭和32年 68 17 ・ 08 05 0.1 0.1 10 

たゞわずかに、全体に対する 1
35年 66 17 08 06 02 0.1 10 

38年 66. 17 09 05 02 0.1 10 

~4人規模の事業所割合の減少

傾向、 10 ~ 1 9人、 5□~ 9 9人規模の事業所割合の増加傾向が看取できるのみである。かくて

昭和38年段階においては｀ 1~4人規模の事業所は全体の6.6割、 5~9人規模が 1.7割、 10 

~1 9人□.9割、 20人以上 0.8割という構成比をしめす。＾

以上の事実は少なくとも、昭和32年から 38年にかけて、全体として、零細規模の都市的諸機

関がきわめて数多く設立されつゞ、この苫が枚市の都市的産業構造の変動が惹起されていることを

しめす。たゞこゞでわれわれが注目しなければならなぬのは、すでにみたように、その1併数はきわ

めて僅かであるが、従業員規模 10 0人以上の事業体数もその中で着実に増加しているという事実

であろう。かゞる事業体は、建設業では昭和 32年に 5件であつたものが38年には 9件、また製

造業では 5件→7件、卸小売業では 0件→1件、連輸通信業では-1件→4件、サービス業では 2件

→4件という形であらわれている。
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② こうした変化とともにわれゎれが注目しなければならぬのは、この 32年から 38年にかけて、

全事業体従業員中でしめる常雁者の割合があきらかに増大しているという事実である。この変化は

かなり顕著にあらわれている。

全業種をとおして、従業員中常雇者のしめる割合は、昭和 32年に 6.9割であつたものが、 38 

年には 7.9割に増大、業種別には、なかんずく建設業、連輸通信業にこの傾向は顕著である。建設

業ではかゞる常雇者の割合は3.3割から 7.4割に増大、また運輸通信業では 6割から 9.5割に増大

した。（からる常雇者割合が低とんど変化なし、または減少傾向をしめすのは製造業（ 8.8割→

8.8割）、鉱業(7.0割→6.2割）である。〕こうした意味において、建設業、運輸通信業を中心と

して 32年→38毎こかけて．．この苫が枚市の産業構造は安定化の方向をとりつゞあると松える。

⑤ かよ,に>苫小牧市の場合、昭和 32年から 38年にかけての都市的産業構造の高度化は事業体

の従業員規模別構成に茶いては、従業員規模50人以上、あるいは 10 0人以上の事業体数の増加

という現象をともないつつ、しかし全体としては、従業員規模 1~4入の事業体が全体の 6~7割

をしめるという従前の構造の拡大再生産としてそれが現象しているが、この中であきらかに常雇者

の割合は増大しつ入ある。かかる意味で、産業梢造の質的変化が惹起しつゞあることが認められる。

ところで、この過程は同時に、特定資本の拡大再生産過程としても把握されるものである。これ

は、地元苫小牧以外の資本の苫小牧定着過程として、また地元苫小牧資本の地元の中での拡大再生

産過程、大きくはこの二つの系列を含むものとして把握されるが、•こゞでは、この両者を含め、全

事業所の中での本一支店構成比、および全従業員中の本一支店従業員構成比をとりおさえることに

ょって、本店と支店のウエイト変化をと姦して、かヽる側面での変容をみてみる。

われわれは、第一にこの苫が枚市の場合、全体的傾向として昭和 32年から 38年にかけて、本

店事業所および本店従業員とも、そのウニイトをわずかに増大させてきていることを指摘しなけれ

ばならない。すなわち、前者は 80. 8％→8 2. 0％へ、後者は 58. 2％→6 1. 1.％へとその構成比

を変化させてきている。 、
けれども、業種別にこれをみると、建設業、製造業、金融業、運輸通信業および電気ガス水道業

では本店のしめるウニイトは減少、とりわけ金融業、連輪通信業、電気ガス水道業でこの傾向は顕．

若てある。たとえば-本店事業所のウ＝イトは、金融業で 51. 6％→4 0. 0％へ連輸通信業で71. 1 

％→5 0. 0％と減少した。また全従業員中支吉従業員の構成比をみると、卸小売業、金融業、電気

・ガス水道業およびサービス業でこれが増加していることがあきらかとなる。すなわち、卸小売業で

は13. 4％→2 1. 6％へ、金融業では 55.8％→8 4. 9％へ、サーピス業では 18. 7％→4 4.1 % 

へと増大している。

つまり、金融業、電気ガス水道業では事業所数および同従業員数とも、支店のしめるワニイトは

増大しつゞあり、また建設業、製造業、運輸通信業では支店がかなり雖出しているにもからわらず、

その従業員規模は地元で設立されたか入る業種の本店従業員規模より小さいこと。また卸小売業、

サービス業では地元で設立されたかヽる業種の数が圧倒的に多いが、所謂、支店として設立された

かゞる業種はその従業員規模ががいして大きく、従業員構成比に姦いて、そのウニイトをしだいに

増大させつしあること、以上の諸点があきらかとなる。業種別にみた場合、昭和 32年から 38年

にかけて、上述のような変容が認められるが..昭和398年現在、全従業員中、支店従業員構成比が
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3割を越える業種は次の如くである。すなわち、電気ガス水道業（ 88. 7%）金融業(84.1%)

製造業 C6 4. a%)、サーピス業(44.1%)、運輸通信業(38.1%）がこれである。

注 1) ここで用いた苫小牧市域における事業所数は．事業所統計公式発表の数字とは、かならず

しも一致しない。すなわち．それによると、昭和 35年度、事業所数 1,67 a、同従業員数

19,798名、昭和 38年度班業所数 2,66 9、同従業員数 26, 5 0 6名（ただし、非染林

事業体）となつている。われわれの、ここで用いた喪料では、昭和 35年事業所数 1,6 5 1 

C 1 a, 3 1 4名）、 38年 2,6 2 1 (2 4, 8 3 2名）である。これは、われわれが資料とし

て用いた苫小牧市における都市的事業体の中には、国営および公共企業体の経営する 事業

体が含まれていないためである。昭和 38年度でみると、苫小牧市には国営奮公共企業体

2 7 (1,6 6 3名）が存在するが、これは分析には入つていない。しかし．この分を除いて

も、若干、公式発表とは、数が合わたい。昭和 38年度でみると、事業所数で 21、また従

業員で 11~名ほど、われわれの資料はその数が少なくなつている。しかし、•こ，Fでは、かか

る誤差は全体的傾向を分析する上には、差程影響を与え・ないと考え、これを資料として用い

ることにした。以上であきらかな如く、以下の本研究（第4章、第 5章）で、都市的事業体

を分析する場合、苫小牧市における国営および公共企業体の経営する事業体は、この中に含

まれていないことを、ここでことわりたい。

皿地域産業構 造 高 度 化 の 過 程

第 1節では、苫小牧市における産業構造変動の特徴点をごく巨視的に捉えたが、第 2節ては、この点

をさらに詳細に検討しよう。

1 製造工業の構造変容過程

① この苫小牧市に苓ける製造工業の中軸はすでに前章でもふれたように、依然として紙バ製造業で多

る。それは昭和 39年度においても苫小牧市の全工業製品出荷額中の 79. 6％をしめている。しか L

表 4-9であきらかたように昭和 3D年から 39年にいたる変化をみると、同市の製造工業の中でL

めるバルプ、紙、紙加工品製造業の比重は除々にではあるが低下しつゞある。すなわち紙パの比重は

昭和 3D年段階においては、同市の全工業製品出荷額中の 91. 4％をしめていた。それが34年には

8 4. 4%、39年には79. 6％へと構成比を低めついある。さらに従業員構成比においてかふる点を

検討しても同様の傾向が指摘できる。昭和3D年段階に苓いては、全製造業従業員中の％、つまり

7 4.3％は紙パ従業員であったが、昭和39年にはそれは 57. 2％に低下しているのである。そして

注目すぺきはその絶対数に姦いても、昭和 3D年の 4,1 1 7人から 39年の 3,6 D 3人と減少傾向を
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表 4-9 苫水枚市における製造工業生産額の推移とその中における紙パの比重の推移

昭和 30年 3 1年 3 2年 3 3年
I 

3 4年

工 場 数 81 85 103 97 99 

苫小牧市全製造業 従業員数 5p41人 5,708人 5,982人 6))27人 6D79人

出 荷 額 13,466,35B千円 15P61,935祠 15;2.72/503干Pl 12,160:;02千Pl 19,071,460千Pl

工 場 数 5 5 5 5 7 
うちパルプ紙、紙

従業員数 4,117人 4,134人 4,110人 4/J39人 4221人
加工品製造業

出 何9 9 額 12;,11,234命 13,435,771千Pl 13,409,779千Pl 9,343,117千円 16,103,425千円

従業員檻成比 743% 724笏 687 % 67D笏 69.4笏
同上穂成比

出荷額構成比 91.4 rJ/o 89.2茄 87.8 % 768 % 844笏

昭和 35年 3 6年 3 7年 3 8年 3 9年

工 場 数 112 101 102 129 143 

苫小牧市全製造業 従業員数 1 6226人 6,072人 5図0人 6/111人 .6;2.96人

出 荷 額 21,837,601租 24,157,314千円 25:560,490千円 29,224,970千円 33';,92;240千円

工 場 数 5 5 5 6 6 
うちパルプ紙、紙

従業員数 4,125 3,998人 3,941人 3,871人 3,603人
加工品製造業

出 荷 額 17,189,782千Pl 20,1351,01千Pl 21,681,450千Pl 24,108,020千円 26;;94/140千円

従業員構成比 663 0/o 658% 67.5伶 60/1 % 5Z2 % 
同上樺成比

出荷額構成比 787弼 854笏 84B% 825% 79.6物．． 

しめているという事実であろう。

昭和 30年を 10 0とした場合、紙バ以外の製造業の工業製品出荷額は58 8に達したが、バル

プ、紙、紙加工品製造業は 21 6の伸びにとゞまつた。苫小牧全市の工業製品出荷額の伸びは 249

である。

また従業員一人あたりの工業製品出荷額をみると、昭和 30年段階に姦いて、紙パが2,9 9 0千円、

紙バ以外の業種の工業労働生産性は 81 1干Plであった。紙パの労働生産性は他の癖種に比して 3.6 

倍という高さをもつていた。 39年に至ると、紙バ 7,3 8 1干円、他の業種2,5 2 4干円となる。

その間には依然2.9倍のひらきがあるが、しかし、その差は除々にではあるが埋まりつ:あるこ

とが認められる。昭和 30年から 39年にいたる労働生産性の伸びは、昭和 30年を 10 0として

紙パ 24 7、その他の業種31 1である。

つまり、全体として、この苫が枚では30年以降、 39年にかけて、その従業員柚成比、またエ

業製品出荷額楷成比、そして工業労働生産性に苓いて、パルプ、紙、紙加工品製造業以外の製造業

の比重が漸次高まるという形での地域製造工業の変動が惹起していることが認められる。

② それでは、バルブ、紙、紙加工品製造業以外の製造業の中では 30年→39年にかけて、とりわ

哄曲なる業種の拾頭が認められるのか、陥和 30年、 34年、 36年、 39年をとりだしてこれを

みると（表4-1 0)、昭和30年度においては、その工業製品出荷額の業種別楷成比ー一紙パ

(9 1.4%)、木材 (4.5%)｀食料 (1.9 %）、化学 (0.8 %）、窯業(0.4 %）であつたもの

が、昭和39年においては、紙パ (79.6%)、木材 (9.1%)、食料 (3.7%)、．窯業 (2.3%)

化学(2.2%）、家具 (0.9%）、金属 (0.8%）という形に変容している。つまりこの苫小牧市
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表 4--l1D 苫小牧市に共ける製造工業、業種別、工場数、従業員数、出荷額の推移

昭和 30年 昭和34年

． 工場数 従業員数 出荷額 工場数 従業員数

総 数 81 5541./1 100% 13A66;,58千Pl 100% 99 6J)V9人 100% 

食料品製造業 31 273 49 256,4泣 19 42 487 a.o 

繊維工業 1 3 01 865 DD 2 6 DD 

衣服その他の繊維製品製造業

木材、木製品製造業 ， 705 127 599719 45 14 743 122 

家具、装備品製造業 10 93 17 42355 03- ， 107 1B 

バルプ、紙、紙加工品製造業 5 4,177 75a. 123112.34 91.4 7 4221. 69.4 

出版、印刷、同関連産業 4 52 0.9 25/398 02 5 138 23 

化学工業 2 40 07 105,481 OB 2 38 06 

石油製品、石炭製品製造業

ゴム製品製造業

窯業、土石製品製造業 6 37 07 58jJ66 DA 6 1f8 19 

鉄鋼業
ヽ

1. g 0.1 3,436 00 ， 1 OD 

非鉄金属製造業 ＜ 

金属製品製造業 6 39 07 18,403 0.1 5 124 20 

機械製造業 3 103 19 35329 03 1 67 1.1 

輪送用機械器具製造業

11 l その他の製造業 3 02 9,150 ・ 0.1 5 21 03 

においては、昭和39 年段階にお•いて、木材、食料などの所謂地場の各業種がしだいにその構成比．

を高めつゞあることが第一に指摘できる。しかしながら第二に指摘しなければならぬのは次の事実

である。 すでにみたように昭和 30年を'100とした場合、紙バ以外の全業種の工業製品出荷額

の伸びは 58 8であつた。こゞで各業種ごとに、この平均以上(lj){串ぴをしめしたものをとり出すと、

鉄鋼業（伸び率 1.7 1 3)、窯業 (1.334)、金属（ 1.5 1↑)、家具（ 74 5)、化学工業

（る 82)、出版 (64 2)などの業種が乎均以上の伸びをしめしていることがあきらかとなる。

これに対して木材製造業の伸びは-50 9、食料品製造業の伸びは 48 4である。この事実は、たと

え現在の製品出荷額は少くとも、昭和 30年以降 39年にかけて、この苫小牧市では、鉄鋼業、金

属、化学工業、それ応窯業といった業種が急速に伸長しつゞあることを物語る。また昭和39年に

は、 30年段階では存在しなかつた石炭製品製造業、ゴム製品製造業、輸送用機械器具製造業がそ

れぞれ 1社づら（その従業員は計 42名だが）うまれた。この中で注目しなければならぬのは機械｀

製造業の不振であるう。その工業製品出荷額の伸びは30年→38年にかけて 17 9にとゞまり、

また30年には3工場（従業員 10 3名）であつたものが、 38年には 1工場 (815名）に減少し

たo

⑤ ・このように苫小牧では現在、木材、食料といった所謂地場製造業と、化学、金属、鉄鋼などの所

謂韮化学工業、また地城の建設と結びついた窯業といつた製造業、これらが三つどもえになつて、

徐々にではあるがその構成比を高めつ>あるわけだが、業種毎にその労働生産性をとり出してみる

と、直化学工業群の中では、化学工業が7,8 2 2干円と紙バを抜く高さをもつ以外は、金属 (‘1,655

祖）、鉄鋼（ 1,0 1 5fl'l) 、機絨 (~52千記ー 3 8年度）、と他はそれが苓しなぺて低い。昭和 30 

年度を 10 0とした工業労働生産性の伸びでは、金属35 1、化学工業29 7、機械 24 8、鉄鋼
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昭和36年 昭和39年

出荷頗 口こ坦粧数： 従業晨数 出荷額 工場数 従業員数 出荷額

19,071,460租 100%, 1 0 1 6J)72人 100% 24,157;514祖 100% 143 6296人 100洗 33392240千Pl 100% 

493;135 26 42 488 8.0 693";,59 29 52 573 9.1 12.40,140 37 

3075 DD 2 5 01 5D62 OD 2 11 02 ・ X 

1 6 0.1 2,124 DD 1 6 0.1 X 

1/327,744 9.6 14 870 143 2,285467 9.5 20 1,014 1 6.1 3J)55270 9.1 

-62732 03 10 98 1/, 75791 03 23 174 28 315750 09 

16,103,425 844 5 3,998 65B 20;135301 83.4 6 3,603 572 26~94A40 79.6 

69,906 04 5 156 26 84790 OA 8 220 35 166,140 05 

123,479 06 3 60 1D 321,628 13 4 92 15 719/,30 22 

1 

｀ 

37 06 X 

1 1 OD _x 

23・f;r78 12. 6 141 23 310'127 15 7 229 3/, 774530 、 23 

2584 DO 1 17 0.3 10259 00 3 58 09 58{350 02 

1 5 0.1 27,103 0.1 1 4 0.1 X 

98007 05 6 144 24 131双3 OS 8 168 27 278PDD 08 

42000 02 1 74 12 63.066、 03 1 85 1A X 

1 4 0.1 X 

13,995 0.1 4 10 02 11:Z.64 OD 4 17 03 20;)00 0.1 

2 3 6という数値をしめす。また末材および食料品製造業では昭和39年段階で、前者 3,013干fり

後者2,164祖という労働生産性をしめすが、とりわけ木材の労働生産性の伸びが大きい。（昭

和3D年を 1D Dとして木材は39年に 36 5｀食料品は 23 D)一方、窯業の労働生産性は、

3, 3 8 2干円と木材、食料と比ぺて高いが、その伸びは21 6にとゞまつている。

このように現状は、重化学工業が漸次拾頭しついあるといつても、その中心は化学工業 (8

社、従業員 16 8名ー 39年）であり、木材、木製品製造業それに窯業を中心として地城の製造

業構造逆徐々に変容していつている痴階であるといえる。

④ ところで、次に業種別、事業所規模別にこの地域の製造業を位置ずけてみると、（昭和36~37

年）、昭和 36年度においては｀同年＠全工場 1D 1のうち、 6割は従業員規模9人以下の工場、

全体の 8.8割までが従業員規模5D人似下の製造業工場であることがあきらかとなる。

3 7年度においても、 8.9割までが従業員規模5D人以下の製造業である。そして、繊維、衣服、

非鉄金属はすべて 1D人以下の従業員をもつ事業体である。 5D人以上の従業員規模をもつのは昭

和 36年度で 12工場、 37年度で 11工場を数えるのみである。昭和37年度でみると、それは、

食料品 1｀木材3、パルプ3、窯業1、金戚 1、機械製造2工場となる。けれども、かゞる工場の

従業員規模はがいして大きいので、従業員楷成比では、この地域の全製造業従業員の 8.5割 (37 

年）までが、からる従業員規模5D人以上の工場に属していることになる。全体の 1割低どの製造

業機関が、．全体の 8.5割をしめる従業員を擁しているのである。こ Mにわれわれは苫水枚製造工業

の特質のひとつをみることができる。業輝別にみると、紙バではその 9.9割以上が従業員規模 300

人以上の工場に属し、ついで木材では8割近くが 1D D人以上の従業員規模をもつ工場の従業員、

窯業では 7割がこれに属する。（昭和37年度）、これに対して、食料品製造業では約 3割が100
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人以上の従業員規模をもつ工場の従業員であ

るにすぎないが、機械ではすべてが49~100

人の従業員規模をもっ工場の従業員であり、

ついで金属製品にかゞる規模の工場に属する

従業員の割合が高く、化学工業従業員のほと

んど大部分は 10 ~4  9人規模の工場に属し

ている。

かように、この地城では業種の相違によつ

て、企業体の従業員規模の相違が低ゞ段階的

に区分しうる。けれども、表 4-1 3に明示

u• ように、窯業、金属製品製造業などを除い

ては、現実に同一業種の中で、従業員規模の

段階的相違は存在するわけで、この企業の従

業員規模の相違に応じて、その労働生産性が

はつきりと異なつている点を見逃すわけには

いかない。たとえば、昭和 37年の木材、木

製品製造業を例にとると、従業員 3人以下、

(5 7 5和）、 4.~9人(6 9 4千円）、1.0 ~ 

4̀_-1 1 業種別工業製品出荷額の伸び率および

労働生産性の比較 (3Q年～．39年）

同I甲ぴ率

荷(［芋額305年頌の9年品f串0出び0 ) 労働生産性 (30年 00)
30年 39年

39年

食料 939千円 2,164千Pl 230 484 

繊維 865 X (585) 

衣服 x 

木材 851 3,013 365 509 

家具 455 お15 ~399 745 

バルプ 2~90 7,381 247 216 

出版 498 755 152 642 

化学 2/:,37 7,822 297 682 

石油 X 

ゴ ム X 

窯 業 1;,69 3,382 216 1;334 

鉄鋼 430 1,015 236 1713 

非鉄 X 

金 属 472 1,655 351 1511 

機械 343 X (179) 

輸 送 X 

その他 832 1;2.29 148 228 

注（ ）内は 38年段階

4 9人 (1,6 0 6千Pl)..50~99人（ 1,9 6 0千円）、 100~299人 (3,040千円）という労働生

産性の相違がそこに認められる。そして全製造業でみると、従業員 3人以下 (61 7和） 4~9人

(1, 0 5 5千円） 1 0 ~4  9人（ 1, 7 6 3祖） 5 0 ~9  9人(1, 7 1 8五） 1 0 0~299人

(2, 7 7 6千国） 30 0人以上（ 5,6 6 5命）という段階的な労働生産性格差がそこに存在している。

昭和36年から 37年にかけての労働生産性の変容をみると、とりわけ 30 0人以上の従業員規

模をもつ紙パ、また 10 ~4  9人の従業員規模の化学工業、さらに 4~9人の食料品製造業などに

おいて、その向上が著しいことが指摘できる。

⑤ 以上は工業統計にもとずく変容分析であるが、われわれの調査による事業所統叶で昭和 32年以
『1)

降、 38年にかけてこの苫小牧市の製造業機関の従業員規模別の変遷をみると、全体的にあきらか

に、除々にではあるが従業員規模の大きい事業体の構成比が高くなりつヽあることがうかがゞえる。

たとえば、従業員規模4人以下の事業体の構成比は 32年段階で4.4割であつたものが、 38年に

は3.3割、反対に従業員規模50名以上の事業体構成比は 0.8割から 1.4割に増加している。
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表4.-1 2 製造業・業種別、従業員規模別、事業所数および従業員数 (S36~37)

従業員 3人以下 従業員数4.~9人 -従業員数 1?~4.9人 従業員数 50~99人 従業員数1D□~299Al従業員数300人以ヒ

事業所数 従業員数 事業所数 従業員数 事業所数 従業員数 事業所数 従業員数 事業所数 ＇従業員数 事業所数 従業員数

83 6 s.3 7 83 6 83 7 S3 6 837 S3 6 S3 7 836 S3 7 83 6 S37 83 6 S37 83 6 83 7 S3も s.3 7 836 83 7 836 S37 83 6J I 83 7 

87人!120人 26
I 

4.17人，I 320ノ 42人，7冷総 計 3・4. 36 22 171人 126人 2 9 33 592人 658人 6 5 こ 4. 548人 868} 3 2 

食料品製造業 ｀ 1 9 

20 4 8 68 1 a 7 62 38 1 1 ， 1 6 D 135 1 1 77 72 1 14-1 

繊維工業 2 1 5 3 1 5 

衣服その他お造の業繊
維製品製 1 1 6 5 

木材木製品 3'4. 7 1 3 3 3 22 1 1 5 6 1 1 1 1 3 4. 1 1 5 6 5 4. 1 2 279 5 6‘5 1 395 

家具装備品 2 4. 6 1 5 5 5 34. 32 3 3 58 A 8 

|1 2 91 

..,< Iレ・ プ
紙・紙加工品 1 1 3 6 1 1 5 4. 1 1 128 183 2 2 3,862 3,748 

出版印刷 5 ヽ1 5 6 h 6 7 

化学工業
． 

1 1 2 2 2 3 5 8 80 

・窯業・土石製品 1 1 3 3 2 2 1 2 1 3 2 1 32 4 1 1 9 4. 1 120 
'j 

鉄 工 業 1 1 1 7 1 2 

非鉄金属 1 3 1 5 

金属製品 1 3 3 2 25 1 8 3 4 1 2 1 1 1 6 56 

機 械 製 造 業 1 2 7 4. 13 8 

そ の 他
1 I 3 1 o I 7 

I ！ I I I i 



封弓 4-1 3 業種 91・規模別労働生産性の比較 (S36~37年）

従ご業員数 5人以下 4~9人 1 □~49人 50~99人 10圧299人 300人以上

36年 37年 36年 37年 36年 37年 36年 37年 3碑 37年 36年 37年

62~PI 6 fり 千円

1,0闘
千円 干Pl 千円 千Pl 千Pl 千Pl モ円 千Pl

総 計 1,049 1;556 1163 1B81 1,718 2{,79 2176 4B~4 5終5

食料品製造業 540 436 886 15.43. 1224 1,161 3;,36 3/,67 1,024 

繊維工業 1,012 12,147 312疇

衣維服その他の繊
製品

354 540 

木材木製品 567 575 698 694 1,728 1,606 2~24 1,960 3725 3,040 2-291 

家具装備品 746 582 768 997 780 1,054 
バルプ・紙 800 242 764 875 2222 2/1-18 5~38 5{,65 
紙加工品
出版印刷 544 596 

化学工業 205 195 5538 6;,69 

窯業・土石製品 400 227 2591 払121 2249 1が852;199 2077 

鉄 工 業 603 893 

非鉄金属 3;247 543 

金戚製品 1,333 754 388 777 968 849 

機械製造業 852 960 

そ の 他 1,126 1忍50 1 

表 4-14 従業員規模別、製造業機関の梱成比の推移 (32年→38年）

1~4人 5~9人 1□~1 9人— 20~49人 5 0~99人 1 0 0犀 計
32年 4.4 1.8 1.4 1.6 0.3 0.5 1 0 

35年 3.4 2.3 1.3 1.8 0.7 0.5 1 0 

38年 3.3 2.0 2.0 1.3 0.8 0.6 1 0 

•、

注 1) 工業統計の数字とわれわれの班業所統計の数字とは工場数があわないが、

全体的傾向すみる上ではそれほど大きな差は生じないと考える。

2 建設業の構造変容過程

すでに第 1節でふれたように、この苫Ij教：市では全体的に就業人口が増加する中で、とりわけ建設

，業従業者の伸びが大きかつた。この地域建設業の構造変容過程を、われわれの事業所調査の結果、から

みてみよう。
(1 l 

① 表 4-15であきらかなように昭和32年段階においては、全体で 80低どRからる建設業機関

がこの地城には存在していた。その従業頁規模を別としてもつとも多いのが木造建築工事業で23 

事業所 (2.9割）、一般土木建設工事業が 15 (1. 9割）でこれについでいた。そして 35年段階

では、事業体自体はそれ筏ど増加をしめていない。しかしか入る建設業従業者拭 32年から 35年

にかけて 2,422名 (10 0)から 4,1 2 7名 (17 0) へと大巾に増加した。—事業体あたりの

乎均従業員は30. 3人から 47. 4人となつた。つまりこの期間は一事業所あたりの従業員規模の拡

大過程として捉えることができる。ところで35年から 38年にかけての期間は、従業者数はさ筏
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ど大巾な増加をみていないが、事業所数が大巾に増加した。すなわち、 38年段階に達すると、事

業所は 19 1、従業者は4(."48 6名に達した。そして一事業所あたりの乎均従業員数は 23. 5人と

なった。つまりこの期間はとにかく従業員規模の零細なかヽる建設業機関それ自体が数多く設立さ

れた過程として位置ずけることがでをるだろう。

事業所規模別に力心る変容過程をみると、昭和32年段階では 1~9人規模の事業所構成比は

5.3割、これが35年には 3.8割に減少、 38年段階でふたたび 4.6割に増大した。また従業員規

模 50人以印事業体の猜成比は 0.9割から 1.4割に増大、そしてふた立び 0.9割に減少した。昭和

3 2年から 3、5年にかけては、 1~2・人規模、森よび3~4人規模の事業所が減少、それ以上の従

業員規模をもう事業体は姦しなぺて増加しているが、とくに 20 ~4  9人規膜の事業体の増加が大

•• ｀ • -- • . . -... ・戸・●ー., ● 
事業体数 従業員数 うち常雇者

蕗糾2-縛S35認岨芯―I83従2業83員5構成苺比8― 
S32 S35 S38 S32 835 S38 832 S35 S38 

総合工事業 47 47 95 2206人3が85人3が73人621人2214,I,、2627人28続 60:1%71部 91.1%89羞 815%

賊別工事業 23 29 63 123 239 476 89 136 379 72A 569 79.6 5.1 5B 106 

設備工事業 10 11 33 93 203 337 75 117 297 806汚 7.688.1 38 4.9 7.5 

建設業計 80 87 191 ・2A22 4,1刃 4A86 785 2A67 3,303 32:4 600 736 100D 100D 1 ODD 

事業体構成比 従ー業事菜員規体模当り

832 83 5 S38 832 835 83 8 ． 
総合工事業 588% 540% 49.7-% 469人 784人 38.7人

取別工事業 28B 535 55.0 55 82 7.6 

設備工事業 125 126 1 7.3’ 9.3 185 10.2 

建設業計 1000 ・1000 1000 305 47.4 23.5 

きかつた。とこるで、 55年→ 38年にかけては、 1~2人規模の事業体から 10 0人以上の従業

員規模をもつ事業体までおヽしなぺて増加しているが、とりわけ 19人以下の従業員規模の事業体の

増加が著しい。この間に増加した 10 4事業体のうちの 5.5割までは 9人以下の、また 8.8割まで

は19人以下の従業員規模をもつ事業体である。

②ィ このような事業体の変化過程は、当然のこことながら、建設業内部に澁ける業種間の構成比の変

容過程として捉えねばならぬもの．を含んでいる。建設業を総合工事業、職別工事業、設備工事業

にわけて、か込る変容過程をみると、昭和32年段階では、総合工事業が全体の 5．内別、職別工

事業が2.9割、設備工事業が 1.3割という構成比であったものが、その後総合工事業が漸次比重

を低め、昭和38年には5.0割に低下、替つて職別工事業が3.3割、設備工事業が 1・ 7割をしめ

るに至った。業種別機関数q印びでは設備工事業がもつとも高い。昭和 32年を 10 0として、

3 8年には33 0に伴びた。これは各業種間の従業員構成比においてもいえることで、昭和32 

年段階では総合工事業に戯するもの入割合は9.1割、職別工事業に属するものは 0.5割、設備工

事業0.4割であったものが、昭和38年では？、・ 8.2割、 1.1割、 0.8割とい：う形で総合工事業は

その比重を低めつ．とある。ところで、一事業体あたりの乎均従業員規模別にみると、総合工事業

が他の 2業種をはるかに越える従業員規模をもつていることがわかるが、（たとえば、 32年段

階でみると、総合工事業47 人、職別工事業 5 人、設備工事業 9 人となる。）この苫✓1~：市の建

設業そのものが一事業体あたりの従業員規模を拡大した昭和 32年→3 5 年にいたる期間には~
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前記三業種とも、おヽしなぺて一事業体あたりの平均従業負規模を拡大している。とくに総合工事

は78人に達し、設備工事業も 19人に達した。けれども、 38年段階に至ると三業種ともその

規模を縮少、とくに総合工事業は 39人と、 32年段階より大巾にその従業員規模を縮少したこ

とが特徴的である。

ロ 従業員規模別にからる変容をみると、表4-1 8([)如くで、総合工事業では 32年から 35年

にかけて、 1~9人規模の事業所が 1Dほど減少、替つて2D ~4  9人規模の事業所が5、5D 

~99人の規模の事業所が 6低ど増加、 1D D人以上の従業員規模をもつ事業所も 5から 6へと

一事業所増加した。全体的に上昇化傾向が顕著である。

ところで35年→ 38年にかけては、か入る総合工事業の業種そのものが47`→9 5と倍増し

たが、そして、これは従業員規模 1~9人のものから、 1D D人以上のものまで各段階の企業と

もその附数をおしなぺて増加させた過程として現象しているが、とりわけ 1D ~ 1 9人規模の事

業体の増加が著しい。この間に増加した 48事業体のうち、 4.4割までが 1D ~ 1 9人規模の事

業体である。ついで 1~9人規模の事業体が2.5割をしめる。つまり、この 35年から 38年に

かけては、とくに零細なか入る事業所が数多く設立されたという特徴がみられる。

ところで、この総合工事業の内部に苓いても、 35年を転期として、小分類での業種間楷成比

が大きく変容している点は見逃すわけにはいかない。

すなわち、小分類でみた場合、総合工事業の内部では、木造建築工事業と、一般土木建設業の

しめる比重が高いが、昭和 32年→35年にかけてはゞとりわけ一般土木建設業姦よび土木工事

業の仲長が大きく、とくに従業員数では、両者の計で 1,9 1 9名から 3,2 5 8名へと大巾に増加

した。けれども 35年→ 38年にかけての従業員構成比の変容をみると、一般土木建設業、土木

工事業、舗装建設工事業はその従業員を急速に、しかも大巾に減少させ、替つて、木造建築工事

業、木造建築を除く建設工事業、公共工事業などが大巾侭その従業員を増加させるという形での

変容が起つている。この間、木造建築工事業はその従業員を 21 1→ 1, 3 1 5名へ増大さ生た。

また木造建築を除く建設工事業は58→ 7 4 D名へと増大させた。つまりこの間、総合工事業内

部で 一般土木建設業お、よび土木工事業から、木造建築工事業および木造建築を除く建設工事業

へ、という業種間構成のワエイトの変化が惹起しているのである。

＾ 次に大工、石エ、レンガ、タイル、板金、金物、塗装などの職別工事業についてみると、この

業種は元来、その規模の零細なものが多く、昭和 32年段階では、当時存在した 23事業体の

半数近くが従業員規模4人以下のクラスに入つたが、昭和 32年から 35年にかけては、この 4
a 

人以下の事業体が減少、 5~9人規模のものが 7、およびそれ以上の 10 ~ 2 9人規模のものが

4事業体低ど増加するという形での変容をしめし、 35年→38年にかけては,. 1 ~4人のもの

（約5割）と、それ以上、 30~49人規模のものまで（約 5割）という形で事業体数そのもの

が増加をしめした。つまり 35年以降の段階においては、従業員規模 4人以下というかなり零細

なものがふた只び増加するという形で、全体的に業種数そのものを、 29→ 6 3と大巾に増加さ

せた。

この業種の中では..:その従業員数からみて、昭和 32年段階では、石エ、レンガ、クイル プ

ロック工事業、板金．金物業、塗装工事業などの比重が高かつたが、 32年→38年にかけて、
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表4-1 6 小分類、業種月1.-業所の変避(S32~38年）

事業体数 従業員数 うち常雇者数

832 835 838 S32 835 838 832 835 S38 

計 80 87 191 2.422/¥. 4,127A 4.486.人 78払 2476人3503人

総
疇土木建設工事業 15 23 34 1,674 21347、1,466 481 1,765 729 

メロ 仕木工事業（舗装、建設除く） 4 2 3 245 411 28 13 167 24 

工 舗装、建設工事業 1 1 78 3 18 3 
事 建設工事業（木造建築を除く） 3 4 8 41 58 740 22 46 608 
業

木造建築工事業．． 23 15 45 221 211 1513 90 170 1,140 

公共工事業 2 2 4 25 80 123 15 48 123 

大工工事業 6 3 印 13 20 64 7 16 55 

職
とび、土エ、コンク））―卜工事業 1 8 7 

別
鉄骨、鉄筋工事業 1 24 21, 

工
石工、レガえクイル、プロック工事業 3 1 2 33 ， 7 28 8 6 

事 左官工事業 し 3 10 53 153 ， 130 
業

屋根工事業 3 4 4 7 11 26 5. 17 

板金、金物工事業 7 ， 21 31 48 106 21 34 74 

塗装工事業 3 8 15 28 74 112 22 52 90 

その他の職別工事業 1 11 11 

設工電気工事業 7 7 19 63 72 219 53 60 194 

疇事「さ工く井事工業事業
2 4 14 22 131 118 18、 57 103 

1 8 4 

とくに、この職別工事業の中では規模の大きい左官工事業が急速に伸長、昭和 38年段階では、

左官、板金塗装の比重が高くなつた。石エ、レンガ、タイル、プロック工事業は、事業体数か

らいつても、従業員数からいつてもあきらかに減少した。

,,..::. さて職別工事業とともに伸びの大きい電気工事業、管工事業などの設備工事業についてみると

昭和32年→35年にかけては、従業員規模 9人以下のものが減少、 20 ~4  9人規模のものが

増大するという形での上昇化傾向をしめ、 35年→38年にかけては、逆に 5~9人規模、 10 

~ 1 9人規模のものがとくに増大するという形で、事業体数そのものを 11→ 3 3へと増大させ

た。従業員数からその変容の内訳をみると、管工事業は 32年→35年段階で大巾に増加、以降

従業員数を減少させるとともに、事業体そのものがきわめて零細化するという方向をしめし、電

気工事業はとくに 35年段階以降に伸長している、という特徴がみられる。

ホ このようにみてくると、昭和32年→35年→38年にかけて発展を逐げているこの苫水枚市

の建設業の変容過程は、あきらかに 32年→35年と、 35年→38年と、この 2つの期にわけ

て考えることができるものを含んでいることがあきらかとなる。前者は、一般土木建設工事業、

土木工事業を主軸として（全建設業従業者のうち 8割をこの両者で擁していた。）地域開発のた

めの基礎的な建設が進展していた時期として、また後者は、その上にたつて、木造建築工事業、

木造建築を除く建設工事業などの建設業が伸長、同時に、左官、板金、塗装あるいは電気工事業

などが急速に進展した時期である。そしてこの 35年→38年にかけては、 32年→35年にみ

られた企業規模の大型化という傾向ではなしに→かえつて零細規模の企業が多数猥出するという
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形で、全体として建設事業体数そのものが大巾に増加した時期にあたる。

④ 上述したようた、昭和 32年→35年→38年の期間にわたつての苫小牧市の建設業の進展の中

で看取してはならぬことは、この間をつうじて、全従業員中、常雇者のしめる割合が滞実に増加し

てきているという事実であろう。全従業員中、常雇者のしめる割合は、建設業を全体としてみた場

合、昭和32年に 3.2割であつたものが、 35年に 6割、 38年には 7.4割と増大した。総合工事

業、職別工事業、設備工事業と業種別にみた場合、昭和32年段階で総合工事業はか込る常扉者の

しめる割合のもつとも少ない業種であったが、この総合工事業においても、とくに常雁者構成比が

表4-1 7 建設業事業所規模別年次変化

1~ 3~ 5~ 1 0~ 2， 0~ 
蒻人2人 4人 9人 1 9人 4 人

S 32 18 1 1 1 3 1 6 1 3 2 

835 5 8 20 18 24 6 

S38 1 6 27 44 53 34 8 

□三゚［人
表4-1 8 総合工事業規模別年次変化 同本支脂別変化

〗：冒言|JfI器：書I戸
計 本店数 支店数 支店従業員割合

47 35 12 289% 

47 34 13 29..3 

95. 67 23 256 

表4-1 9 臓別工事業規模別年次変化 同本支店別変化

1人 2人 3人i4人
5~ 10- 2← I 30~ 計 i本店数I1 支店数l不明， I 支店従業員割合

I 
9人 19人 29A 49人

S32 4 3 2 2 6 4 23 21 2 

S35 3 5 2 13 6 2 29 29 

s38 I 7 5 8 5 23 12 3 63 56 7 4,6% 

表 4-20 設備工事業規模別年次変化 同本支店別変化

1人 払 3人 4人
5~ 10-2 8  30--, 

計 本店数1支店数 支店従業員割合
I 9人 19人 29A 49人

832 1 2 1 3 2 1 1 0 8 ' 2 31.2% 

835 1 2 1 2 3 2 1 1 7 4 47.3% 

S38 1, 1 2 4・ 1 1 1 0 2 2 33 1 9 14 38.3% 

増大している点が注目される。この総合工事業にぶいては、か入る常雁者構成比は、昭和 32年に

2.8割であったものが、 35年の 6.0割をへて、 38年には 7.2割に増大した。（しかしさらに小

分類でみると、一般土木建設業では 38年段階に茶いても、常扉者構成比が5.0割である点は看過

してはならない。）

これに対して、設備工事業、職別工事業はやと異なったパクーンをとる。すなわち、従業員がま

ず増加した35年段階では、かえつて常扉者構成比を減少させる。そして昭和38年段階に至って

それを再び増加させた。設備工事業を例にとると、 8.1割→5.8割→8.8割という形で常扉者構成

比は変容した。つまり、からる点からも、昭和 35年という時点ほひとつの転期になつている。こ

の時期に苓ける設備工事業、職別工事業は相対的に不安定な業種であつたといえる。けれども、い
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ずれにせよ、こうした醐塔をへて、全体として建設業の中での常雇者の比率が 35→3 8年にむけ

て増加していつているという点は認めねばならぬ。

⑤ ところで昭和38年段階において、かゞる建設業従業員の2.3割は所謂支店として苫小牧に設立

された事業体に所属している。しかし、この割合は昭和32年～35年嗣階では 2.8割～2.9割

であったから、 35年以降の傾向として、所謂本店のしめるウエイトが増大しつゞある点が認めら

れる。

業種別内訳でみると、総合工事業では昭和32年に 2.6割の事業体が支店（従業員構成比では

2. 9割）であったものが、 38年段階になると、事業体で2.4割、従業員で2.6割と全体として支

店の構成比を低めているのに対して、職別工事業では、昭和38年段階に至つて所謂支店が 7店

設立され、また設備工事業では支店構成比は32年の 2割から、 38年には 4.2割と逆に高まった。

（しかしその従業員楷成比では、 32年3.1割、 35年 4.7割、 38年 3.8割と 35→3 8年にか

けては、その割合を減少させている。）

かように、建設業全体としてみた場合、昭和35年をピークとして、本店のウェイトが漸次高ま

つている。

3 連輸通信業の構造変容過程

螂が開発される過程は、まず建設業とならんで、連輸通信業自体が特定地域の上に集稼される過

程でもある。これまでみてきた製造業、建設業の構造変容過程は、同時に、次のような運輸通信業の

構造変容過程をともなつている。

① われわれの事業所調査の結果によると、昭和 32年から 38年にかけて、かゞる連輸通信事業所，

は 1.5倍に、また従業員数は 2.6倍へ増大した。そして、この間、従業員中の常雇者構成比も 32 

年の 59. 7％から、 38年には 95. 0％へと増大した。

② この変化を業種別にみると、昭和32年から 38年にかけて、中分類でくゞつて、この苫/J-4,：市

に存在チる業種は、道路旅客運送業、道路貨物運送業、倉庫業、運輸に付帯するサービス業の四種

長類になるが、昭和32年段階では、事業所構成比でみても、従業員梱成比でみても、 道路貨物遮

送業がその大宗をしめていた。すなわち、従業員構成比でみて、 7.1割はかゞる業種であり、つい

で「道路旅客運送業」従業員が 2割をしめた。その後35年段階に至ると「運送に付帯するサービ

ス業」が急速に拾頭、従業員梱成比で3.5割をしめるに至り、替つて「道路貨物運送業」はその従

業員構成比を 4.5割に減少させた。そして 38年段階に達しても、こうした楷成比は大きく変容は

していない。たゞ「道路貨物運送業」の従業員構成比は 5.6割とや M回復「連送に付帯するサービ

ス業」の従業員構成比は 2.2割とやゞ減少した。この間「倉犀業」は低とんど変化なく、かえつて

全体に対する構成比を低めている。

＠ このように中分類でく xった連輸通信業の昭和32年→38年に至る業種変容をみると、苫小牧

の場合、とりわけ「運輸に付帯するサービス業」の拾頭が特徴的になるわけだが、さらに小分類で

の変容をみると「道路旅客連送業」の中での民営旅客自動車連送業と公営旅客自動車運送業は両者

ほゞ半ばし、この割合のまヽ伸びていつているが、「造路貨物遮送業」においては小分類での業種

別にかなり変動がはげしい。すなわち、昭和 32年段階では、一般貨物自動車業がその大宗をしめ
,• 
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表4-2 1- 連輸通信業、中分類別、事業所数、同従業員数の推移 (832年~38年）

I 事業所数 I 従業員数 I 同描成比

I 3 2年 35年 138年 32年 35年 1 38年 呟•32年 35年 38年

道路旅客運送業 I _ 7 : 9 1 2 1 1 7 1 7 7 291 2 0.2 2 0.0 1 9.5 

道路貨物運送業 2 7 • 1 2 32 412 397、 840 7 1.0 44.9 5 6.2 

倉庫業 2 1 3 1 7 4 28 』贔',. 0.5 1.9 

運輸に付帯するサービス業 l 2 7 11 34 307 3 35 34.7 2 2.4 

計 | 38 29 58 580 8 8 5 [1,494' 1 0 □.□ 1 a a.a 100.0 

ていたが、 35年には貨物経車両運送業に比重が移り、 38年には一般貨物自動車運送業がふたゞ

び回復すると同時に、特定貨物自動車運送業が急速に拾頭、これが＇「道路貨物運送業」の中でもつ

とも比重を高くしている。そして 35年段階に北ャいて、その比重がもつとも高かつた貨物軽車両運

送業は急速に比重を低めている。また 38年に回復した一般貨物自動車連送業は、昭和32年段階

のそれとは異なつて従業員規模がかなり零細なものが多数藍出するという形での再編が行なわれて

いる。ちなみに、その従業員規模別変化をみると、昭和 32年には一社乎均 46名（計8社）であ

表4-22 小分類での事業所数、従業員数の推移 (S32~38年）

事業 所 数 従業員数 ー従事業業員所数当り

スワクF :z; <;I,:/= I :z; 8年 る2毎 35年 38年 ;i; 2年

呵10.1 戸I1 2閃:6 A 民営旅客自動車連送業 l6 
. I ― 

52 8 1 1 3 9 &人7 , 8,I .11 

公営旅客自動車運送業' 1 1 4 65 96 152 6 5.0 9 6.0 !152.0 
l -

一般貨物自動車連送業 8 4 23 368 50 381 4 6.0 12.5 1 6.ヽ

B 特定貨物自動車迦送業 2 、 1 7 11 5 455 .5．5 5.0 6 5.0 、』

貨物軽車両運送業 1 7 7 2 33 342 4 1.9 48.9 2.0 

貨゚物連送取扱業 1 5 ， 、 29 289 321 2 9.0 2 7. 8 35.7 

運輸あつせん業 1 2 2 5 1 8 1 4 4.0 9.0 7. 0 

A………道路旅客運送業 B ……•••道路智物運送業 ・〇……述輸に付帯するサービス業

（倉庫業か除く）

ったものが、 38年段階では一社乎均 17名（計23社）という形での変化がみられる。そして38

年段階で拾頭した特定貨物自動車運送業は、従業員規模一社乎均 65名（計 7社）．というかなり大

型化した事業体である。

かように「道路貨物運送業」に姦いては、 32年→35年→38年にかけて、一般貨物自動車連

送業→貨物軽車両運送業→特定貨物自動車運送業とその内部構成を変化させているのである。

また 35年以降拾頭した「連輸に付帯するサービス業」では「貨物連送取扱業」がその大宗をし

めている。

④ 以上の如くこの苫小牧市に姦いては｀ 32年以降「公営、民営旅客自動車運送業」がコンスクン・

トに伸びる中で「道路貨物連送業」では 35年の貨物軽車両速送業が拾頭した段階を経て、特定貨

物自動車運送業が急速に伸び、また35年段階以降、貨物運送取扱業がこれまた急速に伸びてい

るという特徴がみられるが、従業員規模別にか入る変化をあとずけると、 32年→35年段階は、

一般的に一社あたりの従業員規模の大型化の段階、それ以降は、一方では大型化傾向がつゞくと同

時に、従業員規模 10 ~4  9人、 5~9人、また 1~2人という事業体が数多く雖出した時期とし
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て位置ずサられる。

⑤ からる運輸通信業事業所を本所、支所別にみると、事業所構成比では本所の割合は、 32年→

3 5年→38年にかけて減少、 38年段階で約半数の事業所が本所であるが、同従業員構成比では

3 2年以降、本所従業員のしめる割合が急速に増大している。 32年に 1.8割であったものが、 38

年には 5.9割に達したo

業種別にみると、とりわけ「道路貨物運送業」で、本所事業体従業員のしめる割合が急速に増大

した。 32年醐階で 1.8割であつたものが、 38年には 9割に達した。この意味に苓いて、この運

輸通信業は、地元に定着した地場事業体が32年から 38年にかけて、拡大、増殖していつている

といえる。

一方、従業員中常雇者のしめる割合は、表にみる如く、各業種とも一様に高くなつているという

特徴がみられる。か＼る意味に苓いて、苫が枚においては、この運輸通信業は雇傭の側面からも、・"

急速に安定した産業に変容していつているといえる。

表 4-23 運輸通信業、従業員規模別事業所の推移（全体）

1~2人 3~4人 5~9人 10~49人 50~99人 10払以上

昭和32年 18 5 5 7 2 

,, 3 5年 6 5 4 8 4 2 

,, 3 8年 1 7 5 1 2 1 6 4 4 

表4-24 中分類別、本所事業所数および同従業員数の割合

本所数割合 同従業員数割合

32年 35年 38年 32年 35年 38年

道路旅客運送業 14.3% 22.2% 25.0% 9.4% 13.6% 17. 2% 

道路貨物運送業 88.9 91.7、 68.8 1 8.2 3 8.8 ・ 9 0.4 

倉庫業 1 0 0.0 1 0 □.□ 1 0 0.0 1 0 0.0 1 D □.□ 100.0 

進輸に付帯するサービス業 D 14.3 9. 1. 

゜
3 3.6 12.2 

4 金融不動産業の構造変容過程

昭和 32年から 38年にかけて、金融不動産業の構造もきわめて大きく変容してきている。

この埠砂金融業が昭和 32年から 35年に至る過程で事業体数および従業員数を増大しはじめた

のに対して、不動産業はとくに 35年以降急激にそれを拡大してきている。

①（ィ） 昭和52年段階では、この苫小牧市に活ける金融業は 31機関、従業員は 34 2名、このうち

機関数に共いても、従業員構成比に姦いても「中小商工、住宅金融業」の比重がもつとも高く、

それは事業所構成比で5.8割、従業員構成比で5.6割をしめた。ついで従業員構成比でみた場合

保険業 (2.2割）、銀行信託業 (1. 8割）のしめる割合炉高かつた。ところでその後38年に

至る発展をみると、 35年段階に土いて、はやくも「中小商工・庶民・住宅金融業」の比重が低下

とりわけ従業員構成比に土↓いては、 3.9割をしめすにとゞまる。替つて従業員構成比において保

険業のしめる比重が増大 (3.3割）するという特徴がみられた。この保険業は昭和38年段階に

いたると、さらに構成比を増大させ、事業所楷成比において全体の 2.6割、従業員構成比に姦い
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表4-25 金融、不動産業におナける事業所数

土ヽよび従業員数の推移 (S32→38年）

事業所数 従業邑竺色

て4.3割をしめすにいたる。かくて

38年段階において、 「中小商工、

庶民、住宅金融業」は事業所構成比

， では約半数をしめるが、従業員構成
32年 35年 38年 32年 35年： 38年！

金 融 業 31i 39, 55 i 342人ii432人'554人，

不動産業 7 6 1 38 25 27 445― 比で3割と、その比重を低下させる。

言t ! 38 I 45 1193 !367 1459 1999' （口） ところで昭和32年→38年に

いたるこうした変化の中で、ー事業所当り乎均従業員数は金融業全体としてはとくに増大したと

いう傾向をみせていない。だいたいと土ヽして 1D ~1-1人前後である。しかし業種別にみると、

「銀行・信託業」「中小商工庶民住宅金融業」などが従業員規模を減少（たとえば銀行3D人→

2 7人、中小商工、 11人→6人）させているのに対して、とくに保険業(11人→17人）、

「証券業・商品取引業」 (4人→11人）などがそれを増大させていることがわかる。ーロにい

つて、保険業、「証券業・商品取引業」などがその事業体規模を増大させ「銀行・信託業」匠近

表4-2 6 金融業中分類別事業所数、従業員数の推移 (832~3 8年） ずく方向性をみせ
←ヽ 9'’̂

事業所数 全従業員数 ー猫1業白：＝昌敬y 常雇者割合 たといえる。

ヽ 3坪 3罪 3~ 5祖35秤碑 3年 3罪 3眸 3舜 3秤 5眸
ー，．一已

従業員規模別に

かふる変動をみる

と、保険業では35

年以降、とくに従

業員規模1□~49 
人段階の機関が増

加しているという

特徴がみられ、

銀行・信託業 2 3 5 60 93 so 30瓜 310人26.7,人96澤 100幽 100幽

農林水産金融業 2 3 5 13 17 19 65 57 63 846 94.1 1 DOD 

藍中小宅商奮工・融庶皇民 ？ ; 18 21 27 190 168 167 10/, 80 62 895 821 886 

商品取引業 } 1 2 4 4 9 42 40 45 10払 750 889 100D 

保 険 業 7 8 14 74 143 237 
1 06 1 7.9 1 269,3人人1635 

49.0 97.9 

保保険険媒サ介ー代ビ理ス業業 } 1 2 4 1 2 9 1瓜 1.(J人。

゜
77.8 

計 I 31 39 55 342 432 554 11D 11．仏 10.1 |845 752 953 

(3 2年3機関→38年 9機関）「証券粟商品取引業」では、 38年痴階でそれ以前には存在

しなかつた 1D ~4 9人規模の事業所 2店が出現している。一方「中小商工庶民住宅金融業」に

おいては、 32年～35年にみられた 5D人以上の従業員規模をもつ事業体は38年には姿を消

し、 1□~ 4  9人規模のものが 2店→ 3店→4店と歪れぞれ 1店ずゞ増大している。しかしかゞ

る「中小商工・庶民・住宅金融業」に油いてはとくに 1~2人規模のいわば象族的金融機関の出現

が数多いことが特徴的である。たとえばかゞる従業員規模をもつ事業体は、 32年に 8店であっ

表4-27 金融業・中分類別事業所従業員規模別年次変化 (832~38年）

1~2人 3~4人 四人 1四 9 50人以上

32 35 !38 32 35 38 32135 38 32 35138 32 35 38 

銀行・・信託業 1 2 3 2 

農林水産金融業 1 2 2 2 1 

中小商工・庶民・住宅金融業 8 12 17 4 3 4 3 2 2 2 3 4 1 1 

証券業・商品取引業 1 1 1 1 1 2 

保 険 業 2 1 1 3 2 ・ 1 3 7 ， 
保険媒介代理業・保険サービス業 1 2 3 1 

計 11 16i21 SI 4 8 7 5! 8 : 7 13 ， 18 1 1 
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表4.-2 8 金融業における本所事業所割合 たものが38年には 17店に増加した。

および同従業員割合の推移

昭和52

本所事業所割合 1同従業員割合
5 1. 6 % I 4.3.3 % 

,, 35 56.4. I 28.□ 

金悪業全体をと苓していえることは、 32年から 35年、

3 8年にかけて、二つに分かれてつまり従業員規模1~2人

の零細事業体が増加した反面、従業員規模 10 ~4. 9人の事

/9 58唄 4.0.0 | 7.0 1 業体が増加しているという事実である。そして、•ことわるま

でもなく前者の中核は「中小商工庶民住宅金融業」であり＇、後者の中核は保険業である。

しi さらにふれなければならないことは、この金融業の楷造的変化は、本店に対する支店のしめるウ-

イトの圧倒的増大過程として現われているという事実であろう。

②不動産業の場合、事業所数、従業員数においても、とくに昭和 55年以降、それが急速に拡大してい

るが、昭和 32年段階においては、かゞる不動産業は 7事業所、従業員 25人を擁するにすぎなかった。

そして徒難員構成比でみた場合、‘不動産代理業が 17名 (7.2割）をしめていた。ところが 38年段階

になると、事業所で 13 8、従業員数で4.4. 5名と、この不動産業は急速に拡大した。そして、この拡

大の原動力となったものは、不動産代理業囚：ぴ貸家業の急速なる伸長である。貸家業の場合は従業員規

表4.;-29 不動産業、中分類別、事業所数、従業員数の推移 (832~38年）

事業 所 数 全従業 員数 ー店当り従業員数 常雇者割合
32年 35年 38年 52年 35年 38年 32年 35年 5眸 32年 35年． 38年

不動産賃貸業 1 1 1 6 2 1 4 1 6 2.`9人 14.0 1.o} 1 0.0 1 0.0 1 0.0 

貸土 家業 4 5 98 5 5 144 1.3 1. 7 1.5 

゜゜
4.5.8 

建・土地剋畷 4 36 9. 0 8 0.6 

不動産代理業 2 2 1 7 1 8 8 2 2 4. 9. 0 4.0 1 3.2 7 2.2 3 7. 5 7 6.8 

その他の不動産業 5 25 8.3 6 4.0 

野 7 6 138 25 27 445 3.6 4.5 3.2 8.0 5 1.9 6 7.2 

表 A.-3 0 不動産業・中分類別・事業所従業員規模別年次変化 (832~38年）

1 ~ 2人 3 ~4.人 5~9人 1 0~49人 50人以上

32 35 38 32 35 38 32 35 38 32 35 38 32 35 38 

不動産賃袋業 1 16 1 

貸家業 4. 2 86 1 11 1 

建売業・土地売買業 5 1 

不動産・代理業 4. 1 3 1 1 6 1 3 1 

その他不動産業 1 1 1 
—a• 計 5 2 106 2 15 1 1 1 1 1 1 5 1 

表4.-3 1 不動産業における本所事業所 模 1~2名という家族的零細事業体が多数益出したとい

および同従業員割合の推移
う特徴がみられるが、不動産代理業では従業員規模10 

本所事業所割合I同従業員割合

昭和 32年
名以上という事業体も創設され、昭和 38年で一店当り

二Iり口 1:：.：%Iロ：：：：二ご゚そ；；；二:二
く、本所事業所であるという特徴をもつている。昭和38年段階で従業員構成比でみて 9割までが、か入る

本所事業体に所属している。
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5. 卸小売業の構造変容過程

①（イ） 昭和55年以降，この苫小牧市の商業（卸小売業）の構造は，全体的に商店数が増大する中で，

法人および常用従業員を使用する商店数の比重の増大，また小売業に対して卸売業の機能の増大

という形で変容していつている。

はじめに，昭和27年以降の飲食店を除いた苫小牧の商店数，同従業員数および年間販売金額

の変動を商栗統計によつてみると表4-32の如くで，昭和27年を 10 0とした場合， 3 7年

度には商店数は18 2に，従業者は26 5に，年間販売金額は 72 9に達した。とくに昭和55 

年段階以降の伸びが急速である。すなわち昭和55年に商店数58 4, 届l従業員数2,522名，

年間販売総額57億 6千万円であつたものが，昭和37年には商店数89 7,同従業員数4,166

名，年間販売総額14 8億7千万円に達した。従業員1人当りの年間販売金額も 22 9万円から

3 5 7万円へと増大した。
／＇ 

表4-32 昭和27年以降37年にかけての苫小牧市の商業の発展

商店数 従業者総数 1 年間販売総額ヽ 従当業り員販寄1人額
実従1塁店当讐り緬

実淑r同指薮 英数 同指数1 実数同指数実数同指数
人 万円 千円 人

827 4 92 1 D 0.0 1,572 100.0 2 D 3,971 1 0 o.o 1,298 1 □□.□ 3.2 100.0 

29 I 4 91 99.8 2.141 1 36.2 447,510 21 9.4 2,090 1 61. ID 4.4 1 3 7.5 

31 I 5 31 1 D Z9 1,991 12 0.7嗚，1 4 35,4 25 213.5 2,187 1 68.5 3.7 11 5.6 

33 I 5 84 11 8.7 2,522 1 60.4 I 576,162 2 8 2.5 i 2,2 8 5 176.0 4._3 134.3 

35 748 152.0 3,359 2 1 5.7 853,8451I 41 8.6'2,542 1 95.8 4.5 14 0.6 

37 897 18 2.3 4,166 264.8 1 4 8 7, 1 43 7 2 9. 0 3,5 7 0 2 75.0 4.6 143.8 

（口） この昭和33年と 37年をとり出して「法人および常用従業者を使用している個人商店」と

「常用従業者を使用していない個人商店」の比重をみると， 「法人および常用従業者を使用して

いる個人商店」の構成比は，店数において，昭和33年度の 3.9割から， 37年度には 5.0割へ，

同従莱員楷成比においても 7.1割から 8.2割へ，また年間販売金額構成比では8.8割から 9.4割

へと増大した。昭和33年から 37年にかけて，店数の伸びにおいても，従莱員数の伸び、また

年間販売金額の伸びにおいても、あきらかに「法人および常用従業者を使用している個人商店」

が「常用従業者を使用していない個人商店」を上廻つている。そして、従業員1人当りの年間販

売金額を比較してみても、昭和37年段階で、そこには3: 1 の格差が存在b~いる。

表4-33 「法人蛭よび常用従莱者を使用している個人商店」と「常用従菜者を

甲

乙
計

使用していない個人商店」(1.)33年→37年にいたる変容の比較

店数 従莱員数 常用労働者 年間販売額

S 33 S 37 S 331 S 37 S 55 S 37 S 33 S 37 

229 451 1/302 3,408 1;346 2725 508,010 1:,92,103 

355 446 720 758 

゜
5 68,152 95.040 

584 897 2.522 4,166 1,346 2730・ 荀6;1621,487,143 

甲……法人および常用従業者を使用している個人商店

乙••••••常用従業者を使用していない個人商店
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1店業員当り 従業員 1人
従数 当り販売顆

S 33 S 37 S 33 S 37 

7か ん国 忍屈
20 17 94.'1 12~ 
4.3 4.6 2,285 35'7.0 



(4 「法人および常用従莱者を使用している個人商店」をとり出して、昭和33 年→•3 7年にいた

る卸売菜と小売莱の描成比の変化をみると、卸売莱は、店数において昭和33年度の2.1割から

3 7年には2.3割へ、従莱員栂成比では 2.4割から 3.0割へ、毎闊販売金頷では4.5割から 5.5

者化とその比重を増大させた。．小売菜に比して卸売菜はあらゆる面にわたつて高い伸び率をもち、

従莱員一人当りの年間販売金頷は昭和37年度段階において、卸売莱74 9万円に対し、小売菜

2 6 3万円、両者の間には 2.9 : 1のひらきが存在している。また昭和33年→37年にかけて

の一店当り従莱員数は、卸売莱が 9.3人一戎 8人と増大したのに対して、小売業は 7.5人→6.9

、人と減少した。

呂 昭和37年段階の数字でみると、小売莱75 3店中の 5.4割にあたる 4D 6店は「常用従莱者

を使用していない個人商店」に属している。しかし、従莱員数ではかかる家族的自営業種層は小

売莱全体の2.3割、年間販売金頷では 1.2割をしめるにすぎない。

表4-3 4 

店 数

S 33 S 37 

「法人および常用従莱者を使用している商店」における卸、小売莱別、 33年

→ 3 7年にいたる変容の如餃

従業員数 常用労働者 年間販売額
ー店当り 従 1人当り 食鐸堵中徹用労働
従業員数 販 ＝冗士＝• 額 者のじら碑拾

S 33 s 37 s 33 s 37 S 33 s 37 S 33 S 37 S 33 s 37 S 33 S 37 

万
卸売業 47 104 435 1/J 19 346 882 226,950 763万,2円98 吟 人 迅『 7諮 渇 86烹9.8 

小売業 182 347 1,367 2;,89 1,000 1843 281,060 628~0E 7.5 69 205/J 26さ2 732 77.1 

計 229 451 ・11302 5,4DB 1,346 2725 508,010 1,392,103 79 7.6 2819 -・4085 7 47 80.0 

甲

乙

計

表 4-35 昭和37年度における卸、小売月町「法人および常用従莱者を使用している個人

商店」と「常用従業者を使用していない個人商店」の比較

店 数 従業員数 常用労働者 年間販売額

卸売 小売 卸売 小 売 卸売 小 売 卸売

万円
104 347 1J) 19 2p89 882 1,843 763,298 

4□ I 406 ＆ 695 

゜
5 11,640 

144 753 1,082 3,084 882 1,848 774,938 

甲……法人および常用従業者を使用している個人商店

乙・・・・・・常用従業者を使用していない個人商店

，小売

万円
628{305, 

83,400, 

7122.05 

ー従業店当員数り
従業員 1人
当り販売額

卸売 小亮 卸売 小売

人 人 万円 万円
?8 69 749.1 26~2 

1.6 17 184・8 120.0 

7.5 4.1 7245 23::;_5 

一方、卸売業では「法人および常用従業者を使用している個人商店」が全体の 7.2割をしめし、

従業員構成比で全体の 9.4割、年間販売金額描成比で 9.9割をしめす。

③ このように苫小牧市における商業構造は「法人および常用従業者を使用している商店」の増大、

また小売業に対する卸売業の比重の増大という形で大きく変谷してきているが、次に「法人および

常用従業者を使用している商店」をとり出して、昭和33年→37年にかけて具体的に一体如何な

る業種が増大していつているかを、まず卸売業についてみると、次の諸点が指摘できる。

（イ） 卸売業は昭和33年→37年にかけて、1商店数において 2.2倍、従業員数において2.3倍、年

間販売金．頷において 3.4倍の伸びをしめしたが、表4-3 6に示めした如く、業種別にはとりわ
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卸

け鰤器具卸売業、建築材料卸売業の伸びが大きいことが特徴的である。機械器具卸売業は昭和

3 3年(1.)8店、従業員78名から、 37年には 31店、従業員37 2名に、そして年間販売金額

は1億円から 15億5千万円に増大、また建築材料卸売業は 33年(1.)5店ヽ従梁員35名、年間

販売金叙 1衛円から、 37年には 16店、従業員 17 0名、年間販売金頷15値7千万円に拡大

した。

表4-3  6 卸売業における業種別構造(1.)33 年→•3 7年にいたる変容（「法人および常用

従業者を使用している個人商店」）

商店数 従業員数 常用労働者 年間販売頷 ー従店業当員数り
一人当り

I 販売頷
833 S37 S33 S 37 S33 837 S33 837 S33 S 37 833 837 

万円 万円 人 人 万円 万円
g ． 業 47 104 435 1,019 546 882 2な，678 763298 9.3 9.8 521.7 749.1 

繊維品卸売業 1 6 1 480 6.0 800 

衣服身の廻り品 1 5 ， 19 8 12 1,894 5,336 9.0 63 210A 2808 

農産物、水産物 6 17 65 126 59 96 4813D3 130;537 108 7.4 779.7 ho360 

食料、飲料 16 16 149 151 98 136 102.726 189,919 9.3 9.互 68•9.T4 1257!7 

医薬品、化粧品 1 3 11 37 ， 34 3,197 17,514 40 123 290ム 473A 

化学‘製品 2 1 6 5 5 5 4546 4;2.31 30 5.0 757.7 I ~ 8467. 

鉱物金属材 5 ， 67 102 65 98 40,532 91,404 13.4 11.3 604.8 I 896.1 

機 械 器 具 8 31 78 372 63 332 10D11 154543 9.8 11.2,0 132A 415ii 

建築材料 5 16 35 170 29 146 9,6b1 156が7 7.0 106 281.7 921.3 

家具・建具什器 2 12 8 2/,80 60, 2263 

その他卸売業 1 7 3 31 2 22 428 12717 3.0' 44 144'] I 4102 
-- -. 

このよ・うな機械器具、建築材料卸売業についでは、医療品、化粧品卸売業および表ではその他

に-•括したが、金物卸売業の伸びが大きい。

けれども、こうした伸びた業種がある反面、昭和33年から 37年にかけて、家具、建具、什

器卸売業および化学製品卸売業はあきらかにその機能を絶対的にも縮少させた。

（口） ところで、昭和33年段階におけるこの苫小牧市の卸売業の描造は、食料、飲料卸売業を中核

として、所謂、衣、食にまつわる「衣服身の廻り」「農産物、水産物」 「食料、飲料」ーのウエイ

トが高いという特質をもつていた。これら三者をあわせて、従業員構成比では 5.2割、また年間

販売金額では 6.8割をしめした。

こうしたいわば直接的な消費にまつわる卸売業を中核とした構造は、昭和37年殿皆において

は、あきらかに変径した。すなわち、かかる卸売業種は、従業員構成比では3.0割に、年間販売

金頷では 4.3割に、その比重を低下させるのであ―る。そして、これらの業種の一店当り平均従業

員数をみても、昭和33年→37年にかけて、それはかえつて減少、あるいは微増という傾向を

しめし、医薬品、化粧品、化学製品、機械器具、建築材料、金物業などのように一店当り平均従

業員数を大巾に増加させてはいない。また従業員一人当りの販売金頷の伸び率をみても「農産物、

水産物」 「食料、飲料」は「機械器具」 「建築材料」にはるかに及ばない。

(.,、） けれども、ここで注且しなければならぬのは、そのような傾向をもちながらも、食科、飲料卸

売業および農産物、 7.J<i.l亘物卸売業の従業員一人当りの販売額は、昭和3？年段階において、なお
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かつ近年拾頭してきた他の業種に比し七格段と高い地位をしめしているという事実であろう。す

なわち、昭和37 年段階陀おいて、食料、飲料卸売業では、従業員—·人当り年間販売頷は 1,258

万円、農産物、水産物卸売業では 1,D ・ 3. 6万円であるのに対して、建築材料卸売業では 92 1万

円、ついで鉱物、金属材卸売業が 896'万円、機械器具卸売業が 415万円となる。つまり近年こ

d.5地域の開発とともに拾頭してきた・業踵は、｀従業員←人当う年間販売金頷においても、現在、急

速に、食料、飲料卸売業、煤産物、水産物卸売業を追いあげているその過程にあるということが

いえよう。 • 

R卸要梁駆このような変化た対応じ梵、小売業の「法人もしくは常用従業員を使用する商店」の変

容には次のような•特徴が認められる。

（イ） これら小売業は昭和33・年を 1D D• とした場合、 3 7年には従業員数において17 5、年間販

倍額において 22.5の伸びをしめしており、全従業員に対する常用労働者の割合は、 7.3割から

1.7割へ上昇した。そして、従業員一人当りの年間販売金額も 1D Dから 12 8へ伸びた。

表 4-3 7 小売業における業種別構造の 33 年→•3 7年にいたる変容( r$人および常用

従業者を使用している個人商店」）

商店数 従業員数 常醗伽者1年間販売額 ー店業員当り 一人当り
従数 販売額

S33 837 833 S37 S33 837 S33 S 37 S33 S37 833 S37 

計 '182 1P67 l2589 278,935 I 1628B05 盆'
人

小 ・冗= 業 347 1,000 祖 43 69 2056 26翌
百 貨 店 1 74 70 24757 740 - 3346 

衣服•履物•身の廻り 43 63 437 557 349 452 69,912 136,979 102 8.8 164~ 2459 

飲食料品小売 68 150 496 892 341 671 139,780 286,061 7.5 59 281.9 3207 

自 転 車 ， ， 37 27 20 14 4,374 5,756 4.1 30 126.0 213~ 

家具・建具・畳•什器 20 51 1位 322 120 240 38!]97 76041 8.1 63 235.8 234.2 

医薬品・化粧品 11 19 33 112 19 89 4941 15;1.5□ 3.0 59 149.7 旱
艇 耕 用 品 1 8 ~ 6 ぉ19 ao 227.4 

燃料小売 業 3 7 13 47 11 40 
， 

5A89 35388 43 47 4222 752.9 

書 籍 雑 誌 6 10 71 169 61 158 4;218 9,181 118 1 69 5.4 54.3 

紙・文房 具 4 4 32 42 25 36 3,955 16650 8.0 105 123.6 396A 

中古品小売業 2 3 8 ， 4 4 632 855 4.0 3.0 79.0 |-
運動具・娯楽用品 2 4 7 11 4 ， 797 2733 35 2.8 1139 248.5 

玩 具 3 15 8 2993 50 199.5 
l 

楽 器 1 3 7 16 4 11 1,004 3,877 7.0 55 143A 2423 

写其機•写其材科 2 4 22 27 19 21 ， 3.012 2545 11.0 48 1369 868 

時計眼鏡光学材料' 6 ， お 45 15 26 . 1,674 6,183 42 5.0 67.0 •137.4 

花 ． 植 木 2 2 ， 7 3 3 670 855 45 ::,.5 74A 122.1 

そ の 他 3 4 8 ， 5 5 381 1,084 27 ! I 25 47.6 120.4 

しかしながら、一店当りの従業員数は逆に 7.5人から 6.9人へと減少をしめした。つまえ商店

数が 18 2 I店から 34 7店へ増大したこの間、かなり従業員規模の零細な商店が数多く餃立され

たことをこの事実は物語つている。

回 昭和33年段階におけるこれら小売業における楷造をみると、衣料、身の廻り・品小売業と飲、

食料小売業がその大宗をしめ、従業員梱成比では 6.8割、年間販売金額では 7.5．割をしめす。こ

れに、所謂衣食住の住kかかわる家具、建具、昼、什器などの小売業を加えると、それは従業員
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描成比で8.0割、年間販売金額で8.9割に達する。

こうした割合は、昭和37年段階に到ると、衣食住の合計が、従業員描成比で 7.7割、年間販

売金額で8.5割と若干減少傾向をしめす。つまり漸次そのウエイトを減少させている。商店数で

は飲食料品小売業、家具建具、畳、什器小売業の伸びは大きいのだが、従業員数、年間販売金額

の伸ぴでみると、これらの業種の伸びは他の業種に比して、それ保ど高いものではない。

い この間、従業員数の伸びがとくに高かつた業種は、医薬品、化粧品小売業、燃料小売業、本、

雑誌小売業，.楽器小売業などであり、また年間販売金頷では写其機、写其材料、燃料小売業、紙、

文房具小売業、楽器小売業、連動具、娯楽用品小売業、医薬品、化粧品小売業などの伸びが高い。

これらの業稲は、小売業全体の年間販売金頷が 10 0→・2 2 5へ伸びているのに対して、 30 0 

以上の伸びをしめし、とくに写真機、写真材料は77 8、また燃料小売業は64 5へと飛耀的に

それは上昇しつつある。

このように苫小牧においては、この昭和33年→37年にかけて、所謂衣食住囮第 1次的直接

的にかかわりあいのある業種以外の、いわば第 2次的な、つまり地域住民のより高次な生活様式

に対応したところの、医薬、化粧、本・雑誌、紙・文具、楽器、写其機・写其材料、運動具・娯

楽用品小売業といつた業種が漸次伸びる傾向をしめしているのである。

（二） そして従業員一人当りの販売領の伸び率¢とくに高かつた業種をみても、それは紙・文房具小

疇、疇具・疇用品小売業、時計眼鏡光学幾械小売業などになり、ついで燃料小売業、楽器

小売業、花・植木小売業、目転車小売業、衣料小売業が平均を上廻る伸び率をしめしている。小

売業の大宗をしめる飲食料品小売業は平均の伸び12 8を下廻る 11 4の伸びをしめすにとどま

つた。この結果、昭和33年段階において、従業員一人当り年間販売金額において燃料小売業に

ついで第2位の地位をしめていた飲食料品小売業は、昭和37年段階において燃料小亮業、紙・

文房具、百貨店についで第4位をしめすに至つた。

飼 また、すでにみたように、この昭和33年→37年に至る間、一店当りの平均従業輿乱模は

7.5人→6.9人へと漸減したが、衣料・はきもの身の廻り店で1.4人、飲・食料品店で 1.4人、

家具・建具・畳・什器店で1.8人といずれも減少しているのに対して、医薬品、化粧品小売業

2.9人、燃料小売業2.4人、書籍雑誌業で5.1人、紙・文房具小売業で2.5人、写真機・写真材

料小売業では 1.2 人と、•いずれも一店当りの平均従業員数を増大しているのである。

このように、昭和33年→37年にかけての苫小牧市の小売業構造の変容は、所謂第1次的な

意味で衣・食・住に直接的にかかわる業種から漸次高度化した業種が生まれつつある過程をしめ

している。

④ さてすでに、建設業、金融、不動産業などの描造変容過程を分析したさい、われわれはそこに昭

和32年→35年までの段階と、 35年→38年段階に、あきらかに構造変谷パクーンに相違があ

ることを認めた。かかる変容は商業の梱造の場合、一体どのようにあらわれているのか。

これまでみてきた商業統計を資料にしての分析とは、デークーそのものが異なるので直接的には

接合しないが、われわれの事業所調査にもとずいて昭和32年→る 5年、 35年→38年の卸小売

業におけるかかる変谷をみると、次の諸点があきらかになる。

（イ） 昭和3•;2 年→3 5年にかけては、とりわけ、 1~2人規模の卸小売業がこの苫小牧市に数多く
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設立されている。そして 5~1 9人規模の事業体の増加も若干みられるが、 3~4人規模の事業

体は増加していない。つまり 1~2人の家族的目営業がこの時期にはきわめて数多く設立された。

これに対して、昭和35年→38年にかけては、 1~2人の従業員規模の事業体と同時に 3~4

人程度の事業体が大巾に増加，また 5~9人規模の事業体の増加も大きい

表 4-38

従業員規模別寧業所数の年次変化

(3 2年-38年）

表4-39 本店事

業所割合および同従．

業員数割合の変化

1~2人 3~4人 5~9人 10~19人 2D~29A 30,M,.JJ:. l 本店梱成事業
不明 i所比

同割従業合員
・ --

昭牙ll32年 373 229 1 35 50 6 ， 8 5.8笏 8 6.4茄

II 35年 4 98 21 9 1 51 64 1 1 1 8 88.0 85.4 

II 3 8年 659 348 222 98 28 2 1 5 8 6.9 7 9.6 

32年→35年 +125 △1 0 +16 +14 +5 +9 

35年→38年 +161 +129 +71 +34 +17 +3 5 ： 

つまり昭和35年以降においては、それ以前の段階に比して全体的に事業体規模そのものの上

昇化傾向が看取できる。

（口） またかかる卸小売業事業体の本支店月II描成比をみると、昭和32年→・35年にかけて、 85.8 

笏→88. 0仰に本店のしめるウエイトは増大傾向をしめしたが、 38年段階では、 86. 9％と若

干減少傾向をみせている。しかし全従業員中の支店従業員の楷成比をみると、漸次支店のしめる

ウェイトが増大してきていることがあきらかとなる。すなわち、支店従業員の構成比は、 32年

1 3. 6茄、 35年 14. 6笏、 3＆年2 0.4茄という形で増加している。

つまり、前述したような形での、‘卸小売業事業体の全体的増加、およびその中での従業員規模

の大きい事業体の強出という形での変容過程は、同時に、本店に対しての支店のしめるウエイト

の増大という形で現象しているのである。

や） それでは具体的に、昭和• 9 

表4-40 小売業、業種別、従業員10人以上の事業所数の

32年→35年苔 8年に 年次変化 (s3 2→ 3 8年）

かけて、少なくとも従業員

規模10名以上という商店

としては一体如何なるもの

が荒出しているのか。小売

業を例にとつてみると表4

-40の如くで、次の諸点

が指摘できる。

a 昭和32年→38年に

かけて、かかる従業員規

百貨店および各種商品小売業

衣服・洋服・くつ・身の廻り品小売業

飲 料 ． 食 料 小 売 業

飲 食 店
家具會建具・什器小売 業

医薬品 ・化粧品小売業

燃 料 小 9= E 業

書 籍 ． 文 具 小 9-'---E 業

そ の 他 小 9＝ E 業

32年
1 

1 1 
1 5 ， 
4 

7 

1 

35年 38年
1 6 

1 3 ‘1 9 

1 5 26 

1 4 1,9 

1 3 21 

1 2 

7 
1 1 1 7 

2 15 

I 

模10名以上の事業体がもつとも数多く輩出したのは中分類でみると、 「百貨店および各種商

品販売店」 「燃料販売店」 「家具・建具・什器販売店」などであるが、 「家具・建具・一什器販
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売店」の中では、とりわけ家庭用機械販売店の伸ぴが大きい。 1D人以上の従業員規模をもつ

家庭用機械販売店は昭和32年には2店を数えるのみであつたものが、昭和38年には12店

に達した。

b 昭和32年段階では、従業員規模1D名以上の商店は約 5D店、うちもつとも多いのが飲食

料品販売店で 15店、ついで衣服・洋服・くつ履物など身の廻り品販売店の11店、飲料店の

9店、書籍文具店7店がこれにつづいた。しかし35年劉堵に至ると、かかる従業員規模1D 

名以上の商店は 7D店に増加、とりわけ「家具・建物・什器販売店」の増加が著しい。この間、

4店から 13店へ、計 9店保ど増加した。 「飲食店」も 9店から 14店へと増加した。特徴的

なことは、従業員規模1D名以上の飲食品販売店がこの間 1店も増加をしめしていないことで

あろう。しかし昭和35年→38年段階に入ると、この飲食品販売店は一きよに 12店筏ど増

加、また「家具、建具、什器販売店」も 9店増加、そして昭和35年段階では従業員規模1D 

名以上では 1店も存在しなかつた燃料店が一きよに 7店も出現した。衣服・身の廻り品販売店、

書籍文具販売店も、この間それぞれ6店低ど増加した。

こうして、昭和38年段階では、従業員規模1D名以上の商店は、飲食料品販売店(26店）、

家具・建具・什器販売店 (21店）、衣服・身の廻り品販売店 (19店）、飲料店(19店）、

書籍文具販売店（ 17店）、燃料販売店 (6店）、百貨店および各種商品販売店 (6店）など

計 13 2店保ど存在する。

⑤ さて、さきにわれわれは「法人および常雇労働者を使用する個人商店」の昭和33年→37年に

いたる変化をみたさい、昭和37年度におけるかかる「法人および個人商店」の業種別構成を検討

してきた。ところで、それなら、昭和37年段階において、常雇労働者を使用しない、いわば家族

だけでの目営業種層は一体如何なる描造をもつているのか、次にかかる点を若干検討してみよう。

（イ） はじめに指摘しなければならないのは、かかる家族的個人商店は．、卸売業では店数で全体の

2.8割、従業員数で 0.6割、小売業では店数で全体の 5.4割、同従業員数で 2.3割をしめるにす

ぎないが、かかる家族的個人商店の従業員一人当りの年間販売額が、然らざる「法人あるいは常

雇労働者を使用する個人商店」と比較するとき、いちぢるしく低いという事実である。たとえば

卸売業では一人当り年間18 5萬円、小売業では 12 D萬円であるが、これはいずれも「法人あ

るいは常雇者を使用する個人商店」従業員一人当り年間販売頷の 2.5割、 5.8割の数値である。

（口） 業種別にみると「法人あるいは常雇者を使用する卸売業」においては店数では、機械器具卸売

業の構成比がもっとも高く、 「農産物・ 7.)Q産物」「食料・飲料販売」 「建築材料」卸売業がこれ

につぎ、従業員楷成比では材料器具(3.7割）、建築材料 (1.7割）、食料・飲料販究(1.5割）

農産物・水産物(1.2割）などの割合が高かつたが、家族的個人卸売業では食料・飲料卸売業の

しめる割合がもつとも高く、これに「農産物・ 7.l<B産物」「祖服・身の廻り」卸売業がつづくとい

う特徴をしめす。従業員構成比でみた場合、これら三者で8.3割をしめる。（店数でも 8割）

（ハ） 一方、小売業についてみると、ここにおいてはとりわけ、飲料・食料品不涜業のじめる割合が

高いという特徴がみられる。すなわち「法人もしくは常雇者を使用する個人商店」妬おいては、

飲・食料品小売業は、その従業員構成比において、全体の 3.7割という割合をしめしていたが、

ここでは 6.7割という高率をしめす。
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表 4-4 1 「常用従業者を使用していない個人商店」における昭和37年

度の卸、小売業別描造

年間 ー店当り
従業員

商店数 従業員数 Jl麟額 従業員数
一人当り
販売悪

I 人：
卸 ・9ニ2E=• 業 40 I 63 1 1,6 4 D [ 1.6 184.8 

繊 維 品

1,4651 衣服身 の廻 り品 ， 1 1 1.2 1 33.2 

農産物 ． 水産物 8 1 5 3,7 DD 1.9 24 6.7 

食 料 “' 飲 料 1 5 26 4,2 38‘ 1.7 1 6 3.0 
医薬品 . 化粧品 1 3 798 1.5 26 ao 
化 学 製 品

鉱 物 金 属 材

機 械 器 具 2 2 72 1.0 3 6.0 

建 築 材 料 1 1 450 1.0 4 5 0.0 

家具・建具・什器

その他 卸 9= E 業 4 5 917 1.3 1 8 3.4 

小 9ニ2E=• 業 406 6 95 83,4 DD 1.7 120.0 
衣服・はきもの・邦D廻り品 38 64 8,469 1.7. 1 32.3 

飲 ． 食料品小売 259 465 56,9251 1.8 1 2 2.4 
自 転 車 1 3 1 5 1,140 [ 

1.1 I ク6.0

家具・建具・畳・什器 17 •'25 4,141 ! ； 1.5 1 6 5.6 

医薬品 ． 化粧品 8 1 6 I 1,901 I 2.0 1 1 8.8 

農 耕 用 品

燃 料 小 ク二士＝• 業 6. 1 1, 842 1.8 7 6.5 

書 籍 ． 雑 誌 6 1 3 2,322 22 178.6 
紙 ． 文 房 具 1 5 21 2,001 1.4 9 5.3 
中 古 品 小 9-士E=• 業 8・ ， 525 1.1 58.3 
運動具 ・娯楽用品 1 1 4 1.0 4.0 

玩 具 3 7 564 2.3 8 0.6 

楽 器

写真機 ・写真材料 2 5 1,004 25 20 0.8 
時計・眼鏡・光学機械 1 0 1 3 1,284 1.3 98.8 
たばこ・喫涯具専門 4 5 6 91 1.3 138.2 

花 ． 植 木 3 6 157 2.0 2 6.2 
そ の 他 12 1 8 1,325 1.5 7 3.6 
百、 貨 店 1 1 105 1.0 1 D 5.0 

家族的個人商店の場合、ついで衣服・はきもの・身の廻り品小売業が、従業員描成比で□.9割

という割合をしめすほか、他の業種はひろく散つてしまつて、いずれもその描成比はきわめて低

1,‘° 

「法人もしくは常扉労働者を使用する個人商店」の場合は、飲料・食料小売業についで、衣料

・身の廻り品小売業がその従業員描成比において 2.3割、家具が 1.4割、本・雑誌が 0.7割、医

療・化学製品小売業 0.5割という構成比をしめしていた。かように、家族的個人小売業の場合、

とりわけ飲料・食斜品小売業のしめる割合が高いのである。

（二） 従業員一人当りの年間販売頷を業種別にみると、大半の業種において、 「`家族的個人小売業」
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は、 「法人もしくは常扉労働者を使用する個人商店」より、それは劣るが、しかし「医薬品・化

粧品」小売業では、それはあまり劣らず、 「書籍・雑誌」 「写真機・写其材科」「たばこ・契煙

具専門」小売業では家族的個人小売業の方がかえつて、従業員一人当りの年間販売金領が高いと

いう特徴がみられる点は注目される。

⑥最後に、この苫小牧市における昭和37年段階の飲食店楷造についてみると、表4-4 2の如く

で、飲食店 27 5店中の 4.6割は 1~2人の経営体、ついで3.5割が 3~5人規模のものであるこ

と。そして、これら飲食店のうちの半数は、酒場、バー、ピヤホールなどによつてしめられ、半数

ヵ｝食堂であること。また食堂では、そば、うどん店のしめる割合が高く、前者では酒場の割合が高

， 

＼、こと。

西洋料理店は 2店を数え、この西洋料理店とビヤホールが従業員一人あたりの年間販売金額がも

つとも高いこと。料理割ぽう店は 16店低どあるが、その従業員一人当りの年間販売金額は飲食店

平均を下廻ること。 5店低ど存在するサロン、キャバレー、ナイトクラプにも同様な傾向がみられ

ること。おおよそ以上の諸点が指摘できる。

表 4-42 苫小牧市における飲食店構造 (s3 7年）

従業員中
年間

ー店当 従業員 従業員規模描成
店数 麟員数割の常雇合者 販売額

り従業 1人当り
1~2 3~5 5~9砿°仝員数 販売頷

万円 人 万円 人 人 人 人

飲食店計 275 1, 1 7 0 6 3.4 6 7, 6 8 1 4.3 57. 8 126 96 37 1 6 

食 序呈 51 247 6 52 17,790 4.8 72.0 24 15 8 4 

料理割ぼぅ店 1 6 212 80.7 1 1, 8 D 9 1 3.3 55.7 1 5 5 5 

西洋料理店 2 29 82.8 3,001 14.5 1 0 3.5 2 

中華料理店 4 ， も3.3 56 5 2.3 62.8 3 1 

そば、 うどん店 31 82 2 9.3 4,61 D 2.6 56.2 21 6 4 

iす し 屋 1 8 52 442 2,090 2.9 4 0.2 8 8 2 

酒 場 104 2 64 48.5 11.7 56 2,5 44.5 56 41 7 

ノミ 29 1 06 6 4.2 5,152 3.7 48.6 ， 1 4 5 1 

ピヤホール 2 1 0 7 0.0 1,600 5D 1 60.0 1 1 

ナサロイント、キクャバラレ―プ 5 96 89.6 4,992 1 9.2 52.0 1 1 3 

喫 茶 店 1 0 53 7 5.5 3,653 5.3 68.9 1 5 3 1 

そ の 他l3 1 0 7 □.□ 663 3.3 66.3 2 1 

6. サービス業の構造変容過程

前項でみたような商業栴造の変容とともにこの苫小牧市のサーピス業梅造にも次のような変動があ

らわれているふ

(1) 所謂サーピス業の構造変容をみる前にこの地域のいわば市民生活の基礎となる「電気・ガス・上

下7応誼業」の昭和32年から 38年に至る変谷をみると、昭和32年段階で事業所数7、それが

38年には9に増加、従業員数においても 57名から 14 1名へ、つまり 2.5倍に拡大していつて
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いるが、 38年段階において、これまで存在しなかつたガス業が出現している。また1事業所あた

りの平痢従業員数も 8.1人→-13. 8 人—~1 5. 7人と拡大していつている。

,2) さて、所謂サーピス業の変径であるが、

その特徴は次の点に要約することができる。

（イ） 昭和32年一る 8年にかけて、所謂サ

ービス業は事業所数において 1.8倍、従

業員数において 1.7倍に拡大したが、昭

和32年を 10 0とした場合、昭和35 

表 4-43 電気・ガス・上7蛤直の推移

I昭細2年＇ 38年り
- --- --―- t... ----． 事業所数 7 i 9 

ー事業所当り従業員数 8.1人I

l 
1 5.7人

常雇者割合•94.7嘴 97.9%

年度には事業所は 11 7、従染員は12 4(l.)伸びであるから、とりわけ 35年段階製径の伸びが

著しいといえる。つまり 35年→38年にかけて急激にサービス業は伸長した。

（口） 質的にかかる変容過程をみると、昭和32年段階lCおいては少なくとも「対個人サービス業」

「教育」 「医療・保健業」がいわばこの地域のサービス業の三つの大きな柱を描成していた。し

かし、 58 年に至る間、この三•つの柱のウエイトがしだいに低下するという形での変動が惹起し

て＼ヽ る。

つまり、昭和 32年→38年妃かけて「旅館・貸間・下宿業」 「対事業所サービス業」 「目動

車修理、ガレージ業」 「娯楽業」また「他に分類されない専門サービス業」 「その他のサービス

業」などの拾頭が著しい。たとえば従業員構成比でみて、 「旅館・・貸間・下宿業」は 8.0伶→

1 1. 7％へ、また「対事業所サービス業」は 4.0%→7．9祇へ、 「目動車修理・ガレージ業」は

2.3←3. 8％へ、 「娯楽業」は 1.9→ 6.5％へという形で全体に対廷閻菰比を増大させた。

表 4-44 サービス栗・中分類別・事業所数：従業員数の推移(s3 2年→38年）

事業）所数 従 業員数 ー店当り従業員数 常而者割合

32年 35年 38年 32年 35年旱32年 35•一年且·gO 年

人人 人 人人人 ％ ％ 茄
旅館・貸間・下宿業

32年~46 38年

32 133 202 225 526 6.3 4.9 4.0 7 4.3 72.46 8.6 

対個人サービス業 1 28 157 211 606 6 86 875 4.7 4.4 4.1 6 6.2 65.7 6 2.1 

対贖事車業所修理サービス業 1 9 23 27 ・ 1 DD 148 353 5.3 64 1 3.1 8 8D 91.9 8 5.3 
・ガレー

5 14 1 8 57 1 59 1 71 1 1.4 11.4 9.5 8 6.0 86.8 88.3 

その他の修理業 1 3 12 22 41 46 54 3.2 3.8 2.5 5 8.5 6 5.2 4 6.3 

映 画 業 5 6 5 66 71 56 1 3.2 11.8 11.2 84.8 94.4 8 7. 5 

娯 楽 業 1 a 1 2 21 47 59 293 4.7 4.9 1 4.2 7 6.6 71.2 89.8 

医療保健業 41 50 68 592 6 71 7 8 7 1 4.4 ・13.4 1 1.6 8 2.3 88.7 8 8.1 

法 務 3 5 6 3 ， ， 1.0 1.8 1.5 10 0.0 44.4 3 3.3 

i教 育 33 41 49 598 83 3 929 1 8.1 2 0.3 1 9.0 91.6 88.6 98.9 

宗 教 1 9 23 21 28 56 41 1.5 2.4 2.0 21.4 5 0.0 68.3 

炉胴竺‘寿，|28 13 
44 5 9 50 

115147 ! | 2.1 3.8 3.3 54.2 64.0 6 8.7 

非営利団体 25,'141 27 12 9 89 
52 I 6.4 5.6 82.2 8 9. 9 88.1 

その他のサーピス業 l l 7 1 1 j 26 令 93 3.7 8.5 92.3 98.9 
•'I ， ＇ 

これに対して「対個人サービス栗」は 24. D→ 1 9. 5茄、 「医捩保健業」は 23. 4→ 1 7. 5 %、
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「教育」は 23. 7→ 2 □. 7笏へと、この三つの柱はそれぞれ構成比を減少させている。

つまり、前述したような苫小牧の全体的発展の中で、第一に、この苫小牧の急激なる発展忙対

応して、この都市を訪れる人々を対象した「旅館業」、さらにこの都市に流入した諸々の労働者

を対象とした「悌間・下宿」「宿泊所」といつた「住」にかかわるサーピス業がとりわけ 35年

以降急速口拾頭してきているということ。第二iて、 「対個人サーピス業」から「対事業所サーピ

ス業」が派生、また「自動車修理・ガレージ業」が発展、サービス業の内容そのものが「個人」

から「事業所」へと前進を開始したこと。第三vc、これはテレピの普及ともかかわりあいのある

ことだが「映画業」に替つて「娯楽業」が大巾に前進したこと。第四に、 「他に分類されない専

門サーピス業」に一括される諸々のサービス業の拾頭、とりわけ「公認会計士事務所」の拾頭拿

また「その他のサービス業」陀一括される業種、たとえば「集会場」「住宅・建物サーピス業」

といつた業種が拾頭しつつあること。

おおよそ以上の諸点が、この苫が枚市のサービス業構造の変化として特筆されうるであろう。

これらの動きはすでに述べたよう忙、がいして昭和 35年段階以降、急速忙進行したものである

が、 「自動車修理・ガレージ業」清掃業、集会場などの「その他のサーピス業」はすでに昭和

3 5年段階から伸びがみられる。

そして、この問伸びが低いとはいえ、「医療、保健業」および「教育」の住民に対する機能

もあきらかに増大しつつある。たとえば医療・保健従業者一人あたりの住民数は、昭莉32年

1 1 4人、 35年 95人、 38年 98人という変化をしめしている。また、教育従業者一人あた

りの住民数は、 32年 95人、 35年 76人、 38年 83人と変化｀昭和 32年段階と比較する

と、 38年段階忙おいては、これら「医療・保健業」姦よび「教育」のサーピス機能はあきらか

に増大しつつあるととが認められる。しかし昭和 35年段階以降、それは停滞もしくは涵少傾向

をしめしていることは卒宿に認めなければたらない。

（口） すでにみたよう忙「対個人サービス業」「医療・保健業」「教育」というサーピス業の三つの

柱は漸次サーピス業全体の中でのウエイトを漉少させてき．ているわけだが、しかし、このことは

3 2年→38年にかけて、これらの業種がまつたく伸びを示さなかつたということではたい。た

だその伸び率が低いのである。と同時に、これは当然のことであるが、これらの業種はその中で

の小分類での業種梱造を変化させていつている，，

「対個人サービス業」の中では、その従業員構成比忙お↓いて、とりわけ「理髪・理容業」の伸

びが大きく、ついで「洗濯業」「浴場業」などに伸びがみられるが「衣服・裁維•履物・くつみ

がき業」「物品預り賃鉾業」「その他の対個人サーピス業」はあきらか陀絶対数に姦いても従業

員を減少させている。また「医療・保健業」の中ではとりわけ「一般診療所」の増加が著しく、

「教育」では中学校・幼稚園の増加が顕著である。また昭和 4D年段階においては「高専」も設

置されている。

（バ さて、上述のような全体的発展の中で、昭和 32年から 38年にかけて、ー事業所あたりの平

均従業員数は若干滅少傾向をしめしている。 7.0人から 6.7人となつた。しかし昭和 32年→

3 5年にかけては、若干ながら一事業所あたりの平均従業員数は増加をみせている。 (7.4人）

それから 38年にかけて減少した。これはとく V[3 5年以降下「対個人サーピス業」（とりわけ
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理髭・理谷業）および「旅館・貸間・下宿業」（とりわけ貸間・下宿業）に従業員規模 1~2人

という家朕的零細事業所が数多く盤出したことによるc

サービス業全体として、昭和32年→35年にかけては、従業員3~4人規模の事業所を山と

して、ついで5~9人規模の事業所が大巾に増加している。この間増加した事業所のうちの7.1 

割までが 3~9人規模の事業体に属し、 1~2人規模の事業所は1.6割をしめるにすぎない。と

ころが昭和35年→38年にかけては、この間大巾に増加した事業所のうちの6.9割までが、従

業員規模1~2人の事業体に属しているのである。

3~9人規模の事業所に属
表4-4 5 サービス業従業員規模別事業所の年次別変化

するものは 2.2割紀すぎない。

3 5年磯のサービス業の発

展は、全体としてみた場合、

上述のように規模の零細な事

業所のおびただしい益出とい

う過程をともなつている。

しかしながら、この間、比

較的従業員規模の大きい事業所が漸次集殺されつつあることはいうまでもない。サービス業全体

として、従業員規模1D人以上の事業体は、昭和32年段階の56から、 35年段階の 64をヘ

て^ 38年には 86に増大した。業種別にみた場合、 「対事業所サーピス業」 「娯楽業」などは

着実に従業員規模を増大させている。（一事業所あたりの平均で、前者5.3 人—>-6. 4人-13.1 

人、後者4.7 人―➔ 4. 9 人―➔1 4. 2人）

表4-46 サービス業・中分類別・従業員規模別事業所・年次変化(S32-38年）

1 ~2人 3~4人 5 ~9人 11□~49人I5 D人以上

3 2 | 35 | 38 | 32 | 35 | 38 | 3 2 | 35 | 38 | 32 | 35 | 38 | 3 2 | 35 | 38 
年年年年年年年年年年年年年年年

旅館・貸間・下宿業 911719311111612111□1101131 1 

〗五ピこ―;：口三 I 5:I ::I 1105I 4:| >5:91 2:2| 2:I 3:I 1 : 

その他の修理業 I1 D 

映 画業

娯楽業

医療保健業

法務

教！育

宗教
他に分類されない専
門サービス業 l 21 
非営利団体 12 

その他のサービス業．
I 
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（二） とこるで、こうした変化の中で、サービス業自体、従業員中での常扉者割合を、昭和32年段

階の 7.8 割から 38 年には 8.2 割へと•flfr次上昇 (3 5年は 8.1割）、また全体として、支所妬対

して、本所事業体のウエイトを増大させてきている。

昭和32年段階

において、本所事

業体のしめる割合

は、全体の 7.4割、

同従業員構成比で

は4.8割であつた

ものが、昭和38 

年には 7.9割およ

ぴ 5.6割に上昇し

た。 しかしこの割

『 合がしめすように、

本所事業体は、支

所事業体に対して、

その従業員規模が

零細なものが多い。

表 4-47 サービス業・業種別•本所事業所および同従業員割合

の年次変化

本所事業所数割合 本所従業員数割合

32崎三 35年 38年 32年 35年 38年

％ ％ 茄 茄 ％ ％ 
旅館・貸間・下宿業 7 5.0 71.7 7 7.4 7 6.7 5 5.6 6 5.0 

対個人サービス業 3 7.5 8 6.0 91.9 87.8 68.5 91. 7 

対事業所サービス業 6 8.4 7 3.9 6 3.0 8 3.0 7 5.0 89.0 

目飯庫修理・ガレージ業 1 0 0.0 7 8.6 72.2 1 0 0.0 71.1 6 7.8 

その他の修理業 92.3 91.7 9 0.9 51,2 9 7.8 7 9.6 

映 画 業 8 0.0 5 0.0 8 0.0 83.3 6 3.4 7 8.6 

娯 楽 業 7 0.0 6 6.7 8 5.7 80.9 7 1.2 77.2 

医療保健業 8 5.4 86.0 926 26.0 3 9.3 48.9 

法 •、 務 1 0 0.0 100.0 1 0 0,0 1 D 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 

教 育 21.2 26.8 24.5 6 8.6 1 0.7 7 6.4 

他宗に分類されない教専
94.7 6 5.2 1 0 0.0 9 6.4 64.3 1 0 0.0 

門サービス業 7 5.0 84.6 88.6 4 7.5 48.0 8 0.9 

非営利団体 24.0 3 5.7 2 5.9 1 7.8 29.2 35.8 

その他のサービス業 1 4.3 3 6.3 23.1 1 7.2 

7 8.6 1 4 8.1 
・-

計 7 4.8 73.0 44.0 : 5 5.9 
I 

N 産業構造高度化過程にみられる

事業体の分解一発展パターン

1. 地域事業体の分解一発展パクーン

(1) 前節でのわれわれの検討は、あくまでもそれぞれの時点において存在した事業体の彙と質をとお

しての検討であつた；それを主として、昭和32年→35年竺38年という時系列で捉え、業種別

に苫小牧の産業構造の高度化過程を分析した。

とこるが実際は、昭和32年→35年→38年とひきつづき存在、それ自身目已発展している事

業体もあれば、また反面、それぞれの時点で解体した事業体も数多く存在するに違いない。そうし

て、同一業稲の中においても、またあらたな事業体があらたな資本によつて、本所あるいは支所心
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形をとつて創設されるという過程をくりかえしながら、総体として、苫小牧の産業梅造が高度化し

ていつているものと考えられる。これは資本主義的な地域発展のまさに本質的な運動法則である。

すでにこれまでの節で検討したようなパクーンをとつて発展を続けているこの苫小牧の場合、か

かる地域事業体の分解ーその解体と発展は一体如何なる様相を呈しているのかo この解明が本節の

第一の主題である。いうまでもなく、昭和32年→35年→38年とい 5年次にわたつての継続事

業体が多ければ多い低ど、そして、その上に上秋みされる形で、新規の事業体が創設されるという

形をとればとるほど、その地域の社会構造目体は安定しているということができよう。反対に、特

定時点での解体事業体の割合が多ければ多い低ど、その地域の社会描造目体が大巾な変動期にある

ということができょう。

(2) こうした観点から、われわれの事業体調査によつて、昭和32年→35年→召 8年にわたる単業

体の継続ー解体一発生のプロセスをみると、次の如き諸・点がまず指摘できる。

（イ） 業種別にわけてみないで、全事業体のレペルでみると、まずわれわれが指摘しなければならぬ

ことは、昭和32年一ア35年にいたる時期に解体した事業体がかなりの割合をしめているという

事実である。それは昭和35年→38年にかけての時期に解体した事業体の割合を上廻る。この

意味において、昭和32年→35年に至る期間が、 35年以降の発展のための変動期をなしてい

る如くである。すなわち、昭和32年から 35年にかけては、全体として事業体数は 1,4 2 9-+ 

1, 6 5 1と増大したが、しかし 32年の時点で存在した事業体のうちの3.6割 (50 8事業体）

は、 35年までに解体している。そして昭和35年段階において存在した全事業体1,6 5 1のう

ち、 5.6割 (92 1事業体）が昭和32年より、つまり、 3年前よりひきつづき継続した事業体

である。言葉を替えると、約半数の事業体は3年間のあいだにあらた竹ー創設されたものである。

この間、変動はかなり激しい。

他方、昭和35年から 38年にかけては、事業所数は 1,6 5 1 →•2,621 と大巾に増加したが、

この間、 35年度に存在して 38年度に解体したものは全体の 2.8割。そして、 38年段階にお

いて存在した全事業所のうちの 4.5割が 35年より、つまり 3年前より引続き存在した事業所で

ある。

このように、昭和35年段階においては 5.6割、 38年段階においては4.5割、つまりおおよ

そ4~5割の事業所が、それぞれの時点における 3年前より継続した事業体であるにすぎないが、

それぞれの時点で解体した事業体の割合をとつてみると、 32年→35年、 35年→38年にい

たる間、それぞれの時点で存在した事業体の｝前後のものが解体・消滅していることがわかる。

いま、昭和38年度に存在した全事業所のうちで、昭和 32年→35年→38年と過去6年間

継続した事業所数割合をみると、それは 2.9割をしめるのみである。しかし、この間、新規の事

業所が数多く設立されているので、反対に昭和32年に存在した全事業所のうち、 38年まで継

続した事業所の割合をみると、それは 5.2割をしめていることがあきらかとなる。

つまり、昭和32年以降38年にかけて、この苫小牧市における事業所数は、全体として 1.8 

倍に増加したが、この間、継続した事業所は32年当時存在した事業所の半数にすぎない。

また、とにかく、 32年→35年と、 3年間継続した事業所は、 32年段階で存在せず 35年

段階において出現した事業所より、その後の 3年間、つまり 38年肱においても継続している事
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業所の割合が高いということがいえる。

表 4-4 8 苫が枚市における業種別事業所の発生・消滅・継続過程(s32年→38年）

に8存3在2年し S 3 5年
832年(：3 贔5年炉度） s 3 5年

s 3 8年
まで消滅 （同%) 枷ら継続 に存在し までに消 （同％）

たもの したもの したもの たもの •` 滅Uこもの

全市計 1,429 5 08 (3 5.5) ％ 921 (55.8呼 1,651 463 (28．唇
鉱 業 4 1 (2 5.0) 3 (4 2.9) 7 2 (2 8,6) 

建設業 80 33 (4 1.3) 47 (5 4.0) 87 ， (1 0.3) 
製造業 99 32 (3 2.3) 67 (72.0) 93 28 (3 0.1) 

卸小売業 802 314 (39.2) 488 (5 0.8) 961 311 (3 3.2) 

金融業 31 4 (1 2.9) 27 (69.2) 39 4 (1 0.3) 

喜不動信産璽業
7 2 (2 8.6) 5 (83.3) 6 1 (1 6.7) 

38 19. (5 0.0) 1 9 (6 5.5) 29 7 (24.1) 

水電気ガ道ス 7 2 c 2 8.6) i I 5 (83.3) 6 1 (1 6.7) 

サ.::...ビス業 3 61 1 01 (28.0) 260 (6 1. 5) 423 1 DD (2 3.6) 

s 3 5 年臼8i~ s 3 8年 s 3 2年辱よりひきつ i＼、9'度合同32の割年／`召i（＼度合同38割年、＼／ 
より継続 に に存在し づき 38 かけて 中 中の

したもの 割 たもの 継続したもの 合

1, 1 8 8 (4 5.3) ％ 2,621 747 (5 2.3) 茄 (28.5) 笏

5 (4 5.5) 11 3 (7 5.0) (2 Z3) 

78 (4 0.8) 1 91 42 (525) (2 2.0) 

65 (5 6.5) 11 5 50 (5 0.5) (43.5) 

650 (47.1) 1,381 38 6 (4 8.1) (2 8.0) 

35 (63.6) 55 25 (8 0.6) (4 5.5) 

5 (3.6) 138 4 (5 7. 1) (2.9) 

22 (3 Z9) 58 1 6 (4 2.1) (2 Z6) 

• 32 53 , 
(5 5.6) 

66 3 9 I I I 
5 (7 1.4) (5 5.6) 

(4 8.7) 216 (59.8) (32.6) 
！ 

(3) 業種別にこの間の変化をみると、昭和32年に存在して、その後35年→38年と継続した事業所

のしめる割合のもつとも少ないのは連輸通信業（ 4.2割）であり、卸小克業(4.8割）がこれにつぐ。

つまり、かかる業種はこの苫小牧市の昭和32年以降の発展の中で、もつとも事業体の入れ替えがは

げしかつた業種であるといえる。

そして、こうした形で解体消滅する事業体b；ある反面、また各種事業体が数多く設立されているの

である。かくして昭和32年→38年にかけて、各業種ともその事業所数を増加させたが、昭和38 

年殿渚に存在する全事業体の中で、業種別に、 32年段階から継続して存在した事業体の描成比が

3割を割る業種は、不動産業(0.3割）、建設業（ 2.2割）、鉱業(2.7割）、卸小売業(2.8割）、

連輸通信業（ 2.8割）である。とくに不動産業の場合、昭和32年からひきつづき存在した事業所の

割合は0.3割をしめすにすぎない。つまり、かかる業種では、その従業員規模を別として、とにかく

新興事業体の割合が高いのである。
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•これを昭和32 年→ 3 5年、昭和35年→38年という二つの醐堵に区切つてみると、昭和32 

年→35年にかけては運輸、建設、卸小売業などに解体・消滅事業所の割合が高く、また昭和35 

→ 3 8年にかけては、全般的に解体・消滅事業所の割合は減少してい・るが、その中では、卸小売業、

製造業の消滅率が高くなつている。

2. 常雇者規模別にみた事業体の分解一発展パクーン

Q) さて以上は、あくまでも業種別に事業所単位に、昭和32年→る 5年→・38年にかけての継続一

解体一発生過程をみたものであるが、もとより、これら事業所の中には、その従業員規模のかなり

零細なものから、かなり大規模なものまで含まれている。それでは具体的にこの苫小牧市において

は、かかる事業所の従業員規模別に一体如何なるものが伸び、また如何なるものが解体・消滅した

のか。そこには一体どのような法則性が認められるのか。次にわれわれは、これら苫小牧に存在す

る事業所の「常雇者規模別」にかゞる点を検討しよう。

⑨ 表4-49は、昭和32年→38年まで継続した事業所74 7について、その常雇者規模別の変

遷をみたものであるが、常雇者規模5人以・下の事業所は減少、 5人以上の事業所が伸びているとい

5傾向があきらかに看取できる。

つまり、かかる継続事業所は着実に上昇化していつている。また、昭和 32年には存在しなくて、

昭和35年当時存在して、ひきつづき 38年に存在した事業所44 1についてみても（表4-5 D)、

同様の傾向が指摘できる。

表4-49 昭和32年→38芍迷続事業所の常扉者規模別年次変化

(S32年 38年）
・I ． 

11~ 6~ 11~ 21~ 51~ 101~ 200人31~ 
不明 計

f 
0人 5人 1 0人 20人 30人 50人 100人 200人 以上

昭和 3 2年 236 325 82 50 18 18 ， 5 3 1 747 

’’ 3 8年 2 20 281 95 59 33 , 26 22 5 5 1 7 4 7 
3 2年→38年 △1 6,△44 . 1 3 ， 15 8 1 3 

゜
2 

表4-5 0心 昭和35年→38年継続事業所の常雇者規模別年次変化

(3 5年 38年）

0人
1~ 6~ 11~ 21~ 31~ 51~ 101~ 200人

計5人 10人 20人 30人 50人 100人 200人 以上

昭和 3 5 年 170 1 94 39 23 8 3 1 1 2 441 

”̀ 3 8 年 161 1 7 5 55 28 1 1 7 2 1 1 441 
3 5年→38年 1 △9 , △1 9 1 1 6 5 3 4 1 

゜
△1 

昭和32年→38年と継続した事業所のうち、常雇者数11人以上のものは、昭和32年には

1・言03事業体であつたが、昭和38年には 15 0に増加した。また昭和35年→38年にかけ

て継続｀した事業所では38事業体から 50へと増加した。この場合、表であきらかなよ、：うに、 32

年当時から存在した事業所の方がより着実に常扉者51~100人規模にそれを拡大していつて

いるが、全体的にみた場合、昭和 32年→38年、あるいは 35年→38年とひきつゞき継続し

ている事業所は、あきらかにその事業所規模を拡大させているといえる。＇
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③ しかしたがら、昭和 35年、あるいは 38年段階で解体・消滅した事業所は規模の零細なものばか

りかというと、かならずしもそうではないo 表4-51にしめしたように、昭和 32年段階に存在し

た全事業所を常雇者規模別にとり出して、このうち、昭和 38年まで継続した事業所の昭和32年段

階に姦ける常雇者規模別事業所数と比較してみると｀昭和32年に存在した常雇者規模51~200

人の事業所20のうち 3事業所は 38年段階までに解体・消滅していることがあきらかとなる。しか

しながら常雇者数 0~50人規樺の事業所をとり出してみると、昭和 32年段階妬おいて、常雇者規

模が大きい事業体低ど 32年以降 38年にかけて=ひきつゞき継読発展していつている割合の高いこ

とがわかる o 常雇者0人あるいは 5人以下の事業所ではその 4~5割しか38年まで継続しなかつた

のに対して、常雇者 21 ~3 D人規模の事業所は 7.5割が、そして 31 ~5  D人規模の事業所では

1 D割が38年まで継続発展してきている。

これら事業体は、すでにみたように、そのご 38年匠かけて｀資本の法則にしたがつてそれ自身を

表4-5 昭和52年に姦ける常雇老規模別事業所数と 58年まで継続した事業所の割合

1~ 6~ 11~ 21~ 31~ 51~ 1 D 1--201~ 
不明 計0人 5人 1 0人 20人 30人 50人 100人 20 0,/1 以上

累塁髯虚騎 553 612 1 26 74 24 1 8 1 1 6 3 2 1,429 

うち 38年まで 237)61{35 25 82 50 18 18 9 51 3 1 747 
継続（した事業所(42. 3.1) (6 4.6) (6 Z6) (75.0) (10□.o)(s 1.1)jC s 3.3),(10□.□) 

同％） I. I 

表 4-52 昭和 38年に主屯ける常雇者規模別事業所数と 32→3 8年. 3 5→3 8年、継続

事業の割合

0人
1~ 6~  11~ 21~ 31~ 51~ 1 D 1~ 201人

不明 計
5人 1 0人 20人 30人 50人 100人 200人以上

昭和38年に存 937 1,074 
在した全事業所

279 162 64 45 33 1 3 8 6 2,621 

1うち 3継同2年％→） 220 281 95 59 33 26 22 5 5 1 747 

ムー 業3所8年（ (2 3.5) (26.2) (3 4.1) (3 6.4) (51. 6) (5Z8) (6 6.7) (3 8.5) (6 2.5) 

うち 35年→
161 175 55 28 1 1 7 2 1 1 441 B 3 8年継続事

(40.7)、（42.5) I I (5 3.s) 業所 (A+Bo/o) (5 3.7) (6 8.8) (7 3.3) (7 2.7)． (4 6.2) (7 5.0) 

拡大発展させているわけだが｀かくて昭和38年段階たおいて、昭和32年以降継続した事業所の全

体た対する割合を、常雇者規模別にみると（表4-52)、常雇者 0人では2.4割のものが昭和 32 

年製降の継続事業所となり、 1~:5人では 2.6 割•そぃて 2 1 ~3 D人規模になると 5.2割、 31 ~ 

5 D人規模で5.8割、 50~100人規模では 6.7割の事業所がか＼る昭和32年以降の継続事業所

であることがあきらかとなる。

④ 痴種別にかかる変容過程をみると、建設業、卸小売業｀ →-ピス業、金融業など-tぽとんどすべて

の業種において、とくに昭和 32年→ 38年にかけての継続事業所がその規模を拡大していつて

-156-



いることがあきらかとなる。すなわち、昭和 32年→38年の継続事業所の常厖者規模別変容を全

事業所の変容と比ぺると表 4-55および4-54([)如くで建設業の場合、昭和32年→ 38年

の継続事業所は常屑者規模10人以下の事業所が減少、それ以上の事業所が増大するというパター

ンをとつている。これに対して建設業全体の動きをみると、 32年から 38年にかけて常雇者0人

の事業所は減少しているが、常雇者 1~5人以上の事業所は姦しなべて増加、とりわけ、常雇者 1

~1 0人規模の事業所の増加が顕著にみられる。卸小売業についてみても継続店の場合、常雇者6

~1 0人以上の事業所の増加、それ以下の事業所の減少という傾向がみられるのに対して、全体で

は常雇者 0人の事業所を含めて、すぺてが増加、とりわけ常膠者 0人および 1~5人規模の零細店

の増加が著しいという相違がみられる。また、サービス業においても継続吉では常雇者 6~10人

以上の事業所の増加、それ以下の事業所の減少という傾向がみられるのに対して、全体では、卸小

売業と同様、常雇者 0人、 1~5人規模の事業所の増加が顕著にみられる。こうした傾向は金融業

においても看取されるところで全体としては 1~5人層を中核として各層とも増加するバクーンを

とるのに対し、継続事業体では 11人以上層の増加、以下層の減少という傾向がはつきりと看取で

きる。不動産業・運輸通信業に森いてもこうした傾向は看取される。たゞ、全体としては常雇者規

模0人層の減少、 1‘~5人以上層の増加という傾向がみられるのに対して継続事業所では 1~5人

層と 51 ~1 0 O人層への集中という傾向が看取される。以上のように、この苫小牧市の場合、製

造業を除く i在とんどすべての業種に共通して常雇労働者規模の零細た事業所が解体・消減し、また

庭するといぅ過程の中で、昭和 32年→35年→38年と生き残つた事業所が~着実にその規模
を増大させていつているという傾向が看取される。

⑥最後に、昭和 35年段階には存在しなくて、． 38年段階に出現した事業所についてみると、この

昭和38年段階に出現した事業所([)3.9割までは常雇者 0人のもの、 8.2割までが常雇者 5人以下

のものであることがあきらかとなる。もちろん常雇者51人以上の事業体も 0:1割t庄ど設立されて

いるが（その応訳は、建設4、製造2、卸小売 2ヽ 不動産1へ運輸通信6、サービス 3)、昭和 3

8年段階にお、いて存在する全事業体の常雇者規模別構成比は、常雇者 0のもの 3.6割、常雇者 5人

以下7.7割、 51人以上0.2割であるから、これと比較しても、あらた匹皮立された事業体には比

較的常屈者規模の零細なものが多いということはいえよう。森そらくは、こうして設立された事業

体のうち、規模の零細なもの低ど数年たらずして解体→消減する度合が高く、かくてまたあらただ

年にかゞる零細規模の事業体が創設されるという形での発展がくりかえされるに違いない。そして、

そうしたすそが広ければ広い既ど、その上にそぴえ立つ大事業所数も増加するという形での発展過

程がみられるに違いたむ。

注 1) かかる過程をあきらかにするため、ここで用いた方法は次の如くである。すなわち、われわ

れは昭和 32年、、 35年、 38年に存在した全事業所のひとつひとつについて、昭和 32年

に存在したものが、昭和 35年に存在したか否か｀昭和 38年にはどうかをチェックすると

いう方法をとつた。ついで、常雇者規模別に、それが事業体としてどう変容しているかをと

りおさえた。ここでは事業体名は同一であるが、実際の経営者が異なったという形での事業

体の変動しが解体・消減分として取扱われていない。同一事業体が継続したものとして整理

してある。また、昭和 32年に00会社というものが存在、すぐそれがつぶれ、 35年にO
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〇会社という同一の名称をもつたものが別人によって設立されたというケースについてほ、

事業体所在地などを検討して、出来うる限りそれが同一事業体であるか否かをみきわめるこ．

とをしたが•同一地帯（町）の中で［かかるケースがみられる場合｀判定の方法がないので、

それは継続事業体として、整理してある。したがつて、ここで継続事業体として整理した分

ゐ中には、若干かかるケースが含まれていることを｀当然予測しなければならない。すなわ

ち・私の考えでは、解体・消減班業体の割合は、実際はさらに多いのではないかと思われる。

表 4-53 全事業所の業種別常雇者規模別事業所の推移 (32年～ 38年）

1~ 6~ 11~ -21~ 31~ 51~ 101~ 201A 
計＇ 0人

9不明
5人 10人 : 20人 30人 50人 100人 田0人 以上

鉱業昭斥J]32年・ 2 1 1 4 
i 

3眸
. ( 2 i 1 1 

＇ 
， 

32→3眸 +7 +.1 △ 1 

建設業 32年 1 6 31 13 13 2 1 1 2 1 80 

38年 1 D 67 44・ 35 14 1 1 4 5 1 191 

32→38年 △ 6 +36 +3 1 +22 +12 +1 D +3 +3 +1 △ 1 

整造業 32年 28 24 17 13 5 5 4 3 99 

3痒 1 2 4 1 18 20 5 6 8 1 4 115 

3を 38年 △1 6 +17 +1 +7 

゜
+1 +4 +1 +1 

卸小売業 32年 354 36 6 53 1 9 6 3 2 802 

38年 606 5 50 123 61 22 8 6 1 4 1.3 81 

32→3眸 +252 +184 +7 D +42 +16 +5 +4 +1 -1-4 

金融業 32年 ， 
1 1 4 4 1 1 1 31 

3眸 13 1 9 8 6 5 6 55 

32→3眸 +4. +8 +4 +2 +2 +5 △ 1 

不動産業 3碑 4 2 1 7 

3眸 49 82 3 3 1 138 

3~3眸 +45 +80 +3 +2 +1 

運輸 32年 17 12 4 2 1 1 1 38 

通信業 3眸 7 24 
， 4 5 1 4 2 2 58 

32一眸 △ 1 D +12 +5 +2 +4 +1 +3 +1 +2 

電気 32年 5 1 1 7 

ガス 3眸 2 3 2 1 1 ， 
水道業32→3眸 ム3 +3 +1 

゜
+1 

サービス 32年 125 1.5 9 35 20 7 8 3 2 1 36 1 

業 38年 240 280 71 29 14 13 10 3 1 2 663 

32→3眸 +115 + 121 +36 +9 +7 +5 +7 +1 +1 +1 

計 32年 553 61 2 1 26 74 24 18 11 6 3. 2 1.4 29 

38年 937 1.074 2 79 1、62 64 45 33 1 3 8 6 2.6 21 

32→38年 十384 七i62 ~53, +88 -1-40 十27 十22 +7 + 5 .+4I 午t192
• J 
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表4-54 

． 1~ 6~ 11~ 21~ 31~ 51~ 101~ 2J1人
0 人 5人 1 0人 20人 30人 50人 100人 200/¥ 以上

不明 計
鉱業昭和 3訟F 2 ヽ 1 3 

3眸 2 1 
32-►38年

゜
+1 △ 1 

建設業 32年 5 14 10 7 2 1 1 2 42 

38年 2 8 ， ， 3 6 1 3 1 

32→3眸'.△ 3 —§-—‘ △ 1 +2 +1 +5 
゜

+1 +1 

製 52年 7 1 D 11 8 ろ 5 3' 3 50 

3眸 3 15 ， 7 3 4 6 3 

3 2---+3眸 △4 +5 虚 △ 1 
゜

△1 +3 D 

卸小売業 3碑、 156 17 9 28 14 5 3 1 386 

3眸 152 15 3 39 21 12 4 4 1 
32→3眸 △4 △ 26 +11 +7 +7 +1 +3 +1 

金融業 3庭 5 ， 3 4 1 1 1 1 25 

5 &年 5 7 2 5 2 4 
32ー)08年 D △ 2 △ 1 +1 +1 +3 △1 △ 1 

不動産業 32年 2 1 1 4 
38年 3 1 

32→38年 卒 +2 
゜

運輸 3痒 2 8 4 1 1 16 
，通信業 3眸 2 5 2 1 4 1 1 

32—ら眸
゜

△ 3 z 
゜

+4 o・ +1 

電気 32年 3 1 1 5 
ガス 3碑 1 2 1 1 

7譴業32-な碑三 虚 +2 △ 1 
゜

+1 
サービス 32年 59 99 26 14 5 8 5 2 21 6 
業 3眸 56 87 32 14 8' 8 9. 1 1 

3？→ス臨 △ 3 △ 12 +6 
゜

+3 
゜

+6 △ 1 +1 

計這[『 325 82 50 18 18 ， 5 3 1 

3眸゜ 281 95 59 33 26 22 5 5 1 

32→5舷 6 △44 十13 +9  lt-15 十8 十13
゜

+2 
゜

32年→ 38年、継続事業所の常雇者規模別事業体の推移(32年～ 38年）

.`
 

表 4-55 昭和35年に存在せず、 38年に出現した事業所の業種別常雇者規模別内訳

1~ 6~ 11~, 21~ 31~ 51~ 101~ 2 01人
不明0人

-5人 1 D人 ・・20人 ろ0人 50人 100人 20 0人 以上
鉱 業 5 1 .. 
建 晋a几又 業 8 48 28 1 6 6 4 3 1 

製 坦、A 業 6 23 4 1 1 2 1 1 1 

卸小売業 334て,-2 96 56 30 7 3 1 1 4 

金 願 業 3 1 0 5 1 ＇ 1 

不動産業 49 79 2 2 1 

運輸通信業 4 1 7 5 2 1 1 3 1 2 

電気・ガス •7固剪合 、1 1 2 

・サービス業・ 152 13 9 28 1 1 3・ 2 1 2 1 

計 556 618 1 29 75 20 12 ， 7 2 5 
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V 地域産業政策と産業の社会的構造の変容

1. 地城 産業 政策の展開過程

苫が枚市に姦ける昭和 32年以降、 38年にいたる間の産業構造の変動は、少なくとも前節でみた

ようなそれぞれの事業体の分解一発展過程として展開している。

しかし、，この過程はまつた＜個々の事業体が自然発生的に、この地域の上に集積した過程ではない。

あらかじめ立案された計画にそつて、この地域の産業構造の変動はもたらされている。具体的には苫

小牧人造港の建設と後背工業地帯の整備その上に乗った苫小牧市の工業誘致条令に端的にしめされる

所謂地域産業政策によつて、それは展開されたものとして把握されなければならな入3そして第1章

でみたように現在苫小牧市は道央新産都市に指定されている。

(1)（イ） 苫小牧市に「港」を建設するという発想は、発生史的にはすでに明治43年、王子

製紙苫小牧工場が設立された当時から存在していた。その後かなりの紆余曲斤をと共つて、昭和 2,5
(1.） （2) 

年に至って 26年度の港湾造成国費工事予算(40 0万円）を獲得、かくて昭和 26年 8月苫が枚港

起工式が行なわれるに至る。

そして表4-56にしめしたように、この苫が枚港造成の計画自体、何回も変更され現在は、大工

業港建設という志向性をもつているが、そのベースとなったものは、日本港湾協会の「苫小牧工業港

修築計画概要」（昭和 27年）である。この計画には、この苫が枚市に「1万トン級船舶の出入可能
(3) 

な港口を整備することによつて、将来、石炭を主原料とした臨海工業地帯」を建設するという発想が

貫いている。そしてこれは、総工費13 3億円にお心ぶ工業港造成計画である。しかしそ奴応港湾

建設事業の進展とともに、昭和 28年、 30年、 31年、 32年、 33年、．34年と計画変更がなさ

れる中で「工業港造成の当面の目標を石炭の積出し、森よび製鉄碁地の誘致に集約、 4万トン級船の

出入可能港建設」（昭和32年）という形で、苫小牧港の地域社会の中に共ける位置づけが道の第2

次5ヶ年計画の中に位置づけされて明確となつてくるら（昭和 32年 10月の道開発庁「苫小牧臨海

工瓢麟成誹酉の構想」）

昭和 34年の国の「特別港湾施設工事特別会計」によつて、苫小牧港は石炭積出港湾として編入さ

れ、その後、主として国の特別会計によつて、外港施設、森よび中野右炭埠頭の建設力昭和 37年を

目ざして急ビッチにすすんだことになる。その後、昭和37年の「港湾整備8ヶ年計画」（昭和 38

~4 5年総事業費19 2億円）昭和 38年6月の「苫小牧港新 5ケ年計画」 (39~ 4 3年、総事業

費 15 0億円）同 11月「苫小牧港新改定5ケ年計画」（総事業費 11 0億円）をへて、現在「苫小

牧港整備新5ケ年計画」 (40年～44年総事業費 77億円これは前期計画で、このあと後期計画が

つ <)(1.)もとにこの苫小牧港の建設は続けられている。

そして昭和26年度～39年度までに、この苫が枚港建設のために投下された事業費は約71億円

（うち国費994.5%)これに補助事業費、市単独事業費を加えると総額73億円に達する。これを年

次別に国費、管理者（市）負担>受益者負担にわけてみると表 4-57の如くである。かくて、現在
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表4-56 苫小牧港造成計画の変遥

’‘‘̀ 
、.，9

年 次 築港規模 築港形式 立｀案者 調査研究その他

大正13盛 石炭積出港 堀 込 式 道庁技師 林千秋

昭和 7年 漁 港 不 明 ” 小川氏

1 4 工 業 港 堀 込 式 道庁土木部
、一

25 漁 商 港 外港方式 道港湾課 試験工事着手

2 5 I/ ‘’ 道商工課 北大の調査開始

2 6 工 商 港 、堀 込 式 苫小牧市

26 石炭稜出港 II 北海道

27 大工業港 ” 港湾協会運輸省

3 2 ” I 
II 北海道開発庁

Fけい船施設の利用は、石炭埠頭、 1a. D OD D/W2バースを昭和 38年 4月 25日より、雑貨岸壁

1 □. 0 D O D/W1.バースを昭和 38年 11月 15日より、さらに雑貨岸壁 1a. 0 D D D/W1バース

の使用を昭和 39年 11月 1日より開始している。」昭和4°年 3月 31日までの取扱貨物最は、

2927,520tに達し、うち、大半は石炭となっている。つまり石炭積出，し港としての色彩を現在の苫小牧

港は濃厚にもつている。

（口） こうした苫小牧港建設事業は地域産業構造ーとりわけ建設業の急激なる需要を呼び起さざる

を得ない。

この港湾造成は後に述べるように、後背工業地帯造成工事、また国鉄日高本線の移設工事などをとも．

たつて、いわば地域産業基盤の大巾たる変革事業として展開されているところにその大きな特徴がみら

れるが、この港湾造成事業開始と同時に背後地帯整備計画として、たとえば昭和 31年度より通商産業

省は苫小牧を室蘭、釧路とともに道内三特定工業地帯の一つとして指定、産業立地基盤整備の指導に乗

い出したし、昭和 32年には港湾築設並びに工業地帯開発計画を主軸とする建設省の用途地域制の指定

が行なゎれ、．昭和 33年には幹線街路網計画が立てられ、さらに背後地1.6 D D万坪にわたる土地区画

整理事業が具体的にとりあげられ現在進行している。
!4¥ 

昭和 39年 8月 1日現在の資料によると、市の 1土地造成事業」は、昭f□36年度より 38年度まで

で約 5億円に達し、昭和 36~4 3毎変計で 19億円が見込まれている。その他市がすでに実施、また
(5) 

は計画している土地区画整理事業は、 1億 7千万円、また幹線街路の改良並びに舗装計画事業で2億 4

千万円などが見込まれている。こうした市の事業は当然のことながら、建設業そのものの需要を呼び苓
(6) 

こさざるを得ない。以上述ぺた事業は何れも港造成森よび工業都市建設のための基盤整傭事業であるが、

このような事実として、さらに、昭和 35年 3月～37年 12月にかけて総工費約 3億円をかけた苫小

牧駅操車場の建設事業なども行なわれたことを指摘しなければならない。

一方、こうした基盤整備の上に立つた工場建設事業も現にすすめられている。その主要なところをみ

ると、第―には昭和38年 12月より着工した王子製紙新工場建設工事があげられる。この工事は第 1

期～ 3期工事にわかれ｀全体で 19 a億円の予算規模であるが、第 1期工事では、総工費 85億円が見

込まれ、昭和39年には第 1・期工事は完了した。第二には昭和 32年から 33年にかけて建設された岩

倉ホモゲン第二工場建設工事、これはエ費約 1D億円である。またホテル・•トマコマイなどの建設も行

なわれた。

-1 6 1-



表 4-57 港湾事業費一覧表

年 度 算 額
マ如

予
小 計 i国 喪

昭和25 3,250 3,250 1.0 00 

26 10,000 1 010 0 0 410 DD 

2 7 25,929 25,929 2¥000 

2 8 37,316 37, 31 6 28,0 D D 

2 9 8210 8 2 82,□ 82 73,1 3 D 

3 0 75,000 7 5,00 0 75,000 

3 1 67,000 67,000 67rooo 

32 110,000 110,000 ・110,000 

3 3 153,792 153f79 2 153J 9 2 

3 4 4 □□,□□ D 397)600 397t600 

3 5 60 0.00 0 6 01; 18 6 601,186 

3 6 1,080,200 ¥07 5,972 998.6 49 

3 7 1,458...0.00 1146 3,6 DO ¥33415 5 0 

3 8 1. 6 01. DD D 1,586,580 1,511, 95 D 

3 9 1,567,000 1,527,450 1,4 D 5,2 DD 

計． 7.2ZD,569 Z216,757 6,782,057 

苫 小 牧 港 整 備 計 画図
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業 費

管理祇荊負担 受益者負担

2}2 50 

610 OD 

4,929 

怨 16

8「952 

双 323 

129i□50 

74:6 30 

1221250 

43.4,7 DD 

（ 3□,3 DD) 

（ 511770) 

（ 2514 o令・o) 

(107,470) 

nU沢
予IL 桟9,・l, 
+JJ m 

ロ昭和39年皮迄施行済俯所
‘-Eコ昭祁40-43年皮厖行予定債所

ロ昭和44年叫年9頃



2. 地城開発推進者層の形成
レ‘

このような形で、この苫小牧港の造成は苫が枚に一大工業地帯を造成するという発想ととけがた＜

結びついて進行している。そしてその上にのった工場、その他都市的施設の建設という事実が同時に

すすめられている。しかし、この過程は同時に、この苫小牧港造成と地域工業化のための推進母体が

つまりこの意味で、この苫小牧地域開発の実質的な推進層がこの地域社会の中に形成されてくる過程

をしめし・ている。

この苫小牧港造成詣業は、まず港湾建設の技術的可能性、またその経済効果をめぐつての調査研究

事業からすすめられたが、昭和32年す吃妬妥たように、苫IJ歌工業港の当面の目標が石炭の精出し

と、鉄鋼業の誘致に集約された段階に去いて「国の公共事業費では、外港区及び商港区の築設」「エ

業港区、水路お心よび工業地帯の造成は民間企業体で実施」という方針がうち出される。この段階で昭

和33年8月「苫水枚港開発株式会社」（授権資本10億円、当初払込資本金 2億5千万円）が設立

され、民有地の買収がはじめられる。この「苫小牧港開発株式会社」は石炭大手7社を中心として、

地元より王子、岩倉、国策、苫I」歌：市それに篠田、西田両自民党代議士らが加わり、 16社自治体個

人で構成されたものだが、その事記容は①工業用地 25 0万坪の造成。③工業用水6ガら／日(/_)確

保。③北海道炭20 0万t／年の精出であり、事業費総額 62像円を見込んだ。 (34年度の計画変

更により、工業港区の築設に要する事業費は総合て用地買収を含め 10 1像円（金額民間〕となり、

造成単価坪当り 2,5 DD円と推定された。 ただし前期事業費 47．像円）

ここに石炭大手7社が加わったのは、苫小牧港が「石炭のコストを陸上運賃をもつて室涸よりもト

ン当り 150~200円軽減しうる」とい経済的条件を有していたからに短かならない。つまり、言

葉を替えるならば、ここに独占石炭資本の意志が介入する。そして昭和35年5月m F苫小牧埠頭株

式会社」（授権資本金3低円、払込資本金 7,5 0 0万円）が設立される。株主は、王子、岩倉、国策

日通、苫小牧港開発株式会社、苫小牧市および篠田、西田代議士など 23名である。その事業内容は

「上屋業瓦び倉庫業、倉庫荷役業、港湾運送業（船内荷役、沿岸荷役）通運業、設備賃貸業など」で

ある。

こうして昭和38年4月に「苫小牧石炭荷役会社」（資本金3,0 0 0万円）を設立 （石炭各社と’•

小椴、室蘭の荷役5社が出資）事業内容は石炭の貨車下し貨車の入替え船稼み作業である。さらに

同4月「苫小牧港・ポート・サービス株式会社」（授権資本金 1,0 0 0万円、払い込み金 25 0万円）

が設立される。この事業内容は、苫小牧港の曳船、網取り、通船、給7kなどであるが、役員は苫小牧

の岩倉組、室蘭直船、室閾船主協会、藤田木材（「岩倉組」下請チップ製造業）、苫小牧埠頭会社な

どから送りこまれている。この苫小牧港・ポート・サービス株式会社は、開港当初は入船も多くな

く「赤字が見込まれるとこるから苫小牧市が総額9.9 5 0万円を投じて発注した曳船苫が枚丸を、会

社に委託運営させ、①38年度から 3年間曳船を無料で会社へ貸す。③市が50 0万円の融資斡旋す

るdという条件のもとに発足したものである。

なおヽ苫小牧駅操車場工事が昭和37年 12月より着工したことはすでに述ぺた如くだが、当初計

画によると、総工費2億 5千万円のうち 1低円を国鉄がもち、残り 1偉5千万円を国鉄利用恨として

王子、国策、岩倉組、苫小牧港開発株式会社、大昭和製紙（白老町）の 5社でもつことになつてい
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る。

以上であきらから如く、苫小牧港造成苓よび後背工業地帯建設という所謂地城開発の過程を通して、

この諏の開発主佑者は着実に形成されていつている。それはまず大手石炭資本を加えた形で、さら

に現在の道内港湾関係者、そして地元から「王子」「国策」それに新興勢力としての「岩倉」この三

者が柱とな入さらに、篠田、西田両自民党代議士、それに「市」が加わるという構成をとつている。

そしてすで記述ぺたよ、うな開発諸政策の上に乗つて、この苫が枚市は第 1章で述ぺた如く、 「道央新

産都市」の一員として、その中核部隊としての役割を担つて、さらに公共投資が、この地域の上に稜

み重ねられるわけだが、すでに第 1章でみたような現実の不況の深刻化という状況の中で当初の計画

ど土咄「わが国独占、重化学企業」そのものが、この苫水枚市に進出しないという見通しが浪厚とな

つている。

これは、この企業進出を見込んで設立された「苫小牧港開発株式会社」にとつてばかりではなく、

後にみるように、市自体にとつても重要な影響を与えざるを得ない。ここにおいて、当然のことなが

ら第 1章で述ぺた如く石油、鉄鋼コンビナート楷想に替つて、もるもるの適応策が前述したこの地城

開発主体者から打ち出されざるを得ない。昭和39年 1月に発足した「苫小牧港木材工業団地造成期

成会」同 2月発足した口財叱枚港湾振興会」などいずれも前述した開発主体者のあらたなる醐塔に対

応するアプローチである。しかし、ここで注目しなければならないのけ前者の会長が岩倉組組長、後

者の会長が岩倉グループの直系（血縁的にも）の苫小牧商工会議所会頭という事実であろう。

つまりこの事実は、今日、苫小牧地域で展開されている地域開発が従前ぬ「王子」といういわば単

ーの企業を中心とした地域開発という形態から道内石炭独占を含めた園座外部層含ゅ、さらにあらた

に誘致された企業を含めた地元新興層をもまき込んだ開発という形でのひろがりを示している事をし

めす。そして、かかる開発主体層の中での地元代表として「王子」に比ぺて、あきらかに新興勢力で

あるとこるの「岩倉グループ」が一定の役割をしめしているところを示す。

ところですで陀みたように、からる意味での地域開発の中で「苫小牧市」自体も一定の役割を果し

ている。市自体前述したような多額の財政投融資を行なつているわけだが、昭和39年 3月末現在の

市債、未償還額をみると、それは総額 21像円に達している。（昭和39年 9月現在の一般会計予算

は約 1-8億円、特別会計予算を加えて約42億円）

3. 工場誘致政策の実績と展望

前述したような形での地域開発にとつて｀なによりも必要なことは、地域工業基盤整備を終えた段

階で特定の企業そのものが、この地域の上で具体的に生産活動を行なうことでたければならない。

苫が枚市はすでに昭和26年 12月「苫小牧工場設置奨励条例」を施行、 「固定資産30 0万円以

上の工場をあらたに設置するものに対し、固定資産税相当額を限度として事業開始後3年間にわたり

奨励金を交付する」ことをきめていたが、昭和34年 9月、 「市が適当と認める重要産業で、償却資

産価格3,0 0 0万円以上のものについて、しかも助成方法については、その都度議会にはかつて決定

する」という形で、この「工場設置奨励条例」の全文を改定する。具体的には「用地斡施、道路造成、

工業用水の供給、整地、さくせん（井戸堀り）独身寮の建設という方法に切り替えた。

市の企画調査課の調べによると、昭和26年「工場設置奨励条例」が施行されてから、昭和39年
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8月まで設置された新設工場は、・表4-58に示す如くで、うち旧条例で設置されたものは3社、他

は昭和34年の改定条例にもとずいて設置されている。したがつて表4-58にみるように市の助成の

ある工場もあれば助成のない工場もある。

そして「苫小牧港開発株式会社」の調ぺによれば、昭和40年 7月末現在、同社匠苫小牧臨海工業

う吾 4-58 苫が枚工業港の進歩に伴つて誘致又は進出した企業
(39. 7. 1 現在）

議
9,  

従'予業定員） 
投甘蔀巨

工場所在地 ：讐誓翡！主要製品名 用地面穆
資産額

樅本金 附 記

① 
宇沼の端2581 51.8; 1 製 材 1.s00 13 1,000 300 市工場誘致条例適用

坪 人 訥 訥
奨(3励2金~交3付4年）259f.Pl 

宇勇払13 2 32.4. 2 高圧コンクリート 24000 120 80.000 市工場誘致条例適用
R 管PSコンクリート 奨励金交付 1,805祖

製品 (33~35年）

木揚町 10 32.4:10 合板、ポモゲン 1155000 309 1 o□ooo 10000 市工場誘致条例適用
③ 奨励金交付 20727千円

(34~36) 

白金町2 34.1023 テックス0ボード 5000 198 40750 9.000 市工場誘致条例適用独

④ 包装紙 2身疇寮建6設8j 木造モルクル
坪 (35~36年）--

⑥ 中野89 34j0. 1 自動車整備 1;2.00 45 3000 '500 ※用地 1,200坪の内
600坪は借用

緑町 1の2 35.12. 8 合成樹脂 17,326 35 11500 ~001)00 市工場誘致条例適用

⑥ 上¢(=水35道5年0管M）布ML=設783M 704千Pl

⑦ 末広町20の14 36. 6:13 プクンニアーガス 1,106 14 10507 4275 市1,2a a a万弓出資

⑥ 緑町 11 9木場 36. 7.24 ホルマリン・アン 500 17 1250 ※土地・建物は眸岩倉
町 1D モニ7一・スチロ 組より借用

ボル

⑨西町17 36. 8. 7 王 冠 228 14 224 200 市有地貸付

⑩」緑町 2 37. 8. 1 生クリーム・脱指 3739 16 2000 600,000 市有地貸付
- -:―乳

I I I i 

⑪ 山手町 49 37. 224 印 刷 350 25 310 200 ※土地・建物は田中栄
より借用

⑫！山手町 47 37.12.15 ヤクルト 500 13 680 200 

⑬⑭ 中野89の23 _37.．訟20各稲召プ・丸ク 300 18 7,000 2000 

宇沼の端230 38. 4. 1 バネル・製材 2512 26 400 市有地貸付

'字糸井70 重車輛整備38. 4.10 1,000 30 700 100 

⑯ I 緑町 16の5 38. 6. 1 自動車整備 400 16 760 450 ※用地借用 ． 

⑰ 1木場町 10 38. 624 ニバーライト 500 31 1.0OD ※土地・建借物用ほ眸岩倉・
組より

⑱宇沼の端43 38. 7.1 D 圧チ縮レン酸批平蘊 アセ 3000 7 1.10じ 30000 市用地斡旋

⑲ 宇沼の端23 38. 7.22 製 材 3,082 25 3000 400 ※王子社有地借用（内
800坪は国鉄）

⑳ 緑町 1 38. 9る0 自動車整備 1;109 54 3;,00 1るDD

⑪ 宇沼の端 サイズ剤 3!]00 市工場誘致条例適用、
163の7 39. 1. 7 紙力増強剤 3000 10 (10620) 45000 市有地袋付整地、さく

井、道路造成、 208缶 P3

＠ 宇沼の端 生コンクリート・
1 6 4の3 (394.1) プロツク土木用 5000 (46) 5,1OD 750 市有地譲渡

コンクリーば嬰品-0 
⑬ 字糸井 141 (39.4:1) 製パン製菓 3.()00 (100) (50□□) 1250 市用地斡旋
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陰 工場所在地
設置年月日 従業員 投資下産固額定（操粟予定） 主要製品名 用

（声） 擬本金 附 記

＠ 字沼の端129(39. 5. 1) 軽最形鋼、鉄 41,75 (40 5000 5750 市有地譲渡
骨組立加工 (13且00)

⑮ 字勇払263の1(39. 5. 1) ロツクラーバイプ 15D00 (50 Y,(15D00) 2000 市用地斡旋
製造 .. 

⑮ 既存用地 (39. 8. 1) 新開用紙、クラ 既存用 850.,000 500,000 7,500万取水権利
フト紙 地内

⑰ 緑町 11 9 (39. 5.15) 生ンクリート 4A60 25 9500 10DOO 
嗜羹聾晟8ーmモx定8m＿) 

⑱ 沼の端 252のL(39. 7. 1) 家庭用工業用 15000 40 21!]00 2000 道路造成 735m上水道

百庫の端

麟 135面施設予定

31.10. 輸出用吋材製杓 2000 15 1Too 市工場誘致条例適用
＇ 

用地分譲申込みをした企業は表 4-59に示す如くである。工業用地に申込のあったのは 16社、う

ち契約済は半数の 8社、他は内定、略内定、交渉中である。したがつて、これは苫小牧臨海工業地帯

への進出侯補企業ということが出来よう。ここで注目されるのほ石油、セメント各大手筋企業は、そ

の誘致企業の侯補に乗つているが、たとえば鉄鋼などは、そR侯補にすらなつていないという事実で

あろう。また侯補となった石油各企業のうち、すでに契約済＠三社についてみると、出光興産が石油

精製を考えているのみで他の二社（プリヂストン液化ガス・アジア石油）は石油々槽所を考えている

のみである。

新産業都市計画に組込まれたこの苫が枚市の開発目標は新産業都市計画によれば工業出荷額土ヽよび

同従業員数に茶いて表4-6 0の如くで、目標年次昭和45年度に土ヽける既設企業及び、新設企業別

の工業製品出荷額は表 4-61(/Cみる如くである。これによると昭和 35年の基準年次を 10 0とし

て、 45年には工業出荷額は 1.1.5 1に伸岩．、同従業員数も 36 6に伸長する計画が立てられている。

そして、その中心は、鉄鋼業（とりわけ高炉）、石油製品、石炭製品製造業（石油精製）、化学工業

（石池化学）におヽかれている。そして人口数も昭和35年の 62.3 8 4人から 1.8 9, 3 0 0人に増加

全産業就業者も 23,636人 (10 0)から 81, 4 0 0人 (34 5)へと大巾にも増加することが見

込まiJ..ていた（表 4-62.)。けれどもすでにみたように、現在のとこる鉄銅業、石油精製、石油化

学などの大手筋企業の進出の見込はうすい。

こうした現状のもとでは、当然のことながら計画そのものを変更しなければならない。昭和40年

6月に苫小牧市開発計画部企画調査課が出した「人口推移及び計画資料」によると、昭和 35年～

4 5年にかけての総人口及び産業別就業者計画に上限と下限を設定、上限は従前の計画どぶりである

が、下限では、就業者の伸びを 26 4に土、さえてある。また総人口も 1-4 2, 0 0 0人とみており、上

限より 5万人低ど少なく見税つている。この下限計画は鉄鋼基地建設が45年末期からはじまり、す

でに木エ団地、芸よびアルミ工業が操業を開始しているという想定．のもとに立てられたものである。

この上限計画と下限計画を比較すると、第二次産業就業者で 5,~ 3 0名減（とりわけ建設業で4,410

名減）、第三次産業就業者で 13,090名減となつている。そして、上限計画に比して下限計画では

とくに第三次産業就業者率の伸びに大きな違いが存在している。

しかしながら、とうした現状の変化の中で新産業都市建設構想は放棄されたわけではない。当初立

てられた基本的目標にむかつて、その事業はすすめられているものとみなければなるまい。苫4恐：市
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表 4-59 苫が枚臨海工業用地分談申込一覧表

分譲申l
業 種

用地面稼 契約済内定
用地別 込み会

（千坪） 交渉中別
社番号

1 石油精製 276 契約済

石 2 石油々槽．所 ｀ 7. 2 同上工

油 3 同 上 8 同上
業

4 同 上 1 0 略内定
用 基

同 上 1 0 同・ 上5 

地 地 6 同 上 1 a .x. 六 渉中

7 同 上 1 D 略内定

戸I 
1. セメント包装生

1 4 契約済コン
ン／ 2 同 上 1 4 同 上
ト地 、

3 同 上 1 4 同 上

且’
1 火力発電 200 交渉中

2. 木工団地 450 内 定

3 肥料製造 .2 0 略内定

中 1. 機械製作 20 契約済
級

2 同 上 1 0 同 上団
地 3 車修理工場倉廊 3.5 交渉中

1 建設機械整備 5.8 契約済

準
2 配車センクー 5 同 上

明
同 上

工
5 1 0 同 上

野
4 製紙関連工業 1.5 内 定業

住
用

3 石炭丑P•G販売 1 契約済

宅
地

6 建機製作その他 20 交渉中

用 7 石炭 L·P•G販売 2 略内定

地 8 建材倉庫 3 交渉中， 
届^  庫 1.6 同 上

1 0 石炭販売 1 同 上

1 ・ 社 宅 ， 契約済ヽ

住 2 同 上 1 同 上

宅 3 ・夏 同 上 4 7.5 交渉中

用 4 同 上 35 略内定

地 5 同 上 2 内 定

6 同 上 1 内 定

7 同 上 1.5 契約，済

、9

:... 1 6 7-

昭和40年 7月末現在

苫小牧港開発僻

摘 要

操業予定昭和45年度
く着工予定40年9月

操業予定41年年6月
着工予定41 

く操業予定42年

着工40年 6月操業 41年

着工操業未定
同 上

溶エ・操業未定

同 上

殖エ・操業未定

同 上

着工40年5月末操業40年7}j;表

着工 40年8凡操業40年11月

同 上

同 上

・着工40年12月、操業41年6月

'・ 

次頁につゞく



計工業用地

契約済 8社 3 6 3. 2千坪

内定（含略内定） 5社 5 D 0. D 

交渉中 3社 2 1 3. 5 

明野住宅用地 準エ
4社 2 1. 8 

契約済 住宅
3社

千坪 3 3. 3坪
1 1. 5 

内
定 準エ 2社 3. 5 

4 1. 5 
住宅 3社 3 8. D 

交渉中 準エ 4社 2 5. 6 
7 3. 1 

住宅 1社 4 7. 5 

の資料によると、 4a年度の苫4牧：地区新産業都市建設事業の試算ほ 77億 1千万円に達し、事業主

体別には開発会社など民間事業 33億円、市事業毀23億円、国薇 18像円、道費 2億 6千万円とな

つている。そして表 4-64にみる如く、この建設事業は産業華盤整備、都市環境盤備など多岐にわ

たつている。

表 4-61 昭和 45年工業出荷額 （単位憶円）

業種名 既 新 計 摘 要

化学工業 41,0 0 457,40 4 9 8,4 0 ①製鉄化学 6 9億 （・少④ガ既ス存化学 4 7億
③石油化学 325像 40像
⑥その他 1 7. 4億

石油、石炭製品
製 延、生 業

623,00 .6 2 3.0 D 石油精製 1 0万BBL/d
．． 言

鉄 鋼 業 777,00 777,00 ①③④高炉鉄プ板類2,500 t dX2=71 6億
亜鉛 24憶 ③軽最型鋼 1 3低
バイ 24億

非鉄金属製造業

機械製造業 4,5 0 2 8,5 0 3 3,00 ①建設鉱山機械 20低 ③ボカ゜類 13億

小 計 45,5 0 1,885,90 1,931,40 

食料品製造業 1 □,□ D 32,0 D 42,0 0 ①飼料工業 25億 ＠既存企業 1 D億
③その他（製粉） 7億

繊維工業 0,0 6 0,9 4 1,0 D 衣服

木材・木製業品
製造

31,0 0 31,0 0 既存企業

バルプ・紙・紙
2 so,□ o 1 81, 0 0 4 31,0 0 ①＠  バルプ類 387低（含王子 3,137億）

加工品製造業
板 44偲

ゴム製品製造業

窯製 業土石
品製造業

1 o,o 0 5 5,0 0 6 5,00 高炉セメント 108万臣／年

金属製品製造業 1,2 1 4,7 9 6,0 0 構築用金属製品及線材製品

その他の製造業 2,0 0 5,0 0 7, DD 暉 具 3億 ＠出版印刷 3億 ＠その他 1億

小 計 3 0 4,2-7 278,73 5 8 3,0 D 

メロ 計 3 49,77 2,164,63 2,514,40 
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表 4-60 従業者及び工業出荷額の目椋 （単位 百万円）

I 昭和35年（基準年次） 昭和45年（目標年次） 伸長率

出1人荷当額9 1人当り 1人当り
出荷額 構成比 従業者数 構成比 出荷額 構成比 従業者数 棉成比

出D/荷E=額F 出D/荷額A 従E業/者B 出F/荷c額A B A/B=C D E 

白カ ％ 

＾ 
1d 百万 ％ 人 ％ 

化学・工業 148 07 59 1.0 25 49.840 19.8 3780 17.4 132 33/,75 6:,89 528 

石油製品、石炭製品製造業・ 62300 248 1000 46 623 

鉄鋼．業 77,700 309 7,080 327 11,0 

非鉄金属製造業 25 0.1 A 0.1 62 I 
被械製造菜 49 02 65 10 0.8 3,300 1.3， 1る40 62 お 6734 1,215 528 

．小 計 222 1D 128 21 1.7 193,140 76B 132.00 609 146 81□□ 9,875 900 

食料品製造業 64る 30 499 8D 13 4;2.bO 17 1:;.20 5b 34 650 351 192 

繊維工業 6 ， 0.1 07 100 0.1 70 03 1.4 1/,60 778 200 

木材・木製品製造業 5,190 146 882 142 3t> 3,100 12 1;500 7.0 21 97 220 44 

ー16 9ー

バルプ・紙・紙加工品製造業 17,190 781, 4:125 66,3 42 43,100 17.1 4::,90 1203 9.8 251 124 200 

ゴム製品製造業

襲・士石製品製隷 277 13 136 22 20 6;i00 2.6 650 30 100 2;,46 477 500 

金属製品製造業 121 06 163 26 07 600 02 180 08 33 267 97・ 571 

その他の製造業 185 0.9 282 
..一

45 07 700 03 460 2.1 15 378 163 214 

小 計 21,615 99.0 組96 97.9 3.5 58500 | 232 8A70 39.1 I 69 27□ l 166 163 

ムロ 計 21,837 1000 6224 100.0 35 251,440 10QO 21,670 1000 11.6 1,151 366 314 



表4-62 昭和45年の就業率及び産業別就業者数

区 分
昭和35年（基準年次） 昭和45年（目標年次）

伸B/率A 
実数A 構成比 実数B, 構成比

総 人 ロ 62,384 189,300 

就業者数 23,636 100 81,400 100 344.3 

第一次産業 2,365 100 1,600 20 6Z 7 

第二次産業 1 0,3 0 2 43.4 3 6,51 D 449 3 54.4 

第三次産業 1 0, 9 6 9 46.6 43,290 55.1 3 94.6 

就 業` 率 3 7. 9% I 43.0% 
., ヽ

表 4-63 苫小牧市人口計画、総人口及び産業別就業者．（下限、上限推計）

項 昭和35年
産 （基華年次） 昭和45年（下限） I 昭和45年（上限） ●’ 

業 目 就業構成就業楷成伸び率就業楷寛成伸び率
別 者数比率者数比率（対35年）者数比率（対35年）

（人） （％，） （人），（％） ％ （人）（％） （％） 

第1次産業 2,387 I 1 0.1 II 1,600 I 2.6 I 6 Z D II 1{:,OD I 2.□I 6 Z 0 ·······················••.•·····.. ·•·.. ··········•···.. ·······••0,••····.. ······•··........................................,........................... 
農｀業 1214I 5.1 11 62□ I 1.0 I 51.1 11 62□ I -□.al 51.1 

林箋 865I 3.7 II 760 I 1.2 I 87.9 II 760 I 0.91 8Z9 

水産業 308 I 1.3 11 220 I o.4 I 71.4 11 220 I o.3 I 7 1.4 
薔•2・泌蘊．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．・・・・・•.．．...． ．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．． ．，．．．．更•ヽ・・ ・・

• 9,909 I 41. 9 11 3□1,80 I 4 9.1 I 3 o 9. 6 11 36510 I 4 4.8 I 3 6 8.s ．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．、．．． ．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．色・・
鉱 業 88 I o.3 11 150 I 0.2 I 17□.4 11 150 I 0.21 170.4 

建設業 3557 I 15.1 11 10280 I 16.5 1289.o 1114.690 I 18.ol 412.0 

製造業 6264 I 26.5 11 20250 I 32.4 I 323.3 11 211,70 I 26.61 345.9 
第百沃疵涎．．．．．．．．．．．．．．．．．．1．ii.30..．．．．．．4.8...0.．．．5函0.．．．．．．4.8:5.．．．．2. 6.6: 4.．．、・ •15涵り．．．．．．．5． 5..2., ．．．3.6'Z..1.． 
..... ;·~~:.· ・.::..... :..'.. ::.:.... ・・ 1・............皐．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．．．．，．．

卸売及び小売業 4175 1 7.7 10,090 1 6.2 2 4 1.7 14A80 1 7.8 3 4 6.8 

金融保険不動産業 350 I 1.4 II 1.020 I 1.6 I 291.4 II 1,470 I 1.81 420.0 

運輸通信公益事業 2241 I 9.5 11 8220 I 13.2 1366.8 11111300 I 14.51 526.6 

サーピス業 3,689 I 1 6.5 II 9.080 I 14.5 I 2 33.5 11 13D3o I 16.0 I 335.o 
公務 675I 2.9 11 1,790・ I 2.8 I 26 2.2 11 2510 I 3.o I 3 7 t9 
······························•··．ヽ・・・・・・・・・ ・・疇●●．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．、．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．． 

分類不能の産業 4 

合 計 23f:,30 | 1 0 0.0 || 62A8D I 1 0 0.0 | 2 6 4.4 |已且ooI 1 o o.o I 3 4 4ぷ
麟率

総 人 口 62沫84
人且互邑／・ 人就業率扶養率

993~ Il 142000ロニ
表4-6 4市建設事業項目別内訳

項 目 金 額（円）

工業用地 5億

住宅用地 ・4億

住宅建設 2億 5千万

道 路 4千 3百万

港湾建設 1 6億

上 水 道 2偉 4千万

下 水 道 1億

ゴミ焼却炉 1億 3千万

病院建設 9億

職業訓練施設 1億 1千万

-1.7 0 -

人 1就業率 I扶養率
189るDO

43% 2.33% 



4. 社会的構成体としての産業構造の変動

(1) 地元産業構造の社会楷成体的特徴

第1項でみた如く、この苫小牧市の産業罷造＠変動は、あらかじめ、立案された地域産業政策一

ことに苫小牧の場合においては、港湾造成苓よび後背工業地帯造成計画にそつて展開しているもの

として捉えなければならない。しかしながら、すでにみた如く現実は、この計画どおりに進行して

いるわけではない。現実の不況＠築刻化という状況の中で当初計画自体が単なる計画として終る現

実性が生じている。しかしながら、現実の地成社会における各産業の生産的営み、叉地城住民の生

活の営みは現実には、ひとときも絶えることなく続けられている。そしてすでに第3節でみた如く、

この苫I」‘牧市においては、こうした各産業の生産的営み自体が、あきらかに総体として上向の方向

をとつている。これを我々は産業楷造の高度化と呼んだが、それぞれの業種の中での事業体の発生

解体、消滅過程をとおして、卸 I」涜浅超、サービス業、金艤業といつた業種では、本所従業負に対し

て、支所従業負の構成比が増大、一方他の業種、たとえば、建設業、製造業、運輸通信業、不動産

業といつた業種では逆に支所従券員に対して、：本所従業員の楷成比が高まるといつた発展傾向がみ

られた。前者の場合あきらかに地域産業構造の発展に対応して、外部あるいは、地元の中で発展増

殖した資本系列に属する事業所が支所という形で特定地域の上に増殖発展しているといつた傾向が

看取できるが、後者の場合こうした意味での地域産業構造発展の中で地元に本所事業所が多数発生

する過程を物語っている。前者と後者では一見異なつた方向性を示す如くである。

しかしながら後者の発生、発展過程は前者の発展過程とまつたく別の次元で行なわれているわけ

ではない。すでにわれわれは前項で苫小牧市に茶ける地城産栗攻策の展開の中で着実に地元開発推

進者層が形成されてきている過程をあきらかにしたが地城の産業構造の発展というものは、｀まつた

く（固々の事業体が個々バラパラに行なう過程として捉えることはできない。特定の、地域の特定の地

点における産業構造自体それはひとつの社会的構成体としてのまとまりをもつている。そして産業

構造が発展するその展淵過程は同時にまたこうした社会的構成体の檄成形態の変容をしめすプロ

セスでもあ忍。そうして、この変容は当然のことながら特定の法則性をもつて展開しているものと

思われる。以下苫＇牧の事例にそくしてこの過程をみてみよう。

従来のこの苫小牧市の産業構造の社会的構成体として特色はーロに言つてで王子製紙苫卜‘牧工場

を頂点として、その傘下囮関連各企業群が配列されるという形態をもつていたと考えてよい。そし

てまた集落としては、まつたく別個に形成されている（そして王子が存在する苫小牧市街と比ぺて

数段とその規模が小さい）勇払市街に、国策パルプ勇払工場を中心とした社会的構成体が存在して

いる。

昭和38年度に姦けるわれわれの苫小牧職業安定所での開き込みによれば王子製紙苫小牧工場の

下請企業は29社、国策下請はこれより遥かに数が少なく一桁となっている。王子下請の中には菱中

興業、菱屯壁運、丸彦渡辺などが含まれ、又国策下請の中には丸国興業のほか丸彦渡辺勇払出張所

などが含まれているが、、たとえば王子下請といわれている菱中興業の場合、昭和38年段階で白金

町に菱屯褪紙苫I」‘牧工場・（従業負 33 9名）を設立している（昭和 35年には存任せず）．．王子下請

の業者が地域発展の中で漸次その力字たくわえ、発展増殖している過程がここにみられやo しかし
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ながら、こうした地元企業の発展バクーンは菱中にのみみられるものではない。前填でみた「岩含」

において、それはすでに典型的に現わされている。今日この地域で展開されている産業溝造の変動

は、今口に王子城下町といわれたこの苫小枚に「岩介」を中核とした地元新典企業が拾頭する過程

でもある。

(2) 「非王子」グ）レープの拾頭パクーン

その意味でまず、この岩倉j・}レープの形成過桓を同社の公式発表文書をとおしてみてみよう。大

正2年、この苫'」‘牧市囮憐接する白老町竹浦で、木材業（造材、薪炭）として発足したのが「岩倉」

のそもそもの発足であるが、個人時代には王子造林の下請なども行なつている。そして現任でも岩

倉は王子にはバルプ材を納入、チップも王子十条に納めている。この意味でこの岩倉は王子と共に

発展してきているということは出来よう。

しかしながら、戦時体制下において「王子」の下請という性格を離れ、その基盤を形成するとい

う点が「岩倉」発展の第一のポイントとなる如くである。しかしこの段階での発展は、この地域と

虞接に結びついていない。長野県庁発注の造林、林道工事、および海遮省の森林開発、附帯土木

工事を長野県及び＝ユーギ＝了ボルネオ、スマトラ等で行なつている。そして戦後段陛に入つて、．

（昭和22年）札幌営林局、室蘭土木現業所発注土木工事、札幌鉄道局発注の建設工事を請負う段

階で「岩倉」はこの地域での基盤の第一歩を確立したものと思われる。 「岩盆組」は昭和23年、

法人組識に組識替えをし、株式会社「岩倉組」を発足させるが、その後、昭和28年段階でのドイ

ツからの技術導入によつたといわれる「イワクラ．ホモゲン」の生産決意が、その後 3D年段階以

降の「岩倉」の大きな伸長の土台となる如くである。すなわち「岩倉組」は昭和 30年に総合建設

業として北海道知事登録の認可をうけるが、「ホモゲン」生産が採算に乗るようになつた段階以降

において、昭和 33年・11月、傍系として、あらたに「山下林業株式会社」（苫小牧市、資本金

800万円一主たる事業内容造林、植林ー）を設立、まだ 34年には「岩倉組土建株式会社」

（苫＇」ヽ 牧、資本金 2.00 0万円）を設立して＂総合建設業を「岩倉組」から分離させる。同時に、

同年東京に「マキジ産業株式会社」（資本金30 0万円ー木材、木製品、建築用品、電気機械器具、

繊維機賊、エ作機械および繊維陶器類の輸入ならひ次：国内阪売製紙原科の買売．が主たる事業）を

設立、 35年には「岩倉商事株式会社」（苫小牧市資本金50 0万円ー主たる事業内容ー物品販売

琴油脂類の販売業，損害保険代理業、生命保険代理業、自動車損害賠償貨任保険代理業）を、昭

和 36年には「岩倉化学工業株式会社」（苫加伎市、資本金 1.2 5 0万円ー主たる事業内容ーホル

、マリン、スチロポール、アZモニア紙合成樹脂の製造及胡阪売・Jを、また 38年に入って「イワク

ラ、．エパ-ライト化工株式会社」（苫小牧市資本金 1.o o ・o万円ー・主たる事業内容→次質半硬質工

バー・ライト〇加工茶よび販売｀硬質エバーライトの製造姦よび販売、硬質工バーライトの製造およ

び販売）を設立している。

こうした発展過程の中で本家である「岩倉組」は昭和28年ドイツから技師 3名を呼んで総経贄

1 5億円と言われるホモゲン工場についで33年にさらにエ贄 10偲円でホモゲン第二工場を設立．

する。この「岩倉組」は現在資本金 1億円「素材、輸出吋材、一般製材、輸出合板；一般合板>フ

ローリングイワクラホモゲン、木材チップ」などの生産をその主たる業務とするにいたり、いわば

「木材化学工業」とでも言うぺき生産活動を行なつている。その組織構成をみると生産の中心部分
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は「ホモゲン部」「合板部」 「製材部」となるが、それに「山林総部」も加わる。 「物資部」「貿

易部」などがその外側にあり道内だけではなしに、東京、大阪、名古屋、沖緬に支所を拡げている。

また外郭に「イワクラホモゲン販売株式会社」を設立、東京、中部、大阪、九州に支所をもつてい

る。

かように「ホモゲン」生産と結びついて、所謂「岩倉グループ」は急速に伸長するが、この苫小

牧地域開発の波にのつて、その土建株式会社は港湾建設工事には当然参加。かくて岩倉グループは、

すでに前項でみたように、この苫小枚地域の地域開発の主体者の中核メンバーの地位を確立するに

至っている。以上であきらかなように、この岩倉の発展過程をみると、当初、それは「王子」と結

びつき、つまり「王子」の下請的性格を顕著にもちつつ、つまり王子を中心とした社会構成体の一

員として、しだいに、その甚礎を確立、とくに昭和3D年以降、独自の地元新興グループを形成す

るに至っているのである。

(3) 進出企業の地域進出の動機とその諸類型

以上、われわれは岩倉グJレープ拾頭のプロセスをみて来たわけだが、昭和26年以降、この苫小

牧市に設立された諸企業ーここでは、これを、まず製造業に限定してみるが一これをみても

「岩倉」発展と同じようなパクーンをとつて、これが設立されていることがわかる。すなわち与え

られた既存の産兼描成秩序に一面では乗りながら、つまり、それを某盤としながら「紙パ生産」と

いう単一の生産目標ではなしに、かたり多様化した生産活動を行なつていること。また、この岩倉

の場合にみられたように、かなり多様化しながらも、その中心は「木材化学」というような意味で

の地場資源および既存企業の産業活動と結びついた「生産活動」がその中心部を撒成しているとい

うこと。このことは、すでに表4-59であきらかにした昭和 26年以降の進出企業の社会的性格

と、その進出動機をあきらかにするとより一層明確とたる。

＠ すなわち進出 29企業の内 7社までは、すでに、この苫小牧地域に存在した企業が拡大増殖

したものである。 岩倉組ホモゲン工場 ③ 

• 「岩倉組」f岩倉化学工業⑧

岩倉エバーライト化学工業 ⑰ 

「王子製紙」［：王子林産工業④

王子新工場⑮

「苫小枚コンクリート」→同沼の端工場⑫

「三星」（製菓業）→糸井に新工場を設立 ⑮ 

以上のほか、あらたに設立された「苫小牧ガス」⑦には、市の出資も入っているが、これはあき

らかに「岩倉」系列に属する。卸〇内番号は表 4-5 8の企業番号

＠ この苫4歌：地域外に本社があつて、ここに支所を出す形で進出したものは、次の 12工場で

ある。 「N苫小牧工場」「D化学工業垢毎道工場:J 「H苫小枚プロパン工場」「T鋼業」「H

紘維工場」 「T木材」 「8生コン」 「H燃料苫小牧工揚」''「A沼の端製材工場」 「H自工」

「ヤクルト苫小牧工場」「雪印乳業苫小牧工場」この内若干の企業について、その進出動機を

みると次の如くである。「N苫小牧工場」（企業番号表4-5 8ー③） 一本社は東京、現在全

国に 11工場をもつている。北海道には、まず函館に進出（昭和25年操業開始） 苫小牧に
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ほ昭和32年 4月進出した。ついで昭和36年滝川にも工場を設立した。この苫小牧に進出し

た直接の動機は、昭和32年王子の工場用水 (14~1 6Km)建設工事の需要のためである。

函館で作っていてほ間にあわないので、とりあえず函館からの出張攻策をとつて、ここに進出

した。この仕事は、昭和 32年4~8月で終つたが、その後、道庁、開発局、苫小牧市、千歳

市、札晩市、室蘭市など土木建設工事の需要がみえたため、本格的な工場建設となつた。いま

この苫小牧工場では、函館の倍の生産を行なっているといわれる。そして函館受けもち以外の

長万部以北の全追城に製品ほ出荷されている。（滝川はヒユーム管を作らずプロック製品を製

作）勇払に工場を建設したのは、日高方面より、砂利を巡搬、製品ほ沼の端をへて札幌方面全

道城に出荷出来るという地の利からだといわれているが、現在、下請関連企業として 苫小牧

市のU鉄工所及び T進輸（これほ専属）の 2企業をもつている。上磯、室閲からセメント、鉄

線、苫小牧から砂、日高の静内から砂利、函館から丸鋼などの原材料を購入。製品販売先は

「王子」「大昭和」のほか、道庁、苫が枚市、札幌市、室蘭、北見市などである。

「D化学工業北海造工場」（企業番号⑥）→本社は東京にある。昭和35年設立当時は、ヘ

ンリ・ライヒホールドとパテント提携をしたため、別名を名乗っていたが昭和 37年大日本イ

ンキと合併、社名を変更した？ここは「尿素系接着剤及びフエノール系接落剤」「サイズ剤」

「酸ビ、エマルジョン（接殖用）などの製品を生産、岩倉組ホモゲン工場と密接な関連がある。

すなわち仕入金額にして、原材料のおおよそ 5割を代理店、心合同（昭和36年設立）を通

して「岩倉」から仕入れ（道内仕入れは全体の 6．準l）製品は販売金額にして陪倉」へ5.5飴

出荷のほか、静内町、旭川市、釧路市、斜里郡など、すべて道内むけ出荷しているといわれる。

この「D化学工業北海道工場」はまず販売市場、次に用地価格、第3に道央であるという地理

的条件からここに立地したが、同工場は岩倉組の引込み線を使用しているほか、同工場内にさ

らに下請企業として Yドラム工場（ドラム缶整備）を擁している。

「H苫小牧プロパン工場」（企業番思⑲） →太社は札幌にあり、苫小牧を含めて道内に 7

工場を有している。苫小牧地域は元来同社、室蘭事務所の管轄内にあり、昭和34年に苫小牧

営業所を設立、現物を室蘭から運んでいたが、日高沿線追分方面に需要が増えたため、昭和

3 7年この苫小牧市の沼の端、勇払原野の真中に「プロパン関係及びアセチレン製造工場」を

設立した。出荷先をみると 90 96は家庭用、 10 96が業務用である。職員ほ苫小牧市から自動

車で送り迎えしている。

「T鋼業苫小牧工場」（企業番号⑳）→本社は大阪にあり、（本業ほ建築業）昭和34年に

同社は、名古屋にも進出しているが、苫小牧では建築用の鉄骨などを精製、別に下請の「組」

を作りたいと考えている。昭和 38年現在まだ操業を開始していない。

「H絨維工業苫小牧工場」（企業番号⑪）→本社は東京にある。工場を浦和、石巻にもつて

いる。この工場は、昭和36年誘致された商社、 0合同 (T化学工業の接蒲剤、岩倉ホモゲン

などの販売を業務）のつてで、昭和 39年 1月に誘致された。サイズ剤、紙力増強剤を製造し

ている。製品は主として国策パルプ、大昭和製紙に出している。

「T木材」（企業番号⑲）→T木材は上述した各企業と異なって北海道北見地方の T町とい

う、いわば否［牧と比して、その集落の規模からいつても、比較にならない下級集落から進出
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した。進出の動機はむ町で原木が不足、原木を T町に運び製品として出荷するという形態は

ロスが多く採算にあわないたゆである。この苫小枚沼の端工場の原材料は北洋材（樺太）と道

内材（日高、北見方面）を使用しているが、これらは、 「王子」から仕入れている。北洋材は

室胞に揚るので、北見、滝上へ連ぶ場合に比ぺて、運賃は、ここでは約半分ですむ。そして昭

和38年にはゞ松挽材3.0□0m'「住友林業（株）北海道支社（札幌市）」をとおして、主と

して本州向け出荷している。この T木材は「王子」からその工場用地を購入、また、沼の端市

街地から遠く離れた原野の中に立地しているので、工場隣接地に職員住宅を併設しているが、

日用品は、王子のサービス・センクーから市価 1.5~ 2割安で持込んでいるといわれる。

「A沼の端製材工場」（企業番号①）→以前は、 「N沼の端製材工場」といつた。本社は札

幌市白石にある。原木を「三井木材」（苫小枚）と「王子製紙」から仕入れている。製品は吋

材を「T貿易商会（札幌市）」枕木を「K物産K•K （滝川市）」をと苓して販売する。ほか、

製品の主要な部分をしめる一般家具材は、札幌市内で一般販売している。・

「H自工」（企業番号⑳）→そもそも昭和31年早来町にH自工を創設したのが最初である

が、その後、白老町に営業所を設けるとともに、昭和35年、苫水枚市中野に営業所と工場を

設立、現在地に昭和 38年 1D月に移つた。この「H自工」は、各種自動車の分解修理を行た

つているが、 「北海道扶操自動車（販売）」のアフクーサービス工場である。原材料は地元苫

が枚市で酸素、アセチレンを「H酸素」から、熔接捧を「H酸商事」から仕入れるほカヽ自動

車建設材料交換部品のほとんどほ札幌市の「北海道扶桑自動車」から仕入れている。主要な得

意先は「北海道扶桑自動車」「機械開発」（札幌市）一建設運搬機械関係ー「M連輸」などで

あるが、 「岩倉組士建」「T自動車」「大昭和運輸」（白老町）「Fプロック工業」（追分）

なども、その得意先となつている。そして下請関連企業として、苫小枚に 0商店と札幌市に H

自動車K•Kを有している。

さて以上は、この苫小枚市以外に本社があつて、この苫小牧市の地域発展とともに、この地

城に進出した企業についてのごく簡単たプロフィールであるが、それは、おおよそ、次のよう

に類型化されるだろう。

A 多かれ少なかれ「エ子製紙」との関連で進出したもの。（例、①:IDgi))

B 多かれ少なかれ「岩倉」との関連で進出したもの。（例、 (6).. 0合同）

0 その他、苫が枚リージョン内「大企業」との関連で進出したもの （例、⑫）

D 苫水枚リージョン内での需要が増加したため、あるいは需要増を見込して進出したもの

（例、⑮＠⑳)そしてこの場合、とくにA~O(1.)類型での進出企業が、たとえば③の例にみ

られる如く、この地域の既存の大企業の需要のためという当初の工場操業理由を離れて、さら

にこの苫ぶ枚市域、あるいは苫4歌：リージョンを、・ーはるかにこえる地域に対しての需要にこた

える生産工場として、現実的に成長していつている点が注目されるのである。つまり狭い意味

での下請をはなれて、この苫水枚を拠点にすえての独自の市場開拓がなされているのである。
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(4) 地元創設企業の性格とその諸類型

さて以上の他の地城から進出した企業のほかに、市の企画調査課の調ぺによると「K自工中野エ

場」（企業番号包））「 Tガス」（企業番号C)）「Hクラウン製造」（企業番号⑨）「K印刷j（企

業番号⑪）「H木材産業」（企業番号⑭）「c自動車工業」（企業番号⑮）「Hロックラバイプ」

（企業番号⑮）「 T重機」（企業番号⑮）などの工場が設立されているが、あらたに設立されたエ

場は勿絵これだけに止まるものではなくたとえば以上のtまかに、 「Hプロック」なども設立され

ているし、また「 T鉄工所」のように従前の組織をあらため、あらたに、新工場を設立したものも

ある。こうした形で、地元であらたに発生した、あるいは、組織替えという形で発生した工場の幾

つかを、次にとりあげて、その工場の社会的な性格、設立動機などを簡単にみてみよう。

「H木材産業」（⑭)一昭和38年4月に沼の端に設立されたが、ここに立地したのは、市有

地5万坪が貸りられ、計画ど土サ）事業が進行した場合安く売却してくれるということと、またこの

沼の端に将来木材団地を作りたいという発想が結びついている。資本金40 0万円、設備投資1,0 

0 0万円といわれる。立案者は地元の者であるが、企業設立操業に要した資本は地元資本ではない。

芍{i資本であ年営業所は札幌にある。吋材及びバネル材を生産している。．（主カパネル材）「王

子」「国策」のルートを通して富良野、足寄、津別方面から原木を仕入れ、吋材などの製材は札幌

営業所をと共して、又パネルは膨妾土建会社と取引をしているといわれる~Q

「T鉄工所新工場」ー昭和37年（て組蔽替をし、工場をあらたに建てた（それまで工場なし）

資本金20 0万円、港に近く原材料の入荷に有利、また中野地区が準工業地帯であることが、苫小

牧中野に立地した理由であるが、この鉄工所の主たる作業内容は「鉄骨建築」である。常雇従業員

は、昭和39年 3月現在43名であるが、このほか、現場作業で臨時として組夫を入れているので、

昭和38年の年間でみると最高は、 14 1名となつている。原材料であるアングルチャンネル、鉄

板等は主として、室蘭市から仕入れているが、この「 T鉄工所」は「王子製紙」の下請である「丸

彦渡辺建設」の下請という形態をとつている。したがつて、その工事は、苫小牧市だけでなく、丸

彦渡辺建設の出張所のある愛知県春日井王子町（「王子」工場9もある）の低か、東京、室蘭に及

んでいる。しかし「丸彦渡辺建設」以外に、苫が枚、札読にも市場を有している。

「K自工」(R)一昭和34年に設立された「K自エ」は用地価格が安い-というので中野地区

に立地した。自動車のエンジン修理、シャシー修理板金塗装などを行・なっているが自動車修理の原

材料は「北海道日産自動車」（札幌）「北中日産自動車」（札幌）などから入れている。そしてそ

の主要な得意先は、苫小牧市の「菱中陸連」 「U建設」「営林署」のほか、鵡川（鵡川町）厚賀

（門別町）振内（乎取町）の各営林署に及んでいる。つまり苫小牧リージョン内、各地城に及んで

いる。

「Hクラウン」（⑨)一昭和36年に設立された王冠製造業であるが（資本金20 0万円）札

幌、小届および東京から原材料を仕入れ、主として旭川市に出荷している。

「Hプロ｀ック」一昭和39年4月より糸井に敷地2,0 0 Q坪を賭入、従業員17名で発足した。

市内Hパチンコが有力なる出資者である如くである。原材料は地元の火山灰を使用している。社長

は地元の者で、前述「 H木材産業」の地元管理人と同一人物である。

「Hロックラパイフ0」（⑮）一三菱と提携、ロックラというパテントをとつ・て、ヒユーム管を
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製造、昭和39年5月に操業した。前述「N苫小牧工場」（③)の隣りに立地している。

以上地元で新たに設立、又は組織替えした幾つかの工場について、その社会的性格をみてきたが

「王子」下諮「丸彦渡辺」との関連で組織拡大をした「 T鉄工」の例I疋みるごとく既存のこの地城

の中核的企業の機能拡大に対応して、その下諮的性格をもつて、それ自身を拡大、あるいは創出し

たクイプが一方に見出ピる。第二に、たとえば「Hクラウン」「Hプロック」など、こうした既存

の中核的企業の下請的性格をとくにもたずに、それ自身、この地城内、あるいは広く、北海道内の

需要増をみこし芍設立された企業が存在する。第三に既存の中核的企業との関連をとくにもたず、

この地城内の帝要増に対応して設立されたという点では、第二のクイプと同様な性格をもつが、し

かしながら「H木材」また「K自工」（これは前述「H自工」においても同様であるが）にみられ

るごとで、外部資本あるいは、外部企業の下請的性格を当初より有して設立されたクイプが存在す

る。

以上、挙げた事例が少ないので、これから直ちに結論を導くことは危険であるが、この苫小牧の

地域開発の過程の中で地元本社として新たに創設された工場したとえば、第三のクイプにみられ

起とく地域外資本、あるいは企業の下請的性格をもつ＄のも少なくはなく、さらに第一のクイプ

の如く、地域既存の中核的企業の下諾的性格をもちつつ工場創設という形での発展を示しているも

のも、この中に含まれている事が明らかとなる。

(5) 産業構造の社会楷成体としての変容の特徴

かように、昭和 26年以降に設立された口こ場」についてみると、鉄鋼、石油コンピナート構想

が実現しない現状に芸いて、まず「王子」を中心とした、既存の産業構造の社会的構成を土台とし

て、 「王子」そのものの生産力の増強に対応して、この既存の社会的構成体そのものが、規模を拡

大再生産する流れ。 「岩倉」グ）レープの拾頭にみられる如く、 「紙パ」から、さらに「木材化学」

といつた生産そのものの多様化と、これにともなう、社会的構成の多様化の流れ。いわば、こうし

たこの地域の中核的部分の変動に対応して、その外側には、道内木材源の枯渇化傾向に対応した輸

入北洋材に依存する「木材製造業」立地の動き (T木材）又白老へ進出した「大昭和製紙」を含

めて、 「王子」「国策」「大昭和」といつた紙パ関連企業の設立 (R繊維工業）の動きなどがみら

れる。こうした動きはあきらかに「木材」を中心とした生産基地を志向している。前項で指摘した

「木材団地」設立の動きも、こうした方向線上にのる動きであることは、ことわるまでもたい。そ

してこうした動きとパラレルな形で「地域開発」にもとずく、建設業の需要増大、あるいは、交遥

手段の変容に対応したも．るもろの「工場」が創設されている。いわば前者の流れと後者の流れ一

「地域開発」にもとずく産業基盤椴備事業のこの二つの流れが相互に関連しあいながら、この地城

の製造工業、あるいは修理業といつた「工場」活動をひき起している。

そして、この場合、注目すべきは、たとえば「H苫小牧工場」にみられるごとく、それはあきら

かに「王子」の需要に対応した資源立地型産業であると同時に、一方では、その枠を逝かに越えて、

その製品の市場圏を、この苫小牧市城あるいは苫小牧リージョンのみではなく、全道域に拡大して

いる産業も創設されているという事実であるう。 「岩倉」グループの例を引合いに出すまでもなく、

諏は、こうした流れの中で、従前の「王子」単一の産業構造それ自身があきらかにて 「資源立地」

的な産業に基礎を土遠つつ多様化していつている。しかしながら、ここでもうひとつ注目しなければ
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ならぬことは郎述した幾つかの新設工場の事例であきらかな如く、新設工場の多くが、たとえば本

社という形で創設されたものに茶いても地元既存の大資本系列、あるいは道内外の資本系列に属し

ているという事実であろう。 ' 

以上は主として「製造工場」を中心とした動きの考察であつたが、次に「建設染」を中心とじた

動きに若干ふれよう。資科の関係で昭和34年～37年にいたる間の苫小牧港造成請負建設工事の

みに以下の考察を限定する。表4-65は苫が枚港建設事務所調ぺによる昭和34年～37年にわ

たる苫小牧港造成建設誼負工学の業者別一覧．であるが、この内苫小牧市に本社を脱くものは「岩倉

｀組土木建設邸」（従業員18 8名）憎ど中興業邸」（従業員17 6名）及び「北海土建工業株式会

社」（従業員1D名）一従莱負数はいずれも昭和38年度一 のみであり、 「北海道機械開発苫

小牧出張所」（従莱員73名）．「東海臨港邸苫小牧出張所」（従業員68名）「神工業苫小牧出張所」

（従業員3名）「大成建設邸苫小牧連絡所」（従業員3名）が昭和38年度［Cにいて存在するが

（昭和35年には存在せず）他の業者は、我々の事業所調査による限り、昭和38年度段階でその

「出張所」 「連絡所」すらもこの苫小牧市には存在していない。これらの事業体は、札読あるいは．

室蘭に本拠を澁く（本社あるいは、支社の形で）事業体であるが、この苫小牧での実除の工事にあ

たつては、かなりの下請「組」を使用しているものと考えられる。われわれは、すでに第3節にお

いて、この苫小牧市の建設業に茶いては、昭和32年→35年、土＼よび昭和35年→38年の発展

パクーンが異なつていること。とりわけ地元本社のしかも規模の小さな事業所の発生が多数みられ

たことをあきらかにしたが、その多くは、腕謂、下請的な色彩をもつ莱者で1あるということが推測

されるのである。勿論以上は港造成請負工事分のみであるが、すでに前項で述ぺた工場、聰拗の新

表4-65 苫小牧港造成建設請負工事業者別一冤

業 者 名 34年 35年 36年 37年 言1

東海臨港邸 51,515:,01 193p13,097 お2p40))00 477,668;,98 

北海道機械開発 15544933 151,975{,33 154,160/J00 321,680;:,66 

岩倉組土建 15,394,055 . 39,684,949 106,192613 139.110POO 300,381,617 

邸戸田組 69,744,000 37,965528 40,190744 117.280POO 265,180272 

函館ドック邸室閲製作所 51,940,000 . 87,346630 66220{)28 50287.000 255793658 

這建瓢k 45,793860 37,420,000 83,213860 

阪神築港邸 53;,82,706 53;,82706 

北海道軌道施設工業邸 49,320,000 49,~20[]00 

北海道p.sコンクリート邸 10,000{JOO 15,800POO 25800000 

北海道軌道施設工業他17社 25/,82794 25.682,794 

菱中興業邸 13必7,200 11,158~81 24795,781 

鹿島建設邸 19,810,000 19.810,000 

北海土建邸他 5社 18258508 18258;508 

邸十電社 15!540POO 15540{] 00 

神工業邸 6;569,051 6;569,051 

札建工業 5/370J)00 5/370iJ 00 

137,078,055 .319,238~55 653,305969 839,324632 1,948,947,211 

(322:937,240) (956034/:,44) (869,324/,32) 

註） 苦小牧市企画調査課「苦小牧港の沿革」所収資料より作成、各年度の請負工事額は、昭和 34年度

を除いては、いずれも上記各業者計よりも多くなっているが、その間の事惜はわからない。（）内が

各年度の計
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設、増設工事に芸いても、この所謂、大手筋業者の請負と、その下諮業者との関連が生じているも

のと考えられる。しかしながら、以上みた限りに苓いてもこの港湾造成建設土木工事においても、

外部資本の進出という中で地元資本としての「岩倉組土建邸」あるいは「菱中興莱」といつfc、と

りわけこの地元での大手筋業者「岩倉」が齊実にその力を貯えていつている事が明らかとなるであ

るう。

注(1) 「王子製紙社史」第三巻 P3 7 9、苫小牧工場建設者「鈴木梅四郎」の思い出をみよ。

(2) 苫小牧市企画調査課「苫小牧港の沿革」（昭和 39年 3月）第 1章～第 2章をみょ。

(3) その「計画概要」によると苫小牧港造成の利点として次の 7点があげられている。

①工業地帯として欠くことの出来ない石炭、水、土地が良質、豊富にして安価であること。

③ 地理的に北海道でも最も有利な位置をしめ、いわゆる交通の要地をなしていること。

③ 北海道としては冬期における寒期、降雪批が少ないこと。

④ 台風｀高潮、地盤沈下Dおそれがないこと。

⑤ 各種重要資源（石炭をはじめ金属鉱水産、林産等）にめぐまれていること。

⑥ 電源梱発の適地が附近に多いこと。

⑦ 工業立地の索地がすでに出来ていること（王子、国策等の大工業が既存していること）

(4) ただこの間｀将来の苫小牧市の都心造りの、住宅地区に予定されている明野地区国有地払下

げに関して、、都市計画にもとずく一元的払下げを主張していた苫小牧市と工場用地造成事業と

工場従業員住宅用地造成事業の一体化を主張していた「苫小牧港開発株式会社」との間に意見

の対立があり.昭和 36年、開発庁が仲に入り、①市と会社の双方が希望していた 24 1万坪

の土地は会社側に払下げる。③そのかわり、市側は当初か杖ムい下げが決つている約！ 44万

坪と、•あらたに緑町公営団地の地続き 2 7万坪の三角地帯を払いさげるという決定を下したと

いう問題が介在した。

(5) 苫小牧市識会事務局「市政概要」 19 6 4年度 P1 4 5 

(6) 苫小牧市議会事務局「市政概要」 19 6 4年度PP143~144
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第5章 拠点工業開発都市における地域社会構造の変動

I 地域社会構造分析の視角

(1) そもそも，これまで地域の社会楷造とoつた場合，一般にそれはきわめて多義的に用いられてわる。

すなわち， しばしば地域の社会溝造は，地域に森ける諸集団の界租梢造，また地域住民の諸組織◎統合

楷造，あるいは，すすんだ立場においても，地域における階．層構造，あるいは階級椴造として，それを

把握する垢合が多かったように思われる。いずれにしても，それは地域住民生活の問題にウエイトをお

いたComm四 i切°屯anizatiflilとして把握される場合が多いように思われる。しかしながら，たとえば，

農村社会学の分野て，はゃ＜から福武直氏が，提唱しているように，かかる観点からの把握では，地域

の経済楷造と社会楷造の関係が少なくとも，明確にされ得ないといううらみが生ずる。そうして，社会

棉造把握の場合，少なくともそれを支える，経済楷造と離れた次元でそれは捉えぅぺき性質のもので

はない。地域の社会楷造といった場合，大きくは，第一に，その地域の経済楷造の変動に規定され，そ

うした経済の変動梱造そのものを，内面的に支える機能をもったものとして把握されねぽならぬ。つま

り， 日々地域で特定の経済活動に従事しているところの人々の，社会的行動に内在化した形で，特定地

城の経済棉造そのものを，支える役割，機能をもつたものとして把握しなければならぬであろう。

けれども第二には，そのより重要な機能として，社会梢造それ自身，経済のかかる変動構造そのもの

が生ずる諸矛盾を，すすんで克服，そうした経済の変動楷造，そこでの価値志向そのものを変えていく

役割を，主体的にもつものとして把握されねばならぬものであろう。もちろん前者でいう社会構造，そ

れ自身がもつ価値志向と，係者でいう社会楷造がもつ価値志向とは大きく異なるものであるし』またそ

の支え手自身も異なつている。これら，相互に異なるところの，価値志向によつて，現実の総体として

の地域の社会楷造は形成されているとみなければならない。

けれども，実際の問題として，社会学者が地域の社会梱造を分析するさい，かかる経済楷造と社会構

造の間が，分析の枠組自体として切り離されている場合が多い。今日，たいていの地域社会の実証調査

研究には，その地域の経済梢造の分析がその前提としてなされている。かかる意味で社会構造自体が，

地域の経済的基盤によつて規定されているということは， もはや常識となつているといえる。けれども

そのさい社会学者がなす経済構造分析は，おうおうにして，家に入る前の玄関の戸のように，あるぺき

場所に置かれているといった感じのものが多い。つまり，地域社会構造分折の枠組自体のなかで， 「経

済の構造」と称せられる社会的実体そのものが，いまだ十分に消化されていない場合がしばしばである。

けれども，地域の社会楷造といわれる実体を，事実に即してみるとき，それは，そもそも，地域の経済

(l)梢造から切り離れては存在しないものである。 した切とつて，ここではどうしても地域の経済の構造と

いうものを含んだ形での，地城社会楷造を捉えると℃砂こと，そうした分析視角が必要になる。

そうした角度から地城社会構造を捉える試みの一つとして，以下，第5章では，次のような角度から
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螂社会麟を把振した。地域経済構造というものを，具体的な社会製係レベルに下るしてみると，少な

くとも，それは前章であきらかにした如く，諸々の産架組織が総体として，それを担つている構造である

ことが判明する。つまり，諸々の産菜組織体の現実の社会的生産活助の結果として，それはもたらされ支

えられている。その「社会的生産組織体」のレペルにまで，経済栴造を下るして考えると，その組織体自

体のもつ技術水準を含めた意味での，組織体自体の経営としての発朕段階の問題がどうしても提起されざ

るを得ない，，そうして，地城社会が一とりわけ都市地域社会が，助き発展するというのは，かかる都市

的な結節，生産機弱自体が組織体としてどのような形での運動法則をもつているか， という問題に苺本的

に行きあたらざるを得ない。地域経済構造の変動は，社会的現象としては，まず，このレベルで地城的現

象として立ちあらわれ・るものと思われる。そうして，今日のわが国における， とりわけ都市地城社会の

動を考えるならば，かかる都市的な結節•生産機関それ自体が， 「家」的な価値志向をもった組織から，

資本の論理によつて支えられる経営組織体へと，かかる組織体自体のはげしい分解一発朕過程をともない

ながら，大巾に変革される過程として捉えることができる。と同時に，かかる資本の論理によつて支えら

れる組織それ自体が必然的に生み出すとこる(l.), 階級としての労働者屑盤出の過程として，この地城変動

は捉えられなければならない。

都市地城住民層の変容過程というものは，基本的には，かかる彼ら住民罹の”具体的な社会的生産労働

の場／／そのものが分解し，発展するというその消滅一生成発展の過程に基本的に規定され，いわばその従

属変数としての特質をもつものではないのか。農村地域における痰莱生産そのものは，少なくとも「家」

を単位としてなされている故，ここでの地城社会把握は，生活組織体としての「家」を中心としてなされ

ても，同時にそれは「生産組織」としての「家」把掴という観点を容易にともなうことが出来る。すなわ

ち，農民層分解の視点から，艇村地域社会変動を捉えるという視点は容易に導かれやすいが，社会的生産

の場と住民の生活の場が基本的に分離した都市地域社会分析に茶いても，まず基碇的にかかる視点から

の地城社会把握の観点が必要であると思われる。この場合，社会的生産の場としての跛場は，基本的に，

資本主義的価値志向に貫徹された組織体としての特色をもち，かかる価値志向は，実際の都市的諸機関の

資本主義的分解一発朕過程をとおして，その地城社会全体にその支配的なる価値志向として伝播される。そ

うして，それら都市的諸機関の基礎的楷造の変容に規定されて，住民層の生活の本拠としての生活消披機

関（世帯）は，茶そらくは，その生活の外在的枠組を不可避的に規定されるというそのことをとおして，

特定方向への変容を余儀なくされているものと考えられる。

こうした都荊拘諸機関および世帯の存節杉態，その変容の中にこそ，都市地城社会変動の基礎的な骨組

みが存在するものと思われる。そうして，こうした骨組みに規定されて， 「社会的生産労働」の場である

とこるの服場を単位として，まさに人間の組織たらんとする志向性をもつ「労働組合組織」あるいは生活

の本拠としての「世帯」の地緑的つながりと，地城社会の共通の解決課題を中心として形成された・「地城

住民組織」，そしてまた都市住民の種々な階層，年令罹のそれぞれ異なった生活関心•生活要求にそつて

組織せられた種々の「生活拡充集団」が形成されている。一方また地域経営者溜の統一組織も，当然のこ

とながら，そこに存在するであるう。きわめて図式的に表現すると，これらの組織は「企業」、｀―J•「家族」

あるいは「経営者協議会」・←⇒：「労働組合」を両梃として，今日に姦いては，あきらかに相対立する二つ

の主要な価値志向をそれぞれその組織体それ自体の存在理由として有するとこるの二つのクラスに分類ナ

ることが可能であろう。そうして，それらの相対立する勢力の総体が，前述した地域社会の骨組み栴造そ
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のものを支え、またそれを特定方向へ変容させる働きを、會その具体的な社会的機能として果しているもの

と考えることができる。「地方自治体」自体、こうした基礎構造に支えられ、一方では、国家的レベルの

行政組織の最末端機関として、住民統治の機能を果たすものとして存在している。

ここでは、地域社会構造自体をおおよその枠組として以上の如く考え、以下、かかる枠組の中で、この

拠点工業開発地域•苫小牧市域の現実の地域社会変動構造を分析する。したがつて、ここではまず、地域

社会の骨組みをなす樺造自体が、都市地城内の地帯変動として具体的にどのような形であらわれているの

か、というその構造分析から入ることにする。ただ、すでに第 1部全体の前書でもことわったように、本

研究では、これら地域社会の骨組みをなす構造の変動の上に展開する社会諸集団レベルの、諸問題につい

てはふれていない。全体としての地城住民層がかかる基底的変動に規定され、如何に変容しているのか、

そして彼らの日々の生活の上に反映し、彼らのイメージに映つた地域開発の榔造とは如何なるものか、と

いう点を、彼らの地城開発に対する主体的態度として、とりあげ分析するにとどめた。

I 地帯の設定と地域中心核移動のヒストリカ）レな脈絡

1. 苫小牧市城における地帯の設定

元来、都市に土ナける坤城織造は、その都市集落が資本主義的な生産様式をとる全体社会の中に位置ずけ

られている限り、本来的に交通手段の発達をともだいつつ、資本の法則によつセ、それ自体を構造し、ま

たそれ自身を変容させていつている。その地域構造変容のきめ手となつているものは、人間生態学者の論

理を追つていくと I皿 dValue （地価）に帰着するところの地城内での「都市移動性」になる。「都市移

麟」に富む地帯は高地価を呼ぶが、かかる地帯は、その高地価でもペイするだけの私的利潤があがると

いう条件を当然のことながらそなえていなければならない。多くの場合、都市集落はかかる「都市移動性」

に富むいわば中心核 (core)を有している．そこは通常、金融・商業・行政の中心であるばかりではな

く、上部地域に本拠をおく諸々の資本の現地での結節的諸機関の高集積地でもある。そして、外部幽兌との人

々および商品の移動さらに通信のリレーポイントの地城内での中核点でもある。その地域と外部地域とを

結びつける NodalOr匹nizationがこの中心点に集積される。言葉を替えるならば、この地点は地域支配

の資本の根拠地である。そこには高層建築が立ちならびキラビャカに飾られている。そしてこの Coreは

都市の規模が増大すればする低ど当然のことながら Civic Centralityを増大させる。そして周辺

後背農村地域に対するサービス機能も同時に増大させる。ところでその当初の形成条件がどうであれ、そ

の後のかかる中心核の移動は元来、資本の法則によつていわば自然生的になされているものとみなければ

ならない。しかしながら、こうした中核点の形成に関しては、たとえば行政の中心を何処に立地させるか、

あるいは都市的な生産機関である「工場」そしてその従業員の住居を何処に立地させるか、ムといったよう

な所謂社会的、人為的計画の側面が少なくともその当初には大きく作用しているとみなければならない。

そして現下の国家・独占資本主義体制下にお、いては、都市の開発そのものを個別資本の自由意志に全くま

かせるどいうのではなく、あらかじめ行政機関で立案した計画にそつて、行なうという段階に達している。
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それは国家→地方自治体とにう形で下りた総体資本の意志の反映でもあるわけだが，•いずれにせよ，現下

の都市の地域構造の変動には，個別資本の自由意志だけではなく，行政機関でのチェック（計画）という

饂的規定の側面が一方では存在する。そうして都市集落の規模が大きくなるにつれ，都市地域内でのさ

まざまな分化も同時に生じてくることはいうまでもない。われわれはこの苫小牧市の地域構造の変動をみ

るにさいして，まず，昭和40年度に念ける苫小牧市街の地価別地帯区分を行なつた。函 5,-&..1にみるよ

うに地価によつてA~Eまで5つの地帯わけをしたが，この苫小牧地域はAゾーンからほぼ連たんする地

区としてのEゾーンまでと，それとは異った集落を形成するF~Hの地帯にわかれる。 F~Hの地価はE

ゾーンの地価と低ぼ同ーであると考えてよい。中核部分であるムゾーンは，表町，錦町，大町，王子町に

ょって構成され，地価5万～ 10万円（メインストリートに面したところ），茶よび5万～2万円の地帯

である。その外側のBゾーンは，がいして地価 1万～ 2万円の地帯，． Cゾーンは 5千円～ 1万円，順次

D. 四•••……•••H となる。そして，これはA ゾーンを中心として，同心円によつて表現することが可能な

地域的ひろがりをもつている。同図の中の黒い太線は，この苫小牧市を貫徹するいわば動脈としての国道

であ芦。そして， Bゾーンに含めた栄町，本町の国道沿いの一部には，ムゾーンに含まれる地区より高地

価を呼んでいるとこるも存在する。
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2. 中心地帯の移動プロセス

この苫小牧集落の発生は，そもそも勇払から苫 I」歌：に官設諸機胆を移設したときより生じたものである

が，それ以降のこの都市的集落の地域的発展過程をみると，元町，浜町と称せられる地区が少なくとも，

明治43年の王子製紙苫小牧工場の竣工前はその中核点であつ如王子製紙苫小牧工場が現在の王子町に

立地し，同時にそこに社宅街を形成して以降，王子町とこの元町，浜町をつなぐ地帯，本町，栄町に中心

点が移行，さらに国鉄，苫小牧駅から，浜町，元町へ向う駅前本通り地帯一円（表町，錦町，大町，王子

町）に，つまり国鉄苫小牧駅に引き寄せられる形でその中心部分はひろがつていったものと考えられる。

そして，それは少なくとも苫IJ歌：市の後背袋村地域に対するサービス根能の増大という祝象と結びついて

いる。つまり，現在の中心部分であるA・ゾーンは，昔から中心点としての樅能を果していたわけではない。

海岸沿いの中心点が王子製紙苫小牧工場，同社宅さらに国鉄苫 I」歌：駅にひきよせられる形で北上，現在の

図5-2

「中心地帯」移動の迫すじ

Aゾーンを形成したと考えることが出来る。したが

つて， Bゾーンの中には旧市街地として，その一部

にAゾーンより，高地価を呼ぶとこるが現在に森い

ても存在する。ところで，こうしたヒストリカ）レな

脈絡の中に，苫小牧市の地域構造の発展を位置ずけ

ると，この中心点は今後さらに大巾に東進する方向

を示している。すなわち，現在たてられている計画

によると，すでに竣工した苫小牧国鉄操車塩の東側，

つまり現在の苫小牧駅よりも，むしろ沼の端に近い

地点（明野）に苫小牧中央駅を建設，同地帯一円を

あらたに中核的な商業地域として造成，また現在の

中心市街地も，末広町，東町，中野：：いった，いわば東部へむけて，大巾に拡大されるということにたっ

ている。つまり地域開発の進行とともに，王子にひきよせられていた中心核が，エ莱港造臥および鉄鈎石

油コンピナート造成にともなって，港および新工業地帯へ向つて，さらに北東進するという梱想である。

以上の関係を図示すると図5-2の如くなる。そうして，この楷想においては，現在の中心核のほかに，

明野に，苫小牧中央駅を拠点としたもうひとつの核が出来ることにたつている。

m 地域構造の特質とその役割変動の過程

1． 都市的生産・結節機能の地域的分化

(11 都市における地城構造をみる場合，所賄都市的生産機関と，地城住民に対して諸々のサービスを捉

供する機関とをわけて考えねばならぬ。また地城住民の消費生活の本拠である消致生活機関（世帯）

をさらにこれらとわけて考えねばならぬ。都市的，生産根関は，経済的側面からみると， theurban 

Econ.:,mic Bassを形成するもので，この Ba毎の増大にともなつて，労働者＝消喪生活根関（世帯）
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が増大， この栢楔需要を対象として，地域住民に対して諸々のサービスを提供する都市的諸機関が設置

される。これらサーピス機関は経済的には Non-Basicな機能をもつものとして捉えられている。ところ

が都市集蕗論の立場からみると後者，つまりかかる地城住民に対するサービス諸機関こそ，都市集落に

対しては， N図alなFunction, つまりBasicFunctionをもつもので前者は NOn-BasicFunction 

をもつものとして把振される。しかしながら，都市集落にとつてその発股の起動力を与えるものが前者

であるとすることは変りない。つまり，都市集落にとつては NOn-Basicな生産機関の増大が都市集落

にとつての BasicなFunctionを増大させると考えられている。これほ当然のことである。さて，特

定都市におけるこのNodalなFunction をもつ都市的話機関の増大は，そび持定都市がRegion(1.)中

心点であればあるほど，なにもその特定都市内における，生産機関の最的質的な拡大によつてのみ規定

されるものではない。周辺後背地域に姦ける痰漁業を含めてのかかる生産機阪の最的，質的拡大によっ

て，その Civic Oen迂ality ば着大する。

(2¥ われわれは，前節において，この苫Ij始：市の地城をA-Hまでにわけたが，はじめに昭和32年段

階のこの苫が枚市の地域構造の特質を都市的生産機関，姦よび諸々の都市的結節機関の側面から捉える

と，かかる都市的機関（生産機関，結節機関を含め）のきわめて多くの部分がその中心部，すなわちA

ゾーンに集中していることがわかる。すなわち．この苫が枚に存在する全都市的事業所の 4.6割がAゾ

ーンに，又全従業員の 5.6 割がA ゾーン妬集中している。かかる都市的諸機関の集稼度はついでB ゾ•

ンに高い。 A, B両ゾーンを加えると事業所(1.)7.2割，同従業員の7.2割がこの中心部分に立地しても

ることが明らかとなる（表5-1)。ところで，年度は多少ずれるが，昭和 31年現在の地帯別の住民

人口構成をみると， A.B両ゾーンには全人口の 4.5割 (Aゾーン 1.7割， Bゾーン 2.6割）のものが

含まれている。

表5-1 表 5-2

地帯別にみた事業所浜よび同従業員楷成比 地帯別にみた居住人，口棉成比

事業所虚成比 従業員構成比

32年 3碑 3碑 32年 35年 38年
31年 33年 37年

37-S!l年
8痒 100

(1.10./1.暉2） 9 ('1. 1 OIJ'J,) 
651 

(21.o6 [l?J,2) 1 (115o.rPJ,322 ) (10⑱)l(124謳83）2 
18314 計 (5ヽ1.20,9⑱26 ) (5150B暉23） (6160.6(11.6五） 13704 

.A ノ-—ン 46．晋 43．芍 35．葱 56．密 41．宮 3Z．要 Aソ-ッ 1 7．噌 1 6．密 1 3．玲 9 6.i 

B ゾ—ン 2 5.9 21.4 1 9.7 1 5. 9 1 6.6 1 7. 0 B II 2 6. 4 2 2.0 1 7.6 8 3.9 

臼ソーン 9.3 11. 9 1 2.4 8.3 1 6.9 1 4.1 C1 " 2 o. 5 1 7. 2 1 8.6 1 1 4.1 

C2‘ノ._ン 9.1 1 21 21.0 8.1 1 3.0 1 8.7 C2" 1 0,2 1 5.6 2 3.2 28 7.2 

巧ソ.__ン 1.5 2.5 4.8 1. 1 2.1 3.1 叫’’ 5.1 1 0. 2 11.7 28 6.0 

D2ソ'.__ン

均‘ノ-ン 0.1. 0.6 □.□' 0.5 

恥‘ノ::....ン

？ソ-ン 1.0 0.8 0.6 0.4 0.4 0.4 

D2/I 

財” 1.2 1. 1 1.2 1 3 4.1 

乾“ 0.2 0.2 0.0 2 02.D 

F " 1.6 1. 7 1.5 1 1 7. 7 

3 ソ-•ン＇ 4.3 5.5 3.6 9.0 8.9 6.9 G'  7. 9 8.0 7. 1 1 31. 7 

江1ソ-ン 1. 2 0. 9 1.0 0.6 0. 5 0. 9 

窃翠た._ンンII 

0.4 0.5 0.5 0.1 0.4 0.4 

0.8 0.4 0.3 0.2 o.: 0.1 

H1/1 4.4 3.8 2.9 82.2 

H2 11 3.6 3.1 2.5 8 6.5 

H3 " 1. 9 □. 9 0.7 4 3.9 

不 明： 0.1, 0.0 0.2 0.0 0. 0 0.3 
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，表5-3 地帯別および町別にみた居住人口の変避

31年 3碑 37年 137----s碑

表 町 1632 11,82 1A42 △190 

錦 町 1!379 1797 1.617 △262 

A ゾーン 大 町 2388 2.422 2434 46 

王子 町 558 567 534 △ 24 

王子中部 2549 2659 2680 131 

小gt 9.006 9.127 8707 △299 

東 町 634 674 716 82 

王子東部 4235 4D75 3345 △ 890 
Bソ-ン 旭 町 3266 1.833 1B96 △J370 

栄 町 2303 2257 2.424 121 

本 町 1.685 1.6も2 ~553 △132 

幸 町 1B3'7 1.75，7 1J77 △ 60 

小計 13960 12258 11.711 図 49

港 町 65 65 

汐見町 1207 1.749 1749 

浜

明-
1408 1518 2.161 753 

矢代町 699 887 1330 331 

町ソ-ン 元 可 1568 1.713 庄 13 1245 

西蒲生町 1.605 174'1 172 

蒲生町 } 1.575 93 ‘05 103 

王子西部 51154 2513 2:08 必 346

｀ ． ＇ 
日金町 155 70 :,17 462 

小計 10.859 9.606 1磁 93 1534 

木 場町 1.1 75 1.611 244fl 1272 

緑 町 3604 5HO 岱73 5.369 

C2ソ-ン 音羽町

中 野 602 786 2369 1767 

末 広町 1.126 1664 1.664 

小計 5381 I 8683 1況53I 10D72 

注） （ ）内は工業港建設のため港湾と tょつtこ

部分

D1ソ-ン

D2‘ノ-ッ

恥ゾーン

E2 ソ・_ン

Fゾーン
G ソLーン

酎ソ-ン

H2‘ノ:....ン

H31/:ーン

3 1年 |3痒 37―年~-；37. -3病-
I•西 町 1.654 1.901 3.350 ! I 1.696 
山手町 1069 1.169 2.470 1.40, 

ヨ手 2649 1.969 196S 
小言1• 2723 5J19 Z789 5D66 

春日町

双葉町

住吉両

三光町

小計

糸 井 618 602 829 211 

清水町

美園町

明 野 20 20 

は京開拓） (99) (102) ¥Ò ．(0. 97) 

小計 99 102 Zl △79 

沼の端 829 931 97S 147 

勇 払 1721 1847 2266 545 

国策社宅 2.445 2634 磁 1 6 

小計 4l 66 4A81 47.17 551 

錦 岡 1522 1.340 1319 △203 

蒋 前 817 770 6Q3 
△幻土

小gt 2339 2.110 1.922 △417 

弁 天 529 500 479 △ 50 

静 JI I 129 116 132 3 

柏 原 398 393 372 △ 26 

遠 浅．

植 苗 ｝ 866 703 487 L、379
美 沢 193 193 

小言十 1922 1.712 1.663 ム259

高 丘 312 312 285 ム 27

丸 山 712 180 165 I RA7 

小計 I I 1D24 49ム 450 ム574

ついで叫ソ-ンに 2.1割， C2ゾーンに 1.0割のものが居住している（表 5-3)。昭和 31. 2年段附に

姦いては， Aゾーンがとりわけ，都市的諸機関の集稜した地帯で， Bゾーン， C1およびC2ゾ-ンに，

むしろ，居住地区としての性格をかなり顕著にもつていることがわかる。とこるで，その後昭和58年

段階に至ると，都市的諸機関の立地がCゾ-ーンに移行， とりわけC2ソ:....ンが急速に開発されていること

が特徴的となる。すなわち，昭和32年から 38年にかけては，一部混村地帯を除いて，いずれの地帯

においても，事業所数および同従業員数は増加しているが．その増加は不均等である。事業所数ぉ、エび

同従業員構成比でみると，中心部である Aゾーンは事業所姦よび同従莱負栴成比とも滅少，昭和 38年

麟では事業所で3.5割，同従業負構成比で 3.8割を示すにすぎなくなる。 Bゾーンにおいても事菜所

梱成比は2.6割から 2.0割へとその比重を減少させている。（ただし従菜員梢成比は， 1. 6割→1.7割

と若干増加傾向を示している。）つまり， とりわけ中心部である Aゾーンの比直低下が顕若である。替つ'
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表5-4 業種別にみた都市的生産ー結節機関および同従業員の地帯別構成

： I-1- 三—-|i――-
計 4 67 1 1 87 

つム “ 3 8 年

事業所数 従業員数 事業所数従粟員薮

(100%) (100物） (100茄） (1000/o) 

計 8 02 3.45 7 1.3 8 1 6.6 7 8 

A 25.0物 1I 6.0% 一佑 一笏
B 25.0 4 1.8 27. 3 59. 8 
C 1 9. 1 8.0 

A 5 5.4笏 6 2.6笏 4 7. 4笏 5 5.4({6 
B 20.6 2 0.6 1 4.7 16.5 
C 1 8.4 6.6 9.3 6.6 

C 2 18.2 6.9 C 2 7.6 5.0 1 7. 8 13.2 
D 1 D 1 1. 2 1. 1 4.6 3.0 
D2 D2  
丑 1 国 1 0.5 0.8 
団 2 四 2
F F 0.9 0.6 0.8 0.8 
G 1 8.2 8.0 G 4.4 2.5 3.5 3.0 
H 1 5 0.0 5.2.2 2 7. 3 1 7. o H 1 1.0 0.7 1.0 0.5 
H2  E 2 0.2 0. 1 0.2 0.1 
H3 H3 0.2 0. 1 0.1 0.1 
不明 不明 0. 1 0. 1 

〗||□□丑。：？ピ仕己?| [ 
3 2 年 3 8 年

事業所数 従業員数 事業所数 従業員数

(100%) (1 □Do/o) (100物） (100%) 

3 2 年 3 8 年

事業所数 従業員数 睾業翫数 従業最数

(100o/o) (10□o/o) (100%) (100笏）

計 80 2.4 2 2 1 9 1 4.4 8 6 計 31 3 42 55 554 

A 25.0笏 4 4.8茄 1 o. 5笏 7. 8笏 A 6 1. 30/o 8 2.217/o 49.1o/o 6 6. 1% 
B 3 0. 0 8.7 26.2 20.8 B 3 23 9. 9 3 4.5 30.9 
0 1 1 8.8 2 5.6 2 9. 3 29.2 C 1 3.2 1.5 5.5 0.7 
C 2 2 2.5 5.1 24.6 26、6 C 2 3.2 6.4 9. 1 1.8 
D 1 5.2 4.6 D 1 1.8 0.5 
D 2 D2 
瓦 1 団 1
E2  瓦 2
F 

3.8 I r G 1 5.7. 3.7 9. 6 

F 
G 

H 1 H 1 
H2 ゴ

ー／H3 
不明 0.5 1. 4 

H2 
H3 
不明

＂ 
3 2/年 3 8 年 3 2 年 . 3 8 年

製造業

事業所数 従業員数 事業所数 従業員数

(10 0物） (100 d/o) (100物） (1000/o) 

計 99 5.8 4 4 1 1 5 6,462 

不動産業

事業励数 従業員数 事粟所数 従業最数

(100%) (1000/o) (100%) (100茄）

計— 7 25 138 445 

A 26.3% 6 2. 7% 14.8% 45. 5% A 4 2.9茄 80. 0% 2 1.7伶 5 9.8茄
B 3 6.4 6.4 25.2 7. 8 B 28.6 8.0 18.1 1 0.1 ! 

C 1 14.1 3.2 2 0.9 11.3 C 1 28.6 1 2. 0 9. 4 4.0 
C 2 1 6.2 13.2 2 2.6 19. 2 C 2 I 4 6.4 2 2. 9 
D 1 1.0 0.7 

l 
7.8 1.4 

D 2 
I 

E 1 3.5 0.3 

I I D 1 
3.6 2.7 

D 2 
E 1 0.7 0.4 

国 2 I ， 耳 2
F 2.0 0.5 1. 7 0.5 F 
G 2.0 • 13.2 1.7 13. 7 G 

H 1 ~ H 1 
H2 0.9 0.1 H2  
H3 2.0 0.2 0.9 0.2 H3 

不明 不明
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表 5-4 業種別にみた都市的生産一

結節機関姦よび同従業員の地帯別構成

巡
輸
通
信
業

公
益
事
業

サービス業 3 2 年 3 8 年

事業所数 従業員数 事業所数 従業員数

(1000/o) (100物） (100物） (100%) 

計 38 5 BO 58 1. 4 9 4 

A 1 8.4% 64.3物 2 4.1茄 2 9. 9% 
B 3 1.6 2 4.1 1 5.5 1 3.1 
C 1 5.3 2.1 1 9. 0 3 3.4 
C 2 2 1.1 2.6 3 1.0 2 1.9 
D 1 3.5 0.4 
D 2 
且 1
瓦 2
F 1 0.5 0.7 
G 2.6 5.0 5.2 1.3 
H 1 5.3 0.5 1.7 0. 1 
H 2 

H3  5.3 0.7 
不明

3 2 年 3 8 年
事業所数 従業員数 事業所数 従業員数

(100物） (100物） (1 DD%) (1000/o) 

計 7 57 ， 1 4 1 

A 14.3笏 3 3.3弼 2 2.20/o 2 6. 20/o 
B 2 8.6 47. 4 3 3.3 55.3 
C 1 
C 2 1 4.3 7. D 22.2 5.7 
D 1 
D 2 
E 1 1 1. 1 7. 1 
耳 2
F 

G 

H 1 
H2  
H3 42.9 1 2.3 1 1. 1 5.7 
不明

3 2 年 3 8 年

事業所数 従業員数 事業所数 従業員数

(1 DD物） (100物） (10峰） (1000/o) 

計 361 2.5 28 663 4.4 8 5 

A 39. 1弼 4 0.8茄 2 4.1笏 2 7. 2笏
B 3 2.7 3 5.6 26.5 2 5.4 
01 8.9 8.3 1 3.6 1 0.6 
C 2 6.9 5.5 2 1.1 19. 5 
D1 3.0 3.9 ' 5.3 5.9 

1 D2 ！ 
I E 1 0.5 0.8 
丑2
F 0.6 0.2 0.6 0.4 
G 5.8 4.3 4.8 3.6 
H1 1.4 0.9 1.2 3.9 
H2 1. 1 0.4 1.2 2.1 
H3 0.6 0.1 0.6 0.2 
不明 0.5 0.3 
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て、 Cゾーンは、昭和32年から 38年にかけて、事業所描成比で 1.8割から 3.3割へ、同従業員構成

此で 1.6割→3.3割へと増加。さらに現在、都市的諸機関の描成比では微々たる比重を示すにすぎない

が、 D Eゾーンにおいても急速に各種都市的諸機関が立地されている。 G(勇払）は、昭和32年か

ら38年妃かけて、相対的にそのウエイトを減少させた。一方、居住人口の変動をみると、昭和31年

から 37年にかけて、中心部であるA ゾーン、およびBゾーンで居住人口がその絶対数においても減少、

（とりわけBゾーン）替つて C
1‘ 

C 
2‘ D などの地帯、とく に 01 2 

、 C ゾーンで急速に居住

人口が増加を示していることがあきらかとなる。そしてE-Gにいたる各地帯とも居住人口は増加を示

しているが円～恥地帯は、農民層の分解にともなって、居住人口はあきらかに減少を示している。

つまり、中心部と周辺農村部で居住人口が減少、あらたに開発されつつある。 C~Dゾーンに居住地区

そのものが移行しつつあることがあきらかである（表5-3)。昭和31年醐堵では少なくとも居住地

区としての性格を顕著にもつていたBゾーンが、昭和37年段階においてそうした性格を失いつつある

ことがわかる。そしてD1地区が、所謂住居地区としての性格をきわめて顕著にしめす地帯として形成

されて来ていることがあきらかとなる。

(3)こうした地域描造の変容は、当然のことながら、この苫小牧市における、都市的生産機関、また諸

々のサーピスおよび結節的諸機関、また居住者の就業産業別地城楷成の変容をともなつているものとし

て捉えなければならぬ。

これをみたのが表 5-4および表5-5であるが、都市的生産諸機関として、ここでは、まず製造業を

捉え、ついで建設業、そして、この都市的生産諸機関が不可欠にともなわざるを得ない運輸通信業の地

城描成の変容を分析しよう。

はじめに、われわれが認めなければならぬ事実は、この苫小牧市では、昭和32年段階において中核点

である Aゾーンに全製造業就業者の 6.3割を集結していたということ。さらに建設業就業者の 4.5割、

運輸通信業者の 6.5割がここに集結していたという事実である。後にみるように、このA ゾーンは、卸

小売業、金融業などの集積もまた高い地帯である。つまり、このA ゾーンは、都市における工業生産活

動と、サービス活動を、同時にあわせもつ地帯として、その中核的地位を占めていたということが出来

る。しかしながら、都市集落の発展にともなって、 Aゾーンはこれらの都市的機能を地域的に分散ー

Decentralization せざるを得ない。 地域の役割分化を生ぜざるを得ない。かかる観点か

ら製造業の地域分化をみると、従前、（昭和32年度） Aゾーンを中心としていた製造業は、昭和38 

年段階においても、 Aゾーンが中心であることは変りないが、その比重はあきらかに低下、その周辺部、

すなわち C1、%、ゾーンに移行を開始した（とかわけ 02 ゾーン）。また建設業は、従前、 A ゾー

ンが中心を 01 ゾーンがこれについでいたが、昭和 38年痴偕には中心はあきらかに C1ゾーンに移行、

02ゾーン、 Bゾーンがこれにつぐ比重を示すに至っている。運輸通信業は、 Aゾーンが中心で、つい

でBゾーンにおいて、集殺が高いという構造をもつていたが、昭和 38年段階では、叫ゾーンにその

重心は移行、ついでA、 02 ゾーンにその比重は移行している。また金融業、不動産業、公益事業につ

いてみると、金融業においては、昭和 32年段階においても、昭和38年段階においても、 Aゾーンが

中心部であることは変りないが、それは Bゾーンにむかつて、ひろく分散を開始している。不動産業も

ぎゾーンが中心であるが、昭和32年殿堵のA+C 1ゾーンという組合せではなく、 A→ 02という方

向への変容を示している。つまり昭和32年から 38年にかけて 02ゾーンがかかる不動産業の集積地帯
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として急速に拡大した。公益事業ほ昭和 32年段階においても、昭和 38年段階においても Bゾーンが

その中心。ついでAゾーンにその集梢度が高いが昭和 32年→ 38年にかけて Bゾーンの比重が主すま

す高まりつつある。最後に卸IJ売業冨サービス業についてみると、昭和 32年度および 38年醐堵とも、

.Aゾーンにその集栢がもつとも高く、 Bゾーンがこれについでいるが、昭和 38年段階においてほ、卸

小売業、サービス業とも C2 ゾーンにむかつて拡大をしめしている。

以上を要約するら昭和 32年から 38年にかけて、この苫が枚市の所謂都市的産業ほ、製造業、建

設業、運翰通信業、また金融業、不動産業、卸小売業、サービス業などあらゆる産業を集中的に集殺し

ていたAゾーンから Cゾーンヘ、とりわけ C2ゾーンヘ向つて、ひろく分散を開始したこと。しかも地

城的にみると、 Bゾーンは、公益事業、金融業を受けもつ地帯として、 01 ゾーンほ建設業、運翰通信

業の集稲しつつある地帯として形成されつつあることがあきらかとなる。

昭和 31年から 37年にかけての居住人口の変遷でみると、上述各ゾーンのうち、 Bゾーンほ、とり

わけ居住入口減の苦しい地帯として、また C2ゾーンほ居住人口増の著しい地帯として位置ずけられる

のである。

2 地帯間関係構造の変化

(1) この居住人口の側から、就業者をとり出して,.就業産業別に地帯分布をみると表 5-5の如くであ

益昭和 37年現在の苫水枚市居住の全就業者ほ 23.784名を数えるが、表 5-571[_示したように

2.3割のものが C2 ゾーンに、 1. 8割力天それぞれ．Bゾーン、 C1 ゾーンに、 1.5割がAゾーンに、

・1. 0割が叫ゾーン、そして Gゾーンに 0.7割の就業者が居住している。こうした就業者の地帯別分布

は前述の届住人口の地帯別分布と屈ぽバラレルであるが、 A ゾーン、• Dダーンでほ就業人口構成比の方

があきらかに高くなつている。とこるで業稲別に就業者の地帯分布をみるとそこにほ次のような特徴点

がみられる。すなわち、業稲によつて、その就業者が、とくに特定地帯に集中するものと、またひる＜．

分散するものとにわかれる。そしてそれほ、この苫小牧の場合、屈ぽ 2つのバクーンにわかれるものと

して把握される。第一は各地帯に、その業種就業者がひろく分散する型。第二ほ比較的に、特定地帯に

集まる型である。もちるんこの区分ほ相対的なものであるが苫ぶ枚市の場合、第一の製に入るものとし

て、製造業、金融業、不動産業~それに林業。第二の型として、建設業、運輸通信業.,;卸4涜環ミサー

ビス業、公務、公益事業、それに農業、漁業、を入れるぷとができる。

こうした、相違をまず認めた上で業種別就業者の地帯分布をみると、製造業就業者ほとくに、特定

ゾーンに集中するという傾向をもたず A•li.•01 ·o2•D1 ・Gの 6ゾーンにひろく分散するが、その中

でほ 02 ゾーン、 Bゾーンに居住するものの割合が比較的高い。また金融業、不動産業においてほ Gゾ

ーンを除く 5ゾーンにその居住者ほ、比較的厚く集租するが製造業と同様C2ゾーンと Bゾーンにとり

わけ居住度が高いという傾向を示す。（林業就業者ほH1 、 C2 、 C1 に居住度が高い。）ところで第

二のクイプに属する業稲をみると建設業就業者ほ C1 ゾーンと C2 ゾーンにそれぞれ 3割近くのものが

集租するという傾向を示す。これに対して運輸通信業ほ、 C2 ゾーンに全就業者の災；が集積、ついで

Bゾーン、 C1 ゾーン、 D1 ゾーンに集まるという傾向を示し、公益事業、公務もこれに類似したパク

ーンを示す。ただ公務でほBゾーンの比重が高い。そして卸小売業、サービス業においてほ、 Aゾーン
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表 5-5 産業別就業人口の地帯別構成比（昭和 37年）

卸 不動 運輸電気 サービ
農業 林業 漁業 鉱業 建設業製造業 金融業 ガス 公務員 計

小売業 産業 通信業水道 ス業

％ ％ % ％ ％ ％ ％ ％ % ％ ％ ％ ％ % 
A ゾーン 0.1 t.8 0.3 4.7 4.6 1 2.8 3 3.0 16.8 1 7.5 7.2 4.3 2 0.3 9. 1 3,504 1 4.7 

B ゾーン 5.3 6. 1 1. 3 1 5.3 14.1 1 9.7 20.3 2 1. 7 2 0.2 1 6.3 2 0.7 2 2.6 26.3 4,268 1 7. 9 

C 1 ゾーン 6.6 1 5.8 2 3.1 21.2 28.8 1 6.7 1 3.6 1 6. 5 1 4.0 1 5.5 1 7. 9 1 6. 1 1 8. 0 4,177 1 7. 6 

ー19?1 

02 ゾーン 1. 6 1 8.0 4.3 1 7. 6 28.3 21. D 2 0.5 31. 6 2 5.4 3 2.9 3 4.3 22.9 28.4 5,397 2 2.7 

D1 ゾーン 0.9 8.9 

゜
3.5 1 4.7 11. 5 5.6 11. 7 1 5.8 rt 2.0 4.3 9.5 1 3.4 2,3 7 1 1 0. 0 

D2 ゾーン

E1 ゾーン 9.7 2.6 1 1. 4 o. 5 0.6 0.4 0.3 1.2 1 1. 4 0.6 0.7 3 1 D 1. 5 

E2 ゾーン
ヽ

F ゾ__ン 2.2 3.6 1. D 2.4 0.3 0.5 0.9 0. 9 6.2 2.9 0.9 1. 4 3 1 1 1.3 

G ゾーン' 1.8 1. D 1 2.0 1 0.6 6.3 16.2 4.0 1. 1 0.9 3. 1 3.7 0. 9 1,729 7.3 

H1 ゾーン 22.4 1 9.8 3 0.4 2 0.0 1. 3 0,4 1. 1 0.3 1. 8 3.7 1. 4 1.2 1. 6 7 3 6 3.1 

H2 ゾーン 4 9.0 7. 9 1 6. 1 47 0.6 0.3 0.3 26 1. 4 1. 5 0.3 822 3. 5 

H3 ゾーン 0.5 11. 5 0.4 0.3 0.3 0.4 2,9 o.8 0.3 1 5 9 0.7 

計
(100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (1DO°lo) (100%) (100%) (100%) 
1,.1 9 9 5 0 5 299 85 4,038 6,22 D 4,4 7 6 3 5 1 1 1 4 2, 1'2 9 1 4 0 3,532 69 6 23,784 (1 DD. D) 



居住者の度合が高まり、またBゾーンの比重も高い、そして同時に％ゾーンの比重も高いという傾向

を示している。（農業においてほ恥ゾーンに農業就業者の半数近くのものが居住、ついでH1 ゾーン

に2.2割の者が居住している。漁業ほ均 と叫 ゾーン、林業ほ町と C2、 C1 ゾーンの比璽がたか

い。）

以上であきらかな如く昭和 32年から 38年にかけて、この苫小牧市の中で特に居住人口の増加の著

しかった C2．ゾーンの場合、とくに特定業種のものがそこに集中的に居住したということは言えない。

ただ、地城全体の中での住みわけとし--cしま、同じく居住人口が増加している叫ゾーンは建設栗就業者

地帯として、また、中心部である Aゾーンほ卸小売、サービス業就業者居住地帯として、漸次特色づけ

られつつあるということほいえよう。

釦この各ゾーンごとの変容過程の特質についてほ後に詳述するが、表 5-6ほ、以上みた地帯ごとの、

業種別都市的諸機関の従業員数と、同じく地帯ごとの居住、業種別就業人口の関係をみたものである。

前者ほ昭和 38年、稜者ほ昭和 37年の資料であるし、また、この苫が枚市以外の・地城からの通勤就業

者というフアククーも考慮に入れなければならないので、正確ほ期しがたいが、ここでは、ー応、各業

稲ごとにひとつの地帯で、そこに立地した都市的諸機関の需要と、そこに居住した就業者側の供給との

バランスが合うか否かで、各地帯の特色をみてみることにしよう。

この表をみて直に気付くのほ次の諸点である。第一、 Aゾーンは、その周辺各ゾーンに居住した就

業人口を、そこに立弛した都市的諸機関の就業者として、ひる＜吸収する地位にあること。つまり、こ

の都心部であるAゾーンに向けての昼間人口の集中という所謂通勤現象が生じていること。第二、 Bゾ

ーンほやほり吸収する立場にあるが、その地位ほA ゾーンに比較すると著しく落るということ。

第三、叫～団 1に至る各ゾーンほ、あきらかに、そこに居住した就業者がAあるいほ Bゾーンヘむけ

て吸収される立場にあるということ。とく lfCD 1ゾーンでその傾向の著しいこと。第四、 Gゾーン（勇

払）ほいわば収支のバランスほほぽ見合うが、吸収する力がゃょ強いということ。 Fゾーン （沼の端）

ほ吸収される地位にあること。第五、 H1 ---H3 に至る鹿付地帯ほH1、H2のサービス業で吸収する

力が強い以外、やほり吸収される立場にあること。しかし以上を業種別にみると事態ほそれほど簡単で

ほない。

④ Aゾーンほ、鉱業を除いてほ、いずれの都市的機関とも、その従業員を他地帯から．吸収しているが、

とくに、金融、不動産業、公益ほ 8割以上のものを、製造、運輸、卸小売業ほ、その従業員の 6~8割

のものを他地帯から吸収している。もつとぶその割合の少ないサービス業、建設業においても、 4~5

割のものを他地帯から吸収、全体としておおよそ 6割のものを他地帯から吸収している。

@ Bゾーンほ、そこに存在する公益事業および金融業機関就業者の 5~6割のものを他地城から吸収、

建設業、サーピス業、不動産業~卸小売業もそれぞれ~その就業者の 2~4割を他地域から吸収してい

るが、製造業、運輸通信業ほかえつ・てゑ§り出す立場にある。すなわち、この Bゾーンに居住する製造業

従業者のおおよそ 6割のものほ、他地域へ、また運輸通信業では 4.4割のものが他地域へでていること 、
になる。

o c1 ゾーンでほ、そこに居住する製造業、金融業、卸小売業、サービス業就業者のある部分が他地

域へ行き、建設業、運輸通信業機関などが他地域からその就業者を吸収するという構造をもつ。 Bゾー

ンより送り出す力が強くなる。
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表 5-6 地帯別業種別事業所従業員と居住就業人口の比較表

•4. 

A ゾーン B ゾーン

① I ②'  他地帯から 他地城へ ① ② 
！他地帯からl通他勤地蛾すへると

① 吸収口.cvt通勤すると 事従 居業
① 飯収区吋

事従居業
料泊しょらねと れけならぬと

業業 住人
I 

想定される
想定される

業業 住人
l 想定される 想定さ江る

所員 就口 ② 就業者の 麟者 の
所員 就口 ② 就業者の 就業者の

割合 割合 割合 割合

0 %  39 鉱 業 4 △ 4 100 % 52 1 3 75.0% ％ 

製造業 2,941 7 9 5 2,146 7 3.0 505 1,22、3. 公 718 58.7 

建設業 350 1 8 4 1 6 6 4 7. 4 93 2 5 7 1 361 p 8.7 

運輸通信業 446 154 292 65.0 1 9 5 346 .c:::s 1 51 4 3.6 

金融業 3 66 59 3 07 I 83. 9 171 76 .9 5 55.6 

不動 産業 266 20 246 9 2.5 45 2 5 ” 
22 28.2 

公益 事業 37 6 3 1 83.8 7 8. 29 49 62.8 

公務 員 (6~:) (18 1 

卸小売業 3,698 1,477 2,.221ぐ 6 0.1 1, 1[PO 9 0 9 1 9 1 -1°7.4 

サービス業 1. 2 2 1 7 1 6 50 5 41.4 1, 11 1 798 3 43 3 0.1 

計 9,325 3,4 1 5 5,910 6 3.4 4,219 3,98 tl 231 ・ 5.5 

D 1 ゾ，一 ン 団 1 ゾ ー ン

① ② 他地帯から 他地城へ ① ② 他地帯から 他地域へ

事従 居業 ① 吸収ば吋 通勤すると 事従 居業' ① 
阪れけ収なはら叶 通勤すると

l ればな年と
想定される I 想定される業業 住人 想定される 業業 住人 想定ぎお

所員 就口 ② 麟者の 麟者の
所員 就口 ② 割就業合者の

就業者の

割合 割合 割合
鉱 示幸 3 △ 3 ％ 1 0 0.0% ％ ％ 

製造 業 88 7 1 8 △ 630 8 7. 7 22 40 .c,,. 1 8 A5.0 

建設業 205 5 9 3 △ 3 88 6 5.4 21 .6 21 '-:t 0.0.0 

運輸通信業 6 256 △ 250 
＼ 

9 7. 7 25 △ 25 1 Do.□ 
金融業 3 4 1 △ 3,8’ 92.7 1 △ 1 1 0 0.0 

不動産業 1 2 1 8 △ 6亀 3 1. 6 2 2 1 a o.o 
公益 事業 6 △ 6 1 0 0.0 1 0 1 6 △ 6 3 7. 5 

公務員 (9 3 ヽ (s} 

卸小売業 202 252 △ 50 1 9.8 53 17 36 6 7、9

サービス業 265 33 4 △ 69 20.7 35 22 1 3 1 3. 1 

計 781 2.221 b:1.440 64.8 122 142 △ 20 14.1 
I 

， 

I H 1 ゾーン H2  ゾーン

① ② I 他地帯から 他地城へ ① ② 他地帯かを 他地城へ

事従 居業
① ， 4 吸収口.cvt通勤すると 事従 居業

① 吸収しt.rlrt通勤すると

I 
れけ沈：的と

想定ざお I 
加泊ょらぬと

想疸没立
業業 住人 想定される 業業 住人 想定さ比る

所員 就口 ② 就業者の 就業者の
所員 就口 ② 就業者の 就業者の

割合 ｀ 割合 割合 割合

製運鉱建金輸造設通融信業業業業業

1 5 1 7 △ 2 L 
， 4 .6. 4 

22 6 22 4 1 7 △ 1 2 
， ヽ

54 L:s 5 4 24 △ 24 
1 79 △ 78 

よ

29 L:. 2 9 I 1 L::,. 1 
不動 産業 2.6 2 ヽ

ヽ
3 ~ 3. 

I 公益 事業 2 L::,. 2 I I 

公 務員 (1 1 (2）I ャ

卸小ビ売ス業業
. 3 2 48 ,e,. 1 6 7 1 4 △ 7 

サー 174 41 133~ .... - 9 !.. 54 42 
計 222 266 4 4f 1 0 8 145 37 

ベ

゜

Y
 

.. 
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C1 ゾー ン

ーで了ら 他地帯から 他地城へ通

事従 居業
① 吸収しなけ 1勤すると想

ればならぬ 定される就
業業 住人

l 
ると想就定業者されの 業者の割合

所員 就` 口
② 

割合

7 1 8 △ I 1 1り ％ 61.1% 

733 1. 0 3 7 ~3 0 4. 26.1 

1. 31 0 1. 164 146 1 0.8 

499 3 3 1 1 6 8 3 3.7 

4 58 △ 54 9 3. 1 

1> 1 6 2 1 1. 1 

25 △ 25 1 □ o.□ 
t (1 2 5 

444 608 △ 164 2 7. Q 

4761 567 △ 9. 1 1 6. D 

3.4'11 3.524 △ 333 5.9 

F ゾーン

① ② 他吸収地帯しから 他地域へ通

事従 居業
① なけ

勤すると想
ればならぬ

業業 住人 I と想定され 定される就

所員 就口 ＠ る就業者の
業者の割合

割合

2 △ 2 ％ かOD.□%
3 1 5 2 △ 1 3.1 

1 1 △ 11 1 0 0.0 ・ 

133 △ 133 1 0 0.0 

1 △ 1 1 0 0.0 

4 △ 4 1 0 o.o 
(1 0 

55 40 1 5 2 7. 3 

1 9 3 1 △ 1 2 3 8.7 

1 D 5 254 △ 149 58.7 

H3 ゾーン

① ② 
他地帯か£ら」 他地城へ通

事従 居業
① 吸収しな

ればなら 勤すると想

業業 住人 l と想定さ 定される就

所員 就口
② る就業者の

業者の割合
割合ー＾

1 0 21 .6 1 1 
1 6 .6.1 6 ， 

△ ，̀ ＇ 

8 4 4 
(2 ・. 

7、 1 ̀4 6. 7 

-7 29 △ 22 
32 93 ・.6.6 1 

` ’` 

02 ゾ’ーン
---= --

① ② 他地帯から 他地城へ通 I
事従 居業

① 吸収しなけ
勤すると想ればならぬ

業業 住人
I 

と想定され 定される就

所員 就口
② る就業者の

業者の割合
割合 -

6 1 5 △ ， ％ 60.0% 

1.23 9 1. 3 0 5 .6 66 5.1 

1. 1 9 2 11 4 4 48 4.0 

3 27 .7 0 0 △ 373 53.3 

1 D 1 1 1 .6.101 91.D 

102 29 7 3 71. 6 
•8 48 △ 40 8 3.3 

(19.8 

881 9 1 6' L::,. 3 5 4.0 

875 808 67 7. 7 

4.64 0 5.0 7 6 △ 436 8.6 

:G ゾーン
ド—

① ② 他地帯から 他地域へ通

事従 居業
① 吸収しなけ

勤すると想ればならぬ

業業 住人
l 

と想定され
定される就

所員 就口 ② 割る合就業者の
業者の割合

7 ， △ 2 ％ 22.2% 

888 1. D 1 D △ 122 1 2.1 

432 2 56 176 4 0.7 

20 67 △ 47 7 0.1 

4 △ 4 1 0 □.□ 
1 △ 1 

今
1 0 0.0 

(6 

1 9 9 181 18 9.0 

1 6 3 13 2 3 1 1 9.0 

1.7 0 9 ・1.6 6 0 49 2.9 

注）

居住就業人口の場合のみ「公務員」を記し

たが、事業所従業員でほ公務員の項目がな

いので「公務員」は①一③での差引は行な

つていない。合計の場合も公務員を除いて

ある。
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＠ところでc2 ゾーンにおいてもこうした傾向ほ若干強まつてみられ、建設業、不動産業、サービス

業炉若下他地域から就業者をいれ、他の業稲は 逆にその居住地域の就業者を他地城へ送り出すという

構造をもつ。かくて、 D1 ゾーンに至るとすべての業稲が、その居住就業者を他地域へ送り出す。

以上は、現実のもつている構造を極度に単純化して説明していることはいうまでもないが、 （実際に

ほ地帯間の相互交流がある。） Aゾーンを中心として構成されているこの苫が枚市のおおよその地城構

造ほ理解されよう。ところでこれらの各地帯のもつ特質を地城間構造として図示すると図 5-3の如く

.. 
心 O O  図5-3

地帯都市的機関と居住就業人口との関係からみた地帯間関係構造（産業別）

製造業
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E, D, c, B A 

建 設業
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D2 E2 F 
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r-H2を鑓

蕪『一

G

運輪通信業

500.人

二五戸＿
E1 釦 c, B A C2 D2 
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金融業 公 益 事 業

／
 

59DA 

-「五釦-Er D1 c, B A c, 必 E2 F G 

“版、一

卸小売業

召000.人一

2000/..-

l,0001-― 
E1 01 C1 8 A C, 02 Ez F 1K 

-―→—江
E, 01 C1 B A Cz /Jz E, F Ir 

サーピス業

Et 01 C1 B A C2 D2 E2 F CT 

Aゾーンに立地する製造業ほ主とし--rBゾーン、 Dゾーン、それに割合ほ下るが叫 ゾーンを通勤地帯

としているであるうこと。叫 ゾーン、％ゾーンに主力のある建設業ほ、 02 ゾーンが、ほ底その地

帯に同数就業者を擁しているが、 01 ゾーンでほ、その地帯以外の地帯からそれを吸収しなければなら

ず、 B•A の両ゾーンでも同様な傾向が着取され、それほ主として巧 ゾーンから供給されているであ

るうこと。運輸通信業ほ叫ゾーンおよびAゾーンが中心となっているが、叫 ゾーン!tCしま主とし--CD1 

より、又A ゾーンにほ B、豆両ゾーンから就業人口が供給されているであるうこと。すでに述べたよ

うに、金融業、公益事業ほ、 A 。B両 ゾーン茄中心となっていると考えてよいが、 01 、 C2 、 D1

からその就業人口ほ供給されているであるうこと。

卸小売業、サービス業も A。B両ゾーン、とりわけ卸小売業でほAゾーンが中心であるが、それほD1 .. 

01 、 C2 から供給されているであろうこと。ただし、サービス業の場合、 01 D1 が供給地帯を溝成

しているであるうこと。

このようにみてくると、多くの都市的生産機能を周辺地帯に分譲しつつある Aゾーンほ現状において

は卸小売業、サーピス業、金融業、それに製造業、運輸通信地帯として特色ずけられ、 D1..01 、 02

Bといつた周辺地帯から、多くの通勤労働力を吸収する地帯としての特徴をもつ。

公益事業、金憩業地帯としてそれ自身を再編しつつある Bゾーンは、同時に、サービス業、建設業地

帯としての機能を強くもつており、他地帯からの通勤労働力を必要とするが、製造業0運論通信業にお

いてほ、その居住就業者を他地帯（主としてAゾーン）へ送り出す地帯として性格ずけられるである

うこと。これに対して建設業、運翰通信業地帯として特色ずけられつつある叫 ゾーンほ、同時侭•ここ

に立地したこれら二業種の就業者を他地帯から吸収する地位を確立しているということ。そうしてそれ
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ほ主とし-C:D 1ゾーンより、また一部Bゾーンより吸収するものと思われること。しかしながら、他産

疇業者はA OBゾーンヘ向つて送り出す地帯として特色ずけられるであろうこと。都市的諸機醐の立

地が苦しく、それ自身を、製造業、建設業、それに不動産業、卸小売業、サービス業地帯として構成し

つつあつた％ゾーンほ、同時に居住人口、したがつてまた就業人口の増加も著しい地帯として特色ず

けられた。ここにおいてほ、不動産業就業者を他地帯から吸収する以外、その主流としてほ、そこに居

住した就業者を主として A •B 両ゾーンヘ送り出す性格をもつということ。 そして 3 1ゾーンほ

住居地帯として特色ずけられるということ。ここの労働力ほA、B、C1 ゾーンヘ向うものと考えられ

るということ。 Gゾーンほ建設業、卸小売業、サービス業が他地域から労働力を吸収するが、他ほ送り

出す性格をもつているということおおよそ以上の諸点があきらかにされる。つまり、 Aゾーンが卸小売

サービス、金融、公益t.cどだけでなく各稲労働力を大巾に吸収する中核点であ広こと。 Bゾーンが都心

部に組み入れられつつも、現状でほ、とりわけ製造業、運輸通信業において、居住地帯としての性格を

もっ--cいること。そして、 C1 、 C2 、 D1 ゾーンなどほ少なくとも、この中心部である A• B両ゾー

ンにむけて各稀労働力を通勤させる居住地帯となっていること。それらのうち、所謂居住地帯としての

麟を顕恙にもちつつ形成されているのほ叫ゾーンであって、 C1ヽ ％両ゾーンほ同時に、各稲都

市的生産及び関連機固立地乃地帯としてA ゾーンから分化した諸々の都市的役割を受けもつ地帯にまで

成長、とりわけ叫ゾーンの建設業、運輸通信業ほ、他地帯から労働力を吸収する地位をしめつつある

ということが特徴的になる。

このように、この現実の苫4抄：の地域構造の変動をみてくると、苫小牧工業地帯造成が本格化しない

現在、第 1項でみた計画どおりに、この苫小牧地城開発が進展していない事があきらかとなる。すなわ

ち％ゾーンの拡大ほ、計画にそつた動きであるといえるが、叫ゾーンおよび居住地帯として開発さ

れつつある叫 ゾーンの発展ほ、その地域が東進という一方方向でしまなしに、同時に西進方向を示して

いることを物語っている。この事実は、地域人口のバランスからいつても、この地域の中核点が東進の

みでほt.cしに、西進もせざるを得t.cい可能性を示している。
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N 各地帯の内部栴造の変容

以上、われわれは苫小牧市の地城構造の変動過程を主として、地帯間構造の変動として捉えてきたが

この節では、 A~H3 に至る各ゾーンがこうした中でそれ自身を具体的にどのような形で分解一発展さ

せ、それ自身を変質させつつあるか、という点を、それぞれの地帯の内部椴造の構成変化という点から

やや詳細にみてみよう。

.1 都心地帯 (Aゾーン）の変容構造

すでに前節でふれたように、このAゾーンほ居住人口が減少する中で、都市的機関数、同従業員数を

増加させているが、そうした中で、卸小売業、サービス業、また不動産、金融業、公益事業などの所謂

都市集落にとつヤほ B11.sic Function・ であるとこるの諸機関の従業員構成比を増大させて

いる。それら氏昭和 32年の 4.1 割からS• 3 8年にほ 6.0割を示すに至つた。もちろんすでにみたよ

うに、この苫小牧市の中でAゾーンほ依然製造業の中心地であるわけだが、 Aゾーン自体としてほ、あ

きらかに都市的機関の性格からみ六その内部構成比を逆転している。いま、卸小売業、サーピス業を

取り出して、屯環別にこの変動過程をみると、昭和 32年、昭和 38年とも、飲食店、飲食料品

小売業の楷成比ヵ；；もつともたかいことは変りないが、昭和 32年→38年にかけて従業員楷成比両者

計4.7割→5.2割とその比重ほ、ますますたかまりつつある。家具建具、什器小売業、また自転軍荷車

小売業も若干その構成比を増大させつつあるが、卸売業、各稲商品小売業、織物、衣服、身の廻り品小

売業ほ、あきらかにその比重を減じつつある。つまり昭和 32年→38年にかけて、この Aゾーンほ飲

食店、飲食料品小売業地帯としての比璽をますます増大させつつあるといえる。またサービス業におい

てほ対個人サービス業、医療保険業、旅館貸間下宿業が中心となっているその構造ほ、昭和 38年段階

1tCなっても大きな変化しまない．（三者の従業員構成北計で7.・2割→7.3割）．o ．tこゞ、この三者の中召寸個

表 5-7 業種別都市的機関構成の変化

Aゾーン

I 3 2年 3 8年

事所業数 1＇ 従員業数
事業 従業
所数 員数

実 数 662.疇, 8,640 925 9;, 2 5 

計 100% 1 00% 1 00% 100% 

鉱 業 0.2 0.0 

建設業 3.0 1 2. 6 2.2 3.8 

製造業 ふ？． 42.4 1.8 31. 5 

卸小売業 6 7. 1 25.0 7 0.8 3 9.7 

金融業 2.9 3.3 2.9 3.9 

不動産業 0.5 0.2 3.2 2.9 

運輸通信業 1. 1 4.3 1. 5 4. 8 

II公益事業， 0.2 0.2 0.2 II I 0.4 
サービス業 21.3 _11.9 1117.3 13.1 
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人サービス業、医療保険業の比重が下がり、旅

館貸間下宿業の比璽がきわめて増大したことが

特徴的である。しかもこれほ主として、旅館業

の増大である。このほかこのAゾーンでほ、娯

楽業の増大が顕著にみられる。同時に、この苫

小牧市全体では大巾に増加した対事業所サービ

ス業ほ絶対数陀おいてもこの Aゾーンでほ減少

している。つまり、対個人サービス業、旅館業

医療保倹業を軸としつつ誤艇業がこれに加わる

という形で、このAゾーンのサービス業描造ほ

変容していつているといえる。そうして少なく

とも、対事業所あるいほ法務、その他教育的諸

サービスをもつ地帯として、この Aゾーンぼ形



成されていないといえる。さて、以上みてきたAゾーンの変容過程ほ、当然のことながら、このAゾー

ンに存在する諸都市的機関の分解一発展の結果として、もたらされたものである。かかるAゾーンの分

解一発展のバクーンは、次のようた特質をもつている。
(1) 

Aゾーン 表 5-8 卸小売・サービス業における内部構成の変化

3 2年 3 8年
I 

事業所数 従業員数 常雇者数 事業所数 従業員数 常雇者数

G 卸小売業 444 2,163 1, 3 1 3 655 3,698 2,729 

40 ）卸 売 業
％ % ％ % ％ ％ 

41 7. D 8.0 9.4 3.7 4.6 5.2 

42 代理商仲立業
I 

43 各種商品小売業 0.9 4.3 7.. 0 □. 9 3.9 4.7 

44 織物衣服芽況塵り品J涜業 16. 0 1 8.5 1 9.3 13. 9 1 5.2 15.2 

45 飲食料品小売業 22.3 1 9.6 15.3 23.?- 21.3 21. 1 

46 飲 食 店 28.6 2 7.2 2 7. 7 3 5.1 3 0.3 2 9.1 

47 自転車．荷車小売業 1. 6 1. 2 1. 1 1. 5 1. 9 2.0 

48 家具建具什器小売業 9.2 9.5 9.4 2.5 1 1. 5 1 2.3 

49 その他 の 小 売 業 14.4 1 1. 8 1 0.8 1 3.1 1 1.3 1 0.4 

L サービス業 1 41 1, D 3 1 779 16 0 1, 2 2 1 1, 0 0 0 

80 旅館貸閤下宿業 14.2% 16.4% 1 Z6% 1 7. 5% 21.2% 22.0% 

・ 81 対個人サービス業 41. 1 3 4.4 3 3.0 3 4.4 3 2.9 31. 4 

83 対事業所サーピス業 7.8 8.3 9.5 3.1 2.9 2.8 

84 自動車修理業ガレーえ業 0.7 0.9 0.6 0.6 0.8 0.9 

85 その他の修理業 2. 1 0.8 0.5 1. 9 0.5 0.3 

86 映 画． 業 2.8 5.3 5.8 3.1 4.6 4. 9 

87 娯 楽 業 5.7 4.2 4.2 8.8 8.4 8.7 

88 医療保健業 1 1. 3 2 0.9 20.3 12.5 1 8.1 1 8. 9 

89 法 務

90 教 育
2.,↑ •. 1. 7 1.8 2.5 0.8 0.8 

91 宗 教 0.7 0.3 0.3 0.6 0.2 0.3 

92 他認弟稔江ない鵬咄—己< 5.0 1.6 1.2 8.8 3.8 3.1 

93 非営 利 団 体 I 5.0 4.2 4. 1 4.4 4.7 4.7 

l 94 その他のサーピス業 1. 4 1. 1 1. 2 ＇ 1.9 1. o 8.7 

（イ）このAゾーンほ、都市的事業所の、昭和32年→ 38年に至る間の、発生一消滅ー継続過程として

捉えると、 Bゾーン、 C1、 C2 ゾーンに比して比較的変動力；少ないという特質をもつている。昭和32

、年当時存在した全都市的事業所のうち、おおよそ 5.5割のものほ、昭和 38年まで継続、それ自身の事

業所規模を拡大していつている。そうして、昭和 3.8年現在存在する事業所のうちの 4割ほ昭和 32年

からの継続事業体である。（表 5-42参照、以下各地帯とも同じ）

（口） Aゾーンにおける都市的事業所の、昭和 32年→38年に至る常雇者規模別発展過程をみると、全

体として、常雇老数 1~5人規模の事業体の増加がもつとも多く、両側に常雇者 0人。同 6~1 0人ク

ラスの事業体が存在する。つまり常雇者数 1~5人クラスの事業体を中核として全体が変容していつて

いるといえる。しかし詳細に検討すると、所謂家族自営業的醐昔から脱皮して、全体が常雇者雇用事業

体へ変容しているばかりでなく、昭和 32年→38年に至る変容ほ常雇者規模そのものの 5・人以上規模

の事業体への上昇化傾向を顕著にもつ。昭和 38年段階で常雇者 0人という事業体ほ全体の 1/4ほど
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存在する。しかし昭和 32年→ 38年に至る全体としての増加の中で、差引き増加した事業体中、かか

る常雇者 0人という事粟体は 1.6割をしめるにすぎない。また常雇老 1~5クラスの事業体においても

昭和 38年に存在する全事業体中の楷成比ほ5割を示すが増加事業体中でほ 4.2割を示すにすぎない。

表 5-9 地帯都市的機関の分解一発展ペターン (Aゾーン）

（数字ほ機関数）

＇ 0人 1~5人 る～10人
11 ~ 2 1-~ 31~ 51 ~ 101~ 201人
20人 3 0人 50人 1 0 0人 200人 以上

全 機 3 2年 182 354 57 42 ， 7 6 4 1 

都 関

市
/l) 3 8年 22 5 46 4 124 60 22 1 4 1 1 3 2 
変

1 

的 動 3 8-32年 43 1 1 0 67 1 8 1 3 7 5 △ 1 1 

3 2継 の 3 2年 95 184 35 31 7 6 5 1 1 

I続
3 8機 変 3 8年 84 1 6 5 53 3 D 1 4 ， 8 1 1 

年関動 38-3碑 △ 11 △ 1 9 『18 △ 1 7 3 3 

゜
6 

32年～ 38年継続機

関の 32年存在機関中 52.2啜 52.0 61. 4 7 3.8 7ウ． 8 85.7 8 3.3 25.0 1 D 0. D 

ての割合

同38年存在機関中

での割合
3 7. 3茨 3 5.6 42.7 5 0.0 6 3. 6 6 4.3 72.7 3 3.3 5 o.o 

替つて、常雁者 6-1 D人規模事業体ほ昭和 38年段階の構成比でほ 1.3割であるが、昭和 32年→

3 8年にかけての増力直践筵体中でほ、 2.6割をしめる。また常雇者数 21、人以上の事業体をみても構成

比で 0.6書恥増加事業体比で 1.0割という結果がしめされる。

いこうしたA ゾーンにおける全体としての、都市的事業体の常雇者規模の上昇化を担うものほ、就中

昭和 32年から昭和 38年段階にかけて、継続発展した事業体である。そもそも、昭和 32年→58 

年にかけて継続発展した事業体ほ、それ自身、すでに昭和 32年段階における事業所の常雇者規模が大

きいものほど、継続事業所の割合がたかいという傾向をもつていた。常雇者規模 0人および 1~5人規

模の事業所においてほ,. 5. 2割の事業所が継続発展しているたすぎないが、常雇者規模 6~1 0人クラ

スでほ 6.1割、 1 1~2 0人でほ 7l4割、まT.:.31~5 0人規模の事業所においてほ 8.6割のものが継

続発展している。そうして=これら継続事業体ほその後｀昭和 38年にかけてそれ自身の組織を拡大し

ていつているが、そのさいの発展基軸ほあきらかに常雇者規模 6~10人クラスである。常雇者 0人お

ょぴ 1~5人の事業体は、絶対数においてあきらかに減少、 6人以上層が増加を示している。このAゾ

ーン全体の事業所の発展ペクーンに比して、かかる継続事業体の場合あきらかにその分岐点がたかい。

かくて、昭和 38年段階において、昭和 38年現在常雇者規模 11~2 0人クラスでほ約半数が継続事

業所、 21~1□□人クラスでほ 6.4,...,、7．3割までが、かかる続事業所によつて占められていることに

なる。

呂しかしながら、ここでもうひとつ注目しなければならぬのほ、昭和 38年現在常雇者規模10 1人

以上のクラスにおいてほ、かかる継続事業体(/)割合が 3~5割に下がつて¥,少ヽるという事実であろう。
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つまり、この醗砥昭和 32年 38年にかけて、この Aゾーンで多くの事業所が解体、消滅また

発生したわけだが、消滅した事業那まとりわけ常雇者規模 0人あるいほ 5人以下の零細なものにその割

合ほたかく、またあらたに発生したものほ、常雇者 1~5人クラスにその比重ほもつとも高いが、同時

にこのAゾーンの現在の発展水準でほ、もつともその水準の高いと思われる常雇者 1D 1人以上層とい

う事業体も、この間あらたに創設されーるという形で発生したということ。その意味で零細事業体ともっ

とも水準のたかい事業体という両穫iを比較的厚い形であらたに創設された事業体が担つているというこ

とがいえる。

紺最後に業稲別に、かかる Aゾーンにおける都市的諸機関の発生ー消滅一継続過程をみると、現在発

展しつつある業稲ほ概して昭和 32年→ 38年にかけての消滅事業体の割合が少なく、その上に新規

事業体が上積みされるという形で、また、その描成比を減少しつつある業稲でほ、かかる新規の上稼み

がなされないまま、それ自身の棉成比を減少させていつていることがわかる。すなわち、このムゾーン

でほ、公益、不動産、サービス業に継続事業所の割合が高く (6割をこえる）逆に遮翰通信業、建設業

にかカ・国鴫事疇の割合ほ少ない。 (5割をわる。）ーなお、麟業 5.0割、卸磯業5.5割である。

また、••昭和 3 8年現在Aゾーンに存在する事業所のうちの 6割ほ、昭和 32年段階にほA ゾーンに

存在しなかつた所謂新顔である。不動産業では 9.3割、運綸通信業でほ約 8割（この運輸通信業ほ昭和

3 2年→38年にかけて若干構成比を増加させている）つい玄卸小売業、金融業でほ約 6割が新顔に

なる。これに対して製造業でほ 2.3割が新顔であるにすぎt.cい。

この苫が枚市の中核部を形成するAゾーンほおおよそ以上みたような形で、それ自身の都市的諸機関

の楷造を変容させていつている（表 5-42参照）いこうした都市的諸機固の変容に対応した地城住民

の特質を次にみよう。

昭和 31年から 37年にかけて、この Aゾーンはあきらかにを(1)居住人口を減少させているが、昭和

3 7年の調査によると（表 5-4 3参照）このAゾーンの全就業者3,5 D 4人中の 4.2割までが卸売お

よび⑲環就業者であり、 2割前後がそれぞれ製造業、およびサーピス業就業者となつている。この意

味でこの Aゾーンは、釦小売業およびサーピス業就業者の居住地帯として性格ずけられよう。しかじ

ながら、これら、 小売業およびサービス業就業者の中＇にほそれ自身一家を楷えないかなりの若年労働

者も所謂住込みの形で含まれているものと思われる。われわれの調査した世帯主年令 40代～ 5D代層

を主体とした家痴擁査（昭和 4D年心戸ほ、製造業就業（世帯主）世帯の割合が 7割を占め、ついで、

卸小売業就業世帯1.2割という結果がしめされ、しかも製造業就業世帯の主要な部分を王子製紙従業

員がしめる。したがつて他地帯と如餃して、全産業をとおして、従業釦乱模 50人以下という事業体へ

の所属業者の割合ほ下がつている。つまりかかる壮年世帯を中心としてみた場合、このAゾーンほ王

子社宅街としての性格を顕著にしめしている。したがつて、このAゾーンの居住地帯としての特色は、

この苫が枚市の中でもつとも安定した屑を形成している「王子」従業員世帯を中核として、卸小売業、

サービス業世帯が、同時に若年労働者を多数ともたつて卸小売業、サーピス、製造業就業者地帯を形

成しているということが出来よう（表 5-44参照）。
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2 推移地帯としての Bゾーンの変容構造

前節でみたように、 Bゾーンほ、この苫小牧市の中でiま居住人口の減少率がもつとも大きい地帯であ

る。そして昭和 32年段階で有していた居住地帯としての性格を昭和 38年段階において急速に失ない

つつあつた。と同時に、この苫4歌市の中でしま、その地帯別役割分化として、公益事業、金融業機関の

表 5-1 0 業種別都市的機関構成の変化 集秩する地帯として、ま；

Bゾーン 3 2年

事業所数 従業員数

実 数 3 70 2.431 

計 100% 1 00% 

鉱 業 0.3 1.2 

建設業 6.5 8.7 

製造業 9.7 15.5 

卸小売業 44.6 29.3 

金融業 2.7 1.4 

不動産業 0.5 0.1 

運輸通信業 3.2 5.8 

公益事業 0.5 1. 1 

サービス業 31.9 37. 1 

3 8年

事業所数 従業員数

51 7 4.21 9 

100% 1 DD% 

0.6 1.2 

9. 7 22.1 

5.6 12.0 

39.3 26.1 

3.7 4.1 

4.8 1. 1 

1. 7 4.6 

0.6 1. 8 

34.0 27. 0 

たAゾーンから拡散した

卸小売業、サービス業を

受けとめる地帯としてそ

れ自身を再編成しつつあ

つた。この Bゾーンの、

都市的機関の構成を事業

所構敗比でみると、そも

そも昭和32年度におい

て、 8.0割までを、卸小

売業、サービス業、金融

業、不動産業、公益事業

でしめるという特質を有

していた。

この点、一方で製造業の中心地としての性格を有していたA ゾーンとは、大巾にその性格が異なる•。

ところで昭和38年段階に達すると、このBゾーンは、かかる業種の事業所梱成比を 8.2割とやや増大

させる。しかしながら、従業員構成比においては、昭和32年の 6.9割から 6.D割と、逆にその比重を

減少させた。それは、このBゾーンの中に昭和32年から 38年にかけて、 Aゾーンでは減少した建設

業機関（しかも従業員規模の大きい）が設立されたためである。建設莱機関は事業所構成比、また、と

りわけ従業員楷成比を増天させている。この建設業は、東町を拠点として、 Bゾーン内いづれの地区に

おいても増大傾向をしめしている。これに対して製造業、運輸通信事業は、事業所構成比とも減少をし

めした。 かように、建設業機関の増大という傾向をこの Bゾーンは一方で有するが、 地帯の全

体的傾向としては、 所謂、都市的結節的機能を有する地帯としての性格を顕著に指向している。

そうして、その中でこのBゾーンの都市的結節的機能それ自身大巾に変容している。 それは、第

ーにほ全体的に地帯の都市的諸機能が増大する中で、とりわけ卸小売業、サービス業がその地位を相対

的に低め、 G絶対的にほ増加しているが3金融業、不動産業、公益蘊業がその地位を高めるという形で

示される。従業員構成比で卸小売剪ぶサーピス業ほその地位を 6.6割から 5.3割に減少させた。替つて、

金隙、不動産、公益事業は 2.6%から 7.0チヘその楠成比を増大させとこ。しかしながらこの事実は、こ

のBゾーンにおける卸小売菜-あるいほサーピス機能が弱まつたということを意味するものではない。

むしろその機能の質的変容をともなう変化過程とし七捉えなければならない。いま．、卸小売業とサービ

ス業を取りだして、中分頴別に~その変容をみると、卸小売業においては、昭和 3 2年段階でほ（表 5
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- 1 1)にみるように事業所構成比で飲食料品小売業（ 4.4割）卸売業（ 1.5割）、ほかに分類されない

その他の小売業（ 1.4割）、同従業員構成比で、飲食料品小売業（ 2.9割）卸売業 (2.2割）、ほかに

分類されないその他の小売業（ 1.7割）、織物衣服身の廻り品小売業 (1.6割）、という楷造をもつて

いた。 Aゾーンとは異なって、飲食料品小売業に、卸売業がつづくという構成である。しかもその中核

となる飲食料品小売業ほAゾーンにL埠交すると、かなり小規模のものである。（昭和 32年段階でAゾ

ーン平均従業員規模4.3人、 Bゾーン2.8人）、ーロにいつてこの Bゾーンの飲食料品小売業ほ居住地

帯としての Bゾーンに居住した地区の人々を対象としたものがその中心であつたといつてよいであるう。

むしるBゾーンの特徴ほ、 Aゾーンに比ぺて、事業所の絶対数は若千少ないが、卸売業地区としての性

格をかなり顕著にもつていた点に求められるだるう。昭和32年段階において、 Aゾーンの卸売業が一

店あたり、平均 5.6人の従業員を擁しているのに対して、 Bゾーンほ 6.0人の規模をもつていた。また、

¢この Bゾーンが旧中心市街としてq生格をもつていたことは、すでに述べたところであるが、織物、衣服

表 5-1 1 卸小売業軍・サービス業における内部構成の変化

Bゾーン

3 2年 3 8年

事業所数 従業員数 常雇者数 事業所数 従業員数 常雇者数
l 

G 卸小売業 1 6 5 712 375 203 1,100 783 

40 渉P 売 業
％ ％ ％ ％ ％ ％ 

41 1 5.2 21.2 2 9.1 1 0.3 1 3.4 16.7 

42代理商仲立業 1.2 0.3 0.5 0.1 

43 各種商品小売業 0.6 0.4 0.3 1. 0 2.5 3.2 

44櫛紡瑚也拉混り品j項藻 4:8 15.9 24.3 9.4 11. 7 1 2.1 

;t 5 飲食料品小売業 44.2 28.7 1 5.7 38.4 31. 6 26.8 

46飲 食 店 7. 9 1 0.1 1 2.0 1 0.3 6.5 4.7 

47 自転車荷車小売業 2.4 2.1 2.1 6.4 1 0.5 1 3.5 

48家具建具什器小売業 8.5 4.1 5.7 6.4 6.0 6.6 

49その他の小売業 15.2 1 7. 3 1 2. 8 1 7. 2 1 7. 7 1 6.2 

ヽ . I 
ヽ

L サービス業 11 8 901 735 1 7 6 •1,141 9 66 

80旅館貸間下宿業 8.5茨 3.3% 1.6% 1. 6茨 1 7. 6茨 1.8% 

8 1対個人サービス業 23.7 1 0.3 7. 5 7.3 25.0 6.0 ・ 

83 対事業所ザ→ク業 6.8 4. 1 4.6 4.6 9.7 14.6 

84 鹿腺屑艇郵侮ガレ—浅業‘ 1. 7 3.4 3.8 3.8 3.4 7. 1 

85 その他の修理業 4.2 0.9 0.3 〇.3 4.5 0.3 

86映 画 業 D.8 1. 2 1. 5 1. 5 

87 娯 楽 業

88 医療保険業 1 4.4 29.2 3 1. D 3 1.0 9.7 2 9.4 

89法 務 1.7 0.2 D 

゜
2.8 0.3 

90 教 育 11.0 3 7. 6 4 1.2 41.2 6.8 28.5 

91扇宗醤梵芸臀 6.8 1. 1 0.1 0. 1 3.4 0.3 

9 2 ..  11.0 2.3 1.4 1. 4 9. 1 2.4 

93 非営利団体 7. 6 4.1 45 I 4.5 6.8 &8 

94 その他のサービス業 1.7 2.1 2.6 2.6 1. 1 0,5 
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身のまわり品小売業においてほ、店数こそ少ないが-'.店平均 14. 1人の従業員を擁していた。 (Aゾー

ンでほ 5.6人）。こうしたBゾーンの卸／j売業の楷造ほ昭和 38年に至ると、主ず事業所構成比で飲食

料品小売業（ 3.8割）、卸売業 (1.0割）がその構成比を減少させ、替つて飲食店（ 1.0割）絨物、衣

服、身の廻り品小売業 (9.4割）、 tぽかに分類されないその他の小売業（ 1．7割）の構成比が増大した。

ところが従業員構成比でみると卸売業 (1.3割）織物、衣服、身の廻り品小売業（ 1．2割）の比重が減

少｀飲食料品小売業（ 3.2割）、自転車、荷車小売業（ 1．1割）のウエイトが増加した。 Bゾーンの卸

小売業の構造はあきらかに変容している。第一、卸売業が事業所数・同従業員数においても減少、 Aゾ

ーンと同様このBゾーンのもつていた卸売業地区としての性格を失ないつつあること。（卸売業ほ後に

みるように 01 ヽ％ゾーン！口移る）第二に、織物。衣服・身の廻り品小売業が店数の増加と同時に、

Aゾーンと同様規模のものに緬成替えされてきたこと。つまり昭和 38年の従業尉乱模でみて、 Aゾー

ン一店平均 6.2人、 Bゾーン 6.9人となる。これほ少なくとも旧来Bゾーンがもっていたその地帯の特

徴の喪失を物語る。そうして、これに替つて、飲食料品小売業ほー店当りの従業員規模を昭和 32年の

2.8人から 4.5人・ヘ高めている (Aゾーン 5.2人）。，この事実ほ、この Bゾーンの飲食料品小売業の性

格が 1日来のもの・から、大巾ere:.Civic. Centrality をもつものに変容しつつあること

を物語るものと考えられる。卸小売業楷造のこ紫Lた変容に対応して、サーピス業においてほ次のよう

な変容が認められる。昭和 32年段階において、この Bゾーンのサービス業ほ、事業所構成比で対個人

サーピス業 (2.4割）、医療保険業（ 1.4割）、教育 (1.1割）等が主軸で、従業員構成比においても

教育 (3.8割）、医療 (2.9割）、対個人 (1.0割）とこの三者がその中核泊診成、 Aゾーンの如く、

旅館、貸間、下宿業ほ大きなウエイトをしめていたい。替つて教育のウエイトが高いという特徴を有し

ていた。ところで昭和 38年に至ると、事業所構成比においても、同従業員楷成比においても、医療保

険業と、教育のしめるウエイトが減少（絶対数においても減少）、替つて、旅館、貸間、下宿業、対事

業所サービス業の拾頭が著しい。かくて、昭和 38年にほ、事業所楷成比において対個人サービス業 (2.

環）旅館・袋間。下宿業 (1.8割）対事業所サービス菜 (1.0割）医療保険業 (1.0割）とその構造

紀高度化、，同従業員構成比においても、医療保険業（ 2.7割）、教育（ 2.5割）対事業所サービス業

(1. 3割）対個人ザービス業 C1. o割）とその構造を変容させた。ここで特徴的なことほ、この Bゾー

ンで増加した旅館・貸間・下宿業がとりわけ憐間、下宿業として特徴ずけられるということ。すなわち

その平均従業員規模をみると..昭和32年の 3.0人から 1.6人へ減少した。 (Aゾーンでは 8.5人→9.

3人と増加）また対個人サービス業も平均従業員規模3.3人から 2.6人へと減少、 Aゾーンにおけるほ

ど規模の大きいものでほないこと。 (Aゾーンでほ 6.1人から 7.3人へと増加）。替つて Aゾーンでほ

減少ら B ゾーンに急速に増加した対事業所サーピス業ほ• Aゾーンより従業員規模の大きいものであ

ること n (Aゾーン 7.2人、 Bゾーン 8.8人 昭和 38年 ）このほかBゾーンでは自動車修理業が

伸び（従業員規模も Aゾーンより大）、また法務が伸びているという特徴がみられる。つまり、かよう

にみてくると、旧来、住宅地区としての性格ととも口卸売業地区、あるいほ老舗の衣料店地区としての

性格をもつていたBゾーンが、いま急速に金融業、不動産業、公益事業、法務、対事業所サービス業、

あるいほ自動車修理業といつた所謂ビジネス地帯としてそれ自身を再編成しつつあること。同時に｀飲

食料品小売業の大型化にみられるように、この地帯が Civic Centrality を高めつつある

こと。しかしたがらそうした変容ほ同時に下宿業、あるいほ零細な対個人サービス業の増加をともない、
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また都市的生産機関としての建設業機関の増加という現象をともなっていることがあきらかとなる。国、

W、 Burgess のクームでいうならばこの Bゾーンは推移地帯 (Zone in Transition ) 

としての性格をもつているといえよう。かような形で変容しているこのBゾーンの 都 市 的 諸 機

関の分解一発展傾向ほ、 Aゾーンに比して一段と、その振幅が大きいという特徴がみられる。つまり、

昭和 32年から 38年に至る間、この地帯でほ消滅Lた事業体の割合がたかく、しかも零細な事業所．ほ

どかかる頷向が強く、昭和 32年→ 38年と継続発艮した事業体の上昇化ほより顕若にみられる。この

Bゾーンほ器哺的諸機膵がとくに大巾に入れ替つている。

（イlBゾーンにおいてほ、昭和 32年当時存在した事業体のうち、昭和 38年までひきつづき存在した

ものほ 3.9割、そして、昭和 38年現在存在する全事業所のうちの 2.8割がかかる昭和る 2年からの継

続事業所であるにすぎt.cい。 (Aゾーンでほ、 5.5割、 3.9割）

（口）昭和 32年から 38年にかけて、常扉者規模 1~5人という事業体を軸として都市的諸機固が増加

している点itAゾーンと変らないが、一般的lrCAゾーンより常雇者規模の大きい事業体の増加がより

顕若にみられる"Aゾーンでけ差引き増加事業体の 16. 3％が常雇者規模 11人以上の事業体であつた

がBゾーンでほこの割合は 30. 0％になる。

表 5-1 2 抽帯都市的機関の分解一発展パクーン (Bゾーン）

゜
人 1~5人

6 ~ 11 ~ 231 0~ 人 31 ~ 51 ~ 101--- 2 O 1人
1 0人 20人 50人 100人 2.0 D人 以上不明

全機
3 2年 174 12 5 38 1 3 1 0 5 4 1 口

都脚 3 8年 1 90 1 8 6 63 38 1 7 1 D 1 0 

゜
2 1 

市変 5 8~ 1 6 61 25 25 7̀ 5 6 △ 1 2 
的動 3 2年

5 年2続継動変 3 2年 57 48 1 9 7 8 4 1 1 

゜J機 3 8年 53 41 1 8 12 7 6 7 

゜
1 

3紺点 琴品 △ 4 △ 7 △ 1 5 △ 1 2 6 △ 1 1 
年。、

3 2~3 8年

(1)継続機関の

3 2年存在機 32.9% 38.4 50. D 53.8 80. 0 80.0 25.0 1 00. 0 

関中での割合
1 

同 38年存在機 2 7. 9o/o I 22.0 28. 6 31.6 41.2 60.0 70.0 50.0 
固中での割合

， 
I 

り昭和 32年から 38年にかけて継続発展した寧業体についてみると、昭和 32年当時存在した常雇

者殿葵0人あるいほ 1~5人の事業体でほその 3~4割がこれに該当するのみで、 6~1 0人屈でも約

半数、 2 1~3 0人庖、 31~5 0人層に達するとほじめて 8割のものが継続事業体になる。 Aゾーン

に比して零細な事業体の解体冨消滅傾向ほより顕若である。また常雁者規模11~2 0人階という事業

体においても半数のものが消跛している事実に示めされるように、分解基点が高い。そして、さらに、

かかる継続発展事業体の昭和 32年→ 38年にかけての分解基点をみると、それほ常雇者 11~2 0人

層になる。 Aゾーンでほかかる差点ほ 5~6人屈であつたから、かかる継続事業体の上昇傾向ほより顕
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若である。かくてこの Bゾーンでほ昭和38年現在、ここに存在する常Ji者規模 0人、あるいほ 1 0人

以下層の事業体においてほ、その 2~3割のものがかかる継続事業体となり、常雇者規模 11 ~2  0人

陪でも 3.2割のものが、かかる継続畢業体であるにすぎない。かように BゾーンでほAゾーンに比して

その分解基点が高いという特徴がみられる。このことほ、がいして常雁者規模の大きい磁業体を除いて

ほ、この地帯の発展そのものが事業体そのものの大巾t.c.入れ替えをともなつて進行しているということ

を示す。

回とこるで、こうした分解一発展傾向を業種別にみると、公益事業、金融業、不動産業といつた業種

氏昭和32年当時存在した事業所の半数以上のものが、その後昭和 38年にかけて継続発展している

が、製造業、建設業、サービス業ほ、ほ底 4 ~4.5割のものが継続、運輸通信業、卸／投売業でほ 3割前

後のものが、かかる継続事業体であることがわかる。 Bゾーンにおいてほ、とくに卸小売業の入れ替え

が激しい。またかかる昭和 32年以降の継続事業体の昭和 38年に存在する全事業体中での割合をみる

と、建設業でほ 1.8割の事業体がこれに該当、卸小売業、金融業こサービス業でほ 2.5割～ 3.1割のも

のがこれに該当すろ。この事実ほ、全体としてみた場合、この Bゾーンの性格を新たに形成しつつある

諸業種ほ、旧来から存在した事業体の継続発展としての性格よりも、むしろ、新設という形でなされて

いることを物語る（表 5-42参照）。以上のように、都市的諸機関の入れ替え炉檄しいという事実に

も、このBゾーンが現在推移地帯としての性格をもつて、変容しつつあることがうかがえる。

この Bゾーンにおける居住地区としての性格をみると、すでに述べたように；このBゾーンほ、現在

居住人口す大巾に減少させ、した茄つて、居住地区としての性格を急速に失ないつつあるが、昭和 37 

年の調査でほ、この地区の全就業者 4.2 6 8名中 2.1割のものが卸小売業就業者、サ.,..ビス業就業者ほ

1. 9割である。しかしながら、他方...製造業菰業者 2.9割、建設業就業者 1.3割、迎輸通信業就業者

□. 8割を数える（表 5-43参照）。．この事実ほ、この Bゾーンが現況においてほ少なくとも製造業、

建設業労働者の居住地区としての性格を完全に失なっていないことを物語る。われわれの実施した、

4 0オ代、 5 0オ代の世帯主調査l℃おいても、製造業従事世帯の割合がもつとも高い。しかしながら、

この Bゾーンにおける製造業就業者氏 A ゾーンにおける、ように、 「王子就業者」として、特色ずけら

れるものでほない。所属嶺業所別にみた場合、 「王子」所属のものは 2.6割、 4.3割のものほ、従業員

規模 50人以下の畢業所所属のものとなる。この意味でこの Bゾーン居住階居ほ、全体的に Aゾーンと

ほ異なっているとみなければなるまい＾（表 5-4 4参照）。
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3..新興生産。住宅地帯 (01 • 0 2ソ・_ン）の変容構造

(fl 叫ゾーンの変容構造

この地帯は この苫小牧市全体の中の地城的役割分化として出居住地区としての役割と同時に

建設菜運輸通信業の集積しつつある地帯としての特色をふかめていた。昭和32年醐堵のこのC1

ゾーーンは，事菜所構成比に必いては卸小売莱苓よびサービス業が全体のう1をしめていたが，・同従

莱員構成比に土、いてはそれは 3.5割 表5-13 業種別都市的機関構成の変化

替つて事莱所棉成比では 11割をしめ 叫ゾーン

＇ る建設莱従業者が約5割という構成で 32年

あつたo つまり，このC1ゾ.....ンは昭・
事業所数 従業員数

和3-2年段階において，すでにその内

部構成として屯建設業地帯としての

特色をもつていたといえる。そうして，

昭和38年段階に至ると； •この建設業

を中核として，製造業，運翰通信業な

どの諸業種があわせて立地，都市的生

産地帯としての色彩をさらにふかめたo

卸小売業は事業所楠戎比同従業員楷

成比とも波少，サービス業は事業所楷

成比ではウエイトを増大させた力i従

実 敬

計

鉱 業

痙設業

製造業

卸小売業

金融業

不動産業
''•-o t 

運輸通信業

．公益事業

サービス業

133 1.26 6 

1 0閉 100% 

11.3 4 9.1 

1 0.5 1 4.8 

50.3 1 8.1 

0.7 0.4 

1.5 0.2 

1.5 0.9 

24.0 16.5 

38年

事業所数 従業員数

;,; ? I, 3,491 

100% 106° 

0.3 0.2 

1 7.2 3 7.5 

7.4 21.0 I 
3 9.3 1 2J 

0.9 0.1 

4.0 0.5 

3.4 14.3 

2 7. 6 13.6 

業員楷成比では減少させている。かくて昭和38年にはこの町地帯の都庫的事業所の従業員構成

比の 7.3割は建設業；製造業および迎翰通信業従業員となつた。建設業は昭和32年から 38年に

かけて全体として 15事業所から 56事業所と大巾に増加した力iかかる増加事業所を常扉者規模

別にみた場合常扉者1~5人規模の増加率（ 4.1割）がもつとも高いとはいも全体の 2割が常扉

者規模21人以上のものであり，昭和 32年段階では存在しなかつた常屈者規模101~200人

という事業所が昭和 38年段階には出現している。製造莱ではこの間増加した 10事業所のうちの

ほとんどは常瓶者規模1~5人という零細なものであるが，常屈者51~10 DA,_ :1,,,よび101

~ 2 0 0人という事莱体もそれぞれ一事業体ずつ生じている。また連輸通信業に苓いても，ほとん

どは，常加者規模5人以下という事莱所であるが，同時に常雇者 101~200人，ふよび20 0 

人以上という事業体も生じている。このように，この C1ゾーンを都市的生産地帯として特色ずけ

るものは，常厖者規模の零細なものばかりではなく．かなり大型化したぶのも含まれている。とこ

るで叫ゾーンの都市的生産機関のこうした変容に対して，都市的サーピス機関としての卸小売業

苓よびサービス業の変容をみると，卸小売架の楷造にはそう大きな変化はみられない力iサービス

疇造にはかなりの変化がみられる。すでにみたように，この両業種はC1ゾーンの紐的な暉

の中でその構成比を滅少させてきてい，るが．卸小売業においては，飲食料品小売業を中核とした地

城構造は，昭和 38年段階に至って困う：きく崩れていない。た尤昭和38年・段階に苓いて≫飲食

料品小売業につぐ地位をしめていた飲食店の比重汎 とりわけ従業員構成比において大巾に土て），
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表5-14 建設業，製造業，巡輪業にエヽける常雇者規模別事菜体の変化

(C 1ゾーン）

建設業 (E) ... 
0人 1~5人

6~ 11~ 21~ 31~ 51~ 
10人 20人 30人 50人 100人

32年 5 4 5 1 1 

゜
1 

、58年 4 21 ・t 0 1 1 5 2 2 

38-32年 △1 1 7 7 10 4 2 1 

製造莱 (F).

0人 1~5人‘
6~ 11~ 21~ 31~ 51~ 
1 0人 : 20人 30人， 50人 100人

32年 4 3 公 2 1 2 

゜38年 4 1 2 2 1 2 1 1 

38-3碑

゜
， 

゜
△1 ..ヽi ‘ ， 1 △1 1 

連輸業(j)

0人 1~5人 ん～’ 11~ 21~ 31~ 51~ 
1 D人 20人 30人 50人 100人

32年 1 

゜
1 

゜゜゜゜5眸 4 3 2 

゜゜゜゜38-32年 3 ヽ 3 1 

゜゜゜
D 

9. 

101~ 201人
200人 砥

゜゜1 D 

1 

゜
101~ ・ 201人
200人 以上

D 

゜1 

゜1 

゜
101~ 201人
200人 叫

゜゜1 1 

1 1 

，「卸売業」「ほかに分類されないその他の小売業」の比重が高まつている。この意味で，へこのC1

ゾーンの卸小売菜の構造も漸次変容を宗しているということが出来る。「卸売業」の従業員梱成規模

は現朗楷ではそれほど犬淫いものではないが「織物，衣服，身の廻り小売莱」「その他に分類され

ない小売業」には比較的規模の大きいものが生じている。しカ~しその中核をなす「飲食料品j売業|

の一店あたりの平均従業員規模は， 3.5人（昭和38年）で Aゾーンの 5.2人， Bゾーンの 4.5人

と比較すると，かなり小規模でるる。これは，この町ゾーンの「飲食科品小売莱」が現状にあ、い

ては主として地区居住人口を対象としたものであることを物語っている。これに対してサーピス菜

は，零細な「対個人サービス菜」と，従業員規模の大きい屑文育」「医療」がその主流をなすとい

う楷造が，昭和38年段階では， 「教育」がその比重を大巾に滅じ（絶対数では減少していないが）

替つて・，旅館，貸間，下宿業がとりゎけ事莱所構成比において拾頭，同様，従業員規模の零細な対

事莱所サービス業，自動車修理ガレージ莱，その他の修理莱等が進出した。•そして，非営利団体苓

よび宗教は従業員楷成比を増大させた。こうした変化の中で「対個人サービス莱」「医療」は従菜

員疇比において若Fの伸びを示してある。つまり，？従前の「教育」を頂点として両側に「医療」

と「対個人サーピス菜」をともなうというサーピメ架梢造が旅館，貸間，下宿莱，対事業所サ.....ビ

ス莱，非営利団体を加えて，いわば多様化してきた点が大きく認められるのである。かよう、にこの

町ゾーンでは，建設業，運翰通信莱，製造菜の伸長に対応して，．とりゎけ抽城サービス業楷造に

変容が生じてきている。．かような変容をとげている叫ゾーンに土、ける都市的諸機関の昭和32年

→ 3 8年にかけての分解一発展傾向をみると，

,1（イ）昭和32年当時存在した都市的諸機関のうち，昭和 38年にかけて継続、発展した事業所は

4.'6割，前述したBゾーンより，かかる継続事莱所の割合が高いことが第一の特徴としてあげら
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表 5-15 卸小死莱•サービス莱に苓ける内部構成の変化

C 1ゾーン

3 2年 3 8年

犀莱所数 従莱員数 常扉者数 事菜所数 従業員数 常雁者数

G 卸 小 =冗: 莱 67 22 9 1 1 1 128 444 17 8' 

4401 卸
て,士: 莱 7.5% 39% •“: ＂K' 2.7 o/c 9.4% 9.2 % 1 0.7 % 

ヽ

42代理商仲立莱 0.8 0.2 

゜43各稲商品小売莱 1.5 3.9 8.1 1.6 2.5 6.2 

44織物，衣服身の廻り品小売業 6.0 8.3 14.4 3.9 7. 0 11. 8 
， 

45飲食料品小売莱 4 9.3 42.8 23.4 46.9 4 6.8 4 6.1 ＇ 

46臥食店 19.4 25.3 3 2.4 14.1 9. 0 5.1 

47 自転車，荷車小売業 7.0 3.8 4.5 

48家具建具什器小売業 7.5 1 2.2 1 7.1 7. D 6.1 7.3 

49 その他の小売業 9. 0 3.5 1.8 9. 4 1 5.3 8.4 

L サー ピス業 32 209 176 90 476 364 

80 旅館貸間下宿業 21.1 7. 1 4.~ 

81 対個人サービス業 34.4 16.7 9. 7 28.9 18.7 9.1 

83対事菜所サーピス業 2.2 2.3 1. 9 

84 自動車修理業ガレージ莱 3.1 8.1 9. 1 5.6 3.8 3.8 

85その他の修理莱 3.1 0.5 

゜
5.6 3.8 2.5 

｀ 
86映画業 - L 

87娯楽莱

｀ 

‘• 
88 医療保健業 9.4 14.8 1 6.5 6.7 1 6.0 1 9.0 

89法 務 3.1 0.5 D 1.1 0.2 

゜90 教 育 12.5 48.3 5 7.4 4.4 26.7 34.9 

91 宗 教 1 2.5 2.9 1. 1 7.8 4.2 4.1. 

92他に分類ざ切：い専門サーピス 15.6 7.2 5.1 7.8 6.9 7.7 

93非営利団体 3.1 0.5 0.6 5.6 9.0 - 11.3 

94その他のサービス業 3.1 0.5‘ 0.6 3.3 1.3 1.6 

表5-1 6 地帯都市的機関の分解一発展パターン (C1ゾーン）

0人 1~5人
6~ 11~ 21~ 31~ 51,:.,,・ 101~ •201人 盃・10人 20人 30人 50人 100人 江0人 以上

全都市的 32年 63 41 14 5 5 4 1 

゜゜
2 

疇の変動 38年 128 135 25 ・ 1 2 1 f 5 4 5 1 2 

38年 32年 65 94 11 7 R 1 _,; 5 1 
• 

32年 3眸
32年 26 1 7 ， 2 2 4 1 D 

゜継続機関 38年 1 9 23 8 2 5 4' 2 . 0 

゜38年 32年 △ 7 6 △ 1 

゜
1 (!) 1 

゜゜32年 38年継続機関の
32年存庄機関中での割 41.2% 41.5 64.3 4 0.0 6 6.7 1 00.0 1 00.0・ 
合 . -

同3秒E存在機関中での 14.8% 1 7. o 3 2.0 16.7 2 7.3 8 0.0 5 □.□ 
割合

-21 o-・ 



れる。しかしながらかかる継続事業体の割合は， Aゾーンよりは低くしかも昭和38年玩在，こ

(l)臼ゾーンに存在する全都市的諸機関のうち，かかる継続事莱所のしめる割合をみると，それ

は 1.9割をしめているにすぎずAゾーン (3.9割） Bゾーン (2.8割）に比して，この町ゾー

ンは新興地帯としての性格をより顕考にもつているということが出来る。

（口） とこるで，この町ゾーンにおける都市的諸機関の発展は常厖者規模別にみた場合、 1~5人

層を主軸として展開されてる点，ムゾーン、， Bゾーンと大きくは異ならないが， しかし， Aゾー

ン，． Bゾーンでは； 1~5人層を主軸とし｀たがらも，常雁者規模 11人以上層へのいわば上昇化

傾向が顕蹄にみられたのに対して，この町ゾーンでは，常瓶者規模 1~5人層への集中という-9

現象がその若しい特徴となつている。この点ムゾーン， Bゾーンとあきらかに呉なる発展傾向を

もつているといわなければならない。ちなみに，昭和32年から 58年にかけて全体として増加

した事業所につい＇てみると .,Aゾーンはその 1.6割が常崩者規模6人以上の事業体， Bゾ:...ンで

は，それは5割をしめしたが，この C1ゾーンでは 1.2割を示す。またC1ゾーンにおける常雇

者規模6人以上の事業体の構成比は，昭和32年度 2.1割であつたものが，昭和 38年には 1.9

割と減少を示している。

（ハ） 昭和 32年から 38年にかけて継続一発展した事業体についてみても， A, B-両ゾ→ンに女け

る如く，晃常雇者規模が大きい事業体ほど，継続一発展率が高いという傾向は顕著にあらゎれない。

しかし常扉者規模 0人， 1~5人層および 11 ~ 2 0 人階では 4割， •6~ 1 0人， 2 1~30人

層では 6.5割，常扉者規模 31人以上の五事業体は 10割と，・全体的には常雇者規模の大きい事

業体ほど継続一発展率は高いという傾向は算―いている。しかし，この継続一発展事業体の昭和32

年から 38年へかけての発朕傾向をみると，上昇化傾向はとくに顕若にはみられず 1~5人層へ

の集中がみられる。かくて，~昭和 3 8年段階に芸いて，常雇者規模 0人l 1 ~5人， 1 1~20 

人層ではその 1.5割前後が，また 6~1 0人， 21~3 0人層では約5割が31~10 0人階では

6. 7割が 32年からの継続事業所となり， 1 0 0人上階では，それは零という結果が示される。

つまり，昭和38年現在，この C1ゾーンに存在する常雇者規模10 1人以上の 4事莱所はいず

れも昭和 32年以降の新設事業所であつて，所賄継続事莱所ではない。

（二）業種別には昭和32年段階での継続事業所割合は，運翰通信業(10. 0割），サービス業（

6. 6割），製造業（ 5.7割）に高く，卸小売莱 (3.3割）にとくに低いという結果が示され，昭

•和 38 年刷階では，不動産業 (9. 2割））建設業(8.7叫ふ卸小売業(8.3割），連輸遥信莱

・ (8.2割）などに新顔の割合が高い。（表5-42参照）しかしながら，継続畢業所割合のもっ

とも高い製造業に苓いても，昭和 38年に存在する全拳莱所中の 6.7割が新顔によつて占められ

る。ムゾ午ン，r Bゾーンに比して，この C1ゾーンは各莱稲とも，昭和38年段階に定いて，新

顔の割合がもっとも高い。（ただし不動産莱を除く。）かように，このC1ゾーンではBゾーン

より昭和32年→38年にかけての消滅事業所の割合は少ないとはいえ，その後の新設事業所の

上づみが多く，この地城産業の色替えが激しい。かかる傾向が，建設莱，、製造莱，運輸通信業の

みならず，地区住民に対する諸商品販売機能をもつ卸小売莱に苓いてもつとも高いということは

.,., C 1．ゾーンのかような地城構造の変動，そしてまた，地区住民の増加という現象それ自体が，．卸

小売菜自体のもつとも激しい再編をともなって進行していることを物語る。
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この C1ゾーンの居住人口はすでにみたよう匠昭和 32年→ 38年にかけて， きわめて増加し

ているが，昭和37年現在の就莱人口を業種別にみると，建設業，製造業就業者地区としての性

格をもつていることがわかる。とりわけ， Aゾーン Bソーンに比して，難設業就業者の割合は

高い（表 5-43)。昭和40年段階でゎ苔われゐ実施した， 40オ代～50オ代を対象とした

世帯調査に苓いても，製造莱，建設莱世帯居住地区としての性格がみられる。このC1ゾーン居

住者の，所属事莱所規模をみると， 「王子」所属世帯は 2.3割， Bゾーンより楷成比はあヽ ち， 4.1

割のものは従業員規模50人以下の事業所所属者になるが，この叫ゾーンでは従業員規模 51 

人以上という畢莱所所属者の割合がA, Bふ、よびC2' D ゾーンなど他地帯に比して高いとい

う特徴がみられる（表5-44)。

2） 吟ゾーンの変容構造

臼ゾーンと逆方向に，つまり， Aゾーンからみて東部に拡がるC2ゾーンは苫小牧市都市計画

によると，将来の都心部移行地帯である。この C2ゾーンはすでにみたように，居住地帯としてそ

の人口を急速に増加しつつあつた。また苫小牧市全体の都市的諸機関の役割分担としては，製造業

建設業の集稜，さらに町ゾーンと異なって，不動産業，・卸小売業，ザービス業が集積されつゞあ

る地帯として，＇それ自身を形成しつつあった。

1 この C2ゾーンは，昭和 32年段階においては，事業所数13 0,同従業員数1,2 4 6名と，

都市的機関欧疇業員数はC1 ゾーンとほぼ同程度であつたが，昭~D3 8年度麟に至ると，

事業所数55 o,同従業員数4,6 4 0名と釘ゾーンより，その都市的機関数を増大させている。

昭和32年段階では従業員規模でみて，その 6.2割までが製造業従業者によつてしめられ，いわ

ば製造業中心地帯としての特色を有していた・o

ところで，昭和38年度に至ると，都

市的生産機関としては，製造業のほか

に，建設業，運輸通信業が拍頭，昭和

3 2年段階のいわば製造業を中心とし

た単純な生産機関構造を多様化した。

それにともない製造業は実数では16 

事業所(76 9名）→26事業所

(1, 2 3 9名）と増大しているが，都

市的機関の中での構成比を従業員描成

比で 2.7割と低めたo 替つて，同従業

員構成比で建設業は 1割から 2.6割，

運輸通信業は 0.1割から 0.7割へとそ

の比重を高めた。この C2ゾーンの特

徴は，こうした都市的生産機関の増大

表5-17 業種別都市的機関構成の変化

C2ゾーン

5 2年 3 8年

事業所数 従業員数 事業所数 従業員数

実 数 1 30 1,246 550 4,640 

計 10 0% 1 OD% 100% 100% 

鉱 ・.業 0.4 0.1 

建設業 13.8 1 0.0 、 8.5 25.7 

製造業 1 2.4 6 1. 7. ｀ 4.7 26.7 

卸小売業 4 6.9 13.9 4 4.7 1 9.0 

金融業 0.7 1.8 0.9 0.2 

不動産業 1 1.6 2.2 

遮輸通信業 6.2 1.2 3.3 7.0 

公益事業 0.7 0.3 0.4 0.2 
サ....ビス業 19.2 1 1.2 25.5 18.9 

と同時に卸小売業，サ-ビス業がその比重を高めている点にある。昭和32年段階で卸小売業，
'ヽ

サ-ビス業は全都市的機関の従業員楷成比でみて， 2.5割企叙）るにすぎなかつたが昭和3-8年

段階に達すると， 3.8割とその構成比を増大苔せている。かようにこの C2ゾーンの特徴は，：都

-212-
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L 

市的生産機関のみではなしに，卸小売，サービスなど各種都市的結廊機関も同時に増大さもる形

で地城発辰がなされている点に求められなければならない。ちなみに，この C2ゾーンに苓ける

常雇者規模51名以上の事業所をみると，昭和 32年醐階ではわずかに製造莱蜘関でi事羨所を

数えるにすぎなかつたが，昭和 38年度段階に達すると，建設莱で 4,製造莱で 3, 運輸通信菜

で2事業所の低か，卸小売業で 1'サービス莱で 2事菜所，計12事業所を数えるに至っている。

2. さて，それでは，卸小売業，サービス莱構造は具体的にどう変容したかo

（イ） この豆ゾーンの卸小売業は，昭和 32年段階に苓いては， 「紙食料品小売莱」を中心とし

て，それに「家具，建具，什器小売莱」「織物，衣服，身の廻り品小売莱」また， 「その他の

小売業」などがともなうという形で梢成されていた。．とりわけ「臥食料品小売菜」の比璽は高

も事業所楷成比で 6.1割，同従業員楷成比で 5.6割をしめていた。とこるで昭和 32年から

表 5-18 卸小売業・サービス業における内部楷成の変化

C 2ゾーン

3 2・ 年 3 8 年

事業所数 従業員数 常雇者数 事業所数 従業員数， 常屈者数

卸 小 = 冗 業 61 173 27 246 8 81 476 

翡卸
=グご 業 1.6% 1.7% 7.4 % 4.1% 5.4% 6.1 % 

42 代理商仲立業

43 各種商品小売業 0.4 0.7 1.3 

44 織物衣服身の廻り品小売業 9.8 5.8 

゜
8.1 8.1 82 

45 飲食料品小売業 60.7 55.5 66.7 47.2 31.6 1 3.7 

46 飲食店 3.3 2.3 

゜
11.4 7. 9 4.8 

47 自転車，荷車小売業 4.9 2.3 3.7 5、7 1 3.1 21.0 

48 家具建具什器小売業 11.5 8.1 7:4 7.7 1 0.1 -13.9 

49 その他の,J--?c莱 8.2 24.3 14.8 1 5.4 23.2 31.1 

サー ピス業 25 139 92 140 875 677 

80疇貸間下宿業 2 7. 9 7.2 2.1 

81 対個人サーピス業 5 6.0 32.4 20.7 35.0 1 7. 5 11.2 

83 対事業所サーピス莱 ' 2.1 1 7.8 1 8.5 

84 自動車修理業ガレージ業 1.4 5.8 7.1 

85 その他の修理菜 8.0 1 5.1 1 9.6 1.4 1.5 1.5 

86映画業

87娯楽莱 3.6 5.7 6.8 

88 医療保健菜 16.0 41.7 55.4 1 2.1 14.7 16.2 

89法 務

90教 育 7. 1 24.6 3 1.3 

91 宗 教 12.0 3.6 

゜
2.9 0.7 0.6 

92 他に分類されない専門サ-~ ・ 4.0 0.7 

゜
5.0 3.1 2.8 

93 非営利団体 0.7 0.2 0.3 

94 その他のサーピス莱 4.1 6.5 4.3 0.7 1.4 1.6 

-213-



昭和38年にかけて，事莱所数で 4倍，同従業員数で 5倍とこのC2ゾ..,.ンの卸小売業が全体

として発展する中で，この「欽食料品小売業」はその比軍を相対的に低め，卸売業，飲食店，

、その他小売菜，自転車荷車小売業などの菜種が拍頭したo かくて昭和 38年段階に去、いて「飲

食料品小売業」は事莱所構成比4.7割，同従莱員棉成比 3.2割となる。そして，従業員楷成比

でその他の小売業2.3割， 自転車荷車i」ヽ売業1.3割，家具建具什器小売業1.0割，衣服 0.8割

卸売業0.8割という楷成を示す。つまり，このC2ゾーンの卸小売業構造は全体として多様化

しつつ発展していることが特徴的となるが，この発股は同時に， これらの卸小売莱が家族労働

力に依存する形態から，多少とも扉用労働力を擁する形態へと発展したことを物語る。そもそ

もこの C2ゾ．ーンでは昭和 32年段階にふ、いて，ー事業所当り平均常扉者数わずか 0.4人と，

そのほとんどが家族内労働力に依存する形態をとつていたが，昭和38年段階に至ると 1.9人

とそれは増大する。常瓶者は昭和 32年から昭和38年にかけて 17. 6倍に増加した。とりわ

け，・ 「織物，衣服，身の廻り品小売菜」 「飲食店」は昭和32年段階では，常雇者をもつ経営

は―店も存在しなかつたが，昭和 38年段階に達すると，前者平均2.0人，後者0.8人と，と

にかく常扉者を擁する事業所が発生している。ところで， こうした営雁者を有した従業員数規

模の増大という現象は，昭和32年→38年にかけて， この地帯で発展の目ざましかつた業種

にとくに顕著にみられ，それがこの地帯の特色を形づくつている如くである。臼ゾーンと比

較して「自転車，荷車小売業」（ 8.2人）「卸売業」（ 4.8人）「家具，建具，什器9.1•9売業」

(4. 7人）といずれも町ゾーンより平均従業員数規模は大きく，逆に， 「飲食料品小売業」

(2.4人）は叫ゾそンよりその平均従業員数は少ない。また「織物衣服身R廻り品小売業」

(3. 6人）も，町ゾーンより規模が小さいという特徴がみられる。このようにみてくると，

この四ゾーンの卸小売業の発展楷造は地帯住民の直接的な消費サ-ピス機関の質的増大とい

いうよりも，多分に，所賄ビジネスに結びついた形での，また所謂耐久消費物資サービス機関

の増大という形での発展方向を有しているということがその特徴となる。

（口） とこるで， このC2ゾーンのサービス業構造は，昭和32年段階においては，従業員規模

3.2人程度の「対個人サーピス業」と「医療保健業」がその中核で「その他修理業」「宗教」

「他に分類されない専門サービス業」「その他のサーシ漂」がこれに加わるといつた形であつた。

この構造は 38年段階に至ると，零細な貸間・下宿業それに教育，対事業所サーピス業，自動

車修理ガレージ粟、娯楽業などが出現，その構造をきゎめて多様化している点が認められる。

そして，事業所楷成比でみて，対個人 3.5割，貸間，下宿2.8割，←医療 1.2割，教育 0.7割，

従業負楷成比で教育 2.5割，対事業所1.8割，対個人 1.8割，医療保健業 1.5割とその構造を

あきらかに変化させた。とくに対事業所サーピス業ではC1ゾーンと比べて平均従業員数52

人，自動車修理，ガレージ業では 25.5人とその規模の大きいことが特徴的である。叫ゾー

ンの対事業所サービス菜は平均従業員数5.5人， 自動車修理業は平均3.6人であつたからこの

C2ゾーンは御小売業，サ....ビス業とも所諧ピジネスに結びついた形でその楷造を変容させて

いつているといえる。また医捩保健莱も臼ゾーンに比して事業所17 (C 1ゾーンでは6)

と遥かに多い。
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3. とこるでこうした豆ゾーンR都市的諸機関は昭和 32年から 38年に至る間大巾に入れ替つ

ているという特徴がみられる。

（イ）昭和32年当時存在した 13 D事業所のうち，ひきつづき， 38年にかけて存四紺洗したも

のは 3.9割にあたる 50事粟所のみである。この点さきにみたBゾーンと同率である。つまり

昭和32年当時存在した全事業所のうち，約 6割のものはその後38年までに解体・消滅して

いるが，替つて，新規R事莱所が相次いで設立，昭和38年現圧，この C2ゾーンに存在する

5 5 0事業所のうち 9.1割までが，昭和 32年以降に新設された事業所である。こ9.)意味にエ‘

いて，地城変動は， Bゾーンよりも，そしてまた，居住人口がC2ゾーンと同様増加していた

町ゾーンよりも，あきらかに激しいといわなければならない。けれどもこれは推移地帯とし

てのそれではなく，所睛新興地帯としての変動の激しさとして受けとるぺきものであろう。

（口）常雇者規模別にこの間の事情をみると，昭和 32年から 38年にかけてこの C2ゾーンでは

常瓶者規模 0人層がもつとも増加しているという特徴がみられる。ついで常扉者 1~5人陪の

増加が多い。この間増加した41 8事業所のうちの， 4. 5割` 念でカ;, D人層， 3.4割までが，

1~5人唇である。叫ゾーンではその増加の山は 1~5人層にみられたからこのC2ゾーン

の都市的諸機関の発展は家族自営業種層の増加をもつて特徴ずけられるといわなければならな

い。つまり叫ゾーンょ・りもより零細な都市的諸機関の多数発生をもつて特徴ずけられる。

表 5-19 地帯都＊市的機関の分解一発股バクーン (C2ゾーン）

0人 1~5人 6~ 11~ 21~ 31~ 51~ 101- 201人 不明
1 0人 20人 30人 50人 100人 200人 以上

全都市的
32年 71 44 6 6 1 ̀  1 

゜゜
1 

3眸 259 188 43 29 6 11 6 4 ・2 
機関R変動

38-32年 188 144 37 23 5 10 6 4 1 

32年 23 1 9 5 5 

゜
1 

゜゜
1 

32年 3眸 3&  21 14 3 6 2 1 1 

゜
1 

継続機関 38.....32年 △ 2 △ 5 

゜
3 2 

゜
1 

゜
D 
I• 

の323年2年3存膵在製機関機中関で 3・2.4％- 43.2 50.0 5 o.o 

゜
100.0 

゜
0 、10 0.0 

の割合

同38年存在機関中
．． 

での割合 8.1% 7.4 7. o 20.7 33.3 9.1 1 6.7 

゜
50.0 

（ハ） とこるで昭和 32年から 38年にかけて引続き継続発展した事業所についてみると，そもそ

も昭和32年段階において，従業員規模の大きい事業所tまど存続率が高いという傾向は，この

豆ゾーンにおいても貫かれるが，かかる継続事莱体の，昭和32年から 38年にかけての発

展は，常雇者規膜5人以下悟R減少，常瓶者規模 11人以土悟の増加という傾向を示す。 C1

ゾーンでは，かかる継続事業体の発辰傾向は 1~5人暦への集中という形であらゎれていたか

．ら，この点に苓いても四ゾーンは町ゾーンと異なつたパクーンをもつて発朕していゐとい

わなければならない。一まり継続発展した事業所は一般的に大型化している。また，常雁者規

細 IJにみても，とりわけ常屈者 10人以下管にふ、いて，新設事業所の割合が高いという特徴が

みられる。けれども継続事業体の大型化といつても，それはいわば頭打ちの大型化であること・
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に注意しなければならない。昭和58年現在常雇者規模10 ~人以上の 6 事業所のうちの 5事

業所までは，昭和 32年以降の所謂新設事業体であるし，さらに常雇者規模31人以上の事業

体 23をとつてみてもそのうちの 20までは所賄新設事業所である。かょうにこの C2ゾーン

においては，その地帯のもつとも大型化した事業体，および零細事業体が所謂新設事業体によ

つてその大宗をしめられるという傾向を示し，既設の継続事業所R大型化といつても，それに

は限度のあることがあきらかとなる。しかも町ゾーンと比較すると C̀1ゾーンでは少なくと

も常瓶者規模 10 1人以上惜にあ、いてかかる傾向がみられたのに対し，ここでは 31人以上層

の時点からすでにかかる傾向が顕著にみられるのである。つまり既設事業所の上昇化頭打ちの

ラインがそれだけ低いという傾向を顕帯に示している。

（＝）菜種別にみると（表5-42参照）建設菜，製造業，卸小売業は，昭和 32年段階で存在し

た全事業所のうちのほぼ4割近くが，またサービス業では4.4割のものが，その後引続き 38 

年に向て臨涜発展じているが，運輸通信業ではかかる継続率は 1.3割を示す。昭和 32年段

階で存在した 7事菜所のうち 1事業所が昭和38年まで継続しているにすぎない。か・くて，昭

和 38年段階に苓いて，金融，、不動産業，鉱業はそ巧ぺてが、また連輸通信業，サービス業，

卸小売業は 9割以上が昭和32年以降に設立された所謂新顔となる。建設業では新顔の割合は

8.5割，誌痘業では 7.7割である。かょうに，この c2ゾ・ーンでは．，その地域変動はきゎめて

激しいが，そうしてそれはいわば全産業に渡つているといつてよいが，こうした中で，昭和 32

年から 38年にかけて継続発展した事業体の上昇化はいわば頭打ちであつて常雇者規模31人

以上層の大部分は所謂新設事業所であるという点は十分注目してよ•い。

(4) すでに芥たように， この豆ゾーンは所請居住地帯として，その地区住民数を急速に増加させ

ているが， C1ゾーンと比較して，連輸通信業就業者の比重が高く，建設業就業者の比重が低い

という特徴がみられる（昭和37年段階）。けれども，全体としては製造業（ 2.4割）建設業

(2. 1割）就業者の割合が高く，これに運輪通信業就業者を加えると，全体の 6割までが，かか

る莱稲就業者によつて構成されているという特質をもつている。この点叫ゾ-ンとほゞ同様([_

性格を有しているといわなければならない。そしてわれゎれの 4□~ 5 0オ台の世帯主を対象と

した調査では，他ゾーンに比して，卸小売業従事世帯主の比率が高いという結果がみられる。し

かしながらこれを所属事業所規模別にみると，この C2ゾーン居住者は，従業員規模5D人以下

の事業所所属者が，全体の 6割を占めるという点がその大きな特徴となる。 「王子」所属者は□.9 

割と，臼ゾーンの 2.3割を造かに下廻る。つまりこの C2ゾーンは，かかる従業員規模別事業

所分類からみると，従業員規模5D人以下層という零細事業所所属老居住地帯として特徴ずけら

れるのである（表5-4 3, 4 4参照）。

そうして，これまでみてきたA~C1までの各ゾーンでは，いずれもその地域内製造業従事者

のうちでは「王子」従事者の比率が，他製造業従事者を上廻つていたが，この °22-→ンでは，
後にみるD2ゾーンと共に王子以外の従事者比率の方が， 2.6倍とあきらかに多くなつている。
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4. 新興住宅地帯 (])"])2ゾーン）の形成過程

(1.）叫ゾーンの形成過程

1. この地帯は昭和52年段階においては所謂居住地帯として特色ずけられた。当時都市的機関

数22，同従業員数 17 6名を数えたが， うち，都市的生産機関は製造業に属する事業所 1( 

従業員数40名）を数えるのみで，他はいずれも卸小売粟ぷよびサーピス業に属するものであ

つた。

その競昭和58年段階にかけて，この叫ゾーンの事業所は 5.7倍 (12 6)同従業員数は

4. 4倍 (78 1)と発展したが，こうした中で，あらたにかつてこの地帯には存在しなかつた建

設粟運輸通信栗不動産業，金融業などの業種が拍頭したo

しかし，依然事業所の 7.9凱

同従業員数D6. 0割は卸小売業

およびサービス業によつてしめら

れている。けれども，製造業建

設栗巡輸通信業など都市的生産

機関従業者率は昭和32年の 2.3

割から 58年には3.8割へと増大

した。この意味にふいて， このiD1 

ゾーンも漸次都市的生産地帯とし

ての色彩をもちつつあるとい灸る。

2. （イ） とこるで， とうした発展の

中で卸小売莱自依ようやく

地帯卸小売業としての体裁を

ととのえはじめてきたことが

この町ゾーンの大きな特徴

となる。

表 5-20 業種別都市的機関構成の変化

叫ゾー ン

5. `  2年 3 8 年

事業所数 I従業員数 事業所数従業員数

実 数 2 2 I 17 6 126 7 8 1 

計 1 0 0飴 1 0 0飴 100形 1 0 0形

鉱 業

建設業 8.2 2 6.2 

製造・業 4.5 22.7 7. 1 11.3 

卸小売業 4 5.5 2 1. 6 5 0.8 2 5.9 

金融業 0.8 0.4 

不動産業 4.0 1. 5 

速輸通信業 1.6 0.8 

公益事 業

サ,-ビス業 5 0.0 55.7 
｀ 

2 7.8 3 3.9 

すなわち，昭和32 年段階ではこの叫ゾーンでは卸小売業といつても，自転車•荷車

繹業の一店を除いて，苅他はいずれも， 「飲食料品小売業」として特色ずけられるものであ

つた。平均従業員数規模比 4.1人であるから， 「飲食料品小売業」としてはかなり規模の

大きいものも含まれていたことがうかがわれるが．いずれにしてもそれは居住者のある特定

の生活欲求に応える機能しか果すものでなかつたことはたしかである。この町ゾーンの居

住者は，その生活欲求のすべてを構たすためには，必然的に他地帯に依存せざるを得なかつ

たわけである。

昭和38年段階に達すると，この「欽食料品小売業」「自転車荷車心売菜、」の他に， 「

欽鉛苫」庫嘩衣服身の廻り店」「家具建具什器ふ売業」「卸売菜」｝「その他の小売夕業」

などが，事業所数こそ少ないが一応出揃つ年と＜・に卸売業は従業員数31名自転渾荷車

小売業は 12 5名と，他の業種匝比して，そ変蔑誤廷大祠化しそいる。けれども依然このD1
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表5...2 1 卸小売栗サ・-ピス業に苓ける内部構成の変化

叫ゾーン

3 2 年 3 8 年
•• 

事業所数 従業員数 常雇者数 事莱所数 従莱員数 常雇者数

! •, G 卸 小 売 栗 1 D ・ 38 1 8 64 20 2 11 3 

・・ 判 卸 = ク 莱 -%  -% -% 1.6% 1 5.3 ~ 26.5 % 

42 代理商仲立莱

43 各種商品小売業

44 織物衣服身の廻り品小売業 1.6 1. o 0.9 

45 飲食料品小売業 90.0 9 7.4・ 100.0 71.9 58.9 4 6.9 
I 

4る 飲 食 店 12.5 6.4 2.7 

47 自転専荷車小売業 1 0.0 2.6 

゜
3.1 1 2A 20.4 

48 家具建具什器小売莱 1.6 1.0 

゜49 その他の小売業 7. 8 5.0 2.7 

L サー ビス業 1 1 98 81 35 265 227 

80 旅館，貸問下宿業 -% -~ ー％ —% →/c -%  

81 対個人サーピス業 45.5 20.4 1 9.8 51.4 24.9 1 9.4 

83 対事業所サービス業 9.1 1.0 1.2 . -
84 自動車修理業ガレージ業 8.6 4.5 4.0 

85 その他の修理業 5.7 0.8 

&5 映 画 業

87 娯 楽 業

88` 医療保健業 1 1.4 9.4 6.2 

89 

90 

91 

匁

93 

94 

法 務

教 育 27.3 75.5 7 7. 8 1 7. 1 5 7. o 6 6.5 

宗 教 9.1 2.0 

゜他に分類されない専門サー巳ス

非営利団体 2.9 3.0 3.5 

その他のサービス業 9.1 1.0 1. 2雫 、 2.9 0.4 0.4 

ゾーンの事業所の 7.2割，同従業員の 5.9割は「飲食料品小売莱」にょつてしめられている。

．そして，その乎均従莱員数は昭和52年(l)4.1人から 2.6人とかえつて減少したo つまり，

この間かなり零細な飲食料品小売業がこの町ゾーンに益出したo

（口）一方，サービス莱は昭和3.2年段階では，教育と対個人サーピス莱がその屯亥であった。

そうして，こうした構造が昭和 38年段階に至つても大きく変つていないとこるにこのD1

“-ゾーンの特徴がある。依然として會居住者を対象としたサーピス莱にその主力がある。この

叫ゾーンのサーピス業構造は，昭和58 年段階においても，依然として，下宿貸間~対

事業所サービス粟映画娯楽粟法読宗欧その他専門サーピス菜を欠陥した構造をもっ
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ている。けれども，この間，医療保健業（乎均従業員数6.3人）が4事業所ほど出現また

疇の零細な「自動車鰤麟，ガレージ莱」 「その他修理栗」「非営利団体」などが設立さ

れたo

つまり，かょうに， この町ゾーンは卸小売業に苓いては昭和38年段階において， ょ

うやく各租栗稲が一応出揃い， ワンセツト揃つた意味での地区住民の生活諸要求に応える形

をととのえつつあるが：サーピス菜に苓いては，その構造自危対個人サービス，教育，医

療保健など地区住民の狭い意味での生活語欲求に応える形しかととのえていない。

しかしこの事は言葉をかえれは この叫ゾーン娯所謂住宅地帯として，つまりそれ自身

Civic centralityを持つ他地帯への依存をと念して，はじめて，ワンセット揃つた

意味での体系が完成されるという意味での住宅地帯として構成されつつあることを物語るも

のでもある。ま元この地帯には他地区のように貸間，下宿業は発生していない。

3.（イ）さて，このD1ゾーンは昭和32年から 38年にかけて，事業所数で6.4侮同従業員

数で5.3倍と，地帯全体とし--e.その都市度を高めてきているわけだが，かかる発展過程を

都市的事業所の分解—発展過程として捉えると，この町ゾーンは，なによりも，昭和 3

2年から 38年にかけて解体，消滅した事業所の割合がきゎめて．少ない地帯として特色ずけ．

られる。すなわち，昭和 32年当時存在した全事業所22のうちの 1.6.：棄業所，つまり，

7. 3割のものが，．その後 38年に1J辺けて継続発展している。 2.7割のものがこの間消滅した

にすぎない。さきにみた町ゾーンでは，かかる継続店割合は4.6割， C2ゾーンでは 3.9 

割であつたから，たしかに，このD1ゾーンでは，継続店割合が高いといわなければならな

V。

けれどもこの町ゾーンでは，そのご38年にかけての新規設立事業所が多いので，昭和

3 8年段階における 32年からの継続事業所割合は 1.5割を示すにすぎない。このD1ゾ

ーンの 8.7割までは，所謂新顔である。

（口） この町ゾーンの昭和32年から 38年にかけての，常雇者規模別事莱所の全体としての

発展傾向をみると，常雇者0人層の増加がとくに大きく，この間増加した 1D 4事粟コ”ち

の 5D事業所まではかかる常扉者0人層である。

しかしまた，常雇者11人以上層の増加もみられ，全体として，常雁者0人層の増力しお

よび常雇者1~ 1 D人層の減少，常雇者11人以上層の薇増という傾向が看取出来る。

かくて，昭和38年段階において，全体の4.6割は常雇者0人層， 3.9割は1~ 1 D人層

1. 5割が11人以上層という構成を示す。

（ハ） ところで，昭和32年から 38年にかけて継続発展した 16事業那Cついてみると，全体

として，昭和 ~2 年段階に土いて，常雇者規模が大きい事業所ほど継続率が高いという一般

的な傾向はここでも看取出来る。

しかしながら，かかる継続事栗所の上昇化傾向は， とくに顕著にみられない。全体的に停

滞する中で，むしる，両極分解の傾向が看取出来る。 ，9 

昭和38年現在存在する常雇者規模31人以上の 2事業所はいずれも昭和32年よりの

継続事業所である。けれども常雇者11~3 D人規模の 17事業所はすべて新規創設事業所
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である。かょうにこの町ゾーンでは， 3 2年からの継続事莱所はひとつの例外を除い

てはその競この地域が発展する中で，上昇化という傾向を示さず，停滞していることが特

徴的となる。

表5-22 地帯都市的機関の分解....発展パクーン (D1ゾーン）

0人 1~ 6~ 11~ 21~ 31~ 51~ 101~ 201塵
5人 1 0人 20人 30人 50人 100人 200人

畠機
32年 8 8 3 2 

゜
1 

゜市 関 38年 58 38 11 1 2 5 1 1 

的 の 38年 5庶 50 30 8 1 D 5 

゜
1 

畠 ．． 

32 継変 32年 5 6 3 1 

゜
1 

゜38年l機続関動 38年 6 5 3 D 

゜
1 1 

38年 3答 1 △ 1 

゜
△ 1 

゜゜
1 

の

での52の3年割2合年5存眸在継機続関機中関 62.5% 75.0 100.D 50.0 D 100.0 

゜
同38年存在機関中

10.3% 
での割合

13.2 ` 2 7.3 

゜゜
100.0 100.0 

（二） ところで，かかる継続事業体の大部分は，卸小売業， しかも「欽食料品小売業」に属する

ものであるが，，このことはとくに，かかお業種に属する継続店が，．その説この地帯の発

展の中で，いわばとり残された形で停滞していることを意味する。

4. とこるで，己の町ゾーンはすでにみたように， 01,C2ゾーンとともに，昭和52年→

3 8年にかけて，所謂居住地帯として，その地区人口を急速に拡大しつつある地域であつた。

昭和37年段階でのこの地帯の全就業人口をみると， この地城はとくに製造莱従事者のしめ

る比重が高<,.それは全就業者の 5割に達する。そして，この製造業従事者と建設粟および

運輸通信業就業者を加えると， 6.6割のものがこれに属するqつまり， この D1•• ゾーンは C1

念よびC2ゾーンと同楓、所訓労働者地区として開発されつつあるということが出来るかしか脅

も， この町ゾーンは若年単身労働者地区としてよりも'...i...家を構えた所謂世帯掠ち労働者地．

区としての性格をかなり顕著にもつている。これは前述したサーピス菜構造分析の巌下宿栗

がこのゾーンでは昭和38年段階に土wいて，いまだ発生していなかつたことからもうかがい知

ることが出来る。そうして，世帯主調査にふ、いては（昭和40年度）そのうちの 7.8割がかか

る製造粟建設栗および運輸通信莱就業者となる。他・地城と比較すると；建設莱就業者の割

合がとくに高い（ 2.4割）。

とこるで， この町ゾーンのもうひとつの特徴は， このD1ゾーンに含まれる・山手町に王子

社宅があり， したがつて，同じく新興地城としての， 叫ゾーン，あるいはC2ゾーンよりも

王子従業員の比率が高いという点にある。この町ゾーンの製造業従事者をとり出すと， 2.5 
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: 1(1.)割合でそれは王子従業員になる。けれども，一方において， このD1ゾーンはとくに道

央炭鉱諸都市から，近毎退臓金をもつて， この苫小牧市に流入した旧炭鉱労働者（彼らの就

業先その他の分析は第二分他労働力移動分析をみょ。）の定着地帯としての色彩をもつてい

る。表5-23はこれをみたものだが， この苫小牧市流入世帯55 3(1.)うちの，お苓よそ 4割

表5-23 苫小牧市城在住の炭鉱離職者の居住形態別居住地帯
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ゾ
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注） 本表は第 2分冊所収第 1-5 0表 (P1 0 5)とその総数において食い違いがあるが、第 2分冊

所収第 1-50表では、苦小牧市以外の苦小牧公共戯莱安定所管轄地域（たとえば日老、穂別、追

分など） tと住居しているものも 1/その他IIで一括してあるので当然、本表より、その総数が多く t.r.

つている。本表では力心る苦小牧市域以外居住者は除いてある。

のものは， この町ゾーンに定着している。ついで前述， 四ゾーンヘの定着率が高い。そう

して， これらの層の就業形態ほ一般的に不安定である。

かょうに， この町ゾーンはこの苫小牧市に苓けるいわば安定層としての「王子」従業員と

不安定層としての新入労働者層の両層にょつて急速に住居地帯として形成されつつあるといえ

る。（表5-4 3, 4 4参照）

(2) 四ゾーンの形成過程

この地帯は，昭和32年段階苓よび昭和 38年段階に土いては，いまだ都市的諸機関そのものが

発生していない。そもそも，昭和37年段階の人口調査に苓いても居住者がいない。

つまり，所訓原野であつて都市住民生・活，あるいは，都市的生産地帯としての機能をもつていな

い。とこるが，その後の区画整理により昭和40年段階においては，所謂都市居住者地帯としての

性格を形成しつつある。都市的諸機関の設立状況は不明だ汎昭和40年段階における，ゎれゎれ

の疇に苓いては，漸次製造業従事者苓よびサービス粟公務員従事者の比率が高い地帯としての

特質を形成している如くである。また，他地帯と比較して「岩倉」従業者の占める比重も高い。そ

して「王子」従事者のしめる割合は C2ゾーンと同様に低い。
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5. 都市緬入地帯（国 10 国2ゾーン）の変容構造

(1) 町ゾーンの変容構造

昭和32年段階に苓いては この地帯にはいまだ都市的機関は設置されていない。所謂純農．

漁村集落としての特質をもつていたといえる。この点前迩D2ゾーンとは異なる性格をもつていたo

とこるがこのE1ゾーン，つまり糸井地区にも，昭和38年段階に達すると， 1 6ほどの都市的諸

機関が設立されでいる。（従業員 表5-24・莱種別都市的機関梱成の変化

1 2 2名）製造業の（まか，不動産

莱，公益事業などもみられるが，

卸小売業苓よびサーピス莱が従莱

員構成比でみて全体の 7.2割をし

める。

けれども卸小売業の内訳をみる

と，常雇者をもたない「飲食料品

小売業」 (4店）と常雇者を有す

る「自転車荷車小売業」 (3事

業所）が，そこに存在するのみで

いまだこの地帯が所謂都市住民住

居地帯として十分に開発されていな

ないことを物語る。た尤この「自

自転車荷車小売業」のなかには

E1ゾーン

実 数

計

鉱 業

建設業

製造 業

卸＇小売業

金融業

不動産業

連輸通信業

公益事業

サーピス業

3 2年

事業所数 従莱員数

3 8年

事業所数 従莱員数

1 6 122 

100% 100% 

--
2 5.0 1 8.0 

43.7 43.4 

6.3 1.6 

6.3 8.2 

18.8 28.7 

常雇者31名をもつ「H.M. 自動車販売苫小牧営業所」また同常雁者 14名をもつ「DN自動車

販売KK」（本社）など，規模の大きいものも含まれている。またサーピス莱では「自動車修

理ガレージ業」と「教育」が（計3事莱所）存在するのみで，対個人サーピス莱などは設置され

ていない。（「教育機関」は市立中学校と，私立女子高校である。）そして製造業機関としては「

尾野パネル工場」 「苫小牧紙機工業KK」「柚田経木工場」 「大和屋食品糸井工場」などが設立さ

れているが，いずれも従業員規模 1D名以内の事業所である。かようにこの町ゾーンは現伏に苓

いては，都市住民の居住地帯としてよりもむしる都市的生産あるいは所謂ピジネスに結びついたサ

ーピス諸機関の立地地帯として急速に開発されつつぁるといえる。

けれども，これら都市的諸機関の常扉者規模別構成をみると，全体の苓苓ょそ3割が常扉者0人

鷹同じく 3割が1~5人層，常扉者21人以上層比わずか 0.7割を示すという構成である。

ところで，この町ゾーンの居住者の就業構造をみると，全就業者（昭和 37年段階） 3 1 D 

名のうち農業就莱者は 3.7割 (11 6名）それに漁業 (1.1割）と林莱を加えて 5.3凱 一 方 ， 製

造菜建設業運輸通信業従業者は 2.8割という構成を示す。卸小売菜サーピス莱就業者は全体

の1.3割である。かよう．に居住民の就莱構成からみると，このE1ゾーンはその半数までが，所睛

都市的諸機関への就業者であることがあきらかとなる。われわれ＠，昭和AD年の， 4 0~5 Dオ

代の世帯主調査によると，これら都市的機関就菜者の多くは従業員規模5D名以下の事業所に
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表 5-2・5 卸小売業，サーピス莱に苓ける内部構成の変化

叫ゾーン

3 2 年 3 8年

麟所数 従業員数 常雇者数 事業所数 従業員数 常雇者数

G 卸 ・小 死 菜 I 7 5 _:,; 4."i 
40 
41 卸 免 莱

％ ％ ％ 

42 代理商仲立莱

43 各種商品小売莱

44織物衣服身の廻り品小売莱

45飲食料品小売業 5 7.1 1 1.3 ・ D 

46飲 食 店

47 自転車荷車小売業 4 2.9 、88.7 100.0 

48 家具建具什器小売業

49 その他の小売業

L サー ピス業 3 35 ?, 5 

80 旅館貨間下宿業
％ ％ ％ 

81 対個人サーピス業

83 対事業所サーピス業

84 自動車修理業ガレージ業 33.3 5.7 5.7 

85 その他の修理業

86映画業

87.娯楽業

88 医療保健業

89法 務

90 教 ＝ 目 6 6.7 94.3 94.3 

91 宗 教

92他に分類されない専門炉七玄

93非営利団体

94 その他のサーピス業 .. 

表 5-26 地帯都市的機関の分解一発展バクーン (E1ゾーン）

0人 1~5人 6~ 11~ 21~ 31~ 51~ 1 D 1~ 201人
1 D人 20人 30人 5̀0人 1 D El人 20,0人 以上

全都市的 32年 D 

゜゜゜ ゜機関の変動 38年 5 5 2 3 1 
38-32年 5 5 2 3 1 

32~38年
32年

継続機関の 38年

変動 38-32年

3322年年存3縮庄継機続機関の
庄関中での

書拾

同38合年存在機関中
での割

'， -2 2 5-



所属じている。また炭鉱離撒者も， 3 5世帯ほどここに定住している。（表5-4 3, 4 4参照）．

(2) E2ゾーンの形成過程

清水町，美園町，明野から楷成されるこのE2ゾーンは， D2ゾーンと同様昭和 32, 3 8年段

階にはいまだ都市的諸機関は設置されていない。そしてま元昭和37年段陥では居住者もみられ

ぬ地帯であったが，昭和4D年段階に達すると，居住者がみられるようになつている。けれども，

ゎれわれの疇によると， これらの地帯居住者は，従莱員規模50名以下の事業所所属の者， しか

も連輸通信従事者が多いという特徴がみられる。

6. 沼の端 (F)• 勇払 (G) 地帯の変容構造

(1) 沼の端に芸ける変容構造

この Fゾーン（沼の端）は後述各地帯と同様昭和4D年段階に念いても，所訓都心部 (Aゾ

ーン）から連たんした地帯を楷成していない。あきらかにトマコマイとは別集落を構成する地帯で

ある。この「沼の端」は現庄すすめられている苫小牧地城工業開発め当面の開発ポイントを構成。

木製品工場，および窯業化学工場な 表5-2 7 業種別都市的機関構成の変化

どが相次いで設立されているが，それ Fゾーン

は昭和38年以降段階においてとくに

目ざましい。

昭和32年から 38年に至る間には

都市的諸機関は 15事業所から 17事

業所へと増力し同従業員も 58名から

1 D 5名と，約 2倍に増大しているが

その動きは未だ顕著ではない。表5-

27でみる限りそれを担うものは主と

して卸小売粟芯よびサービス業とい

う結果が示されている。

この Fゾーンの昭和 32年段階に変

ける卸小売業は，従業負規模の零細な

9’ —••• 

実 数

計

鉱 業

建設莱

製造業

卸小売業

金融業

不動産莱

通輸通信

公益事莱

サーピス業

3 2 年 3 8年

事業所数 従莱員数 事業所数 従業員数

15 58 1 7 10 5 
10070 1 D 070 1 0名° 100ツO

1 3,3 5 0.0 1 1.8 29.5 

4 6.7 34.5 64.7 52.4 

26.7 6.9 

13.3 8.6 23.5 1 8.1 

i 

「飲食料品小死業」 5店のほか，従業員7名の「飲食店」 1店， ほか 1店といういわば集落として

はワンセットそれが整つているとはいえぬ構造である。またサービス業においても「教育」と「

宗教」ヵiそれぞれ一機関，対個人サーピス業すらそこには発生していない。ところで昭和38年

段階に達すると，卸小売業では「自転車荷車小売莱」．「家具，建具，什器小売莱」がそれぞれ発

年また同時に従業員数3D名を数える卸売莱が一事業所発生している。そしてサーピス莱では「

貸間，下宿莱」と「対個人サーピス業」がそれぞれー事業所ほど出現した。都市的集蕗としての機

能を， ょうやく充実しはじめて来た蝙者がここにみられるが，集落住民に対する都市的サーピス機

能はけつして十分であるとはいえない。

ところで， この「卸売業」である力tこれは札幌に本社をもつ「北海道木材産業KK苫小牧工場」
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表5-28 卸小死菜・サーピス業に苓ける内部構成の変化

Fゾーン

3 2年 I 3 8年

事莱所数 従業員数 常雇者数 事莱所数 従業員数 常雇者数

卸 ,Iヽ =ヮ_. 業 7 20 7 1 1 55 ;,; n 

49卸 =冗: 莱
ッ。 ％ ッ。 9.1 ツo 54.5 ツo 66．辟

42代理商仲立染

43各穂商品小売業

44織物，衣服身の廻り品小売業

45飲食料品小死業 71.4 6 □.□ 42.9 54.5 2 7.3 1 0.0 

46欽 食 店 1 4.3 35.0 5Z 1 9.1 1. 8 3.3 

47 自転車，荷車小売業 9.1 1.8 D 

48家具建具什器小売業 9.1 7.3 6.7 

49 その他の小売業 14.3 5.o 

゜
9. 1 7.3 13.3 

サー ビス芋 2 5 5 4 1 9 

芯80旅館，貸間下宿莱
ツo u/o U/n 

25.0% 
。In

26.3 

81 対個人サーピス業 25.0 1 0.5 

゜83 対事業所サービス業

84 自動車修理業ガレージ業

85その他の修理業

％映画業

87娯楽莱

88 医療保健業

89 法• 務

90教 育 50.0 80.0 80.0 25.0 5 7.9 6 4.7 
ヽ

91 宗 教 50.0 20.0 20.0 25.0 5.3 5.9 
ヽ

92他に分類されない専門サービ；；

93 非営利団体

94 その他のサーピス菜
.. 

である。そして現況では，卸売菜としての機能より，パネル生産工場としての機能の方がより顕著

であるといえる。したがつてこれを製造業におきなおして考えてみると， この「北海道木材」の低

か，製造業としては， 日本広葉樹KK沼の端製作所（従業員 15名），本山組（従業員 16名）が

昭和38年段階に苓いて， この沼の端に設立されている。そしてすでに前章でみたように，その後

この地帯には， 「滝の上木材」 「苫小牧コンクリート」「浜野鏃維」「玉造銅業」 「広島燃料」「

北海道酸素苫小牧プロバン工場」などが立地操業を開始している。かようにこのFゾーンは前述

町ゾーンと比較してみると， E1ゾーンと同畿地城住民生活と直接かかわりあいのある諸機関

の設置というよりも， これまでその住民とは直接的に関係のなかつたあらたな都市的生産機関が数

多く設立されることを通して，その開発が急速にすすめられていくという特徴がみられる。
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このFゾーンでは事業所の興廃現象はかなり激しくみられる。すなわち昭和52年から 38年に

至る間，昭和 52年当時存在した製造莱の 2事莱所は昭和 38年段階ではそのすべてが消滅，ぁ

らたな事業所が設立されている。また昭和52年段階で存在した運輸通信莱に属する 4事業所も，

昭和38年段階にはひとつもみられない。卸小売莱に苓いても，昭和52年当時存圧した全事業所

のうちの5.7割のものが，その後 38年にかけて引続き存庄しているにすぎない。かくて昭和32

年段階で存在した 15畢莱所のうち，その後 38年にかけて引続き継続したものは 4割の 6事業

所を数えるのみである。そうして昭和38年段階において，存在する 17事莱所のうち，かかる継

続事業所は 3.5割をしめるにすぎない。とこるで，かかる事栗所R分解過程を常雇者規模別にみる

と全体としてはあきらかに上昇化傾向が看取できる。昭和52年段階に苓いてはひとつも存在し

なかつた常雇者規模 11 ~2 0人層という事業所が，昭和38年段階に苓いては 4事莱所ほど出現

している。しかし， このうち継続事業所はわずか 1事業所を数えるのみで他はすぺて新設事業所

である。継続事業所についてみると，そこには両極分解の傾向が看取出来る。

表 5-29 地帯都市的機関の分解一発展パクーン (Fゾーン）

0人 1~5人
6~ 11~ 2 1~ 31~ 51~ 101~ 201人
1 D人 20人 30人 50入 100人 匈0人 犀

全都市的
32年 8 5 2 

゜3 8年 7 6 

゜
4 

機関の変動 38-32年 △ 1 1 △ 2 4 

32~38年 3 2年 1 5 

゜継続機関 3 8年 2 3 ー・ 1 

の変動 38-32年 1 △ 2 1 

i 

32~38年継続機関(1.)

32年存在機関中での
割合

12.5% 100.0 

゜゜
同 38年存在機関中

28.5% での割合 50.0 

゜
25:0 ・言

し`
I 

- ←- -

都市的諸機関の発展からみると，かような特質をもつこのFゾーンは，その居住者の就菜形態か

らみると，表5-43. 44でみる如く昭和37年段階に苓いて，全就業者31 1名と，前述E1

ゾーン（糸井）とほぼ同規模である力；その内部梱成は大巾に異なる。すなわち，農業従事者は 0.8

割をしめるのみで，これに林業を加えても 1.4割をしめすにすぎない。この沼の端でもっとも支配

的な就莱形態は連輸通信業であり，連輸通信莱就莱者は全体R4.3割をしめる。これに製造莱

建設業就業者を加えると，それは5.7割に達する。つまりそ＠居住者の就業形態からみても， この

Fゾーンは所謂農村地帯としての色彩をもつていない。国鉄沼R端駅を中核とした遮輪通信莱集落

としての色彩を顕著にもつていたといえる。しかし昭和4D年段階に苓けるわれわれの調査では，

この地帯への製造業の立地にともない製造業従畢世帯の割合が高まつている毎同時にこれらの多

くは従業員規模 5D名以下の事業所所属者である。

また近年このFゾーンには炭鉱離撒者専用アパナトも立地された。

(2) 勇払における変容栴造

ー226-



1. 国策パルプ勇払工場が存在する勇払地帯は前述沼の端と同様， トマコマイとは別個のユウ

フツ集落を形成している。このGゾーンは，そもそも昭和 32年段階に苓いて，．都市的機関 62 

同従莱員約 1,4 0 D名を数えた胡従業員構成比では全体の 5.6割が製造業，これに建設業を加

えると，それは全体の 8.4割に苓よび，いわば「国策」集落としての性格を顕著にもつていたと

いえる。飼小売業，サービス業のしめるウエイトは，わずか 1.4割をしめすにすぎなかつた。そ

の説昭和38年段階に達すると，事業所数94, 同従業員数1,7 0 9名と， この集落はその規

模を拡大するが， この中で卸小売莱苓よびサ::-ビス業のしめるウエイトは同従業員構成比で全

体の 2.1割と増大した。しかし， この段階に苓いても，従業員構成比でみて製造業念よび建設業

．従業員は，全体の 7.7割をしめ，依然，都市的製造業集落としての性格をきゎめて強く有してい

ることは変わりない。

2.（イ）このGゾーンの卸小売業は 表5-30 業種別都市的機関構成の変化

昭和 32年段階に苓いては事 Gゾーン

業所数 35, 従業員数88であ

るが，従業員規模乎均 2.7人と

いう「飲食料品小売業」と従業

員規模平均 1D人という「織物

衣服身の廻り品小売業」がその

中核であつた。すなわち，従業

員楷成比でみて前者 3.2割，後

者 3.4割である。ついで飲食店

従業員が 1.4割をしめる。

しかし，昭和 38年段階に至

ると， 「卸売業」まだ「その他I
の小売莱」など＠業稲がその比

実 薮

計

鉱 業

建設業

製造業

卸小売業

金融業

不動産業

連輸通信

公益事業
レー

サービス業

3 2年

事業所数 従業員数

62 1376 

100 飴 100% 

4.8 27.7 

3.2 55.9 

5 6.5 6.4 

1.6 2.1 

3 3.9 7.9 

3 8年

‘事業所数 従業員数

94,. 1,709 

100彩 1 0炉
2.1 0.4 

7.4 25.3 

2.1 52.0 

51.1 11.6 

3.2 1. 2 

ヽ

34.0 9.5 

重を増大させ，従業員梢成比でみて「飲食料品小売業」（ 2.3割）「織物衣服身の廻り品小

売業」（ 2.0割）「卸売業」 (1.9割）「その他小売業」（ 1.7割）「飲食店」（ 1.6割）

と，全体としてその構造は多様化する。

こうした中で，これら卸小売業の従業員規模は昭和32年段階の平均 2.5人から 38年

には4.1人と増大，ー店当り常雇者数も 1.4人から 2.3人へと増大した。とりわけ「織物衣

服身の廻り品小売業」は 1店平均 20人卸 売 業 は 13人の従業員を擁するに至った。

（口）卸小売業は，かように昭和32年から 38年にかけて，その楷造を多様化しつつ発展して

いる力5サ-ビス業においてはこうした多様化は顕著にはみられない。昭和 32年段階に有

していたいゎぽ単純なる構造が，そのま臼拡大再生産されているという特徴をもつ。

すなわち， このGゾーンに苓けるサーピス業楷造は，そもそも昭和32年段階に苓いて「

対事莱所サービス業」 「自動車修理業ガレージ業」「映画業」店長務」「その他サービス

業」が欠如した形で構成され， 「自動車修理を除くその他の修理業」「宗教」「他に分類さ

れない専問サービス業」 「非営利団体」も，それぞれ一事業所， しかも「非営利団体」を除
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表5-31 卸小売業・サーピス莱に芸ける内郵描成の変化

Gゾーン
--

3 2年 3 8年

事業所数 従業員数 常扉者数 事業所数 従莱員数 常雇者数

卸 A、 •rm : 幸 35 88 50 48 190 1 08 

柑卸 = グE 莱 2.9 ツo 1. 1 ％ 
％゚ 

6.2% 1 9.1 ％ 33.3 ％ 

42代理商仲立業

43各種商品小売業 2.9 1.1 

゜
2.1 0.5 

゜44織物衣服身の廻り品小売業 8.6 34.1 5 4D 4.2 20.1 2 9. 6 

45飲食料品小売業 4 0.0 31.8 26.0 35.4 23.1 7.4 

46飲食店 22.9 13.6 6.0 20.8 15.6 1 3.0 

47 自転車荷車小売業 2.9 2.3 2.0 4.2 2.0 0.9 

48家具建具什器小売業 5.7 3.4 

゜
4.2 2.5 0.9 

49 その他の小売業 14.3 12.5 12D 22.9 1 7. 1 14.8 

サ-- ピス華 21 109 82 32 1 6 3 1 1 1 

80旅館資間下宿業 9. 5/a. ぷ 1.2% 34.i/o 25.2% 1 7. 1olo 

81 対個人サーピス業 38.1 2 §.7 1 7.1 3 7.5 22.7 i 3.5 

83 対事業所サービス業

84 自動稟修理業ガレージ業 ..:.. 

85その他の修理業 4.8 0.9 

゜あ映画業

87娯楽業 9. 5 3.7 3.7 3.1 2.5 3.6 

88 医療保健業 4.8 22.9 25.6 9. 4 1 9.0 23.4 

89法 務 ーJ

90教 育 19.0 38.5 50.0 6.3 26.4 38.7 

91 宗 教 4.8 0.9 

゜
6.3 1.2 1. 8 

92 他に分類されない専門サー己< 4.8 0.9 

゜93非営利団体 4.8 3.7 2.4 3.1 3.1 1. 8 

94その他のサービス業

いては従業員一名という零細事業所が存在するのみであつた。娯楽栗も 2事業所，従業員

4名である。

つまり，昭和 32年段階に苓いて存在した21事業所（従業員 1D 9名）中，従業員楷成

比でみて，教育 (3.9割）対個人サービス業（ 2.6割）医療保健業(2.3割）がその主要な

る三本の柱であつた。こうした構造は昭和38年段階に至っても大きく変わらない。かえつ

て， 「その他修理菜」「他に分類されを炉専門サービス莱」が消滅，また，娯楽業が 2事業

所から 1事業所へそして教育が 4事業所から 2事業所へと減少を示している。

そうして，サーピス莱が全体として， 2 1事業所から 32事業所へまた同従業員が 1D 7 

名から 16 3名と増大する中で，替つて拍頭したのが「旅館，貸間，下宿業」である。かく
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て昭和38年段階に苓いて， このGゾーンのサーピス菜楷造は，その従業員構成比でみて，

教育 (2.6割）旅館，貸聞下宿菜（ 2.5割）対個人サーピス業（ 2.3割）医療保健業（ 1．

9割）という四本の柱によつて栴成されることになる。

表 5-3 2 地帯都市的機関の分解一発辰パクーン (Gゾーン）

0人 1~5.人
6~ 11~ 21~ 31~ 51~ 101~ 201人
10人 20人 30人 50人 100人 200人 以上

32年 28' 23 3 5 1 

゜゜
. 1 1 

38年 44 35 4 2 3 2 1 2 1 

機関の変動 38~32年 1 6 1 2 1 △ 3 2 2 1 1 

゜
32~3眸

3 2年 1 6 1 3 1 4 1 

゜゜
1 1 

38年 21 8 

゜
1 2 1 1 2 1 

継続根関
38へ32年 5 △ 5 △ 1 △ 3 1 1 1― 

t,. 

゜の変動
｀ 

， I 
鼻

32年...,3在8暉機[ 機関の
32年存 中での 57.1% 56.5 33.3 80.0 100.0 100.0. 100.0 
割合

同38年存在機関中で
4Z7% 22.9 

゜
50.0 6 6.7 50.0 100.0 100.0 100.D 

の割合

そうして，昭和 32年段階にもつていたいわば一部が欠らくした構造は，そのまら昭和 38 

年段階においても拡大再生産されているのである。昭和32年から 38年にかけて，従前の

構造の上に「旅館，貸間，下宿業」が加わつたというのがこのGゾーンにふヽけるサービス業

楷造の主要なる特徴である。またこの間サービス業一事業所あたりの平均従業員数は 5.2人

から 5.1人と停滞を示している。

かようにこの Gゾーン・勇払では，それが集落として， トマコマイから逝かに離れた別集

落を形成しているにも拘らず，そうして前述，沼．の端集落と比較すると， 「対個人サーピス

菜」ぢよび「医療保健業」が存在しているだけでもその都市的集落としての形態が整つてい

るということはいえるとしても，それ自身の地城産業ふヽよび住民生活に対するワンセット(1.)

サーピスという．点か．．らみるとその自立性はいまだきわめて弱いといわざるを得たい。また，

すでにみたようにこの集落に比昭和38年段階にふ、いて，金融粟不動産業も存在してい

ない。つまり， この集落は上級集落としてのトマコマイ市街に依存せざるを得ない構造を，

それ自身の存在形態の中に有しているといわなければならない。

3. すでに述ぺたように， この勇払集落の中核は製造業である。しかし，昭和38年段階に土コ

いて存在するのは「国策パルプ勇払工場」と「日本ヒユ..:.ム管苫小牧工場」の二工場である

砂して，昭和 32年から 38年にかけてあ発展傾向をみると，従業員規模でみて，国策パ

Jレプが74 2名（昭和32年）→742名（昭和38年）と停滞傾向を示しているのに対し

日本ヒユーム管は27名（昭和 32年）→ 14 6名（昭和58年）と発展傾向を示しているo

つまりこの間のこの集落の製造業人口の発展は新設の「日本ヒユーム管」が担つているとい

える。また，建設業としては昭和38年段階に苓いて， 7事業所が存在するが2 うち昭和

32年からの継続事業所は 2事業所（丸国興業一.21 5名一；丸彦渡辺建設勇払出張所一
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1 8 1名ー）でその他建設業の従業員規模はきわめて零細であるo一方，迎輸通信業は．

昭和38年段階に苓いて， 3事業所ほど存在する力うそれらはいずれも昭和 32年以降の所

謂新設事業所で， もつとも従莱員規模の大きい谷口迪輸で 16名の従業員を推しているにす

ぎない。

かょうに， この勇払は「国策バルプ」と「日本ヒユーム管」の二工場苓よびこれら地城生

産業と結びついた建設業（丸国丸彦渡辺）苓よび迎輸通信架によつて，集蕗それ自身が楷

成されていると考えてよい。

（イ） とこるで，このような Gゾーンに土ヽける都市的諸機関＠昭和 32年→38年に至る発辰

一分解傾向をみると，全体として，昭和 32年当時存庄した全事業所のうち，約6割がそ

の後昭和38年にかけて継続しており，かかる継続畢業所率は町ゾーンを別とすれは

高いといわなければならない。その意味で，たとえばかかる継続事業所率が4割に達しな

いBゾーン， C2ゾーンに比してこのGゾーンの地域構造ほ，相対的に安定しているとい

うことが出来ょう。かくて 38年段階において，．かかる継続事莱所の割合は 3.9割を示す。

（口） この昭和 32年→38年にかけての事業所変動を，その常雇者規模別にみると， 3 2年

の 62事業所から 38年の 94事業所へと，事業所数そRものが増加する中で全体的には

「両極分解」の傾向が看取出来る。すなわち， この間増加した 32事業所中の半数は常雇

者 0人層であり，ついで3.8割のものが1~5人層であるが， しかしながらこの間常雇者

2 1人以上層も増加を示して土屯，その構成比を昭和 32年の 4.8％から 38年には9.6 

％へ増加させた。けれども，常雇者6~20人僭，なかんずく 11 ~2 D人層は絶対数に

おいても， 5事業所から 2事菜所へと 3事業所ほど滅少したo

（ハ） とこるで．こうした頂極分解Jの傾向は昭和 32年から 38年にかけて継続した事

菜所についても看取できる傾向である。

すなわち，かかる顕洗事莱所37についてみた場合，常厖者0人暦は5事 業 尻 ま た

2 1人以上罹は4事莱所ほど増加をしめしているのに対して，常扉者 1~2D人暦は計9

事業所ほど減少を示している。 ． 

そうして，昭和38年現在存在する常雇者 51人以上の 4事業は，いずれも 32年以降

の継続事業所である。つまり， 昭和38年現在に苓いて，常雇者 51人以上の 4事業所は

そのすべて力うまた常雁者 21 ~5 D人層 5事栗所R6割が．そうして 6~20人僭では

1. 7割， 1~5人僭ては 2.3割，また常屈者 0人層では 4.8割が，かかる 38年からの継

続事業所となる。換言すれば このGゾーンに苓ける継続事業所は両極分解という発展傾

向を示し，一方の極でその一部が着実に上昇化しているということ加括徴的とえる。

4. さてこの Gゾーンには，昭和 37年現在1,7 2 9名の就栗者が租匿しているが， うち 5.8

割は製造莱就莱者，ついで1.5割が建設莱就莱者でちる。”一方卸小売栗サービス業就業者

はあわせて 1.8割となる。そうしてこの Gゾーンの特徴ほその就莱者の多くが「国策パルプ」

ふ、よび「日本ヒューム管」所属者であるという点にある。この両企莱はこの集落の中に住宅

街を所有している。昭和4D年に苓けるゎれゎれの世帯調査では 6.6割ほどのものが「国策」

勤務世帯という結果が示されている。ついで従業員規模5D人以下の事業所所属の者が 1.7 
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割という割合が示されているn （表 5-43•44参照）

7. 農村 地帯 (Hゾ ー ン ） の 都 市 的 変 容 構 造

この町ゾーンを含めて，以下H2、H5ゾーンはこの苫小牧市城の中で所睛農山村地帯を構成す

る。こ‘(/.)苫小牧市農村地域の変綿察関しては別に取り扱われる予定なので，ここでは重複をさけ

て，農民層の分解についての分析は行なわない。所請都市的機関の機能変化の側面からこれら農村

地の変容をとり芸さえるにとどめる。

(1) 町ゾーンの変容構造

恥ゾーンは，すでに述ぺた叫ゾーンと速らたる地帯であり，白老町に接する。大昭和製紙の

立地によつて近年急速に地城工業化が進んでいる白老町と， 苫が枚市街を結び，椋前山謡を東西に

国道沿いにひろがる地帯である。

1. この町ゾーンは＇昭和 32年段階に苓いては，都市的機関 17（従業員数85名）を数える

にすぎなかつたが，その中には鉱業機関2(従業員35名）が含まれていたoいずれも浜砂採取

業である。この浜砂採取業と，ぞれに結びつく 2つの運輸通信業（従業員3名）を除いては他

はいずれも卸小売業＇サービス業である。

とこるで 38年段階に達すると，この町ゾーンは事業所数26, 同従業員数22 2名と，

その都市的機能を増大させなしそれは浜敵採取業に結びついてもたらされたものではない。浜

砂採取業は事業所数こそ1事業所殴ど増大させている坑従業員数は 15名と減少．連輸通信業

も1事業所(.従業員 1名）と減少している。昭和32年から 38年にかけてのH1ゾーンの都市

的機能の増大は，卸小売業とサービス 表5-33 業種別都市的機関構成の変化

栗とりわけサービス業の発展に結び 恥ゾーン

ついている。

2.（イ）昭和 32年段階の卸小売業の楷

造は，従業員2名の卸売業 1店の

低か，他の 7店はすぺて「飲食料

品小売栗」である。オペて家族自

営業であり，常扉者は 1名もいな

い。いわばもつとも単純な形態で

‘、ヽ

ある。

昭和 38年段階に達すると．こ

の ✓「飲食料品小売業」が4 店ほど

増加するとともに， 「自転車荷車

小売業」「その他の小売業」がそ

1 1 

苺 数

計

鉱 業

建設業

製造業

卸小売 莱

金融栗ヽ

不動産業

速輸通信

公益事業

サービス業

3 2年

事業所数 従業員数

17 85 

100 飴 100 彩

11. 7 41.2 

4 7.1 2 7.1 

11.7 3.5 

2 9.4 2 8.2 

3 8年

事業所数 従業員数

26 222 

1 DD ％ 100 彩

1 1.5 6.8 

53.8 1 4.4 

3.8 0.5 

贔`

3 0.8 78.4 

れぞれ 1店ほど出現している。 「飲食料品小売菜」には常扉者を 1名擁する事業所も出現し

た。かくて事業所数は 14（従業員 32名）となるが「飲食料品小売業」を中心としたこの
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G 

L 

ゾーンの卸小売業構造は大きく変容していない。若干の質的発展もみられるが，従前の構造

の単純拡大生産といつてよい。

（口） とこるがサーピス莱についてみると，昭和32年から 38年にかけて， きゎめて規模の大

きい饂業の出現という変容がみられる。冠そこの地帯のサービス莱は小学校3と対個人

サーピス業（理髪業）とその他修理莱（鉄工所）によつて構成されていた力ぅ昭和38年に

なると，こうした栴造の上に，樽前観光開発（株）苫小牧事務所ーゴJレフ場経営ー（従

莱負 13 6名一常扉者 12 6名）が設立され，さらに理髪莱，ゎた莱等もそれぞれ一事莱

所ずつ設立されるに至っている。そうして，昭和40年度現在では，苫が枚工業専問学校も

この地帯に設立されるに至つた。かように， この地帯は，ゴルフ場および教宥機関設懺によ

つて，地城の産業構造自体の笏容がもたらされているが，現状ではむしるこの地帯にとつて

表 5-34 卸小売莱•サービス業における内部棉成の変化．

丑 1ゾーン

3 2 年 3 8年

事業所数 従業員数 常犀者数 事業所数 従業負数 常扉者数

卸 小 =冗s 業 8 23 

゜
1 4 32 1 

440 1卸 売 業 1 2.5・彩 8.7彩 D $1る 7.1彩 15.6 96 0彩

42代理商仲立莱

43各種商品小売菜

44織物衣服身の廻り小売業 ． 

45飲食料品小売業 81.5 91.3 

゜
78.6 7 5.0 10 0.0 

46 飲 食 店

47 自転車；荷車小売業 7.1 3.1 

゜48家具建具什器小売業

49その他の小売業 7. 1 &2 

゜
サー ピス菜 5. 24. 21 8 174 1 58 

80旅館，貸間下宿業 —彩 —• 96 —彩 —劣 ー彩 ...:飴

81 対個人サービス業 20.0 4.2 

゜
3 7.5 4.0. 1. 9 

83対事業所サーピス菜

84 自疵車修理莱ガレージ業

85その他の修理莱
I 

20.0 8.3 

゜
1 2.5 1. 1 

゜86映画栗

87娯楽業 12.5 782 79.7 

88医療保健業

89法 務
.、

90 教 育 6 0.0 8 7.5 100.0 
”9• 

37.5 1 6.7 1 8.4 

91 宗 教

92他に分類されない専門炉→乞 --
93 非営利団体

94 その他のサーピス業
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は外庄的な形でこれらの板関が設置されたという形態をとつて苓り，内在的な意味でこの

地帯の卸小死菜姦よびサーピス染に質的に大きな転換がもたらされているとはいえないo-

例をあげれば，サーピス莱といつても， ここでは医療保健板関も設置されていないのである。

3. とこるで，この恥ゾーンに苓ける都市的諸機関のうち，昭和32年段階に存在してその後 38

年にかけて．引続き継続発展、したものは 5.3凱約半数で，サーピス業では 8割（小学校が含ま

れていることに注意），鉱網卸小売莱で半数が存続しているが，運輸通信業はすぺてが入れ替

つている。そうして「ゴルフ場」を除けば，全体としてこの間増加した都市的機関は，いずれも

常扉者規模 5人以下層である。そして昭和 38年現庄存在する常扉者6~20人層の 3事業所は

1 D D％昭和 32年からの継続事業所である力； これはいずれも小学校であることに注意する必

要がある。

4. 昭和 37年現缶 この地帯の就業者は＾73 6名を数える力iうち農業就業者は 3.6割， これに

林業 (1.4割），漁業 (1.2割）を加えて，第 1次産業就業者は 6.2割をしめる。これら第 1次

産業就業者につぐウエイトをもつのが，連輸通信業 1.1割 (79名）であるが，他はひる＜すべ

ての産業に分布する。この事実は，，この農村地帯としてのH1ゾーンにおいて．かなりの通勤兼

表5-3 5'地帯都市的機関の分解一発展パクーン（町ゾーン）

0人 1~5人
6~ 11~ 21~ 31~ 51~ 101~ 201人
. 1 D人 20人 I 3 0人 50人 100人 200人 塁

32年 1 2 2 2 1 

゜全都市的
3 8年- 1 5 7 2 1 ←‘ 1 

機関の変動
3炉 32年 3 5 

゜
D 1 

32年 38年 3 2年 5 2 2 

゜3 8年 1 疇機関の 5 2 1 

3 8~32年 △ 1 変動 ゜
D 1 ， 

” 

32年 3在眸機継関続中機で関のの
｀ 32年存 41.7% 100.0 100.0 

゜割合

同38年存在機関中で 33.3% ． 1.4．2 100.0 100.0 
• (l)割合 ・ 

莱という現象が生じていることを意味する。しかもその多くは，他地域への通勤者であろうこと

が推側される。しかし同時にここでもう一つふれなければならぬのはその後この地帯汎 トマ

コマイ市街とこの地帯の中間に位置する前述恥ゾーンをとびこえて，急速に住宅地として開発

されつつあるということである。叫ゾーンの地域楷造分析のさい掲げた炭鉱離朦者の地帯別定

浩表でもあきらかなように炭鉱離腺者に限つてみても， このH1 ゾーンには 53世帯が自家あ

るいは間借りの形で定着している。

またわれわれの昭和40年の世帯主調査でも，農林，漁業世帯 2.3割，建設業世帯 2.7割，製

造莱世帯 2.3割，連輪通信莱世帯 0.8割という結果が・しめされている。しかも，所訛都市的識業

従事者のほとんど大部分は従業員規模50人以下の事業体への通勤者であるという特徴がみられ

る。
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(2) 豆ゾーンの変容構造

1. 苫小牧市城の東部ぷよび東北部に拡がるこれらの地帯， H2ゾーンは，・昭和 38年段階に苓

いても，町ゾーンより造かに純農村地帯としての色彩を有している。けれども，東北部に位懺

する植苗は千歳札幌へ通ずる国道沿いに位置しているため町ゾーンにみられたと同様の地域

変容が一部にみられている。

昭和32年段階に含けるこのH2~：ーンには，卸小売莱とサーピス莱しか存在しない。（機関

数6, 従業員数 13名），そして， 3 8年段階に至って全体的に事業所が倍の 12に，また従架、

員数が 1D 8名と大巾に増加するが，この間の増加は卸小売莱とサービス菜に，とりわけサー

ピス業によつてもたらされたものである。この間他業種では”製造菜機関が一事業所（従莱員

5名）一丸善乳業製造部（植苗）一加ゎつたのみである。

2. こ(l)...H2ゾーンの卸小売業はい 表5-36 業種別都市的機関楷成の変化

ずれも「飲食料品小売業」であり， H2ゾーン

昭和32年から 38年にかけ，事業

所数こそ 2から 3へ増加している力i

構成そのものには変化はない。もち

ろん常雇者はいない。

また，そのサービス莱は．昭和

3 2年段階では小学校 4, 中学校 1

がその内容であり，他の業種は存在

していないo ところが昭和38年段

階になると，この「教育」に酪農学

園（北海道江別市）植苗農場一従

業員 3名ーがつけ加わるほか， 「

旅館業」が3事業所ほど，これも植

’ 

実 '数

計

鉱• 業

建設業

製造業

卸小売業

金融 業

不動産業

運輸通信

公益事架

サービ文莱

3 2 年 3 8年

事業所数 従業員数 麟所数 従業員数

6 :1 3 12 1 0 8こ`
1 DD% 1 DD% 1 DD% 1 DD% 

8:3 4.6 

33.3 30.8 25.0 6.5 

6 6.7 6 9.2 6 6.7 88.9 

苗に設置される。 「苫小牧市ウトナイ湖ユースホステル」「株式会社富士館ウトナイト湖観光ホ

テル」 「白鳥湖温泉ホテル」がそれである力iその従業員数は計 72名を数える＇。かょうに， こ

の豆ゾー之に宙けるサービス莱構造の変容は，前述町ゾーンと同様，直接地元住民生活と結

ぴつくものではない。

3. とこるで， この五2ゾーンの都市的諸機関は，昭和 32年当時存在したものはすべて 38年

にかけて“継続しているという特徴をもつている。ここにはいわば農村的安定性がみられる。

4. 昭和 37年現在のこのH2ゾーンの全就業者は 822名であるが， うち農莱就莱者は 7.1割を

しめる；そ？しi.c,これに林羨漁業就業者を加えると．それは 8.2割に達する。この豆ゾー

ンは苫小牧市城内に苓ける中核農村地帯を楷成しているといえる。昭和4D毎変のわれわれの世

帯調査に苓い・ても，その 8.9割までが農莱世帯である。もちろん，この農村地帯に苓いても絶え

ま守煤民層の分解が行なわれて念り，昭和4D年段階では世帯員の兼莱化傾向もみられる力う こ

れは章をあらためて検討する問題である。
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表 5-37 卸小死業・サ-ビス業における内部梱成の変化

H2ゾーン

3 2年 3 8年

事莱所数 従莱員数 常扉者数 事業所数 従業員数 常雁者数

G 卸 小 売 莱 2 4 D 3 7 

゜4410 佳Ii =9E : 莱
％ -% ％ -％ -％ -％ 

42代理商仲立業
（ 

43各種商品小売菜

44織物衣服身の廻り品小売業

45飲食料品,J売業 100.0 10 0.0 .,. o 100.0 1 OD.□ 

゜必欽食店

47 自転車，荷車小売莱 一

48家具建具什器小売業

49 その他の小売業

｀ 
. 

L サ＼ー ビス莱 4 ， ， 8 96 93 

80旅館，貸間下宿業 —% ..% ＿％ 3 7. 5o/ 10 7 5.0o/ ° 7 4.2o/c 70 ， 
"81 対個人サービス業 ..:.. 

83対事業所サービス業

84 自動車修理業ガレージ業

85その他の修理菜

86映画業

匂娯楽業 呵 づ• 一

お医療保健業

89法 務

90教 育 100.0 1 00.0 100.0 62.5 25.0 25.8 

91 宗 教

匁他に分類されない尊門ザービス

93非営利団体

94 その他のサービス業
iF _1  

表 5.-3 8 地帯都市的機関の分解一発展パクーン (H2ゾーン）

0人 1~5人
6.k-- 11~ 21~ 31~ 51~ • 1 0 1~ 2以0上1メ
1 U人 20人 30人 50人 1 DD人 200人

全都市的
3 2年 2 4 

゜゜ ゜3 8年 3 5 1 1 機関の変動 2 

38-32年 1 1 2 1 1 
32年 2 4 

゜32年 38年
3 8年 2 2 2 鴫機関の

変動 3 8--32年

゜
△ 2 2 .、

32年社38E年機継関続中機で関のの書！
32号麒 100.[JO/o 100.0 

メロ ．． 

同38年存在機関中 66．乃lo 40.0 100.0 
での割合

-・ レ“
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(3) 恥ゾーンの変容楷造 表 5-39 菜種別都市的機関構成の変化

1. このH3ゾーンは高丘丸山といつ H3ゾーン

た北部山間部にひるがる地帯である。

昭和 32年段階では都市的諸機関は

1 1事莱所（従菜員 29名）ほど存在

するが，卸小売網サービス莱のほか

に．製造粟公益事莱＇迩輸通信莱な

ど，その内部構成は前迩H2ゾーンと

比してかなり多様である。

けれども， この連輸通信莱は個人の

馬追いであり，昭和 38年段階には消

滅している。製造業は製菓菜低かー事

業所で，製菓業を除いては， 3 8年段

階では解体．消滅している o 公益事業

． 

実 数

計

鉱 莱

建設染・

製造莱

卸小売莱

金融莱

；不動 産莱

連輪 通信

公益 事業

サービス業

3 2年 3 8年

事莱所数 従莱員数 畢莱所数 従莱員数

1 1 29 8 る2

1 0 Ill% 1 DO% 100% 1 00% 

’ 

182 34.5 12.5 31.3 

1 8.2 1 7.2 25.0 21. 9 

18.2 13.8 

2 7. 3 24.1 12.5 2 5.o 

18.2 1 0.3 5 0.0 21.9 

は市苓ょひ王子製紙の上水道，配水池関係の施設附機関である。このH3ゾーンの都市的機関数

は昭和 32年から 38年にかけて，かえつて減少，従莱員数のみ若千増加という傾向を示して

いる。

2. この H3ゾーンの卸小売業は昭和 32年段階ては「飲食料品小売業」のみ 2店あつたが， 38

年にはこれが一店消滅，替つて「その他小売業」が出現一方サービス業では，昭和32年段階

で「教育」として小学校 1の低か，対個人サービス業として「火葬場」が存砥昭和38年にあ

らたに「苫小牧市樽山ヒュッテ」が出現した。

3. この巨ゾーンでは昭和 32年段階で存在した機関のうち 3.6割のも＠が，そのご昭和38 

年にかけて継続しているにすぎない。

4. この巨ゾーンには昭和37年現在， 1 5 9名の就業者がいるが．ぅ戸 3.7割の 58名が林

業就業者，農業就栗者は 0.4割 (6名）を数えるのみである。他はサービス業（ 1.8割），製造

業 (1.3割），建設業(1.0割），また卸小売莱，運輸通信莱公益事栗公務など所謂都市的

職業従事者である。この事実はこの農山村部の分解がきゎめて激しいことを物語っている。
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表 5-40 卸小売莱．サービス業に苓ける内部構成の変化

H3ゾーン

3 2年 3 8年

事業所数 従業員数 常扉者数 事莱所数 従莱員数 常雇者数

G 卸 小 -rnてご 莱 2 5 2 2 7 5 

俎卸 売 業 -% -%  -%  -%  -%  -%  

42代理商仲立莱

43各釉商品小売莱

44織物衣服身の廻り品小死業
， 

45欽食科品小売業 1 00.0 1 00.0 10 0.0 50.0 42.9 6 0.0 

必飲食店

47 自転寓荷車小売業

48家具建具什器小売業

49その他の小売業 50.0 5 7.1 40.0 

I 
L サー ピ＇［ス業 I 2 3 5 4 7 6 

印疇，饂下宿業 -％ -%  -% 25.0% 14.3% 16.7% 

81 対個人サービス業 50.0 33.3 33.3 50.0 28.6 1 6.7 
.・ 

83対事莱所サービス業

84 自動車修理業ガレ｀ージ業

85その他の修理業

あ映画業

87娯楽業

お医療保健業

紛法 務

90教 育 50.0 6 6.7 6 6.7 25.0 5 7.1 6 6.7 

91 宗 教 -T 、鴫

92他に分類されない専問サー已< ’ 

93 非営利団体

94 その他のサービス業

表 5-41 地帯都市的機関の分解一発展パクーン (H3ゾーン）

0人 1~5人 6~ 11~ 21~ 31~ 51~ .101人 幻1人
1 0人 20人 30人 50人 100人 200人 犀

全都市的
32年 4 6 1 
3眸 1 5 2 

．． 
機関の変動

38~32年 △ 3 △ 1 1 

32年 5痒 32年 3 1 

継続機関の 38年 2 2 
変動 38~32年 △ 1 1 

32年 38年継続機関の D ％ 50.0 100.0 32年存在機関中での
割合

同 38年存在機関中

％゚ 
4 0.0 100.0 の割合

ー257-



ゾーン

A ゾーン

｀ 
B ゾーン

C1ソ-ン

C2 ソ._ン

ヽ

D1ゾーン

D2ゾーン

Et,ゾ―ン

E2ゾーン

F ゾーン

G ソ:....ン

町ソ・.:....ン

H2ソ._ン

H3ゾーン

表 5-42 地帯こと莱種別にみた都市的諸機関の分解一発展パクーン

（昭和32年 38竿迷続概勘の昭和 32年存在都市的機関中

苓よび38年存在機関中での割合）

鉱莱 建設菜 製造莱 卸j死莱 金融菜 望贔 一迪輸 電気・ガス
通信栗 水道

① 4 5.0 5 0.0 54.7 52.6 66.7 42.9 100.0 

② 45.0 7 6.5 3 7.1. 37.o 6.7 21.4 50.0 

① 39.1 44.4 30.9 6 0.0 5 0.0 33.3 66.7 

② 18.0 55.2 25.1 31.6 4 0.0 44.4 6 6.7 

① 46.7 5Z1 32.8 50.0 10 0.0 

② 12.5 3 3.3 1 7.2 7. 7 1 8.2 

① 38.9 3 7.5 39.3 1 2.5 100.0 

⑨ 14.9 23.1 9.8 5.6 50.0 

① 

｀ 

80.D 

⑨ 12.5 =-

④ 

② 

④ 

⑨ 

① 

② 

⑪ 5 7. 1 

⑨ 36.4 

① 6 6.7 10 0.0 6 2.9 

② 28.6 100.0 45.8 

④ 5 0.0 50.0 

② 33.3 28.6 

G) 10 a.a 

⑨ 6 6.7 

① • 50.0 33.3 

＠） ，、一 1 00.0 33.3 

① → 3 2年存在機関中での継続機関の割合ゐ

② → 3 8年 I9 II 

-2?i8-

サビ
全産業

莱

5 9.6 55.1 

52.5 39.4 

4 62 39.2 

5 1.5 28.1 

6 5.6 45.9 

2 3.3 1 8.7 

44.0 38.5 

7. 9 9. 1 

72.7 72.7 

22.9 12.7 

10 0.0 4 0.0 

50.0 35.3 

5 2.4 59.7 

3 4.4 3 9.4 

8 0.0 52.9 

50.0 34.6 

10 0.0 100.0 

5 0.0 5 0.0 

100.0 36.3 

50.0 50.0 



表5-4 3 地帯別産莱別就業人口構成 （昭和 37年）

霜贔戸疇 廻 製 小嬰売容業：息農
不動 連輸

水電ガ道気業ス． 
←ビス

公務 計（実数農業
産業通信菜 莱

Aソ._ン

゜
0.7 

゜
0.1 5.3 22.7 42.2 1. 7 0.6 4A. 0.2 2 0.4 1. 8 100(3,504) 

B ソ-ン 1.5 0.7 0.1 0.3 1 3.4 28.7 21. 3 1.8 0.5 8.1 0.7 1 87 4.2 100(4,268) 

C1ソ._ン 1. 9 1. 9 1.7 0.4 /2 7. 9 24.8 14.6 14 0.4 7.9 0.6 13.6 3.0 100(4,177) 

C2ソ-ン D.4 1.7 0.2 〇.3 /21.2 24.2 1 7. o 2.1 0.5 13.0 0.9 15.0 3.7 100(5.3 97; 
‘ D1ゾーン 0.5 1. 9 c.1 25.0 30.3 10.6 1.7 0.8 10.8 0.3 14.1 3.9 100(2,371) 

D2 ゾーン -( -)  

町ソ._ン 3 7.4 4.2 11.0 6.8 1 2.9 5.5 0.3 8.1 5.2 7. 1 1.6 100( 310 

靱ソ・-ン ー( ー）

F ゾーン 8.4 5.8 1. 0 [!)．6 3.5 1 0.3 12.9 - 0.3 42.8 1. 3 1 0.0 3.2 100(3 11) 

G ゾーン 1.3 0.3 2.1 〇.5 14.8 58.4 1 0.5 0.2 0.1 3.9 7.6 0.3 100(1,729) 

財ゾーン 36.4 1 3.6 12.4 2.5 7.3 3.0 6.5 0.1 . 0.3 10.7 0.3 5.6 1. 5 100(736) 

恥ゾーン 71.4 4.9 5.8 0.5 2.9 2.1 1. 7 - 0.4 3.5 6.6 0.2 100( 822) 

英ゾーン 3.8 3 6.5 1 0.1 13.2 8.8. 5.7 2.5 1 82 1.3 100( 159) 

表 5-44 （イ）地帯別住民の世帯主の所属事業所

従業員50名以 従業負前5者1名三
国鉄・公社 農林

王子 岩倉 国策 下（日扉を含 塁(‘ 疇 計（実数）
んだ）の事業 莱社所を除く）事 公務負 漁業
所

Aゾーン 57. 5 2.3 29. 9 3.4 5.7 1.1 100 (8  7) 

B ソ・ーン 25.6 3.7 42.7 122 13.4 2.4 100 ( 82) 

叫ゾーン 23.2 1. o 41.1 ヽ 20.5 11.6 1.8 1.0 100 (1 12) 

c2ソ._ン 8.9 5.6 6 0.0 14.4 8.9 1.1 1.1 100 ( 90) 

叫ゾーン 25.2 3.1 42.7 16.8 9.2 3.1 100 (131) 

翌ゾーン 1 2.3 14.0 40.4 1 0.5 1 7.5 5.3 100 ( 57) 

町ゾーン 4 7. 6 14.3 4.7 33.3 100 (21) 

E2ゾーン 10.0 6 0.0 30.0 100 ( 10) 

F ソ`ーン 63.6 4.5 31.8 1(0 ( 22) 

G ゾーン 65.5 1 7.2 1 3.8 1. 7 1.7 100 ( 58) 

町ソ._ン 65.4 11.5 23.1 100( 26) 

要ソ，-ン 1 1. 1 88.9 ・ 100 ( 18) 

H3ゾーン 14.3 28.6 5 7. 1 100 ( 7) 
ヽ .., 
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（口）地帯別住民の世帯王の所属産業

建設莱 製造莱 卸小売莱 金融業 不動産莱
運輪・

公益事莱 サービ嘩 公務員
通信業

A ゾーン 4.6 6 9:o, 11.5 6.9 5.7 1.1 

B ゾーン 8.5 4 1.5 7.3 12.2 1.2 22.0 4.9 

町ゾーン 17. D 38.4 會 1 1.6 1 1.6 9.8 8.9 

C2ゾーン 1 6.7 32.2 1 6.7 5.6 1. 1 10.0 1 1. 1 4.4 

巧ゾーン 23.7 35.1 3.8 1.5 1 8.3 1 1. 5 3.1 

D2ゾーン 1 0.5 38.6 7. D 1.8 7. 0 1. 8 1 5.8 12.3 

町 ゾ ー ン 1 9. D 9.5 4.7 1 9. 0 4.7 4.7 

E2 ゾーン 20.0 1 0.0 1 0.0 50.0 1 0.0 

F ゾーン 1 3.6 4 0.9 27.3 13.6 4.5 

G ゾーン 1 0.3 6 9.0 1.7 1.7 5.2 1 0.3・

町ゾーン 26.9 23.1 11.5 7. 7 3.8 3.8 

E2 ゾーン 5.5 5.5 

耳ゾーン 1 4.3 14.3 1 4.3 

注） 無職森林漁業は除いてある。

注 1) 以下｀第 5節．各地帯の内部構造の変容で分析する。 「地帯都市的機関の分解一発展

パクーン」の A~H.5ゾーンの合計の数字は、前述第 4章での、全市合計と一致しない。

それは、この地帯分析にぉいては、＇都市的諸機関の特定地帯での消減・一発展を問題とし

ているので、たとえば、都心地帯tら昭 和 32年に存缶した、特定機関が、昭和 38年

巳 C1ゾーソに移転した場合には、それは、 Aゾーンからは、消減したものとして取

扱つてあるからである。同様の意味において C1ゾーンにおいて、その機関は奮昭和 38, 

年より新設という形で整理してある。前述、第 4章でtむ苦小牧市域全体を問題とした

ので、かかるケースは当然、 「継続」として販扱つた。

2) この調査は、昭和 40年 9月、市内全中学校の第 5学年生を対象とし、各中学校より、

．それぞれ 1クラスを抽出、その父兄に対して、アンケート形式で、行なったものである。

有効調査票 77 5世帯中ぃここでは世帯主の所属企業不明分を除く、 72 1世帯の集計

表を提示した。
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V 地域変動 の 構 造

1． その 問 題 性

ゎれわれは第2節でこの苫小牧市城の地帯区分を行ない，第3節で地帯間の関係棉造の変動をみ，さ

らに瓢廊おいて， この苫小牧市におけるAゾーンから四ゾーンに至るまでの各地帯の内部構造の変

麟程をみてきた。

これらの実態分析をと姦して，少なくとも苫が枚に関して，われわれは一体如何なる「地域変動の構

造」を把握出きるのかo

(1) ゎれわれは第 2節にぶいて，地価による地帯区分を設定したが， この設定に際しては少なくと

も土地がその土地自体のもつ生産性にょつてつまりその土地の自然的属性としての価値によつて

評価されるというのではなしに，その土地がさらに社会的属性としての価値をもつものとなる限り

にあいて， ここでは「地城」を「地域」としてとりあげるということを意味していた。すなわち，

現実のわれわれの主題にひきもどせば，現下の国家独占資本主義体制下に苓ける独占資本の価値法

則に導かれて，特定R土地がそR社会的属性として，っ・まり資本の論理にょつて，ひとつの線上に

並ぺることが可能な価値づけによつて区別されるし，現にされていることを意味する。そうして，

この場合当然のことながら，具体的にそれらの土地の上で，その土地の所有権と借地権とは区別さ

れるとしても，とにかく私的所有の原則にもとずいて資本主義的価値法則に導かれたところの社会

的生産ー結節活動が営まれることをその前提とする。したがつて，当然のことながら， ここで「地

城」というとき，それはたんに「人間の社会的活動は，常に特定の土地に結びついて行なわれてい

る。」といつた意味でのきゎめて一般的な人間と地域の結びつきを指しているのではない。土地そ

のものが私的に所有され，私的利澗を生み出す根源になつているのである。人間の社会的活動が特

定の地城に結びついて営まれる隙，そうした地城的単位をそこで営まれる人間の社会的諸活動の統

一性にウエイトを苓いて「地城祉会」とも呼ぶ汎今日問題になつているのは，そうした「地城社

会」と呼ばれている社会的実体自体が何ものかの手に端かれて，絶えまず変動を重ねていく点に求

められなければならない。しかもそれは一定の法則によつて変動しているものと思われる。

ここで「地域変動の構造」というとき，そうした「地域社会」・のあり方そのもの，その楷造その

ものを支え変容していくところの変動パクーンを把握することを指している。

(2) それは具体的にほ特定地城上に立地したところの多様な都市的諸機関（大きくは生産機関と結節

機関）の相互結合の状態ふゴよびそれらと，生活消費機関（世帯）との結合諸形態として把握され

なければならぬ。しかもそうした結合形態そのものは．それら都市的諸機関の絶えまぬ解体•消滅

と，一方の極に苓ける発展＠総過程として立ちあらゎれる。したがつて，それ自身いわばけつして

静止の状態をその本質とするものではない。もちろん，それら都市的諸機関の質は一定ではない。

一方の豚に常肱者を多数擁する機勘が存缶その対仮匹家族自営業と呼ばれる機関が存在する。ま

た全国的に本社一支社一支店のネツト・ワークをもっ，言葉を替えるならば独占資本そのものとし
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ての，都市的機関もあれば，然らざるものもある。

(3) また都市的諸機関が，それ自身資本の価値法則にもとずいてそれ自身を維持あるいは発肢すると

いう本質をもつのに対して（独占資本の危機が深化すればするほど行政諸板関も，それ自身”効率

の論理，，すなわち，投資効果にもとずいて行政そのものを行なうようになる。つまり「国家」その

もの汎資本の価値法則に従属する方向を顕著に示しはじめる。）消贄生舌機脚（世帯）それ自身

は，その資本の価値法則にしたがわなければ，それ自身生存が不可能なことはたしかたとしても，

その本質として，人間的な絆が先行するという特質をもつ。したがつて．かかる点で都市的諸機図

と都市住民の生活消費機関（世帯）とは基本的な点で対立せざるを得ない。都市住民の生活は，ま

べさに物質的に営まれている以上，そうして全体社会の物質的生産諸様式自体が資本王義的生産様式

をとる以上この過程の中に自らの生活をくみこまざるを得ないわけだ。しかも，生活消費機関の

かかる資本への従厩は，二重の形態であらわれている。第一は 自らの生活過程をまつとうするた

めには都市住民の全員が．少なくも世帯を単位として，不可欠に”資本の約束”に身をゆだねなけ

ればならぬという形態をと苓して，第二は，そうした従属がさらにその世帯員（世帯主）の所属す

る都市的諸機関の質的量的差異にもとずく，またそれら機関の中での世帯員の地位と役割の相違に

もとずく，相違を反映して「世帯そのものが」その生活水準に芸いて，また文化水準に苓いて，幾

つかの段階にわけることが出来るとこるの社会層に編成されるという形態をと念して，つまり”資

本／／はその本質として資本自身の担い手，つまりそれ自身，私的な性格をもつ生産機関，結節棟関

の担い手としての特定階（経営者層）を不可欠にともなわざるを得ないし，かかる社会的生産労働

の組織の場を媒介として，生活消費機関それ自身を階級的に再編成していく。こうした過程は絶

えまず進行しているとみなければならない。かくて一般的にいつて，下層階級の世帯に芸いては夫

のみならず，妻も生活維持のために働かざるを得ないという形態が生まれる。

したがつて， こうした属性をもっ”生活消費機関／／は都市的生産抜関にあ、ける，つまり職場に苓

ける階級関係を図爽するものとしての搬場を母体とした”労働組合 II組蹴しあるいはより一般的な

意味で人間的絆にょつて結ばれる各種”生活拡充集団／／と同質なものをもつているといわなければ

ならない。かかる生活消費機関は．特定地帯に苓ける都市的諸機関それ自身の発生と発朕にともな

つて，必要不可欠に都市的諸機関がともなわざるを得ないものとして特定地描に，都市的諸機関が

そうであるように，特定のあらゎれ方をする。

さて，われゎれはこうした意味での「生産機関」「結節機関」「生活消費機関」の総体が特定地

城上で朕開する過程として地城発股楷造を捉える。しかもそれをそれら諸機関のたえまぬ分解一発

展の過程として捉える。

2. 苫小牧市域における地城変動構造と若干の一般化

(1) 生態的にみた地城変動パクーン

ここでは，苫小牧の事例にもとずいて，地域の変動構造に関する若干の一般化を考えてみょう。

もちるんこの場合の一般化は，たとえば東京のようなメトロボリスには適用し得ぬであるうが，以

下この苫4牧という特殊ケースを通してあらゎれている現段階に苓ける地域変動構造の一般的属性
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の一端でもあきらかにしたいと考える。

（イ）特定地域が都市的に発朕する際には，それは郡市集落自体の地縁的発展としてあらわれるが，

そうした発朕にともなつて，都心部そのものに立地する都市的諸機関，同従業員の全市城の中で

しめるウエイトは減少する。都市的諦様脚は都心部に接続する地帯にとくに厚い形をとつて，

全市的に拡散する方向をしめす。

苫I」歌の場合では，昭和32年から 58年にかけて，都市的諸機関（生産，結節機関）が 1.8 

倍，同従業員数が 1.6倍と拡大する中で，中心のA, Bゾーンの比重は，昭和32年の同市全体

の都市的諸機関および同従業負の 7.2割から 5.5割に低下したo替つてその周辺部， Cゾーンで...... ~... 
の都市的諸機脚の発朕がとくに著しい坑同市城内の農村部に定いても，一般的にいつて都市的

詰機関は増加視象を呈している。

（口） この都市的，生産，結節機関の増加は都市市城人口の増加となつてあらわれているが，それ

は都市の生活消費機関（世帯）が地緑的に従来よりもより広い地帯に立地居住するという形で

しめされる。けれどもそこには特定のパクーンがある。すなわち，それは都心部苓よびもつとも

周辺に位置する農村地帯居住人口の絶対的減少と，それら両者の間にひろがる地帯の居住人口の

増加という形態である。この中間にひるがる地帯には，当然のことながら，従前，農村地帯とし

ての機能をもつていた部分も含まれる。比喩的に表現すればかかる地域発展は”まんじゅう／／が

”まんじゆう /1型として拡大するのではなく”ドーナツ型／／に変型する方向性をもつ。かかる変

型は，前述都市的諸機関の発展に苓いても，ほぼ看取できるところであるが，この居住人口増に

おける地城変動構造にもつと端的に示めされる。

（ハ）地域がかかる形態で発展する過程は同時に，都心部から順次周辺部へむけての各地帯の従前有

していた地帯それ自身の特色つまりそれら各地帯の役割を変化変容させる過程として現われる。

(a) 都心部は，前述（イ）（口）で述ぺたように全市城の中での比重を最的には減少させる力iそれ

は質的には従来そこ＇が有していた生産的機能を弱めながら，それ自身を卸小売業．サービス

莱地帯として，再編する過程としてあらやれる。しかしこの場含都心部それ自身が，質の異

なつ1t二つの部分（地帯）に分化し，全体として Civic Centralityを高め， しかも都

心部そのものを地縁的に拡大するという形をとる。苫小牧のケースではそれはAゾーンと B

ゾーンの役割分化でしめされる。 Aゾーンは従前にも増して，対個人サービス莱，飲食店，商

品販売業娯楽莱など，全市城（さらには， リージョン内）の住居人口を対象としたサービス

センクー地帯としての機能をより強める変容方向をしめし， Bゾーンは，それ自身を金融，不

麟，公益，法務，又対事業所サービス地帯．として形成する方向を指向している。

Aゾーンが対個人つまり市域の生活消費機関全体のより高次な（つまり日常生活地区では

禍されない）直接的消費，サーピスに即した結節的機能をもつ地帯として，それ自身のCivic

Centralityを高めていくのに対して． Bゾーンは生産機散lを対象とした， また生活消費

機脚を対象とする場合でも間接的な諸サービスをつかさどる結節的機能をもつ地帯として そ

れ自身を形成しつつあるといえる。かくて Bゾーンは従前もつていた居住地帯としての性格を

弱める中で生活泊費機関に対する直接的サーピスの場合に苓いても，その機能を従前の地区居

住者対象の所賄家族自営業的なものから≫漸次Aゾーンレペルに つまり少なくとも常雁者を
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擁した事莱所へ変容させつつある。

かように， A, Bという質的に異なつたものに特殊化する方向性をしめしつつ，都心部その

ものが，拡大再生産されるというパクーンをとる。のちにみるょうにこの場全かような形で

あらたに都心部に編入されつつある Bゾーンの変容は とりゎけ激しい。 Bゾーンは所賄推移

地帯として位置ずけられよう。

(b) これらあらたに都心部に再緬されつつある地帯の外側に，都市的生産機能をもつ新典地帯が

形成される。けれどもこれら地帯は，都市的生産機能をもつだけではなしに，ぁゎ七て郡市住

居地帯としての性格をもつものとして形成される。都市地域が全体として発肢する中で， この

地帯の都市的諸根諷生活消策機駒の発朕，増加がもつとも著しい。しかしこれらのゾーン，

つまり苫小牧市の場合でいうと， Cゾーンは西部にひるがる地帯 (C1)と将来の都市計画に

苓いて臨海工莱地帯と接続するとされる東部にひるがる地帯 (C2)とでは，その発朕パクー

ン雌訟る。豆ゾーンでは都市的生産機能と同時に，対事業所サービ・ス地帯としての性格を

形成しつつあるのに． 叫ゾーンでは，かかる傾向はみられない。またそれら C1, C 2ゾーン

の住居者の社会的階層差を反映して，つまり C2ゾーンは臼ゾーンに比して，新興都市的諸

機関所属者の居住地帯としての性格をより強くもつているが， この c2ゾーンに苓いてはC1

ゾーンに比して，直接的な消費にかかわる「都市的結節的機関」はあきらかに整備されていた

Vo 

cゾーンといつても西部と東部とでは， こうした地帯形成の相違がみられる oけれどもこれ

ら地帯がA, B両ゾーンと異なつて居住地帯と同時に都市的生産機能をもつ地帯として形成さ

れつつあるという点は変わらない。

(c) とこるでこの Cゾーンからさらに外側の周辺地帯は， あきらかに，都市的生産機能をつかさ

どる地帯としてではなく，都市住宅地帯として形成される。そうして Cゾーンでみられた如く

西部と東部とではその社会的性格が異なる。西部（叫ゾーン）はこの市城の中での安定暦の

住居地帯としての性格をもつている。加えてこの叩ゾーンでは， CゾーンあるいはBゾーン

でそのす台頭が著しかつた「貸間，下宿業」がみられぬという特徴がある。この地帯が所詣安定

悟の住宅地帯として形成されつつあることはあきらかである。かようにみてくると， Cゾーン

Dゾーンと都心部から願次外側に向うにつれて， A, Bゾーンは都心の中の居住地， Cゾーン

は生産地帯の中の住宅地，その外側に，純枠の住宅地帯がひるがるという梢図が描ける。しか

も，西部と東部とでは住宅地そのものが安定皆と新入り層居住地帯といつた異なつた特質をも

つものとして形成されつつあることがわかる。ここまでは，単純労働者と異なつて所謂中の上

階罹の住宅地帯が，居住にとつてもつとも快適な都市の最周辺部，しかもやはり居住に通する

地帯（苫小牧の場合でいうと西部）にひろがるという図式があてはまる。しかしこの苫IJ骰：市

の場合をさらに検討すると，このDゾーン，苓よびそこからさらに外側のEゾーンにかけての

地帯が，第二部，第1章地城社会にぶける労働市場の実態と関題点，四の 2, 「炭鉱離賑者

の流入事情と滞留形態」で詳細に検討されるように所謂炭鉱離識者をはじめ新規流入者暦（し

かも概して生活状況は不安定である）の住居地帯として開発されつつあるという事実があきら

かとなる。
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東部にひろがる町ゾーンの場合，対事莱所サービス業機脚もいくつか設立されているが，

「対個人サービス莱」姦よびその他各稲商品小売莱など地区住民の直接的消費にかかわる都市

的機駒は ここではほとんど整備されていない。加えてこの地帯は都心への交通事情が悪い。

つまり， この苫小牧でみる限り詢発されつつある都市の最外円部には中の上階階ではなしに，

我在の生活状況からいつて，苓そらくは中の下あるいは下の上クラスに入る階階の居住地帯

がひるがるという特徴が認められるのである。

(d) さて励辺の痰村地帯にぶいては，居住人口そのものの減少と都市的諸機関の増加がみられた。

しかしその増加した諸機即は地城住民つまり農民暦の日々の生活要求に応えるものではなく

とりわけ都市住民の「レジャー」としての要求に応える諸機関であるという特徴をもつている

そうした役割を果すものとして， この骸村地帯は都市的に開発されつつある。

(2)都市的諸機剥の分解一発展パターンからみた地域変動構造

上述したような各地帯ごとの役割機能分化と，それに応じた内部構成の変化は． しかしながら，

同時にきゎめて激しい，都市的諸機関自体の分解←発展過程としてもたらされている。しかもその

分解一発展パクーンには一定の法則性が認められる。

（イ）第ーに全股的傾向としていえることはかかる都市的諸機関の増加そのものが，従前それらの

特定地帯に立地していた都市的諸機関がそのまら発展，さらにその上にあらたな機関が上秩みさ

れるという形でもたらされるものではなく，従前その地帯に立地し．そこで特定の活動を行なつ

表 5-45 都市的事業体の生成一消滅パクーンからみた各地帯の特徴

昭和 32年当時存在 昭和 38年固偕

した和全3事8業年体までのうち
昭 年ま継続 昭和 32年 昭和 38年 増加指徴

での継続事業体

したもの 事業体数 事業体数 (S 3年 ・100) 率

A ゾーン 55.1 ％ 662 92 5 140 39.4 

B ゾーン 39.2 370 517 139 2 8.1 

C 1ゾーン 45.9 1 33 326 245 18.7 

92ゾーン 38.5 130 550 42 3 9. 1 

.. D衣ーン 7 2.7 22 126 572 1 2.7 

D砂ーン

E1ゾーン 16 D 

E2ゾーン

F ゾーン 4 0.0 15 1 7 11 3 35.3 

G ゾーン 5 9.7 62 94 152 39.4 

H似ーン 52.9 17 26 15 3 34.6 

H2ゾーン 100.0 6 12 200 50.0 

H3ゾーン 3 6.3 1 1 8 73 5 0.0 

地帯不明 1 4 

地帯不明内訳 S 3 2年 常屈者 0人層 1. s 3 8年 常脹者 0人層 2, 6~  1 0人層 1' 不明 1
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ていた機関そのものが激しく分続多くの解体消跛事業体を出す中で，またあらたな事莱体が創．

設されるというそうした都市生産組織体あるいは結節組織体R特定地帯上での分解一発朕過程と

して， この地帯変動がなされているという事実である。たとえばBゾーン， C2ゾーンなどでは

昭和 32年当時存在して引継ぎ昭和 38年まで継続した事莱体ほ昭和32年当時存庄した全事業

体の 4割という結果がしめされる。しかし表5-45であきらかなように，中心地帯である Aゾ

ーン，苓よび純住宅地帯として急速に地帯形成をなしつつあるD1ゾーンに苓いて，かかる継続

事体率の高いこと。その間にはさまれる推移地帯としてのBゾーン，苓よび都市的生産，居住

地帯として開発されつつある C1. C 2ゾーンで．その消滅率が激しいことが特徴的となる。

このことは前述した都市の地帯ごとの役割分化，その機能変化という現象が．とりゎけ，都心部

に組みこまれつつある地帯，念よび生産，住宅地帯として開発されつつある地帯に苓いては，都

市的諸機関そのものの激しい入れ替えという現象をと苓してなされていることを物語る。つまり

分解がそれだけ激しいということを物語る。けれども農村部にエ、いても，その一部を除いては

いずれも都市的機関そのものの変動がかなり激しい。それは農民層分解にともなう農村地帯自体

の変動の激しさの反映として受けとることの出来るものであるう。

ところでこうした過程を通して，地城全体の都市的機関が増加する中で，それら都市的機関は

全般的に，それ自身の組織体としての規模を演本主義的に拡大，地城全体として生産活動あるい

は結節活動を行なうさいの，組織体としての基底ラインを高めていく。また地城にぶける事業体

自体ある時点にあwいて，常雇者規模の大きい事業体ほど継続一発展の度合が高く，反対に常雁者

規模の零細な事業体低ど消滅率が高いという一般的な傾向をもつている。つまり， これは資本の

大小によつて，それが規定されるということでもあるが， しかしながら，ここでもう一つ注意し

なければならぬのは，かかる資本主義的な地城発展は，今日のところ後に述ぺるように，それ自

身．雇用労働力を擁しない「家族自営業種層」としての都市的諸板腕をその運動法則として，不

可否的にともなわざるを得ないという畢実である。したがつてかゞる過程を地域発朕稲造として

とらえると，地城発辰の構造自体が経営規模の大きな組織体へR発展という形で，一方の極にぶ

いて都市的諸機関を拡大，いわば頂点にかかる大規模経営組繊体を出現させると同時に，他方の

極に苓いて常に広汎な家族自営業種層を解体•消滅させると同時に，またかかる層を広汎に生み

出していくという，そうした栴造をその本質として有しているということになる。けれどもその

あらわれ形は地域的に一定のバクーンをとつてあらわれる。特定地帯の都市的諸機函が全体的に

増加する中で．たとえば常雇者規模でそれをみた場合； もつとも中核的に増加する層がみられる c

つまり地域が発股するさいの増加事莱所の中でもある特定の常崩者規模をもった傍がその中核と

して存在する。かかる中心になる僭元 ここで地城変動の基軸という言葉で表現すると，一般的

に都心部におけるかかる意味での地城変動の基軸は高い。（しかもそれは，それ自身を対個人サ

ービス業地帯として廂成しつつある中核点のAゾーンょり，金凰公益事莱，法務あるいは対拳

莱所サーピス架地帯として，それ自身を再編しつつあるBゾーンの方が，一般的変動基軸は高い

という傾向をもつであるう）そうして，かかる都心部 (A-Bゾーン）をJ見点として順次C→D

→Eとその変暇繹は下り．そのスソノは「家族自営業」に遜するという変動栴造を地域自体は

もつものと考えられる。そうして，そうした最末端の都市的「家族自営業」の周辺には農村的な
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図5-4 地帯的にみた都市的諸機関の変動基軸の変化

- ／ □／］］・ロ□1--r---
「家族自営莱」つまり農民層が存在するという棺図が描ける。それは理念型としては図 5-4の

ょうに描けるだるう。苫 I」歌の場合では，すでにみたように昭和 32年→ 38年にかけての地域

発展は次のように描ける すなわち，都心部としてのAゾーンは常畑者規模1~ 5人層を基軸と
l注i

した全般的な上昇化傾向， Bゾーンは 1~5人暦を基軸としたAよりも， もつと顕著た上昇化傾

向， C1 ゾーンでは常屈者規模1~5人層への集中化傾向 C2ゾ属.1;／ではその変動基軸は一段

と下つて常雇者規模 0人層， Dゾーンでも同様 0人層というパクーンである。（つまり， ここに

砂て豆ゾーンは町ゾーンより地帯全体としては．都市的諸機関の伸びは著しいが， C1ゾ

-．ンに比して，その発展基軸がひくいということ訥 あきらかになる。）

注） もちるん、こうした分析手法自体、さちに地帯の業種構成を加味するとか、もつとニラボ

レイトする必要がある。たとえば、広大な中小工場地帯が、特殊的に形成される揚合など、

特殊的にその地帯は都心部より、かかる変動基軸が高くなる場合がある。けれども、その

牙そ0.:}1 はやはり都市的自営業種層となるであろう。地域発展のさいの変動基軸が都心部を

中心として、かかる分解一発展パターソを描くということは一般的にはいえると思う。

とこるで．ここではさらに次の点にふれなければならない。それは地域発展のさいの地帯ごと

の変励基軸が，このようなパクーンをとることと平行して，それぞれの地帯に念ける地域事業体

の解体・消滅基点そのもの力iこれまた相互に異なつた特定のパクーンをとるということ。そし

てまたそれは都心部を中心とした地域発展の一定の法則として，把握できるということである。

勺・
すなわち，一般的にいうと，都心部に苓いては，とりわけBゾーンでは，都市的事業体の解体・

消滅基点が高く，継続事業体自体胡 その中で着実に上昇化を行なつているということ。 c→D

と順次周辺部にいくにつれ都市的事業体のかかる解体•消滅基点が下るとともに，継続事業体の

上昇化も頭打ちとなり，その地帯に念ける常雇者規模の大淫い事業体は，新設という形で≫つま

り他からの移植という形でもたらされるという形態をとるということ。

苫小牧のケースでは，それは次のように表現されていた。都心部である Aゾー言ンでは 昭和

32年から 38年にかけて瞑涜した事莱体は常扉者規模6~1 0人層を解体基点とし，それ以下

層の減少，以上惜の増加という傾向が看取でき，かかる継続事業体は着実に上昇化を行なつてい

る。同様都心部であるBゾーンではかかる解体基点が 1,1~20人層に上昇している。こうし

た都心部の動きに対して叫ゾーンでは，昭和 32→ 3 8,年にかけての全体的な地帯変動の基軸

と同様，かかる継続事業体においても．その分解パクーンは 1~5人暦への集中という形態をと

る。ここに苓いては常雁者規模 10 0人以上の事業体（昭和38年）はすぺて新設であるが，

3 1人以上では 13事業体中 7事業体は継続事業体となつている。ところでC2ゾーンでは，か

かる継続畢莱体は常雇者 5人以下僭と 11人以上層へという両極分解をしめし， しかもその上昇
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化は頭打ちである。常畑者規模 31人以上の畢莱体23中 20までは新設事莱体である。 Dゾー

ンに至ると（ここは継続事業体率が高い地帯であつたか）その王要なる傾向として，継続奉莱体

自体が地帯発展からとり残されるというパクーンをとる。常肱者規模 11 ~ 3 D人「部(1.)17畢莱

体はいずれも新設である。

かように，地域発展の変動基軸が周辺部から順次都心部(A, Bゾーン）へむけて，ー上昇する

と共にそれはまたそれぞれの地帯の中での，事菜体の解体・消滅基点が，周辺部から都心部へ

むけて上る。しかも都心部では，地域全体の変動基軸より，事莱体の解体基点は高く，加えて解

体ぜずに継続した畢莱体は着実に上昇化を行なうというパクーンがみられる。これに対して願次

周辺部にむかうにつれて， （その底辺は家族自営莱種管となるが）継続畢莱体のかかる上昇化は

頭うちとなり，その地帯の中での大型機関は新設，あるいは他からの移植という形であらたに設

置される。都市的諸機関のはげしい分解一発展過程は地城変動の揺造としては，かように表玩

される。

(3) 住民生活と地城変動楷造

都市的諸機関の発展の上からみると上述のような地城変動楷造が認められ得る。しかしながら都

市地域の発展は， このょうな発展パクーンをもつ都市的諸機関によつてのみ楷築されるものではな

い。すでにみたように都市地域の発股は，かかる都市的諸機関とともに特定地帯に立地する生活消

費機関（世帯）の増加としても現ゎれるものであった。生活消費機関自依それが「家族自営莱」

でない限り，その労働力が特定の都市的諸機関に結びつき，またその労働力の再生産のために，生

活消費機関自体特定地に立地した都市的結節機関からもろもろのサ.:..ビスを受けとらなけ九ばな

らない。

つまり，都市の発展は地域住民に対する，ワンセツトのサービスという点からも捉えられなけ

ればならない。かかる観点からみると，たしかに苫 I」歌：市城全体としては，都市的諸機関，また都

市的結節機関の発展はめざましい。それだけ地域住民に対する諸サーピス機能が増大したといえる。

しかしながら，地帯ことにこれを検討すると，その発辰はきゎめて不均等である。中心の都心部を

頂点として順次周辺部に向うにつれて，かかる地城住民に対する諸サーピスは，きゎめて不均等に

発朕するという一般的な法則があきらかに看取出来る。

苫小牧にあらわれたこの姿は，すでに各地帯の内部構造をみた際，評細にふれたのでここではく

りかえさないが，農村部では地域住民に対する直接的サーピスは「欽食料品小売莱」と「教育」が

その一般的な姿であるし， Fゾーン（沼の端）のょうな非農村的色彩をもつ地帯でも，人口 82 9 

名の段階では「対個人サービス莱」すら発生していない。昭和 37年の住民1,D D D名ラインに近

ずいて，そうして将来の発辰が予測されうる状態になつて，はじめて「対個人サービス業」（床や）

ゃ， 「自転専荷車小売業」「家具店」といつたものがようやく発生している。しかし．ここでは

まだ国療」機関すらも存庄していない。近毎住宅地として急速に開発されてきた叫ゾーンに

苓いても，人口 2,723名（昭和31年）の段階では， 「飲食料品小売莱」 (9店）「対個人サー

ビス菜」 (5)「教育」 (3)といつたところがその主要なもので，人口 7,7 8 9名（昭和37年）

程度になつて しかも「王子」住宅街を含むょうになつてはじめて，医療保健莱が4低ど発生して

いるのである。さらに，沼の端と同様苫小牧集落と別集落を形成する勇払 (Gゾーン）が一般的に
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都市的機関が不均等にしか発股していないことはすでにふれたとこるである。

かように，地域の各地帯ごとの全体的発展という観点からみると，都市的結節機関はきゎめて

不均等に設樅されていく。言葉を替えれば，地城発朕は，その地域の全住民にとつての均ー的な

発展としてではなく，周辺地帯は都市的な生活諸条件に苓いて，つねに中心部より劣悪な状況に

苓ヵ~れざるを得ないという形で不均等に発朕する。しかもすでにみたように，かかる周辺地には

一般的にいつてあらたに都市人口として流入した中の下以下の階層居住地帯としての色彩をもっ

ている。

しかし，そうした発展形態そのものが，資本にとつての地域発展のまさに一般的な法則として

現われるということを認識する必要がある。そこには次のような資本の運動法則があるように思

われる。つまり，資本の論理として，資本は”村落共同体IIから個々人をパラし農民階それ自身

を彼らの隼産手段からひき離して賃労働者化していく。そこには集落論的に集団→個人という方

向がある。

しかし，他方においてこうして”共同体，，からパラしたところの個人を，今度は賀労働者とし

てまた消費者として集団化し，まさに集団として把握するという運動法則を資本はもつ如くであ

る。資本はいつたんパラバラにした個人を今度は都市集落として再編成する。交通手段の発達

と情報の発達を不可欠にともないながら特定地点に人々をひきょせる。点在化している個々人は

そのま入放置する。（近年の都市住宅地開発が団地化とぶう形態をとつて行なわれていることに

これは端的にあらわれる。）しかもそれは，かつての村落よりも蓬かに大規模な集団として再編

される。マスとしての個人は，やはり集団として，集落として存在させなければならぬのである。

そうして箆葉を替えればb こうした過程は当然に置人口を特定地点に偏在させる過程となつてあ

らわれざるを得ない。‘かかる特定地にあつまつた人々は，階賠的に質的にも異なつた社会層とし

て構造化される。しかしながら特定地点にあつまつた「生活消費機関」が多ければ多い厄ど所睛

上薦中の上罹もその絶対数において，多いということになる。かくて農村地帯比苫小牧の例

でみるならば市城にぶけるかかる階層のための（さらにひろく道央地域に土ヽけるかかる階層のた

めの）レジャー地帯として開発される。 「ゴルフ場」「ホテル業」などがそれである。そうして

ここでは都市周辺住宅地帯として開発されつつある地帯，および周辺農村地帯住民の生活現境の

披備ということは現状に定いては資本にとつてまつたく放脱される。

かように，資本はその運動法則として村落共同体からとき低ぐした個々人をふたたびより大規

模な集団として地緑的に再絹する。

しかしその再編過程はきゎめて階級的である。人口集中地区としての中心部土よびその隣接住

宅地は，生活的三文化環境は整備されている。けれども自然の人為的な破猿の進行度合も高く，

生活の安らきの場を失なつていく。そうして上•中の上暦のものにとつては発達した交通手段を利

用して自然を求めてのレジャー，つまり脱出可能性がつねに存在しているのに対して，ことに停

溜した下層のものにとつてはかかる機会は与えられていない。

他方，自然がまだその姿を残しているそうして人ロキハクな周辺地帯，農村地帯に土1 いては

生活的•文化環境それ自身が整備されていない。しかも，都市周辺地帯においては， （ここは中

の下の階層の住宅地帯としての包彩をもつている。）日々の通勤のみならず，都心部へ出向くこ

こ
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と自体が費用がかかる。そうして，いまだ自然が存在するそれらの地帯はその住民のためではな

しに，彼らにとつては外在的な，中心部に苓ける都市上悟ないし，中の上階層のために開先され

る。

今日における農村からの農民層の流出は「経済的な問題」と同時にかかる社会・文化的格差が，

その流出に対する大きなプッツユ要因となつていると思われる。つまり，査本王義体制の中にま

き込まれればまき込まれるほど，農村は必然的に社会ェ文化的にペリへ lJな地帯にならさるを得

ないという構造が資本の運動法則として全体制的に用意されている。しかも資本は都市集落自体

を形成発展させるさいに，かかる農村部と接続する都市周辺部もまずペリヘリな地帯として楷成

していく。

(4) 資本主義的地城変動の特徴

とこるで， こうした変動楷造は，前述(2)の・［都市的諸機関の分解一発股バクーンからみた地域変動

棉造l墨勺にどのようにかみあうのだろうか，（2)-eみた如く，都市的諸機関自体の変動基点は都

心部から順次周辺部へむけて下り，そのスソノは「家族自営莱」に達するゎけだが，都市的諸機関

そのものの分解一発展形態は，単純な両極分解ではない．o一方の極で，上昇化悟をもっと共に，他

方の板に広汎な零細事業体の解体という現象をともなうが，さらにまたかかる零細・蓼業種層を広

汎に発生させつつ展開するという形態をもつ。こうした過程は一般的に両極分解をとげるといわれ

る農民唇の分解形態とあきらかに異なる。けれども， この点に関してはさらに詳細な検討が必要で

ある。

われわれはまず，都市的諸機関を生産機関と結節機関にわけて考える必要がある。すなわち，都

市的諸機関のなかでも都市的生産機関の分解形態を考えてみるならば，そこにはあきらかに両極分

解の傾向が看取出来る。もちるん”日本経済の二重棉造／／という髭葉で現ゎされる現象をここで否

定するものではないが， ”中小企業の近代化／／という言葉に端的に示されるように，中小零細企莱

そのものの両極分解傾向それ自身はあきらかに看取出来るとこるであるし． “独占資本IIそれ自財

はさらに上昇化を指向している。これに対して都市結節諸機関， とりわけ小売莱；サービス莱に関

しては，一方では広汎な”家族自営業種惜 IIを解体させつつ，その中で独占企莱がそのネットワー

クをひるげ，その支配網を潜実にひるげていくという過程は生産機関と同様であるが， しかしなが

ら，瓢'0機関の船泣然的にかかる”家族自営業種層”をふたたび広汎に翡出させざるを得ない栂

造を，生産機関の場合よりもより顕著にもつものと思ゎれる。

ここには，生産機関と結節機関の組織体自体としての技祗設備，資本水準の問題が基本的には

存在するが，結節機関そのものは農菜が土地という生産手段に必要不可欠に結びつくのと同様の

意味に苓いて，特定地域に定住する住民あるいはそこに集中する人々に結びつかざるを得ないとい

う特質をもつているという点さらにまた結節機関そのもの力う あくまでも生産機関そのものに従

属するものであるということによつて．かかる家族自営業種暦を強出さ迂るという楷造をもつこと

それ自体が規定されるものと思われる。もちろん，都市的生産機関が，独占資本による上下支配の

系列によつでそれ自身系列化されているように，結節機関それ自身も系列化されている。けれども

上述した「地城住民」による規定性を結節機関それ自身はもつている。そうして， この規定性があ

るが故に，資本そのものは地帯人口＇薔函のひくい都市周辺地瓶あるいは純農村地帯にまであえて
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進出しない。何故なら，そういう地城への立地は私的”利潤 /1を生み出す根源たり得ないから

である。したがつて，かような地帯に対しては”家族自営機関／／にそれを代行させるという形をと

る。これらの地帯では主として”独占企業戸卑した商品そのものの販砥あるいはそれら商品

を媒介とした諸サービスが”家族自営莱種罹 IIをと苓してなされざるを得ない。

つまり，都市的中心核をもつた地域発展に苓いて”独占資本IIは二重の形態をと姦して，地城

支配を行なつているものと考えられる。第ーは，村落共同体からとき低ぐされた都市住民を集団と

して把握するために，それら地域の中心部に都心部を設定 （これは自然の形として，都市住民密

度の高い地点にまずその萌芽形態を発生させ，願次それが自己増殖運動を行なう）地域の上暦階層

の生活・文化のスクンダードの価値をここに表現するという形態をとおして，地域を全体的に掌握

する。そして，それは自ら念もむくのではなしに，地域住民をそこに招き寄せるという形をとつて

傘下地城住民の増大に対応して自己増殖を行なう。しかしながら，第二にはこうした意味で増加し

つつある地域住民の全体に対して，そうしてとりゎけ住民の日々の直接的な消費生活に対しては

その下B齢勺性格をもつものとして広汎な／／家族自営業稲層 /1を利思その支配網を地城的に拡大し

ていく。したがつて，ここでは”家族自営業種層 /1は地城変動にさいしては，、資本にとつて必要不

可欠な同伴者としてあらわれざるを得ない。しかしこの同伴者に対しては資本は一方で彼らをつわ

に解体しつつも，，またあらたにかかる唇を広汎に弛出させるという態度をとる。

前述の住民に対するワンセットのサービス諸機関が整つて姦らない都市周辺地帯に法いては，ぃ

うまでもなくそこに芦ける都市的諸機関の主要なる存在形態はかかる”家族自営業種層 /1である。

このことはすで(Ir(2)に苓いてあきらかにした如くである。そうして，そこでみた如く都心部を除い

て，順次，周辺地帯に移るにつれ，そこでの大型化した都市的諸機関は，かかる家族自営業種の発

辰したものではなく，あらたに”利潤／／をもとめて新設されたものである。ここでは地帯発朕がそ

れらの地帯に定瘤した住民層の自発的意志でなく， まさにそれ自身国境をもたない”資本 IIによつ

てなされていることが示されている。都心部に定瘤した”資本／／はそれ自身上昇化傾向をしめすこ

とはすでにみた如くだが，かかる都心部には， とりわけBゾーンには全国的ネツトワークをもつ

”独占資本IIそのものの根が苓ろされているのが通例である。

これに対して，周辺部に念いては都市的結節機関としての機能を果す”家族自営業種層がそれ自

体が，しばしば家族成員内の，たとえば夫を通勤労働者として他の戦場に送り出すという事例に示

されるように所謡願餞醗態をとる。つまり，かかる地帯にエいては”都市的結節機能 /1を果たすの

みでは企業としてではなく，”家族 1レとしてもそれ自身の生存をまつとう出来ない。そうして，一

般的にはその外円の農村地帯は一方の極に少数の企業的と称さ五乞上層農家層を生み出しながら

他方の極には圧倒的に広汎な兼業農家層を生み出すという梱造をもつて変容を重ねている。（苫

村女の農村地帯の変容に関して，後に本ツリーズ第4分冊として詳細に分析される。）そこでは”

家族自営業種 IIとしての農業生産組織自体が，農業生産のみではそれ自身の生存をまつとう出来ぬ

という事実がしめされている。

かかる過程の総体として地城．変動はひき苓こされているが，すでに (21で述べたごとく、かかる

地城変動はその本質として， きゎめて激しい生産および結節機関それ自身の分解過程をともなつて

もたらされる。つまり，零細とりゎけ家族自営業的諸機関の非連続性と，一方の極での中大都市的
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諸機関（とりわけ、全国的ネットワークをもつ独占企業によつて支えられる諸機関と、地元段階

の大企業によつて支えられる諸機関）の連続性がワンセットされた形でのかかる諸機関の、それ

自身非安定性をその本質とする運動匠よって、かかる地域変動はもたらされているということが

できよう。

N 地 域 変 動と地域住民

1 地城住民の流動性

前節に茶いて都市集落自体、とりわけそれが急速に資本主義的発展をするさい顕著に示されるわけ

だが、都市的諸機関それ自身の絶えまぬ分解と発展、つまりかかる意味での非独占体にとつての非安

定性を、都市集落自体がその運動の本質とする点匠ついてふれた。ところでこうした非安定性、言葉

を替れば、流動性は、それら都市的諸機関の従属変数としての地城住民層にとつても、そのまいらて

はまる o 苫小牧市が昭和 33年および 37年に実施した常住人口襲査には、転入者の居住年次別人口

があきらかにされている。これによると、昭和 33年おゴよび37年とも、全体の 6.3割のものが、苫

が枚市の中で自然増した人口ではなく、所謂社会増として｀他地城からこの苫小牧市に転入した人口

であるっ昭和 33年段階では、との転入層のうちの 7.5割までは昭和21年以降、つま b戦後段階以

降にこ の苫4歌市に入つている層である。逆にiが戦前段階の転入者層となる。そして、この苫小

牧市の人口が大巾に増加する中でかかる戦前段階転入者層のしめる比重はますます減少しつつある。

表5-4 6 転入者居住年次別人口

昭和 33年 昭和 37年 3 3 年年317年
(33 DO) 

明治 45年以前転入層 300人(0.9笏） 288人(Q.5弼） 7 6.0 

大正 2~15年転入層 1.a 86 C 5.4茄） 1. 4 27 (3.4%) 7 5.7 

昭和 2~20年転入層 6,421 (18.3%) 5,331 (12.7%) 83.D 

昭和21 ~3 D年転入層 17.209 (48.9%) 13.462 (32.0%) 7 8.2 

昭和31 ~3 3年転入層 9,346 (2 6.6%) 5,764 (13.7物） 6 1.7 

昭和34~3 7年転入層 15,792 (3Z6%) 

計 3 5, 1 6 2 (1 D □%) 42.004 (100%) 11 9 

総人口 55,823 6 6.6 6 7 

昭和 37年段階では、かかる層は全体の 1.7割を示すにすぎない。かょうに地域住民層自体が急速な

地域発展にともなつて編成替えされてくる。しかしながら、そればかりではない。表5-46をみて

われわれが注目しなければならぬのは一昭和33年段階に澁いて｀ 17,209名いた昭和21年～33

年転入者層が、昭和37年には 13.462名、つまり 7.8割(c、そして昭和33年段階 9,3 4 6名い

た昭和 31 ~3 3年転入者層が昭和 37年には 5,76 4名に、つまり実数として 6.2割に滅少してい

るという事実であろう。とくに昭和 31年～33年転入者層の減少率は高い。すなわち、この苫が枚

市の人口が急激に増加する過程は、転入者層がまたただちに、転出者層になるといつた形での、転出

入のか方り激しい動き、つま虻かかる意味での非安定性と流動性をその運動の本質としたがら、全

体的に地域発展がなされる過程であることを物語っている。
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2 戦前定着層と戦後定着層

(1) 世帯主の所属事業体の相違

かように都市住民の側からみても、都市的地城変動ほ、そもそも、非安定性と流動性を、その本質と

していることがわかるが、しかしながら、こうした中でも戦前定着層と、戦後定着層とでば、現在のこ

の市城中での相異なった社会層を形成している。表5-47ほ、世帯主年令 40~5 0オ台の、いわば、

この苫小牧市在住の壮年層世帯に対する調査結果だが、ここでほ次のような傾向がみられる。
(1) 

すなわち、第一に、明治、大正期そして昭和元年～ 19年定着住民眉にほ現在その世帯主が「製造業」

口就業している者の割合が高いということ。（この期間に定着した層の約半数が現在製造業に就業して

いる。）

第二に、戦後段階に入っても、昭和」 0~50年固堵までほ、この傾向は変わらないが、ただ戦前段

階までの定荒層のうち、現在製造業に就業している者はその7~8割までが「王子」あるいほ「国策」

という企業に所属しているという特色があるのぬ対して、昭和20~3 0年層では、その割合ほ 5.7割

におちるということ。

第三に、昭和31年以降定着層においてほ、現在製造業に所属するものの割合ほ、さらに下がり、お

およそ 2割を示すにとどまるばかりが、さらに「王子」 「国策」所属のものほ、そのうちの 5~.4割に

下がるということ。替つて建設業所属者の割合が高まるということ。

以上を、所属事業所の従業員規模別にみると、従業員数50名以下の事業所に属するものの割合は、

明治、．大正期定着層でほ． 3.6割、昭和 1年～ 19年層で 2.3割であるのに対して、昭和 51~5 5年

定着層では 5.5割、昭和36年～40年定着層でほ 6.8割に達する。かようにこの苫小牧市の場合、地

城住民のこの市城への定着年次によつて、その所属産業、さらにまた、所属事業所が異なるという傾向

が看取出来る。世帯主年令 40~5 0オ台で、所謂昭和30年以降に、この苫Ij歌：に定着した焦民のき

わめて多くの部分ほ臼ミ子」 「国策」といつた従前からの大手筋企業に所属する者でしまない。 「王子」

国］策」対「新興企業」の関係ほ、ここでほ既存住民と新入り住民との差となつてあらわれている。そ：：

うしてこれほ、大事業所対中小零細事業所の関係でもある。

明治大正期

昭和 1~
1 9年

昭和 20~
・ 3 Oil:!: 

昭和 31~
35年

昭和 36~
40年

・不 明

鉱業

1.4 

表5-47 住民層の定着年次別就業形態

（イ）産業別

建設業 製造業
卸小 金融不翡 疇
売業 動産業 疇

‘ 

2.8 51.4 8.3 1 2.5 

5.6 51.1 4.4 2 0.0 1. 1 

サー

ビス

1 2.5 

4.4 

. 0.6 7.4 46.0 8.6 1.8 8.0 - 1 4.1 

- 2 0.9 1 8.6 9.3 2.3 1 8.6 2.3 1 6.3 

1.0 20.4 2 2.3 1 2.6 2.9 2 0.4 1.0 8.7 

- 1 0.3 3 7.9 I 6.9 1 7.2 6.9 
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鱈 公務員 日雇 疇 計 実数

5.6 4.2 1.4 100% 72 

7.8 - 4.4 1. 1 1 0 0啜 90 

4.9 3.7 0.6 4.3 1 D Do/, 163 
＼ 

4.7 4.7 2.3 100% 

～̀3 1.0 3.9 1.0 4.9 100% 103 

3.4 6.9 1 0.3 1 D 0% 29 



（口）製造業就菓岩のうち、王子、国策勤務者

王子 国策 計 (A)
製造計の中
でのAの比率

明治・大正期 25 1 26 70.3% 

昭和 1~19年 29 7 36 7 8.3 

昭和 20~30年 32 1 1 43 57.3 

昭和 31~35年 2 1 3 3 7.5 

昭和 36~4□年 5 2 7 3 0.4 

不 明 7 1' 8 7 2.7 

り事業所従業員規模別

＼ 50名屈
51~ 201~ 4.0 1.?', 公国公郵
200名 400名 以上

員務鉄社便局
計 実数

明治・大正期 35.8 7.5 3.0 41.8 11.9 100% 67 

昭和 1~19年 23.2 11.0 1.2 47. 6 1 7.1 1 D Wo 82 

昭和 20~30年 42.2 1 2.2 4.1 35.4 6.1 1 0靡 147 

昭和 31~35年 55.D 1 0.0 1 □.□ 7.5 1 7.5 1 D 0% 40 

昭和36~4□年 6 7.7 7.8 5.6 1 2.2 1 3.3 1 0 Do/o 90 

不 明 so.□ 4.2 3 3.3 • 1 2.5 1 D嗚 24 

注煤漁莱、日犀、無戦を除く

(2) 賃金格差の実態•一

ところで、こうした関係ほ現実にほ、既存住民と新入り住民層との賃金格差となつてあらわれる。い

ま製造工業と商業とをとりだして、従業員（常雇者）一人当りの年間賃金をみると、そこにほ、次のよ

うな大きた格差が存在している。ここで資料として用いるのは、昭和 37年の実態だが、商業ほぼミ人

の商店および個人商店」で常用従業者を使用している亭業所の従業員一人当りの年間現金給与支給額、

製造工業ほ従業員規模4人以上の事業所についての常用、職員および労務者の年間現金給与支給額であ

る。

この表にみるように、商業における雇用労働者でも、卸売業と小売業でほ、また製造業でも、蝦員と

表 5-48
労務者の間には、たしかに格差が存在するが、製造業労働者

と商業労働者の賃金格差の方がス・バヌケて大きい。商業労働
疇・工業従事者の

者の年間 19万円:C対して製造業労働者は労務者をとり出し
年間一人当り給与額の比較（昭f□37年） ．4 

てみても、年間 53万円となる。

商業
卸売業 |21.6 千円

小売業 I 187 

臓 員 625 
工業

労務者 533 

差は歴然である。

しかしながら、以上は製造業の平均であつてこれを業種

別、従業員規模別にみると、そこには当然のことながら業種

間、ならびに規模別の賃金格差が存在する。そうして「王子j

・阻策」という既存のパルプ大企業と新興企業との賃金格

たとえば、 J ウレフほ職員て年間一人平均 74万円、労務者で 66万円であるのに対して、木材でほ前
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者 55万円、後者ほ27万円となる。そうして労務者の場合、食料で 19万円、繊維 12万円、衣服7万

円という数値が示される。

また事業所従業員規模別にみても、従業員規模30 0人以上の「王子」「国策」が他の事業所の賃金水

準をはるか四抜く地位にあることがわかる。従業員規模9人以下の事業所ほとりわけ賃金水準も低いが、

一般的にいつてそれ以上の従業員規模1□~2  9 9人層まで、賊員層、労務者層とも賃金水準にそう大き

な差は存在しない。かくて従業員規模30 0人以上晋の戦員一人当りの年間賃金を 10 0とすると、 4~

9人層では 5分の 1、 1O -2  9 9人層では4......,5,6割という数値が示される。労務者屈においてほこう

した格差ほさらに大きく 30 0人以上層を 10 0とすると、 4.......9人層ほ 3割を割り、 10~2 9 9人層

で3.4~4. 3割となる。なお職員層と労務者層との間の賃金格差ほとりわけ従業員規模20....... 9 9人層に

大きくみられるが、‘-30 0人以上層でほ、 10対 9.2と、その格差の巾は小さいという特徴がみられる。

かように匡子」「国策」対新興企業との賃金格差ほ眠員層、労務者層、両者において天きく存在して

いる。そうして...こうした賃金レベルでの格差ほ既存住民と新入り住民との間の、さまざまな生活形態、

また生活水準の相違となつで犀象せざるを得ないであるう。そうして昭和 37年現在では、製造業従事者

表 5-49

製造工業、業種別常雇者一人当り年間現金給与額（昭和 37年）

（イ）業種別

聯員 労務者

食料 4 0 4叩 ・1 8 8窃

繊維 1 2 2 

衣服 7 3 

木材 3 2 9 274 

家具 2 0 0 2 D 7 

バルプ 7 3 9 6 6 2 
出版 2 7 5 2 0 9 

化学 779 2 9 0 

窯業 4 2 2 3 5 7 

鉄鋼 3 D D 3 8 5 

金属 2 5 1 2 4 4 

機械 3 3 9 2 3 0 

（口） 従業員規模別 ｀ （昭和37年）

識員給与額を 300人以上層の1人当り
職・員 労務者 l 100と口こ 給与額を1DDと口こ指数

労務者給与額 臓員 労務者

4~9人 23細 1 8呻 79.4 31.9 27.6 
‘̀ 1 O~  19人． 303 230 7 5.9 40.6 3 3.6 

2 □~49人 422 230 54.5 5 6.5 33.6 
50~ 99人 375 2 5 5 6 2.1 50.2 3 4.0 

1 00~299人 350 293 I 68.3 46.9 42.8 

3 0 0人以上 747 685 91.7 ,•1 D 0.0 1 a a.a 

--{25 5--



中の6纏！（戦員6.9割、労務者 6.5割）が、従業員規模 30 0名以上の企業所属者となつている。（も

ちろん企業内賃金格差は当然存在するが、それはここでは省略する。）

(3) 家族の就業構造の相違

（ィ） 以上みた現実び賃金格差をともなった既存住民と新入り住民との差は、これら住民の集団とし

ての家族の就業楷造の相違となつてあらわれる。われわれの壮年世帯に対する調査（昭和 4O年）でほ

5 0 0世帯中 10 5世帯 (2.1割）において、世帯主以外に妻が就労、このほか世帯主自体が妻である

というものが 28世帯（ 0.6．割）、ほど存在するが、所属事業所の従業員規模別にかかる関係をみると従

粟員規模50名以下の事業所に所属する世帯では約 3割の世帯の妻が就労しているのに対して、従業員

規模40 0名以上層では、かかる世帯の割合は □.7割を示すにすぎない。

いま製造業をとりだして、かかる関係をみると、従業員規模 10 0名以下でほ約 3割の世帯で要が就

表 5-50 

（イ） 世帯主の事業戸現乱模別l'Cみた妻が

戦業についている世帯の割合（全）

事 5 0人以下 2 9. 0% 
業

51~1□0人 2 4.0 所
従 .. 1O1~40 0人 1 8. 9 
業

401人以上 ｀ 7. 0 員
規 公務員・公社 .9. D 

喜 計 1 9.0% 

（，，う 同（妻の所属事業所の規模）

（口） 同（製造業）

事 1 0 0人以下 29.4% 
業 1 D 1~4 DD人 12.5 
所
従 王 子 2.0 
業

国 策 2 1.7 員
規 岩

届^  1 6.7 

胃 晨十 1 3.0% 

妻の所属する事業所規模

＼ 50人 51~ 101~ 201~ 301~ 401人 公公務社員
以下 1 DD人 200人 3 0 0人 400人， 以上

世 5 D人以下 50 1 4 2 
帯 51~100人 2 1 2 1 主
の 101~2 0 0人 1 
所

201~300人 1 1 
属
す 3 D 1~4 DD人 1 1 1 1 
る

401人以上 5 5 事
業 公務員•公社 4 1 
所
規 計 63 3 6 2 3 8 
模

労~ ・101....... 400名屈で 1.3割であるのに対して、「壬子」・では 0.2割の世帯がかかるケース・

に入るのみである。かように、世帯主の所属事業所の規模が零細であるほど妻も就業するという形態を

とらざるを得ない家族も多くなつている。既存住民と新入り住民との差ほここ！Cも存在する。そうして、

かかる夫と共に職業をもつ要の就労形態をみると、それほ表 5-51の如く、夫と同一業種に就労する

ケースがもつとも高いが、他の業種ではサービス業、卸小売業、金隈、保険業ーに就業するケースが多く、

事業所規模別でほ（農業、漁業、日雇、無戦を除いて 85ケース） 7.4割までが、従業員規模50．名以
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表 5-5 1 

世帯主の産業別にみた妻が職業についている世帯の割合および妻の所属産業

妻が職 全世 要が所属している産業

業につ 帯に
いてし必 対する

鉱業 建設業 製造業
卸 金融不 運輸 公益 サービ

農業 日雁
世帯数 割合 小売業 動産業 通信業 事業 ス業

鉱 蜀 1 33.3% 1 

建設業 1 0 19~2 5 2 1 1 1 

製造業 26 1 3.0 1 1 0 6 4 1 4 

卸・小売業 21 4 8.8 1マ 2 2 

鐸不動産業 1・ 1 1 4.3 1 

運輸通信業 ， 1 2.2 3 1 2 3 

公益事業

゜
D 

サービス業 1 4 20.7 1 1 3 ，． 

農 業 1 6 88,9 1 6 

漁 業 1 1 6.7 1 

公務員 3 1 4.3 2 1 

日 雇 1 50.D 1 

無 賊 2 11. 1 1 1' 

1 D 5 1 9.0% 

゜
7 20 25 7 4 23 1 7 2 

下の事業所に就業していることが特徴的となる。つまりそれら妻の所属事業所は、夫のそれがそうであ•:?

ったように、とりわけ新興中小零細事業所が多いということが特徴的である。

（口） 妻が職場をもつ家族においてほ妻の就労形態囮関して、ごく大まかに以上みたような，傾向が看

取出来るわけであるが、•これら苫小牧住民の子弟の就職形態についてほ、、かなり異なったパクーンがみ

られる。すなわち、われわれの壮年層調査で、妻以外の現在苫小牧在住の家族成員の就業状況をみると、

5 0 D世帯中、 28 8人が何らかの職業に従事していることがわかる。世帯主10 0人に対して、その

子弟あるいほ妻以外の同居家族（以下子弟と表現する。） 58人が職湯をもつていることになる。この

苫小牧在住家族成員の就業の有無ほ基本的に世帯主の年令に端的にしめされる家族の Life窃Cle に

ょつて規定される側面をもつので、軽々しく扱うことほ出来たいが、業種別および事業所規模別にみる

と表 5-52に示した如匂結果が得られる。

業種別に世帯主と妻以外の同居家族成員の就戦先産業との関係をみると、全体として、世帯主lie比し

てその子弟ほ卸小売業、公務員といつた業種に集中していることがわかる。製造業、運輸通信業、建設

業といつた業種ほ、世帯主に比して逆にその子弟の就業者はあきらかに減少している。ここで問題とし

ているのほその子弟のうちの所謂地元就業者妬．ついてであるが、この事実は、製造業、運輸通信業、建

設業といつた業種の若年労働者には、かなりこの苫小牧市以外の労働力が流入していることを意味して

いる。つまり、ここで特徴的なことほ、この苫小牧在住住民の子弟達は地元では卸小売業、公務員とい

つた所謂第 3次産業に所属する傾向があり、第2次産業が必要とする若年労働力ほ城外から供給されて

いるという楷造をこの地域発展自体が有している、ということである。

また世帯主が所属する事業所従業員数規模と、その子弟の所属する事業所従業員数規模をクロスする
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表 5-52

（イ） 世帯主の産業別にみた妻以外の家族員の地元での所属産業

妻以外の 妻以外の 家族員の地元での所属産業 調査対象
地元就職

卸 金融不運輸公益サーピ 公公務社員
世帯の世

の家族員 鉱業建設業製造業 小売業動産業通信業事業ス業 農業 帯主所属
産業

鉱 裸 D 3 

建設業 39 ， ， 5 1 7 4 4 52 

製造 業 99 1 1 35 1 9 2 1 1 1 1 6 4 200 

卸小売業 1 8 3 6 5 2 2 43 

金融オ動産業 6 2 2 2 7 

運輸通信業 43 5 ， 1 3 1 7 1 7 2 74 

公益事業 2 2 3 

サービス業 28 4 6 2 1 4 5 6 53 

農 業 1 6 4 1 1 1 8 1 1 8 

漁 業 3 3 6 

公務 員 8 1 1 1 2 3 21 

，日 雇 1 1 9、． 2 
・ 無 聯 25 2 ， 5 3 3 3 1 8 

288 

゜
32 86 52 6 35 3 41 8 25 500 

（口） 世帯主の事業所規模別にみた妻以外の家族員の地元所属事業所の規模

家族員の所属事業所規模
世 事

1 DD人以下 101~400人 401人以上 公務員•公社 計
帯業
主 所 1 0 0人以下 65.9% 12.1 % 12.9% 9.1 % 132 
の 101~4□0人 50.D 28.1 9,4 . 1 2.5 32 
所規

属模
4.01人以上 56.9 1 2.1 25.9 5,2 58 

公務員•公社 5 7.1 4.8 3 8.1 2 1 

と、それほど柩端に現われるわけでiまないが、従業員数規棲の小さい事業所に所属する世帯主の子弟ほ

同様規模の事業所に、また従業員数規模の大きい事業所に所属する世帯主の子弟は同様規模の事業所に、

そして、公務員、国鉄、電々公社、郵便局勤務の世帯主の子弟ほ同業、の事業所に所属している割合が

たかい、といった傾向がほ匠看取できる。しかし「王子」「国策」それに新興の「岩倉」に所属する世

帯主の子弟が親と同一事業所（苫小牧）に勤務すると•いった傾向ぱ今回の調査結果からみる限りとくに

顕著にみられるわけでしまない。 （調査分折対象50 0世帯のうち世帯主が王子所属のもの 10 o.世帯、

うち妻以外の家族成員で地元に職をもっているもの 46名。王子勤務のもの 7名である。；王子勤務の

家族成員ほ 50 0世帯中 15名）また国策の場合、国策勤務の世帯主23名、うち妻以外の家族成員で

地元に撒をもつているもの 6名、国策勤務のもの 3名、（国策勤務の家族成員ほ 50 0世帯中 9名）岩

倉の場合ほ世帯主が岩倉勤務のもの 1‘8世帯、うち妻以外の家族成員で地元に戦をもつもの 6名、岩倉

勤務のもの 3名（全体で 13名）となる。より詳細な調査が必要であることはいうまでもないが、以上

の結果からみる限り、この苫が枚市の地城発展の中で、 「王子」の子弟は「王子」といつたような所謂．

企業封鎖的な慣行はくずれつつあるとみた方が至当であるう。

ー258-



それでほ、たとえば「王子」従業員子弟として、この地域で教育されたいわば地元でのエリート層の

子弟は、どのような職場を現実に求めているのか、 「王子」 「国策」あるいほ新典勢力である「岩倉」

などほどのような労働力給源を有しているのか、かかる点が当然問題とされなければならないが、か

かる労働力給源および労働力移動に関してi芯とくに新規学卒労働力に焦点をあわせて、後章労働力

移動のところで詳細に分析されるのでここでは省略する。（第 2部所収）

3 社会階層と地元への定着志向性

i叫、この苫I」地市に在住する 40~5 0オ台のいわば中核的世帯層の分析を品5してあきらかなよ！

に、この苫小牧市の地城発展の中で、地域住民はほぼ二つの層にわかれる。ひとつは戦前段階からの既

碑民層で、他ほとくに戦後、昭和 30年輿堵以降この地城に来住した層である。前者を「王子」「国

策」を中心とした製造業に就業する層として特徴ずけることができるとすると後者は建設業、運輪通

信業、また製造業でも「王子」「国策」以外の新興事業に就労する層として特徴ずけることができる。

そしてその子弟は、たとえばサービス、卸小売業といった業種について地元に定着する傾向がみられる。

かかる新来住層ほ既存住民層にくらぺて、がいして従業員規模の零細な事業所に所属している。これほ

賃金水準の劣悪さを同時に物語るものだが、かかる事実の反映としてこの新来住層には夫婦共稼世帯の

割合が多くみられる。

喜｀した層の上にこれまた新来住層としての単身あるいほ、 20~5 0オ台の若年夫婦世帯が存在す

る。

すでに本節冒頭でみたように、これら新来住層のモビリテイほかなり激しい。その意味で既存住民層

がよ沢安定した生活基盤払:の地域社会の上に形成していると考えることができる。しかしながらこ

のことほ、かかる安定雇としての既存住民がかならずしもそれ自身ヽ将来と本この地域社会の一員とし

て、ここ防定住することを物語るものでしまない。ここに近年における地域変動のきわめて大きな特徴が

あるといわなければならない。 ‘̀ 

（イ） 前述の市民調査にもとずいて、地城住民の「地元への定着意志」および「現在の職場での仕事

継続の意志」をこの苫小牧市への「家」の定落年次別にみる矢表5-55、および表 5-54の‘如く

で、定落年次が新しいほど地元への定着志向、および現在の仕事継続意志が弱いことが特徴的となる。
(2) 

表 5-53

＼ 

地元への定着の意志

ずつと 時と次 会社の転勤 出来れば
住みた 第でか でどうなる 他へ移り その他 不明 計 実数
¥,、 わる かわからぬ たい

明治・大正期 83.9 1 2.5 1.8 1.8 100% 11 2 
昭和 1~ 1 9年 7 6.5 13.6 5.3 0.8 3.8 1 0 0 132 ~, 
昭和 20~30年 7 4.4 1 2.8 7.0 1. 7 0.4 3.7 100 242 
昭和 31~35年 69.7 1 2.1 1 2.1 3.0 1.6 1. 6 1 DD 66 
昭和 36~4□年 6 4.3 1 7.3 13.7 -，0.6 0.6 3.6 1 0 0 1 68 
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表 5-5 4 

現在の職場（仕事）の継続の意志

ずつと

続ける

明治・大正期 7 3.2 

昭和 1~ 1 9年 5 7.6 

昭和 20~3D年 7 0.2 

昭和31~35年 71.2 

昭和 36~4□年 58.9 

注定消年次不明 1を除く

表 5-55

時と次
第でか
わる

9.8 

1 2.1 

9.9 

9.1 

1 5.5 

会社の都合 仕事をか
でどうとも
いえぬ えたい

8.9 0.9 

1 3. 6 3.8 

9.1 2.5 

7.6 1.6 

1 4.9 2.4 

表 5-5 6 

その他 不 明 計 実 数

2:7 4.5 1 00 % 1 1 2 

4.5 8.3 1 0 0 132 

1.2 7.0 1 DD 2 42 

1.6 9.1 100 66 

0.6 7.7 1 0 0 1 6 8 

地元への定着志向性（従業員規模別） 現在の臓場での仕事継続の意志（従業員規模別）

ずつと 時と次 会社の
変［ そ 不 ずつと 時と次 会社の

変背 そ 不 実
すみた 第でか 都合c の つづ4 第てか 都合C の 計¥,、 わる 左 たい 麟 悶念 衣旭 ¥,、 他 明 他 明 数

従業員数
50人以下‘I 72.3 18.8 6.9 2.0 71. 3 1 5.8 6.9 1. 0― 5.0 100% 1 a 1 

従業員数 7 8.8 9. 6 7. 7 3.8 65.4 13.5 1 3.5 1. 9 1. 9 3.8 1 DD 52 
5ヤ40n人
王子 71.0 1 9. D 6.0 3.0 1.0 59. D 7. 0 22.0 2.0 3.'O 7. 0 1 0 0 1 0 0 

国 策 43.5 3 4.8 21. 7 7 8.3 21.7 1 DD 23 

右山 ノ届 6 6.7 2 7..8 5.6 5 □.□ 4 4.4 5.6 1 0 0 1 8 

郵便 83.31 1 6.7 
I 

83.3 1 6.7 1 DD 1 2 

国鉄 60.0 1 0.0 25.0 5.0 85.0 5.0 1 0.0 100 20 

表 5-57 表 5-58

地元への定着志向性（業種別） 現在の撒場での仕事継続の意志（業種別）

ずつと 時と次 会社の

亨
そ 不 ずつと 時と次 会社の， そ 不 実

すみた 第でカ 都舎c の 続林• 第でか 者防針C の 計
¥,、 わる 左右さ た ¥,、 わる 左右さ

れる ¥,、 他 明 れる ＼ヽ 他 明 数

‘ 
鉱業 6 6.7 33.3 6 6.7 33.3 1 D 0% 3 

建設業 69. 2 19.2 7. 7 3.8 6 3.5 21.2 9. 6 5.8 1 DD 52 

製造業 69. D 1 8. 0 9.5 1.5 2.0 62.5 8.5 21. 0 1. 0 1. 5. 5.5 1 DD 200 

卸小売 88.4 7:0 4.7 81.4 1 1.6 4.7 2.3 1 0 0 43 
幸示

金融保 5 7. 1 14.3 28.6 42.9 28.6 1 4.3 14.3 1 DD 7 

険運輸公
7 4.0 11.7 1 3. D 1. 3 8 0.5 3.9 5.2 2.6 2.、6 5.2 1 DD 7 7 

益炉
サ-•ピス 90.6 3.8 1. 9 1. 9 1. 9 84.9 1 1. 3 1. 9 1. 9 1 DD 53 

農漁業， 8 7. 5 12.5 7 0.8 25.0 4.2 1 0 0 24 

公務員 85.7 1 4.3 7 1.4 4.8 9. 5 9.5 4.8 100 2 1 

日賑 1；5 0.0 50.0 50.0 50.0 1 DD 2 

無職 77.8 22.2_ 83.3 5.6 5.6 5.6 1 0 0 1 8 

計 | 7 5.4 13.8 8.0 1.0 0.5 1. 6 70.6 1 0.6 11.4 1. 4 1. 6 4.4 1 0 0 500 
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たとえば、明治。大正期定着層の 8.4割ヵここの苫I」歌：市での定落志向をもつているのに対して、昭和

3. 6年以降層でほ 6.4割のものがかかる志向をもつにすぎない。そして「時と次第でかわる」あるいほ

「会社の転勤でどうなるかわからぬ」 「会社の都合でどうともいえぬ」という層ほ、定落年次別にほ、ほ

ぽ 36年以降定着層に高いといえよう n このことほ所謂新来層が、それ自身この地城での生活が不安定

であることの一般的な表現として受けとることのできるものであるう。

（口） しかしながら、世帯主の業種別にかかる点をみると事態ほそれほど簡単でほない。すなわち卸

小売業、サービス業従事者、および農、漁業といつた所謂自営業稲階に、また公務員に「地元への定焙

の意志」が強く、逆に、その他の業種に「時と次第でかわる」 「会社の転勤でどうなるかわからぬ」と

いつた層が多くなる。まず、自営業種庖と賃労働者唇の差がここでみられる。•そして「現在の職場（仕

事）継続の意志」ほ、卸小売菜、サービス業にたかく、これに運輸通信業が加わる。農漁業の場合、 「

時と次第でかわる」という屈が増加、地元での転瞼志向という傾向を示している。また「会社の都合で

わからぬ」という層ほ、製造業でほ全体の 2割に達することが特徴的である。事業所規模別にみると、

地元への定落の意志ほ、従業員規模40 0名以上のいわば大事業所所属の者に低く、これらの層が「地

元」埋没型でほたく、資本の意志によつて特定地城を越えて移動する暦であることを物語っている。

また現在の仕事継続の意志においても、かかる大事業所所属の者lie「会社の都合でどうにも言えぬ」と

いう会社まかせのものの割合がみえる（全体の％）、しかし従業員規模 10 o---4 0 0名の事業所所属

の者にほ「時と次第てかわる」という態度をとるものの割合が高く、いわば自らの意志での転職の可能

性を示している。いま、建認業、製造業、運輸通信業就業者をとり出して、従業員規模別にかかる地元

への定殖志向性、現在の仕事の継続意志をみると、そこにほ次のようた傾向がみられる。

つまり、かかる業種の賃労働者層においてほ、とくに従業員規模50名以下の中小零細企業所属者に

地元への定落性において、 「時と次第でかわる」とするものの割合が従業員規模51---400人陪に比

して高いということ。もちろん、前述したように、従業員規模40 0人以上阻においても「時と茄窮

でかわる」＇とするものの割合ほ高いのであるが、かかる「 40 0人以上層」の場合ほ、同時に「会社の

都合」というものが加わる。しかし従業員規模 50人以下帰でほ．、かかる理出を選択したものをもたな

い。そして「現在の職場（仕事）への継続意志」においてほ、それを継続したいという意志表明をした

ものの割合ほ、この従業員規模 50人以下層でほ他に比ぺて比餃的高い。つまり上の闊灯皮らが「現在

の職場（仕事）」を継続しようという意志をもつにもがかわらず、その職場自体が解体するオソレを

十分にもつている。職場自体が不安定である。したがつて何処に行こうかそれほ会社の「都合で左右」

される事柄というより、むしろ「時と次第」で自己判断せざるを得ないわけだ。言葉を替えるならば、

かかる意味でこの陪はこの苫小牧地域への定滸に関してほ、 トライ・アンド。エラーの過程にある層と

いうこともできよう。

さて、以上みてきたことを整理すると、次のようになるであろう。地元定着への志向性ほ、定焙年次

が古いものほど高い。しかし、大企業従業員の場合（それも中型層の場合）地元に定落したくても、彼

自身、特定企業の、雇用賃労働者であってみれば、それほ自己の意志決定の領城に属さない事柄であ入

つまり現在この地城社会の安定層というべき、この「大企業従業員」世帯ヵ丈地元定焙への志向性を明

確にしえない、という特質をもっているということ。しかしさらにもうひとつの事情がつけ加わる:後
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章（第2部所収）の労働力移動の分析であきらかなように、かかる層の子弟が、とくに工業高校出身者

の場合、地元へ留まらずにすすんで本州先進都府県へ流出するという傾向をもつ。したがつて、現在の

社会保障制度の下で老後の生活の保障というフアククーが入ると、この点からも、地元定落への志向

性を明確にしえぬという現象が生ぜざるを得ない。そうして、大企業においても、新規労働力を地元か

らのみ採用するという保障ほない。他地城からどんどんと新規労働力を流入させている。ここにはあき

らかに特定地域への「家」の、つまり地城住民の永住を、そもそも不可能にさせる基本的構造が存在す

るということ。ところが、これに対して、卸小売業、サービス業といつた地元自営業種層しますでにあき

らかにした賃労働者層よりも顕著に地元定焙志向性をもつ。また、高卒労働力をみても、商業課程卒業

生ほ地元定落性が高いという特質をもつている。この両者ほきわめて対象的でさえある。とこるがすで

に前節でみたように、かかる自営業種層の分解ほきわめて激しいものがある。そうしてその分解は、彼

らの主観的な「継続」への意志如何にかかわりなくもたらされるものである。こうした事情を考慮に入

れると、かかる層自体も、その上層の一部を除いては、この地域でけつして安定した層を楷成している

ものでほないことがわかる。ところで、これに対応したと少わけ巨大な都市的機関所属者についてみる

と、その都市的機関自体ほ、“独占企業“になればなるほど、地域社会匹中での安定性ほ確保されてい

る。そうして、それに対応して所得の面においても、またその反映としての社会的地位においても、彼

らほひとつの地域社会の中では安定した地位を確保しているといえる。けれども、その都市的諸機関

自体の安定性が確保されていればいるしまど、それほ必然的に全国的なネットワークをもつた事業体の一

部としての地位しかしめないことになる。そうして上述したように、かかる都市的機関所属者は、とり

わけ移動の機会をもつ中堅層ほ、それ自身の地元への定恙を「自己の意志」でほ決定しえぬという構造

をもたざるを得なくなる。

かように、地城開発の進展にともなう地城変動において、その非安定性はそこに立地した都市的諸機

関の絶えまぬ分解に、しめされるのみでtまなしに、それは地城住民一般に反映、さらにまたそれ自身ほ

旱：ー化傾向を有し、発展をしめす都市的諸機関においてもその機関が全国的組織になればなる底どそれ

を楷成する中堅メンバーそれ自身が一――ー疇かかる層ほ地城での上ないしほ中の上層を形成するが一一—

—地元への安定性をもち得ぬ、つまり非安定性をその本質としてそこに居住せざる得ないという形で

の居住形態をもたざるを得ないということになる。

注 1) これも前掲、市民調査の結果だが、これは、全家族成員の企栗別就莱構造、および世帯主

の前歴、前住居が、明確につかめた、 5 0 0世帯に関して分析を行なつた結果であることを

ことわりたい。

2) 表 5-5 3 •および 5-5 4は、 77 5世帯中、定消年次不明分 5-5を除いた 7.20世帯

についての結果を表示した。
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VJI 地域イメージの変容と開発

に対する住民の態度

1 地城イメージの変容

(1) 前節でみたことき社会層によって、この苫が枚都市住民ほ楷成されるわけだが、彼らほ都市的諸

疇がそうであつたように、麟定佳つまり流動性をその本質とせざるを得ないという構造的仕組み

の中におかれていた。しかし、彼ら自身けつして非安定性を自ら望んでいるわけでないことほ、この苫

小牧に「ずつと住みたい」という地元定滸志向性がかなりの割合に達していたことからもうかがい知る

ことができよう。

こうした特性氏その子弟にも反映される。事実として、この苫が枚市で新規に創出された学卒者が

どのような地域移動のハクーンをもつているか、という点1rC関してほ、第 2部、第2章で詳細に検討さ

れるが、現在（昭和40年）中学3年に在学しているものの、この地元への定落志向性をみると(1羨

5-59の如く稼極的に「ほかの土地へ流出」したいという意志を有しているものほ、男女とも 2割を

割りそれほど多いものでほない。 「地元で暮したい」とするものほ、男性より女性に多・く、男性の 3.4

諷女性の 4.4割という結果が示される。けれども、ここで注目しなければならぬことほ「別に考えて

いない」とするものが、男、女ともかなりの割合に達するということであろう。とりわけ男性でほ約半

数のものがこうした態度を示す。このことは、現代の資本主義的生産様式を建前とする社会においてほ、

都市そのものが創出する新規労働力自体が、そもそも特定の「地城への定殖志向性」を有・さないものと

して特徴ずけられることを物語るものといえる。そうして、すすんで「ほかの土地へ流出」したいとい琉t

志を有するものの割合が低いという事実を考えあわせると、前述した都市住民自体の流動性あるいほ非

安定性自体が、圧倒的に多くの都市住民にとつて＾その“生活の不安定性、と、さらにそれ故に生活°

文化水準の上昇化•安定への願望と不可分に結びついたものであること を物語る。 「特定地城への定

殖」ほそこで「生活しうる条件」があっての定焙なのである。そのことほ次の事実によつても証明され

る。すなわち、前述表 5-5 9の「できればほかの土地へ行きたい」といういわば地元脱出志向性をし
3 

めした男、女のうち約一牡まその土地が何処であるか きまつているわけではない。しかしほヵのでにつ

いてみると男女とも圧倒的に多くのものが、生活のチャンスをもとめて上級都市を志向している。具体

的には東京、札幌といつた都市への流出を希望しているわけだが、男性ぶ道内、道外半々といつた割合

を示すのに対して、女性では道内と道外との割合ほ2:11reなる。

しかしいずれにせよ、多くの者は上級都市への志向性を顕著にしめすのである。ここにも地元脱出志

向性が、生活、文化水誰上昇化への願望ととけがたく結びついていることの＇一端がしめされるが、とうし

た「地元」・ヘ留まることを志向するか、あるいしますすんで脱出することを志向するか、というこ，とほ言葉

＇を替えると、 「地元」自体が彼らの生活にとつて一体如何なる意味を現実の問題として有しているか、

という点と密接不可分に結びついていることを物語る。その現に「地元」自体の有している社会的生活

内容そのものが、少なくとも、かかる価値判断のさいの麟枠を楷成しているものと考えなければなら

ない。
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表 5-59 子弟の地元定落志向性

男 女

できれば地元で暮したい 1 1 7 (3  4.2) 1 7 2 C 4 3.9) 

できればほかの土地へいきたい 56(16.4) 7 6 (19.4) 

別に考えていない 173(49.4.) 14A.(36.8) 

計 3 4 2 (1 0 0.0) 3 9 2 (1 0 0.0) 

(2)・．この問題を考えるにあたつてほまず「地元」が、諷に彼らの将来の琺業生活にとつて、一体如何

な価値をもつているかが第一に問われなければならない。そうして、第二に彼らの日常の生活の場とし

ての「地元自体」が、つまり地城が一体如何なるイメージをもつものに変容しつつあるか、この点が問

われなければならない。

'第全から甘れわれしままず中学三年在学生が彼ら自身、地元に留まつて生活の安定を望みうると考

えている職場と＇して一体如何なるものが存在すると考えているのか、この点をあきらかにした。この 5

-6 0表は、彼らが中卒後、すぐにではないとしても、つまりさらに、上級学校に進学したあとにおい

てではあつてもとにかく、この地元で職業につくとしたら、一体どんな会社に入ることを望んでいるの

か、具体的な会社名を記入させることによって得た表である。（かかる希望会社名をあげた男性 11 4 

名、女性 1 1 0名についての集計）この表によって少なくともわれわれほ琺業生活の場としてみた彼ら

の地域社会の評価、つまり地城社会のイメージを促える•ことができる。それによると、男性においても

女性においても、とりわけ男性において、依然「王子」にもつとも高い評価があたえられていることに

表5-60 気付くのである。男性の場合

地元で就職希望の会社

男 子

王子製紙 49 

岩倉組 1 1 

市役所 1 0 

国策パルプ ， 
商業 6 

三星製菓 3 

川端自工 2 

電々公社 2 

丸天運送会社 2 

北海道電力 2 

銀行 2 

国鉄 2 

（以下1件ずつ、 略）

計 1 1 A. 

女

王子製紙

銀行、信用金庫

市役所

三星製菓

岩倉組

ホテJレ苫小牧

国策バルプ

王子総合病院

鶴丸デパート

市立病院

市営バス

洋裁店

書店
（以下 1件ずつ-

計

子

29 

15 

11 

8 

7 

5 

5 

5 

4 

4 

3 

2 

2 

略），

1 10 

ついで岩倉組、市役所、国策

バルプ、商業に、女性の場合

銀行・信用金庫関係、市役所

三星製菜岩倉組、ボ和啜

4歌、国策ペルプ、王子総合

病院などにそれほ集中する。

つまり．、依然として「王子」

中心の構造ほここにおいてほ

崩れておらず、新典勢力でほ

とりわけ「岩倉組」また市役

所など官公庁関係、女性でほ

金融機関、ホテル、デパート、

総合病院に高い評価があつま

るのである。

こうした都市的機関が少なくとも彼らにとつては地元での安定性のある、望ましい都市的機関として

捉えられている。しかしながら言うまでもなく、これら地元都市的諸機関自体の雇用簸にほ限度が存在

するし、以下、おびただしい数応達する諸機関に対してほ、彼らにとつての生活基盤であるところの賃

金の絶対額が将来にわたつても低いであるうという予測が現実に存在する．妬違いない。

第二点について 現在の苫小牧における職業の場としてのイメージほ依然「王子」を項点と
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して、それに「岩倉」 「官公庁」 「金融機関」 「ホ子）レ・デバート」「病院」等が加わることによつて

糊成されていることは前述した如くだが、それでほ臼常の生活の場としての「地元自体」の評価ほ、実

際に地域開発の進展とともにどのように変容してきているのか、以下かかる点を検討しよう。

この「苫4敷地域イメージ」の変容を捉える捉え方ほいろいるあるが、ここでほ全市城の中学三年生

に対して「あなたが知らない土地の人に『苫が枚とほどういうところだ』といわれたらどう説明します

か。 （イ） 苫小牧を相手にわからすための説朋。 （口） ほかのところに比べて苫小牧のよいところ、

（分「反対に苫が枚のあまりよくない点ほ？」 この三点を自由回答でとりおさえることによつて掴むこと

にしたo

ここですでに成人に達した地城住民でしまなしに、中学三年生のかかるイメージをとりおさえたわけぶ

形成されつつある地城イメージほ教育手段、あるいほ、さまざまな日常体験をとおして、かかる層にも

つとも端的に現われていると判断したからにほかならない。（地城住民層自体の地城開発に対する態皐

につ，いてほ第 2項でとりあげる。）

（イ）について 全体としての苫小牧市自体のイメージほどう変容してきているのか。自由解答を

整理すると、それは次のような流れ！心区分できる。まず第一が製紙工揚の町としてこの苫小牧を位置ず

けるもの。しかもこの禍合「王子」を中心にしてこの町が発展してきたというイメージで苫が枚ほ説明

され、 「国策」と苫が枚との結びつきほきわめて弱い。第二に人造港を中心妬して苫が枚を説明する流

れがある。しかし、もつとも多いのほ紙あるいは「王子」と人造港の結合による苫Ij歌：イメージである。

「紙の町で栄えたとこる、港ができたことによつてますます栄えると思う。」「世界最初の人工港があ

り、世界第一の製紙工場がある。」「余り大きな建物がなく、町の中心部のほとんどがアJ＜̂ート、社宅

になつている。港を作っている。王子が有名。」といつた説明がある（第三）。

ところで第四にこうした紙（王子）＋港から｀さらに岩倉ホモゲンを加え、工業都市、新産業都市と

しての苫／」歌：というイメージ萄形成されつつある。この第一から第四にいたる流れは、都市としての苫

小牧イメージの変容過程でもある aそしてとりわけ、現在ほ第三の「製紙業（王子）と人造港」という

たイメージが支配的である。工業都市としてのイメージほ萌芽的であり、まだ成熟していない。

しかしながら、ここでさら四次の点に注目する必要がある。第一点ほ事例こそ少ないが『日高本線。

千オ線の分肢点として苫小牧』を説明する流れと『室面～札幌間を結ぶ交通の要地・札幌から 1時間

3 0 分。また札幌～千歳～苫が枚～室蘭を結ぷ国眩~ 3 6号線」に注目する』 説明の流れ、この二つ

の流れがみられるということでおら。つまり、前者て迂地城上笹おける苫小牧の位胚ずけ炉ローカ）I1:.t交

通の分肢点とし廿足えられているのに対して、後者でiまさいに進んで上級都市札幌、あるいほ室蘭との

関係枠のなかで位置ずけられている。こうした変化・変容がみられる。

第二点ほ、 「スケート・アイスホツケー。さらに支笏湖など周辺観光地」との関連で、つまり生活の

場として苫小牧を説明するケースが存在するということ。しかしこうした流れほ、それほど多くはない。

たいていのものほ生活の楊としてではなしに、地城のイメージを生産の場、つまり地城産業との固連で

捉えているという特徴がみられる。けれども,.•その中にほ地城住民生活の内容が反映されているものも

少なくはない。たとえば次にあげる幾つかの事例の中に今日の苫小牧イメージほ、しまつきりと写し出さ

れている。 「今ほ港の工事で大変活気がありますが、まだ人口ほ少ない。道路も七まいためか交通事故

がたえない。」「王子に左右されている。商店街の売出しなども王子の箕与などに謳点がおかれている。
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スケートが盛んだ。王子と岩倉がアイスホッケーの好敵手である。苫が枚港もだんだん有名になつてきて

いる。」「工業地帯で港が出来、盛んになつてきている。炭鉱離載者が多くきます。ここで大きい会社ほ

王子、岩倉ぐらいです。スケートの町といわれ、柔道もさかんです。」

（口）について―—ところで彼らは「ほかのとこるに比べて苫小牧の良いところ」は何処にあると考えて

いるのだろうか。それは三つの流れに整理される。第一の流れは自然的気候的条件をあげるものによって

疇される。それほ「広い原野、空気がきれい、夏も冬もだいたい良い気侯」国の方ぬ這前、東にほ

．勇払原野など環境がよい」「冬ほ雪が少なくて住みよい」「大きt-.c災害がない」屑短K。地霙がない」と

いつた意見に代表されるが、こうした自然的気候的条件をあげるものが所謂社会的条件をあげるものより

きわめて多いということが第一の大きな特徴である。

ところで社会的条件をあげたものほ、二つの流れに要約できる。第一の流れほ、いわば「4渚町市の社会

的環境」をあげるものである。第二の流れほ「将来の発展に」期待し、その期待が「価値」となつてあら

われるものである。もちろん、こうした意見は同じ苫小牧市城においても地帯によって異なるものである

が、全体として、前者は「市全体がのんびりしているので住みやす＼＼。少し遠<:.__ ".、{と緑地帯があるか

ら心を休ませることができる。」「交通の便が割と良い。あまり家が密集していない」「人口があまり多

＜ t.r:く、ごみごみじていない6 公園tょどが多い」「あまり田舎でもないし、販がしすぎることも t.r:.` し、排気

ガスも体に害のあるほどでもないし私ほ好きです。」「ほかに比べて、木、草、花を大切にする町、市の

少し奥に入ると、自然の美というものをみられます。老人ホームなどの施設にもめぐまれています。」

「平凡な所と片田舎という味わいをもたせてくれるところ」といつた意見に集約され、後者は「将来性があ

る。日本一流の工業都市になると思う。」「発展性がある。」といった意見によって構成されるが数はき

わめて限られる。つまり要約すると、自然的条件に恵まれた小都市としての生活衷境が多くのものにとつ

て、この苫小牧の長所となつている。

(.,,＂について けれども「苫小牧市の良くない点」に関するイメージをみると、（口）でみた、いわ

ば苫小牧の長所として映ったイメージが現実にするどくこわされつつあることがあきらかとなる。そうし

て「良くない点」として自然的、気候的条件をあげたものの割合はきわめて少なく、つまり「社会的衷境」

として、苫小牧の参好ましくない現実が作られつつあることがあきらかとなる。

第一に、もつとも多くのものがあげた点ほ「交通事故が多い」．ということである。私幌・室醐を結ぷ国

道 36号線がこの苫小牧市内を貫通しで、ヽるが、道央新産都市建設とともにその交通菌ほ増大している。

第二に多くのものがあげた点ほ「追路がせまい。悪い」ということである。この第一点と第二点とほ密

接不可分に結びついているとみなければならない。

そうした点と共に「町全体がきたない。ごみが多い、ごみ捨て場もきまつていない。」 「町の中心に緑

が少ない、木がほえていない。」「海、浜がよごれている。危険だ。海があるのに泳げない」 「川が非常

にきたない」「下水がなくで、雨がふるとすぐ出水する」等々市域の発展とともに、いわば地方の小都市

のもつていた社会的環境そのものが大きく変容しつつある点の指摘がつづく。 「王子」の排液、排気ガス、

またほバイエンの生活に及ぽす影抒もここでほ指摘されている。

「"王子＂排気の薬品の臭いが強烈なので、ノドを痛める人が多い。」 「王子のきたない水を川に流す

のでいやだ。」「製紙工場が多いので、時々異様な臭いがし、工場の前を通れないときもある。」 「煙が

すごい」「工場の煙のため空気がよごれている。」等々の声にこれほ代表される。 「王子の煙がひどく、
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交通事故が多く、空気もよごれている。太陽が照ること茄少ない。」「灰色の街といわれるように緑がと

ても少ない。」というイメージに以上の諸点ほ要約されよう。事実この苫小牧の中心部に緑は少ないし、

また海岸線にそつてほ、木そのものが育たない。

しかしながら、以上あげた諸点のほかに、市城の発展それ自身がきわめて不均等に行なわれている事

実が次のイメージに反映されている。 「山の手の方 (D1ゾーン）に薬局とか病院が少ないからもつと

多くしてほしい。街灯も少ない。」「 1ケ所にデパート、商店があつまりすぎている。」「札幌、旭川

と違つて町が小さいのに、あまりにも大きな建物が立ち、市民の住んでいる家があまりにもキクナイ」

「大きな建物やビ）レなどほどんどんたつけれど、もつと反面のことを考えてほしい． oいくらアイスホツ

ケーがさかんでも 1)ンク 1ツというのほ？」 「音楽堂、図書館、娯楽などの施設が十外でない。」「公

共施設が完備していない＾」「バチンコやなど大人の遊び場があんまり多すぎる。それに比べて、中高

とまだ成人していない私達の遊び場が全然ない」

かように、地城社会の不均等な発展が表現されるが、さらに「のみや、パチンコやが多く環境が悪い」

というイメージをへて「不良が多い」というイメージがうちだされる。この「不艮が多い」というイメ

ージは「交通事故が多い」「追路が悪い」について、多くのものがあげたイメージである。「近頃は子供

の遊び場が少しずつ出来てきたが、すぐ不良の人々に占領される」 「背少年で悪いことをする者がとて

も多い。すごく『泥棒』『泥棒』という言葉を問くのでとても嫌です。」「いままでそんな碍『少年の

不良の問題など開いたことがないので不思諮に思います。」こうした言葉の中に、都市地域の急速な発

展にともなう社会的環境自体の変化、変容が端的にしめされている。

また「物価が高いこと」をあげる者がかなりの数に達するが「王子があるため高給取りが多いので物

価が高い」と説明する者もいる。 「経済的に安定していない人が多い」ことをあげるもの。 「なんでも

王子に務めている人だけで、普通の人にほ解放的でない」ことを苫小牧のマイナスイメ.:...ジとしてあげ

る者もいる。

こうした社会的諸要因心対して...自然的条件がマイナスイメージとして映つている者ほきわめて限られ

ている。しかもそれらは「春先の気侯のほつきりしないこと」「火山灰地で土地の生産性が低いこと」

にほぽ要約されうる。

以上にみた如く、この苫／」歌：市ほ工業港の建設にともない、そうして、従前の「王子」の単一都市か

ら、木化学都市として、とにかく急速に発展を行う方向をしめし、これほ「苫が枚」イメージを、あ

きらかに従前の紙D町から「紙と港の都市」へと大合＜変容させつつある。「工業都市」のイメ＿ジも

そこには生まれつつある。しかしながら、こうした地域のイメージの形成ほ、すでに検討した如く、同

時にプラス。イメージのみでほなく、数々のマイナス・イメージを生み出している。従前この苫小牧の

昆所であっ尋箸呻顔知、いま急速立打ちこわされつ竺つあること、しかもそれ氏良い方向へでほ

なしに、むしろ好ましくない数々の社会的現象を生み出しつつなされていることがあきらかとなる。そ

うして、第一に検討した如く、彼らが地元で務めたいと思う域場ほ、男性の場合依然「王子」であり

「岩倉」がこれに加わるしまかほ各種官公庁が現在のところその主要なものである。

かように、地城自体、・いまだ積極的に地元創出の新規．労傷力自体を吸収しうる魅力をもつものとして． 
十分に成長していないばかりか、現況でほ「工業都市化」へのイメージが..生活レペルでの数々の社会

的諸矛盾の反映としてのマイナス・イメージを生み出しつつあることがあ・きらかとなるのである。
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2 地 城 開 発 に対する住民の態度

(1) 以上われわれほ、主として中学3年生に対する調査を資料として、地域イメージの具体的な変容

過程をみてきたが、その父兄たち、つまりとりわけ壮年層であるとこるの地域住民層は、この苫小牧の

地域開発をどのようにうけとめているのか。 77 5世帯！rc.関する調査結果では、 「苫小牧に港ができて

から、とくに生活面で変つたことがある」とするものほ全体の 1.3割で、それほど多いものではない。

定着年次別では明治・大正期定芳層、また地帯別でほ02ゾーン、 Gゾーン（勇払）、 Hゾーン（農村

地帯）にかかる変化をあげたものの割合がたかいが、それらの意見を、地域開発によっての「プラスの

面をあげた出の」「マイナスの面をあげたもの」「両方をあげたもの」「別にかかる評価を含まないも

の」にわけると、それらほG:4:1:1.lとなり、プラスの評価、マイナスの評価が相半ばする。けれ

ども、その具体的内容を彼らの指摘ごとに検討すると、プラス評価の中にほ、その具体的内容がたとえ

ば「人口が増えた」「住宅地づくりがさかんになつた。」というような、いわばいわずもがなの現象的

なものが、かなりの割合をしめているのに対して、マイナス評価の中には、現実の自らの生活に根ざし

たものがかなり多いという特徴がみられる。いまここでプラス評価をとりあげて、その全体的流れをみ

ると「都市としての設備とか道路が良くなり、交通の便が改善され、活気が出、仕事がふえ、同時に消

費物資も出廻り、全般的に教育設備、衛生設備、また都市的文化生活そのものが豊かになった」という

論理でそれを捉えることが出来る。ただこの場合「仕事が増えた」と指摘したのほ、商店とが、建設業

などの自営業種層に多いことをつけ加えなければならない。これに対して、・マイナス評価をしたものほ、

基本的にほ「港に行政がとられ、市民生活が圧迫されている。」という論理でそれを捉えているという

ことができる。そうして、その具体的な生活面へのあもわれ方ほ「税が重くなつた」「物価が高くなつ

た」「生活が苦しくなった」「賃金が安い、仕事がない」という直接的消費生活レベルの問題から

表 5-61 

生活の変化／プラスの評価

「道路、下水道が悪く、都市整備がゼロである。」「交通

人口がふえ、住宅がふえた

住宅地づくりが盛んになった

都市として設備、道路がよくなつた 6 という都市生活レベルでの諸矛盾指摘としてあらわれ

にぎやかになり、活気がでてきた 5 

各種産業が発達し、将来性かわった 2 る。とりわけ「物価が高くなつた」「生活が苦しくなつた」

交通の便がよくなった 8 

教育設偏がよくなつた
2 とともに「税が重くなつた」点を指門するものが多いこと

衡生的によくなつた 1 が注目される。いま北海道都市のだかでの住民一人当りの

土地の価格が上つた 2 

店がふえ買いよくなつた 2 
市町村税負担額（昭和 39年）をみると全道2 8市中、苫

仕事がふえた .・ 1 2 小牧市ほ0室蘭市、釧路市についで第三位となり、年間
物価安くなった

文化生活が発展した
その他

15 

事故が多くなつた。」 「地価か逸がり住宅が不足している」

「交通の不便が解消しない」「生活上。教育上環境が悪い」

2

7

 

10.277.円となる。（室樅は 11.342円）そうして 昭和

計 6 6 
3 7年度ほ、室陵市についで、第2位（ 9.343．円）である。

以上の事実ほこれまで述べてきた苫小牧地城開発が、

一方で・し、む少なくとも、地城住民の高額の税負担という事

実によって支えられて展開してきていることを物語る0..
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そうしてこの苫が枚市の特徴ほ、昭和 3 D 

年段階においてもすでに年間 5.82 6円

と当時でほ全道都市中の第 1位また 35 

年段階で 7.D D 9円と、砂川市の 8.14D 

円についで第2位と、ずつと高額であっ

たという点に求められる。昭和 3D年当

時の住民一人当り市町村税負担額を1DD 

として 3 9 年の•（取びをみると、それほ

1 7 6となり、全道都市中でほ中位とな

る。（もつとも高い北見は 4D 2という

数値をしめす。）したがつて、この限り

において、とくに税の重くなり方ほ著し

いものでほないが、現状において、そし

て過去から引きつづき全道のほかの都市

と比ぺて、一人当り平均で出して、それ

がとくに高額であるということだけほ事

実として指摘できる。

表 5- 6 3 

住民 1人当り市町村税別

表 5-6 2 

生活の変化／マイナスの評価

港に行政がとられ市民生活が圧迫されている°

税が重くなつた

生活が苦しくなった

物価が高くなった

賃金安い

仕事がない

景気がよくない

寄附が多い

仕事がきつくなった

交通の不便解消しない

道路、下7.k道悪い畜都市整備ゼロ

生活上｀教育上環境が悪い

転入者多<..高校進学が困難になった

交通事故が多い

地価上広住宅が不足

犯罪増加

農業にとつての発展にならない

その他

計

4

4

6

2

5

2

1

1

1

2

6

2

2

6

5

1

2

5

-

5

 

1

1

 

i
 

一

道内都市区分 （昭和39年度）

A

B

C

D

E

 

1万円以上

8千円～ 1万円

6千円～ 8千円

4千円～ 6千円

I 4千円以下

室砒釧路、匿王圏

．札幌、旭川、砂川

函館、小椴、北見、岩見沢、網走、名寄、根室畜滝川

夕張、留萌準内｀美唄亭菰赤．乎、紋別こ士別富三笠ご千歳｀深川

歌志内

注 帯広、江別は不明、なお両市 37年度はいずれも Dで 37年度における標準型の中

に位饂する。（同年は 20都市がDクラスの中に入る）

とりわけ苫が枚市の場合、工業港建設にともなう生活面への影

咽ほプラスの側面とともに、また数々のマイナスの影響としてもたらされているが心こうした評価の

相違ほ、すでにみたように、地域開発その•ものの地帯別の不均等発展のあらわれとして、

(2) かように、地域開発囮半tょう、

また階雇的

に、その恩恵を受ける層と受けざる層との相違として、当然もたらされざるを得ないものとして受け

砂る、ことのできる性質のものであろう。彼らが「今後の苫小牧の開発について市、道、国に希望す

る点」をまとめたのが表5-64であるが、こうした傾向ほこの表の中からも読みとることができる。

この表氏前述市民調査において、おれわれが用意した「今後の苫IH女の開発について、市、道、国

に希望する点」についての自由解答式設問に回答をよせた 19 ~世帯の世帯主の声を整理したもので

成」

あるが、それらの要望を事項別に整理すると 29 0 t"iどに整理することができる。こr．うち「港の完

「エ湯の誘致」「中小地場産業の育成」を望む声は、 19 2名中の 4割を割る者から出されてい

るが、他の 6割の者は殺極的にかかる要望をしていない。また「企業誘致のための土池分譲は市が主体
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となれ」 「誘致した企業の管理を十分に」「地域開発ほ国費で」等々の声も、前述した「工場誘致」の

声とほ別に出されている。しかも、前述3.6割のものから出された「港の完成」 「工場の誘致」「中小

地場産業の育成」をという声の中にほ、かならずしも、現況の開発の仕方をそのまま肯定したものばか

りではないことに注意を向ける必要がある。この中にほ「今となつてほ仕方がないから、望ましい所で

あれば早く港に仕上げて殴しい。」という声も含まれている。この意見ほ、農村地帯に住むある酪農家

から出されたものであるが、彼ほ続けて「・・・・。•町という姿の圧迫により、転住したいものに何

らかの方法を考えてほしい、例えば土地を時価で買上げてくれ、他地方への入地を考えてくれるという

ことなど」とその要望を述べている。そぅして、また「工業の誘致」「中小地場産業の育成」を積極的

に望む声ふただ単なる工場地帯建設を望んでいるわけでないことは次の意滉であきらかである。

表 5-6 4 市民の国・道・市に対する要望

「港」の完成を望む 1 0 公立商業高校の設置 5 

工場の誘致を 52 高校の間口増 4 

中小地場産業の育成を 4 高専の充実 1 25 

工場敷地の造成 i 1 69 大学・短大の設置 6 

工場誘致条件を良くしろ 1 • 
第 2次産業の開発とこ｀れに伴なぅ諸設備

1 協同や協刀しあう精神の教育 1 
・の完備

; 青少年の不良化防止 4 5 t 

誘致した企業の管理匂i出t市十が分に 1 

企業誘致の土地分譲 主体となれ 1 
6 物価高解消に力を 2 

地域開発は国喪を主雀にして行なうように 3 バス料金の値上げ 1 

市は借入金をするな 1 ゴミをクダに 1 27 
税金を安く 8 

＼、市開発業者はできるだけ市内存在者に与 1 10 生活安定 1 

え完全就職を計れ失業者のたい都市に ， 交通事故対策を 7 

ヽ

港ばかりではたく、市民全体の行政を 18 工業地域と住宅地域の明確化 1 

都市計画による将来像の提示 1 
逍路の椛備 I 44 勇払原野の開拓を含めた都市計画を 2 

8 

夜間外灯の整備 I 5 ひとつの企業にたよるな 4 
下水遣の早急完備 1 9 王子が発展を阻害している
公営住宅の建設 農水産物を確保できる対策を 2 

3 
市の宅地分譲価格を安く払下げること 農用地の開発を計れ 1 
広大な土地を市民に安くすること 1 

地価の値下げ安定 2 
施設者は抱ょう力をもて 1 

公園の建設 6 105 
公務員は市民に親切に 3 

4 

市民会館の建設 3 ヽ

体育館の建設 2 
ギ

音楽堂の建設 1 そ の他 1 0 

総合病院の建設 2 

公衆便所の設置 1 

苫小牧駅の移転と拡張 2 

耐火建物の推しん 1 

周辺部を都心部なみに 2 

市内に緑色植物を 1 

学校の施設充実に力を 3 

高校の増設 6 
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「大小の工場が早く出来て働く者の間口を拡げてほしい」「大工場の誘致を早急にして多数の人の就

職を考えてもらいたい」ここにはあきらか1tC.、自らの生活の、そうして市民の戦場の確保のため―--

つまり、生活の確保のための「工場の誘致」という発想がその基底1tC.ある。

またこういう意見もある。 「苫が枚港の開発と共に一日もほやく各工場、会社を誘致して下さい．

砂でないと掛声ばかりで期待しまずれです。私共の企業も上つたりです。」こうした意見しまさらに「エ

揚誘致を秩極的に運動し学卒者を進内で勅務可能1tC.しなければ市および遥の発展ほない。」「市開発

事業は出来るだけ市内在住業者1tC.事業を与え、市内在住者の完全就職を計るべきだと思うJという意見

をへて「住民の増加1tC.ともなつて、これから卒業生が失業もなく 10 0％就職出来て、市民全部が働け

るように希望する。」 「一大工業都市として失業のない都市とする。」という形での、市民の完全就職

の要望となつて表明される。

ところで、直接的に自らの市民生活そのものの向上のための諸要望ほ、すでに述べたように「工場誘

致」にかかわる意見より蓬か1tC.多い。全体の 6割以上のものほ多かれ少なかれかかる要望を出していた。

そうしてこれほ約 1割のものから出されている「港ばかりでしまなく市民全体のための行政を欺という声
I 

に集約できるものであるが、具体的m•J:. これらの意見ほ「市民として市の発展ほFむ所ですが、生活権

をおびやかすような市政にほ焚成できない。」「一地区とか特定の人達だけでしまた＜市民全体陀．平等に

行き渡るような政策を望む。」「地城住民の福祉を第一にしてもらいたい。健全なる財政による市政で

無理をせず開発行政して下さい。」 「あまり目だつ所にお金をかけないで、もつと追路、外灯など色々

な所へお金のつかい道を考えて下さい。福祉事務所を建てる時ほ、私達から¥1.i00 0円も寄附をとつ

たり、 1人¥1.0 0 0円ほとてもつらいのです。そんなところにお金を廻してぼしい。」 「私達ほ税金

を納めていますが、私達の住んでいるところt.r:.—ど全々変化がないのほ何故でしよ1うか？」 「港のほうば

かり力を入れないで、もう少し市全体、町の中の瀧路とか、もう少し公共施設をし例をあげると公民館

の改築、保育所の増設を市ばかりでなく、追とか国で予算を増して建ててほしいと思います。」「市民

紐犠牲にした開発にほ絶対反対する。新産業都市の指定を受け、かけ声ほ大きいけれども国家の全面的

な財諺曲t.c援助を受けなければ、市民の福祉施設等がおろそかになり、市民税の大巾投資でな1tC.も市民

1tC.しま役立たないので、開発推進と同時に、財政援助と市民生活の安定を図ってほしい。」 口こ業開発、

市民生活向上という事が今各所でいわれているが、それほ違う。勤労市民の犠牲セ一定限まで発展する

現象ほ起つても、それほ矛盾が深くなっただけのこと、根本的な社会体制の改革．と併行した開発こそ急

務。」というような声lrC.t..cつて表明されている。そうして具体的な要望としてほ、項目別1tC.それを整哩

すると、表1tC.みるように「迫路の整備」「第2国道の建設」 (2.3割のものがかかる要望を出している）

「下水道の早急完備」「外灯の完備」「公営住宅の建設」「公団の建設」さらにまた「物価高解消」 ― 

「税金の軽減」「交通事故対策」また教育機関の整備、拡充（とりわけ高校に関して）の意見が強く出

されているのである。これらの声i芯具体的にほ「国道 36号線の副道の建設、木場町、緑町方面の下

水道の早急完備0公営住宅の建設、苫が枚駅の移転、高等学校の新設、市民会館の建設、市1tC.おいて宅

地分譲価格をもう少し安価にすること。港の発展1tC.ともない早急に工場の誘致を行なうこと」「私共と

してほ市税、道税、その他の税金が一般に高すぎると思います。」「市民税が高いのに、鷲いた。道路

幅の拡大、下水道の完儲」「物価を上げないで生活の安定を望むと共1tC.、市民税の高い事を是正してほ

しいと思う。今の処でほ税金を納めるために働いている様」 「道路、公園．子供遊園地の早期建設」 r
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「公立の商業高校を増設してほしい」「現在の苫小牧ほ港関係のみ重点主義で通しております故、特に

交通事故全道一の折紙付ですので、国道の副道を整備して交通安全を璽点主義に進めて下さる様おねが

いします。」「公立高校の（普通科）間口増、下水道完備、中小学校の設備充実（特に新設校について

ほ早急に）」等んの意見として出されている。またとくに現在医療保健機関のない、沼の端でほ病院の

設性の声も出されている。

また次のような形で港の軍事的利用をおそれている市民もいる。 「私は、現在の港ほ知事ほもとより、

国、道が力を入れ、落々と建設がすすみつつありますが、大企業にほ良いが、一般中小企業、また庶民

に関係ある少しでも生活面にプラスになるような港にしてほしいと思います。なんだか将来軍港に変る

向きもあるかのように考えられます。この様な事に利用されない様望んでいます。」

(3) さてこのように市民の市、道、国に対する要望事項をみてくると、市民の開発に対する受けとめ

方ほ「港の建設」「企業の誘致」を稼極的にすすめろという層と、一方、市民の福祉を優先して開発

をすすめろという二つの層にわかれるというよりも、むしろ、次のように整理されるだろう。つまり、

現在すすめられている苫小牧地域開発において「港の完成」「企業誘致」を稼極的に望む層においても、

そうした「心」ほ．、矢張り自らの産活諸条件」の確保と向上という期待と願望に結びついているという

こと。親蛋的に企業を入れることによって、働く場そうして生活の場を確保してほしいという志向性が

その基底に存在しているということ。ここでiち「生活の確保→港の完成、企業誘致」という期待楷造が

その特徴として存在する。けれども「企業誘致」が思わくどおり進行せず、一方、すでにみて甚tこよう

な形態で「地城開発」が現実のものとして、彼らの生活の中にしみとおつてくるにつれ、多くの市民に

とつての主要なる関ILは「港」よりも苫が枚市民としての、自らのまた地城住民の日常生活諸条件の整備、

拡充に向けられてきてふヽるということ。こうした層においてほ「生活の確保」が、かならずしも企業誘

致とほ直結していない。そうして、かかる層の中からほ、現行の「地城開発」そのものが、地城住民生

活の犠牲の上に進行しているという点を指摘する者も生まれてきている。しまつきりとした形でほt.cいに

せよ、こうした流れが、これまで述べてきたような形態をとる苫小牧市における地域開発の進殿の中で

認められ得る。

この苫小牧市民の政治志向をみるために、昭和 3D年以降の衆諮員選の党派別得票率をみると、

表 5-65 

苫が枚市民の政党支持

昭 3 0年
和

昭 5 5年
和

自民党系 5 1. 5 4.6.9 

社会党系 4 4.3 50.8 

共産党系 2.2 1. 3 

民社党系

無所属 z21 1.0 

注）衆院選挙の得票数より計箕

昭 3 5年
和

38.8 

4 3.7 

1.4} 

1 5.6 

0.5 

昭 3 8年
和

4 0.1 

3 8.4 

1.9 

1 8.8 

0.8 

表 5-65の如く自民党系支持者は、

昭和 3 0年段階よりも昭和 38年段階

lCおいてほ、あきらかに構成比を減少

させているが、昭和 35年から昭和

3 8年に向けて若干ながら上昇線を

描いている。そうして社会党系支持者

ほ、％の壁をこえているとしまいえ、

昭和 35年から 38年にかけて下降線

を描き、そうして民社系支持者がかな

りの割合をしめしているとこるにこの

地域の政治的風土の特徴がある。

注 1) これは、前掲市民調査と同時に、昭和 40年 9月、中学 3学年在籍生徒を対象として行な

った調査結果である（計 73 4名）、
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